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コンピュー タ白書

情報に社会哲学を 1976

財団法人 日本情報処理開発協会編





序 文

1951年 に最 初 の 実 用 コ ン ピュ ー タが 世 に 送 り出 さ れ て か ら,25年 を経 過 した現 在,絶 え ざ る開 発

努 力 に 支 え られ,進 展 す る情 報 化 社 会 の推 進 力 と して,科 学,産 業,社 会 の あ ら ゆ る分 野 に お い て,

コ ン ビ互一 タは広 範 囲 に,そ して 多彩 に利 用 され て い る。 コ ン ピュー タお よび 情 報 科 学,技 術,シ

ス テ ム に 対 す る あ くな き こ の 開 発努 力 は,加 速 され,将 来 の5年 間 は,試 行 錯 誤 を重 ね て き た過 去

25年 の 発 展 を は る か に しの ぐで あ ろ う と も予 想 され て い る。

貨 幣 や 原 子 力や 政 治 体 制 に み られ る よ うに,人 間の知 恵や 工 夫 が 生 み 出 した 用具 や 技 術 や シ ス テ

ム は 双 刃 の 剣 で あ っ た 。 コン ピュ ー タ を 中心 に 行 わ れ る 開 発 努 力 も,そ の 果 実 の 利 用 も,それ が 社 会

の 一 人 一 人 にどの よ うに 関 わ ってい るか ・開 発 や 利 用の 背 景 に・ 国 家 ・ 産 業 ・ 企 業 を越 えて
,人 類 に 対

す る社 会 哲 学 が な け れ ば な らな い で あ ろ う。

1976年3月 末 に,わ が 国 の コ ン ピ ュー タは,35,305セ ッ ト,金 額 に して 実 に2兆2 ,583億 円 に の

ぼ り,コ ン ピ ュー タ 利用 で も,ま た そ の開 発 ・生 産 に お い て も ア メ リカに 次 い で 第二 の 地位 に あ り,

わ が 国 をめ ぐる内 外 の情 勢 の 厳 し い時 代 に,全 世 界 的 な 情 報 化 に果 た す わ が 国 の開 発,生 産,利 用

の責 務は 重 大 な もの が あ る。 か か る認 識 か ら,1976年 版 コ ン ピュ ー タ 自書 を世 に 送 るに 際 し て 「情

報 に 社 会 哲 学 を」 と副 題 を付 した 理 由 が あ る 。

1976年4月 をも って,日 本 情 報処 理 開 発 セ ン ター ,情 報処 理 研 修 セ ン ター,日 本 情 報 開 発 協 会 は

統 合 し,日 本 情 報 処 理 開 発 協 会 と して 装 い も新 た に 「コ ン ピ ュー タ 白 書 」 を 出 版 す る運 び とな っ

た。 白書 の 作 成 に 当 っ て執 筆 ・監修 され た 委 員 各 位 に 深 甚 な謝 辞 をの べ る と と もに,読 者 諸 氏 の業

務 に 役 立 てば 幸 い で あ る。

1976年11月1日

財団法人 日本情報処理開発協会

会長 植 村 甲 午 郎
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2第1部 総 論

巨
1975年 か ら76年 に か け て,世 界 各 国 の 経 済 情 勢 は74年 に 引 き続 い て低 迷 し,国 内 物 価 の 高 騰 の 抑

制 と失 業 問 題 の 解 決 に 腐 心 して い た西 ヨー ロ ッパ 諸 国 の経 済 的 困 難 か らイ ギ リス,フ ラ ンス 等 の 為

替 相 場 が 下 落 し,ス ウ ェー デ ン は社 会 福 祉 政 策 の 見 直 し を迫 ま られ た。1976年 に 建 国 二 百 年 祭 を迎

え た ア メ リカ合 衆 国 の 景 気 も回復 せ ず,欧 米 主 要 各 国 は,わ が 国 の 貿 易 の あ り方 に厳 しい 批 判 を加

え た 。 ま た 中 国 に お いて 同年,周 恩 来 首 相,毛 沢 東 主 席 が 相 次 い で死 去 し,中 国 の 政 治 的 経 済 的 変

化 が,わ が 国 に どの よ うな影 響 を及 ぼ す か が 未 知 数 で あ り,冷 害 に 伴 う農 業 不 振 や 国 内 に お け る政

治 的 諸 混 乱 と相 侯 っ て,予 算 編 成 が遅 れ,わ が 国 の経 済 は 内外 とも に 困 難 な 時 期 を迎 え るに 至 っ た 。

す な わ ち,国 際 的 には 自由 貿 易 を希 求 しつ つ 競 争 力 を維 持 し,近 隣 窮 乏化 策 に 陥 入 らず,国 際 協

調 の 下 で,国 内 的 に は完 全 雇 用 を持 続 し,物 価 安 定 し,社 会 資 本 を充実 させ,福 祉 を整 備 し,安 定

成 長 を遂 げ る と い う,単 な る題 目や 精 神 論 で は な く,今 や 世 界経 済 に 大 き な影 響 力 を もつ に 至 っ た

わ が 国 が 国 際 社 会 で果 す べ き責 務 を痛 感 す る と と もに 実 行 しな け れ ば な ら な い舞 台 に 立 っ て い るの

で あ る 。

1975年 か ら76年 に か け て,長 期 化 の 様 相 を示 して きた 経 済 的 沈 滞 を背 景 に,コ ン ピ ュ ー タの ユ ー

ザ ー は,コ ス ト ・オ リエ ン テ ッ ドの コ ン ピュ ー タ利 用 の傾 向 を強 め,IBMのFS期 待 もあ って,

75年 度上 半 期 は コ ン ピュ ー タ需 要 は可 成 り減 少す るので はな いか と予 想 さ れ た が,ア メ リ カの コ ン ピ

ュ ー タ ・メー カー はIBMお よ びNCRの 前 半 の不 振 が あ っ ただ け で,下 半 期 はIBMは シ ス テ ム

/32の 好調 な ど新 機 種の発 表 もあっ て,急 速 に 回復 し,全 体 と して,ア メ リカの コ ン ピュ ー タ ・メ ー

カー の 世 界市 場 へ の 汎 用 コ ン ピュ ー タ出 荷 金 額 は115億4,000万 ドル で,僅 か2.7%で は あ る が74年

度 を越 え,汎 用機 お よ び関 連 事務 機 シ ス テ ム の 輸 出 総 額 は22億2,300万 ドル で あ っ た 。IBM以 外

の ア メ リ カの コ ン ピュー タ ・メー カー は,IBM370シ リー ズ,シ ス テ ム/32お よび シス テム3対 抗

機 種 を,相 次 い で発 表 す る と ともに,カ ナ ダ,日 本 お よび 西 ヨー ロ ッパ,東 欧 その 他 ラ テン'ア メ

リカ諸 国 に,競 っ て 販 路 を求 め た。ECの ヨー ロ ッパEDP企 業 連合 構 想 に も沿 っ て1973年7月 に

発 足 したUnidataは,ICLの 参加 を期 待 して い たがICLのNixdorfと の提 携,74年CPIへ の

資 本 参加 に よ っ て,ヨ ー ロ ッパ 連合 組 織 は 二 本 化 の 方 向 をみ せ た 。1975年 に な る と1月 オ ラ ン ダ の

Philips社 の 商 標 問 題 フ ラ ン スのCIIと 西 ドイ ツ のSiemensと の対 立,5月CIIのHoneyweU

Bullと の合 併 構 想 の 発表 に よ っ て,9月Philips社 がUnidataを 脱 退 した こ とを契 機 にUnidataは 分 裂

崩 壊 して し ま っ た 。西 ヨー ロ ッパ で圧 倒 的 優 位 に立 つIBMに 対 抗 して,Burroughs,UnivacHI

'
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S,CDCはICL,ICCな ど西 ヨー ロッパの主 要 メー カー と提 携,合 併,合 弁事 業 を図1),Siemens

は 富 士 通/AmdalとAmdal476V/6を 含 む 超 大 型 機 共 同 受 注 提 携 を結 び ,さ らに,ソ 連 をは じめ と

し コ メ コ ン諸 国 に,こ れ ら主 要 メー カ ー は 接 近 を 図 るな ど,コ ン ピュ ー タ産 業 の 地 図 は 流動 的 と な

り,競 争 は 激 化 して き た。

1976年5月,米 国 商 務 省輸 出 管 理 局 は,大 手 コ ン ピ ュ ー タ ・メー カー9社 に 対 して,東 欧 国へ の

コ ン ピュ ー タの 輸 出 に3基 準 を提 示 した。

消 費需 要 の 沈 静,投 資 意 欲 の減 退,政 治 の 混 乱 に よ っ て経 済 活 動 が 次 第 に不 活 発 に な っ て来 た わ

が 国 に あ っ て,コ ン ピ ュー タ需 要 は 前 年 に比 べ て そ の 成 長 率 がや や 落 ち て い る もの の セ ッ ト数 に し

て20.9%,金 額 に して17.4%増 加 し,依 然 と して 高 度 成 長 を続 け,1976年3月 末 に は 実動 汎 用 コン

ピ ュー タ は35,305セ ッ ト,2兆2,583億 円 に 達 した 。 一 セ ッ ト当 りの シ ス テ ム規 模 は,大 型 が19.3

%増 加 したに もか か わ らず,22、6%増 とい う超 小 型機 の 依 然 と した増 加 に よ っ て,74年 度 の6,602.8

万 円 か ら,75年 は6,396.5万 円 へ と低 下 した。

75年12月1日 に電 子 計 算 機 の 資 本 は 完 全 に 自由 化 され,同 月19日 閣 議 決 定 に よ って 電 子 計 算 機 の

輸 入 自由 化 が 同 月24日 に 行 わ れ る こ とが 決 ま っ た 。 河 本 通 商 産 業 大 臣 は,輸 入 自由化 に対 す る談 話

を発 表 し,自 由化 に対 す る判 断 と,国 産 電 子 計 算機 産 業 の 自立 と発展 の ため に,わ が 国の 市場 に お

い て 国 産 機 が 適 正 な シ ェア を確 保 す る必 要 性 を 説 き,今 後 の 電 子 計算 機 の 輸 入,設 置 動 向 を注 視 し,

各種 の 振 興施 策 を強 力 に 展 開 す る政 府 の 態 度 を表 明 した 。

1976年 度 の コ ン ピ ュ ー タ 白書 は,上 述 の よ うな理 念 の下 に 歴 史 的 事 実 と世 界 情 報 の 急 激 な変 化 を

捉 え,わ が 国 お よ び世 界主 要 各 国 の 情 報 産 業 と コ ン ピュ ー タ利 用 の 実 態,各 国 政 府 の 諸 施 策,大 手

コ ン ピ ュー タ ・メー カ ー の新 機 種 お よ び戦 略,開 発 さ れ た新 シ ス テム を紹 介 して い る。 と くに,第

3部 に お い て は,行 政 に お け る コ ンピ ュー タ利 用 と政 策,情 報 処 理 の 標 準 化,経 済 企 画 庁 の 高 度 利

用,農 林 省,運 輸 省 の 情 報 化 政 策,国 税 庁 の コ ン ピュー タ利 用 の 現 況,電 電 公社 の デ ー タ通 信 回線

の 利 用 の現 状 を伝 え る と と もに,民 間 の具 体 例 と して,異 種 コ ン ピ ュー タ の結 合 シ ステ ム お よ び公

共 性 を と くに 強 調 し た シ ス テ ム を 中心 に紹 介 した。

さ らに 本年 度 白書 は,昨 年 に 引 きつ づ い て,わ が 国 の情 報 産 業 お よび 情 報 処 理 振 興 策 な らび に そ

の 成 果 を述 べ る と と もに,政 府 お よ び政 府 関係 諸機 関,地 方 公 共 団体 の コ ン ピュ ー タの 利 用 の 実 態,

諸 施 策,お よび コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調 査,オ ン ラ イ ン化 調 査 の結 果 を分析 し,付 属 資 料 と して,

産 業 構 造 審議 会 ・情 報 産 業 部 会 に 提 出 させ た 「昭和60年 度 に お け るわ が 国 の 情 報 化 お よ び 情 報 産 業

の 計 量予 測」,通 産 省 「電 子 計 算 機 利 用 高 度 化 計 画 」 を抜草 し て掲 載 し,大 方 の 参 考 に供 して い る。
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2わ が 国 にお け る コン ピュー タの実 動 状況

1975年 度 の わ が 国 の コ ン ピュー タ需 要 の 動 向 を通 商 産 業 省 「電 子 計 算 機 納 入 下 取 調 査 」 に よ って

概 観 す れ ば 次 の よ うに な る で あ ろ う。

汎 用 コ ン ピ ュ ー タ実 動 状 況 に お い て,上 半 期(75年9月 末 日現在)の 汎 用 コ ン ピュ ー タ の セ ッ ト数

は32,447セ ・ソト(対 前 年 同 期 比20.9%増),買 価 換 算 金額 は2兆810億 円(前 年 同 期 の17.4%増),

下 半 期(76年3月 末 日現 在)は そ れ ぞ れ35,305セ ッ ト,2兆2,583億 円 で,75年 度 中 に,5,210セ ッ

トお よび,3,119億 円 の 純 増 に な っ た 。

一般 的 経 済 環 境 が 次 第 に 悪 化 の 兆 し を見 せ て い る 中 に あ って,コ ン ピ ュー タ需 要 は74年 の 対 前 年

比 が セ ッ ト数 に して33.6%増,金 額 に して21.7%増 よ り75年 の そ れ は20.9%増,17.4%増 と,や や

落 ち て は い る もの の,依 然,強 含 み で 成長 を続 け て い る。

同年 の わ が 国 の 実 動 コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム を型 別 で み る と,上 半 期 に お い て大 型 機 は,1,885

セ ッ ト(19.3%増),1兆2,117億 円(21.1%増),で,一 セ ッ ト当 りの シ ス テ ム規 模 は,6億4,

281万 円(前 年6億3,300万 円)へ と1974年9月 末 に 引 きつ づ い てや や 大 型 化 し,中 型機 は5,669セ

ッ ト(11.4%増),5,978億4,500万 円(9.7%増)で,シ ス テ ム規 模 は1億546万 円(前 年1億706

万 円)小 型機 は8,140セ ッ ト(25.3%増),1,693億900万 円(19.4%増),シ ス テ ム 規 模 は,2,08

'0万 円(前 年2
,181万 円)で,中 型 機 お よび ・1・型機 と もに漸 次 シ ス テ ム規 模 が 僅 か ば か り低 下 した。

74年9月 末 に13,664セ ッ ト(1セ ッ ト当})619.2万 円)で あ っ た 超 小 型 機 は75年9月 末 に は16,753

セ ッ ト(22.6%増)(1セ ッ ト当})612.7万 円)で,需 要 は依 然 堅 調 で あ り・ 汎 用 コ ン ピュ ー タ全

体 と して の 一 セ ッ ト当 り金 額 で あ る シ ス テ ム規 模 は,74年 度 の6,602.8万 円 か ら75年 は6,396.5万 円

へ と低 下 した 。

1975年12月1日 に 電子 計 算 機 の 資 本 自由 化,12月24日 に 輸 入 自由 化,明 け て76年4月1日 に ソ フ

トウ ェ ア業 の 資 本 自由 化 が 実 施 され,わ が 国の 電 子 計 算 機 産 業 お よび ソ フ トウ ェ ア業 は,つ い に全

面 的 な 自由 化 を迎 え,国 産 機 と外 国 機 メー カー の競 争 が 激 化 す る と予 想 さ れ て い るが,1975年 度 中

に は ま だ そ の影 響 は 現 わ れ て い な い。 同年 中 の 実動 汎 用 コ ン ピ ュー タ の 国産 機 比率 をみ る と,73年

9月 末 に セ ッ ト数60.7%,金 額53.0%で あ った もの が,74年9月 末 に は セ ッ ト数61.8%金 額54.5%

と な り,75年9月 末 に は セ ッ ト数 で62.9%,金 額 で56.2%,76年3月 末 に は セ ッ ト数63.6%,金 額

で56.9%と,国 産 機 の マ ー ケ ッ ト ・シ ェ ア は増 加 の傾 向 に あ る 。 これ を,同 年 中 の納 入 実 績 でみ れ

ば,年 間 実 績6,903セ ッ トの う ち国 産 機 は4,875セ ッ ト(70.6%),6,139億6,100万 円 の うち3,426億5,9

00万 円(55.8%)で あ って,大 型Aの セ ッ ト数45.2%,金 額45.2%を 除 い て,大 型B,中 型,小 型,
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超 小 型 と もに セ ッ ト数 に お い て も,金 額 に お い て も,国 産 機 の 比 重 は 高 く,中 型 は ほ ぼ8割,小 型

は7割 の 水 準 に 達 して い る。

1972年9月 末 に,一 業 種 で800億 円 以 上 の コ ン ピ ュ ー タ を設 置 して い る産 業 は,金 融 電 気機 械,

卸 ・小 売 ・商 事,政 府 関 係 機 関 の 僅 か4業 種 で あ っ た が,73年 に は,輸 送 用機 械,サ ー ビス業 が こ

れ に加 わ り6業 種 と な り,次 いで74年 に は鉄 鋼 業 が 入 っ て7業 種 と な っ た が,75年 中 に さ らに,

政 府,化 学 ・石 油 が800億 円以 上 に ラ ン ク さ れた 。

74年 に 対 前 年 比26.1%の 増 加 を した 金 融 の 成 長 は 目 ざ ま し く,75年 に は4,271億 円(対 前 年 比39

.0%増)と な り,わ が 国 の 実動 汎 用 電 算 機 の 金 額 の 実 に18 .9%を 占め るに 至 っ た 。 次 い で卸 売 ・小

売 ・商 事(2,475億 円,38.0%増),電 気 機 械 製造 業(2 ,406億 円,10.0%増)の3業 種 が2,000億

円 を超 え,政 府 関 係 機 関(1,850億 円,41.2%増),サ ー ビ ス業(1 ,692億 円,36.9%増),輸 送用

機 械 製 造業(1,029億 円,10.5%増)で,1,000億 円 を超 え る上 位6業 種 だ け で ,実 動 コ ン ピュ ー タ

全 体 の60.8%を 占め て い る。 さ らに,政 府(880億 円,55.8%増),石 油 ・化 学(880億 円
,14.6%

増)・ 鉄 鋼 業(829億 円・1・2%増)・ 保 険 業(739億 円 ・2・・6%増),運 輸(6261細.14 .2%増),

協 同組 合 ・各 種 団 体(598億 円,33.5%増)が500億 円 以 上 の業 種 と して続 い て い る
。

一 シ ステ ム 当 り規 模 で は74年 度 に 引 き 続 い て75年 度 も
,保 険 の3億3・910万 円(前 年3億3,700万 円)

が 最 も大 き く,政 府 関係 機 関(3億1、400万 円16.3%増),電 気 ・ガ ス ・水 道(2億6,000万 円2.4%

増),政 府(2億3,600万 円25.5%増)が こ れ に続 い て い る。

1976年3月 末 現 在 の地 域 別 実 動 状 況 に よ れ ば,東 京 都 は群 を抜 い て1万 セ ッ ト,1兆 円 の 大 台 を

越 え,10,740セ ッ ト,1兆23億 円(全 国 の44、4%)次 い で大 阪 府(5,719セ ッ ト,3,181億 円,同14

.1%)愛 知(2,429セ ッ ト,1,277億 円,同5.7%)神 奈 川(1,487セ ッ ト,1,621億 円,同7.2%),

北 海 道(1,113セ ッ ト,391億 円),福 岡(1,094セ ッ ト,476億 円),兵 庫(1,083セ ッ ト,644億 円)

広 島(1,013セ ッ ト,440億 円)が1,000セ ッ ト以上 を保 有 して い る。 反対 に100セ ッ ト以下 の 県 は,

島 根(72セ ッ ト,1セ ッ ト当})5000万 円),鳥 取(75セ ッ ト,同1,650万 円),奈 良(85セ ッ ト,

同2,832万 円),徳 島(95セ ッ ト,同3,103万 円)で 高 知 は101セ ッ ト(同3,732万 円)で よ うや く,

100セ ッ トを 越 え た。

実 動 金 額 を対 前年 比 で み る と滋 賀(240セ ッ ト,実 動 金 額108億4,500万 円)は 前 年 比23.1%増,

岩 手(186セ ッ ト,同46億6,700万 円)は20.4%増,和 歌 山(179セ ッ ト,同136億1,600万 円)は15.

8%増,が 目立 っ て い る。
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「-ne--7'"一 ー－r-一ー 一 一 ■7二 一7二 「
3諸 外 国 に お け る コ ン ピュ ー タ産 業 の 動 向

L

ア メ リ カ

1974年 末,ADL(ArthurD.Little)社 は 製 品 サ イ クル の下 降 と世 界 的 な不 況 に よ っ て,1975年

度 の ア メ リカ の 汎 用 コ ン ピ ュ一一タの 出荷 は,74年 度 を 国 内 で30～40%,海 外 で20～30%下 廻 わ る で

あ ろ う と予 測 し,後 半 に 入 っ て新 機 種 が 市 場 に 出 廻 わ れ ば再 び 成 長 す る だ ろ う と予 測 し た。 結 果 的

に み る と,1975年 度 に お い て,ア メ リカの コ ン ピュー タ ・メー カー の世 界市 場 へ の 汎 用 コ ン ピュ ー

タ出 荷 金額 は115億4,000万 ドル で,対 前 年 比2.7%増 に な った 。 景 気 不 振 の コ ン ピ ュー タ 産 業 に 対

す る影 響 はADLの 予 測 ほ どで は な か っ たが,IBMは75年 第1四 半 期 に お い て 直 接 売.ヒ高 が 前 年

同 期 比 で10.57%減 少 し,NCRも 不 振 で あ った が 、第4四 半 期 に はIBMの 総 売 上 高 は 前 年 同 期 比

で24%増 加 し,75年 度 の総 売 上 高 は144億3,654万 ドル(対 前年 比 一7.1%),純 益19億8,988万 ドル に

達 し,ま たそ の 他 の 有 力 コ ン ピ ュー タ ・メー カー の 出 荷 が順 調 で,75年 度 は 前 年 度 よ り落 ち こ む こ

とは な か った 。

IDCの 調 査 に よる と1975年 の コ ン ピ ュー タ出 荷 金 額115億4,000万 ドル(74年112億3,500万 ドル)

の62.0%(同62.0%)に 当 る71億5,000万 ドル をIBMが 出 荷 し,次 い でHIS8億2,000万 ドル(同

7.1%),Burroughs7億1,000万 ドル(同62%),Univac6億3,000万 ドル(同5.5%),DEC6

億 ドル(同5.2%)NCR3億 ドル(同2.6%),CDC2億9,500万 ドル(同2.6%)そ の 他10億3,5

00万 ドル(同9.0%)で,BurroughsがUnivacを 追 い 抜 き 第3位 に な り,IBMは74年 の76億9,500万

ドル か ら75年 に7.1%の 減 少 に な っ た もの の,世 界市 場 で の 出荷 額 の マ ー ケ ッ ト ・シ ェ ア は 前 年 と

変 わ らず,圧 倒 的 優 位 を保 っ て い る。

米 国商 務 省 の 発 表 に よ れ ば,1975年 度 の 全事 務 機 器 輸 出の 中 で,コ ン ピュ ー タ お よ び 関連 事務 機

シ ス テ ム の 輸 出は ほぼ85%で あ り,対 前 年 比1.3%増 の22億2,300万 ドル で あ り,そ の 輸 出 先 は,カ

ナ ダ3億2,010万 ドル,西 ドイ ツ2億7,410万 ドル,イ ギ リス2億7,030万 ドル,フ ラ ン ス2億2,30

0万 ドル,日 本1億8,930万 ドル な どで あ っ た。

1975年3月,IBMは 次 期 シス テム に対 す るFSと い う呼 称 を 中 止 し,]980年 代 を 目指 して,37

0シ リー ズ を中 心 に 機 能 の強 化 を推 進 し,同 年 中 に 、370/158,168,115,125の 機 能 拡 張,シ ス テ

ム32,3800ノ ン イ ンパ ク ト ・プ リン タ を 発 表 し,76年 に は,370/138・148を 発 表 し た 。

IBMの370シ リー ズ強 化 体 制 な らび にSystemNetworkArchitectureの 拡充 に対 して,1975年 末

Burroughsは,新 シ リー ズ ・コ ン ピ ュー タ と して"800"フ ァ ミ リー を 発 表 し た が.76年6月 にI

BMが370/138,148の 発 表 を行 っ た こ と を契 機 に 対 抗 策 と してB6800を3機 種 発 表 し,既 発表3
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シ リー ズの 価 格 を 引 き下 げ た 。 ま た順 調 な売 れ 行 く を示 し て い るIBMシ ス テ ム/32お よ び シス

テム/3に 対 抗 す る ため ・76年5月Burroughsは 小 型 ビ ジネ ス ・コ ン ピュ ー タ としてB80(2万 ドル か

ら315万 ドル)を 発表,次 い で,UnivacはIBMシ ス テ ム/32の 対 抗 機 種 と し てUTS700(標 準

構 成59,000ド ル)UTS400(3万 ドル)を ハ ノー バ ー ・フ ェア 見 本 市 で発 表 した 。

ア メ リカ 国籍 の メ ー カ ー に よ る全 世 界へ の ミニ ・コ ン ピ ュー タの 出荷 は,1975年 中 に51,000セ ッ

ト(74年 度47,500セ ッ ト),金 額 に して13億5,000万 ドル(同10億6,000万 ドル)で あ り,こ の 分 野 に

お い て,DECは 全 体 の32%に あ た る16,500セ ッ ト,金 額 に して37%に あ た る5億 ドル(対 前 年 比

126,6%)を 出 荷 して い る。

ア メ リカの コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス 産 業 は,コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー ザ ー が コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 経 験

に基 づ い て,コ ス トお よび 利益 を重 視 し,コ ン ピ ュー タ に対 す る過 剰 投 資 お よ び過 剰 人 員 を押 え る

傾 向 に あ る こ と と,情 報 処 理 サ ー ビス 会 社 に よ る産 業 指 向 のサ ー ビ スや ソ フ トウ ェ ア ・パ ッ ケー ジ

の 開 発 が 進 み,ADAPSOの 調 査 に よ れ ば1975年 に46億 ドル の 売 上 げ を示 し,78年 ま では 年 間20

%の 成 長 が 予 想 され て い る。

カナ ダ

お よ そ世 界 第7位 の コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム 利 用 国 で あ るカナ ダに つ いて,カ ナ ダ 情 報 処 理 学 会 の

発 表 に よれ ば,実 動 コン ピュ ー タは1975年5月1日 現 在 で,4,940セ ッ ト(前 年3,899セ ッ ト)で あ

っ て,IBMCanadaLtdが1,524セ ッ ト(市 場 占有 率32%)金 額 で は56%(前 年66%)で あ り,

Univacの 市 場 占 有 率 は 金 額 に して 前年 の13.4%か ら10%に 低 下 し,HISは482セ ッ ト(市 場 占

有 率9.8%),DECは685セ ッ ト(13%)で あ っ た。

産 業 分 布 で は,金 融 を除 くサ ー ビ ス 産 業 に1,175セ ッ ト(23.8%),政 府 機 関572セ ッ ト(12

%)で あ り,1976年7月 にL'lndustrielle-ServicesTechniquesInc.,お よ び9月 に 連 邦 政 府 に よ

EDPシ ス テム 買 入 れ推 進 計 画 の 第1号 機 と して カナ ダ統 計 局 にAmdal470V/6が 設 置 され た 。

DataGeneralCanadaLtdの 調 査 に よれ ばDECの 機 器 を 中 心 に カナ ダに お け る ミニ コ ン ピュ

ー タの 市 場 規 模 は
,75年 度 まで お よそ9,000万 ドル で年 率40%の ペ ー ス で 拡 大 して い ると予 想 され

て い る 。

西 ヨー ロ ッパ

西 ヨー ロ ッパ の主 要 諸 国 は,つ と に 自国 の コ ン ピ ュー タ産 業 の 重 要 性 を 自覚 し,イ ギ リス に お い

て は,国 内 コ ン ピ ュ ー タ ・メー カー の整 理 統 合 に よ る,1968年 のICL(lnternationalComputer

Limited)の 創 設 をは じめ と し,政 府 は 同 社 に 対 して,研 究 開 発 の ため の 各種 促 進 費 を補 助 す る と

と もに,政 府 諸 機 関 の 国産 機 優 先 利 用 を行 い,フ ラ ン ス に お い ては,1966年 にCAEとSEAの 合

併 に な る国 策 コ ン ピ ュ ー タ ・メー カーCII(CompagnieInternationalpour1'lnformatique)を 設

立,国 産 コン ピュ ー タ産 業 の育 成 の ため に1966年 か ら70年 末 で,第 一 次 プ ラ ン ・カ ル キュ ー ル を実
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施 し,71年 か らの5年 間 にハ ー ド,ソ フ ト,教 育 を含 む 第二 次 プ ラ ン ・カル キ ュー ル の下 で助 成 が

行 わ れ た。 西 ドイ ツ で は コ ン ピ ュー タの 利 用 当 初 か ら 自由 化 され,1966年 ま では 政 府 は ア プ リケ ー

シ ョン ・ソ フ トを対 象 に 補 助 を行 っ て き た に 過 ぎな か っ た が,米 国 系 コ ン ピ ュー タの 西 ドイ ツに 占

め る割 合 が80%に も達 し,1967年 よ り,第 一 次 デ ー タ処 理 高 度 化 計 画 を実 施 した 。 第一 次 計 画 の 援

助 は5億8,000万 マ ル ク を支 出 したに 過 ぎな か っ たが,71年 か ら始 ま る 第二 次 情 報 処 理 高 度化 計 画

に は42億7,000万 マ ル ク を支 出 し,Siemens,AEGTelefunken,Nixdorf三 社 へ 開 発援 助 を行 い,

さ らに,1975年12月Unidataの 崩 壊 に よ っ て,西 ドイ ツ独 自 の 開 発 を余 儀 な く さ れ,76年 に 国 際競

争 力 の 培 養 を 目指 して,第 三 次 情 報 処 理 計 画(5ヵ 年)を 発表 した 。

ヨー ロ ッパ に お け る情 報 処 理 産 業 の 重 要 性 に つ い て早 くか ら認 識 して い たEC委 員 会 は,強 大 な

米 国 メー カ ー に対 抗 す る ヨー ロ ッパ 各 国 の 連 合 に よる情 報 処理 産 業 の育 成 を推 進 す るた め に,1972

年 か ら作 業 を始 め て73年2月,各 国政 府 に対 して ヨー ロ ッパ の 情報 処理蟻 業 の状 況 を報†与し,西 ヨー

ロ ッパ 全 体 の 統 合,協 力 が 必要 で あ る と し,各 国 コ ン ピ ュー タ ・メー カー の 生 産 ・販 売 ・技 術 開 発

で の 協 力,共 同 販 売 会社 の 設 立 構 想 を提 出 した。1974年7月 に は ヨーuッ パ 独 自 に情 報 処 理 振 興 政

策 をECと して 推 進 す る こ と を決 議 し,75年3月,お よ び9月 に い くつ か の プ ロ ジェ ク トが理 事 会

に 対 す る提 案 と して 発表 され た 。

こ の 構 想 に 前 後 して,1973年7月,CII,Siemens,Philipsの 三 社 が提 携 して 合 併 事 業 協 定 に

調 印,Unidataを 発 足 させ,同 社 は,フ ラ ン ス,西 ドィ ッ両 国 政 府 の 支援 を受 け,EC委 員会 の 欧

州EDP企 業 連 合 の 構 想 に も合 致 し,歓 迎 され た。EC当 局 は欧 州 連 合 組 織 にICLの 参 加 も期 待

して い たが,ICLはNixdorfと 提 携 し,1974年 にNCR,CDCの 合 併 周 辺機 器子 会 社CPIに

資 本 参加 す る な ど,欧 州 連 合 組 織 が 二本 化 す る傾 向 が 生 じ,1980年 を 目標 に 一 本 化 す る こ と を期 待

した 。 同 年 に,71年 に 設 立 され たNixdorfとTelefunkenの 合 併 会 社TelefunkenComputerAGが 倒

産,Siemensに 吸 収 さ れ,米 国 系 メー カー で あ るHoneywellBull,Univac,CDCがUnidataに 接 近

し,1975年 に な る と,Unidataに よ るSiemensの4004が フ ラ ン ス国 内 で 売 れ 行 きが 好 調 で あ るに も か

か わ らず,CIIの 機 器 が,西 ドイ ツで 殆 ん ど不 振 で あ っ て,西 ドイ ツ とフ ラ ンス の 利 害 が 次 第 に

対 立 し,同 年5月,フ ラ ンス のCIIが,HoneywellBul1と の 合 併 構 想 の 発 表 に端 を発 して,8月

フ ラ ン ス政 府 は5,000万 ドル を支 出 してHoneywellBull社 株 を51%保 有 す る こ と を希 望 し,CII

内 部 の対 立,同 年1月 に 発生 した オ ラ ン ダのPhilips社 の 商 標 問 題 等 が表 面 化 し,9月 にPhilipsの

Unidata脱 退 発 表 に よ っ てUnidataは 崩 壊 した。Unidata崩 壊 後,西 ヨー ロ ッパの コ ン ピ ュー タ産 業 は

再 編 成 の 動 きが 活 発 化 した 。75年12月 、CIIとHoneywellBullの 合 併 が 合 意 に達 し,1976年3月,

SiemensはCIIが 開 発 したUnidata7000シ リー ズ大 型 機X4,X5の 購 入 を 中止 し,同 月,IC

Lは ア メ リカ のCDCと 合 弁 でControlDatasetを 新 設,ま たCDCとHISの 合 併 会 社Magnetic

PeripheralsInc,にHoneywenBullが 参 加 し,6月 に,CII/HBの 合 併 は 完 了 し た・ また ・西
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ドイ ツのSiemensはUnidata以 後7000シ リー ズの 機 能 拡 張 を行 う と と も に75年9月 か ら富 士 通 と

の 間 でAmdal470V/6を 含む販 売 権 交 渉 を行 い,超 大 型機 共 同 受 注 提 携 を結 ん だ こ とは特 筆 に 価 す る 。

EC委 員会 の期 待 とは 別 にUnidataの 分 解の 兆 しが 見 えて来 た75年3月 に,EC委 員 会 か ら理 事 会

に対 して,L生 体 器官 と血 液齢 の ため のデー タ ・バ ン ク,2・ 輸 出 入濃 業 市 雛 構 マ ネ ジ メ ン ト

の た め の 情報 処 理 シ ス テ ム の研 究,3.EC法 令 文 献 検 索 シス テ ム の需 要 研 究,4.1980年 代 の 航

空交 通 管制 用 リア ル ・タ イム 情 報 処 理 シス テ ム,5.コ ン ピ ュー タ ・エ イデ ッ ド ・デ ザ イ ン技 術 の

開 発 研 究 と い う5つ の プ ロ ジェ ク トが 提 出 され,同 年9月 には,中 期 計 画 と して,IBMが,通 信

・オ ン ラ イ ン を含 め た トー タ ル ・イ ンフ ォ メー シ ョ ン ・シ ス テ ム の 販 売 を強 化 し,分 散 型 コ ン ピ ュ

ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム が 発 達 す る との 前 提 に立 っ て,1.リ ア ル タ イ ム ・プ ロ グ ラム の た め の 共 通

言 語 で あ るLTPL(Long-TermProceduaLLanguage)の 開 発,2・ ソ フ トウ ェ ア の ポ ー タ

ビ リテ ィ,3.情 報 処 理 利用 の サ ポー い4.ア プ リケー シ ョ ンの 開 発 を提 案 して い る 。

1975年12月Times社 に よ る欧 米 主 要1000企 業 の 順 位 発 表 に よれ ば,コ ン ピ ュ ー タ ・メー カー は,

米 国 に お い てIBM10位,Xerox52位,SperryRand68位,Honeywel180位 で あ って ヨ"'一ーロ ッパ に お

い て は,IBMド ィ ッ70位,IBM・UK71位,IBMフ ラ ン ス80位,IBMイ タ リア193位,イ ギ リ

ス のHoneywell318位,Burroughs324位,SperryRand375位 で あ る。 同年 末 に お け る・ 西 ヨーv

ッパ に お け る メー カ ー 別 設 置 金 額 をみ る と,総 額220億5,000万 ドル(邦 貨 換 算6兆6,150億 円,1

ドル=300円 〉 であ る 。IBMが そ の うち の52.6%を 占め,次 い でCII-HB12.7%,ICL9.7%,

Univac7.σ%,Siemens5.8%,Burroughs3.6%,CDC3・6%,NCR1・4%,そ の他3・6%で あ っ

て,IBMの 西 ヨー ロ ッパ に お け る圧 倒 的優 位 は 変 わ らな い の で あ る 。

1975年 度 に お い てIBMの ヨー ロ ッパ に お け る子 会 社 の 売上 げ を見 る とIBMド イ ツ9億6,300万

ポ ン ド(対 前年 比4.4%増),IBMフ ラ ン ス8億1,200ポ ン ド(同16.3%増),IBM・UK3億

9,600万 ポ ン ド増(同14.9%± 曽),IBMイ タ リア2億8,000万 ポ ン ドで あ っ て,IBM・UKは そ の

うち輸 出が1億7,800万 ポ ン ド(同10.5%増)で あ り,IBMフ ラ ン ス お よび ドイ ツ は そ れ ぞ れ 輸

出 が1.7%お よ び14.3%低 下 して い る 。

コ メ コ ン諸 国

ソ ビエ ト連 邦 は,第8次5ヵ 年 計 画(1966年 ～1970年)に お い て,各 産 業 へ の コ ン ピュ ー タ導 入

と生 産 の 強 化 を掲 げ,第9次5ヵ 年 計 画(1971年 ～1975年)中 に12,000～15,000セ ッ トの コ ン ピ ュ

ー タ を生 産 す る こ とを決 定 し,こ の 計 画 の実 現 の た め,コ メ コ ン加 盟8ヵ 国 に 完 全 互 換性 を もつR

IADコ ン ピ ュー タ共 同開 発 計画 を策 定 し,1971年 に 加 盟 国 の 承 認 を得 る と と もに,西 側 へ の 接 近

を深 め て い っ た。1971年 お よび72年 に,ソ 連 で 米 国 コ ン ピュ ー タの 展 示 会 が 開 催 され,ニ クソ ン大

統 領 の 訪 ソ に よっ て 米 ソ科 学 技 術 協 定,貿 易協 定 が 成 立 し,と りわ け,1973年10月 に はCDCと ソ

連 科 学 技 術 省 との 間 に10年 間 の コ ン ピ ュー タ技 術 協 力協 定 が 結 ば れ74年 に大 型 コン ピュ ー タCyber
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172,2セ ッ トの受 注 に 成 功 し,ま た 同 年 夏 に は,CDCは ル ー マ ニ ア政 府 と周 辺 装 置 製 造 会 社 を

合 併 で 設 立 し,翌74年5月 ス ペ リー ・ラ ン ド社 とソ連 邦 科 学 技 術 国家 委 員 会 との 間 に,コ ン ピ ュー

タ な らび に 農 業機械 な どの技 術分野 で科 学技術 協 力協 定 を結 ん だ 。 スペ リー ラ ン ドは,同 年6月 ソ連

ア ロ フ ロー ト ・コ ン ピュ ー タ ・リザベ ー シ ョ ン ・サ ー ビス で 使 用 す る シス テ ム の 納 入 契 約 を獲 得,

75年5月1106シ ス テ ムの 輸 出認 可 を米 政 府'よ り受 け た 。 だ が,1973年11月,ソ 連 旅 行 局の 座 席 予 約

シ ス テ ム に 利 用 され る た め のIBM370/158を ふ くむ1,100万 ドルの 契 約 の 輸 出 申請 に 対 し て は,

75年 末 お よそ2年 間 申請 許 可 を見 送 っ た上 で米 国商 務 省 は 申請 を却 下 した 。 そ の 理 由 は370/158の

よ うな 高 度 な技 術 輸 出 に と もな うテ ク ノロ ジー ・ トラ ンス フ ァー お よび,こ れ を軍 事 目的 に利 用 す

る可 能性 に 対 す る充 分 な保 護 措 置 が と られ て い な い こ とで あ る。

しか しなが ら,米 国政 府 は1974年 に 従 来 加 え られ て い た'対共 産 圏輸 出禁 止 に 柔 軟 な姿 勢 を打 ち 出

し,IBM370/145ベ ル以下 の機 種お よひ1高 性能 の周辺 機器 以 外の機 器に つ いては輸 出緩和 す る こ と

を認め,さ らに,1976年5月,米 国 商 務 省 輸 出管 理 局 は,IBM,Univac,CDC,DEC,B

urroughs,Honeywell,DG,H-P,Varian等 大 手 コ ン ピュ ー タ ・メー カ ー9社 に対 し,東 欧 圏

へ の コ ン ピュー タは 次 の規 準 で認 可 さ れ る こ と を通 告 した。 第一 規 準 は 国 防 省 の許 可 な く商務 省 だ

け の 許 可 のみ で輸 出可 能 な もの,第2規 準 は,国 防 省 お よ び他 の 政 府 機 関 の 許 可 を必要 とす る もの,

第3規 準 は 従 来 と1司様 に,個 別 審 査 の 対 象 とな る もの で あ る。 第1規 準 はCPUの 処 理 能 力 が13メ

ガ ビ ッ ト/秒 以 下,内 部 メ モ リー が4.72メ ガ ビ ッ ト以 下,周 辺 記 憶 の 実 効 ビ ッ ト ・トラ ンス フ ァー

・レー トが160万 ビ ッ ト/秒
,デ ィス ク記 憶 装 置 は19億 ビ ッ ト以 下 で あ り,CPUの 処 理 能 力 が最

高32メ ガ ビ ッ ト/秒,内 部 メ モ リー が最 大6.3メ ガ バ イ ト,周 辺 記 憶 の 実 効 転 送速 度 が3 .4メ ガ ビ

ッ ト以下,デ ィ ス ク記1意装 置 は32億 ビ ッ ト以下 な どが第2規 準 とされ,従来 に比べ て大幅 に輸 出緩和 され た。

こ の よ うな 基 準 が あ るに もかか わ ら ず,76年10月 に な っ て,IBMは ,ソ 連 のKamaRiverTr

uckFoundryPlantよ り3330デ ィス ク ・シ ス テ ム を数 台 含 み,シ ステ ム/7を リ ン ク させ たIBM

370/158シ ス テ ム を受 注 す る 気配 が あ る こ とが 報ぜ られ て い る。

ア メ リカ の対 共 産 圏諸 国 へ の 措 置 に もか か わ らず,西 ヨー ロ ッパ諸 国 の メー カ の 共産 圏 へ の 接 近

は は げ し くフ ラ ン ス のCIIは,1957年7月 大 型機lris802セ ッ ト,ミ ニ コン ピュ ー タMitra156セ

ッ ト,総 額440万 ポ ン ドの ソ連 政 府 か ら の受 注 を獲 得,そ れ と同 時 に,ポ ー ラ ン ド政 府 か らIris801セ

ッ ト(300万 ドル)の 受 注 を受 け た。76年8月 オ ラン ダ のPhilips杜 は ユ ー ゴ ス ラ ビア政 府 と ジ ョ イ

ン トベ ン チ ャ ー のIskra社 を リュブ リア ナ に設 立,Philips社 のP300 ,350,400お よび450の 組 立

て を行 い,こ れ を 足が か りに'コメコ ン7ヵ 国に売 り込 む こ と を計 画 して・い る。 コ メ コン諸 国 で は す で

にCII,ICL,LogabaXCDC,Redifon,Stansaabな どの装 置 の ラ イ セ ンス生 産 が 行 わ れ

て お り,CDCと は周 辺 機 器 の た め の ジ ョイ ン トベ ンチ ャーROMControlが ル ー マ ニ ア に 設 立 され

て い る 。
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1973年4月 に 決 定 され た 第5次 資 本 自由 化 お よび 輸 入 自由 化方 針 に 従 っ て,電 子 計 算 機 の 技 術 導

入 の 自由 化 が74年7月1日 を も っ て行 わ れ,75年12月1日 に は 資 本 自由 化 ,同 月24日 に は 輸 入 自由

化 が 実 施 され,明 け て76年4月1日 に ソ フ トウ ェ ア 業 の 資 本 が 自由化 され る につ い て,わ が 国 は 電

子計 算 機 産 業 な らび に ソ フ トウ ェ ア産 業 を完 全 に 自由化 し,国 際 舞 台 の上 で ,世 界 各 国 の,と りわ

け 強 大 な 資 本 力 を もつ 米 国 の電 子 計 算 機 産 業 お よ び情 報 産 業 と競 い合 うこ と とな っ た
。

電 子 計 算 機 産 業 を含 む情 報 産 業 の 国 家 的,社 会 的,経 済 的重 要 性 を 認 識 して い る主 要 先 進 国 の政

府 は 戦 略 産 業 と して の 自国 の情 報 産 業 の 振 興 育 成 に 努 力 を傾 中 して い る が,そ の 重 要 性 を初 期 か ら

認 識 して い た わ が 国 政 府は,民 族 資 本 に よ る電 子 産 業 育 成 策 を行 う と と も に,資 本,輸 入,技 術 導

入 に 関 す る制 限措 置 を と る こ とに よっ て,外 圧 に耐 え う る よ う な体 制
,体 質 を酒 養 して きた 。

さ らに,1971年 に,電 子 工 業 振 興 臨 時 措 置 法,機 械 工 業振 興 臨 時 措 置 法 な ど を一 本 化 し
,特 定 電

子 工 業 お よび 特 定 機 械 工 業 振 興 臨 時 措 置 法 を制 定 し,同 年11月 に 電 子 計 算 機 に 関 す る高 度 化 計 画が

告 示 さ れ,わ が 国 の電 子 計 算 機 の 生 産,利 用 に つ い ての 展 望 が行 わ れ 目標 が 設 定 さ れ た
。 同 年7月

に 第4次 資本 自由 化 が 決 定 され,72年2月 に は周 辺 装 置 の 大 部 分 の輸 入 が 自由 化 さ れ
,4月 に は,

関 税 の 一 率 引下 げ に と もな い本 体 も15%か ら13%,周 辺装 置 は25%か ら22 .5%へ と関 税 が 引 下 げ ら

れ,7月 に 技 術 導 入 の 自由 化 措 置 に つ い でハ ー ドウ ェ ア お よ び ソ フ トウェ ア の 自由 化 実 施 が74年7

月1日 と され た。 ま た74年8月 に は 電 子 計 算 機 関 係 の 資本 が50%自 由 化 さ れ るこ とに な っ た
。 この

間,わ が 国政 府 は,国 産 電 子 計 算 機 産 業 の実 質 的 な育 成 策 と して,IBM370シ リー ズに 対 抗 す る

新 機 種 の 開 発 の た め に1972年 に電 子 計算 機 等 開 発促 進費補 助 金制度 を創 設 し,国 産3グ ルー プに対 して,

開 発 費 用 の50%を 補 助 す る ため に,新 機 種 開 発 促 進 費補 助 金 と して1972年 か ら74年 ま で に341億7
,0

00万 円 ・1975年 に は さ らに124億7 ,500万 円 を補 助 し,76年 に は108億2,500万 円 を 計 上 し,周 辺

装 置等 開 発 促 進 費補 助 金 と して,1972年 度 か ら75年 度 まで に40億3,000万 円 を補 助 し,76年 には さら

に6億 円 を加 え,集 積 回路 開 発 促 進 費 補 助 金 とし て73年 度
,74年 度 の2ヵ 年 間 に35億 円 を補 助 し,

さ らに76年 度 か らはIBMが 通 称FSと 呼 ん で い る次世 代 の電 子 計 算機 の た め の 超LSI開 発 促 進

費 補 助 金 と して35億 を設 け る な ど,76年 度 中 だけ で も電 子 計 算 機 等 開 発 促 進 費補 助 金 は総 額298億

6,200万 円 に の ぼ る の で あ る。

1971年 か ら76年 まで の6年 間 に871億 円 の政 府 補 助 金 を受 け た 国 産 各 グ ル ー プ は
,1974年5月,

日電 一 東 芝 グル ー プ に よ るACOSシ リー ズ,ACOS200,300,400,三 菱 一 沖 グル ー プに よ る

COSMOシ リー ズ,COSMO700,11月 に は 富 士 通 一 日立 グル ー プ に よ るMシ リー ズM
,180,190,
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,電 諫 芝 グ ルー プのAC・S…,…,75年 ・月に はMl6・ ・17・ ・COSMO500・6月1こ はAC

。S,。 。,,月 、、はC・SM・ …,な ど新 編 醗 表 さ れ・75年 ・76年 ・・か け て 出 荷 が 始 ま り76年

に はM18811,16。ILAC・S…1,II,が さらC・」JIIえられ,と1)わ け・IBM370と コ ン パ チ ブ ル な

Mシ リ_ズ 胴_のAmd・1/47・V/6な ど の ア メ リ カに お け る売 れ ゆ きの 好 調 に さ さ え られ て・

M。 リー ズ は世 界 的 なtP9を 受 け 酒 ドイ ツSi・m・n・ と富 樋/Amd・1は 超 耀 徽 同 難 搬 を

結 ぶ な ど,わ 細 腕 子 計 轍 力被 術 的 に も世 界 の嗣 水 準 に達 しつ つ あ る ・ とを嫉 に物 語 る も

の で あ る。

わが 国 の政 府 は,電 子 計 算 離 業 の餓 を単 に ・・一 ドウ ・ア の み に限 定 せ ず ・ ソ フ トウ ・ ア の振

興 、も力 を 入れ,73鞭 か ら75年 度 まで の3・ 年 間 に ソ フ トウ ・ア モ ジ ・ 一 ・レ補 助金 と して301細

を支 出 し,さ ら に76年 度 に は ソ フ トウ ・ア!・1・,産技 術 開 発 計 酬 助 金 と して情 報処 理 振 醐 会 に5億

円 を交 付 し,醐 会 へ のkiig力金12億3.… 万 円,情 報 処 理 振 興 金 融 縮 と して13・1翻 の 長 姉 用 銀

行3行 の 扇蝋 お よび,ソ フ トウ ・ア 開 発 の ため の 開 銀 噸 ・ プ ・ グ ラム 保 証 飾 金 制 度 を設 け る

な ど,ソ フ トウ 。 ア の 開 発 を支 援 して い る.さ ら に,技 術 開 発 の1腿 を図 る ため(・・ パ ター ン情 報

処 理 シ ス テ ム 開 発 の た め に1971年 か ら78年 ま で に お よ そ350億 円 を計 上 し・ また 自動車 船台管 制 技術

の 開 発 の ため に大 型 プ ロ ジ ェ ク トと して73年 か ら5年 間 に50億 円 の開 発 費 を計 上,医 療 情 報 シ ス テ

ム の 開 発 の ため に,74年7月 に 医 療 情 報 シ ス テ ム 開 発 セ ン ター を設 立,同 年 中 に通 商 産 業 省 と厚 生

省 とか ら4億 円 の 委託,75年 度 に は 通 産 省か ら3億F[j,76年 に は さ らに4億5,000万 円 の 委 託 を受 け

て い る 。

技 術 開 発 の 促進 は こ れ に と ど ま らず,72年 度 か ら,8ヵ 年 計 画 で生 活 映 像 情 報 シ ス テ ム の 開発 が

行 わ れ,75年 度8億 円,76年 度 は5億5,000万 円,電 子 技 術総 合研 究 所 を 中心 に 情 報 処 理 関 係 技 術 特

別 研 究 が 行 わ れ て い る。

情 報処 理 振 興 策 の 一 つ と して の基 盤 整備 が あ る が,情 報 処 理 技術 者 試験 の 実 施 ・ プ ロ グラム 調 査

簿 の 整 備,ソ フ トウ ェ ア の 法 的保 護 に 関 す る調 査 をは じめ と し,情 報 処 理 実 態 調 査,電 子 計 算 機納

入 下 取 統 計 調 査,業 種 別 シ ス テム 化 調 査,情 報 ネ ッ トワ ー ク 形 成 調 査 な ど の 調 査 に ・情 報処 理 サ

_ビ ス 企 業 等 台 帳 制度,情 報 化 週 間 の実 施 等,世 界 に類 例 の 余 りな い きめ 細 か な 配 慮 を して い る・

1975年2月,産 業 構 造 審議 会情 報 産 業 部 会(部 会 長 ・北m－ 栄 氏)は 計 量 化 小 委 員 会(委 員長 ・

松 田 武 彦 東 工 大 教 授)を 設 け,コ ン ピ ュー タ産 業,情 報 処 理 産 業,シ ス テム の3ワ ー キ ン グ ・グル

ー プ に分 れ て,1985年 度 を 目標 に,コ ン ピュ ー タ設 置 台数,生 産 額,輸 出額,情 報 の生 産 流 通 を経

済 行 為 と し て行 う情 報 処 理 業,お よ び関 連 分 野,売 上 高,情 報 処 理 技 術 員 の 需 要 と教 育 投 資 額,プ ロ

グ ラム の 流 通 規 模,行 政,産 業,医 療,交 通,物 流,公 害,環 境,防 災,防 犯,教 育,流 通,地 域 社 会

生 活 の9分 野 に お け る シ ス テム 開 発 と普 及 の 時 期,要 員,総 費 用 な ど,を 計 量 化 す る こ と を決 定 し,
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同 年5月 に 報 告 書 を提 出 した 。

また,同 年11月14日 科 学 技 術 庁 電 子 技 術 審 議 会 は,1972年6月15日 諮 問6号 に 対 して ,「 電 子 技

術 の研 究 開 発 に お け る今 後 の 基 本 的 方 向 と その 当面 推 進 す べ き施 策 に つ い て 」 の 答 申案 を佐 々 木

科学 技 術庁 長 官 に提 出 した 。 この 答 申は 第1章 電子 技 術 の 研 究 開 発 に おけ る基 本 的 方 向,第2章 推

進 すべ き重 要 施 策 か らな り,基 本 的方 向 で は,自 主 技 術 開 発 の 重 要 性 を強 調 し,研 究 開発 推 進 の 方

向 と して,国 民 生 活,社 会 開 発 面 で電 子 技 術 を積 極 的 に応 用 し,国 民 の福 祉 向上 に寄 与 す べ き こ と,

資源 ・エ ネル ギ ー 問 題 の解 決 の ため の 基 盤 技 術 と して 発 展 をは か る こ と,さ らに 基礎 電 子 技 術 の研

究 開 発 を一 層 推 進 す る こ と を挙 げ,電 子 技 術 は 技術 革 新 が 激 し く,技 術 の寿 命 が短 い こ とな どか ら

国 際 的 競 争 に な りや す く,こ の 研 究 開 発 に 当 っ て は,研 究 体 制 を整 備 し,と くに,必 要 に 応 じ,姿

な き研 究 方 式 を とっ て,国 立 研 究 機 関,大 学,企 業 な どの 研 究 機 関 の 研 究 能 力 を総 合 的 に 組 織 化 で

き る体 制 を つ く り,研 究 速 度 お よ び効率 の 向 上 を促 す こ と を うた って い る。

1975年12月 か ら76年4月1日 に至 る完 全 自由化 を前 に し て,通 商産 業 省 は,75年7月,「 電 子 計

算 機 産 業 の現 状 」 を ま とめ,1973年 度 基 準 で,IBMと わが 国 の 電 子 計 算 機 産 業 との 企 業 力 比 較

(全 社ベ ー ス)を 行 っ た 。 売 上 高 で はIBMは3兆2,900億 円,富 士 通2,009億 円,日 立1兆 円 で あ

り,IBMを100と す る と,そ れ ぞれ6.3,30.3で あ り,利 益 はIBMの4,726億 円(100)に 対 し富 士

通93億 円(2旧 立329億 円(7),総 資 本 で はIBM36兆 円 に対 し富 士 通2,600億 円,日 立1兆1,900億 円,

自 己 資 本 比率 はIBM71.7%,富 士 通27%,日 立23%で あ って,電 子 計 算 機 産 業 に おい て はIBM

の経 営 力 が圧 倒 的 に 強 く,IBMの 販 売 戦 略 に よ っ て主 導 され,IBM370シ リー ズ に 対 抗 す る機

種 の開 発 の た め に 国産 コン ピ ュー タ ・メー カー は,富 士 通 一 日立,日 電 一東 芝,三 菱 一 沖 と3グ ル

ー プ化 され
,着 実 に この 実 効 を挙 げ て い る こ と を公 表 した 。

1975年12月19日 電 子 計 算 機 の 輸 入 自由 化 に つ い て 閣議 決 定 をみ,河 本 通 商 産 業 省大 臣 は談 話 を

発表 し,「 同 月24日 を も って 電 子 計 算 機 本 体 に つ い て の 輸 入 の 完 全 自由 化 を実 施 す る こ とに よ り,

わが 国 の 残 存 輸 入制 限 品 目は2品 目減 少 し27品 目 と な る が,電 子 計 算 機 の 輸 入 自由 化 は,政 府 の 従

来 よ りの 各種 施 策 の 効 果 もあ っ て,輸 入 の 自由 化 後 に お い て も,わ が 国 の 電 子 計 算機 産 業 の 自立 と

定 着 を 図 る こ とが 可 能 で あ る との 判 断 に基 づ い て行 う もの で あ る 」と 自由 化 に対 す る判 断 を述 べ た 。

閣 議 で は 「わ が 国 電 子 計 算 機 産 業 の 自立 と今 後 の成 長 に期 待 しつ つ,自 由化 後に おい て国産企 業 に

重 大 な影 響 が 生 じ,わ が 国電 子 計 算 機 市 場 が 混 乱 す る こ との な い よ うに,電 子 計 算 機 の市 場 動 向 を

注 視 す る こ と とす る。 」 と決 定 し河 本 通 産大 臣 は こ れ に加 え て 「通 商 産 業 省 は,自 由 化 後 に お け る

国 産 電 子 計 算 機 の 自立 と発展 の た め に 国 産電 子 計 算 機 が わ が 国 市 場 に お い て適 正 な シェ ア を確 保 す

るこ とが必要 であ る との認 識の下 に,わ が 国市場 に おけ る電 子 計 算 機 の 輸 入,設 置 動 向 等 を注 視 し,今

後,次 世 代電 子 計算 機用超LSIの 開発の推 進 国産機 の レン タル資金 の確保 をは じめ諸 般 の振 興 施 策 を

強力 に展開 す る こ とと してい る。」 と今後 の電子 計算機 産 業 振 興 に 関 す る政 府 の 態 度 を明 確 に述 べ た。
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5わ が国の政府関係機関および地方公共団体 における

コ ン ピ ュ ー タ利 用 状 況

コ ン ピ ュー タお よび 周 辺 関 連 機 器 を生 産 して い る主 要 各 国 は も とよD,'現 在 生 産 を行 っ て は い な

い が,情 報 産 業 が 自国 の 経 済 に与 え る影 響 を評 価 して い る国 々 は,自 国 の 情 報 産 業 に対 して 各 種 の

振 興 育 成 策 を と り,と りわ け そ の生 産 国 は,政 府 自 らが,国 産 コ ン ピュ ー タの 大 口ユ ー ザ ー と し て

率 先 して 国 産機 を利 用 して い る。NASIS(theNationalAssociationforStateInformation

Systems)の 報告 に よれ ば,米 国州 政 府 機 関 は75年 末 に599セ ッ トの コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム を 持

ち,そ の27%が 大 型 シ ス テ ム で あ ・),IBMは307シ ヌ テ ム,U・ivacは102シ ステ ム ・Bu「「・ugl・s

システム,Honeywell27シ ス テ ム と い うよ うに,中 央 政 府 は も とよ})州 政 府 の 使 用 機 種 は,ほ とん

ど が 自国 産 で あ る。 また,フ ラ ンス に お い て は,政 府 お よ び植 民 地 に お け る政 府 機 関 は 自国 産CI

Iの 製 品 の使 用 を義 務 づ け,イ ギ リスに お い て は1976年8月NEDC(NationalEconomicDevel-

oprnentComittee)の 報 告 に よれ ば 英 国 政 府 は,公 益 事 業 体 に 国産 コ ン ピュ ー タの 購 入 を強 制 す る

勧 告 案 を考 慮 して い る と も伝 えて い る 。 バ イ ・ブ リテ ィ ッ シ ュ とい う こ の 国 産 愛 用 政 策 は まだ 確

定 して は い な い が,英 国政 府 が 情 報 産 業 の 自 立 化 を 強 く希 望 し て い る 現 わ れ と考 え る こ と が で き

よ っ 。

わが 国 に お い ては,1968年 の 閣議 決 定 後,行 政 機 関 の コ ン ピ ュー タ利 用 を積 極 的 に行 い,政 府 各

省 庁 の 事 務 処 理 ばか りで な く,デ ー タ 伝 送 網 の 利 用 に よ る適 用部 門の 全 国 的 拡 大,新 規 業務 な ど,

次 第 に コ ン ピュ ー タの 利 用 が 深 化 しつ つ あ る。

1975年 度 末 現 在,わ が 国 の行 政 機 関 に お い て利 用 され て い る コン ピュ ー タは,総 数1,159セ ッ ト

(74年 度 は932セ ッ ト)で,各 省 庁246セ ッ ト(同230セ ッ ト),政 府 関係 機 関306セ ッ ト(同287セ

ッ ト),地 方 公 共 団 体602セ ッ ト(同439セ ッ ト)で あ って,と くに地 方 公 共 団 体 の伸 び は37%で 大

きい 、,

政 府 各 省庁

政 府 各 省庁 に お け る情 報 関係 予 算 は1972年 度390億 円,73年 度707億 円,74年 度898億 円,75年 度

992億 円 で,76年 度 予 算 は1,182億 円(対 前 年 比19.2%増)で あ り,そ の 内 訳 は,コ ン ピュ ー タ運 用 等

経 費616.7億 円,(同17.8%増),情 報 シ ステ ム開 発関 係 経 費137.7億 円(同55.6%増),情 報 処 理

振 興 等 経 費427、3億 円(同12.7%増)で あ る。

75年 度 の 運 用 等 経 費 は523.5億 円 で あ るが,そ の 中の70.1%,す な わ ち367億 円が レ ン タル費,買

取 費,通 信 回線 費,デ ー タ通 信 サ ー ビ ス 費 を含 め た機器 費 であ って,さ らに レ ン タ ル費 は そ の 中 の24

8億 円(67.6%)を 占め,前 年 の200億 円 の24%増 で あ る 。
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1975年 度 の 各 省 庁 別 コ ン ピ ュー タ利 用 セ ッ ト数 をみ る と,防 衛 庁49セ ッ ト(前 年40セ ッ ト,更 新0

セ ッ ト),郵 政 省45セ ッ ト(前 年43セ ッ ト,更 新5セ ッ ト),通 商 産 業 省28セ ッ ト(前 年28セ ッ ト,

更 新3セ ッ ト),建 設 省17セ ッ ト1(前年15セ ッ ト,更 新0)の 順 であ る。機 種 更新 は22セ ッ ト(前 年

35セ ッ ト),新 規 増 設10セ ッ ト(前 年22セ ッ ト)で あ っ て機 種 更新 お よ び新 規 増 設 と もに前 年 よ り数

字 が 低 下 して い るが,各 省 庁 に お け る機 器 の大 型化 が 進 行 して お り,75年 度 末現 在,大 型機 が128

セ ッ トで 総数 の52.0%に の ぼ り,国 産 機 比 率 は98.4%で あ る 。

情 報 処 理 関 係 費 を 各省 庁 別 に み る と,通 商 産 業 省300.8億 円(対 前年 比4.1%増),郵 政 省221.2

億 円,運 輸 省159.5億 円(同22.7%増),科 学 技 術 庁125.8億 円(同55.3%増)1文 部 省84.7億 円(同

3.7%減)の 順 で あ り,政 府 部 内 の コ ン ピュ ー タ運 営 経 費 を省庁 別 に み る と,運輸 省158.6億 円(同

22・0%増),郵 政 省151.2億 円(同31.5%増),労 働 省54.1億 円(同4.1%増)厚 生 省46.1億 円(同

24.6%増),防 衛 庁41.5億 円(同3.7%増)の 順 で あ る。

政 府 関 係 機 関

わが 国 の政 府 関 係 機 関 は,公 社3,公 団15,事 業 団20,公 庫10,金 庫 ・特 殊 銀 行4,営 団1,特

殊 会 社12,そ の 他47,総 数 は112機 関 に の ぼ る 。 その うち一 シス テ ム1,000万 円 以 上汎 用 デ ィ ジ タ

ル ・コ ン ピュ ー タ を導 入 して い る機 関 は47機 関 で あ り,そ の他 機 種 を導 入 して い る機 関 は13機 関,

未 導 入 で あ っ て 外 注 処 理 を利 用 して い る機 関 は26機 関,し た が っ て何 等 か の 意 味 で コ ン ピ ュー タ に

関係 して い る機 関 総 数 は86機 関(76.8%)に の ぼ る。

197S年 度 末 の コ ン ピ ュ ー タ利 用機 関47機 関 に306セ ット(前年 度263セ ッ ト)の コン ピュ ー タが 稼 動 し,

そ の 中,日 本 国 有 鉄 道74セ ッ ト(同73セ ッ ト),日 本 電 信 電 話 公 社64セ ッ ト(同57セ ッ ト),日 本

放送 協 会45セ ッ ト(同45セ ッ ト),日 本電 子 中央競 馬会31セ ッ ト,国際電 信電 話 公社11セ ッ ト(同13セ ッ ト)

日本 航 空10セ ッ ト(同10セ ッ ト)の 順 で,こ れ らの 機 関 の合 計 は235セ ッ ト(76.8%)で あ る 。機

種 別 に は 外 国 機 は28セ ッ ト(前 年24セ ッ ト)で 全 体 の9.2%で あ り,規 模 別 で は 大 型 機118セ ッ ト

(前 年 度117セ ッ ト),中 型 機114セ ッ ト(同94セ ッ ト),小 型 機74セ ッ ト(同52セ ッ ト),そ れ ぞ

れ38.6%、37.2%,242%で あ っ て,国 の行政機 関 に比 べ,中 型機 ・小 型機 の利 用が 高 く,処 理 方式 で

は バ ッチ の み213セ ッ ト,(69.6%),オ ン ラ イ ン ・リア ル タ イム お よび リモ ー トバ ッ チ処 理 方 式

は93セ ッ ト(30.4%)で あ り,国 の行 政機 関 の42.3%よ り低 いが,全 国相 場 の オ ン ラ イ ン化率15.6

%よ り高 い。

地 方 公 共 団体

1975年4月 現 在 の 地 方 公 共 団体 の コ ン ピ ュー タ利 用 に つ い て は,導 入 セ ッ ト数607セ ッ ト(前 年

439セ ッ ト)で 前年 よ り168セ ッ ト増 加 し,都 道 府 県44団 体,224セ ッ ト(同157セ ッ ト),市 区 町 村

512団 体383セ ッ ト(同282セ ッ ト),で,東 京 都41セ ッ ト,大 阪 府21セ ッ ト,愛 知 県13セ ッ ト,神

奈 川 県10セ ッ ト,兵 庫 県9セ ッ トが 続 い て い る。 規 模 別 で は大 型機22セ ッ ト(同18セ ッ ト),中 型
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機89セ ッ ト(同53セ ッ ト),小 型 機80セ ッ ト(同86セ ッ ト),超 小 型33セ ッ トで,そ れ ぞ れ9.8%39.

8%,35.7%,14.7%と な り,中 型 小 型 が 主 力 機 種 で あ る 。

6コ ン ピュー タ利 用状 況調査

日本 情 報 処 理 開 発 協 会 は,76年 度 版 コ ン ピュ ー タ 白書 の た め に,1975年9月 末 現 在 で,コ ン ピ ュ

ー タ利 用 状 況 調 査 お よび オ ン ラ イ ン化 調 査 を実 施 し たが,主 要 項 目は 次 の とお りで あ る。

aコ ン ピ ュー タの 規模

1974年 か ら1975年 に か け て,わ が 国 の 経 済 は 低迷 し,先 行 き の 見 通 し難 か らか,5年 後 に 自社 の

コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム規 模 を拡 大 す る と予 想 す る 企 業 は,回 答事 業 体 の71.5%(前 年72.2%)と

2年 連 続 して低 下 し,5年 後 の拡 大 率 に つ い ては2.2倍(同2.3倍)と こ れ ま た2年 連 続 して 前 年 調

査 を下 廻 わ っ た 。

bコ ン ピ ュー タ お よび 周 辺 機 器 の 保 有 状 況

本 調 査 は 全 コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー を対 象 に し て い るが,1セ ッ ト保 有 企 業 の 回答 数 の 変 動 が 激

し く,コ ン ピ ュー タお よ び周 辺 機 器 の 保 有 状 況 を,実 数 と して 客年 に わ た っ て連 続 的 に 比 較 す る こ

とは 困 難 で あ る 。 今 回 の 調 査 で は,大 口ユ ー ザ ー の 回 答 率 が 高 く1社 当 り平 均 コ ン ピ ュ ー タ保 有 セ

ッ ト数 は8.3セ ッ ト,周 辺 機 器 の 保 有 台数 は86.2セ ッ ト,1シ ステ ムに 対 す る周 辺機 器 の保 有 台 数

は,10.4セ ッ トであ っ て,ほ ぼ74年 版 の10.9セ ッ トに 近 い 。

cEDPS運 用 経 費

1975年9月 末 現 在 のEDPS運 用 経 費 は,全 産 業1事 業 体 あ た り,業 種 別 月商 比 の 集 計 対 象 企 業

(951事 業 体)の 平 均 では2,267万 円(前 回 調 査1,736万 円),従 業 員 比 の 集 計 対 象 企業(1,278事 業

体)の 平 均 で は2,535万 円(同1,960万 円)で あ り,経 費 細 目に 記 入 回 答 事 業 体(751事 業 体)の 平

均 で は2,501万 円 で あ っ て,人 件 費 は 全 体 の27.0%(前 回調 査29.1%),機 械 設 備 費46.8%(前 回

調 査49.0%)(除 く,保 守,保 険 費)で こ の 両 者 の 百 分 比 は や や 減 少 し た が,内CPU23.0%

(同21。0%),周 辺 装 置8.2%(同10.5%)周 辺 記 憶 装 置8.0%(同9.4%)端 末 装 置7.8%(同8.1

%),消 耗 品 費8.4%(同9.1%)で あ る が,外 注 費 が12.3%(同7.2%)と 急 増 し た た 。 またCP

U:周 辺 端 末 装 置 の割 合 は49:51(同41:59)で あ り,レ ン タル料:償 却 費 の割 合 は,83.5:16.5

で あ っ て,直 売 は レ ン タル の お よ そ5分 の1で あ る。

1社 当 り月 間 経 費 対 月商 比 の 全 国 平 均 は0.00346(同0.00314)で 次 第 に コ ン ピュ ー タ関 係 費 が 月
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商 に比 較 して 高 くな り,1社 当 り従業 員当 り月間経 費 は9,700円(75年 度7,000円,74年 度6,800円)

で あ っ て,企 業 の コ ン ピ ュー タ依 存 度 が 高 ま りつ つ あ る こ と を示 して い る 。

dコ ン ピ ュー タ要 員 の 待 遇 お よび 問 題 点

75年9月 に お け る コ ン ピ ュー タ要 員 の 平 均 給 与 月 額 は,パ ンチ ャー86,600円(対 前年 比1,100円 増)

オ ペ レー タ ー104,700円(同8,500円 減),プ ロ グ ラマ118,800円(同13,600円 増),SE150,200円

(同19,800円 増)で,単 純 作 業 要 員 よ り も技 術 者 の 賃 銀 が,プ ロ グラ マ12.9%(同19.4%)SEI5

.2%(同26.5%)の よ うに74年 に 引 続 い て上 昇 して い る。

賃 銀 を産 業 別 にみ る と,パ ンチ ャー は 損 害 保 険(12万 円),輸 送 用 機 器(102,800円),オ ペ レ

ー タは 輸 送 用 機 器(127
,000円),石 油 製 品(116,100円),プ ロ グラマ は 輸送 用機 器(150500円)

繊 維(132,700円),SEは 広 告 ・調 査 ・情 報 提 供 サ ー ビス(20万 円),金 融 業(174,900円)が

高 い 。

社 内 要 員 に 関 す る問 題 点 は,職 種 に か か わ りな く,他 部 門 か らの 配 置 転 換 が 困 難 で あ るこ とを 回

答数 の40%以 上,と くに プ ロ グ ラマ に つ い て は53.4%が 挙 げ て お り,次 に 教 育 に 手 間 が か か る との

回 答 はSEに つ い て49.5%,プ ロ グラ マ に つ い て47.2%で あ り,ス ペ シ ャ リス トと して の 地 位 が 確

立 して い な い と回 答 したの はSEに つ い て44.9%,プ ロ グ ラマ に つ い て35.0%に のぼ り,パ ン チ ャ

ー に つ い て は定 着 車 力低 い と回 収 した の は27 .5%で あ って,プ ロ グ ラマ1.2%,SEO.7%と い うよ

うに,技 術 職 の定 着性 が 良 く,SEは 絶 対 数 が 足 り な く(32・7%),オ ペ レ ー タ残 業 時 間 が 長 く

(20.5%)賃 銀 に つ い ての 苦 情 は ほ とん ど職 種 に 関 係 な く13%内 外 で あ る。

e情 報 処 理 サ ー ビ ス機 関 の 利用

企 業 内 の コ ン ピュ ー タ利 用 の 普 及に よ る業 務 の拡 大,賃 銀 の 高 騰 お よび 要 員 の 不 足 と増 加 の抑 制,

コ ン ピ ュ ー タ 内 部 処 理 の 複 雑 化 に 伴 う専 門 的 知 識 の 必要 な どか ら,企 業 内 の 専 任 要 員 に よ って コ

ン ピ ュー タ ・シス テ ム を運 営 す るか たわ ら要 外部 か らの派遣要 員 の受 入れ,外 注 が色増 してい る。この よ

うな 情 勢 を考 慮 して,75年9月 末現 在 で 被 派 遣 要 員 とそ の 費 用 お よ び 外 注 パ ンチ の 単 価 に つ い て 調

査 を行 っ た。 ア ン ケ ー ト回収 車 業 体 総 数1,404事 業 体 の 中334事 業 体(23.8%)が 外 部 か ら派遣 要 員

を受 入 れ,全 産 業 回 答 事 業 体 平 均 で パ ンチ ャー4.6人,オ ペ レー タ6.8人,プ ロ グ ラマ2.2人,被

派遣 要 員 総 数 は15.4人 で あ った 。 被 派遣 要 員 の 費 用 は,全 産 業 平 均 でパ ン チ ャー128,900円,オ ペ

レー タ182,500円,プ ロ グラ マ148,700円,SE90,700円 で あ り,業種 別 に み る と,パ ンチ ャー は輸 送用

機 器(212,000円)情 報 処 理 サ ー ビ ス(204,100円),生 命保 険(202,800円)が 高 く,オ ペ レ ー タ

は電 力 ・ガ ス(310,000円),石 油(300,000円),金 融(245,100円),プ ログ ラマ は 電 力 ・ガ

ス(430,000円),石 油(400,000円),化 学(286,200円),SEに つ い て は損 害 保 険(500,000円) ,
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化 学(337,500円),情 報 処 理 サ ー ビ ス(240,000F{)が 上 位 を 占め て い る。

外 注 パ ン チ1字 当 り平 均 単 価 は 産 業 に よ っ て,顕 著 な 差 異 は な く,全 産 業 平 均 数 字 は28.0銭,漢

字 は35.8銭,カ ナ 文 字 は48.2銭 で あ っ たρ

情 報 処 理 サ ー ビ ス機 関 の 利 用 状 況 に つ い て は,回 収 総 数1,401事 業 体 の うち,59.3%に 当 る831事

業 体 が 回 答 し,全 産 業 平 均 で 「パ ンチ ン グ委 託 」 が67.7%,「 要 員 教 育 ・講 習会 へ の 出席 」 は44.5

%,「 保 守 サ ー ビス の委 託 」 は36.2%,「 要 員 の 派遣 」 は23,5%「 プ ロ グ ラ ミン グ委 託 」 は20.8%

で あ っ た 。
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第1章 わが 国 の コ ン ピュー タ産 業

1産 業構造高度化の中心 としての電子計算機産 業

コンピュータ産業は,健 全な情報化の基盤産業 としての役割のほかに,今 後わが国産業構造にお

けるリーディングインダス トリー としての役害11を担っており,こ の産業の健全な発展が国家的な要

請 となっている。

1971年 に,通 商産業大臣の諮問機関である産業構造審議会が行った中間答申では,わ が国の今後

の産業構造を知識集約化の方向に発展させてい くべ きことを提言し,コ ンピュータ産業を産業構造

の高度化における中核 として位置づけた。爾来,わ が国の汎用 コンピュータ設置台数は71年3月 末

の12;809セ ットに対 し76年3月 末には35,305セ ッ トと,5年 間に約2。8倍 と大幅な増勢を示 してお

り,わ が国の経済成長等か らみて,急 速 な伸展を示 していることがっかがえる。

1974年9月 の産業構造審議会総合部会報告 「わが国産業構造の方向」は,そ の中で① 「真の豊か

さ」 を追求する国民三一ズ(国 民的目標)を 実現する産業的基盤の確立 し得る産業構造,② 省エネ

ルギー高度利用型の産業構造,③ 技術集約的産業の発展に支えられた産業構造,④ 国際協調を促進

し,国 際経済の動 きに円滑に適応 しうる産業構造,⑤ 環境保全,産 業の地域的配置,用 地用水の節

約,労 働力の制約,輸 送のボ トルネックなどの制約要因の勘案等今後の産業構造の望ましい方向を

明 らかにしてお り,国 民ニー ズに応える産業構造の高度化 を促進する基軸になるもの として電子計

算機産業の発展を期待 している。

同年9月 に産業構造審議会情報産業部会は「情報化および情報産業のあり方,こ れに対する施策」

に関する答申を行 ったが,そ の答申の中で,今 後国民ニーズに対応 し,国 民福祉の向上 をはかるた

め,医 療,交 通,防 災等社会,生 活面の情報化を促進することが必要であるが,電 子計算機産業は,
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そ の供 給面 を担 う重 要 産 業 で あ る と と も に,知 識 集 約 型,省 資 源,省 エ ネ ル ギー 型,無 公 害 型企 業

の 典 型 で あ り,そ の 発展 は今 後 の わ が 国 産 業 構 造,貿 易構 造 の 中核 と して 大 き く期 待 され て い る と

述 べ,そ の重 要 性 を指 摘 して い る。 また,同 部 会 は そ の 中 間 答 申 に基 づ く 「昭 和60年 度 を 目標 年 度

とす る情 報 化 お よ び情 報 産 業 の 計 量 予 測 」 を と りま とめ,1976年7月9日 に そ の 結 果 を公 表 して い

る。 そ れ に よ る と,1985年 度 末 に お け る 電 子 計 算 機 の 設 置 金 額 は74,674億 円 と予想 し,国 内生 産

額 は24,882億 円(年 平 均 伸 び 率14.1%)に 達 す る もの と見 込 ん で い る。 また,輸 出 比 率 は1974年 度

の3.7%か ら15.8%へ 増 加 す る もの と予 測 してお り,今 後,重 要 な輸 出 商 品 と して 成長 して い こ と

が 期 待 さ れ て い る 。

2-1-1表1985年 度 末の 電 子計 算機 の 設 置 規模 予 測

項 目 1974年 度末 1985年 度 末 倍 率 年平均伸び率(%)

(D汎 用 コ ン ピ ュ ー タ

① 設 置 台 数(千 台) 30 107 3.5 12.2

② 設 置 金 額(億 円) 19,464 74,674 3.8 13.0

第 一 次 産 業 529 1,534 2.9 10.2

第 二 次 産 業 6,936 29,872 4.3 14.2

(製 造 業) (6,669) (28,088) (4.2) (14.0)

第 三 次 産 業 8,878 30,075 3.4 11.7

政 府 等 3,121 13,193 4.2 14.0

(2)オ ン ラ イ ン 用 端 末 装 置

① 設 置 金 額(億 円) 1,838 22β62 12.2 23.2

2-1-2表1985年 度 の 電 子計 算機 産 業 予 測

項 目 1974年 度 1985年 度 倍 率1 年平均伸 び率(%)

電 子 計 算 機 産 業

(1)国 内 納 入 額(億 円) 7,463 26,188 3.5 12.1

(2)輸 入 額(億 円) 1,866 5,238・ 2.8 9.8

(3)輸 出 額(億 円) 213 3,932 18.5 30.4

(4)国 内 生 産 額(億 円) 5,810 24,882 4.3 14.1

〔(1)一(2)+(3)〕

(・臓 出 比 轍%) 3.7 15.8 一 一
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2電 子計算機産業の当面する課題一
わ が 国 の 電 子 計 算 機 産 業 が 当面 す る課 題 と して 挙 げ られ る もの の ひ とつ に 自由 化 の 問 題 が あ る。

1975年12月 に 資 本 お よ び輸 入 の 自由 化 に よ り,わ が 国 の 電 子 計 算 機 産 業 は完 全 な 自由競 争下 に お

か れ る こ と とな っ た 。 ま た,1976年4月 に は 電子 計 算 機 の ソフ トウ ェ ア業 の 資本 自由 化 が 実施 され,

ソ フ トウ ェ ア を含 め て 全 面 的 な 自由 化 を迎 え る こ と とな っ た 。

この よ うな 資 本 お よ び輸 入 の 完 全 自由 化 に 至 る ま で の 間 は,わ が 国 の 電子 計 算 機 産 業 の 育 成 と 自

立 の ため に 種 々 の 振 興 施 策 が と られ,そ の 成 果 をみ なが ら 自由 化 が 段 階 的 に 進 め られ て きた もの で

あ っ て,現 在 わ が 国 の 電 子 計 算 機 産 業 は,政 府 の 指 導 の も とに,1971年,富 士 通㈱ 一 ㈱ 日立 製 作

所,日 本電 気㈱ 一 東 京 芝 浦 電 気㈱,三 菱 電 気㈱ 一 沖電 気 工 業 ㈱ の3グ ル ー プが 編 成 され,各 グ

ルー プ は71年 か ら76年 度 ま での6年 間 で687億 円 の政 府補 助 金 を得 て,IBM370シ リー ズ に対 抗

す る新 機 種 の 開 発 を行 い1974年5月 のACOS200,300,400,COSMO700の 発 表 を皮切 りに,新

機 種 が 相 次 い で 発表 され,1976年 中 に は,そ れ ぞ れ の シ リー ズが 出 揃 うこ と とな り,当 面 外 資 系 企

業 と十 分 対 抗 し得 る水 準 とな っ た 。

しか し,企 業 間 の競 争 力 に お い て は,依 然 と して 彼我 の格 差 は 著 る し く,自 由化 後 に お い て も種

種 の 問 題 が 発生 す る こ とが予 想 され る ため,政 府 と して は,1975年12月 の電 子 計 算 機 の 輸 入 自由 化

に 際 し,今 後 と も,「 ① 電 子 計 算 機 業 界 の育 成強 化 を図 る必 要 が あ る こ と。② 国 内 市 場 が 混 乱 しな

い よ う 自由 化 後 の 動 向 を注 視 す る こ と。③ 国産 機 の 使 用 奨 励 を行 う こ とe]を 趣 旨 とす る 閣議 決 定 を

行 い,わ が 国 の 電 子 計 算 機 産 業 が真 の 自立 と定着 を 目指 して,従 来 以 上 の 努 力 を必 要 とす る決 意 を

内 外 に 明 らか に して い る。

また,わ が 国の 電 子 計 算 機 産 業 の 当 面 す る課 題 の 第 二 と して,IBMの 所 謂FS(フ ュー チ ャー

"・ス テ ム)の 発表 が1980年 頃 に予 定 され て い る と伝 え ら れ て い る こ とで あ る。 このFSは,第4世

代 の 電 子 計 算 機 シ ステ ム で,370シ リー ズ に 比べ て コス ト ・パ フ ォー マ ン ス を有 す る もの で あ り,

超LSIを 中 核 と して ソフ トや 記 憶 シ ス テ ム に も革 新 的 な 技 術 を盛 り込 む もの と予 想 さ れ て い る 。

わ が 国 に お い て,自 由 化 後 も引 き続 き国 産電 子 計 算 機 産 業 の定 着 を図 っ て い くため に は,こ のF

Sに 対 抗 し得 る機 種 の 開 発,中 で もそ の 技 術 的 中 核 とな る超LSIの 開 発 体 制 を早 急 に 確 立す る 時

期 を迎 え て お り,現 在,1976年 度 を初 年 度 と して超LSIの 研 究 開 発 を進 め る こ と と して い る。



2-1-3表

第1章 わが 国 の コ ン ピュー タ産 業21・

自 由 化 措 置 の 経 緯

品 名
資 本 の 自 由 化

輸 入 自 由 化 技術導入自由化
50% 100%

電子式会計機 ・高級電卓等 1974年8月4日 1975年12月1日 1973年4月19日 1974年7月1日

電
子
計
算
機

本 体

'74年8月4日

(rζ㌫ タ用)

'75年12月1日

儲 ㌫ タ用)

'75年12月24日

'74年7月1日周辺装置
記憶機 ・端末機 '75年12月24日

それ以外の もの '72年2月1日

部 品 '75年12月24日

ソ フ ト ウ ェ ア '74年12月1日 '75年4月1日 '74年7月1日

集
積
回
路

素 子 数100未 満 の もの
'71年8月4日

儲 氣 タ用)

'74年12月1日

儲 蒜 タ用)

'70年9月1日

'68年6月1日200未 満 の もの '73年4月19日

200以 上 の もの '74年12月25日

2-1-1図lBM・ 国 産 各 グル ー プの シ リー ズ 一覧

超 大 型 大 型 機

モデ ル]68「 一一}『 「 一 ー一 一 ーーーーー一「

IBM37・ シ リー ズ の12～3倍168158145

富士 通 一 日立 グルM190M180M]70M160
一 プMVシ リー ス

日電瀧 ㌫Z
・ ・;品・ ・品 品 ・謡・ ・㌫

三菱 一沖 グループCOSMOシ り一 ズ モデル モデル
800700

中 型 機
一

135125

VV

ンスアム シスァム

400300

モ デ ル

500

小 型機

115

V

シスアム

200

モ デ ル

300

1 富士 通 一 日立(Mシ リー ズ) 日電 一 東 芝(ACOSシ リーーズ) 三 菱 一沖(COSMOシ リー ズ)

機 種 発 表 時 期 機 種 発 表 時 期 機 種 発 表 時 期

V1 未 ACOS200 ,74 .5 COSMO300 '75 .7

V2 未 ACOS300 ,74
.5 COSMO500

'75
.5

V3 未 ACOS400 '74 .5 COSMO700 '74 .5

M160 ,75
.5 ACOS500 '75

.6 COSMO900
,76

.4

Mユ70 ,75 .5 ACOS600 '74
.1ユ

M180
,74

.11 ACOS700 '74 .11

M190 '74 .11 ACOS800 '76
.4

ACOS900 '76 .4

2-1-4
.X新 機 種 の 発 表 状 況
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2-1-2図lBMフ ュー チ ャー シ リー ズ と現 行機 種 との パ フ ォーマ ンス

フ ュー チ ャー ・

シ ステ ム
THRUSH 区

区3.5担:tt 370/195

×3.6

((JECC

×2.3
365/50360/40

Cap.)「IBMの 企 業 戦略 」 よ り)

、

生産,輸 出 輸 入の概況

A生 産 状'況

外資系を含む電子計算機メーカーによるわが国における電子計算機組織の国内生産状況は2-1-5

表の とお りである。1950年 の特徴は,近年伸び率が低 くなる傾向にある電子計算機本体をは じめ,外

部記憶装置,関連装置がいつれも前年度の水準を下廻ったため,電子計算機組織全体 では,前 年比で

は8.1%減 と,は じめて停滞 を示したことである。

2-1-5表 電 子 計算 機 組織 生 産葵 績 年別 推 移(通 産省調査統計部調 単位:百 万円)

デ ィ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機 関 連 装 置 アナログ
総 計

暦 年 計 算 機'本 体 附 属 装 置 計
伸び率

電子計算
機応用装

補助装置
型電子計 (イ}+㈲+

臼+目+

伸び率

一般用 制御用 計(イ)

伸び率
外 部記憶

装'置
入出力
装 置

デ ー タ
端末装置 計(ロ) (イ)+(ロ) 置(ハ)

(二} 算機(ホ)
(ポ}

1962年 4,772 139.0 (3.184) (3,184) 4,772 139.0 844 3,184 576 9,376 98.5

1963年 9,701 103.3 (7.139) (7、139) 9,701 103.0 1,141 7,139 763 18,744 99.9

1964年 14,565 50.1 (7,388) (7.388) 14,565 50.1 2,057 7,801 1,022 251445 35.8

1965年 16,595 944 17,539 20.4 6,240 6,991 766 13,997 31,536 116.5 1,425 3,396 1,142 37,499 47.4

1966年 26,880 L105 27,985 59.5 9,725 10,189 724 20,638 48,623 54.2 L743 14,566 1,Ol4 65,946 75.9

1967年 43,437 1,453 44,890 60.4 16,068 24,306 L539 41,913 86,803 78.5 2,883 15,619 LO49 106,354 61.3

1968年 62,426 4,387 66,813 48.8 36,396 33,590 4,564 74,550 14L363 62.9 4,486 16,791 1,147 163,787 54.0

1969年 76,242 6,109 82,351 23.3 46,373 38,093 3,798 88,264 170,615 20.7 5,953 17,842 L534 195,944 19.6

1970年 ll5,932 9,511 125,443 52.3 78,276 48,143 17,913 144,332 269,775 58.1 13,532 25,309 1,847 310,463 58.4

1971年 141,860 8,410 150,270 19.8 86,450 51,427 23,077 160,954 311,224 15.4 10,217 22,815 2,093 346,349 11.6

1972年 184,004 7,818 191,822 27.7 81,771 82,499 26,106 190376 382,198 22.8 12,644 23,941 1,905 420,688 21.5

1973年 203,062 lL888 214,950 12.1 99,440 78,226 35,433 213,099 428,049 12.0 18,181 25,609 557 472,396 12.3

1974年 288,164 1L349 299,513 39.3 123,378 57,939 55,579 236,896 536,409 25.3 23,145 28,459 1,021 589,034 24.7

1975年 246,303 12,817 259,120 △13.5 106,752 56,648 74,855 238,255 497,375 △7.3 19,679 23,521 671 54L246 △8.1
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B輸 出 入 状 況

わ が 国 の電 子 計 算 機 組 織 輸 出 の大 宗 は 日本 ア イ ・ピー ・エ ム の もの と考 え ら れ,国 産 メー カー の

輸 出 は現 在 まで は その 金 額,伸 び率 と も に必 ず し も大 き い とは い えな いが,技 術 水 準 の 向 上 と とも

に 輸 出体 制 の 強 化 を図 っ て お り,今 後,本 体 周辺 装 置 の輸 出 の 増 大 が 期 待 され る。

2-1-6表 電子計算機組織の輸 出実績年別推移

(大蔵 省通関統計 単位:百 万円)

暦 年 デ ィ ジタ ル本体 同周辺装置 小 計 ア ナ ロ グ 合 計 伸 び 率

1962年 0 16 16 77 93 1,228.6%

1963年 14 16 30 1 31 △66.7

1964年 522 3 525 142 667 2,051.6

1965年 1,181 12 1,193 42 1,235 85.2

1966年 2,501 110 2,611 184 2,795 126.4

1967年 4,098 284 4,382 467 4,849 73.4

1968年 2,635 1,535 4,170 376 4,546 △6.2

1969年 2,680 3,729 6,409 460 6,869 51.1

1970年 3,974 1,114 5,088 698 5,786 △15.8

1971年 5,587 2,382 7,969 1,040 9,009 55.7

1972年 8,216 2,644 10,860 491 llβ51 26.0

1973年 6,062 9,529 15,991 3,515 19,106 17.4

1974年 10,233 7,790 18,023 3,322 2L344 11..7

1975年 11,089 9,628 20,717 5,737 26,454 23.9

2-1-7表 電子計算機組織輸入実績年別推移

(大蔵省通関統計 単位:百 万円)

暦 年 本 体 周 辺 装 置 小 計 部 品 合 計 伸 び 率

1962年 8,017 5,786 13,803 835 ユ4,638 67.4

1963年 14,807 5,600 20,407
'

1,157 21,564 47.3

1964年 15,679 8,773 24,452 2,751 27,203 26.2

1965年 8,493 10,457 18,950 3,517 22,467 △17.4

1966年 6,182 10,641 16,823 7,674 24,497 9.0

1967年 7,792 24,693 32,485 9,847 42,332 72.8

1968年 8,613 28,923 37,536 9,097 46,633 10.2

1969年 14,774 34,030 48,804 12,358 61,162 31.2

1970年 22,718 51,551 74,269 21,525 95,794 56.6

1971年 21,659 48,873 70,532 22,904 93,436 △2.5

1972年 23,437 38,221 61,658 27,432 89,090 △4.7

1973年 32,469 49,564 82,033 25,461 107,494 25.0

1974年 48,609 65,436 114,045 30,787 144,833 34.7

1975年 45,504 51,870 97,374 03,285 130,659 △9.8
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4日 本 電子 計算 機㈱(JECC)の 活動 状 況

富 士 通 ㈱,㈱ 日立 製 作 所,日 本 電 気 ㈱,東 京 芝 浦 電 気 ㈱,三 菱 電 気㈱ お よび 沖 電 気 工 業 ㈱6社 の

共 同 出 資 に よ る 日本 電 子 計 算 機 ㈱ の電 子 計 算機 組 織 購 入状 況 は2-1-8表 の 通 りであ るが,1973年 度

に お い て 購 入 額 は,1,000億 円 の 大 台 を越 え,わ が 国電 子 計 算 機 産 業 発展 の た め の 重 要 な支 柱 とな

っ て い る。

2-1-8表 日本電 子計算機(株)資 金の推移

(単位:億 円)

年 度 コ ン ピュー タ購 入額 日本 開 発 銀行 融資 資 本 金

1961 11 2 11

1962 32 8 21

1963 59 15 32

1964 117 25 47

1965 208 55 71

1966 269 70 106

1967 368 70 142

1968 666 90 189

1969 825 155 284

1970 922 215 425

1971 874 390 534

1972 892 150 597

1973 1,014 215 597

1974 1,244 325 597

1975 1,264 530 597

1976 未 定 470
1

597
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5 外資の進 出および輸入業者の状況

電子計算機関係の外資の進出状況および主な輸入業者は2-1-9表 の とお りである。

2-1-9表 電子計算機関係の外資進 出状況

種
類

外 資 日 本 法 人 日本 側 出 資者
外資
比率

設立

年 月
業 務 内 容

株

式

取

得

IBMWTC 日本 ア イ ・ピ ー ・エ ム
一 100

,50・10 電 子 計 算 機 の 製 造.輸
出 入,販 売.保 守

NCR

・

日本 エ ヌ ・シ ー ・ア ー ル 日証 金,東 洋信 託

銀行,個 人
72.2

,51
・1

金銭 登 録 機 お よ び会計
機 の 製造 販売,電 子 汁
粉:機の輸 出 入,販 売.
保守

Spel'ryRandCo. 沖 ユ ニ パ ッ ク
沖電 気工 業,三 菱
電機

36
'58 ・3 電イ・計算 機 の 製造

SperryRandCo. 日本 ユ ニ パ ッ ク

.

三井 物 産 、 沖電 気
工業 、 三 菱 電機

34.2
'58・3 電子 計.算機 の販 売,保

守

MincomCorp.Ltd. 住 友 ス.リ ー エ ム
日本電 気
住 友電 工

50
'61・9

磁 気 テ ー プ.磁 気 デ ィ
ス ク パ ッ ク の 製 造,輸

出 入,販 売

Hewllet-PackardCo.
横 河 ヒ ュ ー レ ッ ト

パ ッ カー ド
横河電機

.

49 '63・8
計・測 器.高 級 電 卓.ミ
ニ コ ン ピ ュ ー タ の 製 造.

輸 出 入.販 売 、 保 守

MemorexCorp 日本 メ モ レ ッ ク ス 一 100
'68 ・7

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィ
ス ク パ ッ ク の 輸 入,販
売,周 辺 装 置 の 保 守

ControlDataCorp. 日
.本 シ ー デ ィ ー シ ー 伊藤忠商事 40

'71・4 電 子1汁.算機 の 販売,保
守

HISI

(山 武 ハ ネ ウ ェ ル)

日本 電 気 ハ ネ ウ ェ ル

ィ ン フ π メ ー シ ョ ン
シ ス テ ム ズ

日本 電 気 50
,72・10 キ ー ツ ー テ ー プ 装 置 の'

製 造.販 売,保 守

TheSlngerCompany 日立 シ ン ガ ー 日立 製 作 所 50
,73 ・7 PoS端 末 等 の 販売,

保守

ナ シ ュ ア 日本 ナ シュ ア 一 100
'73 ・12 磁気 デ ィス クパ ッ クの

輸 出 入販売

Burroughs 高 千徳 バ ロー ス 高千穂交易
F

50
'73 ・12 電 子;1・1'算機 の 販 売

Ohvetti 日本 オ リベ ッ テ ィ
一' 100

,6い9 ミニ コ ン ピ ュ ー タ.周
辺 端 末 装 置 の 販 売 保 守

支

店

設

置

IMBWorldTrade
AsiaCOrP.

一 一 一 '60 ・3 ア ジア地 区子 会 社 の統
括 、 連絡

ControlDataFar
Easthc.

一 一 　 '66・11 電 イ・計 算 機 に関 す る調
査.連 絡

DigitalEquipment
IrlterllatlonalCorp.

一 一 一 '68・7 ミニ コ ン ピ ュ ー タ の 販
売,保 守

Recognition
EquipmentJapanInc.

一 一 一 '68・8 OCRの 販 売.保 守

MemorexPacificCorp. 一 一. 　 '69 ・9
磁 気 テ ー プ.磁 気 デ ィ
ス ク パ ッ ク の 輸1h.調
査.連 絡

Honevwell-

ElectrorlicsInc.
一 一 一 ,69 ・9 技術 援助 に 関 す る連 絡

ElectronicsMemorles
&MagneticCorp.

一 一 一 一 ,71 .4 磁 気 デ ィ ス ク パ ッ ク等
に 関 す る 調 三査,.連 糸各

CalcompPacificCorp. 一 一 一 作図 装 置の 販 売.保 守

TexasInstrument
AsiaLtd.

一 一 一

1

ミニ コ ン ピ ュ ー タ の 販
売,保 守

「
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2-1-10表 主な輸 入電子計算機と取扱業者

製 造 業 者 輸 入 業 者 販 売 業 者

IBM 日本 ア イ ・ピ ー ・エ ム 日本 ア イ ・ピ ー ・エ ム

SperryRand 三井物産 日本 ユ ニパ ッ ク

NCR 日本 エ ヌ ・シ ー ・ア ー ル 日本 エ ヌ ・シ ー ・ア ー ル

Burroughs 高千 穂 バ ロー ス 高千 穂 バ ロー ス

CDC 伊藤忠商事 日本 シー デ ィー シー

DEC 理 経 理 経
DECジ ヤパ ン

ハ ネ ウ ェル ・プ ル 三菱商事 三菱事務機械

ニ クス ドル フ 兼松江商 兼松 ニ クス ドル フ

オ リベ ッテ ィ 日本 オ リベ ッテ ィ 日本 オ リベ ッテ ィ

ブ イ リ ツ プ ス シ ー ・エ ス ・シ ー シ ー ・エ ス'シ ー

フ リー デ ン ドッ ドウ ェル ドツ ドウェ ル

ロ ガバ ッ クス 丸 紅 エ レ ク トロニ クス 丸 紅 エ レ ク トロニ クス

6新 しい課 題

電 子 計 算 機 の普 及,

って き て い る 。

技術の進歩等に ともない,わ が国においても次のような課題が新 しく浮び上

A輸 出体制の強化

貿 易立国を国是 とす るわが 国 としては,国 際収支構造を長期的に支えるものとして,電 子工業

製品の輸出に期待をかけているが,今 後は,民 生用電子機器の輸出の伸びが鈍化することが予想さ

れるため,現 在輸入比率の高い産業用電子機器の輸出産業化を図ることが必要 となる。特に,電 子

計算機は,現 在,一 部国産 メーカーにおいて輸出が若干見られる程度であるが,今 後国産電子計算

機産業が発展 してい くためには積極的に海外市場へも進出し,世 界市場 を前提 として海外企業 と対

抗 していくことが不可欠であ り,各 メーカーともこのための体制強化 を図ってい く必要がある。

B中 古市場の開発

電子計算機は通常レンタル形式で利用されるが,上 位機種への切 り換え,新 機種への乗 り換 えな

どにより償却未済期間中に返却 される場合がある(レ ンタルバック)。
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レ ン タル バ ッ クに よ る下 取 り機 につ い て は,メ ー カ ー に よ る下 取 り電 子 計 算 機 販 売 会 社 も設 立 さ

れ て い るが,合 理 的 な電 子 計 算 機 中古 品市 場 の確 立 は今 後 の 重 要 な課 題 の ひ とっ で あ る。

Cマ イ クロ コ ン ピュー タの 出現

LSIの 発 達 に と もな い,一 般 に1～ 数 個 のLSIチ ッ プか ら成 る演 算処 理 部 に メ モ リや 各種 周

辺 回路 が 付 加 され て 構 成 され る低 価 格 の マ イ クロ コ ンピュ ー タ と呼 ば れ る新 しい 電 子 シ ス テム が

1973年 か らわ が 国 に も登 場 して い る。

マ イ クロ コ ン ピ ュー タ の定 義,位 置 付 け,応 用 範 囲 あ る い は将 来性 等 に つ い て,現 在 定 説 は な い

が,ア メ リカに お け る急 速 な 発達 状 況 お よ び将 来 の 市 場 拡 大 予 測 を参 照 す る とき,わ が 国 に お い て

もマ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの進 歩 と その 与 え る影 響 は 充 分 注 自す る必 要 が あ る。

Dコ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ ー ク

通信 回線 の 開 放 後,オ ン ラ イ ン シ ス テ ム の 漸 次 拡 大 に と もな い,欧 米 と同 じ くわ が 国 に お い て も

コ ン ピ ュー タネ ッ トワ ー クへ の 構 想,展 望 が 近 い 将 来 現 実 の もの とな ろ う と して い る。

一 企 業 内 に お け るオ ン ラ イ ン シ ス テ ム ,通 信 回 線 を共 用 す る共 同 シ ス テ ム,計 算 セ ン ター 等 に み

られ る 回線 を他 人 に 使 用 させ る ネ ッ トワ ー クの 次 の発 展段 階 と して,異 な る事 業 体 の 複 数 の ホ ス ト

コ ン ピ ュー タ を接 続 す る コ ン ピュ ー タネ ッ トワー クは 社 会 全 体 と して の コ ン ピ ュー タ ・リソー ス の

有 効 利 用,二 重 投 資 の 回避,広 汎 な デ ー タベ ー ス の 成 立,有 機 的 な社 会 ネ ッ トワー クの 形 成 な ど,

真 の情 報 シス テ ム確 立 の た め 将 来 の 重 要 な課 題 の ひ とつ とな っ て い る。
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第2章 わが国の情報産業

情報産業は,大 別 して電子計算機産業 と情報処理産業とに分類 されるが,本 章においては,後 者

の情報処理産業についてみることにする。

1976年7月 に産業構造審議会情報産業部会がとりまとめた 「昭和60年 度を目標年度 とする情報化

および情報産業の計量予測」によると,情 報処理産業の市場規模は年平均16.4パ ーセン トの成長を

示 し,1985年 度には1兆3,070億 円に達するものと予測 してお り,わ が国の情報処理産業は,情 報化

の進展の中で,新 しい産業 としての発展が期待されている。

わが国情報処理産業の中で,最 も歴史が古 くかつ産業の規模の大きい もの として,情 報処理サー

ビス業があげられるが,こ の情報処理サービス業においても,本 格的な設置がみられたのは1954年 以

降のことである。このように,情 報処理産業は他の産業に比べれば極めて日が浅 く企業の経営基盤も

全般的に脆弱な もの といえる。

現在,通 産省 としては,情 報処理産業の健全な発展を図るため,昭 和45年 に 「情報処理振興事業

協会等に関する法律」を制定 し,同 法に基づ く同協会を設立させているほか,ソ フ トウェアの開発

に係 る電子計算機利用高度化計画の策定等種々の振興施策 を実施している。

以下,情 報処理サービス業,ソ フ トウェア業および情報提供サービス業の実態 をみることとする。

2-2-1表 情報処理産業の業務別売上げ予測(億 円)

年 度
業 務 昭和49年 度 昭和60年 度 倍 率 年平均伸

び率(%)

バ ッ チ 処 理 LO62 4,546 4.3 14.1

オ ン ラ イ ン 処 理 77 2,139 27.8 35.3

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 352 3,411 9.7 22.9

フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジメ ン ト

そ の 他 962 2,974 3.1 10.8

計 2,453 13,070 5.3 16.4
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1わ が 国 にお け る計算 セ ン ター お よび ソフ トウェア

開発企業の状況

(JECC調 査`』全 国計 算 セ ン ター一お よ び ソフ トウ ェ ア 開 発 企 業 便 覧"よ り)

Aは じ め に

日本 電 子 計 算 機 株 式 会 社(JECC)で は ,1968年 以 来,毎 年1月1日 現 在 に お け る"全 国 計

算 セ ン ター お よび ソ フ トウ ェ ア 開 発 企 業 分 布 状 況 調 査"を 実 施 し,そ の 結 果 を,「 全 国計 算 セ ン タ

ー お よ び ソフ トウ ェア 開 発 企 業 便 覧」 の 名 称 で発 行
,公 表 して い る 。

この 調 査 の前 身 は,JECCが1963年 か ら66年 ま で4回 に わ た って 実施 した`'全 国計 算 セ ン タ

ー 分布 状 況 調 査"で あ る
。 その 後,68年 の調 査 か ら ソ フ トウ ェア 開 発企 業 を加 え,現 在 に 至 っ て い

る。

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 は,計 算 受 託 企 業 と ソフ トウ ェ ア開 発 企 業 に 大 別 出 来 る。 わ が 国 に 初 め て計

算 受 託 企 業 が 誕 生 した の は,1954年 で あ る が,そ の 後,61年 に至 る8年 間 に 設 立 され た セ ン ター

数 は24件 でt:!年 当 り平 均 は わ ず か3件 に す ぎな い 。 セ ン ター の 設 立 が 軌 道 に乗 るの は,新 しい産

業 の誕 生 か ら,約10年 を経 た62年 か らで あ る。66～69,70年 に か け て,セ ン ター 数 は 急 ピ ッチ で増

加 し,76年1月1日 現 在,わ が 国 の 計 算 セ ン ター 総 数 は1,176件 とな って い る。

しか しな が ら,こ の 産 業 の 歴 史 は若 く,浅 い。 した が っ て,全 般 的 に み る と,こ の 産 業 の 経 営 基

盤 は,い ぜ ん と して 弱 く,市 場 の確 立,ソ フ トウ ェ ア の正 しい客 観 的 な価 値 評 価 の 確 立,政 府 の 振

興 策 等 が 必 要 で あ る とと もに,顧 客 に対 す る機 密 保 護 の 体 制 の 確 立 も要 請 され て き た。 そ こ で,こ

の 業 界 を代 表 す る団 体 と して,社 団 法 人 日本 情 報 セ ン ター 協 会(発 足70年7月 ,加 盟 会 社110社)

お よび 社 団 法 人 ソフ トウ ェア 産 業 振 興 協 会(発 足70年6月,40社) ,日 本 パ ンチ セ ン ター 協 会 等 が

発 足 し,各 団 体 の一 致 した要 望 に よ り,上 記 の 目標 が逐 次 具 体 化 しつ つ あ る 。

B調 査の範囲 と基準

本 調 査 の対 象 は,経 営 主 体 別 に み て,次 の定 義 に 該 当 す る もの に 限 った 。 した が っ て,大 学 な ど

の 教 育 機 関所 属 の もの は除 外 した 。

(1)・ コマ ー シ ャル ・ベ ー ス に よ り運 営 され る もの(次 の3つ)

① 独 立 の計 算 受 託 ま たは 計 算 関 連 作 業 受 託(た と え ば,カ ー ド穿 孔 作 業 の受 託 な ど)ま た は ソ

フ トウ ェ ア開 発 企 業 と し て創 立 さ れ た 法 人 また は個 人 企 業
。 な お,会 計 事 務 所 所 属 計 算 セ ン ター は,
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独 立 計 算 受 託 個 人 と して 本 項 に 準 ず る もの とす る。

② 電 子 計 算 機 ま た は 関 連 装 置 の ユ ー ザ ー が 計 算 部 門 ま た は ソフ トウ ェア 開発 部 門 を分 離独 立 さ

せ て,別 会 社 と して コマ ー シ ャル ・ベ ー ス で 外 部 の計 算 を受 託 して い る本 人。

③ コ ン ピ ュー タ導 入 企 業 の 計 算 部 門 が 広 く社 外 か ら コマ ー シ ャノレ・ベ ー ス で 計算 受 託 を行 っ て

い る もの 。(主 要 な もの に 限 る。)

② 中 小 企 業 等 の 合 理 化促 進 の ため,公 共 機 関 が運 営 す る計 算 セ ン ター お よ び 地方 自治 体 の 共 同

計 算 セ ン ター 。

コ ン ピ ュー タ を設 置 し,主 に 小 規 模 企 業 を対 象 と して 受 託 計 算 を行 っ て い る 各地 の 商 工 会 議 所 は

こ こ に 含 まれ る。

(3)EDPSメ ー カ ー,同 販 売 業 者 直 系 の もの 。電 子 計 算 機 お よび 関 連 装 置i製造業 者,同 販 売 業

者 が ユ ー ザ ー の支 援 あ る いは セー ル ス ・プ ロ モー シ ョ ン を 目的 と して 運 営 さ れ て い る もの 。 な お,

こ こで い うEDPSメ ー カー 直 系 の セ ン ター とは,次 の2つ をい う。① メー カー の 資 本 参 力1|がな く

て も,こ れ と製 品 販 売提 携 契 約 を結 ん で い る販 売 会社 が 運 営 す るセ ン ター 。② メー カー が 資 本 金 の

50%以 上 を 所 有 して い る計 算 受 託 企 業 が 運 営 す る セ ン ター 。 な お,本 調 査 で は,マ シ ン を設 置 して

い るセ ン ター の ほ か に,マ シ ン を 設 置 して い な い ソフ トウ ェ ア 開 発 専 業 企 業 あ るい は ソ フ トウ ェ ア

開 発 お よ び 計 算受 託 を兼 営 して い る 企 業 も調 査 対 象 と して い るが,マ シ ン を 設 置 して い な い ソフ ト

ウ ェ ア 会社 は,そ の 存 在 を確 認 す る 有 効 な手 段 が な い ため,必 ず しも全 部 を網 ら して い る とは い え

な い。

C経 営主体別分布状況

2-2-2表 は,1976年1月1日 現 在 に お け る 計 算 セ ン ター の 分 布 状 況 で あ る 。 計 算 セ ン ター を運 営

して い る事 業 体(企 業)の 総 数 は,842(前 回調 査 時 点 の1975年1月1日 現 在818),こ れ の 経営 主

体 別 内 訳 は,独 立 計 算受 託 企 業734(同720),公 共 機 関(公 共 的 法 人 団体 を含 む),55(同49),メ ー

カー お よ び 販 売 会 社 直 系 の もの53(同49)で あ る。

経 営 主 体 別事 業体 分布 は,独 立 計 算 受 託 企 業 が87.2%と 圧 倒 的 多数 を 占め,公 共 機 関 は6.5%,メ

ー カー お よび 関 係 販 売 会 社6 .3%で あ る。 この 比 率 は,前 回 調 査 時 では,そ れ ぞ れ,88.0%,6.0

%,6.0%と な って お り,ほ とん ど,分 布 状 況 に 変 化 が み られ な い 。 しか しな が ら,1事 業 体 当 りの

セ ン ター 所 有 数 で は,独 立 系1.3セ ン ター,公 共 機 関1.0セ ン ター で あ る の に対 して,メ ー カー お よ

び 関 係 販 売 会 社 は,3.7セ ン ター で,セ ン ター 所 有数 は,他 の約3倍 の規 模 とな って い る。

こ の た め,経 営 主 体 別 の セ ン ター数 をみ る と,メ ー カー お よ び 関係 販 売会 社 系 列 の セ ン ター数 は,

全 体 の16.8%と 比 較 的 高 い 比率 を 占め て い る 。
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上列:1976年1月1日 現 在

下列:1975年1月1日 現 在

経 営 主 体 別
事業体(企 業)数

()内%

セ ン タ ー 数

()内%

セ ン タ ー の 内 容

EDPSを ※

設 置

※※
関 連 作 業

ソフ ト ※ ※ ※

ウェア 開 発

1.独 立計算受託企業

734(87.2) 922(78、4) 582 238 102

720(88.0) 883(80.0) 569 230 84

2.公 共 機 関

55(6.5) 57(4.8) 55 1 1

49(6.0) 51(4.6) 49 1 1

メー カ ー お よ び

3.

関 係 販 売 会 社

53(6.3) 197(16.8) 189 4 4

49(6.0) 170(15.4) 166 3 1

合 計

842(100.0) 1,176(100.0) 826 243 107

818(100.0) 1,104(100.0) 784 134 86

(注)※ コン ピュ ー タを持 ち,受 託 計算 を主業 務 と して い る所。

※ ※穿 孔機 や キー ツー エ ン トリー装 置 な どだ け を持 ち,入 力 デー タ作 成 を主 業務 と して い る所 。

※ ※ ※ハ ー ドウェ ア を持 た ず,ソ フ トウェ ア開 発 を主 業 務 と して い る所 。

今 回 の調 査 に よ る と,総 数842の 事 業 体 が運 営 す るセ ン ター数 は1,176で,前 回調 査 の1,104セ

ン ター に対 して6.5%の 増 加 とな って い る。 セ ン ター 総 数 の78.4%に 当 る922セ ン ター は,独 立 計

算 受 託 企 業 所 属 の もの で あ る 。 また,前 回調 査 で は,公 共 機 関 が 運 営 す る事 業 体 数(前 回49,前 々

回24)と セ ン ター 数(前 回51,前 々 回25)が 急 増 して い る が,こ れ は,74年 度 に 創 設 され た 中小 企

業 庁 の 「小規 模 企 業 記 帳 機 械 化 電 子 計 算 機 設 置 費 補 助 金 制 度 ③ 」 に よ り,全 国約20ケ 所 の商 工 会 議

所 と商 工 会 連 合 会 が 新 た に 調 査 対 象 に加 っ た た め で あ る。

㊧ この制度は,現 地地域の中小企業の経営相談,記 帳指導等の業務 を行っている商工会議所ならびに都道府県商

工会連合会に,日 本電子計算機株式会社(JECC)が,レ ンタルバ ック電子計算機 を安 く販売する場合,そ

の費用の補助を行 い,小 規模企業の記帳機械化その他,中 小企業 の情報化,地 域の情報化の進展を図 ろうとす

るものであ り,75年 度は9億 円の補助が行 われ ることとなっている。

次 に,設 備 内容 別 の 分 布 状 況 をみ る と,1,176の セ ン ター 中,EDPSを 設 置 して い る と こ ろは

826カ 所.(70.2%),カ ー ド穿 孔 機 や キ ー ツ ー テ ー プ装 置 な どデ ー タ作 成 機 器 だけ を 設 置 して 計 算 関

連 作 業(主 に カ ー ドパ ン チ)を 受 託 して い るセ ン ター は243カ 所(20、7%),ハ ー ドウ ェ ア を持 た ず

ソ フ トウ ェ ア 開 発 を主 業 務 と して い る セ ン ター は107カ 所(9.1%)で あ る 。
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2-2-1図 は,年 別 経 営 主 体 別 計 算 セ ン ター 分布 状 況 の推 移 で あ る 。同 図 に よ る と,全 計 算 セ ン ター

に 占め る経 営 主 体 別 セ ン ター 数 の 比率 は,年 々独 立計 算 企 業 セ ン ター の 占め る比 重 が 高 ま っ て い る

こ とが わ か るが,75年 に か ぎ っ て,独 立 系 の 比率 が 減 少 し,逆 に メー カー 系列 の セ ン ター が 高 ま っ

た こ とが 注 目 さ れ る 。 ま た セ ン ター数 の 伸 び率 は,こ れ ま で20%程 度 で あ った が,今 回 はほ ぽ7%

に な っ て い る。

2-2-1図 経営主体別計算センター分布推移(セ ンター数)

i4.5%
IllTl15

69年67.93
11111222廻llll網 綱33・{
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::1自1==}:llll側lll　側隔 　
76年猛 三]llllllll佃ll‖ll田lllll田lll川lll:謬

口 ・一・一お… 係蹴 会・

[llllll]独端 ・難 ・・業

ll㎜1側IIM酬111酬㎜ 側11・1・4{‖;
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(注)①75年 の数 字 に は,マ シ ンを持 た な い ソフ トウ ェア 開 発専 門 の セ ン ター(計86)が 含 まれ てい る。

② セ ン ター数 は,各 年 と も1月1日 現 在 。

③2-2-1図 中,客 年 のセ ンター数 の 内訳 の数 字 は,上 段 公共 機 関,中 段 メーーカー お よ び関 係 販売 会 社,下 段

独 立 計 算受 託 企 業 を示 す 。

D暦 年 別 計 算 セ ン タ ー 開 設 状 況

2-2-3表 暦 年(1月1日 ～12月31日)別 計 算セ ン ター開 設状 況

暦 年1

経営主体所属別 ＼

i
54 55 56 57 58 59 60

1

61 62 63 64 65
i

66 67 68 69 70 71
1

72 73 74 75

独 立 計 算 企 業 所 属 1 1 0 0 1 2 3 5 10 12 25 26 56 64 60 60 58 51 32 59 42 30

公 共 機 関 所 属 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 2 3 3 4 1 2 4 2 0 1 13 8

メー カーおよび
関係販売会社所属

0 0 0 1 4 2 0 2 11 15 8 7 15 13 20 19 14 10 13 4 6 20

合 計 1 1 0 1 6 5 3 7 22 28 35 36 74 81 81 81 76 63 45 64 61 58

1

(注)1973年 以 前 の数 字 に は,ハ ー ドウ ェ ア を持 って い な い ソフ トウェア 開 発企 業 は含 まれ な い。

)
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2-2-3表 は ,暦 年 別 の 計 算 セ ン ター 開 設 状 況 で あ る。計算 セ ン ター が,わ が 国 で 初 め て 設 立 され た

の は1954年(昭 和29年)で あ る が,61年 ま では ,毎 年 の 開 設 数 は 多 い年 で も7セ ン ター であ っ た。

これ が62年 に な る と,設 立 が 軌 道 に 乗 り,毎 年20～30セ ン ター 以 上 の 増 加 をみ
,さ らに66～70年 に

かけては・増加のテ・ポは・最高i朝とな・た.7・ 年以降は増加数で,x干 の減少傾向減 る初 の,

なお,現 在 ま で着 実 に 開 設 され て い る。75年12月 末 日ま で の計 算 セ ン ター の 設 立 総 数 は829件 ,こ

れ を経 営 主体 別 に み る と,独 立 計 算 企 業598件(72.1%),公 共 機 関47件(5.7%),メ ー カ ー お よ

び 関 係 販 売会 社184件(22.8%)で あ る。

2-2-4表 都道府県別計算セ ンター分布状況

1976年1月1日 現 在

県 名 セ ン ター数 % 県 名 セ ン ター数 %1
北 海 道 29 2.5 三 重

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

6

6

16

115

23

0

6

0.5

0.5

1.4

9.8

2.0

0.0

0.5

北 海 道(計) (29) (2.5)

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

8

7

21

5

6

11

0.7

0.6

1.8

0.4

0.5

0.9
近 畿(計) (172) (14.6)

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

1

6

16

38

16

0.1

0.5

1.4

3.2

1.4

東 北(計) (58) (4.9)

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

7

8

11

27

17

462

54

0.6

0.7

0.9

2.3

1.4

39.3

4.6

中 国(計) (77) (6.5)

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

5

7

7

5

0.4

0.6

0.6

0.4

関 東(計) (586) (49.8)

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

19

11

12

9

3

17

8

22

67

1.6

0.9

1.0

0.8

0.3

L4

0.7

1.9

5.7

四 国(計) (24) (2.0)

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

39

3

3

6

3

3

3

2

3.3

03

0.3

0.5

0.3

0.3

0.3

0.2
中 部(計) (168) (14.3)

九 州(計) (62) (5.3)

総 計 1,176 100.0
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E都 道 府 県別計 算 セ ン ター分布 状 況

2-2-4表 は,都 道 府 県別 計 算 セ ン ター 分 布 状 況 で あ る。同 義 に よ る と,1976年1月1日 現 在,全

国 の計 算 セ ン ター1,176の うち,全 体 の49.8%に 当 る586セ ン ター は,関 東 地 方 に 分 布 して い る 。

さ らに 関 東 地 方 に あ る計 算 セ ン ター の う ち,462セ ン ター は,東 京 に集 中 し,そ の数 は,全 国 第1

位 で あ る。 ま た,比 率 で は,全 体 の39.3%に 当 る 。 計 算 セ ン タ ー数 で は,つ い で 大 阪115セ ン ター

(9.8%),愛 知67セ ン ター(5.7%),神 奈)1154セ ン ター(4.6%),広 島38セ ン ター(3.2%)と

な って お り,こ の 分 布 状 況 は,毎 年 ほ とん ど変 らず,た とえ ば,5年 前 の1971年1月1日 現 在 の

分 布 で は,関 東 地 方 に 全 体 の46.1%,ま た,東 京 は 全体 の34.8%,つ い で大 阪11.4%,愛 知5.7%,

神 奈 川4.8%,福 岡4.6%の 順 とな って い る。

F従 業員数,資 本金,売 上高規模 別分布状況

計 算 セ ン ター を経 営 主 体 別 に3分 類 した の は 前 述 の とお りで あ るが,こ の うち,独 立 計 算受 託 企

業733社 を対 象 に,従 業 員数,資 本 金,売 上 高 規 模 別 の分 布 状 況 を調 査,集 計 し たの が2-2-5～7

表 で あ る。

各項 日 ご との 回 答 企 業 数 は,従 業 員数587社,資 本 金580社,年 間売 上 高549社 。 な お,年 間 売

上 高 は1974年 度 の数 字 で あ る。

また,各 表 と も,独 立 計 算 受 託 企 業 を企 業 形 態 別 に,EDPSを 設 置,関 連 作 業 お よび ソ フ トウ

ェ ア 開 発 の3つ に分 類 して 表 示 した 。

2-2-5表 独立計算受託企業の従業員数規模別分布(単 位
二企業数)

()内 は従業 員数 規模 別構成比%
'業 員数規模

企業形態
1～4(人) 5～9 10～19 20～49 50～99 100～199 200～299 300以 上 合 計

EDPSを 設

置

関 連 作 業

ソフ トウ ェア

開 発

(3.2)12

(0.7)1

(2,9)2

(11.4)42

(6.7)10

(2.9)2

(16,8)62

(14.0)21

(20,6)14

(26,6)98

(41.5)62

(33,8)23

(20.9)77

(23,3)35

(26.5)18

(10,3)38

(11.3)17

(8.8)6

(5.1)19

(0.7)1

(2.9)2

(5.7)21

(2.0)3

(1.5)1

369

150

68

合 計 15 54 97 183 130 61 22 25 587

構 成 比(%) (2.6) (9.2) (16.5) (31.2) (22,1) (10,4) (3.7) (4.3) (100.0)

2-2-5表 は,従 業 員数 規模 別 分 布 で あ る。同 表 に よ る と,独 立 計 算受 託 企 業 の 従業 員 数 規 模 は,20

～49人 の とこ ろが 一 番 多 く,全 体 の31.2%,つ い で50～99人 の22.1%,10～19人 の16.5%で あ る 。

これ を企 業 形 態 別 に 区分 した 前 記 の3つ の 企 業 形 態 の個 々 に つ い てみ て も,こ の 従 業 員 数 分 布 の順

位 は 同 じ で,い ず れ の 企 業 形 態 と も20～40人 の 階 層 が一 番 多 く,つ い で50～99人,3番 目が10～19

人 で あ る。
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換 言 す れ ば,独 立 計 算 受 託 企 業 は,従 業 員数 規 模10～99人 ま で の3つ の 階 層 が全 体 の 約70%を 占

め,残 り30%が100～199人,200人 以 上 お よび10人 未 満 の3つ の 階 層 に等 分 され て い る とみ る こ と

が 出 来 る。

2-2"-6表 独立計算受託企業の資本金規模別分布(単 位:企 業数)

()内 は資本 金規模 別構成比%

資本金規模

企業形態

100万 円

未 満

100万 円

以 上 ～
500万 円

未 満

500万 円

以上 ～
1,000万 円

未満

1,000万 円

以上 ～
5,000万 円

未満

5,000万 円

以 上 ～
1億 円 未 満 1億 円以上 合 計

EDPSを 設 置

関 連 作 業

ソフ トウ ェ ア開 発

(0.5)2

(3.0)4

(17.7)67

(43.0)58

(30.3)20

(18.2)69

(31.1)42

(273)18

(47.8)181

(20.7)28

(33.3)22

(8.7)33

(1.5)2

(3.0)2

(7.7)29

(0.7)1

(6.1)4

379

135

66

合 計 6 145 129 229 37 34 580

構 成 比(%) (1.0) (25.0) (22.2) (39.5) (6.4) (5.9) (100.0)

2-2-6表 は,資 本 金規 模 別 分 布 で あ る 。独 立 計 算 受 託 企 業 全体 でみ る と,階 層 別 に もっ と も大 き い

比 率 を 占め る の は,1,000～5,000万 円 未 満 の39.5%,つ い で100～500万 円 未 満25.0%,500～1,000

万 円未 満 の22.2%で,こ の3つ の階 層 の 合 計 は86.7%と な る。 一 方,5,000万 円 以 上 の 階 層 は12.3

%,100万 円 未 満 は わ ず か1%で あ る 。

こ れ を企 業 形 態 別 に み る と,EDPS設 置 企 業 で は,1,000～5,000万 円 未 満 が 一 番 多 く,全 体 の

47.8%を 占め る。5,000万 円 以 上 の階 層 に も16%強 を 占め て お り,関 連 作 業 お よび ソ フ トウ ェ ア 開

発 企 業 に くらべ て,資 本 金規 模 の 大 き い とこ ろ が 多い 。 た だ し,5,000万 円 以 上 の企 業 が,関 連 作

業 で は わ ず か2.2%で あ るの に対 して,ソ フ トウ ェ ア 開 発 企 業 で は,9.1%を 占め て い るの が 注 目

さ れ る 。

2L2一 壊 独立計鍛 託企業の売上高規模別分布 山 立1企 業数)

()内 は売上 高規模 別構成比%

売上高規模

企業形態

500万 円

未 満

1
500万 円

以.ヒ ～

1,000万 円

未 満

1,000万 円

以上 ～
5,000万 円

未 満

5,000万 円

以 上 ～
1億 円未 満

1億円以上
～

5億円未満

1
5億 円 以上

～

10億 円未 満

10億 円

以上
合 計

EDPSを 設 置

関 連 作 業

ソフ トウェア開発

(0.9)3 (2.0)7

(1,7)1

(19.2)67

(23.6)33

(23,3)14

(17.8)62

(30.0)42

(16.7)ユ0

(42.1)147

(41.4)58

(45.0)27

(8.9)31

(3.6)5

(8.3)5

(9.2)32

(1.4)2

(5.0)3

349

140

60

合 計 3 8 ll4 114 232 41 37 549

構 成 比(%) (0.5) (L5) (・ …)1(・ …) (42.3) (7.5) (6.7) (100.0)

2-2-7表 は,売 上 高規 模 別 分 布 で あ る 。同義 に よ る と,独 立 計 算 受 託 企 業 で,売 上 高 の も っ と も高

い 階 層 は,企 業 形 態 の相 違 に か か わ らず,1～5億 円 未 満 で あ っ て,独 立 計算 受 託 企 業 全 体 で,

42.3%を 占め て い る 。
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企 業 形 態 別 にみ て も,こ の 階 層 に 占め る割 合 い は,関 連 作 業 の41.4%か ら ソ フ トウ ェ ア 開 発 の

45.0%ま で で,そ の 比率 も,ほ ぼ 同 じで あ る 。 一 方,5億 円 以 上 の階 層 の 比率 は,EDPSを 設 置

して い る企 業 で は,18.1%で あ るの に比 べ て,・ソ フ トウ ェ ア 開 発企 業 で は13.3%,関 連 作業 で は,

わ ず か5.0%で あ る。

2情 報提 供 サ ー ビス業

情 報 提 供 サ ー ビ ス業 は,デ ー タの 収 集,蓄 積 に膨 大 な 投 資 を必要 とす る こ と。 あ るいは技 術的 困難

性,ユ ー ザ ー 側 の 対 価 支 払 意 識 が 低 い こ と等 か ら,わ が 国 の 情 報 産 業 が 急 速 な発 展 を とげ て きた な

か に あ っ て,未 だ充 分 な 発展 を見 るに至 って い な い 。 な お,情 報 提 供 サ ー ビ ス を行 う機 関 と して,

次 の よ うな もの が 挙 げ られ る 。

A公 的情報提供サー ビス業

労働省 ・労働市場センター

1967年 か ら,全 国の職業安定所に端末機 を設置 し,職 業紹介,失 業保険業務 をオンラインシステ

ムで行っている。

日本科学技術情報センター

内外の学術雑誌,論 文などの科学技術文献資料の収集,抄 録,コ ンピュータによる検索サービス

を行っている。漢字出力システムをもつ ことが特徴である。

日本特許情報センター

内外の特許関係情報のコンピュータによる蓄積,検 索サービスを行 っている。

日本貿易振興会

貿易情報をマニュアルによる印刷物 として提供 している。

世界経済情報サー ビス

世界の経済情報などをマニュアルによる印刷物 として提供 している。

日本科学技術振興財団

国内の主要科学技術研究機関において,進 行中の試験研究課題 をコンピュータにより検索,提 供

するサービスを行っている。

加工情報センター

㈱機械振興協会ではその技術研究所を中心 として,生 産加工技術に関するデータ,情 報を供給す

る加工情報センターの開設を図るため,1974年 度から試行的に加工データバンクを設け,切 削加工

技術に関する情報サービスを開始 している。
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物 性 デ ー タ バ ン ク

科 学 技 術 庁 で は,物 質 の 物 理,化 学 的特 性 を集積 す る 物性 デ ー タバ ン ク ・シス テ ム の 開 発 を1974

年 か ら4年 計 画 で 開始 して い る。

B民 間情報 提供 サ ー ビス

NEEDS(NIKKEIECONOMICELECTRONICDATASERVICE)

日本 経 済新 聞 社 が 提 供 す る コ ン ピ ュー タ化 さ れ た 総 合 経 済 情 報 シ ステ ム 。 内 外 の主 要 経 済 統 計 デ

ー タ
,上 場 会 社 の 財 務 デー タ,株 価 デ ー タ,日 本興 業 銀行 の 作 成 に よ る上 場 会社 の 財務 デ ー タ な らび

に ア メ リカのDataResources,Inc(DRI)の 作 成 に よ る ア メ リ カ経 済 統 計 デ ー タ,Standard&

Poor'sの 作 成す るア メ リカ ・カナ ダ主 要 会 社 の財 務 デ ー タ,ロ イ ター通 信 社 が 編 集 す る世 界 の主 要 証

巻 取 引所 の株 価 デ ー タ な どが 提 供 され て い る。

市 況 情 報 セ ン ター

オ ン ラ イ ン ・リア ル ・タ イ ム シス テ ム(QUICK)に よ る 東 京 ・大 阪 証 券 取 引所 の株 価 情 報 を提 供

す る。1975年9月 末現 在 で ビデ オ端 末装 置 の 稼動 台 数 は4,000台 に 達 し,大 型 株 価 表 示 盤 で あ る。

クイ ッ ク ・ボー ドの 設 置 店 は200店 に 達 した。 本 シ ス テ ム は,そ の規 模 に お い て世 界 有 数 の オ ン ラ

イ ン シ ス テム で あ る。

野 村 総 合 研 究 所

国 内 主 要 企 業 の 財 務 デ ー タや 株 価 情 報 を提 供 す る。

日本 不 動 産 取 引情 報 セ ン ター

東 京 都 お よ び そ の不 動 産 情 報 を蓄 積 し提 供 して い る。

帝 国 興 信 所

同 所 で は,企 業 信 用 調 査 に も とつ い た企 業 財 務 情 報 お よび 企 業 情 報 フ ァ イル ・サ ー ビス を行 っ て

い る。

国 際 医 学 情 報 セ ン ター

肋 国 際 医 学 情 報 セ ン ター は 医 学,医 療 等 に 関す る デ ー タお よ び情 報 を蓄 積 して資 料 サ ー ビ ス を行

って い る。

CCATVシ ス テム にお け る情 報提 供サ ー ビス

通商産業省 と郵政省の共管による生活映像情報システム開発協会は多摩ニュータウンおよび奈良

県東生駒においてCATVモ デル都市の実施計画を進めている。同軸ケーブルを情報とデータの伝

送路 とするCATV都 市において各種の情報提供サー ビスが考えられるが,そ の実現は上記政府の

実験 を終って将来は地方公共団体 と民間ディベロパーおよび住民の三者によって構成され第三セ ク

ター機関が運営の主体 となるであろうと予想される。
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第3章 諸外国の情報産業

ア メ リカ の コ ン ピ ュ ー タ産 業

A1975年 に おけ る主 要 メー カー の実 績

ア メ リカ 国籍 の 大手 コ ン ピ ュー タ本 体 メー カー の1975年 決 算 は 次 の 通 りで あ る。

2-3-1表 アメ リカ国籍主要本体 メーカーの75年 決算状況

ll 売 上(千 ドル) 純 益(千 ドル■
11株当 り純益(ドル)

Burroughs 1,702,100 164,400 4.14

CDC 1,250,000 41,500 2.44

Honeywell 2777930',
77,826 3.96

IBM 14,436,541 1,989,877 13.35

NCR 2,165,607 72,491 2.90

SperryRand

(Univac)1

3,208,749

1

145,294
4.19

1
1

(注)SperryRandは76年 度(75年4月 ～76年3月)決 算

これ らは いず れ も連 結 決 算 数 値 で あ る が,IBMの 圧 倒 的 優 位 は 動 か な い 。 またIBMの1株 当

り純 益 が13.35ド ル と他 社 に比 べ ず ば 抜 け て高 い の が注 目 され る。な おSperryRandやHoneywell,

NCRは,コ ン ピュ ー タ事 業 以 外 の 収 入 が か な りの額 に達 して い る が'コ ン ピ ュー タ事 業収 入 の み

をみ れ ばIBM以 外 の5社 の収 入 は,い ず れ も12億 ～16億 ドル 規模 で あ る。

主 要 本体 メー カー 各社 お よびPCM(プ ラ グ ・コ ンパ ティ ブ ル ・メーーカ ー),そ して ミニ ・コ ン ピ

ュ ー タ ・メー カー の 出 荷 状 況 を ま とめ た の が2-3-2,2-3-3表 で あ る。75年 の 出荷 を前 年



第3章 諸外国の情報産 業39

実 績 と比 べ る と,わ ず か とは い えIBMの 出荷 が 減 少 して い るの が 注 目され る 。(な おPCMを 除

い たIBM自 体 の75年 の 出荷 は66億5,000万 ドル で,約4.5%の 減 少 で あ る。)

2-3-2表 アメ リカ国籍メーカーの コンピュータ出荷状況(世界市場)

1974年

出 荷 額(百 万ドル)

1975年

出荷 額(㌣ ル)
増 減

75年 末

設置金額(咋 ル)

74/75設 置 金 額

増 減

IBM

(含 プラグ・コンパティプルメーカー)

7,695
7,150 一7

.1% 38.7 +13.2%

Burroughs 565 710 +25.7% 3.2 +14.3%

CDC 230 295 +28.3% 2.4 +9.1%

DEC 430 600 +39.5% 2.0 +53.8%

HIS 685 820 +19.7% 5.8 +9.4%

NCR 320 300 一6
.3% 1.6 +14.3%

Univac 590 630 +6.8% 4.3 +10.3%

そ の 他 720 1,035 +43.8% 4.1 斗36、7%
(含 ミニ コン・メーカー)

一

合 計 11,235 11,540 +2.7% 62.1 +14.8%

(注)プ ラ グ ・コ ンパ テ ィプル ・メー カー に よ る出荷 額 は74年7億3,500万 ドル,75年,

金 額 は25億 ドル で あ る。

5億 ドル で75年 末 での 設 置

2-3-3表 ア メ リカ国 籍 メー カ ー に よ る ミニ ・コン ピュー タ 出荷状 況(全 世 界)

台 数 金 額(百 万 ドル)

1973 1974 1975 1973 1974 1975
1

DEC 10,210 14,000 16,500 260 395 500
1

Hewlett-Packard 3,300 4,000 6,000 95 150 235

ComputerAuヒomation 2,500 4,200 5,000 15 22 26・

DataGeneral 4,305 6,095 4,800 58 92 113

Genera}Automation 1,845 3,100 2,700 45 64 59

TexasInstrument ※ 2,500 2,700 ※ 52 55

Microdata 1,550 2,300 2,050 9 15 17

Interdata 820 1,450 1,700 19 33 43

Varlan 1,050 1,200 1,000 27 34 37

HIS LOOO 725 925 69 50 62

そ の 他 5,455 7,930 7,625 59 153 203

合 計 32,035 47,500 51,000 6561, 060 1,350

※その他に算入
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BIBMの 動 向

1975年,IBMは 総 売 上 高144億3,654万 ドル,純 益 は19億8,988万 ドル に達 し,前 年 実 績 比 で それ

ぞれ13.9%,8.3%の 増 加 を示 した 。 特 に 第4・ 四 半 期 は 売 上24%増,純 益 は 実 に32%増 とい う驚 く

べ き伸 び を示 し,IBM史 上 最 も優 れ た 内容 の 四 半 期 とな っ た。

世 界 的 な 不 況 に よ り成 長 ペ ー ス が 多少 低 下 した とは い え,IBMは 止 ま る こ と を知 らぬ が 如 く企

業 成 長 を続 け て お り,純 益 額 は20億 ドル の大 台に あ と一 歩 と な っ た 。特 に こ こ5年 間 の 収 益 率 は,

信 じ難 い ほ どの 急 速 な成 長 ぶ り をみ せ て い る。 こ の経 営 内 容 を大 き く支 え て い るの が 海 外 事 業 で,

75年 の 売上 は72億7,147万 ドル に 達 し,初 め て 国 内事 業 収 入 を上 回 る と と もに,11億571万 ドル を計

上 した 純益 は71年 以 来 連 続 して 国 内 を上 回 る こ と とな った 。

75年3月 中 頃,IBMが 次期 シ ス テ ム につ け られ たFS(FutureSystem)と い うコー ド ・ネー ム

の使 用 を中 止 す る と述 べ た こ と で,業 界 で は こ れ が 直 ちに370シ リー ズの 延 命 に つ なが る だ ろ う と

の 見 方 が 出 た が,事 実 そ の 後 の 経 過 は370シ リー ズの 機 能 強 化 をめ ざ して 進 ん で き た。 こ の一 方 で,

IBMはSNA(SystemNetworkArchitecture)の 拡 充 を含 む実 質 的 な次 期 シ ス テム の発 表 準備

を,小 型 機,周 辺 機 器 分 野 で行 っ た 。370/158,168,115,125の 機 能 拡 張,VSPCな どの プ ロ グ

ラム ・プ ロ ダ クツ の 発 表,さ ら に は138,148の 発 表 な ど は前 者 に,そ して シ ス テ ム32,3850テ ー プ

・ラ イブ ラ リー ,3800ノ ン イ ンパ ク ト ・プ リン タ,さ ら に シ ス テ ム/7の 機 能 拡 充 な どは 後者 に 位 置

づ け られ る。 またPeachtreeの コー ド ・ネ ー ム で知 られ る ミニ ・コ ン ピ ュー タ が そ の姿 を現 わ しつ

つ あ り,こ れ も次期 シ ス テ ムの 前 触 れ とみ る こ とが で き よ っ。

独 禁 法 係 争 も注 目 され る とこ ろ で あ るが,75年 はTelex,MarshallIndustriesが 示 談 に 同 意 した こ

と,そ して 司 法 省 との 係 争 の公 判 が 開 始 され た こ とに よ り,新 た な局 面 に 入 っ た 。IBM/司 法 省

あ 独 禁 法 係 争 の行 方 は,当 のIBMの み な らず 業 界各 方 面 に 大 き な影 響 をお よぼ す こ とは 必 至 で あ

るが,IBMは 株 主 総 会 の 席上 で 同 意 審 決 の ため の 交 渉 の 意 志 もあ る こ と を表 明 して お り,業 界観

測 筋 の 中 に は,IBMの 一 連 の 組 織 再 編 の 背 景 の 一 つ と して,こ の 司 法 省 との 示 談 の た め の 準 備 が

含 ま れ て い る とみ る向 き もあ る。

Cそ の他 主要 メー カー の動 向

主 要 メー カー 各 社 の75年 決 算 状 況 は2-3-1表 の 通 りで あ る が,NCRを 除 き 各社 共 前 年 実 績

に比 べ 増 収,増 益 とな っ て い る。

Burroughsは11%の 収 入 増 と25%の 利益 増 を報 告 し,ま た年 末 に は 新 シ リー ズ ・コ ン ピュー タ"800"

フ ァ ミ リー を発 表 す る な ど,活 発 な事 業 活動 を展 開 して い る 。75年12月 に 発表 され た800フ ァ ミ リ

ー は
,中 型機3シ リー ズ7モ デ ル で あ るが,IBMが76年 半 ば に370/138,148を 発 表 した た め,こ
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の 対 抗 策 と して 既 発 表 モ デ ル と一 部 重 複 す る形 でB68003機 種 を発 表 す る と と もに,既 発 表3シ リ

ー ズの 価 格 引 下 げ に 踏 切 っ て い る
。

CDCは74年 の 赤 字 決 算 か ら立 ち 直 り,今 後 の 見通 し も強 気 の 見解 を打 出 して い る。CDCの 事

業 で特 徴 的 な こ とは,積 極 的 なマ ル チ ナ シ ョナ ル化 を図 っ て い る こ と,そ して コ ン ピ ュー タ ・サ ー

ビス 事 業 の比 重 が ます ます 増 大 して い る こ とで あ る 。 サ ー ビ ス事 業 がCDCの 全 事 業 収 入 に 占め る

割 合 は 現 在24%程 度 で あ るが,81年 に は 全体 の1/3に 達 す る とみ られ て い る。

Honeywellの コ ン ピ ュー タ事 業 部 門 で あ るHIS(HoneywellInformationSystems)の 事 業 内

容 は74年 に比 べ 若 干 向 上 して い るが,そ れ で も決 して は か ば か しい もの とは い えな い。 今 後 特 に 注

目 され る こ とは,Xeroxか ら引 継 い だ カス トマ ー ・ベ ー ス を どれ だ け 自己 のベ ー スに 組 み 込 む こ と

が で き るか とい う こ と,そ して フ ラ ン ス の子 会 社Honeywell-Bullと 同国 の国策 企業CIIの 合 併 会

社CII-HBが,今 後 どの よ うな動 きを みせ るか とい う こ とで あ る。

NCRは 主 要 メ ー カ ー の 中で た だ1社 減 益 決 算 と な っ た 。 しか しNCRに よ れ ば,gれ は メ カ ニ

カル 製 品 製 造 か らエ レ ク トロニ ク ス製 造 へ の転 換 を予 定 を早 め て 行 っ た こ と,そ して 多額 の 研 究 開

発投 資 を行 っ た こ とに よ る もの で,内 容 的 に は 充 実 した 決算 で あ る と して い る。72年5月 に 誕 生 し

た ア ンダ ー ソ ン体 制 は5年 目に 入 り本 格 的 な 試 練 の 時 を迎 え たが,競 争 相 手 で あ るBurro㎎hsか ら

エ クス レ イ副 社 長 を 引 抜 き,9月1日 付 でNCRの 社 長 に迎 え る とい う衝 撃 的 な 人事 は,ア メ リカ

・ビ ジネ ス界 の 大 きな話 題 とな った
。

SperryRandの コ ン ピュ ー タ部 門Univacは,内 外 で 活 発 な事 業 を行 い,SperryRand社 最 大 の

利 益 貢 献 部 門 とな っ て い る 。 カ ス トマ ー ・ベ ー ス で は,Xeroxの そ れ を引 継 いだHISに 次 ぐとは

い う もの の,コ ン ピ ュー タ に よ る収 入,そ して 高 い 利 益 率 か らす れ ば,Univacは 事 実 上IBMに 次

ぐ地 位 を 占め て い る とい うこ とが で き よ う。

Dコ ン ピュー タ ・サー ビス産 業 の動 向

ADAPSO(ア メリか デー タ処 理 サ ー ビス会 社 協 会)の 調 査 に よれ ば,1975年 お け る ア メ リカ の コ ン

ピュー タ ・サ ー ビ ス産 業 の 規 模 は46億 ドル で,78年 まで は 年 間20%の 成 長 が 見 込 まれ,79億 ドル規

模 に 達 す るで あ ろ うと い う。

最 近 お よび今 後3年 間 の 注 目 され る傾 向 と し て は 次 の よ うな こ とが あ げ られ る。①EDP市 場 の

か な りの部 分 が コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス の 導 入 に 際 し コ ス ト効 果 に 強 い関 心 を持 つ よ うに な っ て き

た こ と。 ② 大 手情 報 処 理 サ ー ビ ス会 社 は,各 産 業 に適 した 形 の サ ー ビ ス を提 供 して い る こ と。③ ソ

フFウ ェ ア ・パ ッケ ー ジは 今 後 ます ます 一 般 的 に な りつ つ あ る こ と。④EDP市 場 は 今 後 分 散 型 処

理 の 傾 向 を 辿 る と予 想 され る こ と。

ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジは,コ ン ピュー タ ・サ ー ビ ス 産 業 の 中 で 最 も高 い伸 び が予 想 され るが,
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中 で も需要 が 高 ま って い る もの と して,オ ン ラ イ ン お よび デ ー タ ・ベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト機 能 を持

つ もの,お よ び小 型 計 算 機 向 け の シ ス テ ム ・パ ッケ ー ジ な どが あ げ られ る。

2西 ヨー ロ ッパ の コ ン ピ ュ ー タ産 業

AUnidataの 崩 壊

西 ヨー ロ ッパ の コ ン ピ ュー タ産 業 界 は,1973年 のUnidataの 結 成 に よ っ て,欧 州 コ ン ピュ ー タ連

合 へ の 基 盤 を築 い た 観が あ っ た。 しか し,Unidataは わ ず か1年 余 で もろ くも瓦 解 し,国 境 を越 え

た 連 合 の 難 し さ を再 認 識 させ た。 即 ち,1975年5月 、 仏 のCII(CompagnieInternationalepour

L'lnforrnatique)がHoneywellBullと の 合 併 構 想 を発 表 し,こ れ が 引 金 と な っ て,PhilipsのUnidata

脱 退(75年9月)に ま で 発展 した 。

Unidataは 設 立 後 半 年 で,統 一7000シ リー ズの 第1号 機7・720(開 発 担 当Philips)を 発 表 し,さ

らに74年9月 に は,7・730(同Siemens),7・740(同CII),7・750(同Siemens)と3機 種

を一 挙 に 追加 した。 しか し皮 肉 な こ と に こ の 頃 か ら,3柱 間 の 足並 み の 乱 れ が 露 見 し始 め た 。①C

II内 部 に お け る大 手 株 主 の 対 立②CII,Siemens間 に お け る既 存 機 種 販 売 をめ ぐる論 争③Phi-

lipsに よ るUnidata商 標 乱 用 に 関 す る トラ ブ ル な どが 表 面 化 した の で あ る。

Unidataは,参 加3国 の 政 府 は 勿 論EC委 員 会 も,欧 州 連 合 の 核 と して注 目 して い たが,崩 壊

後 は 欧 州 コ ン ピュ ー タ産 業 再 編 の方 向 を大 き く転 換 させ る こ とに な っ た。 仏 に はCIIHoneywell

Bullと い う欧州 初 の 本 格 的 欧 米 合 併 企業 が 出 現 し,Philipsは 汎 用 コン ピュー タ事 業 を手 離 し,さ ら

に 西 独 で も,第3次 情 報 処 理 振 興 政 策 に よ って,Siemens主 体 の 助 成 策 が 小 型 機/周 辺 装 置 重視 に

・切 りか え られ た
。

2-3-4表 は 、 欧 州 コン ピュ ー タ産 業 界 に お け る再 編 の 動 向 をま とめ た もの だ が,Unidata以

後,各 国 政 府 お よ び主 要 メー カー は,再 度 独 自の 方 針 で,そ の基 盤 強 化 を推 進 して い る。

BECの コン ピュー タ政策

欧 州 共 同体(EC)は 、60年 代 後半 か ら,欧 州 統 一 レ イ ン ジの 開 発 構 想 を打 ち 出 す な ど,欧 州 コン

ピュ ー タ産 業 の 育 成,強 化 に 取 り組 ん で きた 。Unidata結 成 当 時 は,欧 州 大 同 団 結 の 核 と して 歓 迎

し,崩 壊 時 に は,何 とか これ を 食 い 止 め よ う と動 い た 。 しか しECの コ ン ピ ュー タ政 策 自体 は,こ

こ1～2年,わ ず か な が ら変 っ て きて い る。 こ れ は,Unidata崩 壊 後,IBMに 対 抗 す る 巨大 な欧

州 連 合 構 想 が,次 第 に 色 あせ て き た こ とが 根 底 に あ る。 欧 州 大 同 団 結 とい う構 想 は,望 ま しい もの
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2-3-4表 欧州 コ ン ピュー タ産 業 再 編の 動 き(76年8月 現 在)

年 主 な 動 向 年 主 な 動 向

1957 ・Siemens
,モ デ ル2002発 表

・CIIの 財 政 問 題HoneywellBullと の 合

併取沙汰され る

1962 ・Phihpsグ ル ー プ,EDP分 野 参 入 を決 定 ・ジ ス カー ルデ ス タ ン仏大 統 領,CIIサ ボ

一 トを確 約

1964 .Siemens
,RCAと 技 術 提 携

19751月 ・Philips
,Unldataの 商 標 で 超 小 型 機Uni－

1966 ・仏CII設 立 data450発 表,仏,西 独 で物議 をか もす

1967 ・仏 第1次 プ ラ ン ・カ リキュー ル 開始
2月 ・ICL ,欧 州 大陸 向 け 販売 組織 を再 編

・Nixdorf
,Plessey,CDCが 部 品 標 準 化 で 提

1968 ・CII
,第1号 機IRIS50発 表 携,西 独 にStackGmbHを 設 立

・Philips
,P1000シ リー ズ 発 表 3月 ・Saab-Scanla

,Ur〕ivacと 提 携 しSaab-Uni

・英ICL設 立 vacを 新 設

5月 ・CII ,HoneywellBullの 合 併 構 想 発 表 さ る

1969 ・EECの 超 大 型 コ ン ピュー タ共 同開 発 計画
・新 会 社CII-HB社 長 にHoneywellBull社 長

発表 される Br山6氏 が決 定

1970 ・ICL ,CII,CDC合 弁 会 社Multi一 9月 ・Philips ,Unidata撤 退 と汎 用事 業 撤 退 を発

natlonalData設 立(ベ ル ギー) 表

・仏 政 府
,Honeywell社 のBullGE買 収 を 12月 ・CII/HB ,合 併 で よ うや く基 本 的 に合

認可 意,調 印 に こ ぎつ け る

・欧 州 コン ピ ュー タ業 界 の連 合 取 沙汰 され る ・Siemens
,7000シ リー ズ 上 位 機 種7・755

発 表

1971 ・EC委 員会 ,共 同提 携 構想 を提 唱 ・ICL ,75年 決算 で 増収 増 益
・Siemens/Telefunkenの 糸乗組 み 失 敗

・NixdorfとTelefunkenが 合 弁 会 社Telef・ 19761月
・Philips ,小 型事 務 用 シ ステ ムに 総 力

unkenComputerAGを 設 立 2月 ・Siemens
,7000シ リー ズ で2モ デ ル を新 た

に追加

1972 ・CII/Siemens提 携 に 合 意
3月 ・Siemens

,CIIが 開 発 担 当 し たUnidata7000
・ICLト ップ 異動 ,新 会長 にHadson氏 シ リー ズ大 型機X4,X5購 入 と りや め

・Burroughs ,ICL株 式過半数買収取沙汰 さる 卜ICL,…g・ ・BM・ 海 外部 ・r吸収
ICL,CII,Siemensの 政 治 レベ ル で ・ICL

,CDCと 合 弁 でControlDataset

の提携話 し合い 新設
・Nixdorf

,米Victorコ ン ピュ ー タ 部 門 買 収
・西独政府 の情報処理産業育成策,中 一小型

機 中心に路線変更
1973 ・Siemens/CII ,協 定 の一 部 について正式調 印

・EC委 員会 ,欧 州 コ ン ピュー タ ・メー カー

の結 束 を呼 び か け
4月

・CDCとHISの 合 弁 会 社MagneticPerip-

heralsInc.にHoneywellBulが 参 加

・ICL
,2960発 表

・Siemens/CII/Philips3社Unidataを 設 立

・MultlnationalDataにNCR参 加
5月 ・ICL株 式 保 有率 ,英 国政 府 とPlesseyが

各22.4%に 増 大

1974 ・Unidata第1号 機7・720発 表 ・CII/HB合 併 案 に対 す る分 析 書提 出 さる

・CIIの 株 主
,ThomsonとCGEの 対 立 6月 ・米 国 工CL社 長P .Weiil氏 辞 任

表面化 ・ClI/HB合 併 完 了,発 足
・ICL ,CDC/NCRの 合 弁 会社CPI ・CII/HB

,77シ リ ー ズ(7730,7735)

(ComputerPeriphera}sInc.)に 参 加 発表
・TelefunkenComputerAG倒 産 ,Sieme一 7月 ・Philips

,ユ ー ゴ のIskraと 合 併 事 業
nsに 吸 収 さる

・ICL
,Slnger子 会 社 のCogarを 買 収

・EC ,IBM独 占問 題 を調 査 8月 ・Siemens
,7・738と7・748発 表(370/138,148

・Unidata
,7000シ リー ズ で3機 種 追 加 対抗)

・仏,情 報 局 を解体 ・ICL ,シ ステ ム4生 産 削 減 ま た新 シ リー
・ICL ,ニ ュー レ イ ン ジ2900で2モ デ ル 発 表 ズ生産性向上から大幅要員 カッ ト断行
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と して,依 然 存 続 して は い る が,も は や'現実 的 ゴー ル と して は受 け とめ られ な くな っ た 。

欧 州 の 各 国政 府 と同 様,ECも そ の 関 心 を,標 準 化,ネ ッ トワー ク,ソ フ トウ ェ ア,周 辺 装 置 な

どの 部 門 に 向 け ば じめ て い る。

マ イクロ ・プ ロセ ッサ も,ECで 話 題 を呼 ん で い る 。 こ れ は,米 国 で,こ の分 野 の 急 激 な成 長 が しき

りに伝 え られ る こ と と,IBMお よ び 日本 が,LSI開 発 に 力 を 入れ て い る とい う動 向 に刺 激 を受

け て い る た め だ 。

電 気通 信 お よ び標 準 化 分 野 は,ECが 特 に 力 こぶ を入 れ て い る とみ られ る。 この 分 野 では,伝 統

的 に 足 な み が そ ろ わ なか っ た 国 同 士 で も,足 み寄 りの 傾 向 が 出 て い る し,PTT当 局 に も,迅 速 に

協調 体 制 を確 立 しな い 限 り,ビ ジ ネ ス の う ま味 を奪 わ れ る と い う危 機 意 識 が 芽 生 え て い る。

ソ フ トウ ェ ア分 野 で は,ス タ ン ダー ド ・リア ル タ イム ・ラ ン ゲー ジ お よび ソ フ トウ ェ ア ・ポー タ

ビ リテ ィの 推 進 に 力 を入 れ て い る。 特 に こ の 方 面 で は,デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン トお よび トラ ン

ザ クシ ョン処 理 用 サ ブ シ ス テム に関 す る 「ソ フ トウ ェア ・ラ イ テ ィ ン グ ・ラ ン ゲー ジ」 な ど,ポ ー

タ ブ ル ・コ ンパ イラ ー の 設 計 開 発が 注 目 され て い る。 ま た,5つ の主 要 ア プ リケー シ ョ ン ・ソフ ト

ウ ェ ア ・プ ロ ジ ェ ク トの 行 方 も期 待 され る。 欧 州 の ソ フ トウ ェ ア 会社 は,こ の 方 面 の仕 事 に 全 力 を

あ げ る構 え で,ブ ラ ッセ ル のEC本 部 と密 接 な連 絡 を とっ て お り,資 金 の 獲 得 にや っ き とな って い

る。

な お2-3-5表,2-3-6表 は,EC委 員会 が,欧 州 コ ン ピ ュー タ産 業 育 成 強 化 の 一 環 と し

て提 言 した 共 同 プ ロ ジ ェ ク トお よび 強 化 分 野 を ま とめ た もの 。

2-3-5表EC委 員会 第1次 提 言(75年3月)

iプ ・ ジ.ク ・
1975年i1976年 1977年 総予 算(A.U)

一一
器 官 お よび血 液 マ ッチ ン グ

l
l

1 92,500 1,237,500 30,500 1,360,500
の デ ー タ ・バ ン ク

2
輸出入お よび農産物市場の

163,000 423,500 8L500 668,000
情報処理 システム

ECレ ベ ル の法 令 情報
3 111,500 269,000 57,000 437,500

検索システム

4
航空管理 リアルタイム

172,500 566,500 184,000 923,000
情 報 システ ム

コ ン ビ ュ ー イ)電 子用

タ ・エ イ デ 110,000 203,000 313,000
5

一

ッ ト ・デ ザ ロ)設 計 マ ネ 107,000 198,000 305,000

イ ン ジ メ ン ト

合 計 756,500 2,898,000 353,000 4,007,500

(1A.U.≒1.3U.S.ド ル)
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2-3-6表EC委 員会 第2次 提 言(75年9月)

利 用 分 野 産 業 分 野

標準化 ● ネ ッ トワ ー ク レンタル用資金融資機構設立

1
●COBOL

●LTPL(リ ア ル タ

イ ム ・シ ス テム言 語)

ポー タブ ル ・ソフ トウ ● ポ ー タ ブ ル ・コ ン パ 周 辺 装 置/タ ー ミナル の共 同 開 発,生 産

エア イ ラー 購 入

2 ●ESL(European

SystemLanguage)

● ミニ ・コ ン 用OS

ユ ー ザ ー ・サ ポ ー ト ●デー タ保護 部 品の 共 同開 発,生 産,購 入,LSI開 発

3 ●プ ロ グ ラム評 価

●DBMS評 価

4 公共分野導入政策

ア プ リケー シ ョン ●高速 デ ー タ伝 送 シ ス

5 テ ム

●情報検索システム

Cフ ラ ン スCII・HBの 発 足

1975年 か ら76年 にか け て,仏 は欧 州 コン ビュ ー 産 業 界 の 台 風 の 眼 とな っ た 。 国 策 メー カー,CI

Iと 米 国 籍 のHoneywelBull合 併 は,欧 州 だ け で な く,世 界 の 注 目 を集 め た 。 この 合 併 計 画 は,]9

75年5月 に発 表 さ れ た が,そ の 後 仏 国 内 で 反 対 の 声 も高 ま り,な か な か 実 現 しなか っ た 。 しか し,

75年12月,よ うや く基 本 線 で 調 印 ま で こ ぎっ け,76年6月 に正 式 に 発 足 した 。

新 会 社CIIHoneywellBullにCま,仏 政 府 もか な りの 出 費 を覚 悟 して い る。 ち なみ に ①75年 に お

け るCIIの 欠 損 額1億4,300万 ドル の 外 に,発 足 ま で の 欠 損 見 込 み 額 の 肩 代 り②Honeywel1か ら

HoneywellBull持 株 の 購 入 費 と して5,870万 ドル③ 今 後4年 間 の 助 成 金 と して2億7,300万 ドル④9

億900万 ドル相 当 の 買 付 保 障 な ど,総 経 費 は15億 ドル にお よぶ とい われ る。

新 会 社 の ジ ャ ン ・ピエ ー ル ・ブ ル レ社 長 は,76年 秋,プ ロダ ク ツ政 策 の一 端 を明 らか に した 。 こ

れ に よ る と,合 併 構 想 発 表 以 来 「政 治 的 モ デ ル 」 と して 注 目 され て い たX4,X5開 発 が 続 行 さ れ る

こ とに な っ た。 両 モ デ ル は,CIIがUnidataの 中 で開 発 担 当 して い た もの で,Unidataが 存 続 し

て いれ ば,7760,7770と い うUnidata大 型 モ デ ル と して 登 場 す るは ず だ っ た もの 。 新 会 社 は,こ の

X4/X5を,Y4/Y5と い う コー ド ・ネ ー ム に 変 更 し,1979年 ～80年 に か け て 発 表 す る予 定 。

ロ

CIIHoneywellBullは,70年 代 後 半 か ら80年 代 初 め に か け て,シ リー ズ60/IRIS/77シ リ

ー ズの3レ イ ン ジ をマ ー ケ テ ィン グ網 に 乗 せ て い く予 定(77シ リー ズ は,CIIがUnidataで 担 当'

した7000シ リー ズ を名 称 変 更 した もの)。そ の 後 は,こ れ ら3レ イ ン ジ をベ ー ス に,新 会 社 と して の
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統 一 ラ イ ン を発 表 す る こ とに な っ て い る 。 統一 ラ イン に は,Unisysと い う コー ド ・ネ ー ム が付 され

て い る 。

CIIHoneywellBullに は 今 後,Y4/Y5と シ リー ズ60レ ベ ル66の 競 合 な ど,残 され た問 題 も

多 々 あ る。 仏産 業 省 の最 後 の 賭 と もい わ れ る今 回の 合 併 が,欧 州 さらに は 世 界 の コ ン ピ ュー タ市 場

で,ど ん な 活 躍 を見 せ る か 注 目 さ れ る 。

2-3-7表lBM,Cll/HBの 主 力機競合状況

System/32

System/3

12

15

System/370

115

115-2

125-

125-2

135

135--3

138

145

145-3

148

155

155-11

158-3

158MP

l65

165-11

168-3

168APS

168MP

195

HB
61/58

61/60

61/60,62/40

62/40

62/40,60

62/60,64/20

64/30

64/40

64/50

66/05and10

66/05and]0

66/05and10

66/10and"20

66/10and20

66/07,10,20

66/20and40

66/17and40

66/17and40

dual66/40

66/27,60,80

66/27,60,80

66/27、60,80

dual66/60

7720

7730

7730

7735;IRIS45

7735

7740

7740;IRIS45

7740;IRIS55

1RIS55

1RIS60

1RIS60

1RIS60

1RIS80

1RIS80

1RIS80

(ソ ー ス,Datamation76年9月 号)

D西 ドイ ツ 注 目され る新 生Siemens

Unidata以 後 のSiemensは,Unidataか ら継 承 した7000シ リー ズの 拡 充 と,富 士 通/Amdahlと の

超 大 型 機 共 同受 注提 携 で,英 国 のICLお よ び 仏 のCIIHoneywellBu11に 対 抗 して い く構 え を

と って い る。Siemensは,そ の 力 関 係 か ら い っ て も,Unidataの 中 で は リー ダ ー格 だ った が,CI

I去 り,Philips去 りで,結 局 取 り残 され た 観 が あ っ た。 新 生Siemensと して は,早 急 に 大 型 レ イ ン

ジの 穴 を埋 め,76年 の ハ ノー バ ー 見 本 市 で掲 げ た 「欧 州 の 代 表 的 メイ ン フ レー マ ニ 」 と して の 地 位

を確 立 した い と こ ろだ ろ っ。
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Siemensは,ポ ス ト ・ユ ニ デ ー タ対 応 策 と して,当 面7000シ リ一一ズの 整 備 拡 充 に 取 り組 ん で い る 。

既 に,IBM370/115-2対 抗 と して7・722,370/158対 抗 と して7・755を 打 ち出 し,76年 夏 に は370

/138,148対 抗 の7・738,7・748を デ ビ ュ ー させ た。 これ に よ っ て,最 下 位 機 種7・722か ら,」二

位 機 種7・755ま で5機 種 揃 っ た こ とに な る。

Siemensに と って,目 下 最 大 の急 務 は,7・755よ り大 きい上 位 機 種 で あ る 。現 在,手 持 ち の 超 大 型

機 は,TelefunkenComputerAGが 開 発 したTR440ぐ らい の もの 。TR440の 設 置ベ ー ス は,29サ

イ ト,35台 とい わ れ るが,同 モ デ ル は 既 に老 朽 化 して お り,今 後 急 激 に ベ ー ス を拡 大 で き る見 通 し

は な い 。 富士 通/Amdahl両 社 との,欧 州 市 場 に お け る超 大 型 機 販 売 に 関 す る連 合 は組 ん で い るが,

独 自の超 大 型機 開 発 の 意 向 も表 明 して い る。

2-3-8表lBM370シ リーズ とSiemens主 力機の競合状況

1 B M Siemens

370/115 7 . 722

125 7 ・ 730

125一 2 7 ・ 730

135 7 ・ 740

135一 3 7 ・ 740

138 7 . 740

145 7 今 750

145一 3 7 ・ 755
●

148 7 ・ 755

158一 3 T R 440

(ソ ー ス,Datamation76年9月 号)

Eイ ギ リス 　 ICL,他 社 との提 携,吸 収 に意欲

ICLは,「 社 運 を賭 け た」2900シ リー ズ に よ って,現 在 の とこ ろ,英 国 お よ び 海 外 市場 で 予 想 外

の 成 功 を 納 め て い る。2900シ リー ズは,1973年4月 に,小 型 モデ ル2903が 発 表 さ れ て以 来,76年5

月の2904発 表 ま で,現 在6機 種 揃 っ て い る 。2-3-9表 は,2900整 備 状 況 を示 した もの が,中 型 機

2950以 外 は全 て完 成 した 。2950に つ い て は,76年 中 に は 発 表 され る だ ろ う と観 測 さ れ て い る。
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2-3-9表lCL2900整 備 状 況(76年10月 現 在)

モ デ ル 名 発 表 時 期

2980 74年10月

2970 74年10月

2960 76年4月

(2950) (76年 中?)

2904 76年5月

2903 73年4月

2903/20 76年2月

ICLは,メ イ ン フ レー ム分 野 で は,旧 主 力 機1900シ リー ズお よ び シ ス テ ム4を,2900に コ ンバ

ー トす る一 方 ,周 辺 装 置 や 小 型 機 分 野 では,他 社 の協 力 体制 あ る い は 吸収 合 併 を積 極 的 に進 め て い

る。 特 に,76年3月 のSingerビ ジ ネ ス ・マ シ ン事 業 海 外 部 門 の 買 収 は,従 来 のICLに は見 ら れ な

か っ た積 極 策 と して,内 外 の 関 心 を呼 んだ 。

まず,他 社 との 提 携 関 係 に つ い て み る と,75年3月 に は,Plesey,CDC,Nixdorfと 共 にStack

(StandardComputerKomponentenGmbH)を 設 立 した。Stackは コ ン ピューータ部 品,特 に 半 導

体 メモ リの 標 準 化 業 務 を主 目的 に,フ ラ ン クフ ル トに 設 立 され た もの 。75年9月 に は,CPI(Compu・

terPeripheralsInc,)に 正 式 に加 盟 した 。CPIは,CDCとNCRが 合 弁 で 設 立 して い た もの だ

が,ICLも3分 の1の 株 式 を取 得 し,UKベ ー スの 研 究,開 発 製 造 施 設 がCPIDataPeripherals

の 名 で開 設 さ]Lる 予 定 。 さ ら に,76年3月 に は,CDCと 合弁 で,ControlDatasetLtd.を 設立 し
　

た 。 こ の合 弁 会 社 は,コ ン ピ ュー タ ・メデ ィア お よ び 消耗 品 の 製 造 ・販 売 を行 う もの で,出 資 比率

はCDC75%,ICL25%。

さて,最 近 のICLの 動 向 の 中 で,最 も注 目 され たSinger買 収 だ が,こ れ に よ っ てICLは,小

型 ビ ジ ネ ス ・シ ス テ ム の 設 置 ベ ー ス を一 挙 に拡 大 した 。 つ ま り2000台(1300サ イ ト)に の ぼ るSinger

シ ス テ ム10お よ びllO(シ ステム10小 型 バージ ョン)の 外,3000台 に お よぶSinger1500デ ー タ ・エ ン ト リ

ー ・シ ス テ ム のベ ー ス を獲 得 した か らだ 。Singer買 収 の メ リ ッ トは,こ の 外 に も,MDTS(モ ジ

ュ ラー ・デ ー タ ・ トラ ンザ ク シ ョン ・シ ス テム)POSタ ー ミナ ル に よ っ て,労 せ ず してPOS市

場 に 参 入 で き る こ とが あ る。 さ らに,Singerの 設 置 ベ ー ス が,ICLが 従 来 弱か っ た 海 外 の い くつ

か の 市 場 に 導 入 され て い る と こ ろか ら,世 界 的 メー カ ー へ 発 展 す る 足が か り を築 くこ とに も な っ た 。

特 に,Singer子 会社Cogarの 吸 収 に よ っ て,米 国 に も製 造施 設 を持 つ こ とに な}),今 後 同 市 場 で,
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2903を は じめ2900大 型 機 販 売 を進 め る上 で役 立 つ と思 わ れ る。

2-3-10表lBM,lCL主 力機競合状 況
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IBM ICL

シ ステ ム32 2903/20

シ
ス

テ

ム
3

モ デ ル44 SBMSystem10

8 2903/20

12 2903

15 2904

シ

ス

テ

ム

3

7

0

モ デ ノレ115 2904,1901T

115-2 1902T

125 1902T

125-2 1902T

135 1903T

135-3 1903T

138 1903T

145 1904S

145-3 2960

148 2960

155 2960.2970

155-II 2970

158-3 2970

158MP dual2970

165 2980

165-II 2980

168-3 2980

168・APS

168MP dual2980

(ソ ー ス:Datamation76年9月 号)
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Fイ タ リー ミニ コ ン ピ ュ ー タ に 力 を い れ るOlivetti

Olivettiは,1964年 以 後 い っ た ん撤 退 して いた コン ピュ ー タ市 場 に,1974年 秋,A5,A7の2

機 種 の ミニ コ ン ピュ ー タ を発 表 す る こ とに よ り,復 帰 した 。

その 後,A5ミ ニ コ ン ピ ュー タは,欧 州 大 陸,最 近 に な って イ ギ リス,ア メ リカで 続 い て 発売 さ

れ,各 地 で 販 売 努 力 が な さ れ て い る。 ま だ コ ン ピュ ー タ で利益 を あ げ る ま で に は 至 っ て い な い が,

米 国 で はA5は 月間150台 の受 注 が あ り,77～78年 に は 利 益 を計 上 で きる とOlivettiで は期 待 して

い る 。

一 方 ,よ り大 型 のA7は まだ 一 部 で 出 荷 が 始 ま っ た ば か りだ が,今 後 の 主 力 商 品 と して,Olivetti

は 目下,各 種 ア プ リケー シ ョン の 開 発 に 力 を 入れ て い る 。IBMSystem32,NCR399,499,Ni-

xdorf820,840,8870な どの 競 合 機種 で あ る。

ま た,Olivettiは 最 近 急速 に 成 長 して い る 小 型 ビ ジネ ス ・コ ン ピ ュー タ市 場 をね ら っ て,現 在 開

発 をす す め て い る。 こ れ は,1司 社 の 銀行lt・Jけモ ジュ ラー ・ター ミナ ルTC800を ベ ー ス に した もの

で,競 争 の 激 化 して い る この 市 場 に くい こ め るか 注 目さ れ る。

Gオ ラン ダ 組織 を改 編 したPhdips

1975年9月,Unidataを 脱 退 し,汎 用 コ ン ピュー タか ら手 を引 い たPhilipsは,目 下 ① オ フ ィス

・コ ン ピ ュー タ,② ター ミナ ル,③ デ ー タエ ン ト リー 装 置,④ ミニ コ ン ピュ ー タの4部 門 に 力 を結

集 し よ う と して い る。 これ らの 部 門 は,汎 用事 業 に く らべ,以 前 か らPhilipsが 得 意 と して い た 分 野

で もあ る。

Philipsが 現 在,も っ と も力 をい れ て い る の は9300オ フ ィ ス ・コ ン ピュー タ お よび9400小 型 ビ ジネ

ス.コ ン ピ ュー タの 販 売 で あ る。 これ は,分 散 処理 あ る い は ネ ッ トワ ー ク市 場 を ター ゲ ッ トに す る

とい う方 針 の も とに 進 め られ て お り,両 モ デ ル は,中 小 規 模 の顧 客 をつ か ん で い る ほ か,大 手 利 用

者 の ネ ッ トワ ー クの 一 部 と して も使 用 さ れ て い る。

Philipsが オ フ ィス ・コン ピュ ー タ分 野 へ 参 入 した の は1967年 と早 く,売 上 高 で は 同 社 の コン ピュ

ー タ事 業 の80%を あ げ,中 枢 を しめ て い る 。Philipsと して は,1977～78年 に は コ ン ピ ュー タ事 業 で

利 益 を計 上 した いつ も りだ 。
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第1章 わが国の コン ピュー タ政策

お よび情報産業政策

1ハ ー ドウェア振 興 政 策

電子工業および機械工業については,1970年 まで別々の法律体系(電 子工業振興臨時措置法,機

械工業振興臨時措置法)の もとで振興が図られてきたが,機 電一体化等の要請に応え,1971年 度よ

り特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法(昭 和46年 法律第17号)に 一本化された。

電子計算機については,イ 号機種(製 造技術に関する試験研究を特に促進する必要があるもの),

ロ号機種(工 業化 を促進する必要があるもの),ハ 号機種(生 産の合理化を特に促進する必要がある

もの)と してその振興が図られることとなってお り,71年1]月 には電子計算機に係る高度化計画が

告示され,政 府 として もそれに基づ き振興施策 を講じてきている。なお,高 度化計画は,内 外経済

情勢の変化,国 民社会のニー ズの変化に対応させ るため,1975年 に本計画 を改訂 し,内 容の充実が

図 られた。

上記根拠法に基づ き,1976年 度においては下記のようなハー ドウェア振興策が講 じられている。

① 電子計算機新機種開発促進費補助金

IBM370シ リー ズ(3.5世 代機種)に 本格的に対抗することのできる新 しいシリーズの電算機の

開発に関し,集 約化なった国産3グ ループに対して,そ の費用の50パ ーセント補助が行われている。

② 周辺装置等開発促進費補助金

周辺装置および端末機器(プ ロッタ,キ ャラクタ・ディスプレイ,シ リアル ・プ リンター,OC

R,イ ンテ リジェン ト・ター ミナル,キ ーツー磁気テープ装置等)の 開発 を行 う電子計算機および

周辺装置等メーカーに対 し,そ の費用の50パ ーセン ト補助が行われている。

③ 次世代電子計算機用大規模集積回路開発促進費補助金



第1章 わが国のコンピュータ政策および情報産業政策53

1BMで は現在の370シ リーズに比べ価格性能比を格段 と向上させ,ソ フ トウェア,周 辺端末装

置にも革新的な技術 を盛込んだ次の世代の電子計算機(通 称FS)を 開発中である。 わが国として

もこれに対抗 しうる電子計算機を早急に開発する必要がある。中でも,そ の技術的中核となるのは,

現在のLSIを さらに高密度,高 速化 した大規模集積回路(超LSI)の 開発である。 このため,

次世代電子計算機用大規模集積 回路開発促進費補助金を創設し,国 産 メーカー5社 か らなる技術研

究組合に対 して,そ の開発費用の50パ ーセント補助が行われている。

④ 日本電子計算機㈱に対する日本開発銀行融資

電子計算機の販売はその大半 をレンタル制によっているので,そ の膨大な販売資金負担を軽減 し,

国産電子計算機メーカーの育成を図るため,1961年 に発足 した日本電子計算機㈱に対 し重点的に開

銀資金 を投入することによりレンタル資金の確保を行ってきたが,電子計算機産業については,1975

年に資本,輸 入ともに完全 自由化を行ったところであり,今 後IBMを 中心とする外国電子計算機

メーカーの攻勢はますます高まるもの と予想される。

このよっな状況に対処 して,情 報処理の急速な進展により拡大するコンピュータ市場における国

産 コンピュータの定着 を図るとともに,国 産電子計算機 メーカーの販売体質を強化するため,国 産

電子計算機の共同レンタル機関である 日本電子計算機㈱に対する開銀融資が強化されている。

3-1-1表 (単位:百 万円)

項 目 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

電子計算機新機種開発促進費
補助金 14,410 ]5,250 12,475 10,825

周辺装置等開発促進費補助金 1,030 1,400 900 600

次世代電子計算機用大規模集

積 回路開発促進費補助金
一1-

1

一 3,500

3-1--2表 日本電子計算機㈱に対 する日本開発銀行融資

(単 位:億 円)

71年 度
|

72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

390 150 215 325 460 470

富

3-1-3表

補 助 事 業 者

士 通 ㈱

B本 電 気 ㈱

周辺装置等開発促進費補助金交付先(76年度)

開 発 試 作 の 内 容

①高速ノンインパ クトプ リンタに関する開発試作,② 大型プ

ラズマディスプレイに関する開発試作

複合端末装置の開発試作
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浦 電 気 ㈱

三 菱 電 機 ㈱

沖 電 気 工 業 ㈱

シ チ ズ ン 時 計 ㈱

シ ャ ー プ ㈱

アン ドルシステムサポ一
一 ト㈱

日本 ミニコンピュータ㈱,
㈱ 構 造 計 画 研 究 所

中 央 電 子 ㈱

松 下 電 器 産 業 ㈱,
松 下 通 信 工 業 ㈱

武 藤 工 業 ㈱

住 友 電 気 工 業 ㈱

三 洋 電 機 ㈱

㈱ リ コ ー

安 立 電 気 ㈱

東 レ ㈱

⑤ 構造改善のための開銀融資

①複合端末装置(マ ルチプロセサ方式インテ リジェント端末

装置),② 特殊機能端末装置(複 合業務端末装置),③ 文字また

はマー ク読取装置(普 及型手書 きカナOCR)

高性能データ入力システム

①鍵盤入力装置 「簡易漢字鍵盤」,②ドッ ト式 ラインプ リンタ,

③母型活字シリアルプリンタ,④ 漢字コー ド機器の開発試作

ミニコン用ラインプリンタ

多目的入出力表示装置

特殊機能端末装置(シ ステムデバ ッグ用端末装置)

会話型図型処理端末装置

生産管理用複合端末装置

高速CRTデ ィスプレイハー ドコピー装置

自動図形デー タ作成装置

インテリジェント画像情報処理端末装置の試作開発

可搬形多機能データ端末装置の開発試作

小型 カラープロッター

磁気カー ド端末装置

MOC(磁 気一光学記録媒体変換)シ ステムの開発試作

電 子 計 算 機 産 業 の 自由 化 に対 処 し,そ の 国 際 競 争 力 を強 化 す る た め,国 産 メー カー6社 は 業 務 提

携 等 に よ り体制 整 備 を進 め て い るが,こ れ を一 層 促 進 す る ため 体 制 整 備 を実 施 して い る メー カ ー に

対 す る設 備 投 資 資 金 の供 給 を行 っ て い る 。

3-1-4表(単 位:億 円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

15 その他枠の うち その他枠の うち その他枠 の うち

2ソ フ トウ ェア振興 政 策

電子計算機の利用およびプログラムの開発を促進し,そ の流通を円滑にするとともに,情 報処理
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サービス業等の育成のため情報処理振興事業協会等に関する法律(昭 和45年 法律第90号)が 設けら

れ,同 法に基づき1970年10月1日 に情報処理振興事業協会が設立されているが,ソ フ トウェア開発

の現状および課題を踏まえて同法に基づ く電子計算機利用高度化計画(1972年1月)を 見直し,1g80

年度末を目標年度 とする電子計算機利用高度化計画が1976年3月 に告示された。 そのほか,ソ フ

トウェア生産技術開発計画,プ ログラム調査簿の作成,情 報処理技術者試験,情 報処理振興金融措

置等の振興施策が,本 法に沿って実施されている。

① 電子計算機利用高度化計画

健全な情報化社会の実現等の要請に応えるため,わ が国における情報処理の普及および高度化の

指標を示す電子計算機利用高度化計画が1976年3月 情報処理振興審議会の了承を得て告示された。

この利用高度化計画は1980年 度末 を目標とするもので,電 子計算機の設置目標を5兆4 ,700億 円

(75年 度末の実績に対 し2.4倍)と 策定 し,年 平均伸び率は19%と している。また,プ ログラムの

開発目標は1972年1月 の利用高度化計画 を見直し,今 回は,特 に⑦ プログラム生産技術発展のため,

言語プロセッサおよびソフ トウェア開発,管 理支援プログラムの充実,◎ オンライン情報処理高度

化のため,通 信制御プログラムの充実,0社 会,生 活領域の情報化を図るため,社 会開発用プログ

ラムの充実など進むべ き方向をより明確にしている。

② 情報処理振興事業協会の助成

ソフ トウェアの開発および流通の促進,情 報処理サービス業等の育成に関する事業 を実施するた

め,協 会に対 し次のような補助金が計上されている。(1976年 度は 「ソフトウェア生産技術開発計

画」に関する事項 を除 く。)

3-1-5表(単 位:百 万円)

項 目 71年 度 72年 度
1

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

運営 費補助 400 370 785 996 1,322 1,233

1
出 資 金 400 450 一 一 一 一

③ ソフ トウ ェア 生 産 技 術 開 発 計 画

ソ フ トウ ェ ア 産 業 の 自由化 対策 と して,73年 度 ～75年 度 まで 実施 して きた情 報 処 理 産 業 振 興 対 策

費 補 助 金(3ヵ 年,30億 円)の 成 果 を踏 ま え て,新 し くソ フ トウ ェ ア 生 産 の オー トメー シ ョン化 を図 る

基 礎 技 術 を 開 発 す る ため,情 報処 理 振 興 事 業 協 会 に 特 別 委 託 開 発制 度 を創 設 し,ソ フ トウ ェ ア生 産

技 術 の 開 発 が行 わ れ て い る。

3-1-6表(単 位:百 万円)

75 年 度 76 年 度

0 500
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④ ソ フ トウ ェ ア の た め の 開 銀 融 資

電 子 計 算 機 メー カー お よ び ソ フ トウ ェア 企 業 に 対 し,そ れ らが行 う ソ フ トウ ェ ア 開 発 お よび情 報

処 理 技術 者 の教 育 ・研 修 の ため に取 得 す る電 子 計 算 機,建 物 土 地,お よび 教 育,研 修 施 設 な らび に

それ らの 付帯 設備 等 に つ き融 資 が行 わ れ て い る。

3-1-7表(単 位:億 円)

71年 度 72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

25 25 25 その他枠の うち その他枠 のうち その他枠の うち

⑤ 情報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置は,資 金運用部の金融債引受を見返 りとして,長 信三行が融資を行 うもの

ので,そ の対象は,次 のとお りである。

(1)情 報処理サービス業者等の電子計算機導入,プ ログラム開発,情 報処理技術者の教育その他

その業務の高度化に必要な資金

② 一般企業のプログラム開発および情報処理技術者の教育に必要 な資金

3-1-8袈(単 位:億 円)

71年 度
1

72年 度73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

95 145 133 gol120 130

西
① 電子計算機買戻損失準備金

JECC等 を通 じレンタルした電子計算機につき,そ のレンタルバ ック時の買戻損失負担をカバ

ーするため,JECC等 への電子計算機の売上高の20パ ーセン トを準備金として積立てることを認

めている。

② 電子計算機の特別償却制度

情報処理の一層の進展 と買取による導入の促進 を図る見地か ら,と くに情報処理の高度化に資す

る電子計算機(主 記憶装置の記憶容量が100万 ビッ ト以上の汎用計数型電子計算機)を 買取により

導 入したユーザーに対し,初 年度1/5の 特別償却 を認めている。この制度を利用することによ}),

定率法で初年度に取得価格の50パ ーセン ト強の償却が可能 となる。

③ 電子計算機の固定資産税の軽減
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上記 と同様の見地か ら,主 記憶装置の記憶容量が100万 ビット以上の汎用電子計算機を買取によ

り導入したユーザーに対 し,固 定資産税の課税標準 を取得の時か ら3年 間4/5に 圧縮する。すなわ

ち,1/5だ け固定資産税 を軽減することを認めている。

④ プログラム保証準備金

プログラム納入後の補修負担に備え,ソ フ トウェア企業の経営安定に資することにより,今 後の

情報化社会の重要な担い手であるソフ トウェア産業の育成を図るため,プ ログラム売上高の2パ ー

セン トの準備金の積立てを認めている。

4シ ス テム開 発,技 術 開発 の推 進

① 医療情報 システムの開発

国民生活の質的充実が叫ばれている今 日,医 療サービスは,国 民のニーズが高まっているにもか

かわらず,供 給が追いつかず,・深刻な社会問題 となっている。

この解決を図るためには,現 代科学技術の先端であるコンピュータを中心 とする情報処理技術と,

近年著 しい進歩をみつつある医用電子技術 を活用した医療情報 システムの開発 を図 り,医 療サービ

スの生産性の向上と地域格差の是正 を図る必要がある。

このため,通 産省では,各 種医療用画像情報処理装置病院内情報処理装置,医 療用言語等 を含む総

合的な医療情報システムを開発することとし,76年 度は73年 度の基礎的な調査研究,74年 度の基礎

的設計,75年 度の詳細設計に引き続き機器の試作を行い,一 部実験をも行っている。

3-1-9表(単 位:百 万円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

1101
1

211 313 461

② 生活映像情報 システムの開発

近年急速な技術進歩を遂げつつあるCATV,ビ デオ ・パ ッケージ等を技術的な基礎 として,こ

れとコンピュータを組み合わせた双方向生活映像情報システムは,CAI,フ ァクシミリ,TVシ

ョッピング等広汎なサービスを提供できる機能 を有し,来 たるべ き情報化社会の 日常生活に大 きな

影響を与えるもの として期待 されている。

このような映像システムは,生 活系全般にわたる総合情報処理システムであるため,実 験 タウン

を設け,機 器開発を含めたシステム全体の開発や利用者の具体的 ・定量的ニーズの把握 を行 うとと

もに,技 術的な信頼性に関し実際のオペ レーションを実施 しつつ実験することが必要である。
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こ の た め72年 度 の 基 本 設 計,73年 度 の 詳 細 設 計,74年 度 お よび75年 度 の 機 器 の 試 作 開 発 に 引 き続

き,76年 度 は サ ブ シ ス テム の 製 作 が 実 施 さ れ て い る。

3-1-10表(単 位:百 万円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

220 553 804
傷

553

③ 貿 易 情 報 シ ス テ ムの 開 発

貿 易 関 係 業 務 処 理 の 円 滑 化,簡 易 化 を図 るた め,コ ン ピュ ー タの 活 用 に よ る貿 易 情 報 シ ス テ ム の

開 発 を行 うこ と と し,76年 度 は75年 度 に 引 き続 き輸 入 関連 ア プ リケ ー シ ョン シ ス テ ム,サ ポー ティン

グ シ ス テ ム お よび 周 辺 端 末 機 器 の調 査,開 発 等 を行 っ て い る。

④ パ ター ン情 報 処 理 シ ス テ ム の 開 発

国 産 電 子 計 算 機 の 国際 競 争 力 を強 化 す る とと もに,情 報処 理 の 高 度 化 の 要 請 に こ た え る ため,情

報 処 理 関 連 技 術 を さ らに研 究 開 発 す る 必 要 が あ る。

この ため,1966年 度 以 来推 進 して きた 超 高 性 能 電 子 計 算 機 の 開 発 に 引 き続 き,71年 度 か ら,文 字,

図 形,物 体 の 形 状,音 声 な どい わ ゆ るパ ター ン情 報 をそ の ま ま 入力,認 識 処 理 で き る新 し い世 代 の

電 子 計 算 機 と して,パ ター ン情 報処 理 シ ス テム の 研 究 開 発 が 行 われ て い る。

3-・1-11表(大 型プロジェク トの内枠)(単 位:百 万円)

71年 度
1

72年 度 73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

200 1,071 1,627 2・18413・370 3,390

⑤ 自動 車 総 合 管制 技 術 の 開 発

都 市 に お け る 自動 車 の 過 密 化 が もた ら した交 通 混 雑,渋 滞 を回避 な い しは 緩 和,さ らに は そ れ ら

に 起 因 す る交 通 事 故 や 大 気 汚 染 を防 止 す る こ と を 目的 と して,走 行 中 の個 々 の 自動 車 に,最 適 走 行

経 路 な ど の道 路 情 報 を伝 達 す る こ とを可 能 とす る シ ス テ ム(通 信 機 と電 子 計 算 機 が 主 体 とな る)の

開 発 を1973年 度 よ り行 っ て い るが,76年 度 もその 開 発 を推 進 し,パ イ ロ ッ トシ ス テ ム の建 設 を行 っ

て い る。

3-1-12表(大 型 プロジェク トの 内枠)((単 位:百 万円)

73年 度 74年 度 75年 度 76年 度

200 840 2,007 2,151
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5基 盤整備

情報化促進のための基盤を整備するため,政 府により次のような諸施策が講ぜ られている。

① 情報処理実態調査

今 日,急 速に変化 しつつあるわが国情報処理の実態を継続的かつ体系的に把握 し,こ れに基づい

て情報処理振興施策の拡充等を行 うため,情 報処理実態調査が実施 されている。

② 情報化,シ ステム化調査

通信回線の民間開放に伴い,一 層その普及が期待 されている情報ネッ トワー クについて,そ の形

成を促進するため,将 来の情報ネットワークの望 ましい姿について調査研究 し,そ のガイ ドライン

を示す とともに産業活動のシステム化の実情についての調査研究がなされている。

③ 電子計算機納入,下 取統計調査

電子計算機市場の動向を適確かつ迅速に把握 し,景 気の変動 との関連,内 外電算機の納入動向等

を明らかにするため,メ ーカー,商 社 を対象に納入,下 取調査が実施 されている。

④ 情報処理技術者の育成確保

情報処理の発展の中核的役割 を果たす人材を確保 し,さ らにはその質的な向上 を図るため,シ ス

テム ・エンジニアやプログラマー等 を対象 とした情報処理技術者試験が実施 されている。

1975年 度までの応募者数,合 格者数 などは3-1-13表 に示すとおりである。

3-1-13表

区 1分
年 度1 応 募

1

者 数 受 験 者 数 ノs
rこ1 格 者 数 /ぺ

口 格 率

1971 3,086人 2,161人 244人 11.3%
1972 2,497 1,577 236 15.0

特 種 1973 2,460 1,479 257 ユ7.4

1974 2,409 L501 215 14.3
1975 2,595 1,756 189 10.8

累計 13,047 8,474 1,141 13.5

1969 12,924 10,527 811 7.7
1970 10,279 7,179 977 13.6
1971 7,740 5,634 568 10.1

一.

種 1972 6,643 4,469 406 9.1
1973 7・914 5,215 631 12.1
1974 8,489 5,600 544 9.7
1975 9,239 6,586 495 7.5
累計 63,228 45,210 4,432 9.8

1969 29,098 22,057 1,832 8.3
1970 24,200 16,249 1,649 10.1
1971 18,499 13,499 1,279 9.5一

} 種 1972 13,821 9,748 2,280 23.4

1973 15,518 10,562 2β04 21.8
1974 16,230 10,962 2,024 18.5
1975 17,438 12,469 2,636 21.1

累計 134,804 95,546 14,004 14.7

∠べ 計口

(]969 ～ 1975)
211,079 149,230 19,577 13.1
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⑤ 情報処理技術者教育経費の税額控除制度

増加試験研究費の税額控除制度の拡充により,高 度な情報処理技術者の研修経費の税額控除が行

われている。

⑥ ソフ トウェアの流通基盤の整備

a)プ ログラム調査簿の作成

プログラムに対する重複投資をできるだけ避け,プ ログラムの円滑な流通を促進するため,コ ン

ピュータ ・ユーザー等が保有 しているプログラムのうちとくに円滑な流通を図る必要があると認め

られるプログラムを収録 したプログラム調査簿を作成し,こ れを一般の閲覧に供することとされて

いる。

b)ソ フ トウェアの法的保護調査研究

ソフ トウェアの流通を促進 していくためには,プ ログラムの所有者の権利を何 らかの形で保護す

ることが不可欠であ り,こ のような観点か ら,ソ フ トウェア法的保護調査委員会でソフ トウェアの

流通の促進 を図るための法的保護の手段について検討が進め られている。

⑦ ソフ トウェア等の安全対策実態調査

75年 度から新たに ソフ トウェアやコンピュータシステムの安全対策の充実に資するため,コ ンピ

ュー タ保有企業の安全対策の実態につき調査するとともに,安 全対策マニュアルの作成がなされる

ことになっている。

⑧ 情報処理サー ビス企業等台帳制度

情報処理サー ビス企業等の機密保持の実態等を明らかに した台帳を作成 し,ユ ーザーの閲覧に供

す ることにより,そ の外注先の選択を容易にするとともに,業 界全体の機密保持の水準向上が図ら

れている。

⑨ 情報処理標準化の推進

工業標準化施策の一環 として,情 報処理関係の標準化が推進されている。

⑩ 情報化週間の実施

情報化社会への円滑な発展を図っていくためには,わ が国情報処理の高度化を促進 しつつ,こ れ

と併行 して国民の理解 と関心を深め,情 報化の進展に即応 した正 しい知識を普及させていくことが

必要不可欠である。このため,1972年 度から毎年情報化週間が実施 され,情 報処理に関する各種の

行事が集中的に開催 されている。

⑪ ㈱ 日本特許情報センターに対する補助

㈱ 日本特許情報センターは,内 外の特許情報をあらか じめ電算機にインプットしておき,要 求に

応 じて迅速かつ的確に,特 許情報を検索 し,提 供することを主たる業務 とするものであり,特 許情

報の検索システムの開発費等が補助されている。
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⑫ 余暇情報システムの調査研究

国民のゆたかな余暇を実現するため,余 暇ファシリティ ・コミュニティに関する膨大な情報を国

民が身近に利用でき,個 々人の欲求 と条件に合致 した余暇活動を実現 しうる余暇情報 システムの調

査研究を行っている。

⑬ 中小企業情報化の推進

(1)中 小企業情報処理指導事業

生産管理および販売管理に関する業種別の中小企業向け標準経営情報処理 システムの開発および

中小企業の診断指導事業の効率化と資質の向上を図るための電算機利用による診断システムの開発

を行 うとともに,都 道府県が行 う中小企業の情報 処理指導に対 して補助が行われている。

a)情 報処理指導担当者等の研修

管理者,経 営情報処理指導担当者等を対象とする研修 を行 う。

b)商 工会議所等への電子計算機導入促進

中小企業者の記帳機械化を図り,中 小企業の情報化 を促進するため,日 本電子計算機㈱が,商 工

会議所,商 工会連合会に対 し,電 子計算機 を販売する際,そ の一部 を補助するとともに商工会議所,

商工会の端末機購入費および普及事業費が補助されている。1976年 度の予算額は788百 万円である。

② 中小企業情報提供事業の推進

中小企業に対する情報サー ビス事業の拡充,強 化,大 企業 との情報化格差の解消を図るため,中

小企業情報センターの情報機能を拡充 して,中 小企業情報提供事業を行っている。
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行 政 におけ る コ ン ピュー タ利 用 と政策

A国 の行政機関におけ るコンピュータ利用の現状

わ が 国 の 行 政 機 関 に お け る コ ン ピュ ー タの 利用 台数 は,1975年 度 末 現 在,総 計1,159セ ッ トで あ る。

そ の 内 訳 は,各 省庁246セ ッ ト,地 方 公 共 団 体607セ ッ ト,政 府 関 係 機 関306セ ッ トで あ る。

1974年 度 に比 較 す る と,各 省 庁16セ ッ ト増,地 方 公 共 団 体168セ ッ ト増,政 府 関 係 機 関43セ ッ ト増

とな っ て い る。1976年 度 末 に は,各 省庁 で は267セ ッ トに な る見 込 で あ る 。

各 省 庁 別 に コ ン ピ ュー タの 利 用 台数 をみ る と,3-1-14表 の とお り,防 衛 庁49セ ッ ト,郵政 省45セ

ッ ト,運 輸 省29セ ッ ト,通 商 産 業 省28セ ッ ト,建 設 省17セ ッ トの 順 とな っ て お り,こ れ らの 省庁 で

68%を 占め て い る。

3-1-14表1975年 度 電子 計 算 機導 入状 況

1975∫ ド 度 導 入 状 況

区 分
1974年 度 更 新 に 返 却 そ の 他

1975年 度 更 新

省庁名
セ ッ ト数 新 規 増 伴 う

増 減 廃 棄 等 (対'象範囲変 更 分)

セ ッ ト数 セ ッ ト数

総 理 府 3 1 4 3

警 察 庁 7 7 1

北 海 道 開 発 庁 1 1

防 衛 庁 45 1 3 49 4

経 済 企 画 ・庁 1 1

科 学 技 術 庁 7 1 8

環 境 庁 2 2

法 務 省 3 1 4

外 務 省 3 1 4

大 蔵 省 9 9

文 部 省 8 2 10 3

厚 生 省 9 9

農 林 省 9 1 10 1

通 商 産 業 省 28 1 △1 28 3

運 輸 省 28 1 29 1

郵 政 省 43 3 △1 45 5

労 働 省 8 8 1

建 設 省 15 1 1 17

自 治 省 1 】

計 230 10 △1 △1 8 246 22

注1)

①

②

③

注2)

注3)

調査対象 とした機種は1975年 度末現在保有 で,次 の項 目に 全て該 当す るものであ る。

デ ジタル型であ るこ と。

周辺機器 を含めた買取(換 算)額(レ ン タルの場 合は 月額 レンタル料の45倍)が1,000万 円以一ヒであ ること。

制御用専用機 でないこと。

「更新に伴 う増減」は,例 えば2セ ッ トを1セ ッ トに変更 する又はその逆 の場合 をい う。

「その他」は,今 年度から調査対 象範囲 を変更(「 ミニ コン ピュー タを除 く」とい う制度 をはず した)し たために

計上 された もの.2セ ットで1セ ッ トとして稼動 していたシステムで従来は1セ ッ トとしていたが,今 年 度

は2セ ッ トとしたもの等 である。

一行政管理庁「電子計算機利用実態調査報告書」一

」



第1章 わが国の コンピュータ政策および情報産業政策63

年 度 別 の コ ン ピ ュー タ 利用 の推 移 を み る と3-1-15表 の とお りで あ る 。

3-1-15表 年度別新規・更新等導入状況

年 度

区 分
1968 1969 1970 1971

1

1972 1973 ユ974 1975

導 入 セ ッ ト 数

う ち 更 新 分

返 却 廃 棄 数

対 象範 囲 変 更 分

差 引 純 増 加 数

25

4

21

37

9

△2

26

34

10

△1

23

35

15

△9

11

45

18

△4

23

50

24

△9

17

51

35

△4

△4

8

32

22

△2

8

16

セ ッ ト 数 累 計 122 148 171 182 205

|

232 230 246

一同上報告書一

この数 年 間 の 傾 向 と して,新 規 増 は漸 減 し,更 新 が 増 加 して きて い る 。

また,3-1-16表 の とお り,今 年 度 新 規 増 の 内 訳 は これ ま で 未 設 置 の 部 門へ の新 規 導 入 が5セ ット,

既 導 入 部 門 の 増 設 が5セ ッ トと な っ て お り,こ れ を本 省 庁 ・地 方 機 関 の別 で み る と本 省 庁 で は増 設

3セ ッ トの み で あ り,残 りの7セ ッ トは,全 て 地 方 機 関 の新 規 導 入 お よ び増 設 分 で あ る。

この こ とは,本 省 庁 で は電 子 計 算 機 の導 入 分 野 が 一 巡 し,既 導 入 部 門 に お け る増 設 あ る い は 更新

に よ る現 行 ジ ス テ ム の拡 充 が 主 体 とな っ て お り,地 方 機 関 で は ブ ロ ッ ク機 関 へ の 導 入 あ る い は全 国

的 規模 での 業務 の 拡 大 等 で,な お 新 規 導 入 が行 わ れ つ つ あ る こ とを示 して い る。

3-1-16表 機関別新規・増設 ・更新状況(1975年 度)

区 分

機関別 事 項

新 規 増 設 計 機 種 更 新

部 門 数 セ ッ ト数 部 門 数 セ ッ ト数 剖・門 数1セ ・ ト数 部 門 司 セ・ ト数

本 省 庁

地 方 ・付 属 機 関

一

5

一

5

3

1

3

2

3

6

3

7

6

13

8

14

計 5 5 4 5 9 10 19 22

一同上報告書 一

規模 別状 況 をみ る と,大 型 化 の 傾 向 が 著 る し く,今 年 度 の セ ッ ト数246セ ッ トの う ち128セ ッ ト

(52.0%)が 大 型 機 で あ り,初 め て 構 成 比 で過 半 数 を 占め る に到 って い る 。

買取 ・レ ン タル 別 にみ る と,JECCレ ン タル が173セ ッ ト(71.7%)で 大 部 分 で あ り,買 取 りは30

セ ッ ト(12.4%),そ の他 メー カ ー レ ン タ ル,日 本 電 信 電 話 公社 デ ー タ通 信 サ ー ビス 等 で あ るが,と

くに 犬 型 機 はJECCレ ン タル が 多 くな っ て い る。

また,特 殊 入 出 力装 置 の 利 用 が 進 み,入 力 の効 率 化 の観 点 か らOCR,OMR,出 力 の 高 度 化 の 観

点 か ら,デ ィス プ レ イ,』プ ロ ッ ター 等 が,3-1-17表 の と お り年 々 増加 して い る 。
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3-1-17表 特殊入出力装置利用状況の推移

区 分 デ ィ ス プ レ イ ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン リー ダ ー

プ ロ ッ タ ー

年 度 グラ フ ィ ッ ク キャ ラ ク ター OCR OMR

1970 1 14 9 5 26

1971 5 29 12 14 38

1972 9 40 12 21 36

1973 14 47 13 14 41

1974 28 50 13 18 47

1975 37 79 12 25 55

一同」二報告書一

適 用 業務 の状 況 をみ る と,3-1-18表 の とお り共 通 管理 業務 が14.7%,統 計 業 務14.4%,原 局 業務

57.7%,試 験研 究8.2%と な っ て お り,原 局 業 務 の ウエ イ トが 高 い。

3-1-18表 処理方式別適用業務の状況(1975年 度末現在)

処理方式
適用業務

バ ッチ リモー ト
バ ッ チ

オ ン ラ イ ン

リア ル タイ ム

lTSS
計 構 成 比

%

会 計 ・ 経 理 8 2 10 12

共 給 与 計 算 51 51 6.0

通 人 事 管 理 18 6 24 2.8

管 }三ノ:生 ・ 共 済 21 21 2.5

理 物 品 管 理 9 7 16 1.9

業 そ の 他 1 2 3 0.3

務
小 計 180 15 2 125 14.7

調統
査計
・業

集 計'・ 製 表

分 析 ・加 二1二・検 索

提 供 サ ー ビ ス

63

38

10

2

2

1

2

3

2

67

43

13

7.9

5.0

1.5

務 小 計 111 2 3 7 123 14.4

日刊 ム匹 6 20 1 27 3.2

登 録 ・ 審 査 57 1 11 69 8.1

原 調 定 ・ 支 払 29 2 31 3.6

情 報 提 供 11 9 20 2.3

情 報 検 索 24 2 9 35 4.1

分 析 ・ 解 析 56 4 6 66 7.7

局 予 測 ・ 計 画 30 1 2 33 3.9

数 管 理 5 5 0.6

在 庫 管 理 16 12 28 3.3

二L程 管 理 1 1 0.1

業 設 計 ・ 積 算 17 3 1 21 2.5

管 制 ・ 制 御 6 6 0.7

メ ッセー ジ交換 1 21 22 2.6

業 務 統 計 97 1 98 11.5

務 単 純 集計 計 算 28 2 30 3.5

そ の 他

小 計 377 14 98 3 492 57.7

試 験 研 究 57 5 7 1 70 8.2

教 育 訓 練 34 1 35 4.1

そ の 他 4 1 3 8 0.9

合 計 691 37 113 12 853 100.0

注1)適 用セ ット数は延数である。 注2)処 理方式は主たるもののみを記入している。
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各 省庁 の 主 要 な適 用 業 務 は,統 計(総 理 府 統 計 局),犯 罪 手 口 照 会,運 転 者 管 理(警 察 庁),設 計 計

算(北 海道 開 発 庁),補 給 管 理(防 衛 庁),経 済 分 析(経 済企 画 庁),技 術 計 算(科 学 技 術 庁),環 境 デ ー

タ分 析(環 境庁),犯 歴 管 理,出 入 国 記 録 管 理(法 務 省)、 外 交 情 報 検 索,旅 券 発 給(外 務 省) ,資 金 管

理,関 税,国 税(大 蔵 省),統 計,情 報 検 索,技 術 計 算(文 部 省),統 計,社 会 保 険(厚 生 省),統 計,

食 糧 管 理(農 林 省),統 計,情 報 検 索,出 願 登 録,技 術 計 算(通 商産 業 省),統 計,自 動 車 登 録,航 空

管 制,技 術 計 算(運 輸 省),簡 易 保 険,貯 金,統 計,電 波 監理(郵 政 省),統 計,職 業 紹 介,雇 用 ・労

働 保 険(労 働 省),技 術 計 算(建 設 省),統 計(自 治 省)と な っ て い る。

処 理 方 式 別 に み る と,246セ ッ トの うちバ ッチ 処理 の み を行 って い る機 種 は,142セ ッ トで,こ れ

以 外 の104セ ッ ト(42.3%)は,オ ン ラ イ ン リア ル タ イム お よ び リモ ー トバ ッチ処 理 を行 って お り,民

間 の オ ン ラ イ ン化 率15.6%(JECC調 査1974年)に 比 べ て 極 め て高 くな っ て い る。

業 務 類 型 別 に オ ン ラ イ ンの 利 用 状 況 をみ る と,全 国 業 務 型 お よび 特 殊 利 用 型 の オ ン ライ ン化率 が

高 い が,前 者 は 中央 と地 方機 関 との デ ー タ伝 送 で あ り,後 者 は管 制,通 信 制 御,観 測業 務 の性 質 上

オ ンラ イ ン化 を して い る 。

ま た,試 験 研 究 で も研 究 所 の構 内 オ ン ラ イ ン化 が 進 ん で い る。

1974年 度 に お け る稼 動 状 況 を月 平均 有効 使 用 時 間 で み る と,大 型機 が287時 間,中 型 機224時 間 ,

小 型 機184時 間 で 全 体 の 平 均 で は254時 間 とな らて お り,前 年 度 に 比 べ て,大 型 機 ・j・型 機 の 使 用時

間 が の び て い る 。

コ ン ピュ ー タ要 員 は ,1975年4月 現 在,5,109人 に 達 し,前 年 度 に 比 べ て134人(2.5%)の 増 加 と

な っ て い る。

職 能 別 にみ る と,キ ー パ ンチ ャー1,471人(28.8%),オ ペ レー タ1,094人(21.4%),プ ロ グ ラマ ー

813人(15.9%),庶 務 そ の他725人(14.2%),シ ス テ ム エ ン ジニ ア480人(9.4%),電 子 計 算 機 関 係 事

務286人(5.6%),管 理 者240人(4.7%)の 順 とな っ て お り,キ ー パ ンチ ャー,プ ロ グラマ ー が 減 少 し,

オペ レーータ,管 理 者 が 増加 す る傾 向 に あ る。

また ・ 外 部 委 託 要 員 お よ び メー カ ー 派遣 職 員 の 利 用 が 多 くな っ て お り,1975年4月 現 在 ,外 部 委

託 要 員111人 ・ メー カー 派 遣 職 員2250人 計361人 で,前 年 度 に 比 べ て メー カー 派遣 職 員が17人 増 加 と

な っ て い る。

運 用 経 費 の 総 額 は,1975年 度 予 算 額 で403億2千 万 円 で 前 年 度 に 比 べ81億 円(25.3%)の 増 と な っ

て い る 。

そ の 内 訳 は ・ レ ン タル 費210億9千 万 円(52・3%),消 耗 品 費55億9千 万 円(13 .9%),通 信 回 線

費34億3千 万 円(8.5%),外 注 経 費31億6千 万 円(7.8%),そ の他 デ ー タ通 信 サ ー ビス 費,買 取 費

保 守 費 の順 とな っ て い る。

運 用 経 費 の推 移 をみ る と,構 成比 で は レ ン タル 費,買 取 費,通 信 回線 費,デ ー タ通 信 サ ー ビス 費
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を合 せ た機 器 費 は,最 近 の5年 間 と も70%台 を上 下 して お り,1975年 度 は70.1%で あ る。

金 額 面 の 伸 び で著 る しい の は,レ ン タル 費 で1970年 度78億 円 か ら1975年 度248億 円 で3.2倍 とな っ

っ て い る。

また,伸 び率 で み る と外 注 経 費 を含 む そ の他 経 費 が1970年 度10億 円 か ら1975年 度 に は,64億7千

万 円 で6.5倍 とな っ て お り,最 も伸 び が著 る しい 。

B政 府関係機関におけるコンピュータ利用の現状

政府関係機関におけるコンピュータの利用は,1957年 に 日本国有鉄道および日本電信電話公社が

技術計算用に導入 したのが最初で,国 の行政機関の利用(1958年 気象庁)と ほぼ時期を同じくして

い る 。

1975年 度 に お い て は,3-1-19表 の とお}),調 査 対 象112機 関 中,47機 関(42.0%)が コ ン ピ ュ ー タ

を導 入 して お り調 象 外 離 のみ を導 入 して い る もの13機 関 ・ 外部 の 計 算 セ ・ タ一 等 に処 理 を委 託

して い る もの26機 関 を含 め る と,86機 関(76.8%)が コン ピュ ー タ を利 用 して い る。

3-1-19表 政府関係機関におけるコンピュータ利用状況(1975年 度末現在)

区 分

法人分類

調査対象

法 人 数

④

導 入 法 人 数 未 導 入 法 人 数 利 用 率

(◎+◎+◎)

/⑧
調査対象

機種導入◎

調査対象外

機種のみ導入 ◎

外注処理

利用 ◎

電子計算機

未 利 用

公 社

公 団

事 業 団

公 庫

金庫 ・特殊 銀行

営 団

特 殊 会 社

そ の 他

3

15

20

10

4

1

12

47

3

6

6

7

4

1

6

14

2

4

1

1

5

6

4

2

1

13

1

6

4

15

100.0%

93.3

70.0

100.0

100.0

100.0

66.7

68.1

i計
1

112

(100.0)1

47

(42.0)

13

(11.6)

26

(23.2)

26

(23.2)

76.8

吐)調 査対象機種 の範囲については3-1-20表 を参照

1975鞭 に お け る ・ ン ピ 。一 タの 禾ll用セ ・ ト数 は3・6セ ・ トで ・機 働1に み る と3+20表 の とお

・),躰 国 繊 道74セ 。 旧 縄 寵 話 公 社64セ ・ ト,味 放 醐 会45セ ・ ト・ 日本 中央 鵬 会31

セ 。 ト,国 願 寵 話 公 社11セ 。 ト,躰 航 空 株 式 会 社1・セ ・ トの順 とな ・ て お})・この 機 関 で235

セ ッ ト,全 体 の76、8%を 占め て い る 。

離 別 で み る と,外 国 機 が28セ ・ ト(・.・%)を 占め,全 産 業 に お け る 外国 機 比率(1974鞭 緬

産 業 省 調 査)26.6%よ})低 率 で あ るが,国 の行 政 機 関 に お け る構 成 比1.6%を 上 廻 っ て い る。

規模 別 に み る と,大 型 機1・8セ 。 ト(38.6%),中 型 機114セ ・ ト(37・2%)・ ・」・型 機74セ ・ ト(24・2%)
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で,国 の 行 政 機 関 に 比 べ,中 型 機,小 型 機 の利 用 比率 が 高 くな っ て い る

3-1-20表1975年 度電子計算機導 入状況

区 分 1974年 度 1975年 度 導 入状 況
1975年 度 更 新 運 用

法 人 名

設 置

セ ッ ト数

新 規
増 設

更 新 に

伴 う増減

廃 棄

返 却
その他

設 置

セ ッ ト数
セ ッ ト数 部 門数

公 日 本 専 売 公 社 2 2 4 1

日 本 国 有 鉄 道 73 1 74 4 48

社 EI本 電 信 電 話 公 社 57 8 △1 64 1 39

公 石 油 開 発 公 団 2 2 2

日 本 鉄 道 建 設 公 団 1 1 1

日 本 住 宅 公 団 1 1 1

日 本 道 路 公 団 4 4 4

首 都 高 速 道 路 公 団 1 4 5 2

団 阪 神 高 速 道 路 公 団 1 1 1

事 動力炉 ・核燃料開発事業団 2 2 2

宇 宙 開 発 事 業 団 4 4 2

国 際 協 力 事 業 団 ! 1 1
業

石 炭 鉱業 合理 化事業 団 1 1 1

小 規 模企 業共 済事 業団 1 1 1

団 中小企業退職金共済事業団 3 3 1 1

公 北 海 道 東 北 開 発 公 庫 1 1 11

沖 縄 振 興 開 発 公 庫 1 1 1

国 民 金 融 公 庫 4 4 1

農 林 漁 業 金 融 公 庫 1 1 1 1

中 小 企 業 金 融 公 庫 1 1 1

中 小 企業 信用 保険 公庫 1 1 1

庫 住 宅 金 融 公 庫 1 1 1

公
庫 日 本 開 発 銀 行 2 △1 1 2 1

・ 日 本 輸 出 入 銀 行 2 △1 1 1
特
殊 農 林 中 央 金 庫 5 5 1

銀
行

商 工 組 合 中 央 金 庫 4 4 1 1

営
団

帝都高速度交通営団 1 1 1

東 北 開 発 株 式 会 社 1
'1

1

特 電 源 開 発 株 式 会 社 1 1 1 1

殊 日本 航空機 製造株式会社 1 1 1

会 日 本 航 空 株 式 会 社 10 10 1 4

社 日本自動車ターミナル株式会社 1 1 1

国際電信電話株式会社 13 2 △2 △2 11 1 2

そ
の

国 民 生 活 セ ン タ ー 1 1 1

他 日 本 原 子 力 研 究 所 3 △1 2 3 1
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日本科学技術情報セ ンター 2 △1 1 1

そ
理 化 学 研 究 所

日 本 育 英 会

2

1

2

1

1

1

私立学校教職員共済組合 1 1 1

日 本 学 校 安 全 会 1 1 1

国 立 劇 場 1 1 1

社会保険診療報酬支払基金 1 1 1
の

日 本 中 央 競 馬 会 4 3 24 31 21

農林漁業団体職員共済組合 1 1 1 1

日 本 貿 易 振 興 会 2 2 2

他
ア ジ ア 経 済 研 究 所

i日 本 放 送 協 会

1

45

1

45 1

1

42

計 263 23 △21△` 27 306 18 205

1

注1)調 査対 象とした機種は1975年 度末現在保有で,次 の項 目に全て該当する もので'ある。
も

①デジタル型であること。

②周辺機器を含めた買取(換算)額(レ ンタルの場合は1≡]額レンタル料の45倍)カζLOOO万円以上であること。

③制御用専用機でないこと。

注2)「 更新に伴う増減」は,例 えば2セ ットを!セ ットに変更する又はその逆の場合をいう。

注3)「 その他」は.今 年度から調査対象範囲を変更(「ミニコンピュータを除く」という制限をはずした)したために

計上 したものである。 一行政管理庁 「特殊法人電子計算機利用実態調査報告書」一

買 取})・ レ ン タル別 に み る と,買 取 り機 が186セ ッ ト(60.8%)で 半 数 以 上 を 占め て お り,国 の 行

政 機 関 の 買 取 り機 率(12.2%)を 大 き く上 廻 っ て い る。

適 用 業 務 は,大 き く分 け て① 法 人 自体 の業 務 情 報 処理 の ため に 利用 す る もの(会 計,給 与 計 算,

厚 生,共 済 等 の 内部 管 理 業 務 お よ び料 金 認定,金 融,情 報 検 索,予 約 管理 等 の 法 人 個 有 の 窓 口業 務

等),② 不 特 定ユ ー ザ ー に 対 す る情 報 提 供 サ ー ビ ス を設 置 目的 と して 利 用 す る もの(統 計 お よ び 所 在

源 情 報 等 の 情報 提 供 サ ー ビ ス),③ 情 報 通 信 業 と して利 用 す る もの(デ ー タ通 信 サ ー ビス 業務)に 分

類 され るが,大 部 分 は① の形 態 に 属 す る。

処 理 方 式 でみ る と,バ ッチ 処理 の み を行 な っ て い る機 種 が213セ ッ ト(69.6%)と 大部 分 を 占め

て い るが,こ れ 以 外 の93セ ッ ト(30,4%)は,オ ン ラ イ ン リア ル タ イ ム お よ び リモ ー トバ ッチ 処 理

を行 な っ て お り,民 間 の オ ン ラ イ ン化 率15.6%(1974年9月30日JECC調 査)よ り高率 で あ る が,

国 の 行 政 機 関(42.3%)に 比 較 す る と低 い 。 これ は 全 国 的 規 模 で大 量迅 速 な 処理 を要 す る オ ン ライ

ン化 可 能 業 務 が 座 席 予 約,金 融 業 務 等特 定 の もの に 限 られ て い るた め で あ る と考 え ら れ る 。

ま た稼 動 体 制 と して は,24時 間 稼動 の シ フ ト制 を採 用 して い る機 種 が35セ ッ ト(11.4%)で 国 の

行 政 機 関(8.9%)を 若 干 上 廻 って い る。

1974年 度 に お け る稼 動 時 間 を 月平 均 有 効 使 用 時 間 で み る と269時 間 で,規 模 別 に は大 型機322時 間,

中 型 機268時 間、 小 型機179時 間 とな っ て お り,国 の行 政 機 関 よ り も上 廻 っ て い る。

コ ン ピ ュ ー タの要 員 数 は,1975年4月1日 現 在,5,799人 で前 年 度 に 比 して418人(7.7)の 増 加 と

な っ て い る。 法 人 分 類 別 に み る と,公 社 が3,606人(62.2%)で 大半 を 占め て い る。
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職 能 区分 でみ る と,パ ンチ ャー881人(21.5%)),プ ロ グ ラ マ ー880人(21 .5%),オ ペ レー タ

782人(19.1%),電 子 計 算機 関 係 事 務472人(11 .5%),シ ス テ ムエ ン ジニ ア393人(9.6%),庶 務

そ の他44-3人(10.8%),管 理 者243人(5.9%)の 順 とな っ て い る 。 これ を国 の 行 政 機 関 の職 能 構 成

と比較 す る とパ ンチ ャー の ウ エ イ トが 低 い が,こ れ は パ ンチ 業 務 の 外 注 化 が 進 ん で い る ため で あ る。

外部 委 託 要 員 お よび メー カ ー 派遣 要 員 は,総 数622人,そ の 内 訳 は,外 部委 託 要 員390人(62 .7%),

メー カ ー 派 遺要 員232人(37.3%)で 国 の 行 政 機 関 よ り外 部 委 託 要 員 の ウエ イ トが 高 い 。
ザ

運 用 経 費 をみ る と,1974年 度 経 費 実 績 額 は292億 円 で,そ の 内 訳 は 機 器 費184億4千 万 円(63.1%)

外 注 費45億 円(15.4%),運 営 諸 費42億9千 万 円(14.7%),そ の 他19億7千 万 円(6 。7%),と な って

い る。

C地 方公共団体におけるコンピュー タ利用の現状

1975年4月 現 在 の 地 方 公共 団体 の コ ン ピュ ー タ導 入 セ ッ ト数 は ,607セ ッ トと前 年 度 に 比 し168セ

ッ トの増 加 とな って い る。 そ の 内 訳 は,都 道 府 県44団 体224セ ッ ト(前 年157セ ッ ト),市 区 町 村512

団 体383セ ッ ト(前 年282セ ッ ト)で,都 道 府 県 で67セ ッ ト,市 区 町 村 で101セ ッ トが こ の1年 間 で導

され て い る。

ま た,民 間計 算 セ ン ター に 委 託 して い る団 体 は,都 道 府 県 で3団 体,市 区 町 村 で1,812団 体 ,計1,815

団 体 で あ る。 導 入 団体 と委 託 団 体 を合 わせ る と全 地 方 公 共 団 体 の71.3%が,コ ン ピ ュー タ を利 用 し

て お り,こ れ は 前 年 に比 し,7%の 増 とな って い る。(3-1-21 ,22表 参 照)(注)

3-1-21表 地方公共団体 におけるコン ピュータ利用団体数(単 位:団 体)

区 分

1975年4月1日 現在

(A)

1974年4月1日 現在

(B)

増 減

(A)一(B)

1969年4月1日 現在

(C)

増 減 ㈹ 一(C)

〔わ コ内蹄 よ4伴を100とした指籾

導入
団体

委託
団体 計

導入
団体

委託
団体 計

,

導入
団体

委託
団体 計 畠21離 計 導 入

団 体
委 託
団 体

計

都 道 府 県 44 3 47 43 4 47 1 △1 一 14 21 35
30

(314)
△18

(14)

12
(134)

市

町

村

単
独
利
用
団
体

特別区 18 5 23 16 7 23 2 △2 一 11 10 21
7

(164)
△5

(50)

2
(110)

市町村 238 L708 L946 197 1,566 L763 41 142 183 74 699 773
164

(322)
1,009
(244)

1,173
(252)

小 計 256 L713 1,969 213 1,573 1,786 43 140 183 85 709 794
171

(301)
1,004
(242)

1,175
(248)

共同利用団体 256 99 355 241 61 302 15 38 53 45 一 45
211

(569)
99

(一)

310
(789)

計 5]2 1,812 2,324 454 1,634 2,088 58 178 236 130 709 839
382

(394)
1,103
(256)

1,485
(277)

合 計 556 L81『 2,371 497 1,638

1
2,135 59 1771236 い44 73018741

(、;ll
1,085
(249)

1,497
(271)

(備 考)1.利 用団体数は,長 部局等における電子計算機の利用団体数であり,行 政委員会においてのみ電子計算機を利用している団体を除 く。
2,都道府県における増減は,徳 島県が1974年6月 公害センターに導入したことによIJ,統 計上は前年度より導入団体1団 体増,委 託団体

1団 体減 となっている。
一自治省 「地方自治コンピュー タ総覧」一

(注)超 小 型 コン ピュー タ を含 む
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3-1-22表 地方公共団体 におけ る電子計算機設置台数(単 位
:台)

区 分

1975年4

月1日 現 在

(A)

1974年4

月1日 現 在

(B)

増 減

(A)一(B)

増 減率

(A)一(B)

1969年4

月1日 現 在

(C)

増 減

(A)一(C}

指 数

(C)=100
×(B)

100

都 道 府 県 224 157 67 42.7% 19 205 1,179

市

町

村

単
独
利
用
団
体

特別区 22 18 4 22.2 11 11 200

市町村 321 228 93 40.8 87 234 369

小 計 343 246 97 39.4 98 245 350

共同利用団体 40 36 4 11.1 8 32 500

計 383 282 101 35.8 106 277 361

合 計 607 439 168 38.3 125 482 486

叫同上報告書 一

部 道 府 県 の コ ン ピュ ー タの 利 用 状 況 をみ る と,セ ッ ト数 の 最 も 多い の は 東 京 都 で41セ ッ ト,次 い

で大 阪府21セ ッ ト,愛 知 県13セ ッ ト,神 奈 川 県10セ ッ ト,兵 庫 県9セ ッ トの順 とな って い る。

規 模 別 でみ る と,大 型 機22セ ッ ト(9.8%),中 型 機89セ ッ ト(39.8%),小 型 機80セ ッ ト(35.7%),

超 小 型 機33セ ッ ト(14.7%)と な って お り,中 ・小 型 機 が 圧 倒 的 に 多 い。

買 取 り ・レ ン タル 別 で は,買 取 り機140セ ッ ト(62.5%),レ ン タ ル機84セ ッ ト(37.5%)で 買取

り機 が 多 い が,こ れ は 中 小 型 機 で公 害 防 止,医 療,試 験 研 究 等 に 利用 さ れ て い る。

処 理 方 式 別 に み る と,バ ッチ 処 理113セ ッ ト(50.5%),リ ア ル タ イム 処 理102セ ッ ト(45.5%),

リモ ー トバ ッチ処 理9セ ッ ト(4.0%)で,国 の行 政 機 関 よ り もオ ン ラ イ ン化 率 が 高 くな っ て い る。

1975年 度 の 情 報 処 理 予 算 額 は,227億8千 万 円 で 前 年 度 決 算 見 込 額202億9千 万 円 に 比 し,249億9

千 万 円(12.3%、 の 増 とな っ て い る。 費 目別 で は,1974年 度 決 算 見 込 額 で み る と レ ン タ ル料44億 円

(22.0%),人 件 費38億 円(18.8%),機 器 購 入 費21億 円(10.5%),オ ペ レー ト費14億 円(7.0%),

パ ン チ 費12億 円 そ の他15億 円(8.0%)と な っ て い る。

コ ン ピュ ー タ の要 員数 は,1975年4月1日 現 在,1,950人 で,前 年 度 に比 し233人 の 増 と な っ て い

る。 職 能 区 分 で み る と,SE・ プ ロ グ ラマ ー1,147人(58.8%),管 理 者 ・庶 務519人(26.6%),キ

ー パ ンチ ャー158人(8.1%),オ ペ レー タ126人(6.4%)と な っ て お り,極 端 に キー パ ンチ ャー,オ ペ

レー タの 比 率 が 低 く,委 託 が 進 ん で い る 。

1セ ッ ト当 りの 月平 均 稼動 時 間 は,236時 間 で 国 の 行 政 機 関 よ り低 くな って い るが,本 庁 の 電 子 計

算 主 管 課 で は321時 間 と逆 に 高 くな っ て い る。

適 用 業 務 をみ る と,3-1-23表 の とお り,給 与 計 算,税 務,統 計 等 の 大 量 デー タの 処 理 は,お お

む ね電 算 化 さ れ て お り,最 近 で は 通 信 回 線 を利 用 し た分 書 防 止 シ ス テ ム が稼 動 して お り(38団 体),

また 計 量 モ デ ル や シ ミュ レー シ ョンに よ る長 期 計 画 策 定 の 基 礎 資 料 の作 成,予 測,分 析 が行 わ れ つ
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つ あ る 。(30団 体)。

3-1-23表 電 算処 理 の状 況

(1975年4月1日 現 在)

区 分

団

体

数

総 務 ・ 企 画 関 係 商工関係 農林関係 土木・建築

関 係

民生・衛生

関 係 教

育

関
係

公

営

企

業

関

係

公

.

害

関

係

そ

の

他

人

事

給

与

財

務

会

計

税 務
各

種

統

計

予

禎11

計

画

そ

の

他

中
小
企
業
近
代
化
資
金

そ

の

他

農
業
近
代
化
資
金

森

林

計

画

造

林

補

助

金

そ

ら

他

公

営

住

宅

管

理

そ

の

他

生

活

保

護

そ

の

他

個
人

事
業
税

法
人
事
業
税

自

動

車

税

そ

の

他事業税

導入団体 44
43

⑮

40

⑨

司 鵠 44

⑮

24

⑦

44

⑳

30

⑥

19

②

8

①

31

⑪

17

⑤

43

⑯

21

⑧

41

⑳

23

⑤

40

⑰

9

①

39

⑮

24

④

19

⑨

38

⑧

11

②27

委託団体 3 3 2

21
3 1 3 一 1 一 2 2 3 2 3 2 2 一 2 1 1 一 1

2

計 47 46 42

29117
47 25 47 30 20 8 33 19 46 23 44 25 42 9 41 25 20 38 12

29

(注)○ で囲んだ数字は,当 該業務処理 を委託 している団体数 を示す ものであ り,内 書であ る。

一同上報告書一

市 区町 村 に お け る コン ピュー タの 利 用 状 況 をみ る と,導 入 団 体512団 体,委 託 団 体1,812団 体 計2,324

団体 で,全 市 区町 村3,280団 体 の70.9%が 利 用 を行 っ て お り,前 年 度 に 比べ る と,導 入 団体58団 体,

委 託 団体178団 体,計236団 体 で11.3%の 増 を 示 し,委 託 団 体 の増 加 が 目立 って い る。

人 口段 階 別 で は,特 別 区 お よ び指 定 都 市 は 全 団体 が,市 は634市 の う ち615市(97.0%),町 村 は

2,614町 村 の う ち,1,677町 村(64.1%)が 利 用 を行 い,人 口10万 人 以上 の 市 は99.4%,10万 人 未 満

の市 に つ い て も,96.2%が 利 用 を行 っ て い る。

規 模 別 で は,大 型 機15セ ッ ト(3.9%),中 型 機140セ ッ ト(36.6%),小 型機123セ ッ ト(32.1%),

超小 型 機105セ ッ ト(27.4%)と な っ て お り,中 型機 以 下 が 大 部 分 で,大 型 機 を導 入 して い るの は,

札 幌 市 等10市2区 に す ぎな い 。

買 取 り ・レ ン タル 別 に み る と,買 取 り機153セ ッ ト(39.9%),レ ン タ ル機230セ ッ ト(60.1%)で

あ る 。

処 理 方 式 別 に み る と,バ ッチ 処 理 が330セ ッ トで86.2%を 占め,リ ア ル タ イム 処 理 お よ び リモ ー ト

バ ッチ処 理 は,そ れ ぞ れ48セ ッ ト,5セ ッ トで いず れ も公 害 関 係 業 務 に使 用 され て い る。

1975年 度 の 情 報 処 理 予 算 額 は,380億 円 で,1974年 度 の 決 算 見込 額310億 円 に 比 し70億 円(22.3%)

の増 とな っ て い る 。

コ ン ピ ュー タ要 員数 は,1975年4月1日 現 在,3,777人 で前 年 に 比 し536人 の 増 加 とな っ て お り,

導 入 団 体 に つ い て み る と3,360人 で あ る 。



72第3部 コンピュー タ政策および情報産業政策

コ ン ピ ュー タの 適 用 業務 に つ い て み る と,3-1-24表 の とお り,税 関係 事 務(住 民 税,固 定 資 産

税,国 民 健 康 保 険 税 等)が 主 な もの で,次 い で 人事 給 与,水 道 料 金 計 算,国 民年 金事 務 の 順 と な っ て

い る・3 -1-2峻 願 処理の状況(1975 .4現 在)

区 分

利

用

団

体

数

総 務 ・.企 画 関 係 商

工

関

係

農

林

関

係

:聞 く・建 築1民 生・衛生

関 係 関 係 教

育

関

係

公営企業関 係 公

害

関

係

そ

の

他

㍑

泉
貰

㊨
生

覚

そ

の

他

国

民

年

金

そ

の

他

lz
人

事

給

与

財

務

会

計

住

民

言己

録

税 務 1

各

種

統

計

子
{聖

計
画

そ

の

他

水

道

料

金

住1固

民

税

芸
裏

暦
書
税

響
墓
視

隈
簾
綾
視

そ

の

他

s

の

他

特 別 区 23 23 9 11 23 一 21
一 21 13 14 3 11 4

一 一 一 1 15 18 11 一 一 2 4

町

村

共同

利用

組織

1縦 都市
市

9 9 19 3
9

(1)

9

(1)
4

8

(1)
8

8

(D
9

6

②
3 3 4

4
(2)

9
(1)

5
(1)

6

②
9

6

(1)

8
(4)

6 8
7
(1}

市 578 (ll)
408i72

(2)
|29
(3}

560

〔28}

537

(32)

375

(17)

404

(29}

499

〔24)

136

(7)

139
(3)

15
74

(1)

12

(1〕

64

(5)

6
(1)

59
(2}

34

(2)

266

([3)

181

(7)

105
(2)

376

¢カ③
76 41

84

(3)

町 村 1,351
207

(4)
11

97

(1)

L231

(6}

955

(7)
364

149

(2)

707
(3}

59 43 2 31 2
101

ω
1 10 1

205
(3)

44
57
(1)

196
(1}

15 4 19

小 計
__」_

L94b
624

個

92
(2)

229

ω

1,803

(30

L501

(40)

743

(1η

561
(321

L214
(27}

203

㈹

191

(3}

23

(2)

108

(1}

17

ω

169
(6)

11

㈹

78
(3)

40

(3}

477

(18)

234

(7)

168

(4}

580

⑳ 〔3
97 53

llO

(4)

組織数 ⑭ ◎ ⑤ ⑲ ⑩ ⑲ ㊤ ⑱ ⑰ ⑪ ⑳ ② ⑨ ② ④ 一 ③ ① ⑪ ⑱ ⑪ ◎ ⑧ ① ⑧

団体数 355
149

(4)

7

ω

123

②

334

個

285
(8)

191
(4)

51

(4)

242

(14)

52

(1)

129

(2)
5 55

3

(D
15 一 3 9

132
(10)

105

②

62
(2)

95
17
(1}

1
22

②

計 2,324
796

(19}

108

(3)

363

〔6)

2,166

(50)

L786

(48)

955
01)

612

(36)

L{7F

㈲

268

(9)

334

(5)

31

{2)

174
(1)

24
(2)

1丘

(6)

ll

(3)
81
(3)

50
(3)

624

¢8)

357

(9)

241
(6)

675

閻〔3

114

(1)
56

136
(6)

利用割合% 00.〔路4.3 4.6 15.693.解6.〔 拠.1 26,363.6 lL5 14.4 L3 7.5 1.C 7.91 O.53.5 2.2 26.9 15.4 10.4 29.C 4.9 2.4 5.S

(備 方う].O内 の数字は,導 入団体であって当該業務を単独委託処理 している団体数であリ.内{i}で ある。
2.水 道料金欄の〔〕内の数字は共Ili]処理 をしている団体数であり,外 書である。

3.fl1用割合は〔各業務の;L'M/処理実施団体数÷利}II団体総数〕である。

D情 報 処 理 関 係 予 算 の 概 況

1976年 の 国 の 情 報 処 理 関係 予 算 の 状 況 は,3-1-25表 の とお り,総 額 約1,182億 円 と な っ て お り,

前 年 度 に 比 し,19.2%の 増 とな っ て い る。

3-1-25表1976年 度情報処理関係予算の状況(単 位:千 円)

1 ユ976.年 度 子 算 額 対 前 年 度 予 算 比(%)会計区分

内 容 別
一般会計 特別会計 合 計 一 般 特別会計 計

コ ン ピ ュー タ

運 用 等 経 費
27,592,192 34,079,660

61,671,852

〈6、050,569>
110.7 124.3 117.8

}

曄 議 £ 7,398,581 6,373,211
13,771,792

〈184,800>
107.6 322.8 155.6

情 報 処 理
振 興 等 経 費

36,246,667
1

6・483・199142・729・866 117.0 93.3 112.7

119.2
…

計 71,237,440 46,936,070
118,173,510

〈6,235,369>
113.5 129.2

(注)〈 〉内は国庫 債務負担行為額で外数 であ る。
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1976年 度 予 算 の特 色 と して は,緊 縮 財 政 の 影 響 も あ っ て,全 体 に伸 び率 が 減 少 して お り(運 用 経

費,情 報 処 理 振 興 等 経 費 は ほ ぼ 平年 の 伸 び に と ど ま っ て い る),わ ず か に 情 報 シ ス テ ム の 開 発 経 費

の伸 び が55.6%を 示 して い る。

そ の 主 要 な もの は,特 別 会 計 の 経 費 で,郵 政 省 の 簡 易保 険,為 替 貯 金 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム の 開

発 に 要 す る も の で あ る。 こ れ らは,全 国 的規 模 で オ ン ラ イ ン化 を指 向 す る もの で,従 来 の バ ッチ処

理 を切 換 え て,サ ー ビ スの 向上,事 務 処 理 の 迅 速 化,合 理 化 を推 進 す る計 画 で そ れ ぞれ38億 円、22

億 円 が 計 上 さ れ て い る。

E行 政情報処理の推進施策

行政機関におけるコンピュータの利用は,こ れまでみるとおり国,政 府関係機関および地方公共

団体 とも年々発展拡大を続けてきているが,経 済情勢等行政をとりまく環境の変化に伴 い,コ ンピ

ュータの利用を一層有効に行うための施策が要請されている。

とくに,コ ンピュータが行政の様々な分野に利用 されるようにな り,必 要不可欠の道具 として認

識され,事 務処理のみならず行政の推進にとって重要な役割を荷わされてきていると同時に,そ の

要員および経費が増大 してきてお り費用対効果の点からも検討すべ き時機に到 って いる。

この様な背景の下に,行 政管理庁では,次 の事項 を重点 として,1976年 度の行政情報処理の施策

を推進することに している。

(1)情報処理に関する見直しの推進

行政の各分野におけるコンピュー タ利用の重要性の増大 とそれに伴 う要員および経費の増大に関

連 して,1975年6月27日 の衆議院決算委員会において,「 政府は,情 報処理の総合調整体制 を強化

し,行 政機関における電子計算機利用の効率化 を推進すべきである。」とい う指摘がなされ,これに

対処する観点か ら情報処理に関す る見直しを実施することに している。

このため当面の対処策 として,① 各省庁の情報処理に関する実態はあ くの拡充,② 各省庁自体によ

る情報処理の見直しの推進,③ 効果 ・効率性に関 し,各 省庁に共通する課題についての研究会の開

催,調 査研究の推進を図ることが各省庁情報処理課長会議で決定 されたので各省庁の協力の下に,

1976年5月 ～8月 に電子計算機利用に関する調査を実施 し,各 省庁のコンピュータ利用の実態はあ

くと当面および将来にわたってとりくむべき課題の選定を行っている。

現在,こ の調査結果については検討中であるが,各 省庁では今後もコンピュータの適用業務の拡

大計画があり,と くに通信回線を利用したオンライン計画の ものがい くつかみ られ,コ ンピュータ

利用の費用対効果について評価する必要があること,コ ンピュー タの導入,切 替に関するマニュア

ル(指 針)を 検討する必要があること,デ ータおよびソフ トウエアの管理 と流通促進を図ること,

要員の確保を含め管理体制 を強化すること,入 出力の効率化,稼 動管理の合理化を図ること等各種
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の共通課題があり,こ れ らに関 し研究全等を通 じて具体的な検討 を行 う予定である。

(2)データ保護に関する対策の推進

行政機関において,施 策上あるいは国民の権利を守る上での重要なデータがコンピュータ化され

るに伴い,こ れらのデータの滅失,棄 損,漏 洩,盗 用等の危険を防止す るため,管 理運営上の措置

として,1976年1月29日,事 務次管等会議申し合せ を行い,「 電子計算機処理データ保護管理準則」

を'定めた。

この準則は,① 総則,② 管理組織 ③ データ管理,④ ドキュメン ト管理,⑤ オペレーションの管

理,⑥ 電子計算機室および磁気ファイル等の保管施設の管理および保安,⑦ 委託およびデータの提

供の7章 から成 り,各 省庁が措置すべ き最小限の事項を定めたものである。

各省庁はこれに基づき,1年 以内にデータ保護の規程を整備することになってお り(一 部の省庁

では規程化がすでに行われている。),そ のための研究会をひきつづき開催中である。

行政管理庁は,そ の徹底を期するとともにこの準則の技術的分野をさらに具体化するため,デ ー

タ保護に関する技術的措置について前年度か ら調査研究 を実施 しており,民 間の事例 もとり入れて

これを推進する計画である。

(3)行政情報処理調査研究の推進

各省庁に共通,関 連する情報システムについて,政 府 としての一体性 と各省庁間の有機性 を考慮

して,長 期的展望に立った総合的な見地から計画的に調査研究 を推進するために,1970年 度から行

政管理庁に一括計上されている 「行政情報処理調査研究費」は,1976年 度で7年 目を迎えている。

この間に とり上げたテーマはのべ68テ ーマに達 し,各 省庁の情報処理の推進に寄与してきたが,

今年度は,① コンピュータ利用の効率化に資 し得 るもの,② 各省庁情報処理 システム開発の基盤 と

なる事項でかつ早期具体化の可能性があるもの,③ 従来の調査研究成果の活用を図る事項等に重点

を置き,テ ーマの選定を行い,第1次 分 として,次 のようなテーマについて経費の配分を行った。

①行政機関における漢字情報処理の調査研究(行 政管理庁)

② システムの効率評価に関す る調査研究(同 上)

③データ伝送システムの効率化に関する調査研究(同 上)

④行政機関における超小型電子計算機利用に関する調査研究(同 上)

⑤統計所在源情報 システムに関する調査研究(総 理府統計局)

⑥ 自動インデックスシステムに関する調査研究(防 衛庁)

⑦ グラフィックディスプレイ利用 システムに関する調査研究(経 済企画庁)

⑧ レコー ドマネジメン トシステムに関する調査研究(外 務省)

⑨環境データバンクに関する調査研究(環 境庁)

⑩その他
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行政情報処理調査研究の推進にあたっては,各 省庁の担当者か ら成る研究会を開催 し,当 該 省庁

のみならず関係省庁への利用 を考慮し,共 同開発型プロジェク トとして意見の調整 を行 っている。

(4)電子計算機共同利用施設の開設準備

各省庁の情報処理 を側面から支援 し,政 府全体 として効果的効率的な情報の利用を行 うため,

1973年 度か ら 「電子計算機共同利用施設」の設立について種々の検討を行ってきてお り,1976年 度

においては,電 子計算機の共同利用(未 設置省庁),各 省庁に共通す るシステム(法 令検索システ

ム,国 会会議録検索システム,資 料検索システム等)の 詳細設計を行 うとともに情報処理要員の統

一研修の具体的プログラムの検討 を行 うこととしている。
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7電 子計算機お よび情報処理の標準化

Aは じ め に

わが国における本格的な工業標準化事業は,1949年 に公布制定された工業標準化法によって始め

られ,鉱 工業品の品質の改善,生 産能率の増進その他生産の合理化,取 引の単純公正化及び使用又

は消費の合理化など多方面にめざましい成果を挙げながら,わ が国産業経済発展の基盤として今 日

まで大きな役割 を果 してきたが,こ の間に工業標準化事業をとりまく環境 も大 きく変わ り,内 には

わが国経済社会政策の 目標 も経済と国民生活の調和ある発展へ,外 には国際社会 との協調的発展へ

と移行するに伴い,工 業標準化事業もこれ らの諸要請にこたえるため,そ の果すべ き役割の重要度

は,ま すます増大 してきている。

B標 準化の意義

一般に標準化を行 うことによって得 られる効果は,あ る製品系列内はもとより,他 の製品系列 と

の間の互換1生の確保か ら,生 産面の合理化 ・能率化ひいてはメーカーの健全な競争を助長 し,技 術

の進歩を促すことにあり,ま たユーザーへの使用選択上の便宜の提供や,品 質の保証など使用上の

メリットが得られ るところにある。

このようなスケールメリットをもちながらも,電 子計算機及び情報処理における標準化の動 きを

みたとき,電 子計算機の初期の段階では技術的変遷途上にあったことと,こ の産業 自体がもつ本質

的な多様性のために,一 部の例外を除 き余 り活発ではなかった。 しか しながら,電 子計算機産業を

含め情報産業が今 日のように他の産業に比 して類例のない発展の過程 と多様化が進むにつれて,メ

ーカー及びユーザーに共に不都合な点が浮び上が り,互 いに不利益を被ることが明らかになってき

た。

更に,電 子計算機の利用技術の中か ら派生 した情報処理技術の普及と高度化 とが相 まって,各 種

・各方面での標準化の必要性がより高まってきた。すなわち,一 つの情報処理又は情報交換のため

のシステムを考えてみても,シ ステムを構成す る多数の機器の選択を容易にするためには,個 々の

機器については無論のこと機器相互間の接続条件の標準化が,ま た,技 術者の教育や流動性を確保

するためにハー ドウェア,ソ フ トウェア両面にわたる標準化が,更 には情報の交換を容易に行 うた

めに各種のデータコー ド及びデータ様式の標準化が必要 となる。

また,多 数の情報処理 システムを結ぶネットワー クの形式 を考 えた場合には,一 つの情報処理シ
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ス テム で の標 準化 の ほか に,通 信 回 線 の 利 用 方 法 を も含 め デー タ伝 送 制 御 手順 な ど広 範 な事 項 に わ

た る標 準 化 を達 成 す る こ とが 必 要 条件 とな る。

この よ うに,全 般 的 な情 報 シ ス テ ム の 発 展 の ため に は,こ れ らに つ い て の,標 準 化 を図 る と い う

こ とが 最 も基礎 的 に して不 可 欠 な要 件 で あ り,そ の促 進 の ため に も極 め て 緊 要 で あ る とい え る。

電 子 計 算機 及 び 情 報 処 理 に 関す る標 準 化 につ い て 考 え た場 合,具 体 的 に は(1)シ ス テ ム の修 正,変

更,保 守 な ど を容 易 に し,(2)シ ス テ ム の 運 営 や 管 理 と そ の評 価 を容 易 に し,技 術 の 向上 や 将 来 の 発

展 成 長 の 基礎 と な り,(3)異 な る シス テ ム 間 の情 報 交 換 を容 易 に す る,な どの 点 が 挙 げ られ る。

C標 準化の特徴 と問題点

前述のように,一 般鉱工業製品の標準化の効果と情報処理に関する標準化の効果 とは,基 本的に

はなんら相異する点はないが,そ れ自体の もつ特徴 として,次 の点が考えられる。

(1)電 子計算機本体 を始め,各 種入出力装置,各 種補助記憶装置,通 信回線を介しての端末入出

力装置,更 にはパターン情報処理装置など極めて複雑で精密な機械群 で構成 されるシステムである

こと。

② 適用業務に対するプログラミングなどソフ トウェアに関 しては,シ ステムの目的によって利

用者が自ら創造開発 しなければならず,現 在は利用方法の開発が情報処理機械の進歩発展に比べて

遅れているともいわれ,こ のように機械 と使い方の相関性が密接なものであること。

(3)需 要分野の拡大に伴い,関 連企業間の競争が激しく,ま た技術進歩の最 も著 しい分野であ り,

システムを構成する機器が1社 又は数社にわた り分業独立 して,生 産 ・開発が進められていること。

(4)通 信回線 との結合により広域的な情報交換 ・処理を行 うような一大総合体系 として,各 種の

情報交換が行われること。

以上のような特徴 ・特質をもつ情報処理関係の標準化は,従 来の鉱工業製品の場合 とは若干異な

る性格 をもっているため,そ れぞれの規格相互間になん らかの関連性 をもたせなが ら,有 機的に進

めてい く必要がある。

上記のように,ハ ー ドウェア面における標準化は,単 一部品又は機械だけでなく,機 器又はそれ

らの組合せ全体か らみて考慮する必要があり,そ の対象はかな り複雑多岐にわたるものである。

また,ソ フ トウェア面からはハー ドウェアの技術進歩 と相まって利用面での技術進歩が図られる

べ きものであり,一 定の ドキュメン トとして記録表現された上でなければならない。更に,こ れら

両者の組合せで構成 されるシステムは,利 用目的やそのレベルによって多様性があ り,そ の統一に

はかな りの努力 と研究を要するところであり,標 準化の推進にあたっては,次 の問題点が挙げられ

る。すなわち,

(1)余 りに早期な標準化を行 うことによってその分野での技術進歩を阻害す ることは避けなけれ
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ばならないが,ま た,逆 にその時期 を失す ると多種 多様な既成事実による困難さを来たすので,技

術進歩について的確なは握 を行い将来展望の下に計画的に進めなければならないこと。

② 国際的な標準化の方向を見失うことなく国内の標 準化 を進めていかなければならないが,国

際的な標準化の確立をまって国内の標準化を行 うといった受動的な姿勢であってはわが国の国益に

も反する場合 も生 じるため,積 極的に国際機構 との調整 を図 りながら進めていかなければならない

こと。

(3)標 準化 を進めるに際しては,そ の適用範囲の広さに比例 して利害関係の範囲 も広がるため,

電子計算機 メーカー,ソ フ トウェア企業及び多数 のユーザーなどの広範な関係者の協力を求めて意

見調整を行わなければならないこと。

D標 準化の現状

わが 国 に お け る情 報 処 理 に 関 して の 標 準 化 は 国 際 標 準 化機 構(ISO:InternationalOrganiza・

tionforStadardization)の 動 向 を勘 案 し,ま た 国 内事 情 か ら必 要 な 分 野 に つ い て は独 自に 標 準 化

を進 め て い る 。

以 下 に,国 際 標 準 化 活 動 及 び国 内標 準 化 活 動 の概 要 に つ い て述 べ る。

(a)国 際標 準 化 活 動

標 準 化 に つ い て の 国際 機 関 の一 つ と して,1947年 に組 織 化 され 現 在 わ が 国 も含 め て63カ 国 が 加 入

し て い るISOが あ る。

わ が 国 で も海 外諸 国 との 標 準 化 に関 す る技 術 的 交 流 の 重 要 性 を認 め,閣 議 了 解 に基 づ い て 日本 工

業 標 準 調i査会(JISC:JapaneseIndustrialStandardCommittee)が1952年 に加 入 し,1969年

か ら1974年 まで 理 事 国 の一 員 に 選 出 され 大 い に 活 躍 して きて い る。 国 際 標 準 化 活 動 へ の参 加 は,わ

が 国 の 標 準 化 に 対 す る提 案 を国 際 規 格 に 反 映 し,ま た,国 際 的 な規 格 制 定 の動 向 を的 確 に は 撮 す る

な ど して,海 外 に お け る技 術 情 報 の収 集 を行 うこ とに よ っ て,国 際 的 視 野 に た っ て 日本 工 業 規 格

(JIS:JapaneseIndustrialStandard)の 制 定 を進 め,JISの 国際 性 の 向 上 に資 す るた め に も

極 め て 重 要 な こ とで あ る。

更 に は,開 放 経 済 体 制 の進 展 に 伴 っ て 国 際標 準 化 活 動 の 重要 性 は ます ます 高 ま っ て きて お り,わ

が 国 を始 め と して加 入 各 国 は この 事 業 の もつ 重 要 性 を よ く認 識 し,そ の 活動 も年 々 活 発 に な っ て い

る。

ISO{こ は雛153の 馴 委 員会(TC:TechnicalCommittee)カ ぐあ り,こ の下 に 専 門 的事 項

を調 査 撤 す るた め 必 要 に応 じて分 科 会(SC:SubCo㎜ittee)や 作 業 類 会(WG:Working

G,。up)が 設 け られ て い る.各 会 員 団 体(M・mb・ ・B・dy)は … ず れ のTCに も 舳 に 参加 す る

こ とが で き,こ の際 の 参加 資 格 と して① 積 極 的 に 参加 して投 票 権 を行 使 で き るPメ ンバ ー(Parti一
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cipantMember),② 資 料 の提 供 を受 け,か つ,会 議 に 出 席 で き るが 投 票 権 の な いOメ ンバ ー(Ob-

serveMember)、 ③ 会 議 に 出 席 で きず,か つ,資 料 の 提 供 も受 け な いNメ ンバ ー(NonMember)

とが あ る。

国 際規 格(IS:InternationalStandard)と して 作 成 され る手 順 は,TC又 はSCが そ れ ぞれ

会 議 を主 催 し,ま ず 業 務 を調 整 す る幹 事 国(Secretariat)か ら各 会 員 団 体 か らの 資料 及 び 他 の 方 面

か らの 情 報 を基 に した提 案(DP:DraftProposa1)か ら始 ま り,こ のDPがTCの 所 定 の 審 議 を

経 た 後,会 員 団 体 に よ り承 認 を得 た もの が 国 際 規 格 案(DIS:DraftInternationalStandard)

とな り,更 に最 終 的 に会 員 団 体 の 大 多数 の 賛 成 が 得 られ た 場 合 にはISと な る。 ただ し,DISが

最 終 的 に会 員 団体 の 大 多数 の 賛 成 が得 られ な い場 合 に は,ISと せ ず 技 術 報 告(TR:Technical

Report)と して と どめ る こ とが で き る よ うに な っ て い る。

3-1--1図1SO・TC97(国 際標準化機構 ・第97技術委員会)組 織図
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用言 語

SC6

デー タ通信

SC7

コン ピュー タシ ステ ム

用 ドキュメンテー ション

イ ギ リス ドイ ツ ア メ リカ ア メ リカ ドイ ツ ア メ リカ1イ ギリス

SC15

ラベ ル と

フ ァ イ ル構 成

SC9
数値制御用
プログラミング言語

SC10

磁 気 デ ィ ス ク
パ ッ ク

SC11
コンピュー タ用

磁 気 テ ー プ

SC12
計 測用
磁 気テープ

SCI3

1/O

イン タフェイス

SCl4

デ ー タ コー ド

(注)1,図 中添記の国名は,各 グループの とりまとめを行 う幹事 国を示す。

2.SCは 分科会を示す。

3,SC4は 欠番であ る。

ISOの 中 で 電 子 計 算 機 と情 報 処 理 を担 当 して い る の はTC97で,そ の 組 織 は3-1-1図 の とお り

で,わ が 国 はTCお よ び 各SCにPメ ンバ ー と して積 極 的 に 審 議 お よ び 会 議 に 協 力 し,1975年 に は

SC1(ワ シ ン トン),SC2(西 ベ ル リ ンお よび ロ ン ドン),SC5(ワ シ ン トン),SC6(ワ シ ン トン,

パ リお よ びハ ー グ),SC7(パ リ),SC8(ベ ル リ ン),SC10(ワ シ ン トン),SC11(パ リ),SC

12(西kル リン),SC13(ベ ル リ ン)お よ びSC14(ワ シ ン トン)の 会 議 が 開 催 され,わ が 国 か ら は延

べ36名 の代 表 が 出 席 し活 発 な意 見交 換 を行 っ て きた 。

現 在 まで にTC97関 係 でISO推 薦 規 格(ISORecommendation:ISOR)又 はISと な っ て い る もの
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が59件,DISと な っ て い る もの が32件 とな っ て い る 。

(b)国 内 標 準 化 活 動

JISの 審 議 は,工 業 標 準 化 法 に基 づ いてJISCに お い て行 わ れ,JISCの 議 決 を経 た 後,

主 務 大 臣 に よ っ て制 定 公 示 され る。JISCに は これ らの 業 務 を行 うた め に,総 合 的 全般 的 な事 項

を審 議 す る標 準 会議 の下 に 各 部 門別 に 調 査 審議 す るた め の 部 会(29部 会),更 に そ れ ぞ れ の 部 会 ご

とに専 門 的 事 項 を調 査 審 議 す る ため の専 門 委 員 会 が 設 置 され て お り,情 報 処 理 関係 の規 格 を調 査 審

議 す るた め に1969年 に情 報 処 理 部 会 が 設 置 さ れ,現 在30の 専 門 委 員 会 が こ れ に 所 属 し,ハ ー ドウ ェ

ア か ら ソ ウ トウ ェ ア に至 る全 般 に つ い て の 審 議 を行 っ て い る。 そ の 組 織 体 系 は3-1-2図 の とお り

で あ る。 な お,JISCに 付 議 され る 原 案 は(社)情 報 処 理 学 会,(社)日 本 電 子 工 業 振 興 協 会 並 び に

(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会 に 作成 委 託 を行 っ て い る。

3-1-2図 情報処理に関 する標準化の手続 き(工 業標準化 事業の構成図)

(1952年 加 入)

ISO

国際標準化機構

(1953年 加 入)

IEC

国際電気標準会議

TC97

工業技術部
標 準 部

本 工 業
標 準 調 査 会

一
働地 プ ア1憐 情 電続字O情 商 磁電 戦け コ論 デ図 デ紙 紙情MOラ 情情

強灘 蓮灘 覧1鞍lll
専 ツ 専'専 処 テ テ 票 専 専 専 専 専 専・専 専 専 専 専 尊 卑 導 車 専 プ 専 専 尊 卑 専
門 シ 門 門 理ll専 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 門 専'門 門 門 門 閨
秀'ユ 委 委 専 ブ プ 門 委 委 委 委 委 委 委 萎 萎 委 委 委 委 委 委 委 門 委 委 委'委 委
員 コ 買 貝 門 記 事 委 員 員 買 員 員 貝 員 員 員 員 員 員 貝 員 員 員 委 員 員 員 員 員
会1会 会 委 緑 門 員 会 会 全 会 会 会 会 会 会 会 会 会 会 会 会 会 員 会 会 会 会 会

ド 貴 様 委 会 会
専 会 式 貞
門 専 会

委 門
員 委
会 員

会
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JISは,基 本 的 に は その 性 格 上 国 際規 格 との 整 合 性 を図 らね ば な らず,ISOと 協 調 を 図 りな

が ら国 内 の 社 会 的 又 は 経 済 的 ニ ー ズ を 踏 まえ な が ら規 格 の制 定 を行 っ て い る 。

情 報 処 理 関係 のJISは,1951年 か ら52年 に か け て 約180語 を収 め た計 数 型電 子 計 算 機 用 語 か ら

始 ま り,1967年 に 電 子 計 算機 プ ロ グ ラ ム用 言語FORTRAN及 びALGOLの13件 が制 定 され た の を

機 と して本 格 的 に 始 まっ た 。 そ の 後 情 報 交 換 用 符号,同 符 号 の紙 テ ー プ,紙 カー ド及 び磁 気 テー プ

上 での 表 現,磁 気 テ ー プ の ラベ ル と フ ァ イ ル構 成,情 報 処 理 用 語 な どか ら 日付 の 表 示(コ ー ド),

時 刻 の 表 示(コ ー ド),市 区 町 村 コー ド,都 道 府 県 コー ド,商 品分 類 コ ー ド,産 業 分 類 コー ドな ど

の デ ー タ コー ドに わ た る基 本 的 なJISが 逐 次 制 定,整 備 され て きて い る。 現 在 ま で に制 定 され た

規 格 件 数 は63件 とな って お り,そ の 内 訳 は 用 語 及 び一 般 関 係4件,文 字 セ ッ トと コー ド化8件 ,文

字 認 識 関 係4件,入 出 力 関 係(媒 体 を含 む)16件,プ ロ グ ラム 用 言 語14件,デ ー タ通 信 関 係3件,

デ ー タ コー ド関 係14件 と な っ て い る。

1974年 か ら75年 に か け て 制 定 又 は改 正 が行 わ れ た 主 なJISは,次 の とお りで あ る。

(1)情 報 交 換 用 符 号 の 機 能 キ ャ ラ ク タは,通 常 情 報 の 表 現 を 目的 と して い な い た め,表 示 さ れ る

こ とが な い が,監 視 や 診 断 な どの ため に は機 能 キ ャ ラ ク タ も表 示 で き る こ とが な に か と便 利 で あ り,

こ の ため,こ れ ら を 印字 又 は デ ィ スプ レ イ上 に 図形 表 示 す る場 合 の 略 号 表 現 及 び 記号 表現 に つ い て

規 定 した 「情 報 交 換 用 機 能 キ ャ ラ ク タの 図 形 表 現 」

(2)6枚 形 磁 気 デ ィス クパ ッ クで最 高 記 録 密 度44ビ ッ ト/mm,ト ラ ッ ク密 度4本/mmの もの の磁 気

的 互 換 性 を確 保 す る ため の磁 気 的 諸特 性 に つ い て規 定 し た 「6枚 形磁 気 デ ィ ス クパ ッ クの磁 気 的 特

性 」

③ ぼ う大 な企 業 会 計 処 理 を効 率 よ く行 うた め に"財 務 諸 表 規 則"を ベ ー ス に して 標 準 的 な勘 定

科 目 コー ドを設 定 し,企 業 内 のEDP会 計 処 理 の 一 助 とす る こ とを 目的 と し,大 分 類 コー ドの ほ か

三 つ の コー ドにつ い て4け た で規 定 した 「勘 定科 目 コー ド」

(4)通 常 の デー タ処 理 機 械 で は取 り扱 え な い"量 の 単 位 記 号"を 情 報 交 換 の場 で 効率 よ く使 用 す

るた め,JISZ8202(量 記 号 及 び単 位 記号)に 規 定 さ れ て い る もの に つ い て,情 報 交 換 用 と し

て 第一 形 式(主 と して 英 小 文 字 と数 字 な ど)と 第 二 形 式(英 大 文 字 と数 字 な ど)を 規 定 した 「情 報

交 換 用 単 位 記 号 」

(5)統 計情 報,一 般 行政 情 報,自 然 ・地 理 情 報 及 び そ の他 の 各 種 情 報 を リン ケー ジ して 利 用 す る

場 合,そ の 区 画 設 定 に 統一 性 が な く不 都 合 な点 が あ った ため,地 域 に 関 す る情 報 を表 示 す る単 位 と

しての 小 区画 を全 国 の地 域 を対 象 と し て,地 理 学 的 経 緯 度 に基 づ い た 区 画 の 作 定 法 及 び そ の コー ド

化 を規 定 した 「地 域 メ ッ シュ コー ド」

⑥ 情 報 交 換 用 符 号 に 包 含 され規 定 され て い る伝 送 制 御 機 能 キ ャ ラ ク タ を用 い て,情 報 を あ る局

か ら他 の 局 へ 転 送 す る場 合 の論 理 的 手 続 き を規 定 した 「基 本 形 伝 送 制 御 手 順 」
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(7)対 応するISO規 格の改訂に伴い,既 制定のJIS(情 報交換用符号の拡張法)と の整合性

を図 りながら情報交換用符号の適用分野の拡大に対応できるよう規定内容を改正 した 「情報交換用

符号」

また,和 文情報 を英数字及び片仮名などに変換することな く,わ が国の 日本語情報処理の健全な

育成 と円滑化 を図るために,情 報交換のための漢文符号の標準化に関する調査研究が工業技術院の

委託により(財)日本情報処理開発協会で1974年 度 を初年度とする3カ 年計画の予定でスター トした

が,当 該調査研究委員会の森口委員会長(東 京大学)を 始め とする委員の方々並びに委託先の多大

な努力により当初計画 を短縮し,各 方面での要望に応 える成果を挙げることができた。以下に当該

調査研究の概要 を記す。

1975年 度は,当 事業の2年 目に当た り本調査研究の主要課題である漢字選定に当たって,各 種漢

字表資料に現れる12,000字 強を(ク ラスタ手法 を用いて)技 術的に解析 し,各 種資料で採用件数の

多い6,350字(当 用漢字,人 名漢字,補 正漢字 を含む)を 抽出し,更 にこれを解析して第1水 準漢

字集合2,965字(主 として当用漢字,人 名漢字,補 正漢字など),第2水 準漢字集合3,385字 を選

定 した。これに通常国語表記に用いられる特殊文字(約 物 ・記号類 と呼ばれるもの)108字,数 字

10字,ロ ーマ文字52文 字,平 仮名83文 字,片 仮名86文 字,ギ リシャ文字48文 字及びロシア文字66文

字の総計453文 字を加えた総計6,803文 字に対 して慎重な審議を行い,先 に決定した符号付与の基

本方針に基づいて7単 位2バ イ ト符号(8単 位の場合は,第8ビ ッ トを"0"と する。)を付与 し,

「日本工業規格(案)情 報交換用漢字符号」 として成案を得た。

Eお わ り に

情報処理関係の標準化は,そ の対象が多種 多様であ り,更 には各方面での利害関係 も複雑にか ら

んでいるため,こ れらを統一的にしか も方向を誤らずに進めていくことは非常に困難 を伴 うもので

ある。 しか しながら,そ れ故にこそ標準化の意義が一層明確になり必要 となる訳である。また,近

年にはGATTの 場でも非関税障壁 となるような各国別での標準化でな く,全 世界共通的な標準化

を策定すべきであると改めて提唱されており,そ の動向についても十分注意 を払いながら,今 後は

各方面での協力を得なが ら体系的かつ計画に標準化事業を進めなが ら対処していかなければならな

い 。
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8経 済企画庁におけ る高度の電算機利用

多様 化 す る社 会 情 勢 の 中 で,情 報 量 は,ま す ます 膨 大 な もの とな り,い わ ゆ る高 度 情 報 化 社 会 と

な っ て い るが,こ う した環 境 の も とで は,発 生 す る諸 問 題 に 対 して,正 確 か つ迅 速 な対 応 が迫 られ

る。

同庁 の主 要 業務 と して は,o経 済 計 画 の 策 定 ○経 済 全 般 の 運 営 の 基 本 方 針 の策 定 ○経 済 政 策

の 総 合 調 整 ○ 内 外 の 経 済 動 向 の調 査,分 析 等 が あ げ られ る 。 こ れ ら を 効 果 的 に 行 う た め に は,

迅 速 で適 確 な情 報 の 入 手 と判 断 が,ま た,膨 大 な 資 料(デ ー タ)や 多様 な 分 析 手 法 が 要 求 され る
。

同庁 で は,こ れ らに 十 分 対 処 で きる 情報 処理 シ ス テ ム の確 立 に努 力 して きた 。 その 一 環 が,経 済

情 報 デ ー タバ ン クシ ス テ ム の 採 用 で あ る 。

同庁 に お け る電 算 機 利用 の 特 色 は,次 の とお りで あ る。

○ い わ ゆ るル ー チ ン ワー ク的 な 業 務 は少 な く,ほ とん ど の 業務 が 試 行 錯 誤 的 な計 算 の 繰 り返 しで

あ る こ と。

○高 度 な経 済分 析 が 多 く計 算 に 用 い るデ ー タ は,経 済 時 系 列 デ ー タが 中 心 で,各 業 務 に 共 通 に 使

わ れ る もの が 多 い た め,庁 内の す べ て の 利 用 者 が 利 用 で き る経 済 情 報 デ ー タバ ン ク を整 備 して い る

こ と。

電 算機 の 利 用 例 と して は,次 の 二 点 が あ げ られ る。

A経 済 情 報 デ ー タバ ンク シ ス テム の 利用 に よ る景 気 分 析 関連 業務

1971年12月 大 型 電 子 計 算 機(FACOM230-60)の 導 入 に伴 い ,共 通 的 に 利用 され る経 済 分 析

用 時 系 列 デー タ を収 納 す る デ ー タバ ン ク シ ス テ ム を開 発 した。

蓄 積 さ れ て い る デ ー タは,マ ク ロ的 経 済 デ ー タ で あ り,格 納 系 列 は,国 民 所 得,貿 易,物 価,機

械 受 注 等 のデ ー タが 主 で あ る。 現 在 登 録 され て い る の は,12,000系 列 余 りで あ る。

この デ ー タバ ン ク シス テ ム の 特 徴 は,デ ー タバ ン クの 利 用 が ,単 に デー タの収 集,蓄 積,検 索 に

止 ま らず,経 済 時 系 列 デ ー タの 処 理,加 工 まで要 求 され る た め,利 用 者 が 必要 な デ ー タ を検 索
,編

集 し,各 種 経 済 分 析 用 の プ ロ グ ラム を用 い て 目的 に 応 じた分 析 が で き る よ うな利 用 シス テ ム を,備

え て い る こ とで あ る。

現 在,利 用 され て い る シ ス テ ム は,次 の とお りで あ る。

(i)EDRAS(ECONOMICDATARETRIEVALANDAPPLICA-

TIONSYSTEM)

デ ー タバ ン クの デ ー タの 検 索,加 工,メ ンテ ナ ン ス,作 表,作 図 等 の 機 能 を有 し,簡 単 な指 示 を
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与 え る こ とに よ り,処 理 で きる 。

併 せ て,会 話 型 のT・EDRAS,グ ラ フ ィ ッ クデ ィ ス プ レイ使 用 のG・EDRASが 開 発 され

て お り,端 末 か ら会 話 形 式 で 試 行 錯 誤 的 に行 うこ と も可 能 で あ る。

(ii)M・EDRAS(MAINTENANCEFOREDRAS)

デ ー タバ ン クへ の 大 量 メ ン テ ナ ンス処 理 の ため の もの で,他 に 検 索,加 工,作 表 な どの処 理 も簡

単 な 指 示 を与 え る こ とに よ っ て可 能 で あ る。

ω.IRENE(INFORMATIONRETRIEVALSYSTEMINECO-

NOMICPLANNINGAGENCY)

デ ー タバ ン クの デー タの メ ン テナ ン ス,加 工,分 析,作 表,作 図等 は,取 り扱 う 回数 も多 く,複

雑 な もの とな っ て い る。 この よ う な業 務 を統 一 化 した 簡 単 な指 示 で行 う こ とが で き,定 形 業 務 の た

め の カ タ ロ グ機 能,公 表数 値 作 成 の ため の季 節調 整 法 の 利用,出 力 形 式 等 に つ い て,か な りの 考 慮

が な され て お り,多 様 な処 理 が 行 え る汎 用 シス テ ム とな って い る。

現 在,種 々 の 分 析 に 庁 内 で,最 も よ く利 用 され て お り,そ の 利 用 は,90%を こ え て い る。

(iv)FASTEL(FASTECONOMICLANGUAGE)

計 量 経 済 の 分 野 で必 要 と され る,デ ー タ の検 索,加 工,季 節 調 整,最 小 自乗 法 お よび 作 表 機 能 等

を備 え た 経 済 分 析 専 用 コ ンパ イ ラ言 語 で あ る。

利 用 者 は,フ ァ ス チル 言 語 を用 い て,経 済 モ デ ル を容 易 に プ ロ グ ラム で き,効 率 的 に処 理 で き る。

併 せ て,会 話 型 のT・FASTELも 開 発 され て お り,端 末 か ら会 話 形 式 で試 行 錯 誤 的 に 処 理 す

る こ と も可 能 で あ る。

以 上 の よ うなデ ー タバ ン ク利 用 シ ス テ ム を用 い て,デ ー タ の処 理,加 工,作 表,作 図 を行 うこ と

が で き る。

さ ら に,経 済 分 析 用 ラ イ ブ ラ リの 利 用,メ ー カー 提 供 の ア プ リケ ー シ ョンプ ロ グ ラ ム(デ ー タバ

ン クの フ ァ イル構 造 と統 一 され て お り,デ ー タバ ン クの デ ー タ を直 接 利 用 で き る)の 利用 等 に よ り,

よ り高 度 な 経 済 分 析 を行 う こ とが で き る。 注1)

現 在,T.S.S.処 理 シ ス テ ム に グラ フ ィ ッ クデ ィ ス プ レ イ を導 入 し,T.S.S.シ ス テ ム の 機 能

の 拡 大 を は か り,試 行 錯 誤 的 業 務 の 多い 当 庁 に 適 した 方 向へ 行 くと同 時 に,76年10月,新 機 種(F

ACOM230-75)へ の 更 新 が行 わ れ るが,そ れ に伴 い,,デ ー タバ ン クの 収 納 可 能 系 列 数 が,現

在 の13,600系 列 か ら,40,000系 列 へ と,大 幅 に拡 張 さ れ るな ど,よ り柔 軟 で適 確 な分 析 を可 能 に す

る 方 向 へ 移 行 して い る 。

Bモ デ ル シ ミュ レー シ ョン に よ る経 済分 析業 務

経 済 計 画 の策 定,経 済 政 策 立 案 に 際 して,計 量 モデ ル分 析 は,欠 くこ との で き な い もの とな っ て

注1)3-1-26～28表,3-1-3図 参 照
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お り,同 庁 の 経 済 分 析 業 務 の 中 で,主 要 な もの とな っ て い る。 注2)

計量 モ デ ル 分 析 は,モ デ ル 作 成 とシ ミュ レー シ ョン に よ る予 測 とい う二 つ の 業 務 に わ か れ る。 各

計 量 モ デ ル プ ロ グ ラム は,そ の 利 用 目的 に 応 じて,各 々独 立 し た プ ロ グ ラム と し て作 成 さ れ,使 用

さ れ て い る が,通 常 以 下 の よ うな 作 業 手 順 を経 て 行 わ れ る 。

(り 各 方 程 式 の推 定

連 立 方 程 式 体 系 を構 成 す る 各 々 の 方 程 式 を推 定 す る作 業 で あ る。 各 経 済 変 数 間 の 関 係 と して経 済

理 論 か ら導 か れ た 関 数 形 を あ て は め,そ の 係 数 を実 際 の デ ー タ を用 い て 推 定 す るこ とに よ り各 経

済 変数 間 の 関 係 を数 量 的 に確 定 す る作 業 で あ り,推 計 に は 最 小 自乗 法,二 段 階 最 小 自乗 法 ,制 限 情

報 最 尤 法 等 が 用 い ら れ る 。 これ らは,同 庁 経 済 分 析 ラ イ ブ ラ リや メー カ ー提 供 の 計 量 経 済 モ デ ル 分

析 シ ス テ ム に 含 まれ て い る。

(il)方 程 式 体 系 の チ ェ ッ ク

推 定 さ れ た 連 立 方 程 式 モ デ ル の 妥 当 性 を検 討 す る作 業 で あ り,作 成 され た モ デ ル が,現 実 の 経 済

構 造 を,ど の程 度 よ く反 映 して い るか を,モ デ ル シ ミュ レー シ ョン を行 うこ とに よっ て チ ェ ッ クす

る作 業 で あ る 。

㈹ 作 成 さ れ た計 量 モ デ ル の利 用

以上 の 手順 を経 て計 量 モ デ ル が 確 定 す る と,そ れ を用 い て 将 来 の予 測や 政 策 効 果 の 分 析 等 を行 い,

そ の 結 果 を経 済 計 画 等 の 企 画 ・立 案 に フ ィー ドバ ッ クす る。

ま た,計 量 モ デ ル の 他 に も,線 形 計 画 の手 法 を用 い た最 適 化 モ デ ル(タ ー ンパ イ ク)や ,シ ス テ

ム ダ イ ナ ミッ クス の 手 法 を 用 い た もの 等 も作 成,使 用 さ れ て お り,今 後 も,こ れ らの 経 済 分 析 業 務

は,質,量 と もに 一 層 増 加 す る もの と予 想 さ れ て い る。

注2)3-1-29表 参 照
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3-1-26表 デ ー タバ ンクの 項 目一 覧 表

一 般経 済 デ ー タ 物価関係データ 国民所得統計

1.財 政 1.40年 基 準卸 売 物価 指 数 1,基 本勘 定

・財政資金対民間受 払など ・基本 分 類,特 殊 分類 1.国 民総生産 と総支出勘定

2.金 融
・品 目別 指数 2,国 民所得分配勘定

・通 貨(日 本 銀行勘 定 な ど) 2.45年 基 準 卸売 物 価指 数 3.個 人勘 定

・預 金 回転率 ,金 利
・品 目別 指 数 4.一 般 政府 勘 定

・株 式 な ど ・食料 品 5.資 本 形 成勘 定

3.産 業 活動 ・非食料農林産物 6.海 外勘 定

・生 産 指数 ・繊 維 製 品 II.国 民 所 得 統計(主 要 系列)

・生産者出荷指数 ・製材 木 製 品 1.国 民 所 得 の分 配

・原材 料消 費 ,在 庫 指 数
・パ ル プ

,紙,同 製 品
・雇用者所得

・機 械 受 注 な ど ・金 属素 材 ・個 人業種所得

4.建 設
・鉄 鋼 ・個 人の財産所得

・発注者別受注額(43社) ・非 鉄 金属 ・法人企業か ら個人への移動

・工事 消化 ・金属 製 品 ・国 民所 得

・建 設受 注 な ど ・電 気 機器 ・法 人 所得 な ど

5.建 築
・輸 送 用機 器 2,国 民 総支 出

・床 面 積 ・一 般 精密 機 器 a,個 人消 費 支 出

・工事費子定額など ・化 学 製 品' 家計支出など

6,輸 送
・石 油石 炭 製 品 b,政 府 の財 貨 サ ー ビス経 常 購

・国内貨物輸送量 ・窯業 製 品 入

・国内旅客輸送量など ・雑 品 目 c.国 内総 資本 形 成

7.商 業 3.消 費者物価指数 ・総 固定資本形成

・商業販売額指数 4.輸 出 入物 価 指数 ・在 庫 品 増加 な ど

・商業販売額など III.原 系 列 デ ー タ

8.企 業 6個 の基本勘定 と4個 の主要系列

・法 人企業 統 計 表 を組み立てるため の原系列デー

・企業 倒産 タ

・売上計画 と実績など (注)こ の 原 系列52系 列 を用 い て基

9.貿 易,国 際 収 支 本勘定および主要 系列表が推

・輸出入通関実績 計 され て い る。

・対 米貿 易,貿 易 指数

・IMF国 際収 支 な ど

10.労 働,賃 金

・名目実質賃金指数

・労 働 力 な ど

11.家 計 消 費

・名目家計消費指数

12.景 気 動 向

・25系 列 に よ る景 気動 向 指 数

・企業経営者の見通 しなど
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3-1-27表 共 用 フ ァイル局 課 別 登録 系 列 数
1967年7月31日 現 在

部 門 別 総 数 情報管理 室
調 整 局
産業経済課

物 価 局
調 査 局
内国調査課.統 計 課

調 査 局
経済研究所 国民所得部

総 数 12,847 1,359 148 128 4,709 3,517 212 2,278

財 政 275 37 8 0 0 230 0 0

金 融 116 0 0 ,0 0 116 0 0

生 産 ・出 荷 ・在 庫 471 0 140 0 243 88 0 O

設 備 投 資 2,116 0 0 0 130 1,986 0 0

機 械 受 注 496 0 0 0 0 496 0 0

建 設 工 事 84 0 0 0 60 24 0 O

建 設 着 工 150 O 0 0 118 32 0 0

輸 送 20 0 0 0 10 10 0 0

流 通 45 0 0 0 0 45 0 0

企 業 406 0 0 0 262 144 0 0

貿 易 国 際 収 支 473 O 0 0 100 373 0 0

労 働 賃 金 567 0 O 0 350 217 0 0

物 価 4,662 0 0 128 3,436 142 0 956

家 計 消 費 88 0 0 0 0 88 0 0

景 気 動1句 18 0 0 0 0 18 0 0

国 民 所 得 2,860 0 0 0 0 4 212 1,322
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3-1-28表 検 索 プ ログ ラム 別利 用 状 況

種 類 別 検 索 回 数 検 索 延 系 列 数 平 均 検 索 系 列 数

総 数

EDRAS

'M ・EDRAS

IRENE

5,420

163

32

5,225

260,260

593

L517

258,150

48.0

3.6

47.4

49.4

3-1-3図 経 済 分 析 シ ステ ム体 系

(

デー タ

バンク

ll ll
大 量 デー タ

メ ンテ ナ ン ス用

汎用経済デー タ

処 理 シ ス テ ム

汎 用 経 済 統 計

処 理 シ ス テ ム

経済時系列 デー
タ分析用言語 コ
ンパ イラ

M・EDRAS EDRASl IRENE FASTEL

〈
経済分析用

デ ー ク

フ ア イ ル

＼ ノ

|

1
/＼

ライブラリ用

作 業 領 域

経済分析用

ライブラ リ

富士 通 提 供

統 計アプ リケー
ションプログラム

最小二乗法

成 長 率

季節調整プログラム

産業連関分析

モデルシ ミュレー ション

な ど

3-1-29表 経済企画庁 におけるおもな計量モデル

KEMPF/X

MULVA/X

PAS-1

TAFT

QUANTAS

な ど

モ デ ル 名 称 所 管 特 色 ・ 目 的

中期 マ ク ロ モ デ ル ー1973 計 画 局
・中 期予 測 ,政 策 シ ミュ レー シ ョン用
・中期計 画 策定 資 料

産業連関 モ デル ー1973 計 画 局
・産 業連 関 分 析 用

・中期 マ クロモ デ ル と連動 させ る こ と もあ る

短期予 測 パ イロ ッ トモデ ル 研 究 所
・短 期 予 測,政 策 シ ミュ レー シ ョン用
・マ ス タモ デル 作 成の ため の 作業 用 と して開発 された

短期予測 マ ス タモデ ル 研 究 所 ・短期 予 測,政 策 シ ミュ レー シ ョン用

}
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9国 税 庁 に おけ る コン ピュー タ利 用 の現 況

Aは じ め に

わ が 国 の 国 税 納 税 者 数 は,昭 和40年 代 に お け る経 済 の 高 度 成 長 と共 に 著 し く増 加 し,オ イル シ ョ

ッ ク後 の景 気 後 退 に よ る落 込 み が あ っ た とは い え,申 告 所 得 税 で1965年 分 を100と す る と1974年 分

は170.8で あ る。 取 引 形 態 も ます ます 複 雑 化 ま た 多様 化 して お り,税 務 行 政 の執 行 が 非 常 に む つ か

し くな って き て い る。 一方,こ れ ら の事 務 処 理 に 従 事 す る職 員 の 数 は,ほ とん ど増加 す る 見込 み が

な く,限 られ た 人 員 に 頼 ら ざ る を え な くな って い る。 した が っ て,こ の 対 策 と して,い か に して事

務 運 営 の 効率 化 を図 るか が 課 題 と な る 。

この ため,国 税 庁 に お い て は,1961年 に コ ン ピュ ー タの 活 用 に つ い て の 検 討 を始 め た 。 約5年 間

の 準 備 期 間 を経 て,1966年 に コ ン ピ ュー タが 導 入 され,事 務 機 械 化 の 第 一 歩 を踏 み 出 した の で あ る。

B現 状

税 務 行 政 面 に お いて は,所 得 税 の 申告 処 理 等 が 大 量 の デ ー タ を処 理 す る こ と とな る の で,そ の 省

力化 の た め の シス テム 設 計 が まず 第 一 に手 が け られ た 分 野 で あ る 。 こ の 結 果,1975年 度 末 で は,東

京,関 東信 越,大 阪 お よび 名 古 屋 の 各 国 税局 管 内 の 主 要 税 務 署 の 事 務 を処理 し てお り,そ の処 理 対

象 は全 国納 税 者 数 の約 半 数 を 占め る に至 って い る。

また,コ ン ピ ュ ー タの 活 用 は,こ れ らの事 務 省 力化 の た め の ほか に,コ ン ピ ュー タの特 性 を生 か

した 質 的 面 の 活 用 に つ い て も1966年 か ら研 究 を重 ね て お り,税 務 行 政 執 行 の 結 果 に よ る効=果の 解 析

お よび その 解 析 結 果 の 活 用 等 につ い て も併せ て 検 討 が 行 わ れ て き た 。

現 在,国 税 庁 で実 施 して い る シス テ ム の 主 な もの は,次 の よ うな もの で あ り,東 京 お よび 大 阪 に

そ れ ぞれ セ ン ター を1カ 所 ずつ 有 し;HITAC8500モ デ ル5セ ッ トを使 用 して,バ ッチ に よ り処

理 して い る。

(1)申 告 所 得 税 の事 務 処 理 シ ス テ ム

申告 所 得 税 事 務 の う ち,申 告 書 の 整 理 ・分 類,申 告 額 の 集 計,予 定 納 税 額 の 計 算 等 の 定 型 的 な 事

務 処 理 を行 う。 また,確 定 申告 に先 立 っ て送 付 す る申告 書 用 紙 へ の あ て 名,予 定 納 税 額 の 記 入等 も

行 う。

(2)法 人税 事 務 処 理 シ ス テ ム

法 人税 事 務 の う ち,申 告 期 限 が 到 来 した法 人 の 抽 出,申 告 額 の検 算 ・集 計 ・分 析,申 告 書 未 提 出
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法人に対する督促状,申 告に先立って送付する申告書用紙へのあて名,中 間申告額の記入等の事務

処理 を行 う。

(3)債 権管理事務処理 システム

申告所得税および法人税の債権管理事務の処理 を行う。これは,納 税者の徴収決定税額,納 付税

額 を管理 し,督 促状,滞 納処分祭事 を作成するものである。

(4)給 与計算および職員情報管理 システム

国税庁全職員(約5万 人)の 給与計算,源 泉徴収所得税の年末調整等の一連の事務処理および職

員の勤務記録等の管理事務処理 を行 う。

このほか,オ ンラインによる次のような事務処理システムを開発し試験的に実施 している。

(1)源 泉所得税オンライン ・システム

税務署における事務処理で,源 泉徴収所得税の納付管理,納 付催告状等の作成等を行 う。これら

は,税 務署に設置されたオンライン端末機により処理 される。

(2)情 報管理オンライン ・システム

種々の資料情報を管理 し,適 時に情報検索するものである。

C今 後 の 問 題

以 上 に 述 べ た よ うに,国 税 庁 で は,1966年 に コ ン ピ ュー タ を導 入 して 以 来,事 務 の 省 力 化 を 中心

と した シ ス テ ム の拡 充 が な さ れ て き た が,電 子 計 算 機 利 用 の 高 度 化 お よ び効 率 化 を よ り一 層 推 進 す

る ため,今 後 の シス テ ム 開 発 を いか に行 うべ きか につ い て,外 部 有 識者 の意 見 を も参 考 に,次 の よ

うな六 つ の シス テ ム の 構 成 に よ る新 シ ス テ ム の 検 討 が 行 わ れ て い る。

① 基 本 的事 務 作 業 を対 象 とす る シス テ ム

② 判 断 を伴 う事 務 作 業 を支 援 す る シ ス テ ム

③ オペ レー シ ョナ ル ・レベ ル に お け る意 思 決 定 を支 援 す る シ ス テ ム

④ 戦 術 レベ ル に お け る意 思 決 定 を支 援 す る シ ステ ム

⑤ 戦 略 レベ ル に お け る意 思 決 定 を支 援 す る シ ステ ム

⑥ 納 税 者 に 効 果 的 サ ー ビス を提 供 す る シ ステ ム

これ らの シ ス テ ム の うち,① ② は定 型 的 な い し は定 常 的 な事 務 処 理 で あ り・ ③ か ら⑤ まで は マ ネ

ー ジ メ ン ト機能 を支 援 す る もの で
,DBMS(DataBaseManagementSyatem)と して 構 築 さ

れ る もの であ り,ま た⑥ の シ ス テ ム に つ い て は,各 種 申告 書 作 成 の 際 の 必要 デ ー タの 提 供 等 で あ り・

今 後 開 発 して行 か ね ば な ら な い 分 野 で あ る。
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10大 学等 におけ る研究,教 育状況 と政策

Aは じ め に

近年における科学技術の進展には著 しいものがあるが,こ の急速な発展 を可能にした大きな原因

の一つに電子計算機の開発 と普及があることはいうまでもない。大学においても,工 学,理 学 を始

めとし医学,薬 学,農 学等の自然科学の分野においては もちろんのこと,経 済,経 営,心 理学等の

社会科学の分野,そ の他の分野においても電子計算機は欠かすことのできないものとなっている。

この他にも図書館や大学附属病院の業務処理,事 務局の人事,給 与,学 務関係の事務処理にも一部,

電子計算機が取 り入れられ,次 第に本格的な利用が進み始めているが,今 後の問題 としては,電 子

計算機 を単なる 「大型電子ソロバ ン」として利用するだけでな く,電 子計算機の持つす ぐれた能力

を十分に生か した 「情報処理システム」として活用 していくことが重要な課題 となるであろう。

B大 学等 にお け る電 子計 算機 利 用

1.各 大学等に設置する電子計算機について

(1)現 在までの経緯および整備方針

文部省では,国 立大学等に設置する電子計算機については,こ れまで次のような方針 で整備を進

めてきた。

(イ)研 究用電子計算機について

研究用計算機については,大 型計算機センターを共同利用することを前提 としつつ,個 々の大学

については原則として一つの計算機 を学内共同利用として設置す ることとし,そ れぞれの大学の学

部数,学 部の種類,研 究者数,過 去の計算機利用実積等の要素 を考慮 しなが ら中型機ま'たは小型機

を設置してきた。

しかしなが ら,大 学ではロケットの飛 しょう実験や人工衛星の追跡,粒 子加速器等の精密機器を

使用しての各種研究,実 験が行われてお り,機 器制御やデー タ処理のための専用計算機を設置する

必要がある場合 も少な くないので,こ のような場合には,個 々の状況を検討 して専用計算機を設置

してきた。

㈲ 教育用電子計算機について

大学における情報処理教育の重要性については,改 めてここで述べ るまでもなく,社 会的要請の

強い情報処理専門技術者および研究者の養成はもちろんのこと,情 報処理を専攻 としない学生に対

する一般的な情報処理教育 もこれからの時代には欠かせないものとなっている。現在,大 学には情
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報 処 理 を専 攻 す る学 生 の ため に 「情 報 工 学 科 」 や 大 学 院 に 「情 報 工 学 専 攻 」 等 の 課 程 が 設 け られ て

お り,専 用 の 中 型 計 算 機 を設 置 し,専 門教 育 が行 わ れ て い るが,一 般 の 学 生 に 対 す る情 報 処 理 教 育

に つ い て も,1972年 度 に 東 京 大 学 に 「教 育 用 計 算 機 セ ン ター 」が 設 け られ た の を始 め,室 蘭 工 業

大 学,九 州 工 業 大 学,1975年 度 名 古 屋 工 業 大 学 お よび 群 馬 工 業 高 等 専 門 学校 に も学 内共 同 利 用 の 情

報 処 理 教 育 セ ン ター が 設 置 さ れ,情 報 処 理 教 育 に 効 果 を あ げ て い る 。

内 そ の 他 の 電 子 計 算 機 につ い て

大 学 で は,研 究,教 育 の ほ か に,図 書 館 に お け る図 書 の 受 入 れ,貸 出 し,目 録 の 作 成,大 学 病 院

に お け る 診 療 や 検 査 あ る い は薬 剤 使 用 管 理 等 に 関 す る事 務 そ の 他,保 険 関 係 事 務 や 会計 事務,事 務

局 に お け る人 事,学 務,会 計 事 務 の 計 算 機 に よ る処 理 が 一 部 行 わ れ て お り,今 後 の 本格 的 導 入に 備

え て実 績 を積 ん で い く と と もに,ソ フ トウ ェ ア の 勉 強 や,よ りよ い 利 用 方 法 に つ い て検 討 が 進 め ら

れ て い る 。

(2)今 後 の 整 備 計 画

文 部 省 と しては,今 後 も従 来 の 方 針 に した が っ て大 学 に お け る電 子 計 算 機 の 整 備 充実 を進 め て い

く予 定 で あ るが,そ の さい,学 内 共 同 利用 の研 究 用 計 算 機 につ い て は,原 則 と して 大 型 計 算 機 セ ン

ター と通 信 回線 で接 続 され た オ ン ラ イ ン ・デ ー タ ス テー シ ョ ン とす る予 定 で あ る。

す な わ ち,こ の方 式 の 採 用 に よ り,各 大学 に 設 置す る電 子 計 算機 に 従 来 どお りの 計 算 処 理 を行 わ

せ る と と もに,大 型計 算 機 セ ン ター の リモ ー トバ ッチ処 理(ま た はTSS)ス テー シ ョン と して の

機 能 を持 たせ,大 型 計 算 機 セ ン ター の高 性 能 の ハ ー ドウ ェ ア と豊 富 な ソ フ トウ ェ ア,各 種 デ ー タ フ

ァ イル を居 な が らに して 利 用 す る こ と を可 能 に しよ う とす る もの で あ る。

な お,事 務 処 理 用 計 算 機 や 情 報 処 理 を専 攻 と しな い一 般 の 学 生 に 対 す る教 育 用計 算 機 につ い て も,

オ ン ラ イ ン デ ー タ ステ ー シ ョン とす る こ とに よ り,多 くの 利 点 を生 か す こ とが で き るの で,事 務 処

理 用 計 算 機 に つ い て は,試 験 的 に別 途,整 備 が 図 られ つ つ あ るが,今 後,こ の 点 に つ い て も,さ ら

に 検 討 が 進 め られ る こ と とな ろ う。 しか し,情 報 処 理 関係 学 科 お よ び大 学 院 の情 報 工 学 専 攻 に 設 置

す る教 育 用 計 算 機 に つ い て は,学 生 に 対 し て電 子 計 算 機 の ハ ー ド,ソ フ トの両 面 に わ た る基 本 的操

作 と高 度 な研 究 開 発 に 閉 して十 分 な 教 育 を行 う必要 が あ るの で,デ ー タス テ ー シ ョ ン とす る こ とは

不 適 当 で あ り,独 立 した専 用 機 を置 く方 針 が つ づ け られ る もの と思 わ れ る 。

2.大 型計 算 機 セ ン ター に つ い て

(1)現 在 ま での 経 緯

大 型 計 算 機 セ ン ター は,全 国 の 大 学 の 教 員 そ の 他 の 者 に 共 用 させ る施 設 と して,1966年 度 に 東 京

大 学 に 設 置 され た の を始 め と し,現 在 で は,北 海 道,東 北,名 古 屋,京 都,大 阪,九 州 の7大 学 に

設 置 され て お り,高 性 能 の ハ ー ドウ ェ ア と比 較 的 整 っ た ソ フ トウ ェ ア を備 え,研 究 者 か ら 出 され る

膨 大 な計 算 依 頼 を処 理 す る と と もに,新 しい ソ フ トウ ェ ア の 開 発 に も努 め,学 術 の 進 展 の ため に大
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き な役 割 を果 して きた 。

(2)稼 動 状 況

計 算 需 要 は年 々著 しい 増 加 を示 し,セ ン ター の処 理 能 力 を越 え た 計算 依 頼 が 出 さ れ る こ と も 多 く,

ター ン ア ラ ウ ン ドタイ ム が1～2週 間 に な る こ と もあ る。 特 に,例 年1～3月 に か け て の最 繁 忙 時

に は,24時 間運 転 を行 う場 合 も珍 し くな い。 各大 型 計 算 機 セ ン ター の稼 動 状 況(1975年 度)は3-

1-30表 の とお りで あ る 。

3-1-30表 大 型 計算 機 セ ン ター稼 動 状 況 表(1975年 度)

}大 学 機 種 主 記 憶
容 量

年 間稼動
時 間

1日当り平均

稼 動 時 間
処理件数 備 考

北 海 道 FACOM230-75 384kw 3,427 11.66 143,612

東 北

〃

NEAC2200-700

NEAC2200-700 }1・・24k・

2,992

2,989

10.06

10.06 }73,548
ノ

〃 NEAC2200-500 512kc 3,571 12.02 47,218
50,4～83MB

東 京 HITAC8800×2/8700×2 4MB 4,995 15.14 533,398

50.8～34MB

名 古 屋 FACOM230-60 224kw 3,951 13.48

}…769〃 FACOM230-35 128kw L965 7.18

京 都

〃

FACOM230-75

FACOM230-60

51旅w

256kw

3,896

2,628

13.34

9.06

、

[
263,693

〃 FACOM230-35 128kw 1,978 7.20

大 阪

〃

〃

NEAC2200-700

NEAC2200-700

NEAC2200-500

1,024kc

1,024kc

524kc

3,567

3,428

2,205

11.41

1L231

7.18

/
/134'360

[

九 州 FACOM230-60 448kw 5,702 17.12 97,463

}

(3)今 後の整備計画

文部省では,将 来計画 として情報処理に関する全国ネットワー クの形成を考えているが大型計算

機センターは,そ の中枢機関となるので,今 後も重点的な整備充実 を図る予定である。

(イ)教 育 ・事務処理への利用

これまで,大 型計算機センターは,「大学の教員,そ の他の者に研究のため共用させ る施設」とし

て設けられているため,教 育や事務処理のために利用することをしなかった。

このため,各 大学では教育や事務処理のために独立 したシステムを別に設置 し,学 生の教育や事

務処理 を行ってきた。 しかし,入 学試験事務のように大量の事務処理 を定め られた期間内に確実に

処理 しなければならないような場合には,大 学に設置されている主記憶容量が小 さい事務処理用の

小型計算機では,ハ ー ドウェアの能力が低 く,ソ フ トウェアの面か ら受ける制限も多いので,こ れ
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を利 用 す る こ とは 困 難 で あ る 。

ま た,既 設 の研 究,教 育 用 計 算 機 を一 時 的 に使 用 す る に し て も,や は り能 力 の面 や マ シ ン タイ ム

の 割 愛 等 の面 で 困 難 な こ とが 多い の で,結 局,高 い 計 算料 金 を支 払 っ て 民 間 の 計 算 サ ー ビス会 社 に

委 託 せ ざ る を得 な い場 合 が 多 くあ っ た。

そこで,文 部省では,研 究のみならず教育,事 務処理 を含めた情報処理のためのネットワークの

形成に備えるという意味も含めて,1974年,国 立学校設置法施行規則を一部改正 し 「大学の教員,

その他の者に,研 究 ・教育等のため共用させる施設」とし,教 育や事務処理にも大型計算機センタ

ーに設置 されている大型計算機を積極的に利用する方針を明確に した。

C大 学 の 学 科 の 設 置 な ど

情 報 化 社 会 の進 展 に 対 処 し,情 報 科 学 ・情 報 処 理 教 育 の 振 興 を 図 る た め,文 部 省 は,1969年6月

以 来,情 報 処 理 教 育 に 関 す る会 議(主 査 山 内二 郎 氏)を 設 け,情 報 処 理 教 育 の 振 興 方 策 に つ い て 検

討 を進 め て い た が,1972年5月 回 会 議 か ら 「情 報 処 理 教育 振 興 の 基 本 構 想 」 に つ い て最 終報 告 が 出

され た 。

文 部 省 では,こ の報 告 に 基 づ き,毎 年 度,関 係 大 学 院専 攻 課 程 の 設 置,関 係 学 科 の 増 設,研 究 施

設 の 新 設 等 各 種 の 施策 を講 じて きた 。

(1)大 学 院 専 攻 課 程 の 設 置

大 学 院 情 報 関 係 専 攻 課 程 は,1976年1月 現 在,修 士 課程15専 攻(国 立13,私 立2),入 学 定 員232

人(国 立214,私 立18),博 士 課 程7専 攻(国 立6,私 立1),入 学 定 員58人(国 立54,私 立4)で

あ るが,1976年 度 に は,国 立 大 学 に お い て,次 の専 攻 課程 を設 置 す る こ と と した。

茨 城 大 学(工)情 報工学専攻(修 士課程)

入学定員8人

神 戸 大 学(工)シ ステム工学専攻(修 士課程)

入学定員12人

東京工業大学(理工)情 報科学専攻(博 士課程)

入学定員5人

京 都 大 学(工)情 報工学専攻(博 士課程)

入学定員6人

な お,上 記 の ほ か,独 立 専 攻 課 程 の整 備 と して,名 古 屋 大 学(工)情 報 工 学 専 攻 に1基 幹 講 座 の

増 設 を行 う こ と と した。

(2)学 科 ・講座 な ど の 設 置

情 報 処 理 関 係 学 科 は,1976年1月 現 在,大 学 に お い て は,37学 科(国 立27,公 立1,私 立9),入
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学 定 員1,789人(国 立1,159,公 立60,私 立570),短 期 大 学 に つ い て は,8学 科(国 立5,私 立3),

入学 定 員305人(国 立200,私 立105),高 等 専 門 学 校 に つ い て は,2学 科(国 立 の み),入 学 定 員80人

(国 立 の み)で あ るが,1976年 度 に は,国 立 大 学 に つ い て は,次 の 学 科 の新 設 を行 う こ と と した。

宇 都 宮 大 学(工)情 報 工 学 科 入学 定 員40人

東 京 農 工 大 学(工)数 理 情 報 工 学 科 入学 定 員40人

な お,上 記 の ほ か,修 士 講 座1講 座,学 科 目1学 科 目を増 設 す る こ と と し た。

(3)教 員 の 資質 向上

情 報 処 理 教 育 体 制 の 充 実 を 図 るた め,1976年 度 も 引 き続 き,在 外 研 究 ・内 地 研 究 員 制 度 を 活 用 す

るほ か,高 等 専 門 学校 の 教 員 に対 して 情 報 処 理 教 育 講 習 会 を開 催 し担 当 教 員 の養 成 に 努 め る こ と と

して い る 。

D高 等学校におけ る施策

高等学校については,情 報処理教育に重点をお く情報処理科(商 業学科)お よび情報技術科(工

業学科)に 対 し電子計算組織 を含む実験実習施設・設備を整備するために必要 な経費の一部を補助 し

ている。なお,1975年 度まで特別設備費 として予算に計上 していた超小型電子計算組織 を整備する

経費については,情 報処理教育をできるだけ多くの高等学校における職業に関する学科において実

施できるよう電 子計算組織を 「高等学校における産業教育のための実験実習施設および設備基準」

に掲げることとして,1976年 度か ら一般設備費に組入れ,補 助することとした。

また,各 部道府県(指 定都市)に 対 し,高 等学校の生徒の実習および教員の研修の中心 となる情

報処理教育センターの設置を促進するため,こ れに必要な施設 ・設備の整備についても補助 してい

る。1975年 度 までに31カ 所が設置された。'

次に,各 部道府県の高等学校 または情報処理教育センターにおいて,情 報処理に関する教育を担

当する教員等に対 し知織 と技術を習得させ,資 質の向上 を図るため,情 報処理教育担当教員等養成

講座 を実施 している。
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11農 林省におけ る情報化政策一
農林省が現在推進 している情報化政策の内容は,体 系的にみ ると,農 林行政事務の効率化や行政

施策の高度化を目指す農林行政運営 システム,行 政対象である農林水産業生産 ・流通 ・加工システ

ム,お よび生産者 ・消費者を含む国民への情報提供サービスシステムに大別される。(76年度予算は

3-1-31表 の とおり)

A農 林行政運営 システムの開発 ・整備

情報化社会の進展に伴い,農 林省においても行政運営の近代化 を推進する必要があり,10年 租前

よリ順次行政事務の電算化が進め られて来た。農林統計における集計業務が先駆 し,次 いで食糧庁

における米穀管理,国 有林野事業における生産管理や価格予測,農 業基盤整備事業における計画 ・

設計計算 ・工事費積算:・技術管理,更 には農業生産の長期見通 し等の政策立案のための分析や本省

における給与計算事務において電算化が進み,同 時に要員の確保 と研修を進めて来た。その過程で

71年 度より電算機利用の効率化の視点から本省内に配置されていた中小型電算機を撤去し,農 林経

済局統計情報部に共同利用大型電算機 を設置し,食 糧管理および国有林野事業を除 く省内各部局庁

の業務に関する情報処理に利用されている。このように現在の電算機利用は中央集中方式によって

行われているが,シ ステム開発等の業務そのものは各担当部局庁の立場から個々に実施されている。

また本来地方部局で処理することが妥当な業務 もある。こうした視点から農林行政事務の効率化の

ためのシステム開発や既開発システムの改良は長期的ビジョンに立脚した統一方針の もとに行われ

るべ きであ り,総 合的な農林行政運営 システムの開発が望まれている。

a共 同利用電算機

1964年2月 に初めて統計情報部に電算機が導入されて以来,順 次他部局庁に も導入され69年度ま

でに8セ ットの電算機が設置されるようになった。 しか し部局庁別の導入利用方式は電算機利用の

効率化,機 会拡充等の面で問題があるばか りでなく,情 報化の進展に対応する農林行政の確立 とい

う点か らも基本的に大きな障害のあることが認識きれ,71年1月 に共同利用大型電算機が導入され

た。その後,処理需要量の増大に伴い73年 度に大型機1基 を増設し,75年 度には両機種の統一を図る

と共に性能向上のための更新 を行いこれに対処 してきた。76年度以降,更にメモ リーおよび周辺機器

の拡充を目指 し,情 報検索システムの拡大 と各部局庁や地方試験研究機関等 との間のオンライン処

理を図ることとしている。3-1-4図 は農林省共同利用電算機オンラインシステム回線構想図である。

現在,共 同利用電算機は農林経済局統計情報部に設置され,運 営規程等により運営に関する企画
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3`-1-31表76年 度情 報処 理 関係 予 算 の概 要

(単 位:ヰ ・円)

事 業 予 算 額

行
政
事
務
に
関
す
る

情
報
処
理

共同利用電子計算機による事務処理 483,452

生鮮 食料品流通情報サービス 241,431

・蹴 報デー・通信システ・(蔑 紘顕 露 年11月よ嚇 する新シり 618,179

食糧管理業務 233,954

国有林野事業 153,332

そ の 他 934,692

計 2,665,040

行
政
事
務
に
関
す
る
シ
ス
テ
ム
開
発

農林事業予算執行管理 システム 23,764

統計 デ ー タ蓄積,検 索 シス テム 34,986

農業基盤整備事業実施 のシステム 98,850

一

新品種保護対策のための品種検索 システム
'

6,986

乳用牛群改良推進 66,193

試験研究課題機械検索 システム 11,075

林野経営近代化 25,074

そ の 他 33,606

計 300,534

農
林
水
産
業 惰

気 テ
す ス
る テ

ム

関
係
補
助
事
業

農業共済事務機械化 933,150

農事情報システム施設普及推進 6,171

うん しゅうみかん生産出荷安定対策事業 18,912

大規模果樹生産流通基地整備事業 79,901

森林計画樹立 139,992

そ の 他 25,942

計 1,004,008

合 計 3,969,642

※76年 度 は,農 業 セ ンサ ス は実 施 され て い な い。
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調 整が行われ,ま た保守管理および稼動(マ ルチプログラミング処理)は 統計情報部が一元的に実

施しているが,プ ログラム,デ ータなどの電算処理に必要 な諸材料は利用部局庁が作成することと

なっている。また効率的な業務運営 を図るための具体的な事項について協議するため,省 内各利用

部局庁をメンバーとする共同利用電算機運営協議会および利用技術研究会が設けられている。

主要 な適用業務は3-1-32表 のとお りであ り,処 理実績は75年 度ではジョブ数51 ,250件,ロ ギン

グ総時間5・630時間 となってお り,利 用の内訳等の詳細は3-1-5図 のとお りである。

b.食 糧管理事務

食糧管理機械化システムは64年9月 に設置 した電算機(69年,74年 にレベルアップ)と,51年10

月に本庁 と全国の食糧事務所との間に結ばれた専用回線(65年10月 にテレタイプ網 として完成)と

により構成され,検 査 ・買入 ・保管 ・輸送 ・売却等の情報 をもとに,在 庫管理,各 種経理諸表の作

成,輸 送費の計算等を行っている。食糧事務所の事務機械化は66年8月 に導入したシステムマシン

(作表計算機)に 続き73年10月 大消費地の食糧事務所に ミニコンを導入 してシステム開発中である。

また東京食糧事務所では食糧事務所全体の業務処理の能率化,将 来の組織のあり方 を研究し,米 の

在庫管理の機械処理のために電算機を導入している。76年8月 現在の電算機配置は本庁 と東京食糧

事務所に各1台,地 方食糧事務所に15台 の ミニコンが導入されている。

c.行 政運営 システムの開発

(1)農 林関係事業予算執行管理 システム

このシステムは,会 計事務の機械化を通じて事務処理 を近代化するとともに,予 算および事業の

執行 に関する情報を的確に把握することにより行政運営の効率化 を図る ことを目的 としたシステム

であ り,76年 度 より5ヶ 年計画で開発に着手した。 もちろん電算機を利用 した官庁会計事務処理シ

ステムは現在大蔵省が中心となって開発中であ り,農 林省 としてはこの会計 システムの利用を前提

としつつ,農林予算の特性即 ち農林予算の約1/2が 補助事業であることにかんがみ,補助事業を中

心 とした会計事務処理 システムの検討および末端の補助事業者段階を含めた事業執行情報の収集シ

ステム(農 林関係事業予算執行処理システム)の 開発に重点を置いて検討を行っている。他方,こ

のシステムによって収集 される各種行政活動情報やその他の農林関連データ等を利用 し,財 政資金

の効率的配分の観点から主要経費毎の経費支出による政策効果の調査 を行い政策立案および政策 目

標達成のための最適な予算等の順位および組合せについて手がか りになるシステム(農 林予算管理

情報システム)が 必要であり,農 林関係事業予算執行管理 システムはこれら2つ のシステムか ら構

・成されている。

② 統計データの蓄積検索および分析システム

多様に して緊急な統計情報提供の要請に対応するため,マ イクロフィルムや磁気ディスク等の記

憶媒体に統計データを豊富に蓄積 しておき,要 求された統計情報 を即時検索 し利用目的に適合 した



3-1-32表 主な電算処理適用業務

処理形態
バ ッ チ 処 理 オ ン ラ イ ン 処 理

利用部局等

大 臣 官 房 給与計算,経 済分析 ・予測,計 量経済モデル等の計測 統計情報検索

農 林 経 済 局 農林水産 貿易統計,農 畜産物共済事業集計,医 療品調査集計,園 芸施 設共済分析

統 計 情 ・報 部 農林水産 統計集計,統 計分析,シ ステム開発,統 計デー タの蓄積検索
統計情報検索

構 造 改 善 局 設計計算,標 準設計,農 政資料分析,農 村基盤 整備技術調査,.農 用地建設業務統計 統計情報検索

農 蚕 園 芸 局 農薬生産出荷統計,地 域農業生産対策,地 力実態調査集計 統計情報検索,農 薬情報検 索

畜 産 局 鶏育種改良計算
統計情報検索

食 品 流 通 局 卸売市場財務分析

農 林 水 産 技 術 会 議 試験研究デー タ解析,農 業文献検索用語作成 試験研究デー タ解析

食 糧 庁
統計情報検索

林 野 庁 林業構造改善事業集計 木材需給 モデル計測,森 林組合統計,森 林病害 虫等集計

水 産 庁 漁船保険,水 産資源調査集計,海 域別漁獲規制,漁 港構造物 設計

5
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u

v
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1)77年 度 計 画
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形態に加工分析 して速やかに提供できるシステムの整備が求められている。このためパ ッチ処理 シ

ステムと端末機か ら会話形式により即時検索を行 うオンラインシステムを開発中である。

(3)農 業基盤整備事業シろテム

農業基盤整備事業量の増大 と農林行政の多様化の傾向に対処 して電算機 を効率的に利用し事業の

合理的,能 率的な実施を推進す るためのシステム開発が必要 とされ,70年 度以降その開発に着手 し

ている。具体的には71年 に各地方農政局に施工調査事務所が設置され,設 計 ・積算の合理化を進め

て来た。今後,こ れまでに開発された構造物標準設計の汎用化システム,既 に実施 されている工事

費積算の電算化システム等 を一元化 した自動設計積算 システムの開発を行 うこととしている。この

他,事 業計画,審 査業務,予 算編成および農業土木技術者の工事費感覚育成のための工事費概算 シ

ステムや,技 術文献 ・工事記録をマイクロフィルム化し更にキーワー ドによる検索を行 う技術情報

システムを開発中である。

(4)試 験研究情報 システム

試験研究をより効率的に推進 し,そ の成果を有効適切に利用するためには,試 験研究の実施状況

を常に把握するとともに研究者等の利用者に対し,そ の資料 を需要に応 じた内容でしかも迅速に提

供する体制 を整備する必要がある。このため,国 公立試験研究機関の課題 を情報源 とする試験研究

課題機械検索システム,農 学文献の情報処理のための検索用語作成,ア グリス(FAOが 行 う農学

および農業技術に関する国際情報システム)の 分担協力を行っている。また,多 くの農林関係試験

研究機関が筑波研究学園都市に移転することが予定 されてお り,筑 波農林研究センターにも高性能

超大型電算機の設置が予定されている。

B情 報提供サー ビス

生鮮食料品の計画的な生産の確保 と流通の合理化および価格安定に資す るため67年 度以降 「生鮮

食糧品流通情報サービス」 を開始 し,集 出荷の調整と地方市場への入荷安定化等を通 じての生鮮食

料品の極端な暴騰,暴 落の回避など物価対策に役立てて来た。近年に至 り利用者(生 産者,集 出荷

団体,流 通業者,消 費者,行 政機関,報 道機関など)か ら,情 報伝達の迅速化,情 報選択の融通性,

情報内容の充実等の多くの改善要望に応えるため,新 システムによるサービスを行 うこととした。

その概要は3-1-6図 のとお りであ り,センター(電 電公社大森山王局)に 中型電算機2系 統 を,また入

力電文の中継局(全 国主要都市14カ 所の電電公社内)に は小型電算機1系 統を配置 し,地 方農政局

(7カ 所),統 計情報事務所,同 出張所,市 場駐在室に395台 の端末機(切 替型宅内機又はテレック

ス)を 設置 しオンラインでセンターと結ぶものである。このデータ通信システムの導入により情報

伝達の迅速化ばか りでなく,現 行の限定的(中 継局を範囲とする)に 提供せ ざるを得なかった情報

が全国を範囲として交流す ることが出来るため,き め細かなサービスが可能 となるほか,農 林省組
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織 以 外 の 民 間 の 流 通 関 係 企 業 お よ び生 産 者 団 体 な ど の 利 用 者 に 直 接 オ ン ライ ン で受 信 可 能 とな った 。

なお 本 シス テム で取 扱 う情 報 は3-1-33表 の とお りで あ る。

C農 林水産業 におけ る情報化の推進

農林水産業の分野において も生産,流 通,経 営の効率化や農協等の関係団体における情報処理の

高度化のために電算機 を活用 しようとする機運が急速に高まってお り,こ のような期待に応えるた

め農林省においても次に掲げる事業等につき積極的に補助を行っている。

a農 業共済事業事務機械化事業

農業災害補償法に基づ く農業共済事業の実施に当た り,新 種共済の制度化(果 樹,畑 作および園

芸施設)お よび農業共済連合会や組合等の補助職員の定員削減等のための事業の効率的な運営が要

請されてお り事務処理の機械化 を行う。

b農 業管理センター

広域営農団地育成対策の一環 として,農 業管理センターで電算機導入等により広域営農団地にお

ける基幹 となる作目について,作 付計画,集 出荷計画等の樹立および調整,市 場情報の収集および

伝達等,生 産か ら流通 までの過程 を総合的かつ一体的に管理制御す ることを目的 としている。

c農 事情報施設普及推進事業

農業生産,農 村生活の改善向上 を図るため有線テレビ等の農事情報施設の導入,管 理運営に関 し

必要な普及推進,調 査研究を行 う。

3-1-6図 生 鮮食 料 品流通 情報 サ ー ビスシ ステ ム概 念 図
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3-1-33表 生鮮食料品流通情報サー ビス対象情報一覧表

種 類 内 容

市 況 情 報
主要市場におけ る野菜や果実等の青果物お よび食肉,食 鳥,鶏 卵等の畜産物に関す る日々

の入荷量,取 引状況,気 配価格,市 況概況等のデー タを取扱 う情報 である。

産 地 情 報
青果物の作付面積,作 柄,子 想収穫量,出 荷予想量および畜産物 の飼養頭数,取 引頭数

等のデー タを取扱 う情報である。

その他の流通情報 輸入情報や 家畜衛生情報等のデー タを取扱 う情報 である。

※ その他にこのシステムに より農林省内に必要 な収穫量に関す る統計情報や 各部局庁 間の業務連絡 をも扱 うこと

になっている。
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12運 輸省 におけ る情報化政策

運輸省では,1971年 に情報管理部 を発足させ,内 外の情報化の進展の動向に対処 して運輸行政事

務に関する電子計算機の高度利用体制の確立 を図るとともに,国 際貨物輸送1青報システム等のナシ

ョナル ・プロジェクト及び中小企業 を対象とした標準 システムの開発等運輸業界における情報処理

の振興のための各種施策 を強力に推進 している。以下,運 輸の情報化の現状及び運輸省における情

報化の施策を述べる。

A運 輸行政における情報化の現状

運輸行政における情報 システムは,1958年 に気象庁が行政機関で初めてコンピュータを導入して

予報業務の処理 を開始 して以来,車 検登録業務等運輸行政の各分野において整備 されつつあり,行

政事務の効率化,迅 速化,正 確化に大いに貢献 している。 しか しながら,交 通量の増大,交 通機関

の高速化,大 型化その他の技術革新,国 民の行政需要の 多様化,高 度化等に対処 して航空交通管制,

気象情報等陸海空における行政事務を迅速,的 確に処理す るため今後とも一層の情報システムの整

備促進 を図ることが望 まれている。運輸行政における主要 な情報システムの現状は,以 下の とお り

である。

a運 輸行政情報 システム

1969年3月 に大臣官房統計調査部(現 在の情報管理部)に 行政事務改善計画の一環 としてコンピ

ュータが導入され,以 来運輸行政の高度化が推進 されているが,1974年1月 からは,従 来のバ ッチ

処理に加えて,新 たにTSS(TimeSharingSystem)が 導入され,省 内の各局において もTS

S端 末装置により,中 央のコンピュータを利用できるようになっている。このTSS装 置は,現 在

9台 設置 されている。

また,運 輸関係の時系列データを蓄積 し,利 用者の必要に応 じてデー タの検索,加 工等を行うデ

ータセンターの整備 を進めてお り,旅 客輸送,貨 物輸送に関する諸データが輸送機関別,陸 運局別,

六大都市別等に分類収録されているほか保有車両数等の輸送施設データ,国 民所得デー タ,社 会 資

本ス トックデー タ,労 働関係データが収録 されてお り,収録されているデータはあわせて約3,000系

列 となっている。

現在のコンピュータ利用例は,次 のとおりである。

(イ)集 計(外 航輸送統計,内 航船舶輸送統計等)

(ロ)技 術計算(航 空路計算,航 路標識の設計計算等)
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(ハ)経 営 分 析(外 航 海 運 経 営 分 析,私 鉄 経営 分析 等)

(二)解 析 予 測(産 業 連 関 分 析,自 家 輸 送 分析 等)

(ホ)情 報 検 索(人 事 情 報 処 理 シス テ ム,港 湾 計 画 デ ー タバ ン ク等)

こ れ らに 使 用 され て い る プ ロ グ ラム は,現 在250に 及 び,行 政 事 務 改善 に 大 き な 成果 を あ げて い

る。

b自 動 車 検査 登 録 シ ス テ ム

陸運 事 務 所 に お け る 自動 車検 査 登 録 事 務 の 迅 速 化,合 理化,申 請 者 に対 して い か な る陸 運 事 務 所

で も証 明書 の 発 行 が行 え る よ うに な る 等 あ 行 政 サ ー ビス の 向 上,車 両 照会,統 計 作 成 等 の 迅 速 化 を

目的 と して,各 陸 運 事 務 所 と中 央 セ ン ター を オ ン ラ イ ン で結 ん だ本 シス テ ム は,1970年 か ら稼 動 を

開 始 し,1976年12月 に は 沖 縄 県 陸 運 事 務 所 宮 古 ・八 重 山 支 所 に お け る自動 車 登 録 原 簿か ら 自動 車 登

録 フ ァ イ ル へ の 移 替 を完 了 して,全 国 完 全 電 算 化 が 完 了 す る,1975年 度 末 に お け る端 末 数 はマ ー ク

シー トリー ダ108台,プ リン ター328台 で 全 国70カ 所 の 陸 運 事務 所 ・支 所 に 設 置 され てお り,登 録

車 両 数 は2302万 台 とな っ て い る。 自動 車 保 有 台数 の 著 し い伸 び に 対処 す る ため1978年 に は,シ ス テ

ム の レベ ル ア ップ が 必 要 に な る と考 え られ て い る。

c気 象 資 料 自動 編 集 中 継 シス テ ム(AutomaticDataEditingandSwitchingSystem)

世 界 各 地,日 本 全 国の 気 象 官署 等 か ら送 信 され て くる 気 象情 報 の 収 集,編 集,天 気 図 の 作成 解 析

等 を 行 い,気 象 情 報 を各 地 へ 向 け て 送 信,中 継 す る コ ン ピュ ー タ シ ステ ム で あ る。1963年 に 気 象 庁

が 導 入 し た シス テム で あ るが,わ が 国行 政 機 関 で最 初 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム で あ る。

d地 域 気 象 観 測 シ ス テ ム(AutomatedMeteorologicalDataAcquisitionSystem)

集 中豪 雨 等 の 局 地 的 異 常 気 象 を把 握 す る ため 常 時 監 視 が で き観 測 デー タ を随 時 速 報 で き る よ う観

測 点 と中 央 セ ン ター を オ ン ラ イ ン で結 ん だ シ ス テ ム で あ る。1972年 か ら一 部 試 行 を開 始 し,1976年

度 末 まで に は,1164の 観 測 点(雨 のみ765,雨 ・風 ・気 温 ・日 照399)が 整 備 さ れ る。

な お,AMeDASを 含 む 各種 シ ステ ム をサ ブ シ ス テ ム とす る総 合 的 な 国 内 気 象 監視 シ ス テ ム

(NationalWeatherWatchSystem)の 構 想 が あ る。

e航 空 管 制 情 報 処 理 シ ス テム

管 制 官 の 負 担 を軽 減 し,管 制 処 理 能 力 を 向上 さ せ る ため に導 入 され て い る航 空 管 制 情 報 処 理 シ ス

テ ム は,航 空 路 管 制 情 報 処 理 シ ステ ム と ター ミナ ル 管 制 情 報 処 理 シ ス テ ム とか ら な り,航 空 路 管 制

情 報 処 理 シ ス テ ム は さ らに,飛 行 計 画 及 び そ の 変 更 を リア ル タ イム で処 理 す る飛 行 計 画 情 報 処 理 シ

ス テ ム(FDP)と 各 地 の レー ダー サ イ トか らの レー ダ ー 情 報 に 基 づ い て 各 管 制 卓 の 表 示 装 置 上 に

航 空 機 映 像 シ ン ボ ル,便 名,飛 行 情 報 を表 示 す る レー ダ情 報 処 理 シ ス テ ム(RDP)の サ ブ シ ス テ ム

か ら構 成 され る。FDPに つ い て は1976年 度 中 に 東 京,那 覇,福 岡 管制 部 に つ き本 稼 動 を開 始 す る

予 定 で あ り,1977年 度 に は札 幌管 制 部 に つ い て も本稼 動 を開 始 す る予 定 で あ る 。RDPに つ い て は,
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1976年 度 に 東 京,那 覇,福 岡,札 幌 管 制 部 へ の 設 置 工 事 が 行 わ れ,東 京,那 覇,福 岡に お い て は

1977年 度 か ら本 稼 動 す る予 定 で あ る。 ター ミナ ル 管 制 情 報 処 理 シ ス テ ムは,空 港 周 辺 に お け る航 空

機 の レー ダ情 報 を電 子 計 算 機 に よ り処 理 し,管 制 卓 の レー ダ表 示 装 置 上 に 管制 に 必 要 な飛 行情 報 を

表 示 させ る シ ス テ ムで あ り,1973,1974年 度 の2か 年 計 画 に よ り,東 京 及び大 阪 両 国 際 空港 に 設 置

され た 。

B公 共的な運輸1青報 システムの開発

運輸省では,国 家的な見地からとくに開発を促進する必要のある情報システム,中 小企業者の共

同利用システム等の公共性の強い情報 システムの開発を推進 しているが,現 在までに開発済みまた

は開発中の情報システムの主なものは次の通 りである。

a国 際貨物輸送情報 システム

運輸省では,昭 和48年 度以降,流 通ネックの打開,流 通経費の節減,輸 送サービスの向上,国 際

貿易の発展 を図る目的で国際{量物輸送情報 システムの開発を推進 している。

本システムは,輸 送態様の面か らは航空と海上の2つ のサブシステムからなり,機 能的にはAW

B(航 空貨物運送状),B/L(船 荷証券)等 に記載されるデータを国内における貿易輸送手続のため

に自動処理す る 「国内情報処理システム」 とここで処理された貿易関係輸送デー タを通信回線等を

介して国際間で伝送する 「国際デー タ伝送システム」からなるものである。

運輸省では,緊 急性,シ ステム開発の容易性等 を勘案 して,航 空貨物を対象としたシステムの開

発に1973年 度から着手している。 このシステム開発のための民間側組織として航空会社,航 空貨物

代理店,上 屋業者等からなる 「国際航空貨物輸送情報システム開発協議会(JACIS)」 が1973年

に設立されている。

197.5年度には,輸 入システム構想の策定を行 うとともに,輸 出システムに係る リクワイアメン ト

調査及び国際データ伝送 システムに係 る現状調査 を行った。1976年 度には,輸 出システムのデー タ

量調査及びシステム構想の策定を行うとともに,国 際デー タ伝送システムに係るテス ト構想の検討

を行 うこととしている。

b陸 上貨物輸送情報 システム
　

今後 とも増大する物流を円滑に処理するために,物 流を全体として適切に管理する情報システム

が必要 とされている。

このため,ト ラック輸送における共同集配送,帰 り荷あっ旋などを中心とした,全 国的な トラッ

ク輸送の情報ネッ トワークを形成 し,合 理的な輸送体系を確立することを目的として,陸 上貨物輸

送情報システムの調査研究を推進 している。

cそ の他

●
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トラック事業者,倉 庫業者等は大半が中小企業者であり,こ れら事業者にとって最近の社会情勢

の激変に対応するためは,企 業体質の改善等多くの問題を解決する必要があるが,そ のための施策

の一環 として,中 小企業者が共同でコンピュータを利用する 「トラック共同計算システム」及び「倉

庫業情報処理システム」の開発を行った。

C運 輸業 界における情報化

ノ

運輸業界は輸送量の増大に対応 して各種輸送施設等の整備を行 ってきたが,近 年,快 適性,便 利

性,安 全性,迅 速性等の輸送需要の質的高度化,多 様化に応ずる体制が強 く要請 されている。

一方 ,運 輸事業は労働集約的産業であることによる人件 費の増加,騒 音 ・振動等の環境問題に対

す る配慮等の企業経営の圧迫要因をかかえつつ,適 切な輸送サービスを提供 してい く必要があるが,

そのためには輸送設備の拡充,輸 送技術の革新等を進めるとともに,輸 送サービス,施 設管理,安

全の確保,経 営管理等の面に情報システムを導入することにより,経 営の合理化 ・近代化を推進す

る必要がある。

運輸業界におけるコンピュータ導入状況は,3-1-34表 のとおりであり,一般事務管理,営 業 ・販

売管理,施 設 ・資材管理,運 航 ・安全管理等の業務処理に用いられている。このうち運輸業界に特

徴的なのは,運 航 ・安全及び営業 ・販売に関するものである。各業種別に特色のあるシステムをみ

てみると3-1-35表 のとお りである。

D国 際協力の推進

貿易手続には,船 会社,港 運業者等の輸送業者 をはじめ として,商 社,銀 行,保 険等の多種多様

な事業者が関与 し,そ の事務経費は貿易額の10%に も達するといわれている。現在,国 連の欧州経

済委員会(ECE)を 中心に,貿 易手続の簡易化の作業が世界的な規模 で進められてお り,同 委員

会は貿易書式の標準化,貿 易関係 コー ドの統一 をはじめとして貿易手続処理の自動化の検討を行っ

ている。

わが国でもこのような国際的な動 きに対応 して49年 に(財)日 本貿易関係手続簡易化協会(JAS

TPRO)が 設立され,各 国の専門機関であるSITPRO(イ ギリス),NCITD(ア メリカ),

COSTPR(カ ナダ)等 と連絡をとりつつ,わ が国における標準書式の制定,貿 易関係 コー ドの

統一等の事業を進めている。

Eそ の 他

運輸行政部門および運輸関係事業における情報処理を推進し,あ わせて関係者の情報処理に関す

る知識の向上等を図るため,関 係者が相互に連絡し,か つ情報化の促進に関連する諸問題について
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協 議 す る こ と を 目的 と した 「運 輸 情報 シ ス テ ム連 絡 懇 談 会 」 を毎 月1回 開 催 して い る。

経 済 社 会 の 情 報 化 の進 展,あ らゆ る分 野 に お け る情 報 量 の 急 速 な増 大 と情 報 処 理 技 術 の 高度 化 に

伴 い,国 民 生 活 に お け る健 全 な 情 報 化 を推 進 す る ため,関 係 各 省 お よ び関 係 団体 が 中心 とな っ て,

昭 和47年 か ら毎 月10月1日 か ら7日 ま で 「情 報 化 週 間 」 を実施 して い る。

運 輸 省 では,先 進 的 な 技 術 開 発 等 に 対 して 試験 研 究 補 助 金 を交 付 して い るが,情 報 処 理 の 振 興 に

関 す る もの と して は,1976年 度 に は,新 型券 売機 の 研 究 に 対 して補 助 金 が交 付 され る 。

3-1-34表 運輸省所管事業業種別 コンピュータ導 入状況

言 ＼<竺 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975

鉄 道 75台 110台 112台 127台 168台 179台 170台

(う ち 国 鉄) (50) (73) (76) (80) (99) (104) (93)

自 動 車 運 送 39 59 70 95 122 136 151

海 運 22 27 36 36 41 52 56

港 湾 運 送 4 7 7 15 23 23 26

倉 庫 18 31 34 48 62 73 84

航 空 18 22 33 33 35 45 45

観 光 9 10 12 24 40 43 57

造 船 45 48 59 84 101 107 128

車 両 製 造 6 4 5 10 10 10 20

自 動 車 販 売 46 64 78 105 137 146 154

計 282 382 446 577 739 814 891

対 前 年 比
一 +35% +17% +29% +28% +10% 十9%

※電子計算機ユーザー調査年報

※客年12月 現在
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3-1-35表 運輸省所管事業業種別 システム開発導入状 況

業 種 シ ス テ ム 名 シ ス テ ム 概 要 導 入 状 況

鉄 道 座席予約 システム 中央に列車運行表,座 席台帳等 をファイル しておき,各 国鉄(MARS)

窓口か らの入力に応 じて座席指定券を発売する。 近畿 日本鉄道

旅客扱 システム 自動定期券発行機か らのオンライン情報,自 動券売機に 東京急行
よって作 成され る紙テープ情報に基づ いて会計処理 売 京浜急行
上げ統計等の作成を行 う。 京王帝都

等

コンテ ナ情 報 シス 各コンテナ基地に端末 を配置 し,コ ンテナ輸送に関する 国鉄(EPOCS)

テ ム 情報 を発着基地及び荷主に提供する。

地域間急行貨物 取扱駅に端 末を配置 し,貨 車連結予約業務の処理 を行 う 国鉄(FOCS)

情報 システム とともに,貨 車到着予 報等の情報提供 を行 う。

運転管 理システム 列車の運転状 況を中央で把握 し,信 号,ポ イン ト等の 自 国鉄(COMTR

動制御を行 う。 AC)

京王帝都 等

自動車運送 タク シ ー配 車 シス 料 金 メー タ と連 動 した 無 線 通 信 に よ り各 タ ク シーの 所 在, 日本 タ クシー

テ ム 空車 ・実車の別 を把握 し,客 の注文に応 じて配車指示 を 名古屋近鉄 タクシ

行うか,平 均待時間 を通知する。
一

トラッ ク輸送管理 各常業所 をオンラインで結び,送 り状情報を基礎 として 日本通運

シス テ ム 運賃計算,会 計処理,運 賃 ・貨物の所在等に関する照会 ヤマ ト運輸

解 答,配 車計 画等 を行 う。 トナ ミ運輸

等

海 運 総合輸送管理 シス 入出港地,予 定時間等 の船舶動 静情報,貨 物 の集荷,積 大手海運会社
テ ム 込管理,コ ンテナ管理等の情報 をもとに船会社業務の総合

的 な処 理 をオ ンラ イン で行 って い る。

港 湾 運 送 検定情報システム 輸出入 貨物の検量情報 を迅速,正 確 に船社、荷主一 旬貨 日本海事検定協会

業者等に提供することを目的 としたシステムで,船 積検
量 シス テ ム,入 庫検 定,在 庫 管理 シ ス テム,一 貫 検 定 シ

ステ ム,輸 入検 量 シ ステ ムの4つ のサ ブ シ ステ ムか ら構

成 され て い る。

観 光 宿泊予約 システム 旅行あっ旋業者が,ホ テル ・旅館の客室予 約 を取扱 うオ 日本交 通公社 近

ン ライ ンシ ス テム。 畿 日本 ツー リス ト

ホテル管理 システ 客室予約 管理,宿 泊客の食事 ・電話等の会計情報処理 を 等1ホ テ ル

ム リアル タイム で 行 う。

等

自動車整備 自動車 整備業 シス 整備 車 両 フ ァイ ル を も とに,見 積 書 作成,諸 伝 票 作成,

テム 車検 日の期 日管理等の整備管理計画作成、営業 ・販売諸

統計作成会計 処理等の業務 を行 う。

倉 庫 倉庫業情報処理 シ 貨物 の入 ・出庫管理,関 連伝票の作成,貨 物の受注管理, 住友倉庫
ス テム

、

料 金計 算 等 をオ ン ライ ン処 理 に よ っ て行 っ。 三菱倉庫
等

航 空 座 席子細 システム 航空機 の座席予約,解 約 等 をオンライン処理 によって行 日本航空(JAL

い,旅 客 リス トの作成 を行 う。同時に搭乗管理業務 も処 COMI,II)

現 す る。 全 日空

貨物運送管理 シス 貨物の荷役作業管理,収 入 ・会計管理,各 種書類の作成 日本航空

テ ム 及び貨物 に関す る照会処理業務 を行 う。

運 航管理 システム 搭載量,気 象条件,航 空管制等に基づ いて,飛 行経路、 日本航空

高度,搭 載燃料等の計算 を行 うとともに,空 港施設の状 全 日空

況,空 域制限等につ き情報検 索を行 うこ とが できる。乗

員 につ いて は,経 歴等 の フ ァ イル を も とに研 修 スケ ジュ
一 ル,運 航 スケ ジュ ー ル等 を策 定 す る。
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13デ ー タ通 信 回線利 用 の現状

データ通信回線サービスには,特 定通信回線サービスと公衆通信回線サー ビスの2種 類があ り,

公衆電気通信法の改正に伴い,1971年9月 に特定通信回線サービス,1972年11月 に公衆通信回線サ

ービスが,そ れぞれ,サ ービスを開始 した。

1976年3月 末現在,特 定通信回線は45,525回 線,公 衆通信回線は5,245回 線,合 計50,770回 線が

利用されている。

なお,公 衆通信網 をデータ通信に利用す る方法 としては,公 衆通信回線サービスのほか,加 入電

話網利用の場合は,加 入電話に転換器によ リデータ通信端末装置を接続して利用する方法,プ ッシ

ュホンそのものをデー タ通信端末装置 として利用する方法と加入電話等の送受器に音響カプラによ

りデー タ通信端末装置を結合 して利用する方法がある。又,加 入電信網利用の場合は,加 入電信に

接続装置によりデー タ通信端末装置を接続して利用す る方法 と加入電信機そのものをデー タ通信端

末装置として利用す る方法がある。

Aデ ー タ通信回線サー ビスの概要

ア 特 定 通 信 回線 サ ー ビス

特 定 通 信 回 線 サ ー ビ スは,民 間企 業 等 が 設 置 す る電 子 計 算 機 と遠 隔 地 の 入 出 力装 置 を直結 す る専

用 線 タイ プ の 電 気 通 信 回線 を公 社 が提 供 す るサ ー ビ ス で あ る。 した が っ て,電 子 計 算 機 と入 出 力装

置 との 間 に お い て は 常 に回 線 設 定 が な され て い る。 この ため 特 定 通信 回線 は,入 出 力装 置 を常 時 電

子計 算機 に接 続 して 運 用 す る場 合 に適 した 回 線 で あ り,各 銀 行 の 預 金 オ ン ラ イ ン シ ス テ ム,製 造 業

者,販 売業 者 相 互 間 の 販 売 在 庫 管 理 シ ス テ ム,情 報 処 理 業 者 のTSSシ ステム等 に お いて数 多 く使 用 さ

れ て い る。

特 定 通 信 回 線 に は,3-1-36表 の とお り,A規 格 か らJ規 格 ま での 品 目が 設 け.られ て い る。こ の うち

ビット保 証 を行 っ て い る 回線 と して は,最 低50ビ ッ ト/秒 か ら最 高48キ ロ ビ ッ ト/秒 まで の 回線 が提

供 され て い る。 帯 域 回 線 は,周 波 数 の 分 割 使 用 が で き,J-1回 線(240キ ロヘ ル ツ帯 域)は5つ の1-1

回線(48キ ロヘ ル ツ帯 域)に,1-1回 線 は12のD-1回 線(4キ ロヘ ル ツ 帯 域)に 分 割 す る こ とが で き

る。 又,1つ のD-1回 線 は通 常24の50ビ ッ ト/秒 回 線(A-1回 線相 当),12の100ビ ッ ト/秒 回 線(B

-1回 線 相 当)
,又 は6つ の200ビ ッ ト/秒 回 線(C-2回 線 相 当)な どに 分割 す る こ とが で き る。

特 定 通 信 回 線 の 利 用 に お い て,最 も特 徴 的 な こ とは,共 同使 用,他 人使 用 で あ り,こ れ らの 大 幅

な制 限緩 和 に よ り,企 業 グル ー プ 等 に よ る オ ン ライ ン ネ ッ トワー ク作 り,又,計 算 セ ン ター 等 の 情
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3-1-36衷 特 定 通信 回線 サ ー ビ スの 品 目

品 名
内 容

規 格 種 別

A規 格

(120ヘ ル ツ)

A-1

(50ピ ッ ト/秒直 流符号伝送)

直流方式による50ビ ッ ト/秒 以下のデータ伝送 が可能な もの

B規 .格

(240ヘ ル ツ)

B-1

(100ピ ット/秒直流符号伝送)

直 流方 式 に よ る100ビ ッ ト/秒 以下 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

C規 格

(400ヘ ル ツ)

C-2

(200ピ ッ ト/秒交流符号伝送)

交 流方 式 に よる200ピ ッ ト/秒 以下 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D規 格

(3.4キ ロヘ ル ツ)

D-1

(帯 域 使 用)

通 常0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツまで の 周 波数 帯域 を伝 送 す る

こ とが 可能 な もの

D-5

綴 織 姦秒)
交流 方 式 に よ る1200ビ ッ ト/秒 以下 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D-7

瓢 疑f長`秒)

交 流方 式 に よ る2400ビ ッ ト/秒 の デ ー タ伝送 が 可 能 な もの

D-9

(4800ビ ッ ト/秒交流符号伝送)

交 流方 式 に よる4800ビ ッ ト/秒 の デ ー タ伝送 が可 能 な もの

1規 格

(48キ ・ヘ ル ツ)

1-1

(帯 域 使 用)

通常48キ ロヘルツの周波数帯域 を伝送す ることが可能な もの

1-3

(48キロビット/秒交流符号 伝送)

交 流 方 式に よ る48キ ロ ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可 能 な もの

J規 格

(240キ ロヘ ル ツ)

J-1

(帯 域 使 用)

通常240キ ロヘ ルツの周波数帯 を伝送す ることが可能な もの

報処理業者によるオンラインサービスが可能 となっている。

イ 公衆通信回線サービス

公衆通信回線サービスは、民間企業等が設置す る電子計算機 と遠隔地の入出力装置を加入電話又

は加入電信の回線及び交換設備を介 して結ぶ交換回線 タイ・プの電気通信回線を公社が提供するサー

ビスである。 したがって、電子計算機 と入出力装置との間においては常に回線設定がなされている

わけではなく,通 常の加入電話又は加入電信利用の場合 と同様,必 要のつ ど,ダ イヤルによって回

線設定を行 う形態となる。公衆通信回線の利用は,特 定通信回線のように常時回線設定 をするまで

もない比較的データ量の少ない区間に適 している。又,既 成の全国的交換網 を利用することができ

るので,広 範囲にわたってデータ通信 を経済的に行 うことができる利点があるが,反 面,通 信速度,

信頼性,接 続時間などの面で,特 定通信回線に比べて種々の技術的制約がみられ る。

公衆通信回線サービスには,加 入電話網を利用する電話型公衆通信回線 と加入電信網を利用する
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電 信 型 公 衆 通 信 回 線 の2っ の 品 目が 設 け られ て い る。

電 話 型公 衆 通 信 回 線 は,交 流 符 号1云送 用 で お お む ね1200ビ ッ ト/秒 程 度 の デ ー タ伝 送 が可 能 で あ

る。 な お規 定 周 波 数 帯 域 は0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ とな っ て い る。 電 話 型 公 衆 通 信 回 線 は ,

直 流 符 号 伝 送 用 で,50ビ ッ ト/秒 以 下 の デ ー タ伝 送 が 可 能 で あ る。 加 入 電 信 サ ー ビ スに お い て は ,

使 用 コー ドはJIS6単 位 に 限 定 され て い るが,電 信 型 公 衆 通 信 サ ー ビ スに お い て は使 用 コー ドは 利

用 者 が 自由 に選 定 で き,6単 位 以 外 の 符 号 伝 送 も可 能 で あ る。

Bデ ー タ通信 回線の利用状況

ア 特 定 通 信 回 線

年 間50～60%の 増加 率 で成 長 を続 け る 自営 シ ス テ ム の 伸 び とあ い ま っ て 特 定 通 信 回 線 の 利 用 も

1969年 以 来40%前 後 の順 調 な伸 び を示 して い る(1971年9月 前 は専 用 サ ー ビス と して提 供 され て い

た)。 利 用 状 況 の 全般 的 な傾 向 と して は,通 信 速度 の 速 い もの の 占め る割 合 が年 々 多 くな っ て きて い

る。 又,自 営 モ デ ム を接 続 して 高速 デ ー タ通 信 に も利 用 で き るD-1回 線(帯 域 使 用)の 増 加 が 目立

つ(3-1-37表) 。

規 格 別 に 見 る と,200ビ ッ ト/秒 以 下 の低 速 回線 の 全 回線 に 占め る比 率 は年 々低 下 の 傾 向 を た ど っ

て い る。(1971年 度60.9%,1972年 度52.4%,1973年 度45.1%,1974年 度 お よび1975年 度38 .2%)。

1200ビ ッ ト/秒 以 上 の 中高 速 回 線 の年 々の 伸 び率 は 高 い が ,全 回線 に 占め る比 率 は年 々 ほ ぼ 一 定

で あ る。 こ う した 中 で,D-1回 線(帯 域 使 用)の 伸 び に は め ざ ま しい もの が あ り,1976年3月 末

の 全 回 線 に 占め る比 率 は35.9%に 達 して い る。

特 定 通 信 回 線 の 利 用 状 況 を適 用 業務 に よ っ て み る と,こ こ数 年 来,各 銀 行 の預 金為 替 等 の シ ステ

ム,交 通 信 号 機 に よ る交 通 制 御 シ ス テ ム,各 製 造業 者,販 売 業 者 に よ る販 売 在 庫 管理 シ ス テ ム に よ

る利 用 が 優 位 を 占め て い る。

ま た,1シ ス テム 当 りの 回 線 数 は,公 衆 通 信 回線 を含 め て1976年3月 末 で35 .5回 線 とな っ て い る

が,年 々 減 少 の傾 向 に あ る。 これ は,小 規 模 シ ス テ ム の 増 加 が 要 因 と考 え られ る。

イ 公 衆 通 信 回 線

公 衆 通 信 回線 の 利用 .は,広 域 時 分 制 へ の 移 行 が 完 了 して 全 国 的 に利 用 が 可 能 と な る と と もに,そ

の 数 の 増 加 は 著 しい もの が あ り,需 要 の 旺 盛 さ が うか が われ る。

利 用 状 況 の 全 般 的 な傾 向 と しては,電 信 型 公 衆 通 信 回線 の利 用 に お い て,公 衆 網 の 開 放 以前 に オ

フ ラ イ ン の形 で加 入電 信 を利 用 して い た大 手 の シ ス テム の 殆 ん どが,オ ン ラ イ ン化 を終 え た こ と も

あ り,ほ ぼ 一 巡 した 感 じが 出 て い る こ とが特 徴 的 で あ る。1973年 度 末 時 点 で は電 信 型 公 衆 通 信 回 線

の 利 用 が 多 くな っ て い た が,1974年 末 時 点 で は 逆転 して 電 話 型 公 衆 通 信 回線 の 利 用 が 多 くな っ て い

る 。 今 後 は,中 速 度 の デ ー タ通 信 へ の 移 行 傾 向,音 響 カ プ ラ利 用 の増 加 傾 向 と合 わせ て 電 話 型 公衆



114第3部 コンピュータ政策および情報産業政策

通信回線の利用が益々増加するものと思われる。

公衆通信回線の利用状況を適用業務にようてみると,販 売在庫管理システムによる利用が優位 を

占めているが,電 話型公衆通信回線の場合,情 報処理業者によるオンラインサー ビス用 として多く

利用されている。また1975年3月 か ら国鉄座席予約のためにプッシュホンを入出力装置 として利用

す るシステムにおいても利用されている。電信型公衆通信回線の場合は,銀 行の振込入金通知等で

多 く利用 されている。(3-1-38表)

ウ デー タ通信回線の共同使用,他 人使用,相 互接続

1971年 の公衆電気通信法の改正により,デ ータ通信回線の利用上 電気通信回線を2人 以上の利

3-1-37表 デ ー タ通信 回 線 の利 用状 況

年度末

区 別

1971 1972 1973 1974 1975

回 線 数 回 線 数1対前鑓 比 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比

特

定

通

信

回

線

A-1

(50b/s)

4,494

(33.2)

5,088

(27.9)

%

113.2

5,773

(22.6)

%

113.5

6,150

(18.3)

%

106.5

10,536

(23.1)

%

171.3

B-1

(100b/s)

126

(0.9)

172

(1.0)
136.5

361

(1.4)
209.9

555

(1.7)
153.7

529

(12)
△4.7

C-2

(200b/s)

3,623

(26.8)

4,286

(23.5)
118.3

5,367

(21.1)
125.2

6,087

(18.2)
113.4

6,332

(13.9)
104.0

D-1

(帯域 使 用)

1,874

(13.9)

3,463

(19.0)
184.8

6,783

(26.6)
195.9

11,064

(33.0)
163.1

16,346

(35.9)
147.7

D-5

(1.200b/s)

3,223

(23.9)

4,946

(27.1)
153.5

6,642

(26.0)
134.3

8,555

(25.5)
128.8

9,945

(2L8)
116.2

D-7

(2,400b/s)

172

(13)

266

(1.5)
154.7

515

(2.0)
193.6

907

(2.7)
176.1

1,528

(3.4)
168.5

D-9

(4,800b/s)

一 一
一

64

(0.3)

一
193

(0,6)
301.6

268

(0.6)
138.9

1-1

(帯域 使 用)

0 6

(0.0)

一
3

(b.0)
△50.0

8

(0.0)
266.7

12

(0.0)
150.0

1-3

(48Kb/s)

一 一
一

7

(0.0)

一
14

(0.0)
200.0

29

(0.1)
207.1

計
13,512
(100.0)

18,277

(100.0)
134.9

25,515

(100.0)
140.0

33,533

(100.0)
131.4

45,525

(100.0)
135.8

公
衆

通
信

回
線

電 話 型

(おおむねL200b/s)

一 0 一
255

(31.8)

一 1,319

(502)
517.3

3,180

(60.6)
241.1

電信 型

(50b/s)

一
'
o 一

547

(68.2)

一 1,307

(49.8)
238.9

2,065

(39.4)
158.0

'

計
一 0 一

802

(100.0)

一 2,626

(100.0)
327.4

5,245

(100.0)
199.7

合 計 回線 数 ① 13,512 18,277 134.9 26,317 144.4 36,159 137.4 50,770 140.4

シ ス テ ム 数 ② 295 441 149.5 706 160.1 1,126 159.5 1,429 126.9

システム当り回線数①/② 45.8 4L31△9・.4 37.3 △90.1 32.1 △86.1 35.5 11・.61

資料出所 昭和50年 度通信 白書 による。
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3-1-3S表 公衆 通信 回線 の利 用 状 況(1974年 度 末 〉

電 話 型 電 信 型 回線数
業 種

回線数 主 な対 象業務 回線数 主 な対 象業務 合 計

1製 造 ・建 設 業 404 販売在庫管理 318 販売在庫管理 722

2商 業 106 販売在庫管理 188 販売在庫管理 294

3金 融 業 7 入金通知,預 金管理 584 入金通知 ・為替連絡 591

4証 券 業 0 0 0

5保 険 業 1 保険業務 92 保険契約管理 93

6運 輸 業 158 座席予約 10 座席予約 168

7電 力 ・ガ ス事業 0 0 0

通 信 ・出版 ・サ8
一 ビス業 203 テレビ視聴率調査 107 宿泊 、座席予約 310

9倉 庫 ・不動産業 4 不動産情報検索 0 4

情 報 通 信事 業 ・10
ソフ トウェ ア業

318 受 託計算,検 索 8 販売在庫管理 326

11政 府 8
道路交通情報表示,

デー タ分析
0 8

12地 方 公 共 団 体 9 公害情報管理 0 9

13国 立 大 学 5 学術研究 0 5

14法 人 団 体 96' 救急問合せ 0 96

15そ の 他 0 O 0

計 1,319 1β07 2,626

資料出所 昭和50年 度通信 自書による。

用者が共同で契約 して使用す る 「共同使用」 と公社か ら提供された電気通信回線 を他人に使用 させ

る 「他人使用」についての制限が大幅に緩和 された。

この結果,特 定通信 回線の共同使用は,製 造業 と卸売業等による販売在庫管理システム,銀 行等

の各種金融機関の業務提携に よるバンキングシステム,運 輸業と旅行業の業務提携に よる座席予約

システム等において数多く実現してお り,年 々増加の傾向をみている6

関連企業による電子計算機の共同利用を可能 とす る特定通信回線の共同使用はその利便性,有 用

性から,今 後 ますます多方面に増加 していくものと推測される。

また,特 定通信回線の他人使用は,民 間計算センタ等が顧客に計算サービスや情報検索サービス

をオンラインで提供す ることを可能 としたものであ り,科 学技術計算,TSS情 報検索,事 務計算
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等幅広 く利用されている。

特定通信回線 と公衆通信回線の相互接続は郵政大臣の個別認可を必要とするが,特 定通信回線シ

ステムに公衆通信 回線 を接続 して,こ れまで電話や加入電信によってオンラインで連絡していた各

種 の業務をオンライン化するケース等数 多く実現しており,そ の利便性等か ら,今 後増加 してい く

もの と推測される。
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14デ ィジ タル通信 の動 向

近年わが国における経済は量 ・質 ともに高度の発展 をとげ,そ れに伴い通信量も増大 しているが,

最近ではコンピュータと電気通信網 を使 って高度の情報処理を行なういわゆるデータ通信や電気通

信網を通して図面や書類のコピー を遠隔地にわずかの時間で送ることのできるファクシミリ通信等

の利用が次第にさかんになりつつある。

しか し,現 在行なわれているデータ通信やファクシミリ通信は,こ れまでの主な通信形態である

電話あるいは電信のための技術 ・設備 を用いたいわゆるアナログ形態のものであり,コ ンピュータ

の著 しい発達に伴い今後ますますつよくなると考えられる通信速度の高速化あるいは通信精度の向

上,サ ービス機能の多様化といった要請に必 ず しも十分応えうるものではないと考 えられている。

一方,近 年の電気通信技術の進歩発展は,コ ンピュー タ通信が必要とする上記のような諸々の要

請に応ずることを可能ならしめ るいわゆるデ ィジタル通信 を生み出すに至った。このディジタル通

信は,デ ィジタル伝送設備,時 分割交換機,パ ケット交換機等 を用いてコンピュータで使われるデ

ィジタル信号をそのままの形で,す なわちアナログ形態に変換することなしに,端 末から端末まで

伝送す ることがで きるものであって,在 来の電話網あるいは電信網による通信に くらべて高速化あ

るいはサー ビス内容の多様化等に対する要請に応えることができるものであり,将 来は電気通信の

根幹をなす ものと考えられている。現在技術的には,こ のディジタル通信技術によって提供 される

サービスとしては,次 の3つ の形態のものが可能 と考えられている。

1.専 用線形態による通信

2.回 線交換形態による通信

3.パ ケ ット交換形態による通信

1.の専用線形態による通信とは,従 来の専用線あるいは特定通信回線 と同じように,端 末相互間を

特定の回線によって固定的に接続 してその間でディジタル信号 を伝送するものである。次に2.の 回

線交換形態による通信 とは,電 話 の交換接続 と同じようなものであ り,特 定の番号 をダイヤルする

ことによって任意の通信相手に接続され,切 断するまでは通信路が継続的に設定 されているもので

ある。最後に3.の パケッ ト交換形態による通信 とは,加 入者間で送受する通信内容がパケット(小

包)と 称する一定の情報量に分割 されて交換網内を伝送 されたのち通信相手にとどけられるもので

ある(こ の場合一つ一つのパケットに宛先符号が付けられる)。パケット交換網はまた,加 入者が発

信するパケッ トを蓄積することができ,端 末の通信速度に合わせ てパケットを送受で きるための通

信速度の異る端末間の通信が可能 となる。さらに回線交換のように通信 を行なっている端末の間で,



118第3部 コンピュータ政策および情報産業政策

通信中特定の回線を継続的に保留してお く必要がな く,空 いている伝送路を選んで伝送することが

できるので回線の使用効率がよくなる。

回線交換およびパケット交換においては,閉 域接続,相 手通知,短 縮ダイヤル,ダ イレクトコー

ル等の付加機能が可能 となり利用者の利便は増大する。

以上のようなデ ィジタル通信技術の開発はわが国においても着々と進められてお り,高 度の品質

を要求する通信需要の増大に対応するため,こ れが実用に供 される日も遠 くない と考 えられる。

以上のように専用線形態のものおよび回線交換形態のものは,通 信 している間は継続的に回線が

保留されてお り発信と着信が同時に行 なわれているという点において在来の専用線および電話 ・加

入電信 と同類のもの といえるが,パ ケ ット形態のものは従来の通信になかった形態 と考えられるの

でその概要について若干以下に紹介する。

端末 3-1-7図 パ ケ ッ ト交換 の通信径 路 図

_,/、ふ
[==Σ=コ[輌一

輪輪

諺諺諺 ÷

乏24・ ・ビ・ト/・

9600ピ ・ノ ト/↑少

4800ピ ッ ト/秒

パ ケ ッ ト交 換 の 特 徴 の 一 つ と して,前 述 した よ うに 異速 度 端 末間 で 通 信 が 行 な え る とい う点が あ

る。3-1-7図 は 通 信 速 度 が 毎秒200ビ ッ トの 端 末Aが あ り・ さ らにBは1200ビ ッ ト・Cは4800ビ ッ

ト… …Fは48000ビ ッ ト とい うよ うに い ろ い ろ な 速 度 の端 末 が 一 つ の 交 換 網 に 所 属 して 相 互 に 通 信

を 行 な う とい う シス テ ム を表 して い る。 今 「A」 か ら 「D」 に通 信 を行 な う場 合,Aは 電文 「1」

を発 信 す る と これ を受 け た 交 換 局1は,こ の 電 文 をパ ケ ッ トに分 割 す る(こ の場 合4個 の パ ケ ッ ト)。

一 方交 換 局1に はBか ら もほぼ 同 時 にEに 宛 て た 電文 が 到 着 して お り これ もこ こで パ ケ ッ トに分 割
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さ れ る。 この 各 々 のパ ケ ッ トに は そ れ ぞ れ 宛 先 の 符 号 が つ け られ る。 交 換局1に お い て は,こ れ ら

の パ ケ ッ トを それ ぞ れ の 宛 先 に送 り出 す わ け で あ るが,こ の 段 階 で パ ケ ッ ト通 信 の 著 しい 特 徴 が 表

わ れ る。 す な わ ち,交 換 局 相 互 間 に は,ル ー ト1～III等 で表 わ す よ うな 高速 の伝 送 路(例 えば 毎 秒

64000ビ シ トとい っ た 速 度 で伝 送 が 行 な わ れ る)が 設 定 さ れ て い るが,交 換 局1～II間 の最 短 ル ー ト

で あ るル ー ト1の トラ ピ ック が 混 雑 し て い る 場 合 に は,空 い て い るル ー トII,IIIを 通 って 交 換 局

IIIへ伝 送 す る とい う こ と を行 な うの で あ る。 例 え ば 交 換 局1で4つ のパ ケ ッ トに分 け られ た端 末A

か らの 電 文 の うち は じめ の3つ は ル ー ト1を 通 っ て 交 換 局IIIへ 送 られ る が,4つ め のパ ケ ッ トは ル

ー トIIをBの パ ケ ッ トと一 緒 に 運 ば れ
,さ らに ル ー トIIIをCの パ ケ ッ トと共 に 運 ば れ て交 換 局IIIへ

送 られ る。 交 換 局IIIに 到着 したAの パ ケ ッ トは順 序 が バ ラ バ ラ に な っ て い るの で,こ こで の 元 の正

し い 電 文 に 整 理 し直 して,目 的 の端 末Dに 送 られ る。 この 時,端 末Dの 通 信 速 度 は2400ビ ッ ト/秒

で あ るの で,交 換 局 で はDの 速 度 に合 わ せ て電 文 を送 信す る よ うに な っ て い る。 な お,端 末 が コ ン

ピュー タ な ど の よ うな 高性 能 の もの で あ る場 合 に は,端 末 自身 でパ ケ ッ トへ の 分 割,パ ケ ッ トの組

立 て,順 序 の整 理 な どの 機 能 を行 な え るの で,送 信 局 でパ ケ ッ トに分 割 した り,受 信 局 で パ ケ ッ ト

を 元 の 情 報 に 復 元 した りす る必 要 は な い 。

こ の よ う にパ ケ ッ ト交 換 に お い て は,発 信 端 末 と受 信 端 末 の 間 を直接 に 物 理 的 に結 び つ け る 回線

とい う もの は設 定 され ず,交 換 機 の 記 憶 装 置,処 理 機構 を媒 介 し て情 報 が 転 送 され る の で あ り,こ

の 点 で 電 話 交 換 あ る い は 回 線 交 換 と大 い に 異 る通 信 法 で あ る とい え る 。



120第3部 コ ン ピュー タ政 策 お よび情 報 産 業政 策

第2章 諸 外 国の コ ン ピュー タ政策

コンピュー タ産業,情 報処理産業,ソ フ トウェア産業を含む情報産業が,一 国の社会経済あるい

は軍事上の諸計画遂行上"中 枢 システム"と して働 き,さ らに測り知れない多方面への技術的,経

済的波及効果 をおよぼすことを通 じて,1980年 代には石油,自 動車 と並ぶ首位産業の一つとなると

い う認識から,米 国 コンピュータ産業に押され通 しの英,仏,西 独3国 は自国情報産業の振興に 腐

心 し徐々にその実効 をあげてきている。こうした欧州諸国の政策 を支持するEC委 員会では,コ ン

ピュー タ利用面か ら欧州規模の情報システム開発とそれ らに対する加 盟国の協力を通じて欧州技術の

競争力を培養 しようとしている。

カナダ,ブ ラジルなども,コ ンピュー タ需要の一部国産化,あ るいは自国産業育成による輸出効

果 と雇傭促進効果 をあげようとしている。ソ連を盟主 とするコメコン諸国でも,コ ンピュータ需要

の相当部分の 自給 自足を目指 し,IBM360相 当のファ ミリー ・シリーズRJAD開 発計画を推進

してきた。

一方アメリカはこれまで特段のコンピュータ振興政策は打ち出していないがコンピュー タの貿易

収支におよぼす黒字寄与率の大 きいことを充分に認識 してお り,輸出促進の側面援助を行 っている。

1976年 に行われた対共産圏輸出規制基準の引上げ緩和はその現われである。国防宇宙計画 とその研

究開発予算,巨 大な連邦政府のEDP予 算支出などが,米 メーカーの技術 力培養に寄与 し,有 力

市場 となっていることは明らかである。

1ア メ リカの コ ン ピ ュー タ政 策

A大 企業出現 と基盤
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ア ポ ロ計 画 の 成 功 の陰 に数 百 台 に の ぼ る汎 用 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム か らな る地 上 誘 導 追 跡 シス

テ ムの 活躍 が あ っ た こ とは 有 名 で あ る。 こ う した 国 防 や 宇 宙 の 巨大 な 開 発 計 画 が ア メ リカの コン ピ

ュー タ 開発 と利 用 を促 進 し,IBMを は じめ とす る巨 大 多 国籍 企 業 を は ぐ くん で き た。IBMは19

50年 代 初 期 コ ン ピ ュー タが レ ン タ ル制 を通 じて商 売 で き るか ど うか 覚 束 な い 頃,数 百 名 のEDP要

員 で米 空 軍 のSAGE計 画 に 単 独 で チ ャ レ ン ジ(当 時 の 大 企 業RCAとAT&Tは 機 構 拡 大 を望 ま

ず 入 札 に応 じな か っ た),そ の 結 果 急 速 に 熟 練 技 術 者,サ ー ビ ス マ ンの 拡 大 をは か り,将 来 の 製 品

開 発 の テ クノ ロ ジー を得,IBMのDP機 器 に 対 す る信 頼 性,有 用 性,サ ー ビス の 良 さ とい う強 烈

な 定 評 を獲 得 す る こ とに な っ た(IBMは 司 法 省/IBM反 トラ ス ト法 裁 判 の公 判 前 摘 要 書 の 中 で

この よ うに 述 べ て い る)。IBMの こ の プ ロ ジェ ク トに よ る利 益 は 公 表 され て い な い が,1億3千

一万 ドル 以 上 に も達 す る もの とみ られ
,イ ギ リス のICLが 創 立 以 来 受 け た 政 府 補 助 に 匹敵 す る もの

で あ っ た 。 この 国 防 と宇 宙 開 発 に 占め るEDPS費 用 が 公 表 され て い る訳 で は な いが,1976年 度 の

国 防 省 のElectronicWarfareSystemと して の予 算 は7億8千 万 ドル とな って お り さ らに ア メ リカ

国 内 で の 最 大 手 市 場 で あ る連 邦 政 府機 関 は1975年 末8,649セ ッ ト と,全 米 コ ン ピ ュー タ の1割 の機

械 を使 用 し てお り(当 年 度 中800台 増 加),大 統 領 府 予 算 局(OMB)で ま とめ た政 府 内 で のD

P費 用 は 年 間38億 ドル(実 際 に は40～60億 ドル とい わ れ る)に 達 し て い る との こ と で,わ が 国 政 府

省 庁 のDP費 用 の 約10倍 とな っ て い る。 な お,連 邦 政 府 関係 の コ ン ピュー タ調達 は 一 般 調 達 庁(G

SA)に よ り経 済 効 率 と公正 な競 争 の下 に 一 括 調 達 さ れ る こ とに な っ てお り,支 出政 策 は 上 記 のO

MBが 所 轄,各 省 庁 の標 準 化 ・技 術 サ ポー トはNBS(商 務 省 標 準 局)が 行 う仕 組 み とな って い る。

しか しな が ら,10年 前 に法 制 化 さ れ た ブ ル ッ クス法(theBrooksAct)に 基 い た公 正 な 一 括 調 達 が

行 われ て い な い(昨 年GSAに よ り調 達 さ れ た の は 全 体 の36%)と 上 院 小 委 員 会 で指 摘 さ れ て い る。

B税 制 優 遇 制 度 に つ い て

これ らは コ ン ピ ュ ー タ に 限 らず,産 業 全 般 に対 す る刺 戟 策 で あ るが,業 界 側 面 援 助 め 一 環 と して

の 税 法 上 の特 典 と して,投 資 控 除 制 度 と米 国 国 際 販 売 会 社(DISC)の 制 度 が あ げ られ よ う。

投 資 控 除 制 度(lnvestmentTaxCredit)は 産 業 近 代 化 の ため の 設備 投 資 を刺 戟 す る た め 固 定 資 産

取 得 の 際,そ の 原価 の 約7%を 法 人 所 得 税 か ら控 除 で き る よ うに し た もの で あ る 。 初 年 度 の 控 除 額

に は 限 度 が あ るが 実施 当 初1962年 に米 国 メー カー や リー ス会 社 をは じめ とす る企 業 は,こ れ に よ り

30億 ドル を享 受 し リー ス 料,レ ン タル 料 の 値 下 げ を通 じユ ー ザ ー へ の 還 元 を はか っ た 。

一 方 後 者 の 制 度 は1971年 に ア メ リカ財 務 省 が 輸 出振 興 を 目 的 と してDomesticInternationalSale

Corp.(DISC)と い う会 社 を設 立,要 件 を満 た し た企 業 が この 会 社 を通 じて 国 外 へ 輸 出 し輸 出

比 率 が あ る一 定 水 準 に達 した 場 合,輸 出 関連 収 益 の50%は 課 税 を免 除 す る とい う もの で,対 象 企

業 は コ ン ピュ ー タ産 業 に 限 っ た もの で は な い が コ ン ピュ ー タ は今 や ア メ リカ に とっ て 国際 収 支 上 に

大 き く寄 与 して い る商 品 で あ り,業 界 の受 け る恩 恵 の度 合 も大 きい とい え よ う。 過 去5年 間 の この
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制度による非課税対象額は14億 ドルに達 しているが,最 近アメリカ議会においては,こ の"DIS

C"イ ンセンティブ法について課税対象額を上げ ようとす る(過 去の平均収益の60～75%は 国内 と

同率の課税 を行 う)動 きがある。

Cコ コム(CoCom)の 規制について

共産圏諸国に対 して,従 来軍事上の観点から政府およびココムによるコンピュー タ輸出の厳しい

制限が加えられて きた。しかるに1971年 頃よりアメリカ政府の対 ソ ・対中接近による技術交流,輸

出制限の緩和が進み,71年IBM360/50の ソ連への輸 出承認,72年 米ソ科学技術協定,貿 易協定

の成立,73年CDC,74年 スペ リーランドとソ連との技術協定が結ばれた結果,1974年 アメリカ政府

は高性能のものを除いたものの周辺機器の輸出自由化 とIBM370/145ク ラスまでの本体の輸出制

限緩和の方針を打ち出した。 しか しながらアメリカ政府における輸出承認主機関は商務省であるが,

現実にはより複雑な装置を審査することなど国防省ほか,関 連省庁のア ドバイスを得 る仕組みにな

ってお り,い ずれかの政府機関が輸出拒否権 を発動 し,ソ 連に今 まで設置された米国製大型 コンピ

ュータは7台 にすぎない状態である。一方,他 の西側諸国か らはアメリカ政府のガイ ドラインを越

えた ものが輸出されており,米 国内業界および関係機関か ら輸出審査の迅速化 と制限の緩和につい

て再三の要望がなされてきた結果,1976年5月 商務省 とココムか らIBMを は じめ とする大手九社

に対 し輸 出制限を緩和するガイ ドラインが文書で通告された。その内容は三つに分れ,第 一基準の

ものは(た とえばPDRに ついていえぱ13メ ガビット/秒 以下のもの)商 務省だけの認可で承認さ

れるもの,第 二基準のものは(PDRが32メ ガビット/秒 以下のもの)国 防総省および他の関連省

庁の同意 を要するもの,最 後にそれ以上のものは第三基準 として,従 来通 りの個別審査をうけるこ

とになるものである。この輸出制限緩和 と同時に,輸 出先でのオン ・サイ ト検査が様式化された。

このような動きは,そ の裏に非 コントロール国を通 じての戦略製品と技術の再輸出を防 ぐという意

味 をもったラデ ィカル ・シフ トであるともいわれている。

Dア メ リカの独 占禁止法政策

IBMは 世界市場のほぼ6割 の市場を握 り強大な支配力をもっているが,ア メリカ政府は古 くは

1930年 代 か ら数年にわた り独 占禁止法 をめ ぐりIBMと 係争 してきておt),IBMと しても

そのつど市場経営戦略の変更を余儀な くされてきた。元来シャーマン法は商取引のルールに自由で

拘束 されない競争 を確保することを目的 としており,反 トラス ト法の目的は,こ の有効な競争 を通

じて消費者の要求 を満足するところにあるとされている。IBMの 現在係争中の ものは1969年1月

司法省が提訴 した もので,司 法省の他,メ ーカー,関 連サービス業者か らその市場操作の不法性を

め ぐり数 多くの提訴がなされてきた。

この中,CDCと の係争では1973年 に法廷外和解が成立,子 会社SBCをCDCに 譲渡,以 来I

BMは6年 間,コ ンピュータ ・サービス業から遠 ざかることとなった。またテレックスとの周辺機
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器 市 場 で の訴 訟 で は 下 級 審 判 決 で テ レ ッ クス の 勝 訴 とな っ たが,二 審 では これ が逆 転 し,最 高 裁 へ

の 控 訴 直 前 の1975年10月,両 社 が 訴 訟 を取 下 げ(IBMも テ レ ッ クス を産 業 機 密 情 報 の 盗 取 の か ど

で 反 訴 して い た)双 方 賠 償 金 の 請 求 を しな い こ とで 和 解 した 。 司 法 省 の 訴 訟 は,告 訴 か ら6年 余 り

をへ て1975年5月 か ら公判 に 入 っ たが,彪 大 な証 拠 書 類 と反 訴 資料 の 吟 味 や 司法 省 だ け で も100人

に お よぶ 証 人 喚 問 は進 まず,判 決 は 今 や 見 通 し難 とな って い る。

Eデ ー タ ・コ ミュ ニ ケ ー シ ョン ・サ ー ビス

デ ー タ ・コ ミュ ニ ケ ー シ ョン ・サ ー ビス事 業 は こ の 数 年 来 急 成 長 を して い る 分 野 で あ り,通 信 衛

星 と コン ピュー タ を結 ん で コマ ー シ ャル ベ ー ス で利 用 さ れ る よ うに な っ た の は1965年 か ら の こ とで

あ る。 デ ィー ポ ル ド社 の 推 定 に よ れ ば,世 界 の コモ ン(ま た は 特 殊)キ ャ リヤ ー ズ ・デ ー タ ・コ ミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ンズ ・サ ー ビ ス の 売上 げ は1974年 で年 商12億 ドル あ り,1985年 に は122億 ドル に な る

もの と さ れ て い る。 こ の よ うな 最 近 の 通 信 技 術 の め ざ ま しい 進 歩 は,電 気 通信 事 業 と コ ン ピ ュー タ

に よ るDPサ ー ビ ス業 の境 界 を不 明 確 な もの に して し ま った(AT&Tの デ ー タ ・ス ピー ド40の 問

題)。 元 来 この 境 界 線 は1956年 の 同 意 審決(ConsentDecre6)に よ りベ ル ・シ ス テ ム が 公 衆 サ ー

ビ ス以 外 の サ ー ビス と政 府 の 規 制 を受 け な い サ ー ビ ス の提 供 を行 う こ とを禁 止 さ れ,さ ら に1971年

FCCのComputerInquiryの 裁 定 に よ っ て デー タ ・プ ロ セ シ ン グ と通 信 サ ー ビス との ハ イ ブ リ ッ ド

・サ ー ビ ス に境 界 が 設 け られ た こ とに よ っ て い る。 この 分 野 に お け るIBMは,先 に の べ たCDC

との 和 解 で1973年 よ り6年 間 サ ー ビ ス業 に参 入 で き な い こ とに な っ て い るが,分 散 処 理 と通 信 サ ー

ビス の 利 用 が 一般 化 して くるに 従 い国 内衛 星通 信 会 社CMLサ テ ラ イ トに 資 本 参 加 を計 画,FCC

に 申請 した が75年 参 入 の制 限 を加 え られ た ため,コ ム サ ッ ト ・ジ ェ ネ ラ ルCorp.の 他 に 第 三 の パ

ー トナーAetna保 険 会 社 を加 え,SBSと して 発 足,IBMの 国 内衛 星 事 業 参 画 が 実 現 す る見 通 し

とな っ た 。SBSは1979年 まで に250百 万 ドル を 投 じ,3つ の 衛 星 を打 上 げ て営 業 が 開 始 され る予

定 で あ る。 他 方,暖 昧 とな っ て い るデ ー タ ・コ ミュ ニ ケー シ ョンとデ ー タ ・プ ロ セ シ ン グ との 境 界

に つ い て は,FCCで 第 二 回 目のComputerInquiryを 開催 し て,定 義 を現 状 に 照 ら し再 吟 味 す るこ

と とな っ た。

2イ ギ リス の コ ン ピ ュー タ政 策

AICLの 設 立 と政 府 助 成 策

イ ギ リス は,ICL(InternationalComputersLtd.)と い う ヨー ロ ッパ に お け る国 産最 大 か つ

唯_の メ_カ ー の健 闘 に よ り,米 国 系 メー カー に市 場 の大 半 を 占め られ て い る西 ヨー ロ ッパ 諸 国 中

随 一 の 国 産 シ ェ ア(35.9%と い う)を 有 す る 国 で あ る。1968年,当 時 の労 働党 政府 は,コ ン ピュー タ
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の 経 済 ・社 会 的 重 要 性 を重 視 し,乱 立 して い た国 産 コ ン ピュ ー タ ・メー カ ー を統 合,ICLを 設 立

し た。 同 時 に,政 府 は そ の 持 株 会 社ICH株 の10%余 を保 有 す る大 株 主 とな っ た 。 以 来 そ の 研 究 開

発 活 動 に 対 す る援 助 や 政 府 機 関 に お け る優 先 調 達 政 策 な ど を行 って き た わ け で あ るが,1970年 保 守

党 政 権 の 誕 生 後 も イ ギ リス のEC加 盟 を機 と してICLを 拡 大ECに おけ る リー デ ィン グ ・カ ンパ

ニ ー た ら しめ る こ と を 目標 に 積 極 的 な援 助 が 続 け られ た 。

政 府 はICLに 対 して,1972年8月 科 学 技 術 法 に 基 き新 コ ン ピ ュー タ ・シ リー ズの 研 究 開 発 費 と

して1,420万 ポ ン ド,さ らに1973年7月 に は1976年 まで の 追 加 資 金 と して2,580万 ポ ン ドの 支 出 を

決 定,こ れ に よ1)ICLは 設 立 以 来5,700万 ポ ン ド(1億4千 万 ドル)の 政府 資 金 支 出 を受 け た こ

とに な っ た。

1974年 労 働 党 政 権 と な っ たが,ICLの 小型 機2903の 業 績 が 好 調 な こ と も あ り,ICLに 対 して

は 「国 産 愛 用 」 政 策 の 継 続 以 外 目立 った 新 政 策 は 打 出 され て お らず,1976年 以 降ICLは 自立 して

い く意 向 を表 明 して い る。 しか しな が ら,ICLの 持 株 会 社ICHの 株 式 をGECが 少 比率 株 整 理

の た めNEB(英 国 企 業 庁)と プ レ ッ シー に 売 却(76年5月),各22.4%の 筆 頭 株 主 に な っ た こ と

な ど政 府 の参 加 度 合 も強 ま っ て い る。

B政 府 の産 業 育 成 法 と中央 コ ンピ ュー タ庁

1970年 保 守 党 政 権 の下 に投 資促 進 法 の 廃 止 と コ ン ピュー タ取 得 原価 の 一 定率 を法 人 所 得 税 か ら控

除 す る とい っ た投 資 控 除 制 度 へ の切 換,通 商 産 業 省 の 新 設 に伴 う技術 省 の 吸 収(1970年10月),産

業 再 編 成 公 社 の 廃 止 な ど を行 っ た。1972年,産 業 拡 大 奨 励 策 と して産 業 法(TheIndustryAct)が

制 定 され,地 方 雇 用 法 を改訂 し,産 業 開 発 地 域 を指 定 して 開 発補 助 金 を 付 与,同 年 制 定 の 財政 法

(TheFinancialAct)に 基 い て 税 制 面 で の 優 遇 措 置 を も行 って い る。 一 方 イ ギ リス議 会 に は科 学 技

術 特 別 委 員会 が 設 け られ,1971年11月 回 委 員 会 が 発 表 した青 書 に よっ て,1972年 行 政 省 内 に 政 府 の

コ ン ピ ュ ータ調 達 と開 発調 整 を行 う中央 コ ン ピ ュ ー タ庁(CentralComputerAgency)が 設 け られ

た 。1973年6月,同 委 員会 は71年 の勧 告 の 完 全 実 施 とECの 共 同 政 策 に 呼 応 す る政 策 を検 討 す る よ

う第 二 次 の報 告 書 を出 して い る 。一 般 の 振 興 策 と して は 基礎 研 究 助 成 金 制 度ACTP(高 度 コ ンピ

ュー タ技 術 計 画)が あ り1969年 よ り7年 間 に319万 ポ ン ドが支 出 され て い る。

3フ ラ ンス の コ ンピ ュ ー タ政 策

A国 産 コ ン ピュ ー タ ・メー カー と第一 次 お よ び 第二 次 プ ラ ン ・カル キ ュ ル

フ ラ ン スの 保 護 育 成 策 は1964年 まで優 秀 な技 術 を もつ 国産 コ ン ピ ュー タ ・メー カ ー マ シ ン ・プ

ル社 が あ っ た が,米 国GE社 に買 収 され 国 産 コ ン ピュ ー タが 壊 滅 状 態 に な っ た た め,1966年 首相 直
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属 の機 関 と して情 報 代 表 部(D61egeal'lnformatique)を 設 け 情 報 処 理 行 政 と国 産 企 業 育 成 に 当 た ら

せ た こ とに始 ま る。 情 報 代 表 部 の 下 に は 情 報 処 理 に お け る指 導,研 究,要 員養 成 機 関 と してIRI

A(lnstitutedeRtecherched'lnformatiqueetd'Automatique)が 設 立 され て い る。 情 報 代 表 部 は1966

年 に 数 社 の 小 規 模 企 業 を 合 併,C.1.L(Compagnielnternationalpourl'lnformatique)を 設 立,19

66年 か ら1970年 ま で の 第一 次 プ ラ ン ・カル キ ュ ル を実 施 した。1971年 か らは5ヵ 年 計 画 で さら に 巨

視 的 な 第 二 次 プ ラ ン ・カル キ ュ ル を実施,教 育 訓 練,ソ フ トウ ェ ア産 業,電 子 部 品関 係 の 助 成 の ほ

か,C.IJ.に は7億 フ ラ ン(421億5千 万 円)の 援 助 が 与 え られ た。

一 方 ,1970年 米 国GE社 の コ ン ピュ ー タ部 門 はHIS社 に 吸 収 さ れ,ブ ルGE社 はHISの 翼 下

に 入 り,ハ ネ ウ ェル ・ブ ル 社 とな っ た 。1973年,C.IJ.は 西 ドイ ツ の ジー メ ンス 社 とオ ラン ダの フ ィ

リ ッ プ ス 社 と共 に コ ン ピ ュー タの 共 同開 発,製 造,販 売機 関 で あ るユ ニ デ ー タ社 を設 立,7.700シ

リー ズ を分 担 開 発 して きた 。

Bフ ラ ンス の 業 界再 編 成 と政 府 援 助

第 二 次 プ ラ ン ・カ ル キュ ル の 終 る1975年CJ.1.と ハ ネ ウ ェル ・ブ ル社 と の・合 併 発表 を発 端 に ユ ニ

デー タ社 は 消 滅,フ ラ ンス の コン ピュ ー タ業 界 は再 編 成 され ざる を得 な くな った 。 業 界 の 再 編 成 は

1976年 か ら向 う4年 間 の政 府 の 助 成 プ ラ ン と一 体 で進 め られ,1980年 の 国 内 のEDPの 売 上 を13億

ドル,小 型 機 の そ れ を6億5千 万 ドル お よ び政 府 使 用機 器 の 国産 化率 を60%に す る と い う 目標 が 設

定 せ られ,'合 併 後 の新 会 社(持 株会 社 で,フ ラ ンス側 が53%の マ ジ ョ リテ ィ を保 有,1976年6月 正

式 ス ター ト)①C.IJ./HoneywellBull,②C.H./H-B-1の 二 社 に対 してHISの ほ か フ ラ ン ス政

府 とCGE.が 各17%の 大 株 主 とな り,12億 フ ラ ン の政 府援 助 と80年 まで の 官 公 需40億 フ ラ ンの 発 注

を行 うこ と とな っ た 。 他 方,旧C.IJLの 小 型 機,周 辺 装 置 部 門 は政 府 が120百 万 ドル の 欠 損 填 補 を行

った 上 で,ThomsonCSF.が55%の 筆 頭 株 主 とな り,新 しい持 会 社C.IJ.を 発 足 さ せ る こ と と な っ

た 。 この 新C.H.の 傘 下 には,開 発 会 社(Sted'expl)と フ ラン ス政 府 お よび テ レ メ カニ ク社 が 参 画

した 共 同 会 社(Sociεt6Commune)が あ 　 (耐 に 政 ㈱ 助65百 万 ドル),ミ ニ ・コ ン生 麟 年

3億5千 万 フ ラ ンの 欧 州 最 大 の 小 型 機 ・周辺 装 置 グル ー プ が 誕 生 し た訳 で あ る。 さら に,小 型 機 ・

周辺 装 置 の第 二 グル ー プ と して,Logabax,lntertechnique,Transac三 社 に よ るLogabaxグ ル ー プ

が 形 成 さ れ て い る。再 編 成 は,こ の 他 電 子 部 品 業 界 に も進 め られ てお り,5カ 年 間 に1億7千5百

万 ドル の助 成 や,55百 万 ドル の3年 間 の ク レ ジ ッ トな ど が再 編 成 促 進 の た め 留 保 され て い る。SS

CI傘 下 の企 業 だ け で も年 間2,350百 万 フ ラ ン の 売 上 を有 す る世 界 第 二 の 規 模 を誇 る ソ フ トウ ェ ア

業界 に対 して は7億 フ ラ ン の政 府 助 成 が行 わ れ る こ と とな っ て い る。

う
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4西 ドイ ツ の コ ン ピ ュー タ政 策

A振 興 策 の基 礎 と第 一 次,第 二 次 デ ー タ処 理 高 度化 計 画

ア メ リカ系 資本 の メー カ ーに コ ン ピ ュ ー タ市 場 の80%を 押 え られ て い る西 ドイ ツ は1966年 まで は,

主 に ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソフ トを対 象 の政 府 補 助 に す ぎ なか っ た 。

総 合 的 な 第 一 次 デ ー タ処 理 高 度 化 計 画 をス ター トさせ たの は,1967年 で あ り,1968年 連 邦政 府 と

ウ ェ ス ト ・フ ァー レ ン州 の 出 資 で(現 在 政 府90%)科 学 教 育 省 管 轄 の 特 殊 法 人;数 理 デ ー タ処理 有

限会 社(GMDY)を 発 足 させ る と と もに,官 公 庁 でユ ー ザ ー に よる大 規 模 シス テ ム の 開 発 を行 う

た め に 内 務 省 内に 局,省 庁 間 委 員会,協 力 諮 問 委 員 会 な ど を強 化 設 置,国 産 メー カー の 刺 戟 策 とし

た 。

第 一 次 デー タ処 理 高 度 化計 画 で は,全 体 と して,5億8千 万 マ ル ク を支 出 しただ け で,1971年6

倍 の 予 算 規 模 を もつ(42億7千 万マ ル ク)5ヵ 年 間 の 第 二 次 デ ー タ処 理 高 度 化 計 画 に切 り換 え られ

た。 この 第 二 次 デ ー タ処 理 計 画 は,関 係 省庁 間 で総 合 的 に 検 討 さ れ た もの で,経 済,科 学 お よび 公

共 機 関 の デ ー タ処 理 に よ る合 理 化 とデ ー タ処 理 技 術 の 普 及,市 場 の バ ラ ン ス等 が あ げ られ,デ ー タ

処 理 教 育 関係 に27億7千 万 マ ル ク とそ の 大 半 が さかれ て いるの が特徴 であ った。 国産 メー カー に は 未

来指 向 型 の 新 機 種 開発(ジ ー メ ン ス:モ デ ル404,シ リー ズ300,AEGテ レ フ ン ケ ン ニシ リー ズA

EG60と80等)が 補 助 され た。

B第 三 次 デ ー タ処 理 計画

第 二 次 デ ー タ処 理 計 画 の最 終年1975年12月 に三 国協 調 体 制 の 破 綻 か らユ ニ デ ー タが 崩 壊 し,西 ド

イ ツ政 府 も世 界 的 な景 気 の 後 退 よ り,緊 縮 財 政 を余 儀 な くさ れ て い た が1976年3月,大 型 コ ン ピ

ュー タ を除 くす べ て の セ ク ター で 国際 競 争 力 を培 うこ とを狙 い と して 第 三 次 デ ー タ処 理 計 画(1976～

79・年)が 成 立 した 。

第 三 次 デ ー タ処 理 計 画 の 助 成 予 算 総 額 は15億75百 万 マ ル クで,第 二 次 で は65%も 占め て い た デ ー

タ処 理 教 育 関 係 が 約10分 の1の 額 に縮 小 さ れ た の を除 け ば,第 二 次 デ ー タ処 理 計 画 を継 承 した もの

で あ り,そ の 中 で も,情 報 シス テ ム ・医 療 シ ス テ ム ・プ ロセ ス制 御 ・研 究 等 のDP利 用 分 野 に相 当

の 比 重 が お か れ て い る とい え よ う。他 面,メ ー カ ー の 開 発 助 成 に対 して も554百 万 マ ル ク の 予 算 を

割 い て お り,対 象 メー カー の 中 に は ジー メ ンス,ニ ッ ク ス ドル フ,キ ン ツ レー,ア ン カ ー,ホ ー ナ

ー 等 の 汎 用 コン ピュ ー タ と ミニ ・コ ン,周 辺装 置 メー カー に混 って,オ ラ ン ダの フ ィ リップ ス の 子

会 社 が 名 をつ らね て い る。
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5EC委 員会の政策

AECレ ベ ル で の コ ン ピュ ー タ産 業 振 興 の芽 生 え

EC委 員 会 で 強 大 な ア メ リカ系 メー カー に抗 して,欧 州 の情 報処 理 産 業 を育 成 し よ う と した の は

1972年 頃 か らで,ユ ニ デ ー タ等 の 欧 州 の コ ン ピュ ー タ業 界 の動 きに よ り助 長 され た 。1973年2月,

欧 州 の 情 報処 理 産 業 の現 状 に つ い て の レ ポー トを発 表,11月 に は ア プ リケ ー シ ョン開 発 にECが 資

金 を用 意 す る とい うこ と と同 時 に生 産 ・販 売 ・技 術 開 発 に つ い て の 考 え方 を表 明 し た。 つ い で,19

74年7月EC理 事 会 は委 員 会 案 に 基 き,共 同 プ ロ ジ ェ ク トを推 進 し,国 家 間 の 共 通 利 益 分 野 で の 政

策 を展 開,ECの 資金 供 給 を伴 う 「中期 計 画 」 策 定 の 決議 を行 っ た 。

BEC委 員 会 の 「中 期 計 画 」 と骨 子

EC委 員 会 で は,理 事 会 の決 議 を うけ て,1975年3月 と9月 に い くつ かの プ ロ ジェ ク ト案 を理 事 会

に 提 出 し,9月 に は,中 期 計 画 全 体 の骨 子 を発 表 して い る。3月 提 案 は5つ の 特 定 ア プ リケ ー シ ョ

ン開 発 プ ロ ジ ェ ク トと3年 間 の480万9千 ドル の 資金 計 画,9月 提 案 は業 界 等 か らの要 望 も受 け,

よ り全 体 的 な シ ス テ ム,ソ フ トウ ェ ア 技 術 開 発 プ ロ ジ ェ ク トに 重 点 が 移 され た もの とな った 。

これ らの ほ か,中 期 計 画 の骨 子 と して,利 用 技 術 と産 業 の 振 興 策 に 分 け た全 体 像 が 描 か れ て お り,

後 者 の 中 に は,LSI等 の素 子 部 品 の 共 同 購 入 ・開発,レ ン タ ル 資 金 融 資 の機 構 創 造(5年 間 に60

億 ドル の調 達)が 含 ま れ て い る。 現 在,こ れ ら提 出 され た プ ロ ジ ェ ク ト案 につ い て は,理 事 会 決 議

が な され て お らず 審 議 中 の段 階 に あ る。
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第1章 わが 国 の コ ン ピュー タ実動 状 況

通商産業省調査 より一 一

通 商 産 業 省 は 四半 期 ご とに 「電 子 計 算 機 納 入下 取調 査 」 を行 っ て い る。 こ の調 査 で は,計 数(デ

ィ ジ タル)型 汎 用 コ ン ピ ュー タ を集 計 対 象 と して お り,相 似(ア ナ ロ グ)型 コ ン ピ ュー タ,プ ロセ

ス制 御 用 コ ン ピュ ー タ,ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ は 集 計 か ら除 か れ て い る。

1975年9月 末 現 在,わ が 国 で 実 動 して い る 汎 用 コン ピュ ー タ シス テム は32,447セ ッ ト,買 価 換 算

金 額 で2兆809億 円 で あ り,前 年 同 期 に 比 べ て,セ ッ ト数 で20.9%,金 額 で17.5%の 増 加 率 を示 し,

74年 度 の対73年 度 の 増加 率一 セ ッ ト数 で33.6%,金 額 で21.7%一 に 比 べ セ ッ ト数 伸 び率,金 額

伸 び率 と もに 下 廻 っ た。

国産 機,外 国 機 別 に み る と,国 産 機 は20,420セ ッ ト(買 価 換 算 金 額1兆1,702億 円),外 国 機 は

12,027セ ッ ト(買 価 換 算 金 額9,107億 円)で,実 動 セ ッ ト数 では 国産 機 が63.0%(前 年 同 期61.8%),

外 国機 が37.0%(前 年 同 期38.2%)と 国 産 機 が 優 位 に 立 っ て い るが,金 額ベ ー ス で は 国産 機56.2%

(前 年 同 期54.5%),外 国 機43.8%(前 年 同 期45.5%)で あ っ て 内 外 比 は 前年 に よ りや や 改 善 され た。

1型 別 にみた国産機外国礎比,シ ステム規模

4-1-1表 は 型 別 に み た 国 産 機,外 国 機 の実 動 状 況 と構 成 比 の 推 移 を示 し た もの で あ る。

a)大 型 コ ン ピ ュ ー タ

1975年9月 末 現 在,実 動 大 型 機 は1,885セ ッ ト,1兆2,111億 円 の規 模 に 達 して い る。

大 型 機 にお け る 国産 機 の シ ェ ア は 台数 比 で73年 の51.9%か ら56.8%へ,金 額 比 で73年 の40.9%か

ら47.3%へ といず れ も増加 して い る。

シス テ ム規 模 に つ いて み る と,国 産 大 型 機 は73年4億8,300万 円,75年5億3,500万 円 と上 昇 し,

外 国 大 型 機 は73年7億5,200万 円,75年7億8,400万 円 と絶 対 額 に お い て大 規 模 で あ る。
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実動状況細分表構成 比およびシステム数

(単位:上 段セ ット数 下段金額:百 万円)

実 動 状 況 構 成 比% 1セ ッ ト当 りシステム規模

型 別 1973年9月 1974年9月 1975年9月 1973年9 1974年9 1975年9 1973年9 1974年9 1975年9

末現在 末現在 末現在 月末現在 月末現在 月末現在 月末現在 月末現在 月末現在

大 型A 241 309 397 40.6 43.3 46.7 百万円 百万円 百万円
180,321 244,207 339,890 323 36.0 41.1 748 790 856

大 型B
463

159,667

547

190,203

674

233,023
60.7

58.4

62.4

59.0

65.1

60.8 345 348 346

国
大 型 計

704

339,988

852

434,410

1,071

572,913
51.9

40.9

54.0

43.4

56.8
47.3 483 510 535

中 型A
1,164

182,092

1,364
219,979

L519
241,426

70.7

67.4

71.9

67.3

72.2

67.5 156 161 159

産
中 型B

2,159

140,640

2,494

162,476

2,735

175,790
77.9

75.6

78.1

74.5

76.7

73.1 65 65 64

中 型 計
3,323

322,731

3,858
382,455

4,254

417,216
75.2

70.7

75.8

70.2

75.0

69.8 97 99 98

小 型
3,641

80,130

4,854

102,826
6,216

124,829
73.8

72.2

74.7

72.5

76.4

73.7 22 21 20

機 超 小 型
4,522

28,818

7,022
45,307

8,879

55,302

48.2

50.4

51.4

53.5

53.0

53.9 6 6 6

合 計
12,190

771,666
16,586

964,998

20,420

1,170,260

60.7

53.0

61.8

54.5

63.0

56.2 63 58 57

年間増加率% 12.6 25.1 21.3

大 型A
353

377,279
399

433,628
453

487,931
59.4

67.7

56.7

64.0

53.3

58.9 1,069 1,087 1,077

大 型B
300

113,756

329
132,305

361
150,325

39.3

41.6

37.6

41.0

34.9

39.2 379 402 416

外
大 型 計

653

491,034

728

565,933

814
638,256

48.1

59.1

46.0

56.6

43.2

52.7 752 777 784

中 型A
483

88,217

534
106,855

583
116,039

29.3

32.6

28.1

32.7

27.8

32.5 183 200 199

国
中 型B

613

45,431

699

55,732

832

64,591

22.1

24.4

21.9
25.5

23.3

26.9 67 80 78

中 型 計 LO96
133,648

1,233

162,587

1,415

180,629
24.8

29.3

24.2

29.8

25.0

30.2 122 132 128

小 型
1,291

30,923

1,645
38,917

1,924

44,481
26.2

27.8

25.3

27.5

23.6

26.3 24 24 23

機 超 小 型
4,859

28,372

6,642
39,355

7,874

47,344
51.8

49.6

48.6

46.5

47.0

46.1 6 6 6

合 計
7,899

683,976

10,248
806,792

12,027

910,710
39.3

47.0

38.2

45.5

37.0

43.8 87 79 76

年間増加醐 18.7 18.0 12.9

大 型A
594

557,600
704

677,853

850

827β22
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 939 963 974

大 型B
763

273,422

876
322,507

1,035

383,348
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 358 368 370
A口

大 型 計
1,357

831,022

1,580

1,000,343

1,885
1,211,170

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 612 633 643

中 型A L647
270,308

1,898
326,834

2,102

357,465

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 164 172 170

中 型B
2,772

186,071
3,193

218,208

3,567

240,380

100.0

100.0

100.0
100.0

100.0
100.0 67 68 67

中 型 計
4,419

456,378

5,091

545,042

5,669

597,845

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 103 107 105

小 型
4,932

111,052

6,499

141,742

8,140

169β09

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 23 22 21

計 超 小 型
9,381

57,189

13,664

84,663

16,753

102,646
100.0
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 6 6 6

合 計
20,089

1,455,642

26,834
1,771,790

32,447

2,080,970

100.0
100.0

100.0

100.0

100.0
100.0 72 66 64

年間増加醐 15・4121・7 17.5
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第4部 コ ン ピュー タ利 用の 現 況

型別 分 類基 準 は 次の とお り。(売価 換 算)

大 型A… …5億 円以 上

大 型B… …2億5,000万 円以 上5億 円 未満

中 型A… …1億 円 以上2億5,000万 円 未満

中型B… …4,000万 円 以上1億 円未 満

小 型… …1,000万 円 以 上4,000万 円未 満

超 小 型 ……1,000万 円未 満

コン ピュ ー タの 基準 は ① デ ィ ジタル 型 で あ るこ と。② プ ロ グ ラムの 蓄積 方 式 で重 要 な命令 を内 部記 憶 装置

に記 憶 して い るか,ま たは相 当 の性 能 を有す るこ と。③ 内部 記 憶容 量 が2,000ビ ッ ト以上 で あ る こ と(た だ

し,サ イン,パ リテ ィ ・チ ェ ッ クの ため に有 す るピ ッ トは含 まな い)。④ 電子 論理 演 算 に よ り行 われ る演 算 機

構 を有 す るこ と,の4つ の 条件 を全 て満 足 す る コ ンピ ュー タ。

現 地 資本 が株 式 の マ ジ ョ リテ ィを保 有す る企業 が 国 内生 産す る シス テ ム を国産 機 とみ なす。

シス テ ム増 設 に よ る型 別移 動 を考 慮 して い る。 た とえ ば,以 前 には 小 型に 分類 され て いた もの が メモ リー増

設 や,周 辺 装 置増 設 の 結果,中 型へ 移行 す る場合 が あ る。

ミニ ・コン ピ ュー タ,ア ナ ロ グ型 コ ン ピュー タ,プ ロセ ス制 御 用 コン ピュー タ,オ フ ライ ン機 器,デ ー タ通

信 機 器 は集 計 対 象外 として い る。

中 型 コ ン ピ ュ ー タ

1975年9月 末 現 在,実 動 中 型 機 は5,669セ ッ ト,5,978億 円 の規 模 に 達 して い る。

中型 機 に お け る国 産 機 の シ.ア は 台 数 比 で75%前 後,金 額 比 で7・%前 後 と この 両3年 来 大 き な変

化 は な い 。

シ ス テ ム規 模 に つ い て み る と,国 産 中 型 機 は73年9,700万 円,75年9,800万 円 とほ とん ど変 わ らず,

外 国 中型 機 も73年1億2,200万 円,75年1億2,800万 円 と漸 増 に と ど まっ て い る。

c)小 型 コ ン ピュ ー タ

1975年9月 末 現 在,実 動 小 型 機 は8,140セ ッ ト,1,693億 円 の 規 模 に達 して い る 。

小 型 機 に お け る国 産機 の シ ェ ア は1975年9月 現 在 台数 比 で76.4%,金 額 比 で73.7%前 後 で,こ の

シ ェア は こ の両3年 来 微 増 。

シ ス テ ム 規模 につ い て み る と国 産 小 型機 は,73年2,200万 円,75年2,100万 円 と変 化 な く,外 国 小

型 機 も,73年2,400万 円,75年2,300万 円 と国 産 機 よ りは や や 高 額 で あ るが さ し た る年 次 変 化 は み ら

れ ない 。

d)超 小 型 コ ン ピ ュ ー タ

1975年9月 末 現 在,実 動 超 小 型 機 は16,753セ ッ ト,1,026億 円 の規 模 に達 して い る。

超 小 型 機 に お け る国 産 機 の シ ェ ア は 台数 比 で,73年48.2%,75年53.0%,金 額 比 で,73年50.4%,

75年53.9%と この 分 野 に お け る内 外 機 の 激 しい 争 い を うか が わせ る。

シ ス テ ム 規 模 に つ い て み ると 内外 機 と も この3年 来600万 円 に 一 定 して い る 。
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2国 産機外国礎別 にみ た型別構 成比

4-1-2表 は 国 産 機 外 国礎 別 に 各 機 種 の構 成 比 を示 した もの で あ る。

a)国 産 機

国産 機合 計 に対 す る大 型 機 の シ ェア は 台数 比 で71年 以 来6%台 か ら5%台 へ 下 降 して い るが,金

額 比 で み る と71年 に お け る40.8%か ら75年 に お け る49.0%ま で 漸 増 して い る。

国産 機 合 計 に 対 す る中 型 機 の シェ ア は 台数 比 で71年 の33.7%か ら75年 の20.8%ま でお お む ね 漸 減

傾 向 を示 し,金 額 比 で も71年46.5%か ら75年35.6%へ と低 下 して い る。

国産 機 合 計 に 対 す る小 型 機 の シ ェ ア も台数 比 で71年 の33.1%か ら75年30.4%へ と低 落 し,金 額 比

で は71年10.3%か ら75年10.7%へ と10%前 後 を上 下 して い る。

国 産 機 合 計 に 対 す る超 小 型 機 の シ ェ ア は 台 数 比 で71年 の26.9%か ら75年 の43.6%へ と急 増 して い

る。 金 額 比 で み る と71年2.4%か ら75年4.7%へ と増加 率 は 著 しい が 全 コン ピュ ー タ金 額 に対 す る割

合 自体 は低 い 。

b)外 国 機

外 国 礎 合 計 に対 す る大 型機 の シ ェア は 台数 比 で71年 の15.8%か ら75年6.8%へ'と 急落 して い るが,

金 額 比 でみ る と71年 に お け る71.4%か ら70～72%を 上 下 し,75年 に お い て も70.1%と 高 率 を維 持 し,

国産 機 に お け る大 型 機 金 額 比 率49.0%と 対 照 的 で あ る 。

外 国 機合 計 に対 す る 中型 機 の シ ェア は,台 数 比 で71年 の26.1%か ら75年11.7%と2分 の1以 下 に

低 下 した が,シ ス テ ム 規 模 の拡 大 の た め 金 額 比 で は71年22、1%か ら75年19.8%に 下 降 した に と ど ま

る。

外 国機 合 計 に 対 す るノ」・型 機 の シェ ア も 中型 機 に お け る と同 じ く,台 数 比 で71年25.0%か ら75年

16.0%と 減 少 したが,金 額 比 で は71年4.9%か ら75年 も4.9%と 変 化 は な い 。

外 国機 合 計 に 対 す る超 小 型 機 の シ ェ ア の 増 加 は著 し い。 台数 比 で71年 に は33.1%と な っ た が75年

に は65.5%と 全 体 の 過 半 を 占め る。 金 額 比 で は71年1.6%か ら75年5.2%へ と増加 した。

c)国 産 機 外 国 機 合 計

全 体 と して み れ ば 全 コ ン ピ ュー タ に対 す る全 大 型 機 の シ ェ ア は 台数 比 で71年9.3%か ら75年5.8%

へ と低 下 した が,逆 に金 額 比 では,71年54.6%か ら75年58.2%へ と増加 した 。

中型 機 に つ い て み る と台数 比 で は70年 の31.3%か ら75年17.5%へ,金 額 比 で も71年35.5%か ら75

年28.8%へ とい ず れ もシ ェ ア が 狭 くな っ て い る。

小 型 機 に っ い て は 台数 比 で71年30.5%か ら75年25.1%へ とシ ェ ア が低 下 して い る が,金 額 比 で は



4-1-2表 実動 システムの国産機,外国機別型別構成比

口
軽

(上段:台 数比率 下段:金 額比率)

国産機 ・外国機別 国 産 機 外 国 機 合 計

時 点 1971年 1972年 1973年ll974年 1975年 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年

型 別 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末

% % % % % % % % % % % % % % %

大 型A
2.0

20.4

2.2

22.4

2.0

23.4

1.9

25.3

1.9

29.0

6.2

44.4

5.5

48.9

4.5

55.2

3.9

53.7

3.8

53.6

3.4

31.2

3.3

34.5

2.9

38.3

2.6

38.3

2.6

39.8

大 型B
4.3

20.4

4.2

20.7

3.8

20.7

3.3

19.7

3.3

20.0

9.6

27.0

6.8

23.7

3.8

16.6

3.2

16.5

3.O

l6.5

5.9

23.4

5.2

22.1

3.8

18.8

3.3

18.2

3.2

18.4

構

小 計
6.3

40.8

6.4

43.1

5.8

44.1

52

45.0

5.2

49.0

15.8

71.4

12.3

72.6

8.3

7L8

7.1

70.2

6.8

70.1

9.3

54.6

8.4

56.6

6.7

57.1

5.9

56.5

5.8

58.2

13.4 11.6 9.5 8.2 7.4 10.8 7.6 6.1 5.2 4.8 12.6 10.2 8.2 7.1 6.5

中 型A
27.6 25.5 23.6 22.8 20.6 14.0 12.4 12.9 13.2 12.7 21.5 19.5 18.6 18.4 17.2

成 20.3 19.6 17.7 15.0 13.4 15.3 12.0 7.8 6.8 6.9 18.7 16.9 13.8 11.9 11.0

中 型B
18.9 18.7 18.2 16.8 15.0 8ユ 7.8 6.6 6.9 7.1 14.0 13.7 12.8 12.3 11.6

33.7 31.2 27.2 23.2 20.8 26.1 19.6 13.9 12.0 11.7 31.3 27.1 22.0 19.0 17.5

小 計
46.5 442 41.8 39.6 35.6 22.1 20.2 19.5 20.1 19.8 35.5 33.2 31.4 30.7 28.8

33.1 31.3 29.9 29.3 30.4 25.0 19.8 16.3 16.1 16.0 30.5 27.3 24.6 24.2 25.1

比
小 型

10.3 9.8 10.4 10.7 10.7 4.9 4.6 4.5 4.8 4.9 7.9 7.4 7.6 8.0 8.1

26.9 31.1 37.1 42.3 43.6 33.1 48.3 6L5 64.8 65.5 28.9 37.2 46.7 50.9 51.6

超 小 型
2.4 2.9 3.7 4.7 4.7 1.6 2.6 4.2 4.9 5.2 2.0 2.8 3.9 4.8 4.9

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0. 100.0 100.0 100.0

合 計
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.O 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

』
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5年 来7～8%を 上 下 して い る。

超 小 型 機 に お い て は 台数 比 で71年28.9%か ら75年51.6%へ,金 額 比 で71年2.0%か ら75年4.9%へ

と いず れ も増 加 が 著 しい 。

3業 種別実動状況

4-1-3表 は業 種 別 に 実 動 状 況 の 推 移 を示 した も の で あ る。

a)設 置 台 数 で の 上 位 業種

1業 種 で1,000セ ッ ト以 上 の 設 置 規 模 を もつ 業 種 は 次 の9業 種 で あ る。

卸 ・小 売 ・商 事9,879セ ッ ト

金 融

サービス

(一般サー ビス)

(情報サー ビス)

法人団体 ・農協

電気機械

化学 ・石油

その他製造業

運輸 ・通信 ・報道

食 品

設置金額での上位業種

3,882

2,423

(1,116

(1,307

1,763

1,653

1,284

1,159

1,094

1,055

〃

〃

〃)

〃)

〃

〃

〃

〃

〃

〃

b)

1業 種 で1,000億 円 以 上 の 設 置 規模 を もつ 業種 は次 の5業 種 で あ る 。

金 融3,829億 円

電 気 機 械2,358〃

卸 ・小 売 ・商事2・226"

政 府 関 係 機 関1・703"

サ ー ビ ス1,619〃

(一 般 サ ー ビ ス)(403〃)

(情 報 サ ー ビ ス)(1,215〃)

1業 種 で500億 円 以 上1,000億 円 未 満 の 設 置 規 模 を もつ 業 種 は 次 の6業 種 で あ る。

輸 送 用 機 械997億 円



一

4-1-3表 業種別電子計算組織実動状況の推移

台数 ・金額 台 数 金 額(単 位:百 万円)

年別 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年9月 末 1971年 1972年 1973年 ]974年 1975年9月 末

1セ ッ

ト当り

業種別
9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 国 産 機 外 国機 合 計 9月 末 9月 末 9月 末 9月 末 国 産 機 外国機 合 計

金 額

農 業 3 5 5 8 12 4 16 45 137 94 133 246 68 314 20

林 ・狩 猟 業 2 3 7 8 1 9 14 21 51 84 6 90 10

漁・水産・養殖業 ユ1 16 45 76 23 66 89 314 380 587 981 427 877 L304 15

鉱 業 36 42 36 45 39 13 52 3β88 6,795 2,195 3,111 1,983 LO96 3,079 59

建 設 業 190 253 341 448 322 204 526 10,864 14,899 17,143 22,061 12,8]3 12,229 25,042 48

食 品 297 434 648 853 693 362 1,055 12,872 16,772 19,372 24,523 15,957 13,817 29,774 28

繊 維 257 351 486 629 446 316 762 13,143 14,218 12,429 16,510 11,593 7,439 19,032 25

紙 ・ パ ル プ 84 150 204 265 241 50 291 3,182 3,967 4,609 6,262 5,281 2,086 7,367 25

出 版 ・印 刷 72 105 154 203 148 84 232 2,372 3,002 8,404 9,956 4,167 7,207 ]1,374 49

化 学 ・石 油 581 717 903 L161 804 480 1,284 47,885 54,644 64,035 76,848 38,029 46,813 84β42 66

硝子 ・セメン ト 137 163 190 243 155 109 264 7,019 7,944 8,480 ユ0,697 5,771 7,107 12,878 49

鉄 鋼 380 420 460 570 393 164 557 58,898 62,750 69,ll5 81,879 4L923 39,216 81,139 146

非 鉄 金 属 216 275 371 501 353 214 567 11,834 13,490 16,960 2L487 14,053 7,948 22,001 39

機 械 369 421 511 659 516 242 758 26,620 29,351 29,628 33,749 20,619 20,651 41270 54

電 気 機 械 ⑨64 1,118 1,271 1,578 1,267 386 1,653 143,339 172,042 190,884 218,769 148,762 87,103 235,865 143

輸 送 用機 械 425 469 550 635 441 239 680 68,613 79,142 85,788 93,104 40,651 59,136 99,787 147

精 密 機 械 156 177 217 285 216 86 302 9,320 10,745 9,155 12,048 10,170 3,684 13,854 46

その他製造業 262 375 718 971 697 462 1,159 11,030 16,205 17,505 22,593 18,534 8,030 26,564 23

卸 ・小売 ・商事 2,299 3,349 4,805 7,415 7,236 2,643 9,879 90,813 116,112 138,187 179,272 136,514 86,121 222,635 23

金 融 1,001 1,516 2,393 3,176 530 3,352 3,882 147,048 197,173 243,554 307,194 93,753 289,185 382,938 99

保 険 154 160 172 182 79 103 182 35,569 44,920 52,080 61,329 5,882 24,616 30,498 168

証 券 96 130 183 189 93 87 180 20,297 24,166 32,666 36,359 21,096 44,435 65,531 364

不 動 産 24 35 51 69 40 40 80 1,177 L579 1,767 2,000 1,793 612 2,405 30

運輸・通信 ・報道 463 643 761 961 670 424 LO94 35,749 44,1ユ7 45,446 54,840 30,910 29,065 59,975 55

電 力 ・ガ ス 92 100 124 134 82 57 139 19,278 24,119 29,967 34,018 8,351 27,319 35,670 257

サ ー ビ ス 852 1,056 1,533 1,951 1,876 547 2,423 65,149 76,586 98,084 123,856 12L232 40,713 161,945 67

(一般サービス) (900) (702) (414) (1,116) (28,776) (26,408) (13,967) (40.375) (36)

(情報サービス) (LO51) (1,174) (133) (1,307) (95.080) (94,824) (26、746) (121、570) (93)

病 院 15 25 52 64 43 46 89 640 1,121 2,265 2,910 3,476 1,596 5,072 57

大 学 328 359 429 499 466 97 563 24,074 28,029 32,301 36,599 38,174 4,386 42,560 76

高 校 75 126 172 195 225 1 226 1,205 2399 3,519 4,448 4,790 5 4,795 21

その他の学校 79 79 66 68 69 7 76 2,698 2,613 2,820 2,756 3,335 361 3,696 49

地 方 公 共体 302 392 470 543 533 68 601 18,781 23,718 31,109 38,318 36,692 5,493 45,185 75

政 府 230 243 268 301 301 38 339 37,458 43,290 49,220 56,476 66,739 5,336 72,075 213

政府関係機関 283 373 420 485 538 24 562 63,419 90,901 98,643 130,974 162,754 7,556 170,310 303

法人団体 ・農協 473 688 1,056 1,441 766 997 1,763 24,044 27,647 36,861 44,779 36,415 17,286 53,701 30

宗 教 法 人 3 3 2 5 4 3 7 359 553 101 124 130 52 182 26

業 種 不 明 28 36 19 19 95 11 106 5,962 6,283 764 777 4,161 2,059 6,220 59

合 計 U,237 14,806 20,089 26,834 20,420 12,027 32,447 1,024,518 1,261,824 1,455,642 1,771,790 1,170,260 910,710 2,080,970 64
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化学 ・石油

鉄 鋼

政 府

証 券

運輸 ・通信 ・報道

848億 円

811〃

720〃

655〃

599〃

4地 域別実動状況

4-1-4表 は 都 道 府 県別 の 実 動 状 況 を示 した もの で あ る。

a)設 置 台 数 で の 上 位 都 府 県

1都 府 県 で1,000セ ッ ト以 上 の 設 置 規 模 を もつ 地 域 は 次 の4都 府 県 で あ る。

東 京 都9,993セ ッ ト

大 阪 府5,248〃

愛 知 県2,191〃

神 奈 川 県1,375〃

b)設 置 金 額 での 上 位 都府 県

1都 府 県 で1,000億 円 以 上 の 設 置規 模 を もつ 地 域 も次 の4都 府 県 で あ る。

東 京 都9,255億 円

大 阪 府3,031〃

神 奈 川 県1,490〃

愛 知 県1,153〃

1県 で500億 円 以 上1,000億 円 未 満 の 設 置 規 模 を もつ 地 域 は 次 の1県 で あ る 。

兵 庫 県583億 円

5コ ン ピュー タ納 入実 績

最 近3ヶ 年 の 各4～3月 期 コ ン ピ ュー タ納 入 実 績 は4-1-5表 の とお りで あ る 。

年 度 ご との対 前 年 度 伸 び率 は 次 の とお りで あ っ て75年 は 不 況 の影 響 を受 け 台数,金 額 とも伸 び率

はマ イ ナ ス とな っ た 。
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4-1-4衷 地域 別 汎 用電 子 計 算機 実 動 状 況

(1975年9月 末現 在) (単位:金 額 百万円)

項 目 国 産 機 外 国 機 合 計

地域別 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額

北 海 道 667 24,331 260 10,338 927 34,719

青 森 96 3133,
107 1306, 203 4,440

岩 手 117 3232, 55 593 172 3,825

宮 城 303 11,125 146 6,633 449 17758,

秋 田 73 2,293 37 1,388 110 3,681

山 形 86 3313,
54 1,165 140 4,478

福 島 116 4,417 64 2,060 180 6,477

茨 城 174 25,487 87 6,359 261 31,846

栃 木 128 7205, 80 3,676 208 10,881

群 馬 180 7,928 89 4,367 269 12,294

埼 玉 421 18,921 199 7,244 620 26,165

千 葉 333 16,476 181 12,044 514 28,520

東 京 6,270 484,569 3,723 441,004 9993, 925,572

神 奈 川 967 95,486 408 53,519 1375,
149,004

新 潟 202 6,412 165 7,709 367 13,491

富 山 146 5,096 55 6,718 201 11,815

石 川 156 6,301 44 3,152 200 9,453

福 井 97 2,230 28 1,990 125 4,220

山 梨 70 2,619 45 1,008 115 3,626

長 野 264 10074,
92 3729, 356 13,804

岐 阜 208 6,498 161 4925, 369 11,423

'静 岡 455 20,785 344 13,909 799 34,694

愛 知 L390 66,465 801 48,927 2,191 115,392

三 重 133 6,237 66 3,477 199 9,714

滋 賀 77 3,062 153 6,040 230 9,102

京 都 452 18,056 291 9β80 743 27,936

大 阪 3,277 153,507 1971, 149,686 5,248 303,193

兵 庫 536 27,865 441 30,487 977 58,352

奈 良 39 823 34 1,266 73 2,089

和 歌 山 91 8,641 77 2,738 168 11β79

鳥 取 26 490 32 551 58 1,042

島 根 30 2,546 31 746 61 3,293

岡 山 201 9,408 153 5,833 354 15,241

広 島 619 26,636 331 14,348 950 40,984

山 口 146 6,776 111 5,583 257 12,359

徳 島 59 1,885 28 733 87 2,618

香 川 180 6,105 57 2,314 237 8,420

愛 媛 125 5,081 162 3,142 287 8,223

高 知 64 2,211 30 1,193 94 3,404

福 岡 612 25,924 356 15,336 968 41,260

佐 賀 48 2,155 53 935 101 3,090

長 崎 82 2,813 69 5,240 151 8,052

熊 本 102 5,679 55 528 157 6,208

大 分 125 4,543 79 1,252 204 5,796

宮 崎 64 1,861 53 1,780 117 3,641

鹿 児 島 76 3,173 97 2,213 173 5,385

沖 縄 92 1,502 24 1,157 116 2659,

不 明 245 8,886 48 1,065 293 9951,

合 計 20・420|L170・260 12,027 910,710 32,447 2,080,970



第1章 わが 国 の コン ピュ ー タ実 動状 況139

4-1-5表 最 近3ヵ 年 の 電 子 計 算機 納 入 実績

(単 位:金 額 百万 円)

項 目 1973年 度 合 計 1974年 度 合 計 1975年 度 合計

国産機 実 績 実 績 実 績

外 国機 ・'規模 別 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額 セ ッ ト数 金 額

大 型A 51 42,021 76 62,655 90 88,007

国 大 型B 128 44,526 145 51,738 148 52,963

大 型(計) 179 86,548 221 114,402 238 140,970

中 型A 343 56,492 310 50,079 376 58,196

産
中 型B 518 32,472 576 38,352 572 39,994

中 型(計) 861 88,964 886 88,431 948 98,190

小 型 1,280 27,028 1,809 33,506 1,790 32,261

超 小 型 2,577 16,106 2,669 16,767 L899 11β69

機 増 設 一 52,735 一 57,153 一 59,868

－F

合 計 4,897 271,380 5,085 310,261 4,875 342,659

大 型A 94 83,612 161 134,850 109 106,897

外 大 型B 122 43,247 150 46,625 90 32,798

大 型(計) 216 126,859 311 184,476 199 139,694

中 型A 190 32,927 195 30,837 102 16,303

国
中 型B 143 10,504 198 14,825 148 9,540

中 型(計) 333 43,432 393 45,662 250 25,843

小 型 448 9,447 568 11,456 667 12,955

超 小 型 2,084 12,083 1,678 10,894 917 6,620

機 増 設 一 65,079 一 78,057 一 86,191

合 計 3,08! 257,000 2,950 330,545 2,028 271,304

大 型A 145 125,634 237 197,515 199 194,903

A
口 大 型B 250 87,773 295 101,363 238 85,761

大 型(計) 395 213,407 532 298,878 437 280,664

中 型A 533 89,420 505 80,916 478 74,500

中 型B 661 42,975 774 53,177 720 49,534

中 型(計) 1,194 132,396 1,279 134,094 1,198 124,034

小 型 1,728 36,475 2,377 44,962 2,452 45,216

超 小 型 4,661 28,189 4,347 27,662 2,816 17,990

計 増 設 一 117,813 一 135,211 一 146,058

合 計 7,978 528,279 8,535 640,806 6,903 613,961
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73年

74年

75年

コン ピ ュー タ利 用 の現 況

納 入 台 数 伸 び 率

33.6%

7.0%

-19 .1%

納 入 金 額 伸 び率

26.2%

21.3%

-4 .2%

平 均 シ ス テ ム単 価(百 万 円)

66

75

89

1976年3月 におけ る汎用電子計算機実動状況

1976年3月 末 現 在 に お い て わが 国 の コ ン ピ ュー タ設 置 規 模 は3万5千 セ ッ ト,2兆2千 億 円 を超

え た 。

4-1-6表 1976年3月 末現在汎用電 子計算機実動状況

(上列:セ ッ ト数,下 列:金 額百万円)

規 模 別 国 産 機 外 国 機 合 計

大 型A
446

388,759

480

526,442

926

915,201

大 型B
731

254,326

396

163,255

1,127

417,582

大 型(計)
1,177

643,086

876

689,697

2,053

1,332,783

中 型A
1,648

260,408

582

115,434

2,230

375,842

中 型B
2,854

183,920

871

67,347

3,725

25L267

中 型(計)
4,502

444,328

1,453

182,781

5,955

627,108

小 型
7,053

137,803

2,274

50,272

9β27

188,076

超 小 型
9,731

60,347

8,239

50,031

17,970

110,377

合 計
22,463

1,285,563

12,842

972,781

35,305

2,258,344

4-1-7表1976年3月 末現 在 実動 金 額 の シ ェア

国 産 機 外 国 機

大

中

小

超 小

型

型

型

型.

%
48.3

70.9

73.3

54.7

51.7

29.1

26.7

45.3

%

合 計 56.9 43.1
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第2章 コ ン ピュー タ利 用 状 況調 査

一 第7部 集計表参照

今回の調査においては,第10回 目の"コ ンピュータ利用状況調査"と して従来からの基本的調査

項 目を踏襲し本章に掲げるとともに,通 信回線開放の実現に対処 して,73年 度版よ り継続 して"オ

ンライン化調査"を 実施 し,そ の第4回 の調査結果を,次 の第3章 に掲げる。

〔調査項目〕

コンピュータ利用状況調査における調査項目は次の通 りで ある。

① ハー ドウエア関係

5年 後の予想規模,グ レー ド・アップの経過 と予定,保 有セット数,周 辺機器台数,使 用時間

② コンピュータ部門の月間必要経費

③ コンピュータ要員および教育問題

勤務制度,要 員数,平 均残業時間,平 均年齢,平 均給与,職 務手当額,要 員教育上の問題点

④ 業務部門別 コンピュータ化状況および予定

⑤ 平均実行ジョブ数

⑥ 使用言語

⑦ 常用アプ リケーション ・プログラムの年間使用頻度

⑧ プログラム開発状況

⑨ コンピュータ ・サー ビス機関利用の現況 と予定

なお本年度版においては新 しく次の2新 項 目の調査 を行った。

⑩ 被派遣要員数 ・費用,外 注パンチ単価

⑪ セキュリティ対策

〔調査時点,対 象〕

本調査は,1975年9月30日 現在 を調査時点 とし,調 査票を同年11月1日 発送,75年12月15日 に回

収 を締め切った。
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発 送 数 回収 数 回収 率

4,9841,4042 .8.2%

な お,発 送 対 象 は,1975年 版 「ユ ー ザ ー 調 査 年 報 」(情 報 処 理 学 会 編)に よ っ た 。

〔集 計 表 〕

巻 末351頁 以 下 に 掲 げ る(7-1-1～7-1-28表)。

1自 社 コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム の5年 後 に お け る予 想 規模 と,グ レー ドア ッ プの 実 績 お よび 予

定(巻 末7-1-1表)

1974年 度 に ひ きつ づ き75年 度 に お け る経 済情 勢 の 低 迷 を反 映 して,5年 後 に 自社 の コン ピュ ー タ ・

シ ス テ ム は 規 模 を拡 大 す る と予 想 す る企 業 は,回 答 事 業 体 の71.5%と さ らに 減 少 した 。

拡 大 を予 想す る事 業 体

76年 版 調 査71.5%

75年 版 調 査72.2%

74年 版 調 査81.3%

73年 版 調 査84.3%

72年 版 調 査79.8%

拡 大 を予 想 す る各 社 の 拡 大 率 に つ い て,「 わ か ら な い 」 と い う回 答 を除 き,「 減 少 」 を 「マ イナ ス

1倍 」,「5倍 以 上 」 を 「6倍 」 と し て平 均 を と る と,全 産 業 平 均 で5年 後 に,現 シ ス テ ム規 模 の2.2

倍 に な る と予 想 され,従 来 の 値 に 比 べ 低 倍 率 を示 した 。

5年 後 の 規模

76年 版 調 査2.2倍

75年 版 調 査2.3倍

74年 版 調 査2.7倍

73年 版 調 査2.7倍

72年 版 調 査2.8倍

また,予 想拡 大率 を業 種 別 に 見 る と,業 種 に よ っ て 大 き な差 が あ る。

拡 大 率 の 高 い業 種5年 後 の 平 均 予 想 拡 大率

金 融 業3.2倍

損 害 保 険 業2.8倍

広 告 ・調 査 ・情 報 提 供 サ ー ビ ス等2.7倍

生 命 保 険 業2.6倍

電 力 ・ガ ス事 業2.6倍



拡大率の低い業種

鉱 業

医 療 業
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5年 後 の 平 均 予 想拡 大率

1.5倍

1.6倍

5年 後 の 予 想 規 模

回

答
A口

計

減

少

変
ら
な
い

2

倍

3

倍

4

倍

5

倍

5
倍
以
上

わ
か
ら
な
い

76年 版 1,265 6 170 667 159 24 23 31 185

100.0% .5 13.4 52.7 12.6 1.9 1.8 2.5 14.6

75年 版 1,154
100.0%

7
.6

138

12.0

543
47.1

201

17.4

38

3.3

15

1.3

37

3.2

175

15.2

74年 版 1,082
100.0%

2

.2

92

8.5

497

45.9

232

21.4

72

6.7

34

3.1

45

4.2

108

10.0

73年 版
1,124
100.0%

1

1

73

6.5
501

44.6
285

25.4
68

6.0

46

4.1

48

4.3

102

9.1

72年 版 1,175
100.0%

0

.0

79

6.7

434

36.9

314

26.7

80

6.8

38

3.2

73

6.2

123

10.5

2コ ン ピュ ー タ ・セ ッ ト保 有 状 況(7-1-2,7-1-3表)

今 回の 調 査 で は,各 機 種 に わ た り保 有割 合 が 増 加 して い る。

1社 当 りの保 有 セ ッ ト数 は,全 産 業 平 均8.3セ ッ ト(ミ ニ コ ン,オ フ ィ ス ・コ ン ピュ ー タ等 を含

む)で,ミ ニ コ ン ピ ュー タお よび オ フ ィス ・コ ン ピ ュ ー タ等 を除 い て も6.5セ ッ トに 達 す る。

調 査 年 別 の 全 産 業 平 均 保 有 セ ッ ト数 は 次 の よ うに な る。 保 有 セ ッ ト数 と後 掲 周 辺 機 器 台 数 平 均 は

調 査 年 に よ るサ ンプ ル の 構 成 に よ り必 ず し も連 続 した傾 向 を示 さ な い 点 に 注 意 さ れ た い 。

回 答 数 平均保有セ ット数

76年 版調査 1,401 8.3

75年 版調査 1,334 4.4

74年 版調査 1,259 1.9

73年 版調査 1,134 3.6

72年版調査 1,175 1.9

保 有 セ ッ ト 数 の 分 布 割 合

回 1 2 3 4 5 6 7

答 ㌻ ㌻ ㌻ ㌻ ㌻ 膓 ㌻
A ト ト ト ト ト ト ト
口 保 保 保 保 保 保 以 保
計 有 有 有 有 有 有 上 布

75年 版
1,334
100.0% 呈

592

44.4

267

20.0

166

12.4

73

5.5 3㌃
174

13.1

74年 版
1,259
100.0%

896

71.2

178

14.1 、ll

'43

3.4 1!1
12

1.0 、㍗

73年 版
1,142
100.0%

230

20.1
403

35.3
256

22.4

63

5.5 4誓 411 81;
1



144第4部 コンピュー タ利用の現況

3周 辺 機 器 の 台 数(7-1-4表)

全 産 業 平 均1社 当 りの 周 辺 機 器 台 数 は,調 査 年 度 別 に 表 示 す れ ば下 の よ うに な る 。 お お む ね 全 種

類 に わ た り増加 傾 向 が 看 取 され る。

機 種

調査年

外 部 補 助 メ モ リ
一般 入出力機器 そ の 他

合

計

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ

ブ

ド

ラ

ム

デ ク
イ)

ス ド

クラ

_イ
パ プ

ツ

集

団

デ
ィ

ス

ク

そ

の

他

カ

1

ド

R

/

P

紙

テ
1

プ
R

/
P

ドリ

キ1
ユダ

メ

ン

ト

ラ

イ

膓
リ

多

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

76年版調査 19.1 3.3 19.5 一 .8 5.6 7.6 1.0 7.8 6.7 11.5 2.9 86.2 1,401

75年 版調査 20.5 2.2 13.2 4.8 .0 5.1 53 .4 6.9 3.0 10.2 1.2 73.5 1,332

74年 版調査 6.6 .7 2.3 1.6 .0 1.6 1.8 .1 1.9 .6 2.7 .4 20.7 1,228

73年 版調査 8.2 2.8 4.1 1.1 .0 2.5 5.2 .2 2.9 .6 3.5 .6 32.3 1,122

72年 版調査 2.8 .2 1.8 .1 .1 .5 1.3 .0 .8 1.3 4.6 .5 14.7 L175

76年 版 よ り"デ ィス ク"と"集 団 デ ィス グ は"デ ィス ク"に 統 合

4コ ン ピ ュ ー タ使 用 時 間(7-1-5表)

ラ ン,デ バ ッ グ,ダ ゥ シ,メ イ ン テナ ン ス 各 時 間 の 合 計 を総 管 理 時 間 と呼 ぶ とき,総 管 理 時 間 の

総 平 均 は200.3時 間 で,景 気 と相 関 が あ るか ど うか は わ か ら な い 。

調査年別 ・1セ ッ ト当 り月間総管理時間分布(ラ ン+デ バ ッグ+ダ ウン+メ インテナンス)

総管理時間

調査年

回

答

杜

数

黙醜

‡

総

平

均
時

間

δ
O
H

未
満

;三
〇9

呈黍

玉
〇二
10
0
H

二

〇
〇二
1五
〇
H

二
五
〇三

10
0
H

三

〇
〇三

1五
〇
H

三
五
〇四

10
0
H

四
〇
〇四

1五
〇
H

四
五
〇五

10
0
H

五
〇
〇五

1五
〇
H

五
五
〇
H
以
上

76年 版調査 1,396 10,996 200.3
社数

%

86

6.2

139

10.0

272

19.5

343

24.6

236

16.9

156

11.2

84

6.0

40

2.9

23

L6

11

.8

6

.4

75年 版調 査 1,322 4,997 263.4
社数

%

103

7.8

115

8.7

221

16.7

279

21.1

185

14.0

142

10.7

109

8.2

69

5.2

46

3.5

20

1.5

33

2.5

74年 版調査 1,129 2,174 264.4
社数

%

96

8.5

160

14.2

272

24.1

199

17.6

119

10.5

87

7.7

73

6.5

48

4.3

28

2.5

24

2.1

23

2.0

73年 版調査 1,128 3,982 327.9
社数

%

31

2.7

47

4.2

109

9.7

106

9.4

199

17.6

210

18.6

99

18・8

104

9.2

97

8.6

62

5.5

64

5.7

5コ ンピュータ部門の運用経費(7-1-6～7-1-11表)

◇業種別集計

周辺記憶装置あるいは端末機器の増加傾向に対 し,そ の実態を把握するため,73年 版調査か ら機
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械 設 備 関 係 費 を レ ン タル 使 用,買 取 使 用 の 各 々 に つ き,CPU費,周 辺 装 置 費(除 記 憶 装 置),周 辺

記 憶 装 置 費,端 末 装 置 費 の4項 目に 細 分 して調 査 した 。

運 用 経 費 中,機 械 設 備 費 合 計 は 全 経 費 に 対 し全 産 業 平 均48.7%で(75年 版 調 査 で は51.2%),こ れ

に 人件 費27.0%(75年 版 調 査 で は29.1%)を 加 え る と75.7%に 達 し,全 経 費 の 大 半 を 占め る。

機 械 設 備 費 を100と す る と き,CPU費 は 全 産 業 平 均 で48.4%で あ り,周 辺 装 置,周 辺 記憶 装 置

は 各 々16.5%,15.8%を 占め る 。

月 間 経 費 対 月商 比 率 は 全 産 業 平 均1,000分 の3.46で(75年 版 調 査 で1,000分 の3.14),年 々漸 増 し

て い る 。

従 業 員1人 当 りの 月 間 コ ン ピ ュ ー タ経 費 は,全 産 業 平 均9,700円 で75年 版 調 査 に お け る7,000円,

74年 版 調 査 に おけ る6,800円 に く らべ 急 激 に上 昇 して い る。

◇ 調 査 年 別 集 計

客 年 の 金 額 値 そ の もの は,サ ン プ ル の 構 成 差 の た め,単 純 に 比 較 す る こ と は で きな い点 に 注 意 さ

れ た い 。

(千円)

回答数 人 件 費 機械設備費 消耗 品費 外 注 費 そ の 他 総 計

76年 版 調 査 751
6,747.4
(27.0%)

12,176.1

(48.7%)

2,093.5
(8.4%)

3,083.3
(12.3%)

913.6
(3.7%)

25,014.1

(100%)

75年 版 調 査 660
3,958.1
(29.1%)

6,947.6
(51.2%)

L242.1
(9.1%)

975.2
(7.2%)

404.9
(3.0%)

13,580.2
(100%)

74年 版 調 査 632
4,661.5
(26.4%)

9,965.5

(56.5%)

1,215.9

(6.9%)
L201.2

(6.8%)

603.0

(3.4%)

17,647.7
(100%)

73年 版 調 査 667
3,308.3

(29.2%)

6,262.1

(55.2%)

828.6

(7。3%)

495.7

(4.4%)

564.1

(5.0%)

11,342.2

(100%)

72年 版 調 査 221
1

4,310.3
(24.1%)

10,038.0
(56.1%)

1,419.4

(7.9%)

1,503.6

(8.4%)

632.2

(3.5%)

17,903.7

(100%)

1社 当り月間経費対 月商比平均(経 費,月 商 とも記入のあった回答についての集計)

回 答 数
1社当 り平均月間経費

(千円)

1社 当 り平均 月商

(百万円)
平均月間経費/月 商

(1/LOOO)

76年 版 951 22,677.4 6,549.4 3.46

75年 版 825 17,355.0 5,516.3 3.14

74年 版 806 17,526.5 8,386.2 2.08

73年 版 845 18,469.5 7,047.8 2.62

72年 版 233 20,431.6 6,970.3 2.93

1社 当り従業員当 り月間経費(経費,従 業員 とも記入のあった回答につ いての集計)

1社当 り平均月間経費 1社当 り平均従業員数 月間経費/1人
回 答 数

(千 円) (人) (千 円)

76年 版 1,278 25,357.5 2,604.2 9.7

75年 版 1,164 19,598.6 2,775.9 7.0

74年 版 1,069 19,280.0 2,828.6 6.8

73年 版 1,133 19,185.4 3,033.0 6.3

72年 版 295 22,565.7 7,034.6 3.2
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6コ ン ピ ュー タ要 員 と待 遇((7-1-12～7-1--17表)

要 員数 は,1事 業 体 当 り総 平 均42.6人 で あ り,管 理 職1人 当 りの 人 員構 成 は,庶 務 そ の 他 ユ.7人,

パ ンチ ャー2.4人,オ ペ レー タ1.6人,プ ロ グ ラマ2.9人,SE1.8人 と な っ て い る。

◇ 調査 年 別1社 当 り平 均 コ ン ピュー タ社 内 要 員数

職 種 庶
務
そ
の
他

㌻
チ
ヤ

|

柔
レ

1

タ

プ

;
ラ
マ

S

E

管

理

職'

合

計

人

数

回

答

社

数

76年 版 調 査
10.1

(1.7)

10.0

(2.4)

6.8

(L6)

ユ0.4

(2.9)

7.7

(1.8)

3.7

(1.0)

42.6

0

1,397

75年 版 調 査
6.9

(1.8>

7.6

(1.9)

9.0

(2.3)

7.8

(2.0)

4.0

(1.0)

3.9

(1.0)

39.5 1,323

74年 版 調 査
4.8

(1.5)

,9.5

(3.1)

6.1

(2.0)

9.7

(3.D

4.6

(1.5)

3.1

(LO)

38.1 !,205

73年 版 調 査
5.4

(118)

10.5

(3.6)

6.6

(2.2)

10.8

(3.7)

5.4

(1.8)

2.9

(1.0)

41.9 1,096

72年 版 調 査
5.5

(1.8)

11.9

(4.0)

6.7

(2.2)

10.8

(3.6)1

42

(1.4)

3.0

(1.0)

42.4 L175

◇全産業平均の給与の年別推移は下表のとおりである。 (単位:千 円)

パ ン チ ャ ー オ ペ レ ー タ プ ロ グ ラ マ SE

給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比

76年 版
86.6 十1.1

(+1.3%)

104.7 一8 .5

(-7.5%)

118.8 十13.6

(+12.9%)

150.2 十19.8

(+15.2%)

75年 版
85.5 十26.6

(+45.2%)

113.2 十30.2

(+36.4%)

105.2 十17ユ

(+19.4%)

130.4 十273

(+26.5%)

74年 版
58.9 十9.8

(20.0%)

83.0 十20.1

(+32.0%)

88.1 十18.7

(+26.9%)

103ユ 十13.6

(+15.2%)

73年 版
49.1 十8.7

(+21.5%)

62.9 十10.9

(+21.0%)

69.4 十7.0

(+11.2%)

89.5 十9.4

(+1L7%)

72年 版
40.4 52.0 62.4 80.1

職 務 手 当 の 平 均(千 円)

回 収 率 職務手当記入数 パ ンチ ャー オペ レー タ プ ロ グ ラマ SE

76年 版 1,401 374 7.5 12.0 9.4 23.6

75年 版 1,334 371 5.2 4.9 8.4 11.6

74年 版 1,267 365 4.7 8.4 7.4 11.9

73年 版 1,142 328 3.2 5.9 6.0 5.9

72年 版 1,175 32314・3 6.2 6.51 10.1
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月 残 業 時 間 の 平 均

庶務その他 パ ンチ ャ_1オ ペ レ_タ プ ロ グラマ SE 管 理 職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

76年 版

75年 版

74年 版

73年 版

72年 版

12.0

12.6

14.9

15.3

15.9

4.2

3.7

4.9

5.3

6.7

4.6

4.9

12.3

7.7

13.1

4.0

4.1

6口

3.1

6.8

17.0

18.8

21.1

17.4

24.2

4.5

4.5

5.7

9.0

7.2

19.3

19.8

25.0

26.8

26.3

6.5

5.8

7.0

11.6

9.0

18.3

16.9

23.6

25.9

24.9

5.1

3.1

7.2

18.6

6.1

8.0

6.2

8.3

12.0

10.4

3.0

1.7

7.5

.6

9.3

7適 用 業 務(7-1-18表)

適 用 業 務 の 各分 野 に つ い て,1975年 ま で に そ れ らの 業 務 を コ ン ピュ ー タ化 した 企 業 の 総 数 を100

とす る と き,計 算 ・集 計 業 務 を コ ン ピュー タ化 し た社 数 は75.8%で,解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 を コ ン

ピ ュー タ化 した社 数 は24.2%と な っ て い る。

これ に 対 し,今 後3年 間 に計 画 中 の 業 務 に つ い て は,計 算 ・集 計 業 務 を コ ン ピュ ー タ化 しよ う と

す る回 答 は 全 計 画 回 答 社 の52.0%,解 析 ・予 測 ・計 画 業 務 の コ ン ピ ュ ー タ化 計 画 社 数 は48.0%で,

適 用業 務 の 高 度 化 を示 唆 して い る。

適 用 業 務 項 目 の 傾 向

1
現 在 まで に コ ン ピュー タ化 した業務 項 目 今後3年 間に計画 中の業務項 目

計算 ・集計 解 析 ・予 測 ・計 画 合 計 計算 ・集計 解 析 ・予測 ・計 画 合 計

76年 版

75年 版

74年 版

73年 版

72年 版

75.8

79.8

75.2

73.4

57.6

24.2

20.2

24.8

26.6

42.4

100%

100%

100%

100%

100%

52.0

52.2

49.7

50.8

47.9

48.0

47.8

50.3

49.2

52.1

100%

100%

100%

100%

100%

8・ スル ー プ ッ ト・タイ ム と平 均 ジ ョブ数((7-1-19表)

全 産 業 平 均 で は,1社1日 の 平 均 ジ ョブ数 は65.0(75年 版 調 査 で53.4)で,ス ル ー プ ッ ト ・タ イ

ム は1分 以 内,3分 以 内,5分 以 内,10分 以 内,30分 以 内 の5段 階 に ほ ほ集 中 して い る 。

1日 平 均 ジ ョブ 数 の 多い 業 務 と して は,損 害 保 険 業(211.3),電 力 ・ガ ス事 業(197.2),政 府(181.4),

生 命 保 険業(156.5),証 券 業 ・商 品取 引 業(149.2)な ど を あ げ る こ とが で き る。

スループッ ト・タイム別・1日1社 当りジ ョブ数平均
1 1

1分 以 内 3分 以内 5分 以内 10分 以内 30分 以内 1時間以内 3時間以 内15時 間以内 5時 間以上 合 計

76年 版 12.2 13.0 9.3 11.8 11.1 4.3 1.8 .6 .5 65.0

% 18.8 20.0 14.3 ユ8.2 17.1 6.6 2.8 .9 .8 100.0

75年 版 9.4 11.7 8.4 9.3 8.4 3.2 1.8 .4 .3 53.4

% 17.6 21.9 15.7 17.4 15.7 6.0 3.4 .7 .6 100.0

74年 版 7.2 8.5 7.1 7.3 7.7 3.9 2.0 .4 .4 45.0

% 16.0 18.9 15.8 16.2 17.1 8.7 4.4 .9 .9 100.0

73年 版 5.9 7.6 7.4 8.9 10.4 3.8 2.1 .5 .5 47.6

% 12.4 16.0 15.5 ]8.7 21.8 8.0 4.4 1.1 1.1 100.0

72年 版 5.9 6.8 6.2 7.3 7.8 3.2 1.9 .3 .4 40.1

% 14.7 17.0 15.5 18.2 19.5 8.0 4.7 .7 1.0 100.0
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9使 用 言 語(7-1-20,7-1-21表)

わ が 国 コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー の48.8%はCOBOLを 使 用 し,27.0%が ア セ ンブ リ言 語 を使 用

し て い る 。

_般 に コ ン ピ ュ_婿 入後 ,繊 年 数 力・ふーえ るに つ れ アセ ン ブ リ言 語,FORTRAN,PL/1

の使 用 比率 が 若 干 増 加 し,特 殊 言 語 の使 用 比 率 が 減 少 す る傾 向 に あ る。

使 用 言 語 比 率

＼ 醜 語
シンボ リック言 語

(%)
コンパ イラ言語(%)

機
械
語
お

よ
び
特
殊
言
語

回
答
社

教
竺
○
○

肇

ア
セ

膓
リ
言
語

ジ

ニ
不

レ

1

タ

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R
A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

'他

76年 版 調 査 26.4 3.4 .1 7.5 50.6 2.7 6.5 2.4 1,351

75年 版 調 査 27.0 3.0 .3 9.0 48.8 2.4 6.4 2.9 1,278

74年 版 調 査 33.7 3.0 .2 7.5 44.6 L7 6.8 2.0 1,203

73年 版 調 査 33.6 3.5 .2 8.8 43.8 2.0 5.3 2.3 1,137

72年 版 調 査 37.9 3.7 .4 7.3 40.5 1.6 5.0 3.1 1,175

10プ ログ ラ ム の 開発 状 況(7-1-22表)

管 理 業務 処 理,事 務 処 理 プ ロ グ ラ ム に つ い て は,多 くの 企 業 が 自社 で 開 発 し て い る(そ れ ぞれ95.9

%,95.0%)。 予 測,最 適 化,ス ケ ジ ュ ー リン グ,数 値 制 御 な どに つ い て は,メ ー カー ま たは サ ー ビ

ス 機 関 と共 同 で開 発 す る割 合 が 増 加 す る(10～15%)。

OSに つ い て は 企 業 の59.4%が メー カー に 開 発 を委 託 し,言 語 プ ロ セ ッサ に つ い て は67.5%が メ

ー カ ー に 委託 す る。

サ ー ビ ス機 関 と共 同 開 発 す るか,ま た は サ ー ビ ス機 関 に委 託 す る率 は 未 だ少 な い 。

プ ロ グ ラ ム の 自 社 開 発 割 合(%)

ア プ リケー シ ョ ン ・プ ロ グラム
一

ユーア イ

リテ ィ ・

プロ グラ

ム

OS

旨 き五
目 ロロ

プロセ ツ

サ

その他
管理業務
処 理

事務処理 予測問題
最 適 化
問 題

ス ケ ジ ュ
ー リン グ

問 題
数値制御 そ の 他

76年 版

75年 版

74年 版

73年 版

72年 版

95.9

94.2

94.0

95.0

95.3

95.0

93.9

94.4

96.4

96.6

87.7

84.3

84.5

81.9

84.9

82.7

72.0

82.3

80.6

75.9

84.0

80.2

80.7

76.2

82.0

88.2

70.0

82.1

80.4

71.7

80.0

80.6

87.5

82.9

9L5

58.0

57.0

57.8

66.1

67.5

15.5

14.6

18.6

20.7

22.9

18.4

19.4

18.8

23.5

31.0

63.8

62.9

75.0

72.7

58.3
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11情 報処 理 サ ー ビス機 関 の 利 用 状 況(7-1-23,7-1-24表)

利 用 項 目の 現 況

全 産 業 平 均 で,「 パ ンチ ン グ委 託 」(67.7%),「 要 員 教 育 ・講 習 会 へ の 出 席 」(44.5%),「 保 守 サ ー

ビス の 委 託 」(36.2%),「 要 員 の 派 遣 」(23.5%),「 プ ロ グ ラ ミン グ委 託 」(20.8%)が サ ー ビ ス機 関

利 用 の 主 な項 目で あ る 。

利 用 項 目の 予 定

上 記現 況 に くらべ,3位 以下 の 項 目 は 「保 有 サ ー ビ ス の委 託 」,「プ ロ グ ラ ミン グ委 託 」,「要 員 の ・

派遣 」 の 順 と な る。 ・

サー ビス機関の利用現況 ・項 目分布(多 重回答)

回 本 計 ノξ マ 要 要 プ 保 調 コ そ

問 算 ン

シ

ン

タ

員
教
育

.

講

員

ロ

グ

ラ

守

サ

1

査
代
行
・

ン

ピ

ユ

|
収 記 の チ

イ 習
ム

の ミ

ン
ビ

一 」9

ア
タ

蜜
二t二

の

入 委 ン
ム

利

三
の

出

派 グ

委

ス

委

1

タ

収

運
用

代
数 数 託 グ 用 席

'車

垣 託 託 集 行 他

76年 版 1,401 831 149 563 80 370 195 173 301 16 67 24
100.0 17.9 67.7 9.6 44.5 23.5 20.8 36.2 1.9 8.1 2.9

75年 版 1,333 805 132 515 95 397 153 172 335 24 56 20
100.0 16.4 64.0 11.8 49.3 19.0 21.4 41.6 3.0 7.0 2.5

74年 版 1,267 785 153 511 104 370 136 166 277 19 45 15

73年 版 1,142 712 149 482 115 329 122 133 224 19 37 13
100.0 20.9 67.7 16.2 46.2 17.1 18.7 31.5 2.7 5.2 1.8

12被 派 遣 要 員 と費 用,外 注 パ ン チ単 価(7-1-25～7-1-27表)

◇ ア ン ケー ト回収 社 総 数1,404社 中334社 が,外 部 か らの 派 遣 要 員 を うけ 入 れ て い る。 全 産 業 平均 で

被 派 遣 要 員 の1社 当 り平均 人数 はパ ンチ ャー4.6人,オ ペ レー タ6.8人,プ ロ グ ラマ2.2人 そ の他 で

あ って1社 当 り平 均 の 被 派 遣 要 員 総 人数 は15.4人 とな る 。

◇ この 被 派 遣 要 員 につ い て 利 用 社 が 派遣 元 に 支 払 う派遣 者1人 当 りの 費 用 は 全 産 業 平 均 で パ ンチ ャ

ー1人 当 り月額128 .9千 円,オ ペ レー タ182.5千 円,プ ロ グ ラマ148.7千 円,SE90.7千 円 と な っ

て い る。 ただ しこ れ らの 費 用 は 被 派遣 要 員 が 必 ず し も1ヵ 月連 続 勤 務 した ときの 対 価 を意 味 す る も

の では な い。

◇ 外 注 パ ンチ の1字 当 り単 価 平 均 は,全 産 業 平 均 で 数字 が28.0銭,英 字 が35.8銭,カ ナ が48.2銭 と

な って い る。 単 純 に平 均 す る と1975年9月 に お け る 外 注 パ ンチ 単 価 は お よ そ1宇34銭 弱 で あ る。

13セ キ ュ リテ ィ対 策(7--1-28表)

主 と して物 理 的 な コ ン ピ ュー タ室 の 警 備,防 護,事 故 対 策 等 を調 査 した 結 果 は 次 の とお りで あ る。
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コ ン ピ ュー タ室 警 備 に つ い て は全 産 業 平 均 で 回 収 総 数 の36.7%が 要 員 配 置 に よ る建 屋 警 備 を行 っ

て い るが,外 来 者 の 入 室 チ ェ ッ ク を行 っ て い る会 社 は12.1%に す ぎず,一 般 社 員,コ ン ピ ュー タ要

員 の 入 室 チ ェ ッ クは ほ とん ど行 わ れ て い な い。

コ ン ピュー タ を利 用 す る者 の 身 元 チ ェ ッ ク,利 用 者 の権 限 の チ ェ ッ クは,ほ とん ど行 わ れ て お ら

ず,わ ず か に 出 力 配 付 先 チ ェ ッ クの 行 わ れ て い る割 合 が3.8%で あ る にす ぎな い 。

コン ピュ ー タ室 の 防護 に 関 して は,回 収 総 数 の22.9%が 火 災対 策 設備 を もつ が,煙 害 対 策,水 害

(含 泥 害)対 策,地 震 対 策,磁 気 障 害 対 策 等 の設 備 は ほ とん ど設 置 され て い な い 。

また,事 故 対 策 と して は,回 収 総 数 の18.1%は 二 重 デ ー タ保 管 シス テ ム を,22.3%が 二 重 フ ァ イ

ル保 管 シ ス テ ム を,10.6%が シ ス テ ム ・バ ッ クア ップ 準 備 を用 意 して い る。
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第3章 オ ン ライ ン化 調査

一第7部 集計表参照一

73年 度 よ り新 設 した オ ン ラ イ ン化 調 査 に お い て は,

(1)セ ン ターCPUが 自社 内 に 所 在 す る のか,あ る い は他 の事 業 体 に所 在 す るCPUに 自 己の 端

末 機 を接 続 す るの か,CPUと 端 末 機 の 所 在,接 続 関 係 を調 査 して 興 味 あ る結 果 を得 た 。

(2)諸 種 の 端 末 機 使 用 の 現 況 と将 来 の 使 用 予 定 を調 査 して,端 末 機 の 利用 傾 向 を 明 らか に した。

(3)各 種 通 信 回線 使 用 の 現 況 と将 来 の 使 用 予 定 を調 査 して,オ ン ラ イ ン化 動 向 の基 礎 資 料 を得 た。

(4)デ ー タ伝 送 方 式,回 線 制 御 方 式 等 を調 査 して,オ ン ラ イ ン化 の 技術 的側 面 を観 察 した 。

〔調 査 項 目〕

オ ン ライ ン化 調 査 に お け る調 査 項 目は 次 の通 りで あ る。

(1)各 種端 末 機 利 用 の 現 況 と予 定

(2)使 用 通 信 回線 数 の 現 況 と予 定

(3)通 信 回 線 使 用 時 間

(4)特 定 通 信 回線 利 用 の 態 様

(5)オ ン ライ ン方 式

CPU構 成,フ ァ イ ル構 成,デ ー タ伝 送 方 式,通 信 制 御 方 式

⑥ トラ ンザ ク シ ョン 量 の 現 状 と将 来 の 増 加 予 想

〔調 査 時 点,対 象 〕

本 調 査 は,1975年9月30日 現 在 を調 査 時 点 と し,コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー の う ち既 オ ン ラ イ ン化

事 業 体 を含 む688社 を調i査対 象 と し,273社 の 回 答 を得 た(回 収 率39.7%)。

〔集 計 表 〕

巻 末379頁 以 下 に 掲 げ る(7-2-1～7-2-19表)。

1セ ン タ ーCPUと 端 末 機 の 所 有 ・接 続 関 係(巻 末7-2-1～7-2-4表)

わ が 国 の オ ン ラ イ ン化 方 式 を,機 器 の 所 有 ・接 続 関 係 に よ っ て分 類 す れ ば,次 の3方 式 に分 か れ
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る 。

(1)自 社 所 有 のCPUと 自社 所 有 の端 末 機 を 回線 で接 続 して オ ン ラ イ ン処 理 を行 う場 合

(2)他 社(親 会 社,子 会 社,共 同 セ ン ター,民 間計 算 セ ン ター を含 む)所 有 のCPUと 自社 所 有

の端 末機 を回 線 で接 続 し て オ ンラ イ ン処 理 を行 う場 合

(3)電 電 公 社 所 有 のCPUと 自社 所 有 の 端 末 機 を 回線 で 接 続 して オ ン ラ イ ン処 理 を行 う場 合

(注:所 有 に は,買 収,レ ン タル ま た は リー ス使 用 を含 む)

な お(1),(2),(3)の 各 ケ ー ス は あ る1事 業 体 で 重 複 して採 用 され る こ とが あ るか ら,オ ン ラ イ ン化

方 式 の 可 能 な組 み合 わ せ ば7種 類 とな る 。

基 本 的 な3方 式(他 の 方 式 の 重 複 使 用 の 有 無 を 問 わ な い と き)の 採 用 状 態 を見 る と,全 産 業 平 均

で 上 記(1)方 式 が94.3%(前 年93.1%),(2)方 式 が13.6%(前 年13.8%),(3)方 式 が13.6%(前 年17.5

%)と な って い る。

こ れ に 対 し,(1)方 式 の み を採 用 す る害11合は 同 じ く全 産 業 平 均 で75.0%(前 年72.4%),(2)方 式 の み

の採 用 は3.4%(前 年0.9%),(3)方 式 の み の 採 用 は2.3%(前 年5.1%)で あ る。

接 続 す る他 の セ ン ター(自 社,公 社 以 外)の 種 別

全 産 業 平 均 で 自社 の 端 末 を接 続 す る セ ン ター 種 別 は,現 在 で は 子 会 社(24.4%),同 業 共 同 セ ン

ター(15.1%),独 立 営 業 セ ン ター(12.8%)の 順 で あ るが,5年 後 に は 子 会 社(29.0%),同 業 共 同

セ ン タ ー(17.8%),系 列 共 同 セ ン ター(10.3%),親 会 社(10.3%)に 順 と な る と予 想 され て い る 。

本 調 査 は コ ン ピュ ー タ保 有 事 業 体 を対 象 とす る もの で あ る か ら,独 立 営 業 セ ンタ ー に 関 して は こ

の 項 目の 調 査 結 果 は そ の 一 般 的 な 位 置 づ け を示 す もの で は な い 。

セ ン タ ーCPUの 所 在

業 種 別

回

答

実

数

オ ン ラ イ ン 化 社

端Cる
末Pシ
機Uス
がにテ
自接ム
社続
のす

端Cる
末Pシ
機uス
が にテ

他接 ム
社続
のす

端社続
末のす
機Cる
がPシ
電Uス
電 にテ
公接 ム

延

べ

合

計

76年 版

75年 版

74年 版

73年 版

社数
%

社数
%

社数
%

社数
%

264

100.0

217

100.0

169

100.0

339

100.0

249

94.3

202

93.1

145

85.7

293

86.4

36

13.6

30

13.8

12

7.1

37

10.9

36

13.6

38

17.5

23

13.6

25

7.4

321

121.6

270

124.4

180

106.5

355

104.7
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センターCPUの 複合利用状況

自 社CPU 自 社CPU 公 社CPU
自社 と他社
のCPU

自社 と公社
のCPU

他社 と公社
のCPU

自社と他社と
公社のCPU 合 計

76年 版

75年 版

74年 版

73年 版

社数

%

社数

%

社数

%

社数

%

198

75.0

157

72.4

136

80.4

277

81.7

9

3.4

2

.9

5

2.9

33

9.7

6

2.3

11

5.1

17

10.7

13

3.8

21

8.0

20

92

5

2.9

4

1.2

24

9.1

19

8.8

4

2.3

12

3.5

0

.0

2

.9

2

1.1

0

.0

0

2.3

6

2.8

0

.0

0

.0

264

100.0

217

100.0

169

100.0

339

100.0

接続 する他のセンター(自社,公 社以外)の 細分類(現 在)

親 子 系 同 独 そ
列 業 立
共 共 営

会 会 同
セ

同
セ

業
セ

の 計
ン ン ン

タ タ タ

社 社 | 1 | 他

76年 版

現 在 社 数
%

10

11.6

21

24.4

5

5.8

13

15己

11

12.8

26

30.2

86

100.0

5年 後 社 数

%

11

10.3

31

29.0

1119

1… い7・8

10

9.3

25

23.4

107

100.0

現 在 社 数 7 18 4 8 9 19 65

% 10.8 27.7 6.2 12.3 13.8 29.2 100.0

75年 版

5年 後 社 数 7 30 10 12 7 20 86

% 8.1 34.9 11.6 14.0 8.1 23.3 100.0

現 在 社 数 4 9 6 11 8 10 48

% 8.3 18.8 12.5 22.9 16.7 20.8 100.0
74年 版 ,

5年 後 社 数 4 23 8 10 4 10 59

% 6.8 39.0 13.6 16.9 6.8 16.9 100.0

2端 末機 の 利用 現 況 と5年 後 の 利 用 予 定(7-2-5,7-2-6表)

各 種 の端 末機 を,自 社 のCPUに 接 続 す る もの,他 社 のCPUに 接 続 す る もの,電 電 公 社 のCP

Uに 接 続 す る もの,そ の合 計(全CPU)と に 分 類 し,そ の 現 在 の 利 用 台 数 と5年 後 の 利 用 予 定 台

数 を調 査 した 。

全 産 業 の 全CPUに 対 す る端 末 機 利用 状 況 の 現 在 と5年 後 の 利 用 予 定 を比 較 す る と,総 台 数 に お

い て1社 当 り152.5台 か ら230.4台 と50%強 増加 す る。
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1社 当 り端末機平均保有台数

K C テ 紙 キ デ 出 プ 予 リ タ そ 合

B R

ラ

1

ズ

テ

1
プ

|

/イ

テ

力
専
用
プ

口
約

用

†1
ト ミ
・

の

二 R 1ス リ
ツ

端
.ナ

ノ 、

シ / プ ン ツ ル

P T ン P ・ ク タ . タ 末 チ 他 計

現 在 31.1 21.9 68.6 11.8 .8 6.6 .0 10.2 1.2 .0 152.5

76年 版
5年 後 の 予 定 34.5 49.2 114.3 6.8 3.9 13.6 .1 2.9 4.7 .0 230.4

現 在 32.0 9.6 59.5 7.2 .1 5.9 .0 7.1 1.4 .0 123.2

75年 版

5年 後 の 予 定 45.8 46.2 62.0 5.2 .8 8.7 .1 .0 67.4 .0 236.5

3保 有 回 線 の 現 況 と5年 後 の 予 定(7-2-7,7-2-8表)

保 有 通信 回線 数

全産 業 平 均 で,特 定 回 線,網 回 線,私 設 回線 の合 計 は1社 当 り現 在51.8回 線,5年 後 に は1社 当

り78.0回 線 の 利用 が予 想 され て い る。

現 在 で は政 府(286.7回 線),鉄 鋼 業(236.8回 線),法 人 団体 ・農 協(119.0回 線),,電 力,・ガ ス事

業(108.1回 線),証 券 業(106.0回 線)な どが 保 有 回線 が 多 く,5年 後 の予 想 で は 政 府(353.5回 線),

鉄 鋼 業(261.0回 線),電 力 ・ガ ス事 業(170.7回 線),証 券 業(137.3回 線),情 報 処 理 サ ー ビ ス業

(131.5回 線)な どが保 有 回 線 数 が 多い 。

全産業平均1社 当り回線保有数

記入
実数

A1,B1, C2 Dl D5 D7 D9 11 13 」1
公衆回線
電 話 型

公衆回線
電 信 型

48K網 (ディジ
タル網)

私 設
回線 合 計

現 各 回 答 数 269 35 116 52 156 97 31 3 6 0 44 23 一 一 550 (269)

合計回線数 1,929 2,369 694 5,112 674 91 10 10 0 285 739 一 一 2,032 13,945

1社 当回線数
在 平均 55.1 20.4 13.3 32.7 6.9 2.9 3.3 L6 .0 6.4 32.1 一 一 40.6 51.8

5 各 回 答 数 206 13 55 66 111 70 37 8 10 0 62 22 4 5 30 (206)

年 合計.回線 数 207 2,020 1,115 4,912 2,452 331 14 43 0 2,371 527 7 766 1,305 16,070

1社当回線数

後 平均 15.9 36.7 16.8 44.2 35.0 8.9 1.7 4.3 .0 38.2 23.9 1.7 1532 43.5 78.0
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4回 線 使 用 時 間(7-2-9表)

全 産 業 平 均 で,回 線 の1日 当 り実 使 用 時 間 は 公 衆 回線 電 話 型 で2.9時 間 で あ るの を除 き,他 の 何

れ の 規 格 に つ い て も4.5時 間 以 上,最 高13規 格 で8.6時 間,ど の 規 格 もお お む ね5～6時 間使 用 さ

れ て い る 。

回線1日 実使用時間平均

記
回 線 速 度

入
A1 C2 D1 D5 D7 D9 11 13 」1 公 公 私

衆 衆 設

実
B1

電
話

電
信 回

型 型
数 ) )

線

各 記 入 数 217 24 82 36 120 69 24 0 3 1 33 16 35

一社当実使用時間平均 6.4 5.4 5.7 5.9 5.6 6.5 .0 8.6 .0 2.9 4.5 7.8

5特 定 通 信 回 線 の 利 用 態 様(7-2-10,7-2-11表)

全 産 業 平 均 で 自己 単 独 使 用 は現 在81.0%(前 回調 査84.8%)で あ る が,5年 後 に は70.2%(前 回

71.7%)に 低 下 す る と予 想 さ れ,共 同 使 用 は現 在 の9.0%(前 回9.7%)か ら5年 後 に18.7%(前 回

22.0%)に 上 昇 す る と予 想 さ れ て い る。

他 人 使 用 の 主 で あ るか 客 で あ るか に関 して は まだ 明 瞭 な 意 味 を くみ とるに 足 る結 果 は 得 ら れ て い

な い が,傾 向 と して は他 人使 用 の 客 が 漸 増 して い る。

特 定 通 信 回 線 利 用 態 様

自 共 他 他
己 人 人

単
独
使

同

使

使
用
の

使
用
の

計

用 用 主 客

現 在 社 数 226 25 20 8 279

% 8LO 9.0 7.2 2.9 100.0

5年 後 社 数 165 44 15 11 235

% 70.2 18.7 6.4 4.7 100.0
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6ト ラ ンザ ク シ ョン量(7-2-12,7-2-13表)

全 産 業 平 均 で トラ ンザ ク シ ョンの 平 均 字 数 は410.7字 で あ り,平 均1日 の トラ ンザ ク シ ョン数 は

4万400,ピ ー ク時 の1日 トラ ンザ クシ ョ ン数 は7万2,400で あ る。

5年 後 の 平 均 トラ ンザ ク シ ョンの 増 大 予 想 に つ い て は,不 明 回 答 を除 き 「5倍 以 上 」 を6倍 と し

て 平 均 を とる と,全 産 業 平 均 で は3.14倍 に な る と予 想 され て い る。

トランザ クション平均手長,平 均および最繁忙時の1日 トランザ クション量

記

入

数

平

均

字

数

記

入

数

平 ト

ラ

均 尋

クー シ

日:

記

入

数

ピ ト

1;

ク ザ

時 ク
ー ζ

日 ン

252 410.7 259 40,454.2 251 72,413.1

7CPUと フ ァイ ル の 構 成 方 式(7-2-14～7-2-17表)

CPU構 成 は62.6%がSimplex方 式 で あ り,マ ス ター ・フ ァ イル の ア ク セ ス 方 式 と して はrandom

方 式 が58.8%で 最 も 多 い。

ま た,伝 送 方 式 と して は半 二重 式 が72.6%と 多 く,通 信 制 御 方 式 は71.1%が ポー リン グ方 式 で あ

る。

8電 信 設 備(7-2-18表)

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー に お い て も電 信 設 備 の使 用率 は 高 い 。 国 内 用 では,全 産 業 平 均 で現 在,

1社 平 均 加 入網 利用13.2台,専 用 線 利 用13.7台 を使 用 して い るが,5年 後 に は,全 産 業 平 均 で1社

平 均 加 入網 利用21.6台,専 用 線 利 用16.7台 の使 用 が 予 想 され て い る。

ま た,国 際電 信 設 備 に つ い て は,全 産 業 平 均 で 現 在,1社 平 均 加 入網 利 用2.8台,専 用 線 利 用10.9

台 を使 用 して い るが,5年 後 に は,全 産 業 平均 で1社 平 均 力[1入網 利 用5.5台,専 用 線 利用22.9台 の

使 用 が 予 想 され て い る。

9フ ァ クシ ミ リ(7-2-19表)

フ ァ ク シ ミ リは,現 在 最 も高 い増 加 率 を示 す コ ミュ ニ ケ ー シ ョン手段 で あ る。 コ ン ピ ュー タ ・ユ

ー ザ ー も
,国 内用 で は,全 産 業 平 均 で現 在,1社 平 均 公 衆 回線 利 用5.9台,専 用 線 利 用15.6台 を使

用 して い るが,5年 後 に は,全 産 業 平 均 で1社 平 均 公 衆 回線 利 用14.7台,専 用 線 利 用32.1台 の使 用

が 予 想 され て い る。

国 際 間 フ ァ ク シ ミ リに つ い て は,未 だ 明瞭 な動 向 を察 す る こ とは で きな い。
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第4章 JECC「EDP関 係 投 資状 況調 査 」

多様化 に伴 い民間企業EDP投 資 を総合的に調査一

日本 電 子 計 算 機 株 式 会 社 で は,1973年 度 よ り毎 年9月 末 時 点 で,わ が 国 の 民 間 コ ン ピュ ー タ ・

ユ ー ザ ー を対 象 に 「EDP関 係 投 資 状 況 お よ び利 用 形 態 調 査 」 を実施 し
,ア ン ケー ト回 答 企 業 に 同

調 査 の集 計 結 果 を報 告 書 と して郵 送 す る と と もに 各 界 の 参 考 に 資 す る ため そ の 内 容 を公 表 して い る。

こ の調 査 は こ こ数 年 来 の 目覚 しい 技 術 革 新 に 伴 う ミニ コ ンの 機 能 ア ッ プ,オ ン ラ イ ン ・ター ミ

ナ ル の 多様 化 と高 級 化(イ ン テ リジ ェ ン ト化)と 分 散 処 理 の ク ロー ズア ッ プ な どの 現 象 に 鑑 み ,従

来 の よ うに汎 用 コ ン ピュー タ ・シ ス テ ム だ け を対 象 とす るの で は な く,ミ ニ コ ン,制 御 用 コ ン ピ ュ

ー タ
,オ ン ラ イ ン端 末 装 置 な らび に オ フ ラ イ ン機 器 を 包含 した 全 体 の情 報 シ ス テ ム に対 し,企 業 が

ど の よ うな投 資 を行 い ま た計 画 し て い るか,そ の 投 資 態 様 とハ ー ドウ ェ ア 設 置 態 様 を総 合 的 に 把 握

す る こ とを狙 っ た もの で,去 る76年10月 初 め 発 売 され た調 査 で 第4回 目で あ る。 発 送 数 は5,000～

6,500社 で,毎 年1,000社 前 後 の 回 答 を得,有 効 票900～1 ,000票 前 後 を集 計 分 析 して 公 表 して い る。

調 査 項 目は ①EDP関 係 ハ ー ドウ ェ ア に要 す る 直接 経 費,②EDP運 用 間 接 経 費,③ 汎 用 コン ピ

ュ ー タ ・シス テム,ミ ニ コ ン,制 御 用 コ ン ピ ュー タ,オ ン ラ イ ン端 末 機 器,オ フ ラ イ ン機 器 の設 置

分 布,④EDP部 門 の要 員 分 布,等 の ほ か,そ の時 点 に 最 も知 りた い と望 ま れ て い る ユ ー ザ ー の 投

資 動 向 とな っ て お}),過 去4回 の 調 査 で質 問 され た動 向 は,「EDP関 係 ハ ー ドウ ェ ア 経 費 の 投 資

計 画(3年 間)」 「EDP総 連 用 賀 の 投 資 計 画(3年 間)」 「オ ン ラ イ ン情 報 処 理 サ ー ビ ス あ る いはT

SSの 利 用 計 画」 「今 後5年 間 のハ ー ドウ ェ ア 設 置 形 態 の 変化 に つ い て の 自 由 な 意 見 」 「コ ン ピ ュ

ー タ室 の 要 員 確 保
,要 員 教 育,要 員 モ ラー ル の 向上 」 「デ ー タ ・ベ ー ス ・シス テ ム の 利 用 形 態 」「E

DP利 用 に最 も影 響 が あ っ た要 因」 「不 況 時 に お け るEDP利 用(意 見)」 「汎 用 シス テム の ア ップ
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グ レ ー ド,現 状 維 持 計 画(3年 間)」 「フ ロ ッピ ー ・デ ィ ス 久 漢字 情 報 処 理 シ ス テ ム,マ ス ・ス ト

ー レ ジ ・シ ス テム 等 々 の 導 入 計 画 」 で あ る 。

本 稿 で は 過 去4回 の 調 査 か ら,連 続 性 の あ る主 な項 目 を取 り出 して 紹 介 しよ う。 こ の調 査 で は,

EDPメ ー カー 自身 は 対 象か ら外 して い る。

Aハ ー ドウ ェア直 接 費 の企業 売上 高 に 占め る比率

4-4-1表 は 「産 業 別EDPハ ー ドウ ェ ア直 接 費 投 資率 」 の4年 間 の 推 移 であ る。 有 効 回 答企

業数 は748社 か ら996社 あ り,従 っ て,鉱 業,出 版 ・印刷,証 券,不 動 産 の よ うに サ ン プ ル数 が2ケ

タに 満 た な い業 種 を別 と して,一 応 各 産 業 の 投 資 ビ へ ー ビア を示 す もの と して参 考 と し得 る もの で

あ ろ う。 電 力 ・ガ スは サ ン プ ル 数 が10社 以 下 であ っ て も,寡 占産 業 で あ り企 業 体 質 が 均 質 性 を有 し

てい るか ら,参 考 とな り得 る。

EDPハ ー ドウ ェ ア 直 接 費 す な わ ち,年 間 レ ン タル料 支 出お よび 減 価 償 却 費(}"tV取 の場 合)の 全

産 業 総 額 の 全 産 業 総 売 」二高 に 対 す る比 率 は,71年10月 ～72年9月 の0.26%を 別 と して,以 後3年 間

は0.14%,0.13%,0.!5%と 比 較 的安 定 して い る。 紙 ・パ ルプ,鉄 鋼,輸 送 用機 械,卸 ・商 事,金

融 は 比 較 的 安 定 し た投 資率 で推 移 して き た。

4-4-2表 は 「年 間 売 上 高 規模 別EDPハ ー ドウェア 直 接 費 投 資 率 」で あ るが,売 上 高5億 円 未 満

の 投 資率 は2ケ タ台,5億 円 以 上 ～50億 円 未 満 の そ れ は1ケ タ 台(74年9月 以 前 は20億 円 未 満 ま で),

50億 円 以上 の そ れ は コ ンマ 以 下 と,規 模 の 大 き くな るほ ど投 資 負 担 に 余裕 が 出 て くる。5億 円 未満

が2ケ タ とい う高 い投 資率 に あ る一 因 は,情 報 処 理 サ ー ビス業 な らび に ソ フ トウ ェア 業 の 回 答数 が

比 較 的 多 く,か つ そ れ らの企 業 の大 部 分 が 売 上 高5億 円 未 満 の 階 層 に 属 して い る こ とに あ る。

BEDPハ ー ドウェア設 置態様 の推移

4年 間 の 回 答 企業748～1,063ユ ー ザ ー に お け るEDPハ ー ドウ ェ ア設 置 態 様(カ ー ド機 器,ミ ニ

コ ン,プ ロ コン,オ フ ラ イ ン機 器 を 除 く)を 示 し たの が4-4-3表 で あ る 。

これ に よ る と先 ず 設 置 さ れ て い るCPUの うち 全 体 に対 す る オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム と して使 用 し

て い る率 は,6.3%,10.7%,15.6%,16.8%と 年 々着 実 に 上 昇 して き て い る こ とが わ か る。CPU

と互 換 性 を もつ 他 ブ ラ ン ドの ア ド ・オ ン ・メモ リー は 未 だ き わ め て 限 られ て い る。1970年 のlBM

370発 表 以 後,デ ィ ス ク ・オ リエ ンテ ッ ド ・シ ステ ムへ の移 行 が 始 ま り,磁 気 テ ー プ は 依 然 多数 使 わ
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・…1表 産業別・DP・・一・ウ・ア直接費癬 讐 器 蒜 ㌶ 慧)
JECC調 べ

1971,10～ 1972.10～ 1973.10～ 1974.10～ ハ ー ドウェア 直接 費総 額 に 占め る 汎

72.9 73.9 74.9 75.9 用 コ ン ピュー ター ・シ ステ ムの 支 出
産 業

ll971,10～ 1972.10～ 1973.10～ 1974.10～

72.9 73.9 74.9 75.9

農 業 0.43% 0.42% 一% 一% 85.5% 87.6% 一% 一%

漁 ・水産 ・養 殖業 一 0.16 一 一 一 87.4 一 一

鉱 業 ・ 0.13 0.07 0.18 0.16 67.2 94.3 94.4 82.6

建 設'業 0.05 0.06 0.06 0.09 81.7 81.2 85.1 87.1

食 品 0.11 0.15 0.10 0.13 81.3 81.0 83.7 74.9

繊 維 0.23 0.12 0.12 0.15 83.1 79.5 72.0 80.5

紙 ・ パ ノレ プ 0.12 0.11 0.09 0.11 73.8 88.2 87.1 87.0

出 版 ・ 印 刷 ・ 0.26 0.43 0.38 0.42 90.5 85.7 89.1 84.7

化 学 0.26 0.20 0.17 0.18 72.4 74.6 77.2 75.9

石 油 0.09 0.12 0.06 0.12 83.7 83.0 76.7 67.4

窯 業 0.29 0.19 0.16 0.15 71.4 79.3 80.1 69.2

鉄 鋼 0.30 0.31 0.32 0.36 80.0 87.5 74.9 76.3

非 鉄 金 属 0.50 0.12 0.07 0.06 96.5 72.1 80.2 78.2

金 属 製 品 製 造 0.31 0.26 0.12 0.33 79.5 85.1 83.1 84.9

機 械 0.34 0.26 0.25 0.31 86.3 86.1 85.4 83.3

電 気 機 械 0.38 0.32 0.23 0.33 86.3 80.4 79.6 69.9

輸 送 用 機 械 0.35 0.22 0.23 0.23 81.7 71.8 81.7 70.0

船 舟自 製 造 0.26 0.31 0.19 0.17 76.4 56.9 90.4 84.0

精 密 機 械 0.33 0.24 0.29 0.39 89.3 90.4 85.8 86.0

そ の 他 製 造 0.22 0.24 0.18 0.38 78.9 74.2 80.9 86.7

卸 ・ 商 事 0.08 0.04 0.04 0.07 82.7 85.2 85.5 79.6

小 売 業 0.13 0.15 0.07 0.10 75.6 8LO 83.7 78.9

金 融 0.28 0.09 0.07 0.09 65.0 53.8 64.3 63.9

保 険 0.26 0.27 0.13 0.07 92.7 83.5 86.9 89.5

証 券 ・ 2.25 0.90 2.06 1.46 63.6 84.2 87.5 68.8

不 動 産 ・ 0.08 0.05 0.15 0.10 93.5 94.0 83.9 94.5

運輸 ・通信 ・報道 0.22 0.44 0.30 0.24 75.3 79.9 81.5 79.5

水 運 業' 0.06 0.09 0.08 0.11 84.5 83.0 8LO 75.8

電 力 ・ ガ ス 0.33 0.45 0.17 0.15 91.6 94.8 89.1 87.6

情報処理サー ビス 30.38 31.11 21.13 16.73 88.5 86.1 78.0 82.6
一 般 サ ー ビ ス 0.25 0.24 0.42 0.19 86.6 87.6 86.5 87.2

法 人団 体 ・農協 0.16 0.15 0.06 0.10 86.7 83.1 85.7 81.3

合 計 026% 0.14% 0.13% 0.15% 80.9% 72.9% 78.3% 77.7%

回答企業数 811 748 960 996

総売上高 21,752,462 45,968,586 63,754,797 71,212,184

EDPハ ー ドウェア

1《1:接費 総額
26,822 61,455 66,411 107,916

(注)1.EDPハ ー ドウ ェア 直接 費 とは,汎 用 電算 シ ステ ム,オ ン ライ ン端 末装 置,ミ ニ ・コ ン ピュー ター,

プ ロセ ス制 御 用 コ ン ピュー タ,オ フ ラ イン機 器(カ ー ド機 器,紙 テ ー プ 機 器,キ ー ・トウ ・テー プ

装 置,キ ー ・ トウ ・デ ィス ク装置,キ ー ・ トウ ・カ セ ッ ト装 置,音 響 カ プ ラー,COH,そ の他 の オ

フラ イ ン機 器)に 対 す る年 間 レ ンタル 料 と,買 取 っ た もの の 減価 償却 費 の総 計 を い う。

2.金 融,保 険,証 券,法 人 団体 の 四業 種 の 売上 高 と して は それ ぞれ 次 の科 目 を採 用 して あ る。

金 融 一預 金 高,保 険 一経 常 収 入,法 人 団 体 一年 度 支 出予 算

3.・ 印 の産 業 は どの年 度 か のサ ンプル 数 が2ケ タに 満 た な い もの 。た だ し,石 油,船 舶 製造,電 力 ・ガ

ス の 大企 業 寡 占産 業 あ るいは 均 質的 な産 業 は ・印 をつ け てい な い 。
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・… ・表4・ …i・・・…別EDP・・一・ウ・ア直接一(慧 …誌i1ウ 蕊1慧 、ECC調 べ

売上 高 ・規模
1971,10～

72.9

1972.10～

73.9

1973.10～

74.9

1974.10～

75.9

ハ ー ドウェ ア直接 費に 占め る汎用

コ ンピ ュー ター ・シス テムの 支 出

72.9

1971・10～ 　9烈 「'9;1:r～ 1974.10～

75.9

50,000千 円 未 満 53.14% 60.33% 30.82% 31.53% 85.2%
1

86・6%187・1% 88.7%

50.000千 円
～100

,000千円未満
41.45 34.99 46.51 33.76 85.2 86.7

}
82.2 85.5

100,000千 円

～500 .000千円未満
19.45 27.94 22.78 23.57 84.9

}83.7 81.6 78.1

500,000千 円

～1 ,000,000千 円未満
1.88 5.Ol 7.71 6.96 89.5 94.5 90.4 85.0

LOOO,000千 円

～2 .000.000千 円 未満
2.12 2.06 5.77 6.03 88.2 87.7 61.7 83.9

2,000,000千 円

～5
.000,000千 円未 満

0.75 0.98 0.52 1.87 87.9 83.4 90.7 89.8

5.000,000千 円

～10 ,000,000千 円 未満
0.29 0.32 0.33 0.40 81.4 87.5 87.2 79.2

10,000.000千 円

～50 .000,000千 円 未 満
0.26 0.18 0.17 0.22 74.1 80.0 82.6 82.0

50,000.000千 円

～100
,000,000千 円未 満

0.20 0.14 0.13 0.15 76.1 83.8 82.9 78.4

100.000,000千 円以 上 0.17 0.11 0.10 0.11 83.7 65.8 75.1 74.3

合 計 0.24% 0.14% 0.13% 0.15% 80.9% 72.9% 78.3% 77.7%

回 答企業数 811 748 960 996

れ て お り,ま た今 後 も使 わ れ る と予 想 され る もの の,デ ィス クの 設置 は 増 加 して き,50年9月 末 で

は,CPU1台 当U設{置 数 が3.1ス ピ ン ドル に な っ た。

デ ィス ク装 置 の タイプ 別 設 置 推 移 は4-4-5表 の とお りで,1971年IBMが バ ーチ ュアル ・メモ リ

ー ・コ ンセ プ トの 採 用 に加 わ っ て 以 来,そ れ まで の2311,2314,2319タ イ プか ら3330,3340タ イ プへ

の 移 行 が は っ き り現 わ れ て い る。3350タ イプ は 未 だ 設 置 され て い な い。 こ の 数 字 はIBMの デ ィス

ク ・タイ プ を基 準 に 分 類 集 計 した もの で,IBM対 抗 の 国産 機 を含 ん で い る。 な お,75年9月 末 に

お け る産 業別 ハ ー ドウ ェア 設 置 態 様 を4-4-6表 に掲 げ て お い た。

回 答企 業1,063社 の1社 当1)汎 用CPU設 置 台数 は1.8台 で,こ れ を上 回 る 産 業 は 食 品(3.2台),

紙 ・パ ル プ(5.1),鉄 鋼(2.4),小 売 業(2.3),金 融 業(2.7),証 券 業(2.2),保 険 業(3.2),電 力(5.3),

情 報 処 理 サ ー ビ スお よび ソフ トウ ェ ア業(1.9)の 各 産 業 で あ っ た 。

一 般 に 化 学
,石 油,鉄 鋼,輸 送 用機 械 金 融,電 力,ガ ス と い っ たEDP利 用 とオ ンラ イ ン利用

の先 進産 業 に お い て は,デ ィ ス ク,磁 気 テ ー プ装 置 な どの主 要 な 周 辺 装置 と オ ン ラ イ ン端 末装 置 の

接 続 率 が 高 くな って い る。
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4-4-3表 年 別EDPハ ー ドウ エア設 置 態 様JECC調 べ

(カ ー ド機 器 、その他 入 出力 機 器 、ミニ コン 、プロコン、オンライン機器 を除 く)

時 点 酪 麟 ∋cPu メア

計
1†

ン

デ
ィ

ス

ク

装
置

磁
気
テ
1
プ
装
置

そ
の
他
外
部
記
憶
装
置

認 識 装 置 ラ
イ

で

プ

リ

ン

タ
1

.

オ ン ラ イ ン 端 末 関 係

設置

台数

{A)

11ヒ当り

台 数

うちオンライ

ン使用数

〔B)

O

C
R

O
M
R

M
l

C

R

合

計

警

禦

藷

送
信
用
端
末
装
置

受
信
用
端
末
装
置

認 識 装 置 :イ

タン

!テ

ミリ
ナジ
ルエ

ン

ト

P

O

S

C

R
T

デ
ィ

ス

プ
レ

1

口固
ツ形

タ装
1置
)
⌒
X

Y

プ

音
響

カ
プ

ラ

1

O
C
R

O
M
R

M
I
C
R

合

計

B/A〔%}

1972年用 田 811

Ll67 73
■

2,320

(2,ω

41023

(3.4)

526

〔0.5)

玉27

(0,n

圧

(一)

x

〔一}

127

{0.D

1,347

{1.2}

(注ll

4,729

〔餌.8〕

肩 咀 ●

148

〔2.0〕

■

148

〔2.0〕

21

〔0.3〕

■
訂

0 ■

L4 6.3 〔L2〕

73年9月 末 7綿
L303 即

0

3,302

〔2.5)

4,482

〔3.4)

507

(0.3)

78

〔0.旬

102

(0.0)

30

(0,0)

210

〔0.U

1,336

(LO}

13,215

〔94.3〕

1,2糾

〔9.1ユ

脚

〔6.2〕

1

〔0,0〕

31

〔0.2〕

2

〔0,0〕

別

〔0,2〕

88

〔0.6〕

0

〔0.G〕

L149

〔8.2〕

14

〔0.D

1 ■

1.7 10.7

74年9月 末 986

L625 25▲ 3

(0.Ol

4,312

(2.6)

5乏58

〔3.2}

583

〔0.3)

田

〔0.0)

148

(0,0)

15

(0.0)

258

〔0.D

1,693

(1.①

9,836

〔39.7〕

718

〔2.8〕

602

〔2.4〕

0

〔一 〕

田

〔0.2〕

5

〔0.0〕

58

〔0.2)

生97

〔0.8〕

〕

〔0.0〕

4,207

〔16.6〕

12

〔0.0〕

1

〔σ.0〕1.6 15.6

75年9月 末 LO63
L924 324 3

〔0.0～

6,0鵠

(3,D

5,895

〔3.1)

田2

〔0.5}

93

(0,0)

1η

〔0,1)

26

(0.ω

296

〔0.2}

2,003

(1.0}

m.6～4

〔32.8〕

L681

〔5,2〕

1.6招

〔5.2〕

4

〔0.0〕

300

〔0.9〕

3

〔0.0〕

307

〔0.9〕

618

〔1.9〕

[32

〔0,4〕

L248

〔3,9〕

9

〔0.0

33

〔0,L;L8 16.8

巌は調 査時 に聞か なか った項 目。

(注)1.72年7月 の端 末は通常端 末 に送 信、 受信が 含 まれ てい る とみ てよい。

2()内 数 字はCPU1台 当 り台数,〔 〕内 数字は オ ンライ ン使 用のCPU(B}1台 当 り台数。

3デ ィスクは スピ ン ドル数。

4-4-4表 外部記憶装置の機種別設置推移(台) JECC調 べ

時 点 デ ィ ス ク装;i!li 磁 気テー プ装 置
その他の外部記
憶 装;置

合 計

1972年7月 末 2β20 4,023 526 6,869

1社;11り 台 数 2.9 5.O 0.6 8.4

構 成比(%) 33.8 58.6 L3.1 100.0

1973年9月 末 3,302 4,482 506 8,290

1社 当 り 台 数 4.4 6.0 0.7 11.1

構 成比(%) 39.8 54.1 6.1 100.0

1974年9月 末 4,312 5,258 583 10,153

1社 当 り台 数 4.4 5.3 O.6 10.3

構 成比(%) 42.5 51.8 5.7 100.0

1975年9月 末 6,036 5,895 942 12,873

1社 当 り 台 数 5.7 5.5 o.9 12.1

構成 比(%) 46.7 45.8 7.3 100.0

デ ィス クは ス ピン ドル数

4-4-5表 ディスク装置の タイプ別設置の推移 JEECC調 べ

タ「イ ブ 別 2311

1
2314 2319 3330 3340 合 計

1972年9月 末

構 成比(%)

830

25.1

1,254

38.O

515

15.6

650

20.0

53

1.6

3β02

100.O

74年9月 末

構 成 比(%)

LO42

24.1

1,206

27.9

549

L2.7

1,309

30.3

206

4.8

4β12

100.O
A

75年9月 末

構 成 比(%)

1,277

21.2

1,495

24 ..8

352

5.8

2,379

39.4

533

8.8

6,036

100.0

(注)IBMの タイプを基 準 とし,次 の分 類に よる。

タ イ フ.'2314/2319

1ド ラ イ ブ 別 記 憶 容 量(Mノ ぐイ ト)29

平 均 ア クセ ス ・タ イ ム(msec)60
二・ド均 田.転 待 時IHI.(msec)12.5

3330

100
30

8.4

3340

69
25

10.1
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4-4-6表

一 篇∴:i
「 ・答 設 置

企業数
'

1

台 数

i
－

鉱 業

建 設 業

一

.41
M

,－L

37

14

59

108
.」 一 「

62
-・

72
-.一

一

食 品
一 ー 一.一 　

繊 維
一 　 一 一

紙 ・ パ ル プ

出 版 ・ 印 刷6 6

化 学66 88

石 油 5
-A－ 一

17

42

10

窯 業

馳 一.}

21

99

一.一

鉄 鋼

産業 別ハ ー ドウェア設置 態様

辺 装

一ガ ▼一一

㌫1オ ンー2311

準Lに,.;
・-1.一コ ・・・…5

12・ ⊥ ・・'・)・・

11:lb.6)37
-.{

2」
.!O:4)29

1:〔0.8)5

201(0.0)1(0.6)52

51(1.5)15
旨

5」
.竺・0!三且0・3)7

デ ィ ス ク 装 置

プ
ー.-

2
}T・

25

83
-

37

.一「

23旦

夕 イ
ー ー一

プ

「

一.

2319

タ イ プ

3330

タ イ プ

3340

タ二五

「

.

{

(0.3)18

{0.2)25
-→.一 一

(1.2}77

(0.4)25

(0.1)6

一

ω.9)52

〔0.6)66

{0.8)50

〔0.1}14

〔

(

1(0.4)241 〔0.7)45 〔0.1}4 (
・

(

,　

29 〔0.1}8 1 (0.1)7

合 計

τ 豪「一品 「
　

テープ1外 部記

1

装ml臓 置

{2.0)2

〔2.9)170

(1.8)194

(3.0}187

ト

1
(2.3)138(0.3}20

{1.2}129(0.2)17

(2・1)1281(・ ・6)35

(0,6}44 (0.5)33
■←r-.一 一.・'一.

1
(0,6)50:(0.1}9 　一
(2・⇒

{O.8)17

(L4}

〔O.4)

(0.7)4

123(0.2)19

(2.4)24

8〔0.8)16

(1.5}9

(2,9}253

(5.9)59

(2.3)48

〔3.2)19

(2.3}206

(3.4}34

{2.6)55

(0.5}M (L7}170 (0.2)24 (4.6)458(0.3)27 (7.4)733 (4.8)478

{0.1}10

〔0.3)2

(O.4)31

(0.3)3

(0.6)12

非 鉄 金 属 製 造 23 8

已 属 製 品 製 造
;6 18 3

機 械 67 13

電 気 機 械 L'1.'0217

〔0.5)46

(0.6)21 (O.4)14 (O.3)13 (O.4)14 (0.7)26 (2.3)88 (2・4}001(O・2)9

(L2)21 (O.1)2 (0.2}4 (0.3}6 (0.2)4 {2.1)37 {1.6)29

(LO)86 〔0.8}71 (0.1)6 {0,8}68 (0.2)20 〔3.0)251 (2.7)226

(0.9}96 (0.6)63 〔0.2)25 (0.8)80 〔0.2)2t (2.8}za5 〔3.3}334

輸 送 用 機 械 36 59 141 (0.5)28 (L5)90

船 舶 製 造 7 7 1 (L1)8 (LO)7

精 密 機 械 19 30 ・6 (0.2)7 (0の21

そ の 他 の 製 造 49 61 6 (Ll)66 〔0.8)50

卸 売 . 商 奉 98 149 12 (0.8}161 (0.2)35

小 売 業 71 160 16 (0,5}76 (0.5)75

金 融 67 183 49 (05)90 (2,3}414

証

-

券1 5 ll 511 (0.3)3

保 険 14 45
il4
1 (0,4)20 (0.4}20

不 動 産 1 1
|
(2.0)2

運 輸 ・ 通 儒 ・ 報 道 61 861 13 (0.6)52 〔0.4)38

水 運 業 18 20 3 (0.6)12 (0,3)6

電 力

一 一

4 21 5 〔0.4)8

ガ ス ⊃ 5 1
1

…

(L6}8
` .

一 般 サ ー ピ

(0.5)28

(0.9)27

{O.1)7

1 〔0

.1)10

1

(0.1)14

{0.3)61

(0.4)16

〔0.1)12

(0」)3

・1241261211(・ ・9}241(o・2)41〔 ・・2)

ト ・一一 一}一一 一 ・→

1191228

3564

1,924

1.063

}内 数字の うち、オ ンライン端 末装置の分は 、

・磁 気ディスク装置の台数はスピン ドル数 をい う。

・磁 気ディスク装田の分類は次の基準に よって記λ して もらった。

5

(0.9)56

(e.3)2

1(1・・)31

(0.1}6

(0.4)43

(0.4)66

(L8)336

(O.9}10

(9.4)422

1

〔O.6)48

(0.1)2

(4.5}94

(4.O)20

(02)10(3.6}212

(0.3)2{2.7)19

〔0.3)10(3.2)%

(0.2}12(2.3)141

(0.2)32(2,0}301

(0.2)36(1.7)267

1(・.1)・ 〔・・D928一

(1.2)13

1(0.5)21〔11,1)499

(2.0)2

(…)・・1〔L9}16・

(0」)1(Ll)21

{1.5}31(6.5)136

(1.6)8(72}36

し
i(0・2)5(0・7)sa

(3.6}214

(3,0)21

(2.6)77

(2.0)125

i(1・6)245

(1.7)267

{4.9}896

(7.3)80

〔8.5}381

(2,5)218

(1.9)37

(6.6)139

(5.8}29

(1.7)44

(0.4)8

{e.4)30

情 報 処 理 サ ー ビ ス1

[^

法 人 団 体 ・ 農 協

(0.4)36

合 計

注):(

(0,2)10

1(…)・

(O.2}7

(0.7)42

(0.4)62

〔0.4}56

(0.7)121

〔2.7)30

(0.3)15

1{1 .0)1

(O.5)47

〔0.3)5

(0.5)11

(0.2)1

1(o.7)171..「 .

33

}l

ll(0.7)159
1

…
(0.7)1581(0・D認

1

}

〔1.1)243 (0.4)90{3,0)683
1(

4.5}1,02ワ(1.0)221

7 〔0.4)28 〔0.5)34 (0.8)53 〔0.1)4(1,9)119 (・3.1}2Gl(0.5)35

324 311,277

(0・0)1(0・7}

L495

(0.8)
「

352
(0.2)

2β79

(L2)

5336,036

(0.3)〔3.1}

5β95942

(3・Dl(0・5)

CPUの うちオンライン端末に接続している本体に対応するものe

タ イ プ 2314/2319 3330 3340
一.　 .ー

イプ当り記憶容量(Mバ イト) 29 100 6gl
アクセス時間(mseの 60 30 25 1
回転待時間(msec) 12.5 :8.4 lo.1



(JECC調 べ) 調査 時点:1975年9月30日 現在

第4章
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JECC「EDP関 係投 資状況調査」

上列:設 置台数下列:CPUl台 当り設置台数

163

計

うイン

プ リンタ

ー装 置

(1.0)1

(0.0)1 (0.1)4 (0.1)5(0.9}M

(0.0.)2(0.0)3 (0.0)5 〔0.5)53

(0.4)15 〔0.4)15(1.1)67

(0.D5 (0.1)5(0,3)20

(0.2)1

・・.1)一「 一

[(0.2)l
I

(L2)7

(0,旬2

(0.2)2

(0.2)14〔1.1)97

(0,2)2 (1.4)14

(L3)23

(0.旬1 (0,1)14 1(0,2)15(1層3)131

〔0.0)1 (O.1}4

(0.止)1

(0.0)1 (0.1)12

(0,0)2 (0.1)13

{・・1)・1

(0.1)1

(0.ω1 (・,1)・1

(0.0)3 (0.2)10

(0.0)4 〔0.D11

(0.0)7 〔0,1)20(0.0>2

(0.1}26(0.0)4 (O.1)23

(0.3)13(0、O)1

(0.O)2 (0.1)9

(0.1)1

〔O.3)7

(1,0)5

(0.0)1 (0.0)1

(o叫 (0・1)Z31

(0.1)5(0.0)]

(0.1)5 (0,9)36

(O.1)1 〔0.8)15

(0,2)13(1.0}81

(0.1}15(1.0)103

(0,1)3 〔1.1)67

(O.1)1 (LO)7

〔0.1)3 (1.O)30

(0.2)13(1.0)60

(0,1)15(0,7)135

(0.2)29(0.7}119

(0.3)53(1.1)207

(1.7)19

(0.3)14〔2.2)99

(LO)1

(0,1)Il{0.9)79

(0.1)1 (O.9)17

{G.3)7(1,7)36

(1.0)5(2.G}10

(0,1)2 (0.9)23

〔0.2)37(1.4)33b

(0.1)6

`

通

端

装

オ ン ラ イ ン 端*装 置(イ ンラインを含む}

富

来

置

(L8)1{ 1
〔11.1)133

(4.4)48

(4.O)8

(1.0)1

(1,8)216

(2.6)13

(L8)9

(9.1)300

〔1.5)12

{4.3)13

(7.1)92

〔正4.4)245

(6.1)86

(1.3)8

送信用

端 末

装 置

(G.2}2

(0.2}2

(].6)3]

563
(17.1)

(1.3}10

{1.1)14

(0.5}8

(6.7)94

(013)2

(3.3)201
(5,8)70

(3.9)63

7.023
(143,3)

(89.6)448

(句,9}629

(4L5)54・1

(11,3}34

(9.0)45

(1.0)1

(O.2)2

〔1.2)rg

933
(19.0)

〔O.4)2

(0.1)1

受信用

端 末

装 置

1(・.・)・

(0,Dl

(3.9)78

(0層0}333

|

〔0.0)

93 17726
(0.1}(0,0)

(0.5)4

(0.8}ll

(O.4)6

〔4.9)69

(6,0)36

(2.3)14

(8.0)16

(3.1)37

(1.2)19

875
(17.9)

(14.0)70

(0,3)4

〔G.3}1

〔6.6)33

1(・.・)il(・.・)1

(】3.8}456 (0.1)2

1

(1・ω621(1L6)81

296
(0.2)

2,003
(1,0)

1

⊥(o」)1

10,624

〔38.8)

1,681
(5.2)

(2.2)73

(3.4)24

1,678
(O.O)

1

認 識 装 置

OCR

(0.1)1

(0,0)1

(O.4)2

(0.9)
4

OMR

(0.7)8

(3.5)7

(1.7)33

(0.2)1

(G.2)6

(0,1)1

MICR

1

〔・.・)・1

(0,7)11

(45.8)229

(0」)1

300

〔0,9}

(O.1)3

(0.旬

3

合 計

1(…}・

(3.5)7

1(1.・)・・

(0.2)1

〈O.2)6

(0.1)1

(0,1)1

(0.2)3

(0,7>11

(O.1)4

(46.2)231

{O.1)1

367
(0.9}

インテリ

ジェント

ター ミナ
ル

(O.3)2

(0.1)1

(1,2)13

(O.7>13

(1.4)46

〔4.4)35

(0,1}1

(O.3)2

(0.1)1

〔0.5)8

(9.2}449

(O.1)1

(4.3)13

(0.6)3

(0.9)30

618
(1.9)

POS

CRT

ディスプ

レ ー

(0.4)3

1(2.3}25

|

(26.4)132

(3.6)72

(0.4)2

(O.6}3

(10.3}339

(0.6)5

(1.3)17

(L6)27

1〔1.9)27

(10,3)62

(4.7)28

(19,9)239

(1,7)27

(L4}68

(2.8)39

(2,6)SU

(13,0)65

(2G.0)20

(4.5)23

132

〔0.4)

(3.5}114

(1.3)9

1,248
(3.9)

図 計 装

置(XY

プロッタ
ー}

音 響

カプラー

(0.1}1

2

(0.2)1

(0.5)]

(e.1)4

(0,0)
9

d

1

1

(7,5)15

(G.5)16

(2.5)15

(0.1)
33

i
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4-4-7表 年 別 ミニ コン,プ ロコ ン設置 態 様
JECC調 べ

時 点
回答企

業 数

設置 台数 汎用 コ ンピ ュー

タ とオ ンラ イ ン

接 続 で きる台 数

総主記憶
容 量

1台 当 り

主記憶容量

・一院 式レ硝 式
,

KW KB KW KB

コ ミ
ン ニ

巳

↓

1972年7月1日 現在

1973年9月 末 〃〃

1974年9月 末 〃〃

1975年9月 末 〃 〃

25

63
-

156

48

103

169

244

三
111

144

14

15

-

61

346

1,743

2,311

3,798

471

1,180

3,248

7.2

16.9

13.7

]5.6

10.5

10.6

22.6

コ ブ
ン ロ
ビ セ
ユ ス、

1制
タ 御

用

1972年7月1日 現 在

1973年9月 末 〃 〃

1974年9月 末 〃 〃

1975年9月 末 〃 〃

31

30
-

32

74

96

73

88

8

4

34

38

7

2
-

5

1β20

2,080

1,046

2,272

284

140

218

954

17.8

21.7

14.3

25.8

35.5

35.0

6.4

25.1

4-4-8K年 別 オ フラ イ ン機器 設 置態 様 JECC調 べ

時 点
カー ド ・パ ン

チ

紙 テー プ ・パ

ン チ

キ ー ・ ト ウ ・

テ ー プ 装 置

キ ー ・ トウ ・

デ ィ ス ク装 置

フ ロ ッ ピ ー ・

デ ィ ス ク 装{着1

キ ー ・ トウ ・

カ セ ッ ト装 置

1972年7月1日 現在

1973年9月 末 現 在

1974年9月 末 〃 〃

1975年9月 末 〃 〃

6,441

5,860

6,317

5,882

3,730

5,883

7,459

8,343

276

570

594

629

16

491

1,126

2,393

0

0

71

564

一

130

203

282

4-4-7表 は 各 年 度 の 回 答 企 業 が 回答 を寄 せ た ミニ コ ン お よび プ ロ コ ンの 設 置 態 様 で あ るが,

この 質 問 へ の 回 答数 が 少 な い の で,わ が 国 の ミニ コ ン お よ び プ ロ コ ンの ユ ー ザ ー 全 体 の 設 置 態 様 を

類 推 す る こ とは で き な い。 こ こ で は一 応 の 参 考 資料 と して 掲 載 して お い た。

4-4-8表 は 同 じ く各年 度 の 回 答 企 業 が 回 答 して きた 主 要 な オ フ ラ イ ン機 器 の 設 置 状 況 で あ る。

74年9月 末 の 回 答 数 は,CPU(4-4-3表)設 置 企 業986社 の う ちの937社(95.0%),同 様 に

75年9月 末 の そ れ は1,063杜 の うち999社(94.0%)と 高 率 な の で,全 体 の 設 置 態 様 をみ る う え で

充 分 に 使 用 に 促 りる 。一 般 に 前 述 と同様,EDP利 用 の 先 進 産 業 と情 報 処 理 サ ー ビ ス業 お よび 多量

の トラ ンザ クシ ョン 処理 の ニ ー ズ を有 す る卸 ・小 売 業 に お け る カー ド ・パ ンチ,キ ー ・ トウ ・テー

プ,キ ー ・ トウ ・デ ィ ス ク,フ ロ ッ ピー ・デ ィ ス クの 設 置率 が 多 い(カ ー ド ・パ ン チ は情 報 処 理 サ

ー ビ ス業 が 最 大 の顧 客 産 業 で あ る)
。最 近 は キー ・ トウ ・デ ィス ク と フ ロ ッ ピー ・デ ィス クの 増 加 率

が 顕 著 で あ る。

「CEDP運 用 総 費用

4-4-9表,4-4-10表 に 「年 度 別 ハ ー ドウ ェア 機 器 別 費 用 の 推 移 」 と 「年 度 別EDP運 用

総 費 用 の 推 移 」 を示 した 。
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4-4-9表 年度 別 ハ ー ドウ ェア機 器 別 費用 の 推移

165

(単 位:100万PDJECC調 べ

回答企業数

汎 用 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム オ ン ラ イ こニ コ ン、

1
プ ロ セ ス ・

コ ン ピ ュ

|

オ フ ライ 二…_
1社 当 り

年 度

CPU(1) 周辺装置〔2} 小 言十

ン端末装

置

ピ ュ ー タ ・
、 一

ン スア ム
一 タ'ン

ー

スア ム
ン機器

合 計
平均

73年 度 754 26,189 24,018 50,207 11,775 495 950 5,343 68,770 91.2

構成比%) 一 38.1 34.9 73.0 17.1 0.7 1.4 7.8 100.0 一 ー

74年 度 969 34,332 33,560 67,892 8,673 1,487 L267 7,246 86,565 89.3

構成比② 一 39.7 38.8 78.5 10.0 1.7 1.5 8.3 100.0 一

75年 度 996 42,199 41,695 83,894 10,504 1,363 2,766 9,389 107,916 108.3

構成比(% 一 39.1 38.6 77.7 9.7 1.2 2.5 8.7 100.0 一

(注)1,CPUは ア ド ・オ ン ・メモ リー を含 む 。

2,周 辺 装 置 はデ ィス ク装 置,磁 気 テー プ 装置,そ の他 外部 記 憶 装置,印 刷 装 置,

カー ド機器,認 識 装 置,そ の 他の 入 出 力装 置 を含む 。

3.年 度 は そ れ ぞれ10月 ～翌年9月 。

4-4-10表 年 度別EDP運 用 総 費用(内 訳)の 推移 (単 位100万 円)JECC調 べ

年 度

`

回答企業数
ハ ー ドウ エ

ア 直接 費

ハー ド関係

消耗品費

ソフ トウェ ア費

SE料 回線費

自社開発 外注または
賃 借

計

73年度

構成比%

74年度

構成比陶
75年度

構成比%

7竺

960

-

996

　

`

68,286

54.3

85,826

44.1

107,916

45.0

7,733

6.1

13,189

6.8

17,781

7.4

606

0.4

4,047

2.1

1,919

0.8

6⊥6

0.4

1,377

0.7

1,102

0.5

1,223

0.8

5,424

2.8

3,020

1.3

73

0.0

192

0.1

351

0.1

2,404

1.9

5,980

3.1

4,230

1.81

1

年 度
EDP関 係

人件費

1
外部セ ンタ
ー委託料 教 育 費

ファシ リテ ィ・

マネジメン十

サービス外注費

そ の 他 開接費小計 合
1社 当

り費用

73年 度 35,455 4,749 298 1,064 4,414 57,413 125,699 167.3

構成比% 28.2 3.7 0.2 0.8 3.5 45.7 100.0 一

74年 度 60,247 13,077 319 2,870 7,523 108β23 194,649 202.8

構成比% 3LO 6.7 0.2 L5 3.9 55.9 100.0 一

75年 度 75,589 14,850 384 3,846 8,665 131,715 239,631 240.6

1 構成比% 32.8 6.21 0.2 L6 3.6 55.0 100.0 一

　

(注)1.年 度 は それ ぞれ10月 ～翌年9月 。

2.ハ ー ドウェア 直接 費は4-4-9表 の 合計 に 照 応す る もの。

1社 当 り平 均 費 用 をみ る と,ハ ー ドウ ェア 直接 費 は50年 度 に お いて 年 間1億 円 を突 破 し
,間 接 費

を合 わせ たEDP運 用 総 費 用 で は74年 度 に2億 円 を超 え て い る 。 と くに74年 の 石 油 シ ョ ッ ク以 後 の

物 価 騰 貴 とア プ リケー ショ ン拡 大 さ らに は ハ ー ドウ ェア 構 成 此 中80%近 くを 占め る汎 用 コン ピュ_

タ ・シ ス テム の コ ス ト/パ フ ォー マ ン ス の上 昇(ハ ー ドウ ェア 支 出 の対 総 費 用 構 成 比 を小 に す る効

果)な どが相 侯 っ て,74年 度 以 後 間 接 費 が 直 接 費 を上 回 り,55%以 上 を 占め る よ うに な っ た の が

目立 つ 点 で あ る。 人件 費,消 耗 品 費 は1社 当 り金 額,構 成比 と もに 増 加 し,ま た,外 部 セ ン ター 委



166第4部 コンピュー タ利用の現況

託 費,フ ァシ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト ・サ ー ビ ス外 注 費 も増 勢 をた ど っ てい る。

第3回 調 査(1974年9月 末 現 在)で は,こ のEDP関 係 ハ ー ドウ ェ ア 直 接 経 費 とEDP運 用 総

費 用 を構 成 す る各 項 目に つ い て,向 う3年 間 に73年10月 ～74年9月 末 実 績 を基準 と して どれ だ け の

費 用 を支 出 す る予 定 で あ る か を聞 い たが,そ の 質 問 に 答 え た303社 の 対 前年 度 費用 倍率 を産 業 別 に

示 した もの が,4-4-11表 と4-4-12表 で あ る。

これ らの表 に よ る と,全 産 業 で み てハ ー ドウ ェ ア支 出 は,75年 度 に お い て 前 年 よ り23%増 え,76

年 度 に お い て16%増 え る の に 対 し,間 接 費 を合 わせ たEDP運 用 総 費 用 は50年 度 に は21%と ハ ー ド

ウ ェ ア とほぼ 同率 で増 加 す るが,76年 度 はハ ー ドを上 回 る19%の 増 加 率 を維 持 す る見 込 み と な っ て

い る。

産 業 別 で は 建 設,機 械,卸 ・商 事,小 売,金 融,保 険 の継 続 的 な 平 均 を上 回 るハ ー ドウ ェア 投 資

意 欲 が み られ,EDP運 用 総 費 用支 出 で は 石 油,鉄 鋼,機 械,卸 ・商 事,小 売,金 融,保 険 ・証 券

等 の 産 業 の投 資意 欲 が 高 い とい え るだ う り。

lD産 業別対総従業員数EDP職 員数率
L

4-4-13表 は 「産 業 別 対 総 従 業 員 数EDP従 業 員数 率 」 の4年 間 の推 移 で あ る。

こ れ に よ る と全 産業 の 総 従 員数 に 対 す る端 末 オペ レ ー ター,社 外か らの 要 員 ま で を含 む 広 義 のE

DP従 業 員数 の 比 率 は 大体 一 定 で あ り,2.0%か ら2.4%の 間 を前 後 して い る。 石 油,金 融,証 券 は

オ ンラ イ ン端 末 の 多 さか ら当 然高 い 比率 を示 して い る。 コ ン ピュ ー タ を道具 と して 営 業 す る情 報 処

理 サ ー ビ ス な ら び に ソフ トウ ェア ・サ ー ビ スは70.6～88.8%に 及 ぶ 。

広 義 のEDP従 業 員 を職 種 別,社 内要 員別,社 外 要 員 別,外 部 派 遣 要 員 別 に 分 け て,そ れ らの 分 布

の 推 移 をみ た の が4-4-14表 で あ る。

一 般 に 各職 種 とも75%か ら100%近 くを社 内 で 充 足 して い る もの の,最 近 に近 い ほ ど社 外要 員 を

迎 え る 度合 が高 ま っ て きた こ とが わか る。 中 で も オペ レー ター,キ ー ・パ ン チ ャ ー の 社 外 要 員依 存

は 高 く,75年9月 末 で は そ れ ぞれ22.3%,13.4%を 社 外 要 員 に依 存 して い る 。

EDP職 員 全 体 に対 す る構 成比 か らみ る と,シ ス テ ム ズ ・エ ン ジ ニ ア とプ ロ グ ラマ ー の構 成 比 が

上 が っ て き て い る。
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4-4-11表EDPS関 係 ハ ー ドウ エ ア直 接経 費支 出計画 金 額:単 位 千 円

(JECC調 べ)対 前年 比:倍 率

計 画

産 業

回 答

企業数

74年 度175年 度

174年10月 ～

75年9月

75年10月 ～

76年9月 対 前年 比

76年 度

76年10月 ～

77年9月 対前年 比

建 設 業 14 1,044,324 1,250,248 1.20 1,535,936 1.23

食 品 8 430,400 497,000 1.15 692,800 1.39

繊 維 13

.

931・368P・ ・5・,418 1,131,133,418 1.08

紙 ・ パ ル プ 2 71,800 188 ,300 1.23
188

,100 1.00

(島 片反 ・EP届lj 4 113,844 140,492 1.23 144,792 1.03

化 学 20 2,595,670 29141461.12
,,

3,798,145 1.30

石 油 3 867,200 1,081,900 1.25 1,452,000 1.34

窯 業 5 366,600 437,200 1.19 557,200 1.27

鉄 鋼 7 5,178,900 6,437,500 1.24 6,893,400 1.07

非鉄金属 ・金属製 品製造 4 150,144 153,649 1.02 191,174 1.24

機 械 20 959,386 1,224,530 1.28 1,556,449 1.27

電 気 機 械 24 1,401,500 1,538,400 1.10 1,834,400 1.19

輸 送 用 機 械 11 2,491,845 2,936,289 1.18 2,991,716 1.02

舟n}狛 製 元堂 2 745,600 784β00 1.05 824,800 1.05

精 密 機 械 8 254,920 326,996 1.28 363,344 1.11

そ の 他 製 造 業 12 579,400 726,300 1.25 779,600 1.07

卸 ・ 商 事 30 1,211,149 1,496,289 1.24 1,758,638 1.18

小 売 業' 19 !,337,808 1,708,458 1.28 2,231,524 L31

金 融 24 8,488,200 11,415,420 1.34 13,322,600 1.17

保 険 ・ 証 券 3 1,445,900 1,808,000 1.25 2,312,200 1.28

不 動 産 2 120,000 129,000 1.08 199,000 1.54

運 輸 ・ 通 信 ・ 報 道 16 386,784 482,684 1.25 527,439 1.09

水 運 業 3 206,500 237,000 1.15 265,000 1.12

電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 4 823,100 1,056,900 1.28 1,069,900 1.01

情 報 処 理 サ ー ビ ス 22 2810930,, 3,139,800 ユ.12 3,615,100 1.15

一 般 サ ー ビ ス 7 454,900 521,100 1.15 564,200 1.08

法 人 団 体 ・ 農 協 16 653,300 745,336 1.14 780,365 1.05

合 計 303 36,121,472 44,328,155 1.23 51,483,240 1.16

調 査 時 点:1974年9月 末
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4-4-12表EDP運 用総 費 用 支 出計 画 金額:単 位 千Ilj

(JECC調 べ)対 前年 比:倍 率

1言 卜 画

1
1

回 答

企業'数

74年 度

74年10月 ～

75年9月産業 ＼

75年 度

75年10月 ～

76年9月 対前年比

76年 度

76年10月 ～

77年9月 繊 巧
建 設 業 14 2218108,, 2,623,744 1.18 3,19L783 1.22

食 品 8 944,300 1,086,300 1.]5 1392400,, 1.28

繊 維 13 2,440,368 2,746,6ユ8 1.13 3,032,318 1.10

紙 ・ パ ル プ 2 163,900 196,200 1.20 213,700 1.09

出 版 ・ 印 刷 4 339,372 407,388 1.20 418288, 1.03

化 学 20 5,265,972 6,105,777 1.16 7,099,666 1.16

石 油 3 1546600,,
1,911,600 1.24 2,596,600 1.36

窯 業' 5 739000, 823,243 1.11 999,198 1.21

鉄 鋼 7 8,964,000 11,860,325 1.32 13,869,250 L17

非鉄 金属 ・金属製品製造 4 403,918 465,995 1.15 576,835 1.24

機 械 20 2,238,310 2,893,176 1.29 3,740,075 L29

電 気 機 械 24 3789428,, 4,315,426 1.14 5,213,613 1.21

斬‖ 元蓋 開 機 械 11 5,426,748 6,108,228 1.13 6,612,171 1.08

船 舶 製 造 2 1,978,800 2,093,000 1.06 2,208,800 1.06

精 密 機 械 8 597,705 719,787 1.20 812,277 1.13

そ の 他.製 造 業 12 1283872,, 1,491,750 1.16 1,668,484 1.12

卸 ・ 商 事 30 2,'570,279 3,100,420 1.21 3,538,357 ].14

小 売 業 19 2,698,223 3,487,664 1.29 4,627,623 1'33

金 融 24 17,680,721 21,983,211 124 25,258,363 1.15

保 険 ・ 証 券 3 3,250,700 4,038,906 124 4979100,,
1.23

不 動 産 2 238000, 269,000 1.13 369,000 1.37

運 輸 ・ 通 信 ・報 道 16 940,292 1,157,357 1.23 1,319,034 1.14

水 運 業 3 469,700 536,900 1.14 608,300 1.13

電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 4 2,750,600 3204900,,
1.17 5,476,900 1.71

情 報 処 理 サ ー ビ ス 22 8,464,481 9,976,838 1.18 12,230,976 1.23

一 般 サ ー ビ ス 7 1262110,, 1,467,384 1.16 1,689,984 1.15

法 人 団 体 ・ 農 協 16 1,391,660 1,622,065 1.17 1,789,579 1.10

合 計 303 80,057,167 96697,396,
1.21 115,532,674 1.19

調 査 時 点:1974年9月 末
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4-4-13表 産 業別 対 総従 業 員 数EDP従 業 員数 率(JECC調 べ)

産 業
72年9

月 現 在

73年9

月 現 在

74年9

月 現 在

75年9

月 現 在

農 業

漁 ・ 水 産 ・ 養i殖 業

鉱 業 ・

建 設 業

食 品

繊 維

紙 ・ パ ル プ

出 版 版 ・ 印 刷 ・

化 学

石 油

窯 業

鉄 鋼

非 鉄 金 属

金 属 製 品 製 造

機 械

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

船 舶 製 造

精 密 機 械

そ の 他 製 造

部 ・ 商 事

小 売 業

金 融

保 険

証 券 ・

不 動 産

運 輸 ・ 通 信 ・ 報 道

水 運 業

電 力 ・ ガ ス

情 報 処 理 サ ー ビ ス

一 般 サ ー ビ ス

法 人 団 体 ・ 農 協

4.2

-

0.9

0.9

1.8

1.6

1.3

1.6

L8

2.6

1.4

1.4

2.3

2.0

1.4

1.4

L2

1.2

1.1

1.0

4.2

1.6

5.3

0.5

4.7

1.2

1.1

0.9

1.8

70.6

2.2

4.1

3.9

3.6

0.7

0.7

1.4

1.0

1.5

2.7

1.6

3.9

1.0

2.O

l.5

1.5

1.5

1.7

1.2

1.1

1.4

1.3

4.2

1.8

6.9

0.6

6.8

1.1

1.1

L4

1.3

88.8

1.3

8.0

一

一

〇.9

0.9

1.3

1.2

1.5

2.5

1.7

3.O

L3

2.0

12

1.6

1.8

1.6

1.2

1.0

1.4

1.4

2.3

!.5

7.5

0.9

3.5

2.9

1.0

2.3

1.0

8L1

2.0

5.4

一

一

2.0

1.1

1.9

1.2

1.2

4.3

1.5

3.6

1.5

2.1

1.5

1.5

1.5

1.7

L3

1.0

1.4

1.4

3.1

2.0

7.2

1.1

4.1

1.2

1.0

1.3

0.9

75.2

1.7

4.9

合 計 2.0 2.4 2.1 2.4

回 答 企 業 数 892 789 975 1,060

総 従業
員 数

全 社 員 囚

EDP職 員(入)

1,714,237

133,969

1,679,720

39,540

2,080,990

43,259

2,113,336

49,717

(注)・EDP従 業 員に はce'一 ・パ ンチ ャー,端 末 オペ レー ター が 含 まれ る。
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4-4-14表 EDP部 門職種別要員 JECC調 べ

一 一 一 「

「' 電 算 機 室 電算機 室以 外

時 点 回答企業数 総 従業 数
プログ オペレ

キー ・ 端末オ 合計
管理職 SE その他 小計 パ ンチ

'ベレー 小計
ラマー 一 夕ー

ヤー ター

1973年9月 末 現 在 789 1,679,720 2,577 4,009 6,579 5,242 4,522 22,929 8,467 8,144 16,611 39,540

ム
ロ 構成比%

F

6.5 10.1 16.6 13.3 ll.4 58.0 21.4 20.6 42.0 100.0

74年9月 末現 在
1

975: 2,080,990 2,667 4,448 8」98 6,254 5,617 27,184 9,271 6β04 16,075 43,259

構成比% 6.2 10.3 19.0 14.5 13.0 62.8 2L4 15.7 37.2 100.0

計 75年9月 末 現 在 LO60 2.113β36 3,139 5,594 9,576 6,754 61365 31,428 10,612 7,677 18,289 49,717

構成比醐 6.3 11.3 19.3 13.6 12.8 63.2 2L3 15.4 36.8 100.0

73年9月 末現 在 789 1,679,720 2,532 3β90 6,357 4,509 4,410 21,698 7,465 8,105 15,570 37,268

社 上欄合計に対する比率 98.3 97.0 96.6

1

86・0;97・ ・lg4・ ・

`

88.2 99.5 93.7 94.3

内 74年9月 末現 在 975 2,080,990 2,615 4,346 7,871 4,668 5,237 24,745 8,254 6,532 14,786 39,531

要 上欄合計に対する比率 98.1 97.7 96.O

l

74.6 93.2 91.0 89.0 96.0 92.0 91.4

貝 75年9月 末 現 在 1,060 2,ll3,336 3,064 5,333 ・・96・1・,11・ 6,151 28β22 8,995 7β23 16,318 44,940

上欄合計に対す る比率 97.6 95.3 93.6 75.7 96.6 9Ll 84.8 95.4 89.2 90.4

73年9月 末現 在 30 89 123 576 100 918 758 39 797 1,715

社 上欄合計に対 する比率 1.2 2.2 1.9 11.0 2.2 4.0 9.0 0.5 4.8 4.3

外 74年9月 末現 在 38 80 2]2 1,200 318 1,848 794 204 998 2,846

要 上欄合計に対 する比率 1.4 1.8 2.6 192 5.7 6.8 8.6 3.0 6.2 6.6

員 75年9月 末現 在 57 148 493 1,504 202 2,404 1,418 274 1,692 4,096

上欄合計に対する比率 1.8 2.6 5.1 22.3 3.2 7.6 13.4 3.6 9.3 8.2

73年9月 末 現 在 15 30 99 157 12 313 244 0 244 557

外
部

上欄合計に対す る比率 0.5 0.7 1.5 3.0 0.3 L4 2.9 0 L5 L4

へ

の
74年9月 末 現 在 14 22 107 386 62 591 223 68 291 882

璽
退 上欄合計に対する比率 0.5 0.5 1.3 6.2 1.1

}
2.2 2.4 1.0 1.8 2.0

要
口
貝 75年9月 末現在 18 ll3 123 136 12 402 199 80 279 681

上欄合計に対す る比率 0.6 2.0 L3 2.0 0.2 1.3 L9 1.0 1.5 L4
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第5章 諸 外 国 の コ ン ピュー タ設 置状 況

1世 界 の汎 用 コ ン ピュー タ設置 状況

4-5-1表 は,1974～1975年 に お け る世 界 の汎 用 コ ン ピュー タ設 置 状 況 で あ る。

日本 で 行 わ れ て い る よ うな精 密 な コ ン ピ ュー タ統 計 は,カ ナ ダ を除 き,世 界 諸 国 で 実 施 され て い

ない 。 諸 外 国 の数 値 は 一般 に は 民 間 調 査 会 社 に よ る推 定 調 査 で あ る点 に 注 意 す る必 要 が あ る。

い ずれ に して も,1974～1975年 の 時 点 の 地 域 別 汎 用 コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 の 概 数 は,

ア メ リ カ72,000台

カ ナ ダ5,000〃

西 ヨ ー ロ ッ パ45,000〃

ソ 連 ・東 欧10,000〃 以 上

オー ス トラ リア3,600〃

日 本32,447〃(75年9月 末)

そ の 他4,000〃

合 計 で約17万 台 強 とい う とこ ろ で あ ろ っ。

4-5-1表 海 外 賭 国 に おけ る汎 用 コン ピ ュー タ設 置状 況

国 名 台 数 金 額 調 査 時 点 調 査 元/備 考

ア メ リ カ

イ ギ リ ス

フ ラ ン ス

西 ド イ ツ

71,871

7,794

9,618

12,832

334億6.300万 ドル

106億1.300万 マ ル ク

218億6,000万 フ ラ ン

ー

75年 末

74年 末

76年1月

75年 末

IDC

Siemens

COTTI

ア メ リカ商務 省
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国 名 台 数 金 額 調 査 時 点 調 査 元/備 考

イ タ リ ー 5,724 18億5,600万 ドル 74年 末 IDC

オ ラ ン ダ 2,290 9億9,000万 ドル 74.1.1 Quantum

ス ウ ェ ー デ ン 900 一 75年 末 ア メ リカ大使 館

デ ン マ ー ク 660 2億8,000万 ドル 74.1.1 Quantum

ノ ル ウ ェ ー 510 2億4,000万 ドル 74.1.1 Quantum

フ ィ ン ラ ン ド 340 1億2,000万 ドル 74,1.1 Quantum

オ ー ス ト リ ア 837 5億3,500万 ドル 74.7.1 ア メ リカ大使 館

ス ペ イ ン 2,050 一 74年 末 IDC

ス イ ス 2,183 35億 ス イ スフ ラ ン 75年 IDC

ソ 連 8,000 27億5.500万 ドル 74年 末 IDC

ブ ラ ジ ル 1,527 一 75年7月 CAPRE

メ キ シ コ 750 3億 ドル 75年 アメリカ商務 省

オ ー ス トラ リア 3,615 一 75年 末 アメリカ商務省

カ ナ ダ 4,940 一 75,5.1 カナダ情報処理学会

イ ン ド 313 一 76.3.31 在印アメリカ大使館 ミニを含む

シ ン ガ ポ ー ル 47 4,000万 ドル 73年 アメリカ商務 省

フ ィ リ ピ ン 150 一 74年 〃

台 湾 70 一 74年 末 〃

イ ラ ク 13 一 74年4月 イラク政府

イ ラ ン 226 一 75年 末 ア メIJ力 商務 省

ク ウ ェ ー ト 14 } 74年5月

ヨ ル ダ ン 5 一 74年6月

レ バ ノ ン 60

シ リ ア 5

サ ウ ジア ラ ビア 25

イ ス ラ エ ル 490 一 75年 11tamミ ニ を含 む

ア ル ジ ェ リア 一
6,000万 ドル 75年 末 ア ル ジ ェ リア 政府

2汎 用 コ ン ピ ュ ー タ の メー カ ー 別 シ ェア

世 界 の 実 動 コ ン ピュ ー タの う ち,ア メ リ カ籍 メー カー の シ ェ ア が圧 倒 的 に 大 き い こ と は い う まで

もな い 。4-5-1図 お よび4-5-2図 は そ の 推 移 と今 後 の予 測 を示 す 。

また,個 々 の メー カー 別 シ ェ ア に つ い て4-5-3図 お よび4-5-4図 が 世 界 お よ び ヨー ロ ッ

パ に お け る状 況 を示 し て い る。
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パ に お け る状 況 を示 して い る。

4-5-1図 アメ リカ籍 メー カー製 コ ン ピュー タの実動 状況 の推移

224.0
ノ

1
汎 用 コン ピュー タ設 置台数!

!

(千 台)221
.0ノ

100

70 71 72 73 74 75

143・0/

84.2ノ〆

76

173.5〆

132.0

125.0
〆

ア メ リカ115
.5/
〆

102.0/!
〆

77787980(年)

出典EDPIndustryReport76-4-30
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(億 ドル)

1,000

500

コ ン ピュー タ利 用 の現 況

4-5-2図 ア メ リ カ 籍 メ ー カ ー 製 コ ン ピ ュ ー タ の 実 動 状 況 の 推 移

汎 用 コンピュー タ設散金額

70 71 72 73 74 75

63シ'

374

'

76

716/

415
ノ

77

804/

459,'
'

78

899/

506
'

79

1,000.

世界全体

80(年)

出 典EDPIndustryReport76-4-30
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世 界 にお け るア メ リカ籍 コ ン ピュー タの実 動金 額 メ ーカー別 シ エ ァー1975年 末 一

その他

6.6%

IBM

62.3%

出典EDPIndustry
総 額621f意 ドルReport76-4-30

4-5-4図 面 ヨ ー ロ ッパ に お け る メ ー カ ー 別 設 置 金 額 シ エ ア ー1975年 末 －

NCR1.4%

CDC

Bu「「o霊32

Siernens

5.8%

Uuivac

7,0%

ICL

9,7%

Cll-HB

12.7%

そ の

他
3.6

%

総 杏頁220f意5.000万 ドル

IBM

52.6%

出 典Datamatめn

76-9月
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巳専 用 コン ピュー タ設置 状況

専 用 コ ン ピ ュ ー タの 大 部 分 は ミニ コン ピュ ー タ で あ る が,そ の 設 置 状 況 を4-5-5図 お よ び4

-5-6図 に 示 す 。

コ ン ピュ ー タ ・パ ワー 全 体 を 比 較 す る と き,日 本 に 比 べ て と くに ア メ リカ で は,汎 用 機 に 対 し台

数 と して は専 用 機(ミ ニ コ ン ピ ュー タ)の 比 重 が 大 で あ る こ とに 注意 を要 す る。

日本 の ミニ コ ン ピ ュー タ設 置 規 模 は,

7,873台

76,253百 万 円

(1974年3月,通 産 省調)

で あ る。
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4-5-5図 ア メ リカ 籍 メ ー カ ー 製 コ ン ピ ュ ー タの 実 動 状 況 の 推 移

専用 コン ピュー タ設置 台数

(千 台)

1,000

500

31

24.5

70 71

65.5

50.0

72 73 74

859.0●

/

/

/世 界全体

/

/
668・ツ

/

/
ノ

ノ,,548・0

507・81/

!!

/'

!ノ ノ

1,

ノ ノ433.5

!'

375・〆/ア メ:Lカ

!'

//〈 ・35・・
!1/

272.8!,
・'!

ノ
!'・252 .4

/!!/

202!!.1

186.3

140

75 76 77 787980(年)

出典EDPIndustryReport76-4-30
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4-5-6図 アメ リカ籍 メ ーカー製 コン ピュー タの実 動状 況の 推移

専用 コンピュータ設置金額

(億 ドル)

235,

膓

/

/世 界全体

/
'

'

'

200 '

'

'

'

185t'

'
'
'
'
'

'

'

'

100

'
'
ノ

'

'144t

'
'
'
'

'

ノ

!

'

ノ
'

ノ

!122

ノ

ノ

!

/

ノ152

19

15

23

18

27

21

82〆

,/57

/75

787980(年)

出典EDPIndustryReport76-4-30



第5部 コンピュー タ適 用業務 の

具 体 例



180第5部 コ ン ピュー タ適 用業 務 の具 体 例

1自 動車機器㈱ におけ る総合生産管理 システム

A自 動 車機 器 トー タル システム開 発 の背景

自動 車 機 器㈱ 社 は 自動 車 の ブ レー キ お よび ス テア リン グの 倍 力 装 置 を主 製 品 と し,各 種 空 油 圧 な

ら び に電 気 機 能 部 品 を製 造 す る 自動 車 部 品 メー カー で あ る。 毎 日の企 業 活 動 の なか か ら産 出 さ れ る

物 流 活動 は,中 堅 企 業 で あ})な が ら,ビ ジ ネ スの 面 か ら見 る と,BIGBUSINESSの 態 様 をな して

い て,研 究 開 発 ・営 業 ・生 産 ・購 買 ・品 質 ・原 価 の諸 活動 を円 滑 に か つ 整 々 と行 うこ とは大 変 な こ

とで あ る。

これ らのBIGBUSINESSを 遂行 す る方 法 と して,従 来 は分 権 機 能 の 組 織 改変 と会 議 お よ び文

書 配 布 な どで対 応 して き た。 しか しこれ らのマ ン ・シ ス テ ム で充 分 の 成果 を は たす に は,現 実 の ビ

ジ ネ ス は遙 か に横 断的 な機 能 を必要 と して い る。 こ こ に総 合 情 報 管理 へ の 期 待 と渇望 が あ っ た と し

て も不 思 議 で は ない し,コ ン ピュ ー タ が単 な る情 報 処 理 機 械 で な い と理 解 され れ ば,コ ン ピュー タ

の使 い 方 と して新 しい使 命 が あ る とい え よ う。

同社 が初 め て コ ン ピュ ー タ を導 入 した1969年 ご ろ、 シス テ ム 設 計段 階 か ら論 議 の中心 に なっ たの

は 各種 マ ス タ ・フ ァ イル 相 互 間 の 斉 合 性 で あ っ た。 正 しい 品 番 が 維 持 で きる か?生 産 ・購 買 ・原

価 の 購 入先 と品 番 の 関 係 は タ イ ミン グ よ く登録 ・修 正 で き るか?な ど突 込 ん で み る と,は な は だ

心 も とな い。 い っ そ の こ と総 合 マ ス タを建 設 しよ うか?そ れ で は余 りに大 変 だ とい うこ とで実 現

で き なか っ た の で あ る。 しか し この 時 の 未 完 の 課 題 は や が てIDSデ ー タベ ー ス技 法 に よ っ て着 実

な歩 み を始 め,1973年 か ら総 合 化 シス テム の 道 を進 め る こ とに な っ た。

B総 合 システム建設の考 え方

同社 の情報 管 理 シス テ ム 体 系 の な か で最 も重 視 した の は 「技 術 情 報 シ ステ ム」 であ る。 生 産 会 社

で あ るか ら生産 ・購 買 ・在 庫 の 分 野 も大 事 で あ る が,そ れ に も増 して重 視 して き た。 この 「技 術 情

報 シ ステ ム」 はPICSやMIACS(の ちのFACTOR-III)な ど で い う生 産 シ ス テム の う ちの1サ

ブ シ ス テム で は な く,純 技 術 的 な シ ス テ ム で あ り,こ の下 部 シ ス テム と して販 売,生 産,購 買,在

庫,品 質 の シ ス テム が体 系 づ け られ て い る。
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5-1-1図 自動車機器総合生産管理システムの体系

技術情報 システム

:撫 霧1〕
1＼ ＼

1

販売情報 システム

販 売計画 ・受注出荷、

売上計算 ・検収照合

譲 着車輪 ノ

一 一

・口

.

生 産 ・購 買 ・在 庫

情 報 シス テ ム

/生産 計 画 ・生産 部 品表 、

部 品展 開 ・オー ダ進 度

標準 時 間 ・購 買 計算

/在庫 量 ・支 給 ノ

一

品質情報システム

(修理品進度クレーム処理)

_」
|▲

o

これ らの4つ の 情 報 シ ス テ ム は,そ れ ぞ れ が 完 全 に1つ の フ ァ イル に統 合 され ,レ コー ド項 目 は

チ ェー ニ ン グ され て い る。従 っ てマ スタ項 目 と トラ ンザ クション項 目 とが 完 全 に関 係 づ け られ て い る
。

この総 合 シ ス テム を建 設 す るに当 っ て基 本 的 な考 え方 を次 の よ うに定 め て推 進 した。

1.ト ー タル シ ス テム 優先 の原 則

即 効 的 な個 別支 援 シ ス テ ム よ り も,ト ー タ ル シ ステ ム 開 発 を優先 す る。

2.業 務 マ ネ ジ メ ン ト直結 の 原 則

良 い意 志 決 定(行 動)に 結 び つ け る設 計 を基 本 とす る。 単 な る 人手 置 換 は採 用 す る方 向 で は

な い。

3.フ ァ イ ル の集 中/共 用 の 原 則

① フ ァ イ ル は一 元 化 して集 中 し,オ リジナ ル ・ソー ス ・デ ー タの 入 力 は]回 だけ とす る。

② フ ァ イ ル 内容 の 出 力 は 多様 化 す る。

③ デー タベ ー ス が シ ス テム の心 臓 で あ る。
、

4.シ ス テム0)リ ンク の 原 則

① 完 全 な1つ の全 社 トー タル ・シ ス テム は現 実 的 で な い の で,部 門 トー タル ・シ ステ ム を形

成 す る。

②1つ の シ ステ ム で は相 互 関 係 が あ るカ・ぎ り,リ ン クの か け橋 を か け,包 括 的 シ ス テ ム と し

なけ れ ば な ら な い。

Cシ ス テムの概要

総合生産管理 システムは,前 項にあげた通 り

技術情報 システム
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販 売 情 報 シ ス テム

生 産 ・購 買 ・在 庫 情 報 シ ス テ ム
o

品質 情 報 シ ステ ム

の4つ の シ ス テム に分 け られ て い る。 そ の1つ の シス テ ム は完 全 な1つ の フ ァ イ ル を形 成 して い て,

内 容 項 目は チ ェー ニ ン グ され て い る。 この ため の デー タベ ー ス ・ソ フ トウ ェ ア と して はIDS(イ

ン チ プ レー テ ッ ド ・デ ー タ ・ス トア)が 利 用 され て い る。

こ の4つ の シス テ ム の全 部 を述 べ る こ とは で きな い の で,こ の うち の 「生 産 ・購 買 ・在 庫 情 報 シ

ス テ ム」 に つ いて説 明 した い。 なお 当社 で は この シ ステ ム を 「EPOCIシ ス テム とll乎ん で い る。

EPOCシ ス テム は,5-1-2図 に示 す フ ァ イル ・ス トラ クチ ュ ア が メ イン フ ァ イル とな っ て い

る。 この メ イ ンフ ァ イ ル は、8つ の サ プ フ ァ イル にモ ジュ ー ル 化 して考 え られ て い る。

①ENTRYフ ァ イル

シ ス テム フ ァ イル の 入 口 を示 し,電 算 上 の テ ク ニ カ ル ・フ ァ イ ル で あ る。

②ADMINISTRATIONフ ァ イル

管 理 セ ク シ ョン と担 当 に関 す る情報 を集 合 させ た もの で あ る。

③RESOURCEフ ア イ ノレ

機 械 設備 ・治工 具.・取 引先 の フ ァ イ ル で あ る。

④ITEMフ ァ イル

部 個 品 情 報(PARTS・MASTER),部 品表(B/M)な どの 中心 的 フ ァ イ ル で あ る。

⑤ORDERフ ァ イ ル

組立 ・加 工 ・発注 な どの オ ー ダ の進 捗 管 理 ど材 料 の供 給 管理 の ため の トラ ンザ ク シ ョ ン ・フ ァ

イル で あ る。

⑥ACCUMULATIONフ ァ イル

トラ ンザ ク シ ョ ン ・デー タ を1ヶ 月間 単 純 に 累積 す るフ ァ イ ル で,翌 月初 に磁 気 テー プ に変 換
'

して い る。

⑦TIMEフ ァ イル

標 準 工 程 ・標 準 時 間 の フ ァ イル で あ る。

⑧PRICEフ ァ イ ル

購 入 単価 ・支 給 単価 の フ ァ イ ル で あ る。

こ の8つ の フ ァ イル は,レ コー ドの 名 称 と性 質 が必 ず し も一 致 しな い 内 容 と な っ て い る場 合 もあ

るが,こ れ らの サ ブ フ ァ イル を必 要 に応 じて組 合 せ て ア プ リケー シ ョ ン ・プ ロ グ ラム で使 用 で きる

点 が,こ の フ ァ イル の特 徴 で あ る。

ま た,チ ェー ニ ン グ は各 サ ブ フ ァ イル 内 の レコー ド間 を チ ェー ン で結 ん で あ る だけ で な く,異 な
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るサ ブ フ ァ イル の レ コー ド間 に もチ ェ ー ニ ン グ して あ り,サ ブ フ ァ イ ル単 位 で 不 必 要 な部 分 を除 外

して,プ ロ グ ラム で使 用 す る こ とが可 能 で あ る 。EPOCシ ス テ ム の 機 能 の主 な もの は5-1-1表 の

とお りで あ る。

5-1-1表

項1…1 内 容

標 準 化 すべ て の情報 を1つ のIDSフ ァ イル に集 中 し,管 理 す るコー ドの体 系 化

所 要 量 計 算 部 分 組立 品,部 個 品,原 材料 に至 る資 材 の所 要 量計 算 が1つ の フ ァ イル で可能 であ る。

在 庫 管 理 安 全在 庫(繰 越在 庫)数,率 を調 節 又 は ロッ トサ イズ を調 節す る こ とに よ り在 庫 量 を自 由 に変 更 で

き る。

正味必要量の手配

協力工場 に対す る材料支給管理

画 先行 き6ヶ 月の計画 に対 する展開,材 料費の予測負荷計画

部個品出庫指示 組立に対する出庫指示

協力会社に対 する原材料,中 間工程部1固品の穆ヒ給指示,先 渡材料,供 給,返 却指示管理

納 入 日程 計 画 正 味必 要 量 をワー クセ ン ター ご とに それ ぞ れに 決 め られ て い る方式 に従 っ て手 配 す る。

納 入 指 示 分割納入に対 する納品カー ドの発行

未納 オ ー ダ打 切

材 料 支 給 有 償,無 償,先 渡 支 給 いつ れ かの 方 法 で行 な う。

無償 支 給品 につ い て は,仕 掛管 理

先 渡 材料 につ いて は,先 渡 量 の管 理

納 入 管 理 納入進捗管理

検査結果の通知

購 買 購入単価,材 料支給単価の登録

購買予定資料の作成

未登録単価の決定指 示

仮単価の正式単価決定指示

単1面改訂 に伴 う実績購入金額の把握

無償支給品の補償言責求

買掛金明細表作成

有償支給明細表作 成

検i査 ・統 計 不良率

不 良 ロ ッ ト明細

納入成績

ペ ナ ル テ ィー計 算

初期流動品の情報提供

チ ェ ッ ク 長期未検 品の把握

デ ー タ回付 遅延 リス ト作 成

情 報 サ ー ビ ス 部 品管 理 リス ト

単価の積上げ

オ ン ラ イ ン EPOCフ ァ イル ス トラ クチ ュア の 内容 を情 報提 供
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EPOCシ ス テ ム の 特 徴 は5-1-2表 の とお りで あ る。

5-1-2表

項 目 内 容

部 品 展 開 組立 予 定 か らLevelbyLevelで 展開 し,最 低 レベル で の在庫i}1当 … …正 味必 要iaの 計 算 が可 能

部個 品 を3つ の 層 に分類 し,手 配 す る。

(1)旬間 サ イ クル で手配 を行 な う… …在 庫 を持 たな い部 個 品

(2)月次 サ イ クル で手 配 を行 な う・… ・適 当趾 の在庫 を持 つ部 個ll:10

(3)1ヶ 月光 の 組 立見 込 み か ら手 配 を行 な う…… リー ドタ イム が特 に長 い部個 品

組 立 出・庫 指 示 組立 製 品 の特 徴,組 立 ラ イ ンの ス ピー ドに合 わせ て3つ の方式 が あ る。

(1)出庫時 間 を考 慮す る。

(2)組立 製 品単 位 でセ ッ ト出庫 す る。

(3)同一 製 品 グル ープ単 位 で ま とめ て1日 分 出庫 す る。

オー ダ進捗管理 手配 され たオ ー ダの 進捗 管理 とそれ に伴 う材料 供給 進捗 管 理 をデ イ リー パ ッ チ で行 っ てい る。

計 画 購入先別購買予 測金額

ワー クセ ン タ別 に負荷 計 算(予 定)

購 買 単価見積依頼

単価改訂対象品資料作成(予 定)

製品別に購入単価改訂実績の資料 作成

在 庫 製品在庫把握のDAILY化
A

部品展開のための在庫 引当用の在庫数 は月末残数 を推定計算する。

オ ン ラ イ ン フ ァ イル の メイ ンテナ ンスは オ ン ライ ン では行 なっ てい ない。

Dデ ー タ量

EPOCフ ァ イル ス トラ クチ ュ ア に示 され た主 な レコー ドの デ ー タ量 は次 の とお りで あ る。

5-1-3表

レ コ ー ド 名 長 さ/1レ コー ド当 り レコー ド件数

マ

ス

タ

ー

関

係

品 番

構 成 部 品

在 庫 基 準

加 工 先

機 械

治 工 具

購 入 単 価

工 程 ・時 間

使 用 治 工 具

171

31

58

35

4ユ

45

48

98

45

35,000

105,000

36,000

20,000

2,000

12,000

40,000

20,000

30,000

ト,

ラ
ン
ザ
ク
シ
ョ

ン

関
係

組立進捗管理

加工"

外注"

入 出 庫

材 料 支 給

外 注 品 検 査

93

102

75

69

61

77

4,000/月

8,000/月

20,000/月

15,000/月

10,000/月

25,000/月
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E'機i器 構 成

5-1-3図TOSBAC・ ・-5600モ デル140機 器 構 成 図

「 一一 ー ー ー ー 一 一 ー ー 一 一(電 算 室)一 一 ー 一一 一 一 ー ー 一「

1

コン ソール

タイプ ラ イ ター

ラ インプ リンター

1090行/分

カー ドパ ンチ
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紙 テー プパ ンチ

150与:/禾 少

カー ドリー ダー
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デ ィス ク

100MB

磁気
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2福 岡銀 行2系 統 オ ン ラ イン ・バ ンキ ン グシス テム

ー ノー ダ ウ ン を指 向 して－

Aシ ステム開発 の背景

福岡銀行が総合オンラインを展望 した中で,先 ずその第一段階として預金全科 目,全 層CIFの

システムをカットオーバー したのは1975年5月 であった。

既 に同行 も為替 につ いては1968年 地銀デー タ通信 システムの発足と同時に為替専用のオンラ

インをスター トさせていたが,預 金オンラインはそのシステム規模の拡大化 という面か ら開発 ・運

用 ・保守 といったあらゆる観点でより多 くの問題提起がなされた。

同行がこのための具体的準備作業に入った1973年時点では既に同行 と同規模以上の各行はすべてオン

ライン化 されていた関係上,業 務面でのシステム設計にあたってはこれら先進行のシステムを参考

に同行 システムの基本構想を固めていったわけで,先 ず事務処理の一元化 と営業戦略上の観点から

オンラインの対象を出張所 を含めた全店 とすること,将 来的に全科 目を展望 した総合オンラインを

段階的に実施することを決定 した。次に同行が最 も腐心 した点はこのような全店,全 科 目にわたっ

た時のセンター障害時の危険を分散する見地か ら,こ れをシステム面 で具体的にどう反映させるか

とい う点であった。

ちょうどタイミング良 く,こ の時期各メーカーか ら新端末の発表があり,こ の中でセンターサイ

ドではロー ド・シェアによる2系 統化を,ま た営業店サイ ドではリモー ト・ループ方式によるタス

キ掛けの2系 統化 を,比 較的低廉な投資で可能 としたIBM社 の3600金 融機関通信システムが

同行の要請 と合致 したのでこれ を採用することにした。

ここに紹介する同行の2系 統システムは金融機関 という多数の顧客 と直接関わ り合 うオンライン

システムで全面ダウンによる営業店の機能麻痺と,こ れに基づ く顧客サービスの低下を極力回避で

きるよう配慮 した。いわばノーダウン指向のシステムである。

Bシ ステムの特徴

a)障 害への配慮

2系 統システムはオンラインシステムに接続される機器 ・回線 ・モデム等の障害か ら営業店の業

務処理が停滞するのを最大限防止するためのシステムである。
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5-2-1図 の通 り機 器 ・回 線 ・モ デ ム等 の障 害 の場 合 は 別 系 統 オ ン ラ イ ン端 末 が稼 動 して い るた

め,単 純 に い え ば4台 の 端 末 の 内,2台 は ダ ウ ンす るが 別 系 統 の2台 は ス トップ しな い とい う考 え

方 であ る。 又,セ ン ター 側 のCPU2台 は相 互 に バ ッ クア ップ可 能 な シ ス テ ム構 成 に な って お}),

フ ァ イル を シェ ア し た形 で 同 時 に オ ン ラ イ ン稼 動 を行 っ て い る の で,2台 のCPUが 同 時 に ダ ウ

ンす る特 殊 な場 合 を除 け ば営 業 店 側 か らみ れ ば全 面 ス トップ は起 りえ な い わ け であ る。

b)リ モ ー ト ・ル ー プ の採 用

従 来 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム で2系 統 化 を行 う と① 各 店 に端 末制御 装 置 を2台 以上設 置す る必要 が あ

る。② セ ン ター と各 営 業 店 開 に 夫 々 回線 の 二 重 化 が 心 要 で あ る と い っ た点 か ら,特 に同 行 の よ うに

店 舗 格 差 の 著 し い支 店 を 多数 抱 え て い る場 合,そ の投 資額 が莫 大 な もの に な る こ とか ら実 現 不 可 能

で あ っ た 。 これ に 対 しIBM3600金 融 機 関 通 信 シ ス テ ム は,リ モー ト ・ル ー プ とい う新 しい方

式 で経 済 的 な2系 統 化 を可 能 と した 。

a1台 の 端 末 制 御 装 置 か らリモー ト ・ル ープ接 続 に よ り数 ヶ店 の 端 末 制 御 が 可 能 。 こ れに よ り各

店毎 に端 末 制 御 装 置 を置 くこ とな く2系 統 化 が はか れ る こ とに な っ た 。

b営 業 店 外 設 置 の 端 末(3614CD等)を 別 回 線 で接 続 す る こ とな く1台 の 端 末 と して 同

一制 御装 置 の下 に 接 続 可 能 とな っ た
。

c回 線 料 金 に つ い て もセ ン ター 一営 業 店 毎 で な く,近 接 営 業 店 か らの リモ ー ト ・ルー プ接 続 に

よ り低 廉 化 が は か れ る こ と。 例 えば 福 岡 一北 九州 間の場 合,1回 線 はD7市 外 料 金,1回 線 は隣 接

店 か らのD1市 内 料 金 で2系 統 化 が 可 能 。 また リモ ー ト ・ル ー プ の み で あ れ ば2回 線 共 市 内料 金 で

可 。

c)負 荷 の バ ラ ン ス の任 意 化

営 業 店(端 末)側 は何 等 関 知 す る こ と な くセ ン ター 側 で ネ ッ トワー クの 組 替 が可 能 で,将 来CD

の 時 間延 長 とい う よ うな 問 題 が 生 じた場 合,営 業 時 間 後 は1系 に 統 一,1系 の み を動 か す よ うな こ

とが セ ン ター 側 で任 意 に 設 定 で き る。

Cシ ステムの概要

(1)機器 構 成(5-2-2図 参 照)

a)セ ン ター

IBM370-158(IBM)2台 デ ィス ク73330型28ス ピ ン ドル テー プ3420-

4型8台 その他。

b)端 末

IBM3600金 融 機 関 通 信 シ ス テ ム

3601端 末制 御装 置,3604鍵 盤 表 示 装 置,3612印 刷 装 置,0614自 動 取 引装 置
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5-2-2図 福 岡銀 行 セ ン ターシ ステム構成 図 ∫51年10月 現 在)
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(2)2系 統 シ ス テ ム の機 能

a)ネ ッ トワ ー ク制 御

2系 統 ネ ッ トワ ー ク を構 成 す るた め に は,物 理 的 に セ ン タ ー側 と営 業 店 側 の2系 統 の経 路 を確 立

す る必 要 が あ る。 然 しオ ン ラ イ ン ・コ ン トロ ー ル ・プ ロ グラ ム 開 発 は セ ン ター 側 で の ア プ リケ ー シ

ョ ン ・プ ロ グ ラ ム と,営 業 店 側 で の 端 末 入 出 力処 理 の 論 理 的結 合 を も とに 設計 して い る 。

す な わ ち,ネ ッ トワ ー クの 物 理 的 要 素 で あ る端 末 ・端 末 制 御 装 置,回 線,通 信 制 御 装 置 な どか ら

構 成 され る物 理 的 結 合 を意 識 す る こ とな く導 入す る こ とが で きた 。 運 用 面 で は オ ン ラ イ ン拡 大 に さ

い して の ネ ッ トワー クの 追加,変 更 に 対 して容 易 に対 処 で き,又 障 害 時 等 に お け る ネ ッ トワー ク接

続 変 更(分 離 ・合 併)も 正 常 シ ス テ ム に影 響 を与 え る こ と な く導 入 して い る。

b)フ ァ イル 排 他 制 御

2系 統 シス テ ム で は一 元 化 され た フ ァ イル を2シ ・ス テ ム 間 お よ び 同 一 シ ス テ ム で の タ ス ク間 に お

い て シ ェ ア して 使 用 す る 。 こ こ で重 要 な 項 目 は

① 排 他 制 御(同 時 更 新 に 対 す る制 御)

② シス テ ム 障 害 仕 掛 中 の レ コー ドの復 旧 と,そ の 間他 シス テム か らの 検 索,更 新 等 の禁 止 お よ び解

除 の方 法 で あ る。

こ の ため ア プ リケ ー シ ョ ン ・フ ァ イ ル に つ いて は,物 理 的 ブ ロ ッ ク内 に 使 用 中情 報 を設 け て 制 御

す る方 法 を と って い る。 す な わ ちチ ャ ンネ ル ・コマ ン ド実 行 の 過 程(物 理 的 ブ ロ ッ ク読 取 り)で 使

用 可 能 か 否 か を判 定 し,使 用 可 能 な場 合 は 別 の 同 一 ブ ロ ッ クに 対 す る使 用 を禁 止 す るた め に,物 理

的 ブ ロ ッ ク内 の使 用 中情 報 をセ ッ トして 書 き戻 す 。 そ の 後 の ア プ リケ ー シ ョン処 理 で該 当 ブ ロ ッ ク

バ ッフ ァ更 新 を終 了 し,物 理 的 ブ ロ ッ ク書 戻 しの さ い使 用 中情 報 を リセ ッ トす る。 こ れ に よ りア プ

リケー シ ョ ン処 理 と該 当物 理 的 ブ ロ ッ クの 関 係 を確 立 で き るわ け で あ る。

c)CPU間 コ ミュニ ケ ー シ ョン

CPU間 の デ ー タ転 送 は チ ャ ン ネ ル ・ツ ー ・チ ャ ンネ ル ア ダ プ タ ー を使 用 し,コ ン テ ン シiン 方

式 の コ ン トロー ル を行 っ て い る。CPU間 の 情 報 の 同期 化 を必 要 とす るオ ペ レー シ ョン(タ イマ ー

セ ッ ト)と デ ィス ク経 由 の デ ー タ転 送(精 査 カ ウ ン ター等)に 関 して,CPU間 で そ の送 受 を確 認

す る オペ レー シ ョ ン とに適 用 す る。

d)オ ペ レー シ ョン形 態(5-2-3図 参照)

セ ン ター シス テ ム 障 害 時 に 正 常 シ ス テ ムへ 障 害 シ ス テ ム の ネ ッ トワー ク を接 続 可 能 と して い る。

こ の よ うな1シ ス テ ム モ ー ドの 状 態 で の メ ッセ ー ジ ・コ ン トロー ル は2シ ス テ ム モ ー ドと基 本 的 に

は 同一 とす る。 す な わ ち ネ ッ トワー クが1シ ステ ム に合 併 され た り,2シ ス テ ム に 分 離 さ れ た りす

る プ ロ セ ス に 関係 な く,論 理 的 に は2系 統 化 され た ま まで(メ モ リー 内 カ ウ ン ター ・テー ブ ル お よ

び コ ン トロ ー ル ・フ ァ イ ル は 自 シ ス テ ム と他 シス テム の 区 別 を し て使 用)メ ッセ ー ジ を コ ン トロー
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ル す る方 法 を とっ て い る。

な お 障 害 時 の リ カリバ ーに は 多様 に対 応 で きる わ け で あ るが通 常 は5-2-3図 中 の1と6の ケ ー

ス が 殆 ん ど で あ る 。

e)障 害 対 策

2系 統 シス テ ム では ア プ リケ ー シ ョ ン ・フ ァ イル が 両 シ ス テ ムか ら共 用 され て い るた め 障 害 時 に

お け る リス ター トに は 特 別 の 考 慮 が 必要 に な る。 そ れ は セ ン ター シ ス テ ム の1系 統 が ダ ウ ン した場

合 で も,他 系 統 の オ ン ラ イ ン処 理 は 続 行 され て い るた め ダ ウ ン した シ ステ ムで 仕 掛 中 で あ っ た取 引

に つ い て,フ ァイ ル の 二 重 更 新,更 新 もれ が生 じ る可 能 性 が あ る か らで

こ の ため ワ ー ク ・ス テー シ ョ ン(端 末)単 位 に管 理 情 報(取 引 通 番 ・オペ レ ー ター 番号 ・精 査 カ

ウ ン ター)と 取 引 情報(端 末 入 力 ・端 末 出 力 ・セー ブ エ リア ・フ ァ イ ル更 新 後)を 内容 とす る論 理

レ コー ドをデ ィ ス クに ロ グ して お きロ グフ ァイ ル の取 引 通 番 を端 末 か ら の 照 会 に 対 して の取 引 成 否

の判 定 に 使 用 し て い る 。

障 害 後 の フ ァ イ ル リカ バ リー は5-2-4図 参 照 。

f)端 末 シ ス テ ム

IBM3600シ ステ ムに よ る端 末 の 処 理 機 能 は 印 字 ス ピー ド,デ ィ ス ケ ッ ト作 成等 に課 題が あ

る もの の従 来 の端 末 に 比 し,操 作 性 ・処 理 効 率 の向 上 ・業 務 処 理 の拡 張 性 とい う面 で は評 価 すべ き

もの が あ る 。

同 行 シ ス テム 設 計 の 上 で 目標 と した 点 に つ い て そ の 結 果 を要 約 して み る。

端 末 の 入 出力 操 作 処 理 は端 末 の 能 力 をオ ペ レー シ ョ ンに いか に 結 び つ け るか と い う点 に あ る。

オー バ ー ラ ップ ・オペ レー シ ョ ンは 操 作 性 と処 理 効率 のバ ラ ン ス の上 に 成 立 す る もの で あ る。

入力 処 理 時 間 と出 力処 理 時 間 を オー バ ー ラ ップす る方 法 と して3604と3612を 論 理 的 に分

離iして コ ン トロー ル し て い る 。

入 力 に つ い て は 当 初 トラ ッ キ ン グ(入 力 デ ー タ表 示)オ ペ レー タ ー ・ガ イ ダ ン ス ・マ ッ ピ ン グ

(入 力 デ ー タ編 集 表 示)を 考 慮 し た が オペ レー ター の 熟 練 度,伝 票 ガ イ ダ ンス方 式 の 徹 底 に よ りオペ

レー ター ・ガ イ ダ ン ス は 全 くと い っ て よい 程 使 用 して い な い 。

出力 処 理 時 間 は3612の ジ ャ ー ナ ル 印 刷 部,通 帳 印 刷 部 の並 行 印 刷 機 能 を活 用 す る よ う出 力編

集 方 法 を考 慮 した が,実 際 面 で未 記 帳 レ コー ドが 多 く,そ の ため ジ ャー ナ ル 印 刷 部 と通 帳 印刷 部

の 比 率 の不 均 衡 が もた らす 点 に つ い ての 改 善 策 が 必要 で あ る。

た だ セ ン ター との デ ー タ送受 時 間 とセ ン ター で の処 理 時 間 を入 力 処 理 又 は,出 力 処 理 時 間 と可 能

な 範 囲 で オー バ ー ラ ップ させ て い る。

Dシ ステム適用の効果
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同 シ ス テ ム の 稼 動 当初 は オ ン ラ イ ン店 舗 数 が まだ 僅 少 だ っ た 関 係 も あ り,セ ン ター は370-1

45の み で ス ター ト,1976年2月 に 初 め て370-158と370-145で の2系 統 化 の 本 番 を

開 始 した 。

次 い で1976年8月 オ ン ラ イ ン店 も80ヶ 店 を超 え た時 点 で,370-1582.台 に よ る本 来 の2系

統 化 実 施 に な っ た わけ で あ る 。 この ため,セ ン ター 側 で は 漸 く2系 のCPUに 接 続 す る端 末 台数 を

夫 々半 々 に 組 み 替 え る こ とが で き たが,営 業 店 側 で は 回線 ・端 末 制 御 装 置 の 関係 で まだ 理 想 とす る

半 々 の接 続 形 態 に は至 っ て い な い店 舗 が 若 干 残 っ て い る現 状 で あ る。

振 り返 って 実 態 面 で は数 百 台 の端 末 が 稼 動 して い る現 在,回 線 障 害,端 末 制 御 装 置,モ デ ム の 故

障,或 は セ ン ター マ シ ン のハ ー ド トラ ブ ル 等不 測 の事 故 が 発 生 す る ケー ス を想定 し た運 用 が 必要 で

あ る 。

従 来 の シス テ ム で あ る と,そ の都 度,営 業 店 側 か らみ る とオ ン ラ イ ン ダ ウ ン に つ なが っ て い た わ

け で あ る が,そ の 点2系 統 シス テム は未 だ2系 統 共 同 時 に 全 面 ダ ウ ン とい うケ ー ス は皆 無 で あ るの

で,営 業 店 側 と して も別 系 統 が 稼 動 して い るた め,場 合 に よ って は 全 然 影 響 な く営 業 活 動 が 行 わ れ

る とい っ た好 結 果 を招 い て い る。

オ ン ラ イ ン シス テ ムが 益 々大 規 模 化 し,対 象 範 囲 も拡 が りつ つ あ る今 日,ノ ー ダ ウ ンの 要 請 も益

々強 ま る もの と予 想 さ れ る 。

そ の 意 味 で は 今 後 の オ ン ラ イ ン,特 に バ ン キ ン グ ・オ ンラ イ ン シス テム 構 築 に 当 って は,2系 統

化 は傾 向 と して 増加 して く る もの と考 え られ る。
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5-2-3図2系 統 シ ステ ムの オペ レー シ ョン形 態
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5-2-4図 フ ァ イ ル リ カ バ リー

Output
File

1/Oerror時

LOG

FILE

フ ァイ ル

リ カバ リー#3

Application

Master

File

OFFLINE

処理

正常時

フ ァ イ ル

リカバ リー#2

Application
Master

File

フ ァイル ・リカバ リー#1

フ ァ イ ル ・iJカ バ リ ー#2

フ ァイル ・リカバ リー#3

ONLINE処 理 中の シス テム 障害 時 に,リ カバ リー/リ ス ター トで

LOGFILEの フ ァイ ル情 報 に よ りリカバ リー

ONLINE処 理 中の シス テム 障害 時 に 、 フ ァ イル ・リカバ リー#2

がLOGFILEの1/O障 害 で不 可 能 な場 合

ApplicationMasterFILEをONLINE開 始 の状 態 に戻 し,取 引

ロ グに よ り再 度Application処 理(オ フ ラ イ ン)

ONLINE処 理 中のFILEWRITEBACKで1/O障 害

の場 合,TemporaryOutputFileに 一 時 的 にWRITEし てお き,O

NLINE終 了 後 リカバ リー(オ フ ラ イ ン)
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3日 本 キャッシュサー ビス㈱ の現 金 自動 支 払 デー タ通 信 システム

Aま え が き

現 金 自動 支 払 デ ー タ通 信 シス テ ム とは,多 数 の 銀 行 が参 加 して,電 子計 算 機 に接 続 され た現 金 自

動 支 払 機(キ ャ ッ シ ュ デ ィスペ ンサ ー=CD)を,東 京,名 古 屋,大 阪,神 戸 等 の,六 大 都 市 とそ .

の 周 辺 の 駅 や デ パ ー ト,空 港 な どい わ ゆ るパ ブ リッ クス ペ ー スに約200ヶ 所余 設 置 して オ ンラ イ ン

に よ り共 同 利 用 す る とい う シス テ ム でCD共 同 利 用 シス テ ム と も称 せ られ て い る。

ここ で設 置 のCDは,参 加 銀行 の 「共 同 出張 所 」 と して位 置 づ け られ 、 この共 同 利 用 機構 の運 営

管 理 を 目的 と し.て,参 加 銀 行 が共 同出 資,1974年8月 に 「日本 キャ ッ シュ サ ー ビ ス㈱ 」(略称NCS)

が設 立 され,翌1975年11月7EIに この シス テ ム は稼 動 を開始,ほ ぼ一 年 後 の現 在,極 め て順 調 に稼

動 して い る。

都 銀,地 銀,相 銀 な ど,異 な る種 類 の,且 つ 多数 の銀 行 が 参加 して い る このCD共 同 利 用 シス テ

ム は,わ が 国最 初 で あ る こ とは 勿論,世 界 に も例 を見 な い画期 的 な シ ス テ ム で あ る とい え る。

BCDの 発祥 と普 及の背景

CDの 発 祥 は,1967年 頃,英 国 の銀 行 に お い て,週 休 二 日制 の 代 替 と して,オ フ ラ イ ンに よ り,

試 行,設 置 され た。

わ が 国 にCDが 登 場 した の は,1969年 頃,ま ず は試 行 と して銀 行 の店 舗 内 に設 置 され,1971年 以

降 に本 格 的 導 入 が 開 始 さ れ るに つ れ て,そ の普 及 テ ンポ は極 め て急 で あ っ た。 ま た,当 初,銀 行 の

店 舗 内 に設 置 され たCDは そ の後,店 舗 の外 壁 に も設 置 され,更 に は,1973年 末 に新 宿 ・伊 勢丹 に

わ が 国 最 初 の店 舗 外CDが 設 置 され るや 各銀 行 は競 っ て店 舗 外CDを 設 置 す る よ うに な り,そ の普

及 テ ン ポは,更 に急 加 速 され るに至 っ た。

英 国 のCD発 祥 は週 休 二 日制 の代 替 条 件 で あっ たが,わ が 国 のCD導 入 の動 機 は,銀 行 業 務 の 多

様 化 と大 衆 化 に伴 な い,窓 口事 務 が急 増 して お り,一 方 で は,人 手 不 足 も深 刻 化 して きた ため,こ

れ を打 解 す べ く,事 務 の簡 素 化 と省 力 化 が 緊 急 の 課 題 で あっ た。

お りか ら,国 内 の 各銀 行 は,銀 行 業 務 の 合理 化,省 力 化 を図 る ため,各 種 の オ ンラ イ ン シス テ ム

を定着 化 しつづ あ り,技 術 的 に は、CDの 導 入,接 続 の素 地 は十 分 備 わ っ て い た。 また この頃 は,

通 常 の 銀 行 業 務 の オ ン ラ イ ン化 が,進 捗 して い た時 期 で もあ り,銀 行 界 で は,新 たな顧 客 サー ビス

を模 索 中 で あ っ た こ と もあ り,CDの 導 入 は,新 しい顧 客 サー ビス と して格 好 の材 料 とな っ た。
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これ らCDの 導 入素 地 と相 侯 っ て,CD自 体 の 技術,性 能 向上,安 定 化 か行 なわ れ る反 面 ,当 初

は当 惑 い を 見 せ て い た顧 客 側 も,①CDの 待 ち時 間 が 少 な くて早 い,② 操 作 方 法 も簡 単 で便 利,③

カー ドさ え あ れ ば,通 帳 も印鑑 もい らな い な どの点 が 認 識 され は じめ,PRの 浸 透,操 作 方 法 の 慣

れ に従 い,利 用件 数 は急 激 に増 加 して い っ た。

即 ち,銀 行 側 の求 め る省 力 化,事 務 負 担軽 減 と,銀 行 窓 口 で の待 ち時 間 短 縮 を求 め る顧 客 ニー ズ

とが一 致 して新 た なサ ー ビ ス と して 急速 に普 及 して い っ たの で あ る。

C共 同利用機構 ・NCS設 立の背景 と目的

わ が 国 のCD普 及 は,銀 行 側 の ニ ー ズ と顧 客 側 ニ ー ズ が一 致 した こ とか ら,そ の便 利 さ が認 識 さ

れ 次 第 急 速 な テ ンポ で行 なわ れ た。 特 に,1973年 末 に,銀 行 の建 物 か ら離 れ た位 置 に設 置 す る店 舗

外CD第1号 が設 置 され る や否 や,今 度 は,そ れ ぞれ の銀 行 に よ る店舗 外CDの 設 置 競 争 が始 まっ

た。

しか し なが ら,店 舗 外CD設 置 の 第 一 条 件 は何 とい っ て も顧 客 の利 用 に とっ て 便 利 な場 所 で な け

れ ば な ら な い。 この た め,優 良 な設 置 場 所 の選 定 が必 要 とな っ た と ころ か ら,タ ー ミナ ル駅 や ,有

名百 貨 店 な ど,多 数 人 の集 まる場 所 に,複 数 銀 行 の 設 置 希 望,申 請 が集 中 す るに到 り,そ の まま放

置 す れ ば,同 一・場 所 に異 な る銀 行 ご とに 多数 のCDが 並 ぶ 可 能 性 が 発生 し,一ー一・方 希 望 の 集 中 した家

主 側 で も,複 数 台 設 置 す る スペ ー ス提 供 は困 難 で,場 所 確 保 競 争 は避 け られ な か っ た。

こ の よ う な背 景 か ら、一 台 のCDを 設 置 す る こ と に よ り,複 数 の銀行 客 が利 用 出来 る な ら ば,銀

行 間 の 過 当競 争 も避 け られ 、設 置 コス トの低 減,顧 客 の 便 利 性 も向上 す るで あ ろ う と い う,店 舗 外

CDの 共i司利 用構 想 と,そ の共 同 利 用 シ ス テ ム の管 理 ・運 営 会 社 と して,「NCS㈱ 」の 設 立 に合 意

が な さ れ た。 この よ うに,本 シ ス テ ム は,顧 客 サ ー ビ スの 向」二と,銀 行 事 務 負 担 軽 減 ,コ ス ト低 減,

過 当競 争 防 ⊥1二等 々 を 目的 と して開 発 され た も の で あ る。

この 趣 旨 に都 銀13行 が合 意 した段 階 に,シ ス テ ム設 計 を 日本 電 信 電話 公社 に委 託 した。

以 後,地 方 銀 行,相 互 銀行 の 参加 を加 え,1974年8月 に参 加 銀行 の共 同 出 資 に よ り 「NCS㈱ 」

が設 立 され た 次 第 で あ る。

それ か らは,電 電 公社 の指 導 に よ るCDの 開 発 ・製 造 と,そ の 設 置,運 用 体 制 の確 立 な ど,諸 々

の準 備 体 制 を参 加 銀 行 と協 力 し合 い なが ら精 力 的 に推 進 し,1975年11月7日 に ,第 一 次 参 加 銀 行36

行 と,CD設 置202ヶ 所 を もっ て,こ こ にCD共 同 利 用 シ ス テ ムの稼 動 が 開 始 さ れ た。 そ の 後,地

銀,相 銀 の 第二 次 参 加,CDの 追 加 設 置 を行 な い,現 在 で は,参 加 銀 行54行,CD稼 動 台数 は216

台 と な っ て い る。(5-3-1表 参 照)
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5-3-1表 地 域 別CD設 置 台 数(1976 .10.1現 在)

地 区 台 数

東 京 ・横 浜 及 び近 県136

名 古 屋18

大 阪45

万〔 都

丘IIIi .11

216

〔都 銀 ・13〕

〔地 銀 ・23〕

〔相 銀 ・18〕

5-3-2表NCS参 加 銀行

第一 勧業,三 井,富 士,三 菱,協 和,三 和,住 友,大 和,東 海,北 海 道 拓 殖,太 陽神

戸,東 京,埼 玉,

群 馬,足 利,常 陽,武 蔵 野,千 葉,千 葉 興 業,東 京都 民,横 浜,第 四,北 越,山 梨 中

央,八 十 二,北 陸,静 岡,駿 河,大 垣 共 立,十 六,滋 賀,京 都,大 阪,泉 州,池 田,紀 陽,

大 生,千 葉,第 一,と きわ,東 京,平 和,新 潟,大 光,中 央,名 古 屋,中 京,京 都,

近畿,幸 福,福 徳,関 西,兵 庫,阪 神,

5-3-1図 シ ステム構 成の 概略
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操作指示部の表示

始 め

5-3-2図 通 常のCD操 作 手順

お客の操作手順 CD端 末(CDセ ン タ)の 処 理
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Dシ ス テムの構 成 と概 要

本 シ ス テ ム は,顧 客 自身 が操 作 す るCD端 末(216台)と,参 加 銀行 の セ ン ター(19セ ン ター ・54

行),CD端 末 を遠 隔 制 御 監 視 す る監 視 セ ンタ ー(3),相 互 に デ ー タ を仲 介,交 換 す るCDセ ンター

(1),お よ び,こ れ ら を相 互 に結 ぶ通 信 回 線 とで構 成 さ れ て い る。(5-3-1図)

(1)〔CD端 末 〕

CD端 末 は,NCS加 盟 銀 行 の 顧客 が,夫 々 の取 引銀 行 で発行 さ れ た統 一 規 格 のCDカ ー ドを使

用 して,顧 客 自身 がCD端 末 を操 作,現 金 払 出 しを行 な う。 金種 は,1金 種1万 円 ,1回 の 払 出 金

額 は,最 高5万 円 ま で可 能 だ が,反 復 操 作 も可 能 で あ る。 但 し残 高 照 会 や,支 払 明細 書 の作 成 は ,

CD端 末 の故 障 を少 な くす る 目的 か ら行 な われ て い な い。(5-3-2図)

営 業 時 間 は,!休 日 を除 く〔平 日〕午 前9時 ～午 後5時,〔 土 曜 日〕午 前9時 ～ 午 後2時 で あ る
。CD端

末 は,東 京,大 阪,名 古 屋 とそ れ ら周 辺 地 区 の駅 や,デ パ ー ト,ス ー パ ー な ど に合 計216台 設 置 さ

れ,CD端 末 とCDセ ンター 間 は,1200BPSの 単 独 回 線 又 は,デ ー タ量 や ,回 線 の効 率 利 用 を勘

案,1回 線,3端 末 を接 続 す る方 式 の 分 岐 回線 も併 用 して い る。

(2)〔 自行 セ ンタ ー 〕

CDセ ン タ ー と接 続 され る 自行 シ ス テ ム は,CDセ ン ター と直 接 に接 続 され る場 合 も あ る が,各

各 の シ ス テム に特 殊 性 が あ る ため 自行 シ ス テ ム に適 応 出 来 る よ うに,通 常 は 中継 コ ン ピューター(R

/C)を 介 し て接 続 す る例 が 多 い。 地 方銀 行,相 互 銀 行 は,最 大8銀 行 を1グ ルー プ と して集 約 ,1CD

サ ブ セ ン ター を構 成,サ ブ セ ン ター経 由,NCSのCDセ ン ター に接 続 さ れ て い る。

回 線 は,CD端 末 側 の2倍 の伝 送 速 度 を もつ2400BPS回 線 を1セ ンター に つ き1回 線 で結 ん で

い る。(5-3-3図)

(3)〔監 視 セ ン ター 〕 は,本 社(東 京),大 阪,名 古 屋 の3ヶ 所 に設 置 し,各 々 の 営 業 地 域 内 のCD端

末 と専 用 回線 で接 続 さ れ,CD端 末 の稼 動 状 況,火 災,盗 難,故 障,現 金 や ジ ャー ナ ル の エ ン ド検

知,顧 客 の苦 情受 付,応 対,CDの 電 源 投 入 と切 断,操 作 面 シャ ッ ター の 開 閉 な どの遠 隔 制 御 監 視

を行 な う。

(4)〔CDセ ン ター 〕 は,東 京 ・大 手 町 の電 電 公 社 東 京 中央 デ ー タ通 信 局 に オ ン ラ イ ン用 と,予 備 用

の コ ンピ ュー ター を計2セ ッ ト設 置 し,予 備 機 は通 常 の 場 合 ,オ ン ラ イ ン関 連 バ ッチ処 理 を行 な っ

て い る。 オ ンラ イ ン機 が ダ ウ ンの 際 は,即 時 にバ ッ ク ア ッ プ可 能 な シス テ ム と なっ て い る。

(5-3-4図)

(5)デ ー タ量

CD端 末 で の 処 理 は,1取 引 を約50秒 間,全 体 で ピー ク時1時 間 当 り1万2千 件,1日 約8万 件

程 度 の処 理 が 可能 で あ る。CDセ ン ター での デ ー タ処 理 件 数 は,銀 行 側 との イ ン ター フ ェー ス に よ
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る応 答処 理 も あ り,取 引 件 数 の約3倍 が 見込 れ て い る。

現 状 の 取 引 量 は,1CD当 り一 日平 均 が約140件 前 後 で,利 用 の 多 い端 末 で は,ピ ー ク 日で,550

件 に もな る こ とが あ り,逐 次 利 用 件 数 は増 加 傾 向 に あ る。

E処 理 概 要

.NCSシ ス テ ム に お い て は,顧 客 が端 末 操 作 し,引 出 金 額,暗 証 入 力 に よ り,取 引 銀 行 の 元帳 か

ら残 高 を確 認 引 落 し,事 故 カー ドか否 か な ど をチ ェ ッ ク の後 にCDに お い て現 金 が支 払 わ れ る。 本

処 理 の 如 く,銀 行 の セ ン ター迄 結 ば れ て い る処 理 を オ ンラ イ ン処 理 と称 して い る。(5-3-5図)

又 一 方 で は,将 来 の銀 行 週 休2日 制 に も対 処 出 来 る よ うに,CDセ ンター に支 払 禁 止 フ ァ イ ル を備

え,取 引銀 行 ヘ デ一 夕 を送 信 して の預 金 残 高 の 引 落 し な どは行 な わ な い,い わ ゆ る単 独 オ ンラ イン

シ ス テ ム処 理 も可 能 で あ る。 但 し現 在 は,オ ン ラ イ ン処 理 の み で あ り,単 独 オ ン ラ イ ン処 理 は行 な

っ て い な い。

本 シ ス テ ム に お い て は,CD端 末 の完 全 無 人 化 を 目標 と して い る ため,防 犯 上 の対 策,例 え ば盗

難 カー ドを使 用 した場 合 の防 御 な ど も組 み 込 まれ て い る。

Fシ ステム の特 色

本 シ ス テム には 次 の よ う な特 色 が あ る。

(1)利 用媒 体 とな るCDカ ー ドは 、参 加 銀 行 が個 別 に発行 す るが,そ の 仕様,規 格,磁 気 内容 な ど

は,加 盟 銀 行 間 で全 て統 一 され て い る。

(2)多 数 の異 な る シ ステ ム を有 す る銀行 が参 加 して い るが,サ ー ビス条 件 や,接 続 条 件 は極 力統 一

さ れ て い る。

(3)CDは 完 全 無 人 化 を 目指 してお り,CDの 稼 動 状 況,防 犯 検 知,電 源 投 入 ・切 断 な どの遠1隔制

御,顧 客 との 通話 応 対 な どが 監 視 セ ン ター に て行 な え る。

(4)CD端 末 の操 作 面,操 作 方 法,表 示 な ど は,異 な るCDメ ー カー で も統 一 さ れ,ま た,故 障 し

て も,早 く復 旧 させ るべ く部 品 は ユ ニ ッ ト化 して交 換 が可 能 とな っ て い る し,各 機 器 間 は互 換 性 を

有 して い る。

(5)将 来 の銀 行 週 休 二 日制 に も対 処 出来 る よ うな,弾 力 性 も考 え られ て い る。

(6)そ の他 犯 罪 防 止 の ため の逆 探 知 機 能,デ ー タ ピー ク時 の 効率 的 処 理 が可 能 な ど各 種 シ ス テム上

の工 夫 が な さ れ て い る。

Gむ す び

以.ヒが,CD共 同 利 用 シス テ ム の概 略 で あ るが,NCS稼 動 後 は,端 末 稼 動 の安 定 化,顧 客 苦 情
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の減 少 と適 切 な対 処,不 良 カー ドの 発 生 防 止 や カ ー ドホル ダー へ のPR徹 底 な ど,対 処 すべ き問題

点 もあ る が,共 同利 用CDの 便 利 性 が浸 透 す る に つ れ て,逐 次 利 用 件 数 は増 加 して お り,顧 客 の 求

め る適 切 なサ ー ビ ス と して,今 後 が期 待 され る シス テ ム で あ る。

5-3--4図CDセ ンター設備 構 成

1,200

ビット/秒

2,400

ピット/秒

LUT

SWU

CCU

SUP

CD

CPU

MM

IOC

回線手妻続装置

切替装置

回線制御装置

監視装置

試験用CD端末

論理装置

主記憶装置

S』

W

u

TYPタ イプライタ装置

カード読取装置

LPラ インプljンタ装置

DPC磁 気ディスクパック制御装置

DPU磁 気ディスクパック装tLl

MTC磁 気テープ制御装置

MTU磁 気テープ装置

RACラ ンダムアクセス制御装置

DRU磁 気ドラム装置

MM

131K'くイ ト

MM

262Kバイト

MM

262Kノ くイト

MM

l31Kバ イト

回 〔司砂
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5-3-5図 オ ン ラ イ ン 支 払 処 理

CD端 末 CDセ ン タ CDTt[結 セ ン タ 側

CDI「〔楽書セ ン ク
ふ くそ う

処 理から

異常

峯1
1

挺 客・・継 操・・)
(電 文 検 査)

異常

※×

1

正常 `̀

1

(支 払制限検査)
●

1

@セ ・
1

・交接 卿 〉
CD端 末支払要求

異常
i

正常

1
CD直 結 セ ン

タふ くそ う

匡1.

鋼 蹴 (・砲 … 卿 〉
`

)

自行支払要求指 令

CD輸 粒.
タ.;、 くそ う処

理 へ

)

う

更新不可更新可
一

1

一 自行支払許可報告

CD端 末支払許可指令 頃

{
↑

1:1行支 払拒 否 報告 一一

〔蹴 鞠 醐 理)畠一

い・澗
CD端 末支払完了報告

1墓

i渠

1態

†
1

1

(カ ウ・タ幽 新)

1

(・ 卿II」 表 示)一
CD端 末取扱続行指令|

l
l
6

}
・CD端 末 障 害報{tr

l
l

(・ …lh表 示)一
CD端 末取扱休止指令l

l 1

ご 云二－r

支払取消処理 へ

拒否理由の表示

*暗 証検査方式の対応検査 を含む。

**暗 証の検査 を含む。(た だ し,銀 行暗証検査方式の銀行のみ)
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4住 友海上 自動車保険 オンライン'シ スニ と」

Aは じ め に

損 害 保 険 会 社 は,契 約 者 か ら保険 料 を受 け 取 って 』'安心"と い う目 に 見 え な い 商 品 を と どけ て

い る。 この"安 心"が 真 に 商 品 とな る ため に は 、 つ ね に 契 約 者 の万 一・の事 故 に備 え た 万 全 の サ ー

ビ ス 体制 が必 要 とな る。 す な わ ち,契 約 の さい は 正 しい保 険 証 券 を早 く とどけ,事 故 が起 きた と き

は,契 約 を確 認 して適 正 な損 害 調 査 を実 施 し,迅 速 な支 払 手 続 き を行 な うと い う会 社 の 信 用 こ そ が,

'`商品 「'とな るわ け で あ る
。

オ ン ラ イ ン ・シス テ ム は,こ の よ うな信 用確 立 の た め に は きわめ て 有 力 な手 段 で あ り早 くか らそ

の 必 要 性 が叫 ば れ て い た。

一・方
,損 害 保 険 の オ ン ラ イ ン化 は 保 険 の 種 目 が 自動 車 保 険 や 火 災保 険 とい っ た一一般 的 な もの か ら,

航 空 保 険 や 船 舶 保 険 とい った 企 業 向 け の 保 険 な ど きわ め て 多岐 に わ た り,そ の デー タや 処 理 方 法 か

複'雑な こ と もあ っ て こ れ まで コ ン ピュ ー タ技 術 や コス ト而 か ら実'現困 難 とみ られ て い た。

しか しなが ら,住 友 海」二火 災 保 険㈱ は 日本 電 気 よ りACOSシ リー ズ77NEACシ ス テ ム700

と』N6300デ ー タ ステ ー シ ョン ・モ デ ル30を 新 た に導 入 す る こ と に よ り,種 々の 困 難 を 克 服 し

て1975年11月 本 格 的 な デー タベ ー ス/デ ー タ コ ミュニ ケー シ ョ ン ・シ ステ ム を発 足 させ た。 この シ

ス テ ム は 当 面,主 と して 自動 車 保険 の み を対 象 と して い る が,発 足 後 逐 次 ネ ッ トワー クを拡 げ,19

76年6月 に は 一 応 全 国 的 ・規模 に ま でサ ー ビ ス エ リア を拡 大 した。

ま た,オ ン ラ イ ン ・シ ズ テ ム の 開 発 に並 行 して 都 下 八 ヨ三子 市 に 各種 災害 に対 す る防 災 設 備 を施 し

た事 務 セ ン ター を建 設 し,オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム とあ い ま っ て,契 約 者 サ ー ビス の 一 層 の 充 実 を は

か りつつ あ る。

Bシ ステム開発の背景

この10年 間 に お け る損害 保 険 事 業 の 変 貌 ぶ りは ま こ とに 目覚 しい もの が あ る が,な か で も量 の 而

での 急 速 な拡 大 と 自動 車 保 険 の ウエ イ トの 高 ま りは 目 を見 張 らせ る もの が あ る。

国 内 元 受 会 社 合 計 で 見 る と,元 受 保 険料(一'般 企業 に け お る売 上 高 に相 当す る もの)は,1966年

の3,504億 か ら.1970年10,079億,1975年20,623億 と実 に6倍 近 い 伸 び を示 す 一－tt・方 ,1966年 に は20%

をわ ず か に 超 え る程 度 で あ っ た 自動 車 保 険 お よ び 自賠 責 保 険 の ウエ イ トが1975年 に は50%を 超 え る

に至 った の で あ る。
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このような自動車保険の急激な拡大は,一 方損害保険事業の基オニ的な性格にも大きな影響を与え

た。

すなわち,自 動車保険の契約者の多くは,一 般大衆であ り,自 動車保険の拡大は,こ れまでの企業

顧客を中心 とした営業体制から,一 般大衆を顧客 とする体制へと質的な転換をはからざるを得なく

なったことである。

また損害保険事業はもともと公共性の高い事業であるが,自 動車保険,と くに対人賠償保険は,

契約者の経済的損失をてん補するのみならず,加 害者の賠償能力を高めることにより,交 通事故被

害者の保護に大 きな役割 をはたすものであることから,交 通事故の増加の中でますます国民生活と

の結 びつきを強 くす ることとなった。

C変 化へ の対 応

このような事業環境の変化に対 し,同 社では,営 業面,損 害調査面,事 務システム面等各面にわ

たる積極的な対応策を打出すとともに,長 期経営計画において

a.大 衆化路線に即応した契約者サービスの向上。

b.徹 底 した業務の簡素化,事 務機械 化の推進による業務の効率 化ならびに省力化。

を総合方針にかかげた。

Dシ ステム開発の要請

さ きに あげ た よ うな事 業 環境 の 変 化 は,EDP部 門 に お い て は単 に 処 理 デ ー タ量 の 増 大 だ け で な

く,そ の 機 能 を も大 き く変 え る要 因 とな っ た。 す なわ ち,大 衆 物 件 の 増 加 な ら び に こ れ を更 に 推 進

す る ため の職 域 団 体 扱制 度 や 保 険 料 口座 振 替 制 度 な ど イー ジペ イ メン トの導 入 は,大 口 企 業 物 件 を

中心、と した 時 代 の 人手 を 中心 と した 契約 管 理 の 方 法 で は もは や 量 的 に も費 用 的 に も対 応 で き な くな

っ て きた 。

EDP部 門 で は この よ う な大 衆 化 時 代 に即 応 す べ く,1969年 の 長 期 総 合 保 険 の 発 売 を期 に,人 手

に よ る契 約 管 理 か ら コ ン ピ ュー タ に よ る管理 へ の 転 換 を はか るため,テ ー プ ・ベ ー ス に よ る契 約 マ

ス ター ・フ ァ イル 化 を 開始 し,以 降 自動 車 保 険,自 賠 責 保 険,火 災保 険,傷 害 保 険 と進 め,保 険 証

券,更 改 申込 書,代 理 店 との精 算 書,営 業 部 門や 代 理 店 で 使 用 され る各 種 契約 管理 資料 が次 々 と コ

ン ピ ュー タ作 成 され る こ と とな っ た。

しか しな が ら,テ ー プ ・ベ ー ス の セ ン ター集 中型 処 理 に は 自 ら限 界 が あ り,さ らに現 場部 門 に密

着 した キ メの 細 か い サー ビス を行 な うに は新 しい シ ス テ ムー オ ン ライ ン処 理 へ の 展 開 が 必 要 で あ っ

た。

さ き に あ げ た 長 期 経営 計 画 に お い て は,EDP部 門 に お け る基 本 方 針 に 「量 的 規 模 の拡 大 を 目標
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と した 大 衆 向 け 保 険 種 目の 販 売 を重点 指 向 す る営 業 態 勢 の下 に お い て,大 量 デ ー タ処 理 な らび に キ

メ の 細 か い 契 約 者 サ ー ビ ス の 実施 と い う課 題 に対 処 す る ため,こ れ ら一 連 の 業 務 をシ ス テ ム 化 しコ

ン ピュ ー タの オ ン ライ ン利 用 を 含 む高 次 な シス テ ム 開 発 をは か る 」とい う 目標 が か か げ られ た。

Eシ ステ ム開 発の意 義 ・目的

自動 車 保 険 オ ン ラ イ ン ・シ ステ ム の 開 発 に際 し次 の よ うな 具 体 的 目標 が 設 定 され た。

(1).契 約 者,代 理 店 へ の サ ー ビ ス内 容 充 実

a.契 約 内 容 照 会等 の即 時 化 に よ り,事 故 処 理 、保 険 金 の 支 払 い,契 約 の変 更 手 続 き を よ り正 確

化 し,迅 速 化 す る。

b.新 規 契 約,更 改 契 約 の処 理 手 続 を よ り正 確 化 し,迅 速 化 す る。

c.将 来 の 総 合 的 契 約 者 サ ー ビ ス を指 向 す る。

(2).業 務処 理 の 合 理 化

中 間 的 業務 お よ び これ に付随 す る各種 ペ ー パ ー ・フ ァ イ ル を極 力 削 減 して,事 務 処 理 の一・層 の 合

理 化 をは か る。

(3).複 雑 化 す る労 働事 情 へ の 対 応

事 務 処 理 面 で の コ ン ピ ュー タ処 理 部 分 の ウ エ イ トを高 め,複 雑 化す る労 働事 情へ の 積 極 的 対 応 を

指 向 す る。

(4).企 業体 質 の強 化

オ ン ラ イ ン ・リア ル タイ ム ・シ ス テム を利 用 した新 保 険 商 品,新 契 約 方 式 お よび新 営 業 体 制 へ の

挑 戦 を可 能 に し,経 営 の拡 大 に 対 応 で き る企 業 体 質 の 強 化 を指 向 す る。

Fシ ステム の内容(オ ン ライ ンの み)

端 末 業 務 は 端 末 設 置 部 署 に よ って や や 異 な るが,主 な もの は つ ぎの とお りで あ る。

(1).契 約 デ ー タの 処 理

自動 車 保 険 申込 書 の 内 容 を イ ン プ ッ トし,保 険 証 券 を作 成 す る。 契 約 後 生 じた 内 容 の 変 更 も同様

に 処理 され る。

(2).代 理 店 デ ー タの 処 理

代理 店 の新 設 ・改 廃 報 告 を イ ン プ ッ トし,代 理 店 原 簿(マ ス ター ・シ ー ト)を 作 成 す る。

(3).事 故 デ ー タの 処 理

事 故 報 告 書 の 内容 を イ ン プ ッ トし,同 社 が事 故 を受 付 け た こ と を契 約 者 に 通知 す る事 故 受 付 ハ ガ

キや 契 約 確 認 書 を作 成 す る。

(4).保 険金 支 払 デ ー タの 処 理
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保 険 金請 求 書 の 内容 をイ ンプ ッ ト し,保 険 金支 払 伝 票 な ど を作 成 す る。

(5).各 種.貝f{会

セ ン ター の フ ァ イ ル に収 容 され て い る契 約 内容 ・事 故 内 容 な どに つ い て,過 去 の状 態 で も最 新 の

状 態 で も任 意 に選 択 して 照 会 で き る。

Gシ ス テ ム 構 成

(1).セ ン タ ー ・コ ン ピ ュー タ

同社 の オ ン ラ イ ン ・シ ステ ム を支 え て い るセ ン ター ・コ ン ピュー タは,マ ル チ ・プ ロ セ ッサ 構 成

を採 っ て い るACOSシ リー ズ77NEACシ ス テ ム700で,構 成 図 は5-4-1図 の よ うに な っ て

い る。

この シ ス テ ム は,多 次 元 処理 一 トラ ンザ ク シ ョン処 理(オ ンラ イ ン ・リア ル タイ ム 処 理),リ モ ー

トバ ッチ 処 理,ロ ー カ ル バ ッチ 処 理 な ど一 を 円滑 に実 施 す るた め と,CPUを は じめ 各装 置 をほ ぼ

二 重 化 して,信 頼 性 の 向上 をは か る こ と を 目標 に 構 成 した もの で,つ ぎの よ うな特 色 を もっ て い る。

1.ト ラ ンザ ク シ ョン処 理 を 含め て,10ジ ョブ 程度 の 同 時 併 行 処 理 が 可 能 な よ うに,主 記 憶 容 量

3MB,デ ィ ス ク装 置42台(4200MB),MT装 置22台 な どか な り大 規 模 な構 成 を と っ た。

2.通 常 は マ ル チ ・プ ロ セ ッサ 構 成 で 運 転 して い るが,必 要 の さ い に は,1台 ずつ 独 立 して使 用

5-4-1図
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で き る構 成 とな っ て い る。

3.デ ー タ ・チ ャ ン ネ ル に 陸 路 が 生 じな い よ う,と くに配 慮 した。

4.各 装 置 を特 殊 な耐 震 工 法㈲ に よ り,建 物 に 固 定 した。

(2).ネ ッ トワー ク

同 社 の 使 用 して い る特 定 通 信 回 線 はD-1規 格 で あ るが,高 速 モ デ ム,時 分割 多重 装 置 の採 用や,

分岐 の 多 用 をは か る こ とに よ り,比 較 的 高速 な ラ イ ン を比 較 的安 価 な経 常 費 用 で 利 用 して い る。

全 国 ネ ッ トワ ー ク を図 示 す る と5-4-2図 の よ うに な る。

5-4-2図 住友海上火災保険㈱のネ ッ トワーク一
横浜営業部

－lr.里EJSO

○ 80
ス　づ　 )i

QO

○

京都営業所 神戸営業部

福岡支店

静岡支店 名古屋 金沢支店

自動車保険

時分割多重装置
端末装置
分岐装滑(直営)

● 分岐装置(自営)

D-1規 格(960GBPS)

D-1規 格(2400BPS)

構 内 線

事 故 サ ー ビ ス ・オ フ ィ ス

(3).端 末 シ ステ ム

端 末 シス テ ム は,N6300デ ー タス テ ー シ ョン モ デ ル30で 構 成 して お り,構 成 規 模 は端 末 設 置 部 署

の取 扱 デー タ量 に 応 じて,大 中小 とほ ぼ3段 階 に 区 分 して い る。 小 規 模 構 成 を採 っ て い る部 署 は ,

主 と して事 故 サ ー ビス オ フ ィス で,そ の構 成 は5-4-3図 の よ うに な って い る。

中規 模 構 成 を とっ て い る部 署 は,一 般 の 支 店,営 業 部 で,5-4-3図 の 点 線 で 囲 ん だ部 分 を2セ ッ

トな い し4セ ッ ト付 加 して い る。

本 店(東 京),関 西 本 部(大 阪)は,取 扱 デ ー タ量 が他 店 よ り格 段 に 多い の で,大 規模 構 成 を とっ

て い る。 大 規 模 構 成 の場 合 は,1台 のTCUにKB/DPを7台,F1/ROPを2台,ラ イ ン プ

リン タ(LP)を1台 付 加 した セ ッ トを,2セ ッ ト設 置 して い る。
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5-4-3図

繍 七二]

端 末 業 務 の具 体 的 内容 は 後 記 の とお りで あ るが,業 務 の パ ター ン は,デ ー タ ・エ ン ト リ(キ ー ・

イ ン)1帳 票作 成(プ リ ン ト),照 会(画 面 表 示 お よ び プ リン ト)の3者 混 合 型 で,業 務 の ウ エ イ トは,

前 二 者 が 大 きい。

端 末 業 務 の 特 色 は,字 数 の 多い複 雑 な デ ー タの エ ン ト リ,字 数 も種 類 も 多 い帳 票 作 成,多 種 類 の

照 会 と い っ た点 に あ}),こ の よ うな 業務 特性 に 応 じるた め,N6300に 若 干 の特 殊 機 能 を追 加 して い

る。 特 殊 機 能 と して追 加 した もの は,ベ リフ ァ イ機 能(フ ァー ム ウエ ア へ 追 加),サ イ ズ,紙 質 に 融

通 性 の 高 い フ ロ ン ト ・イ ンサ ー タ装 置 の付 加(ROPへ の追 加)な どで あ る。

H人 との イ ン ター フ ェイ ス

同 社 の 端 末 業 務 は 会 話 形 式 を基 本 と して設 計 した。 標 準 方 式 は 以 下 の よ うで あ る。

(1).業 務 の 種 類 に 応 じて設 定 され て い る業務 コー ドを キー イ ン し送 信 す る。

(2).業 務 コー ドに対 応づ け られ て い るデ ー タ入 力 画 面 が 表 示 され る。

(3).カ ー ソル に誘 導 され なが ら,原 票 内容 をキー イ ン し,送 信 す る。

(4).セ ン ター 処理(イ ン プ ッ ト ・チ ェ ッ 久 マ ス ター ・フ ァイ ル 更新 な ど)を 行 う。

(5).キ ー イ ン が正 常 な らばOK表 示 が あ り、不 備 が あれ ば エ ラー 表 示 が な さ れ る。 簡 単 な キー イ

ン ・ミスが あ れ ば修 正 後,再 送 信 す る。

(6).所 要 帳 票 をプ リ ン トす る。

1デ ー タ ・ベ ー ス

同社 の オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム の セ ン ター フ ァイ ル は,IDS(lntegratedDataStore)に よ るデ

ー タベ ー ス で構 築 され て お り,つ ぎの よ うな特 長 が あ る。

(1)大 容 量

契 約 ・異 動 デ ー タ(約2年 分 で150万 件位),事 故 デ ー タ,代 理 店 デ ー タ な ど を,ほ ぼ24台 の デ ィ

ス ク装 置(1装 置100MB)を 使 っ て フ ァイ ル して い る。 この デ ー タ ・ベ ー ス は種 々 のサ ブ フ ァ イ
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ル か ら構 成 され て い る が,最 も大 きい 契 約 サ ブ ・フ ァ イル は,営 業 店 グルー プ別 に5分 割(Malti-

Area構 造)さ れ て い る。

(2)CIF構 造

この デー タベ ー ス に登 録 され て い るデ ー タは,目 下 の とこ ろ 自動 車 保 険 デ ー タの み で あ るが,将

来 は,火 災 保 険 や 自賠 責 保 険 の デ ー タ も編 入 して 契 約 者 情 報 の 管 理 が可 能 とな る よ うCIF構 造 を と

っ て い る。(5-4-4図 参 照)

5-4-4図

(CIF構造将来図)

契 約 者 寸1

ド ヒ

1傷 害保険1
　 サ
1デ ー タ'
L」

自動1車保険デ
ー タ

1L
コ ヨ
L」 火災保険1

[デ ータ 」

(3)マ ル チ ・キー に よ る検 索

多様 な検 索 ニ ー ズ に対 応 す る た め,多 様 な デ ー タ検 索 手 段 を用 意 した。 契 約 デー タの検 索 を 例示

す る とつ ぎの よ うに な る。(5-4-5図 参 照)

5-4-5図

(4)リ ア ル タ イ ム更 新

チ ェー ン構 造 を なす 大 容 量 フ ァイ ル の リア ル タイ ム 更 新 に は,種 々難 問 もあ っ た が,即 時 リカ

バ リー 方 式 を採 用 す る こ とに よ り,順 調 に 運営 して い る。

Jお わ り に

自動車保険オンライン ・システムは本格稼動 を始めてまだ4ヵ 月を経過 したに過 ぎず,個 々の機

能については,設 計時に予定 した通 り稼動は しているものの,そ の経営的成果についてはまだ十分
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な評 価 を終 えて い ない段 階 で あ る。

また,本 シス テ ム は 同社 の総 合 デ ー タベ ー ス ・シス テ ム の 一 環 と して 開 発 した もの で あ り,こ れ

を今 後 火 災 保 険 や 傷 害 保 険 な どの他 保 険 種 目や,異 った 適 用 分 野 に どの よ うに 展開 して ゆ くか が 今

後 の 大 き な課 題 で あ る。
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5日 本航空 国内線空港 システム

Aシ ステム開発の背景

航 空 会社 の主 業務 の 一 つ に空 港 で のCHECKIN(搭 乗 手 続 き)業 務 が あ り,当CHECKIN業

務 で は,出 発便 の 定 時性 の 維 持,旅 客 搭 乗 手 続 きの簡 素 化 及 び旅 客 サ ー ビ ス の 向上 を推 進 す る必 要

が あ る。

一・方
,国 内線 旅 客 の 増加,従 来 方 式 で あ る 国 内線 ゲ ー ト集 札 装 置 の 陳 腐 化 等 の 状 況 変 化 に も対 処

しなけ れ ば な らな い。

更 に,日 本 航 空 ㈱ の他 シ ス テ ム との 関連 に 於 い て も,国 内 線 予 約 シ ステ ム 及 び 国 内線 発券 シ ス テ

ム と共 に 「予 約 」 か ら 「発券 」「搭 乗」 に 至 る国 内 線 旅 客 の取 扱 い手 続 きの 全 般 を一連 の 流 れ と して

と らえ,各 シ ス テム 間の 連 動 を推 進 す べ きで あ る。

この よ う な状 況 か ら 国 内 各 空港 所 に 国 内 線 空 港 シス テ ム(JALDOMESTICAIRPORT

CHECKINSYSTEM;以 下JALDACS)を 開 発 し ス ター トさせ た。

Bシ ステムの概要

a.シ ス テ ム の 目的

本JALDACSシ ステ ム の 目的 は大 別 す る と以 下 の とお りで あ る。

(1)CHECKIN手 続 きの 時 間 短 縮 に よ り旅 客 サ ー ビ ス の 向 上 を図 る。

(2)CHECKIN及 び搭 載 管理 業務 の 正 確性 及 び迅 速 性 の 向 上 に よ り定 時性 の 維 持 向 上 を図 る。

(3)空 港 に 於 け る情 報 処 理 機 能 の 向上 に よ り空 港 内 各 業務 の 合 理 化 に資 す る と共 に旅 客 に対 して は,

よ り正確 な,旦 つ 迅 速 な案 内サ ー ビ ス を推 進 す る。

b.シ ステ ム の 構 成

JALDACSは,各 空 港 支 店 毎 に処 理 装 置(ミ ニ ・コ ン ピ ュー ター:MELCOM-70)と 端 末機 器 が

設 置 され て お り,こ れ ら各 空港 のJALDACSは,羽 田 コン ピュ ー ター セ ン ター に 設 置 され て い る国

際 線座 席予 約 シ ス テ ム(JALCOM-II)と 接 続 して い る。

な おJALCOM-IISYSTEMは,上 記 国 際線 座 席 予 約 の機 能 の他 に も国 内 線座 席 予 約,国 際 線

CHECKIN,搭 載 管 理 及 び 発着 情 報 管 理 の機 能 を有 す る。

各空 港 支 店 に 設 置 され るJALDACSは,空 港 支 店 の 規 模 に よ り,端 末 台数 は 異 な るが,端 末 機 器

の 使 用 目的 分類 に よ る構 成 は,ほ ぼ 同一 で あ る。(5-5-1図 参 照)
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(1)中 央処 理 装 置

JALDACSの 中枢 と して 各 種 プ ロ グ ラ ム の実 行,各 種 フ ァ イル の 格 納 及 びJALCOM-IIとJALD

ACS端 末 との 接 続 制 御 を 司 る。

ま た,シ ス テ ム運 転 状 況 の ロギ ン グの 為 に シス テ ム ・タ イ プ ラ イ タ ー装 置 が接 続 され てい る。

(2)カ ウ ン ター 用 端 末

旅 客 と応待 す る窓 口(予 約 カ ウ ン ター,CHECKINカ ウ ン ター,ゲ ー ト)に は,情 報 の表 示,操

作 に使 用 す るカ ラー ・キ ャ ラ クター ・デ ィス プ レイ装 置(以 下CRT)が 設 置 され て い る。

各 カ ウ ン ター の うち,CHECKINカ ウ ン ター に は,搭 乗 券 に座 席 番号 を印 刷 す るボ ー デ ィ ン グ

・パ ス ・プ リン ター 装 置(以 下BPP)も 上 記CRTと 併 設 さ れ て い る。

(3)BACKOFFICE用 端 末

CHECKINカ ウ ン ター 付 近 の 同 社 職 員 用事 務 室(BACKOFFICE)に は,CHECKIN業 務 の

総 合 把握,制 御 の ため にCRTと 搭 乗 券 の 印刷 を行 うBPPが 置 か れ,ま たCHECKIN業 務 終 了

(CHECKINCLOSE),ゲ ー ト受 付 終 了(GATECLOSE)等 の処 理 に連 動 して状 況 をプ リン ト

す る ため の 高 速 プ リ ン タ装 置(以 下ROP)が 設 置 さ れ て い る。

(4)搭 載 管 理 用端 末

JALCOM-IIの 保 有 す る搭 載 管 理 シ ス テ ム(デ ー ター)を 使 用 して,出 発 便 に対 す るバ ラ ンス 計

算,搭 載 内 容(ロ ー ド ・シー ト)の 印刷 を行 う為 のCRTとROPが 設 置 さ れ て い る・

ま た,ROPに は,CHECKIN業 務 と連 動 して,バ ラ ン ス計 算 の 入 力 デ ー ター と な る搭 乗 旅 客

数 が,自 動 印字 され る。

(5)発 着 情 報 管理 用 端 末

JALCOM-IIの 保 有 す る 発着 情 報 管 理 シス テ ム(デ ー ター)を 使 用 して,空 港 の 出 発 ・到 着 便 の

状 態 を管 理 ・モニ ター す る た め にCRTが 設 置 さ れ て い る。

又 は,当CRTはITVと 接 続 され,ITVビ デ オ ・モ ニ ター に よ り便 の 出発 ・到 着 の状 態 をモ ニ ター

出 来 る。

Cシ ステムの機能概要

JALDACSの 機 能 は,大 別 す る と,以 下 の機 能 に 分 類 され る。

(a)CHECKIN業 務

(b)搭 載 管 理 業務

(c)発 着 情 報 管 理 業 務

(d)そ の他

これ らの 各 機 能 に つ い て, その機能概要 を記述する。



215

(a)CHECKIN業 務

CHECKIN業 務 は,国 内線 出 発全 便 を対 象 と して,搭 乗 旅 客 に対 す る取扱 い をサ ー ビ ス品 質 を

低 下 させ る こ とな く迅 速 に 処 理 す る為 の 以 下 の 諸機 能 を有 す る。

(1)出 発便 の ス ケ ジ ュー ル 作 成

JALCOM-IIか ら当 日出 発 便 の スケ ジ ュー ル を受 信 し処 理 装 置 の フ ァ イ ル に登 録 す る。

(2)PREPARATION

CHECKINに 使 用 され るフ ァ イル を,搭 乗 手 続 き受 付 以 前 に,作 成 す る。

(3)CHECKIN

作 成 され たフ ァイ ル を使 用 して,搭 乗旅 客 の 座 席 指 定(SEATASSIGN)を 行 う。

①AUTOASSIGN(座 席 自動 指 定)

TICKETをBPPに 挿 入 す る こ とに よ り,空 席 の う ち,一 番PRIORITYの 高 いSEATをASSIGN

す る。

②MANUALASSIGN(希 望 座 席 番号 入 力 に よ る指 定)

旅 客 の希 望 す る座 席 番号 をCRTよ りINPUTし てSEATをASSIGNす る。

③ 同行 処 理

最 高14名 ま での 旅 客 に 同 時 にSEATASSIGNを 行 う。

④INFANT(幼 児)処 理

INFANTの 指 定 及 びINFANTの 制 限事 項 のCHECKを 行 う。

⑤FIRSTCLASS/ECONOMYCLASS

FIRST/ECONOMYの 両CLASSを 持 つ 航 空 機 のCHECKIN可 能 。

(4)ス ケ ジ ュ ー ル の変 更

天 候,機 材 繰 り等 の理 由 に よ り当 日発 生 す る ス ケ ジュ ー ル の 変 更,及 びJALDACSで 保持 す る 月

間の ス ケ ジ ュー ル に対 して の ス ケ ジ ュー ル 変 更 を行 う。

(5)プ リン ト機 能

デ ー ター の 記 録 ・確 認 の ため にROPに 種 々 の フ ァ イ ル ・デ ー ター の プ リン ト出 力 を行 う。

(6)FINALCLOSE処 理

一 日の 業 務 終 了 時 に 機械 処 理 業 務 終 了 処理(FINALCLOSE)を 実 施 す る こ とに よ り当 日の 出

発全 便 の最 終INVENTORYを プ リン トす る。

(7)情 報 の 伝 達

出 発便 の業 務 進 行 に 伴 な い,便 単 位,全 便 の フ ァイ ル は,刻 々変 化 して い るが,JALDACSは,

各所 に設 置 され て い るCRTを 通 じて,常 に最 新 の 情 報 を伝 達 す る。

(b)搭 載 管理 業務
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各 空 港 に おけ る国 内線 出 発 全 便 を対 象 と して 以下 の 業務 を行 う。

(1)各 種 搭 載 デー タ ー の収 集

行 先 別 旅 客,手 荷 物,貨 物,郵 便,そ れ ぞれ の 数 量 及 び,重 量 と燃 油 量

(2)WEIGHT&BALANCEの 計 算(バ ラ ンス 計算)

(3)LOADSHEET(搭 載 内容)の 自動 印 刷

(4)LOADMESSAGE(搭 載 メ ッセ ー ジ)の 自動 発 信

また,CHECKIN業 務 との 連 係 を密 に す るた め に,ROPにCHECKINSTATUSに 連 動 して

デ ー ター を 自動 印 刷 す る。

(c)発 着 情 報 管 理 業 務

各空 港 支 店(東 京 を除 く)に お け る,国 内 線/国 際 線 の 出 発/到 着 全 便 に 関 す る情 報 を,ビ デ オ

・モ ニ タ ー を介 して ,航 空 機 の 整 備,運 航,貨 客 サ ー ビ ス に携 わ る部 門 に,以 下 の情 報 を伝 達 す る。

(1)仮 名

(2)行 先

(3)ス ケ ジ ュー ル 出 発/到 着 時刻

(4)予 定 出発/到 着 時刻

(5)実 出 発/ヨ …1j着‖寺亥IJ

(6)SPOTNO(駐 機 位 置 番号)

(7)GATENO(搭 乗 出 入 口番 号)/BUS(バ ス 車 両 番 号)

(8)遅 延 及び 早 発 着 時 分 とそ の理 由

(9)搭 載 燃 油 量

(1① 搭 乗 中 及 びONGROUND(航 空機 待機)等 の 表 示

上 記 情 報 はJALDACSCRTを 通 じで ビ デ オ ・モ ニ ター に 表 示 さ れ る。

(d)そ の 他

(1)JALCOM-II関 連 業 務

JALDACS/'JALCOM-II間 で 旅 客 の 予 約 数 の 授 受 を行 う。

(2)シ ス テ ム運 用

シ ス テ ム が 円 滑 に 運 用 で き る よ うに,補 助 機 能 と して,以 下 の機 能 を有 す る。

① 端 末 モ ー ドの 指 定/解 除 お よ び表 示 機 能

② 端 末機 器 の 試 験 機 能

Dソ フ トウ ェア とハ ー ドウ ェアの構 成

a.ソ フ トウ ェ ア の 構 成
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JALDACSを 構 成 す る ソ フ ト ウ ェ ア は,マ ル チ ・タ ス ク の 管 理 機 能 を 有 す るRealTimeMoni-

terを 中核 と し,5-5-1表1に 示 す の 各 処 理 プ ロ グ ラ ム か ら 構 成 さ れ る 。

5-5-1表JALDACSソ フ トウェア 構成

Real TimeMoniter

一 JALCOM-IILineControl Program
,

一
M」345LineControl Program

一 MessageLo99er

一 InputMessageDistributer

一 CheckInProcessor

一 ROPReporter

一 JALCOM-IIInterface Processor

一 CheckInUtility

一 DeviceSimulator

一 FileMaintenanceProgram
、

一 OperatorConsole

JALCOM-IIで 規定 され る送 受 信 シー ケ ンス を実現 す るプ ロ
; グ ラ

ム。

CRT,ROPに 対 す るデ ー ター 送受 信 に必 要 な伝送制 御 手 順 を
; 実現 す るプ

ロ グ ラム。

他 の プ ロ グラ ム か らの プ リン ト要求 を受 け,コ ン ソー ル ・タイ
'グ ライ ダー に 対す るロ グ を行 う。

CRT及 びJALCOM-IIか らの 入力 メ ッセー ジ を受 け,メ ッセ
; 一ジの種 別 ,端 末の状 態 により対 応 する処理 フbグ ラムに渡 す。

CHECKINOPEN中 のFILEに 対 す るSEATASSIGNMENT
; を行 うプ

ロ グラ ム。

BACKOFFICEの プ リン タに 出力 す るFUNCTIONを 処 理 す
;

る プ ロ グラム 。

JALCOM-IIか らJALDACSに 送 付 され るメ ッセ ー ジの 処 理
;

を行 うプ ロ グラム。

CHECKINのOPEN/CLOSE等 の コマ ン ドを処 理 す るプ ロ
; グラ

ム。

JALDACS端 末 か らJALCOM-IIの 機 能 を利 用 す る為 に,JAL
;DACS端 末 の画 面管 理

,送 受 信 デー ター の変 更 を行 う。

CHECKIN業 務 に使 用 す るFILEの 表示,内 容変 更 を行 う
;

コマ ン ドを処 理 す る。

JALDACSの シ ステ ム運 用 の為 に設 け られ た コマ ン ドを処 理
; す

る。

b.ハ ー ドウ ェ ア の 構 成 ・

JALDACSを 構 成 す る ハ ー ド ウ ェ ア は 以 下 の と おt〕 。(5-5-2図 参 照)

(1)M-70計 算 機 本 体

中 央 処 理 装 置(CPU),磁 気 コ ア ー 記 憶 装 置,通 信 制 御 接 続 装 置,固 定 ヘ ッ ドデ ィ ス ク装 置,紙 テ

ー プ 読 取 装 置 ,シ ス テ ム ・タ イ プ ラ イ タ ー 装 置,分 電 盤,計 算 機 監 視 パ ネ ル,多 回 線 通 信 制 御 装 置

(2)端 末 装 置

カ ラ ー ・キ ャ ラ ク タ ー ・デ ィ ス プ レ イ 装 置(CRT)

ボ ー デ ィ ン グ ・パ ス ・プ リ ン ター 装 置(BPP)

'
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高 速 プ リ ン ター装 置(ROP)

(3)そ の 他

ター ミナ ル ・マ ル チ プ レ クサ ー 装 置(MPX)

変 復 調 装 置(MODEM)

Eシ ステムの特長

JALDACSの 特長 は 以 下 の とお')。

(a)JALCOM-II情 報 の 有 効 活 用

JALDACSで は,予 約,搭 載 管 理 及 び 発 着情 報 管 理 業 務 用DATAはJALCOM-IIよ り入 手 し,

JALDACS側 の規 模(容 量)の 軽 減 化 を図 っ て い る。

(b)BPPの 開 発

BPPはJALDACS用 に新 規 に 開 発 さ れ た もの で あ り通 常 の 航 空 券 へ の印 字 は もち ろ ん の事,

航 空 券 用封 筒(ENVILOPE)に も印 字 出 来 る よ うに設 計 され て い る。

(c)カ ラー ・キ ャ ラ ク ター ・デ ィス プ レ イ装 置 の採 用

JALDACSのCRTは,3色 の カ ラー ・キ ャ ラ クター ・デ ィス プ レ イ で あ り,表 示 情報 の 内 容 に よ

り表 示 文 字 の色 分 け を可 能 と して い る。

(シ ス テム 運 用 上 重 要 なDATAは 「赤 」 で表 示 して い る)。

Fシ ス テ ム の 開 発 及 び 効 果

シ ス テ ム は1973年 始 め に 実 行 性 検 討 に着 手 し、 設 計,製 造,設 置 及 び テ ス ト等 の 段 階 を経 て,

1974年11月 に て 運 用 を開 始 し,以 下,順 次,束 京,福 岡,大 阪,沖 縄 と運 用 を開 始 して行 っ た。

開 発 経 過 は,5-5-2表 の とお り。

5-5-2表

1973年 1974年

1月 4月 7月10月 1月 4月 7月10月

実行性検討

機能仕様作成

機器製造&フ ロ グ ラ ミン グ

設 置→

テ ス トー

△

1月1日

△

札幌運用開始
(10月始め)
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シ ス テム 導 入 は,SPEEDYにCHECKINが 可 能 に な っ た事 及 びTIMELYに 種 々 必 要 情 報 が

入 手 可 能 に な っ た事 等 に よ り,非 常 に効 果 的 で あ っ た。

5-5-1図JALDACSシ ステム構成

,JALDACS

札幌空港

1200BPS

国際線 予 約 シ ス テム

国 内線予 約 シ ステ ム

国際 チェ ッ ク・イ ン・シ ス テム

搭 載 管 理 シヌ.テム

発着 情報 管 理 シス テム

中継装置

JALDACS

沖縄空港

JALCOM-II

SYSTEM

JALDACS

福岡空港

JALDACS

大阪空港

JALDACS

東京空港
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5-5-2図JALDACSハ ー ドウエ ア ー構 成

M
P
X ◎ ◇

( ROP
～

紙テニプ

読取装置
M
P
X

◎ ◇
ヨ]◎ ◇

中央処理

装置CPU)

計算機

監視パネル

磁気コア

記憶装置
通信制御

接続装置

㊥c>
◎ ◇

◎(予

一

M
P
X

一

固定 ヘ ッ ド

デ ィ スク装 置

固 定ヘ ッ ド

デ ィスク装置
システム

タイプライター

分 電 盤
多回線通信

制御装ロi

/

ROP
一

一 ◎1

M
P
X

ノrROl

.

◎ 巴 。

レ

MODEM

"
㊥

MODEM

中継装置

}
MODEM

＼

MODEM

JALCOM-II

SYSTEM

(BACKOFF1CE)

(CHECKIN
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6近 鉄 グル ー プ コ ン ピュ ー タ シ ス テ ム

Aシ ス テム開発 の背景

近 畿 日本 鉄 道㈱ が,汎 用 コ ン ピュ ー タに よ っ て本 格 的 な業 務 処 理 を開 始 したの は1967年4月 で あ

る。7年 前 の1960年 に特 急 列 車 の座 席 予 約装 置(ハ ー ドウェ ア専 用機 に よ る わ が国 初 の オ ン ラ イ ン

シ ステ ム)を 開 発 した が,同 機 器 が陳 腐 化 して きた こ とに加 え て一 方 で は社 内 に お け る事 務 合 理 化

の機 運 が 高 ま り,さ らに傍 系 会 社 で あ る近 畿 日本 ツ ー リス トの 旅 行 あ っ せ ん業 務機 械 化 要 請 が相 埃

っ て,1963年 か ら汎 用 コ ン ピ ュー タ導 入の 研 究 が始 ま り1966年10月 に 第1号 機(UNIVAC-418型)

が 設 置 され た。

以 来1969年7月 まで に 同機 種3台 を導 入 し,「 特 急座 席 予 約 シ ステ ム」 お よび近 畿E体 ツー リス

トの 「旅行 情 報 シ ステ ム」 の2大 オ ンラ イ ンシ ス テ ム を中 心 に 各種 シ ステ ム の電 算 化 が進 め られ,

業 務 の 近 代 化,合 理 化 を推進 して きた。

一 方 近 鉄 グル ー プ は
,鉄 道 事 業 を 中核 と して 約170社 に お よ ぶ関 連 会 社 に よ る企 業 集 団 を構 成 し

て い る が,今 日の厳 しい 経 済,社 会 条件 を克 服 し各 企 業 の安 定 成 長 を図 って い くため には,そ の一

手 段 と して 各社 の有 機 的結 合,総 合 シス テ ム化 の方 向 を 目指 して い か な けれ ば な ら な い。 この た め

近 鉄 で は需 要 の 高 ま って き た関 連 各社 の情 報 化 に対 す る要 請 に応 じ得 る よ う,1972年10月 に超 × 型

コ ン ピュ ー タUNIVAC・1110(2台 の マ ル チ プ ロ セ ッシ ン グ シ ス テム)を 導 入 し,後 に述 べ る よ う

な新 し い業 務 の 開 発 と従 来 の 機 種 で処理 して い た業 務 の移 行 をす す め今 日に至 っ て い る。

Bシ ステムの意義 ・目的

関連 企 業 を含 め た グ ル ー プ と して の電 算 化 計 画 を推 進 して い く場 合,

(1)各 社 が個 別 に コ ン ピュ ー タ を導 入 し要 員 を養 成 す る こ と は,工 程 の遅 延 と要 員 の運 用 効 率 の

低 下 を きた す。

(2)各 社 に機 械 を分 散設 置 す る と,当 然 導 入企 業 規 模 に 見 合 う規 模 あ るい は機 能 の機種 に 限 定 さ

れ る た め,機 械 の制 約 条 件 か ら各 社 が将 来 の総 合 化 シ ス テ ム を考 慮 した最 適 シス テ ム を作 る こ

とは望 め な い。

(3)コ ン ピュ ー タ を集 中 化 す る こ とに よ っ て,近 鉄 が永 年 に わ た っ て 蓄積 して きた ノウ ハ ウ を最

大 限 に利 用 で き る。

以 上 の理 由 か ら,近 鉄 で は本 社 に1組 の超 大 型 コ ン ピュ ー タ を設 置 し,こ れ を利 用 す る各 社 か ら
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そ の規 模 に 応 じた若 干 名 の シ ステ ム開 発要 員 を随 時 派 遣 して,近 鉄 の シス テ ム エ ン ジニ ア ・プ ロ グ

ラ マ の援 助 の も とに共 同 で電 算 化 を推 進 して い く体 制 を とっ た。

開 発 が 完 了 し 本 番 処 理 が 開 始 され る都 度 コ ン ピュー タの運 用 は す べ て近 鉄 本 社 の専 任 オペ レー

タ が担 当 し,そ の 使 用 実 費 を料 金算 定基 準 に も とつ い て 各利 用 会 社 か ら受 領 して い るが,い ず れ に

せ よ1台 の コ ン ピュー タ を関 連 企 業数10社 が共 同 で活 用 し,し か もそ れ ぞ れ が コ ス トパ フ ォー マ ン

ス の高 い シ ス テ ム を稼 動 させ て い る と こ ろ に最 大 の 意 義 を 見 出 して い る。

Cシ ステムの特長

近 鉄 グ ルー プ は事 業 の 性 格 上,交 通 輸送 業,流 通 業,不 動 産 業,旅 行 斡 旋業,レ ジ ャー 業 な ど接

客 業 務 を主 体 とす る もの が 多 いた め,電 算 化 を は か る場 合 ス ピー ドア ップ と,き め 細 か い情 報 の即

時 提 供 に よ るサ ー ビスの 向上 に,し たが っ て必 然 的 に オ ン ラ イ ン リア ル タ イム シ ス テ ムの 採 用 に,

よ り大 きな重 点 が お かれ る。

1台 の マ シ ンで同 種 業 務 の リア ル タ イ ム シ ス テ ム を稼 動 させ てい る例 は数 多 く見 ら れ る が,単 一・

機 械 で異 業種 の複 数 業 務 に わ た る オ ン ラ イ ン シス テ ム(現 在ユ3社 で14種 類)と バ ッチ シス テ ム(現

在15社)を,し か も本 番 処 理 と デバ ッグ処 理 を合 わ せ て 同 時併 行 的 に行 な っ てい る とこ ろ に近 鉄 グ

ル ー プ コ ン ピュ ー タ シス テム の特 長 が あ る。

近 鉄 で は超 大 型 機 を導 入 以 来,効 率 的 か つ信 頼 性 の高 い コ ン ピュー タ運 用 を 目指 しつ つ この特 長

を実 現 させ るた め,コ ン ピュ ー タ メー カ ー(日 本 ユ ニ パ ッ ク)の 協 力 の も とに以下 に述 べ る諸 対 策

を講 じて き た。 、

(1)複 数 個 の ア プ リケ ー シ ョ ンプ ロ グ ラム を同 時 に効 率 的 に動 かせ,且 つ稼 動 業 務 に支 障 な く逐

次 的 に新 規 業務 を オ ン させ て い くこ との で き る リア ル タ イ ム管 理 プ ロ グラ ムTIP(Transaction

InterfacePackage)を 開 発 して採 用。

(2)リ ア ル タ イム シ ス テ ム の開 発期 間 を短 縮 させ る ため,デ ー タベ ー スの採 用 と これ を コ ン トロ

ー ル す る汎 用 ソフ トウ ェ アINFORMお よ び処 理 の よ り効 率 化 を 目指 し た疑 似INFORMの 開

発。 そ の他 各種 汎 用 プ ロ グ ラ ム お よ びサ ブ ルー チ ンの開 発。

(3)優 先 度 の高 い プ ロ グ ラ ム お よ び使 用 頻 度 の高 い共 用 テー ブル 類 の メ モ リー常 駐 化 な らび に業

務 の重 要 度 に応 じ た優先 処 理 機 能 の開 発 。

(4)事 故 対 策 と して,オ ンラ イ ン シ ステ ム に関 す る主 要 機 器(電 源,空 調 設備 を含 む)の 二 重 化

も し くは待 機 予備 の 設 置 。 また一 部 デ ー タフ ァ イル の 二 重 化 お よ び事 故種 別 に よ る2'種 類 の フ

ァ イ ル リカバ リー 技 法 の開 発。

(5)シ ステ ムの よ り円 滑 な開 発 と運 用 を 目途 と した部 門 組 織 の再 編 成 な らび に シス テ ム設 計 基 準,

プ ロ グ ラ ム作 成 基準,コ ン ピュ ー タ運 用 基 準,事 故 回 復 手 続 な ど各種 標準 手 法 の 設 定 。



223

Dシ ステ ムの概 要

U-1110は オ ペ レー シ ョ ンモ ー ドと して,リ アル タ イム ・デ マ ン ド(TSS)・ バ1ソチ の3種 を同

時 に動 か す機 能 を持 っ て い る。 近 鉄 グ ルー プ に お い て は5-6-1表 に示 す通 り,こ れ らの す べ て

の処 理 モ ー ドをバ ラ ン ス を取 り な が ら十 分 に駆 使 して い る。1台 の コ ン ピュ ー タ で10数 種 の シ ス テ

ム を コ ンフ リク トな くス ムー ズに稼 動 させ て い る類 の な い複 合 リア ル タ イ ム シ ステ ム を中心 に ,デ

マ ン ドシス テ ム,バ ッチ シス テ ム,ヴ ア ル タ イ ム デバ ッ グ ラ ン,バ ッチ デバ ッ グ ラ ンが そ れ ぞ れ の

プ ラ イ オ リテ ィに お いて 同 時 に処 理 され て い る。

(1)オ ン ラ イ ン ・ リア ル タ イ ム シ ステ ム ー ・

窓 口 ・カ ウ ン タ ー に お い て お 客 を前 に し て取扱 うINQUIRY/ANSwER型 として以 下 の シ ステ

ム が あ る。(5-6-1表 参 照)

近 鉄 特 急 座 席 予 約 シ ステ ム

特 急 全 列 車 分 を3週 間 前(一 部2ヶ 月前)か ら発 売 す る。1枚 の 発券 は約7秒 で で きる。

近 畿 日本 ツー リス ト総 合 旅 行 シス テム

旅 行 に関 す るAか らZま で,す べ て の予 約 を行 な う。

名 古 屋 都 ホ テ ル宿 泊 シス テム ・新 都 ホ テ ル宿 泊 シ ス テ ム

ホ テ ル に お け る宿 泊 予 約 か らチ ェ ッ ク イ ン ・チ ェ ッ ク ア ウ トまで,あ らゆ るサ ー ビ ス を行 な う。

近 鉄 定 期 券 発行 シス テ ム

定 期 券 の券 面 文 字 をパ ター ン と して伝 送 す るユ ニ ー ク な方 式。 発行 時 間 大 幅 に 短 縮。

近 鉄 モー ター ス営 業 シス テ ム

フ ォー ドの 車 両 部 品 を厳 重 に在 庫 管 理 しな が ら販 売 す る。

近 鉄 百 貨 店 配 送 シ ス テ ム

中 元 ・歳暮 の 贈 り もの が相 手先 に着 い た か ど うか電 話 で の 問 合 せ に答 え る。

なお,こ れ らの シ ス テ ム は 当 然 なが ら,リ ア ル処 理 だ け で は な く,各 種 管 理 資料 ・統 計 資料 を作

成 す るバ ッチ シ ス テ ム も持 っ て い る。

ま た遠 隔 地 よ りデ ー タ をエ ン トリー し,セ ン ター で処 理 後,結 果 を返 ・送す るDATAGATHER/

DISPATCH型 と して次 の よ う な シ ス テ ム が あ る。

近 鉄 百 貨 店売 掛 金管 理 シ ス テ ム

掛 売 の 発生 か ら入 金 に よ る消 込 まで エ ン トリー し,現 在 残 の検 索,請 求 書 発 行 を行 な う。

東 京 近 鉄 百 貨 店商 品計 算 シ ス テ ム

商 品 の売 上 ・納 品 ・売 掛 デ ー タ をエ ン トリー し,各 種.の商 品計 算 を行 な う。
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近 鉄 運輸'営業 シ ス テ ム

トラ ック運 送 の 発 送 デ ー タ ・到 着 デ ー タ をエ ン トリー し,収 入計 上 処 理 を行 な う。

近 鉄 タ ク シー 営 業 シ ステ ム

運 転 手 報 告 書 をエ ン トリー し,各 種 の 日報 ・月報 をデ ィ スパ ッチす る。

近 鉄 不 動 産 営 業 シス テ ム

賃貸 物 件 の 入 金情 報 を エ ン トリー し,販 売 お よ び賃 貸管 理 資料 を作 成 す る。

(2)デ マ ン ドシ ステ ム

近 鉄 不 動 産 営 業 シ ス テ ム

カ ウ ン ター に 設 置 した デ ィ スプ レイ で,物 件 を販 売 して い く仲 介営 業 ・販売 管 理 シ ステ ム。

近 鉄 人事 検 索 シ ス テ ム

人事 台 帳 を各 種 の キ ー で検 索 す る 人事 管 理 の 有 力 な ツ ー ル。

経 営 不斗学 計 算/技 争1;斎卜算

時 系列 分 析 ・回帰 分析 等 の経 営 科 学 パ ッケ ー ジ を利 用 す る。

(3)バ ッチ シ ス テム

5-6-1表 に示 す よ うに近 鉄 を は じめ とす る15社 が各 種 の 業'務 を処 理 す るため に共 同 利 用 して

い る。5-6-3図 に示 す機 器構 成 以 外 にパ ッチ 用 オ フ ラ イ ンマ シ ン と して,印 刷 文 字 ・手 書 き文

字 ・マ ー ク を読 み とる 多 目的OCR(ス キャ ンオ プ テ ィ ク スSO20/20)お よ び カセ ッ ト ・磁 気 テー

プ コ ンバー タ(ヤ コベ ル グM-10)が 設 置 され て い る。

5-6-1表 近鉄 グループ電算化業務一覧表

会 社名 モ ー ド 運用開始
処 理w務 最 備 考'シ ス テ ム 名 .イき

(業種) リア ル デマンド
お ライン

パ ソ 十
パ ッチ 年 月

L人 事管理 システム

近
(1)賃 金計算

(2)査 定資料

○

○

1昭li中1
・ 月

・42 .4

社 員 数 約13,000♪ 、
・FMS-8デ ー タ・ベ ー

ス使 用

・人iじ 検 索 は ,CRTデ

畿
(3)厚 生福利 ○ イ ス プ レイ使 用

(4)会 計関連処理 ○ ・一・部OCR(手 書 き)

日.
(5)人'1瀬 索処 理 ○ 50.5 イ ンプ ッ ト

2.経 理 シ ス テ ム
本

(1)乗 車券 発売審査.決 算: ○ 43.9
乗 車券 発売審査 デー タ量

約140,000件/月
・乗車券 発売 データと

してOCR(手 書 き)
② 購入物品伝票管理 ○ 47.10

イ ンプ ッ ト
鉄

(3)固 定資産管理 ○ 47.10 固定資産台帳件数 約22,000件

(4)償 却 資産税計 算 ○ 49.1

道
(5)貯:i畿1～ 了]イ1三庫i箋;別!.受 払 ○ 44.9

(
鉄 自

(6)借 入金管理 ○ 46.10

礁 3株 式 システム

送送
)

(1)転 換社債管理

② 名儀書換処理

○

○

49.10

43.6

株主 数 約42,000人 ・郵 便 振 替支 払 通 知 書

と して.OCR(マ シン

プ リン ト)イ ンプ ッ ト

(3)配 当金計算.支 払 ○ 43.10
1
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会社名 モ ー ド 運用開始 回

(業種)
シ ス テ ム 名

リアル デマンド カ ラインハ
ワ チ

バ ッチ 年 月
処 理 業 務 璽 備 考

4.鉄 道 営 業 シ ステ ム

(1)特 急座 席予約 ○ 45.3 特急券発売枚数 約70,000枚/日 ・専 用端末機90台

② 走行粁計算 ○ 46.4 取扱列車数 約450～600列 車/日 ・U-1110の フ ロ ン トマ

③ 定期券発行 ○ 49.8
シンOKITAC4300か
ら通信 回線 を経 由し

(4)輸 送統計,調 査 ○ 42.10 て 日本交通公社 のコ

(5)乗 車券 発注 ○ 42.8
ンピュ.一タと接 続

(交通公社端末機
(6)交 通量調査 ○ 48.12 約290台)

5.自動 車営業 システム

(Dバ ス収 入金計算 ○ 46.10 車両数 約340両
・OCR(マ シン'プ リ ン

ト)イ ンプ ッ ト

1総 合予 約 システム 昭和 年 月

近 (1)旅 館予 約 ○ ○ 42.4 インプット量 約240,000件/月 ・ミニ コンピュー タ(回

議
② 企画旅行予約

(3)近 鉄特急予約

○

○

○

○

47.4

46.10

コ ン ピュ ー タ登 録 旅 館 数

約7,000

線集約用)6台
端末機139台
テレックス151台

目 (4)航 空予約… 日本航空 ○ 47.7 ・営 業 所 数199ケ 所

木 全日空凍 亜国内航空 ○ 49.9 ・近鉄特急予約

ツ
(5)メ ッ セー ジ通 信 ○ 、 42.4

U-1110内 部 で近鉄 の

システム と リン ク

(6)関 西汽船予約 ○ 50.10 ・航空,船舶予約
[ (7)運 輸機関予約 ○ ○ 50.12 U-1110か らの通 信 回

り (8)予 約検索 ○ 49.9
線 を経 由 して日本航
空,全 日空,東 亜国内
航 空,関 西汽船 それ

ス
2.貯 蔵品請求 システム ○ 50.7

.
そ れ4社 の コ ン ピ ュ
ー タ と接 続

ト 3.人 事 管 理 シ ス テ ム ○ 46.1 社 員数 約4,500人

硲 4.周 遊船車券処理 システム ○ 42.8 処理券 片数 約30,000枚/月

行
業

5.旅 館券 シ ステ ム ○ 47.8 処理券 片数 約50,000枚/月
) 6.団 体契約高管理 システム ○ 50.7

7顧 客管理 システム ○ 49.7

1.営 業 シ ステ ム

近 (1)仲 介営業 ○ 49.9 登録物件500～3,000件 ・1ll・介 営 業 はFMS-8

(2)販 売管理 ○ ○ ○ 48.7 販売物 件 約2,000件
デー タ・ベ ー ス使 用

鉄
(3)賃 貸管理 ○ ○ 48.7 賃貸物件 約2,500件

・ディ スプ レイ
,KB/

PR使 用
不 (4)ハ ウジングフレンズ会員管理 ○ 47.6 会 員 数 約5,000人

動
'

2経 理 システム
産
(

(1)土 地保有税管理 ○ 49.5 土1也 罰1数8,000～10,000自t

不 (2)預 金管理 ○ 49.3 インプ ット最 純200件/日
動
産 (3)減 価償却計算. ○ 48.8
)

3.長 期計画 システム ○ 48.12

近
1.商 品 計 算 シ ス テ ム ○ 42.8

インプ汁量売上(カード)約16,0000件/月

納品(OCRジャ一方0約94,㏄り0件/月

鉄 2.配 送 シ ス テ ム ○ ○ 49.5 配送 量10,000～40,000件/E1 ・KBIPR×2

百 3涜 掛金管理 システム ○ ○ 50.9 顧客数 約40,000人 ・パネルディスプ レイ×10

貨

店
4.ダ イレクトメール発送回収システム ○ 46.6

・サ ーマ ル プ リン ター ×6

琉
5.友 の 会 管 理 シ ス テ ム ○ 45.10

通 6.人 事,給 与 シ ス テ ム ○ 42.4 社員数 約3,000人
)
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会社名 モ ー ド 運用開始
処 理 業 務 量 備 考

(業種)
シ ス テ ム 名

リアル デマンド
オンライン
パ ン チ

パッチ 年 月

近_
南 流
ス

1.商 品計算 システム

2.補 充発注 システ ム

○

○

46.4

48.7

インプッ}量60,000～70,000件/月

インプ ッ ト量9,000枚/月

・全 面 的 にOCR(手 書

き、マ ー ク)イ ンプ ッ

トを使 用

ト通
ア) 3.商 品棚卸 システ ム ○ 49.2

墓 1商 品計算 システム ○ ○
、

イ ンプッ ト量 的1,000件/日
・商 計

,売 掛 はオ ンライ
ンデー タ・ギャ ザ使 用尿

近( 2.売 掛金管理 システム ○ ○
昭和 年 月 顧客数 約6,000人

流鉄 ・49.5

麺 3.友 の会管理 システム ○

店 4.人 事,給 与 シス テ ム ○ 袖貝数 約500人

枚_
方 流
丸 通
物)

1商 品計算 システム

2.売 掛金管理 システム

○

○ }…

イ ンプ ット量 的2,000件/日

ダン ミ⌒

イドリ流
ヤフ1通 1.テ ナ ン ト売上管理 システム ○ 47.4 インプット量 約2,200件/月 ・テナン ト数 約80店

モ ア)

奈 1.車両整備統計 システム ○ 48.6 車両数 約740両

良
交 2.乗 合営業収入管理システム ○ 50.5 インプット量 約150件/月

通
(

輸
3.給 与計算 システム ○ 47.1 社 員数 約2,200人

き 4.経 理 シス テ ム ○ 50.12

竃
1.収 入計上 システム

2.給 与計算 システム

○ ○ ○

○

48.11

51.6

イ ンプ ット量 的5,900件/日

社 員 数 約1,400人

・オンライン・データ・ギャザ

・1200ボ ーPTR
,KB/

PR使 用

近似 名

警
:多 多き
ン シ シ

1.営業管理 システム

2.未 収回収 システム

3運 転手管理 システム

○

○

○

○

○

○

48.3

48.9

49.10

車両数 約600両

得意先数 的3,200人

運転手人数 約1,200人

・3社 の共 同 システ ム

・KB/PR使 用

.

llI

奈 タ_
良 ク翰近

シ送 1.給 与計算 システム ○ 51.1 社 員数 約600人

鉄1)

名_
古 都 観
屋 ホ

1.宿 泊 シ ス テ ム

2.売 掛 金 管 理 シ ステ ム

○

○

49.6

50.12

室 数400室

インプット量 的5,000件/日

・端 末 機10台(デ ィス

プ レイ.KB/PR)

・稼 動 時 間6㌔24'

テ光
ル) 3.売 上集計 システム ○ 51.9

新_
都 観
ホ

1.宿 泊 シ ス テ ム

2.食 堂 シス テ ム

O

O
50.3

室 数714室

インプッ ト量 的10,000件/日

・端 末 機23台(デ ィ ス

プ レイ,POS,

KB/PR)

テ 光
ル) 3.電 話料 金登算 システム ○

・稼 動 時 間6● ～240

近
鉄_
観 観
光 光

)

1.固 定資産管理 システ ム

2.商 品計算管理 システム

3.給 与計算 システム

○

○

○

49.4

51.4

47.1

物 件 数 約8,000件

インプ ット量 的40,000件/月

社 員 数 約3,000人

・商 品計 算 管 理 システ

ム は,OCR(マ シ ン プ

リン ト,マー ク)イ ン

プ ッ ト

近1車
鉄 ス販

士モ
_冗

1自)

タ動

1.部 品販売在庫管理システム

2.債権管理 システム

3.会 計処理 システム

○

○

○

○

○

O

O

O

44.5

}・・1・

販 売 部 品 約30,000件

インプット量 約150,000件/月

・東京 汰 阪,名古屋,
神戸 の営業所 からオ
ンライン処理

・ディスプレイ×4

KB/PR×8
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会社名

(業種)
シ ス テ ム 名

モ ー ド 運用開始

年 月
処 理 業 務 量 備 考

リアル デマンド
オン ライ ン

パ ッ チ
パ ッチ

近_
畿 請
工 負
業)

1.売 掛 金管理 システム

2.受 注統計 システム

○

○

50.9

51.4

インプッ ト量 約2,000件/月

近
畿_
革 製
両 造

)

1建 材部品展開 システム

2.資 材管理 システム

3.設 計技術計算

○

○

○

}瓢 ・

49.9

Eシ ステムの ソフ トウェ ア構 成

U-1110に お け るOS,リ ア ル管 理 プ ロ グ ラム,通 信 制 御 プ ロ グ ラ ム,デ ー タベ ー ス管 理 プ ロ グ

ラ ムお よ びユ ー ザ 作 成 プ ロ グ ラ ム の関 連 を5-6-1図 に示 す。

これ らの プ ロ グラ ム はCOREREQUESTPRIORITY(ど の プ ロ グ ラ ム に メ モ リー を割 当 て .

る かの優 先 度)に よ り,① リア ル タイ ム ② デ マ ン ド ③ バ ッチ の 順 と な り,か つ 各 グル ー プ 内 で

もプ ロ グラ ム毎 に優 先 順 が つ け られ て い る。 この メ モ リー割 付 け の 際,空 きメ モ リー を有 効 に 活 用

す るため ダ イナ ミッ クに リロ ケー シ ョ ンす る よ うに な っ て い る。 ま たデ マ ン ド/バ ッチ は後 続 の リ

ア ル タ イ ムか ら の リ クエ ス トが あ る と,メ モ リー に 空 きエ リア が な い.ときSWAPOUT(ド ラム,

デ ィ ス クへ の 待 避)さ れ,メ モ リー が空 い た時 点 でSWAPINさ れ て 再 開 す る よ う に な っ て い る。

またCPUSWITCHING、PRIORITY(ど の プ ロ グ ラ ム にCPUを 割 当 て るか の 優i先度)で も,

①OS,リ アル 管 理 ② リア ル タ イム ③ デ マ ン ド ④ バ ッチ と な って い る。 つ ま り時 間 軸 で み た

場 合,点 の状 態 で動 く リアル タ イ ム シ ステ ム の 間 隙、を,線 の状 態 の バ ッ チ シ ス テ ム が埋 め コ ン ピュ

ー タ ・リソー ス を100%フ ル 活 用 して い るこ とに な る。

5-6-1図 システムのソフ トウェア構成

OS リアルプログラム制御 通信回線制御 デー タベース管理 FORTRAN

リア ル

ユーザ プ白勿参乞

デマ ン ド

ユーザ ・プログラム

パ ッチ

ユーザ・プ ログラム



5-6-2図 りアル タイ ム ・ソ フ トウ ェア構 成
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リア ル タ イム シ ステ ム に お け る ソフ トウ ェ ア構 成 を5-6-2図 に示 す。

端 末機 か ら・の イ ンプ ッ トデ ー タ は通 信 制 御 プ ロ グ ラ ムCCR(フ ロ ン トエ ン ド ・コ ン ピ ュー タC/S

P内),CMS(1110内)に よ01電 文 に ま と まt〕COMPOOLに 書 かれ 同時 にTIPの イ ンプ ッ トキュ

ー に な らべ られ る。 や が てTIPの キュ ー イ ン グ ・プ ラ イオ リテ ィ(1～20)に 従 っ て順 番 が くる

と,TPSフ ァ イル か ら ロー デ ィン グ され プ ロ グ ラ ム が走 りだ す。 た だ し特 に優 先 度 を与 え られ た

RTPSの 場 合 は メモ リー 常 駐 な の でFREEAREAの 混 み具 合 に 関係 な く即 時 に スケジ ュ ー ル され

る。 ユ ー ザ プ ロ グ ラム か ら は フ ァ イ ル ・ア クセ ス の場 合 はINFORMの 命 令 を,TIPの 各種 サ ー

ビス(例 えば デ ー タのCOMPOOLか らのREAD)を 受 け た い時 はTIPPRIMITIVEを サ ブ ル ー

チ ンCALLす るだ け で よ い。

Fシ ステムのハ ー ドウェア構 成

同 シ ステ ム の機 器 構 成 を5-6-3図 に示 す。 リア ル タ イム シ ス テム を行 な っ て い る関 係 で,次

の よ う な特 徴 を持 っ て い る。

(1)CAU(制 御 演算 装 置),10AU(入 出 力制 御装 置),MEMORY,CSP(通 信 制 御 装 置),CU(1/O

コ ン トロー ル)な ど,そ れ ぞれ 複 数 個 の機 器 か ら構 成 さ れ て お り,ト ラブ ル の場 合 シ ス テ ム全 体

を ス トップ させ る こ とな く部 分 的 に切 放 す フ ェ イル ソフ ト思 想、を取 り,全 面 ダ ウ ン を避 け て い る。

(2)ド ラム ・デ ィス ク系 は集 中 す るア クセ ス を さば くため,そ れ ぞ れDUALACCESS方 式 を取})

入 れ て い る。

(3)通信 制 御 の た め に サ テ ラ イ トコ ン ピュ ー タ(CSP)を 採 用 し,ホ ス トコ ン ピュ ー タの ソフ ト負荷

を分 担 させ て い る。

ま た リア ル タ イム シス テ ム の ネ ッ トワ ー ク を5-6-4図 に示 す。 特 徴 と して,通 信 速 度'・端 末

機 の点 で 多種 よ り成 っ て い る こ と,TDM・ ミニ コ ン に よ り回 線 集 約 を行 い回 線 コ ス トを低 下 させ

て い る こ と,特 定 回 線 だけ で な くNCUに よ る公 衆 通 信 回 線(テ レッ ク ス回 線)を 大 幅 に利 用 し て

い る こ と等 が あ げ られ る。

Gシ ステムの取扱 いデー タ量

同 シ ステ ム で の取 扱 いデ ー タ量 を リア ル シ ステ ム で は イ ンプ ッ ト トラ ンザ ク シ ョン量,バ ッ チ シ

ステ ム で は ラ ン数 お よ び コ ン ピュー タ時 間 で表 わ した もの を5-6-5図 に示 す。

リア ル シス テ ム で は季 節 変 動 が強 く7,8月 に大 き な ピー ク を示 し,ト レン ドと して年10～15%

の増 加 を示 して い る。 日単 位 で み る と月 曜 日が ピー ク(MAX20万 件/日)に な り,土 ・日曜 日 は極

端 に低 下 す る。 これ は 日祝 日に営 業 しな い シス テ ム が 多 い ため で あ る。 時 間単 位 でみ る と コ ン ピュ

ー タ稼 動 時 間 と して は6時 ～24時 で あ るが
,ほ と ん どの シ ステ ム が9時 ～18時 の 営業 の ため この 時
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5-6-3図 シ ステム のハ ー ドウ ェア構成
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10AU=・ 入出力制御装置
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iliii禦㌻翼i㌫i:羅 藁熱
熱 長 山三新 福盛仙青新 東

潟北
平 仕住

田 固 形条潟島 岡台森入入

OOO

近鉄モータース
東京近鉄百貨店

難 波 分 室
淀屋橋分室
阿 倍 野 橋
梅田第1ビル
浅 野 ピ ル

大 阪 梅 田
大阪駅分室
特急券センター

構 内 回 線
上 本 町 駅
鶴 橋 駅
難.波 駅
生 駒 駅
学 園 前 駅
西 大 寺 駅
奈 良 駅

京 都 駅
八 木 駅

名 張 駅
桔梗ヶ丘駅
伊賀神戸駅
榊原温泉口駅
中 川 駅
伊 勢 市 駅
宇治山田駅 ●
鳥 羽 駅

松 阪 駅
鵜 方 駅
賢 島 駅
阿部野橋駅
橿原神宮前駅.
大和上市駅
下 市 口駅
吉野神宮駅

束束近近近近近㊦㊦◎⑲近近新都配近

難1難ll竃》i

310
●●

QQく 潮(～O(?99QO999

1

久津 桑四白渇津名 第名蹟名名名

・‡・布子設 題護 鱗
　 　 1懸1

墾

、 、 ＼ ＼

、 、 、 、、、

＼ 、 ＼ ＼
、 、 、、 、

、
、＼＼
'

・こ、
11,川

田 ・

夢

UNIVAC-1110

(大 阪 ・近 鉄 本 社)

09PgP9 ,騨,卿 児妙 妙90QQ99ρ9QQO999

大
SC

ノ ノノ ノ

鵬 》彪i多…"
ノ//,'

協雛

多

i多ケ

ン σ'

一 一 一一 ー 一 一 一 一(≡ヲー ー－BS

ミご、、

⑨

o大
通阪

徳 中広山米福岡松 尾
国仕

山人島口子 山山山道

舟 一一一

・φ

⇒

ψ

斌'意1/

蝋 〔
ミ<、

仙台
SC

。。。。66譲蜜語竃、疏 籠潔 諮 。6富護欲違濫

諜 灘灘慧議!暑き曇:
OOOo慧 欝 欝 蓄δo
久那鹿 北鹿宮大熊長 福天九

児 州
留 児糟 仕

米 覇島州大崎分 本崎岡神 人

O■■<)9600BPS

O■ ■04800

◎一■02400

0--01200

0-一 ◇200

釧旭 函札北
海
道
径

路川館帳 入

QOQOO

㌔ll!'/
tlJilr

椎SC

,,OJAL
・三:一ー一・C舟

ぶ ご二'◇ 上'o
.上

讐 羊寺
、C、、O甲
'さ,bl熊

＼b沼

て〉本

べこ1:・o高
、"

、、O大＼
、o長

D'本

o

o

護

○ 本 社
O,本 社
○ 本 社

ρ 東海仕入
κ)良野仕入

、＼'℃ 池 ・袋

＼て)錦 糸 町
℃ 四 谷

o
o

O-一 一〇50～i35BPSTDM,BS時 分割中継装置

SCサ ブセンター(ミニコンによる回線集約

0網 制御装置
図 テレックス交換機

◎ 他社コンピュータ 　の

巴



232第5部 コンピュー タ適用業務 の具 体例

間 帯 に トラ フ ィッ ク が集 中 す る。 な か で も特 に10時 帯 が ピー ク(MAX23,000件/時)を 示 して い る。

バ ッ チ シ ス テ ム で は
,最 近 新 規 シ ス テ ム が急 増 して い る ため,季 節 変 動 を越 え て コ ン ピュ ー タ使

用 時 間 が増 加 して い る。

Hシ ステムの効果 と今後の課題

以 上 が近 鉄 グル ー プ に お け る コ ン ピュ ー タの 共 同利 用 概 況 で あ り,そ れ ぞ れ の 業種 に よ り また適

用 業 務 によ っ て顧 客 サ ー ビ スの 向 上,企 業 の イメ ー ジア ップ,事 務 員 の 省 力化,管 理 レベ ル の 向上

な ど幾 多の効 果 を あげ て い る。 ま た超 大 型 機 を導 入 して以 来 グル ー プ各 社 内 各層 にお い て幅 広 くコ

ン ピュ ー タに関 す る認 識 を改 め,そ して深 め て き た こ とに,将 来 の 企 業 発展 の た め の 大 きな潜在 的

効 果 が 見 出 され て い る。

将 来 は,こ れ ら個 別 シ ス テム の 実 績 を踏 ま えて総 合 化 を は か り,業 務 的 あ るい は管 理 的 さ ら に は

戦 略 的 な意 志 決 定 シ ステ ム の 実現 を 目指 さね ば な ら な いが,グ ル ー プ と して は まだ ま だ次 に列 挙 し

た もの をは じめ とす る数 多 くの個 別 シ ステ ム の 電 算 化 計 画 が予 定 さ れ て い る。 近鉄 で は これ に充 分

対 処 して い くた め1977年10月 完 成 を 目標 に5-6-3図(の 点 線表 示 部 分)に 示 す一 部 機 器 の増 設

計 画 が決 定 され て い る。

(主 な新 規 電 算 化 業 務)

●」丘幾 日本 釜失」萱:

運 輸 営 業 シ ス テ ム の総 合 近 代 化

列 車 運 行 計 画 シス テ ム

技術 部 門(車 両,電 気,土 木)各 種 管 理 シ ス テ ム

経 理 決 算 シ ス テム の合 理 化

各種 経 営科 学 計 算,技 術 計 算 の 充実 化

●近 畿 日本 ツー リス ト:

国鉄 マ ル ス シ ス テ ム との結 合

●都 ホ テ ル チ ェー ン:

今 後 新 規 に建 設 が予 定 され て い る中 規 模 以 上 の ホ テル に お け るオ ン ラ イ ン営 業 シ ス テム

●近 畿 車 両:

車 両 生 産 管 理 シ ス テ ム

●近 鉄 不 動 産:

用 地 管 理 シ ス テ ム

経理 総 合 シ ス テ ム

●別 府 近 鉄 百 貨店 ほ か:



5-6-5図 シス テム の取 扱デ ー タ量
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遠 隔 地 企 業 に お け る地 域 グ ル ニ プ単 位 の オ フ ィ ス コ ン ピュー タ導 入 と セ ン ター コ ン ピ ュー タ

との結 合 シ ス テム

● 中 小関 連 企 業 各 社:

汎 用 パ ッケ ー ジ を利 用 した効 率 的 な給 与 計 算 シス テ ム
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7日 通新 情報 システム

Aシ ステム開発の背景

(1)情 報 化 の ニ ー ズ

日本 通 運 ㈱ は,こ れ ま で も包装 ・荷 役 ・輸 送 ・保 管 と,物 流 の すべ て の分 野 に お い て,事 業 活 動

を展 開 して きて お り,総 合物 流 業 者 と して,企 業 の 成 長,発 展 を は か る と と もに,社 会 的責 任 を果

す よ う努 め て きた。

しか しな が ら,こ れ ま での 実 態 は,ど ち らか とい え ば,こ れ ら の事 業 を各 個 バ ラバ ラに取 扱 っ て

きた にす ぎず,ま た,全 国 店 所 組 織 網 を持 ち な が ら,有 機 的 な連 携,活 用 に 欠 け て い た き ら いが な

い で も な か っ た。

こ の ため,例 え ば,通 運 に お け る発 着 一 貫 責 任 輸 送,あ る い は最 適 輸 送 を行 な うた め の協 同 一 貫

輸 送 な どに つ い て,つ と に,物 流 情 報 化 の ニ ー ズが 強 か っ た と い え よ う。

ま た,一 方 荷 主 で あ る企 業 に とっ て も,情 報 化 の ニー ズ は,最 近 で は,生 産 面 か ら流 通 面 に お よ

び,同 社 と して は,好 む と好 ま ざ る とに か か わ らず,多 様 化,高 度 化 す る物 流 情 報 ニー ズ に対 応 し

て ゆ か ざ る をえ な くな っ て きて い る。

さ ら に,こ れ らに と も な っ て,複 雑 化 ・大 量 化 す る社 内業 務 の 合理 化 ・省 力 化 に も,真 剣 に 取 組

ま な けれ ば な らな い状 況 下 にお か れ て い る。

(2)情 報 化 の発 展 過 程

同 社 は,こ れ らの こ と につ い て,早 くか ら問 題意 識 を もち,情 報 化 の必 要 性 を痛 感 して きた。

こ の ため,同 社 に お け る情 報 化 の起 源 は非 常 に古 く,同 業 他 社 に さ きが け て,1953年 に始 ま って

い る。

そ の一 つ は,全 国 を結 ぶ テ レタ イ プ シス テム か ら始 ま り,オ ン ラ イ ンシ ス テ ムへ と受 継 が れ た,

社 内 情 報 伝 達 の た め の シ ス テ ム で あ る。

こ の シス テ ム は,1970年 頃 まで は,社 内 の メ ッセー ジ交 換 主 体 の 運 用 に終 始 して い た が,オ ン ラ

イ ン シス テ ム の採 用 に と もな い,端 末 店 を介 しての,現 場 第一 線 か らの情 報 処 理 の 見 とお しが 立 っ

た こ とに よ り,全 国規 模 の 大 口荷 主 営 業 をサ ポー トす る,営 業 指 向 型 の情 報 シス テ ム の開 発 へ と発

展 して きた もの で あ る。

も う一 つ は,単 能 事 務機 か ら出発 し,パ ンチ カー ドシス テ ム,コ ン ピュー タ シ ス テ ムへ と発展 し

た もの で,社 内事 務 合 理 化 の た め のバ ッチ シ ス テ ム で あ る。
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す な わ ち,本 社 お よ び9地 方 支 店 に お い て,財 務 ・給 与 計 算 ・作 業 統 計 な どの,主 と して第 二 線

業 務 の情 報 処 理 を,長 期 間 に わ た り実 施 して きた もの で あ る。

この二 つ の 情 報 シス デ ム は,長 い期 間 に わ た り,そ れ ぞ れ別 個 の シ ス テ ム と して存在 し,そ れ ぞ

.れ あ機 能 を分 担 して きた が,今 日の 同 社 に お け る情 報 処 理 へ の期 待 と,前 述 の よ うに,企 業 を と り

ま く物 流 構 造 ・物 流 環 境 の 変 化 に対 応 す る ため に は,情 報 化 の 目標 を,よ り営 業,作 業 指 向 の もの

に,転 換 させ る必 要 に迫 られ て きた。

その た め,こ の二 つ の 系 統 の 情 報 シス テ ム を,整 理 ・統 合 し,全 国的 な一 個 の シ ス テム と して再

生 し,情 報 処 理 機 能 お よ び能 力 を高 め る と と もに,運 営 管 理 の一 元化 を期 し,あ わ せ て,地 方 ロ ー

カ ル オ ン ラ イ ンシ ス テ ム の強 化 を はか る ため,1973年 か ら新 情 報 シ ス テ ムの構 築 に着 手 し,約3ヵ

年 の 歳 月 をか け て,本 年5月,よ うや くそ`1)完成 を み た もの で あ る。

B新 システムの概要

(1)シ ス テ ム の主 なね ら い

同 社 は,事 業 の 多種 ・多様 性,組 織形 態 の特 殊 性 か ら,コ ン ピュ ー タの,一 つ の効 果 的 利 用 方 式

で あ る,金 融機 関 の"バ ン キ ン グ シ ス テム"あ る い は 国鉄 の"み ど りの 窓 口 シ ステ ム"の よ うな専

用 シ ス テ ム が と りに く く,ま た,シ ス テ ム全 体 の 経 済 性 の 面 か ら も,全 国 的 な,汎 用 型 の 情 報 処 理

シ ス テ ム の形 態 を と ら ざ る を え ず,こ の点 に つ い て は,基 本 的 方 向 と して,旧 シ ス テ ム も,新 シ ス

テ ム も同 じ方 向 が と られ て い る。

た だ,新 情 報 処 理 シ ス テ ム の最 も大 きな ね ら い,特 色 と して は,前 述 の とお り,こ れ まで オ ン ラ

イ ン,バ ・ソチ と社 内 に別 個 の シ ス テム と して存在 して い た,二 つ の情 報 処 理 シ ステ ム を統 合,有 機

的 に 関連 性 を も たせ,一 つ の合 理 的 な,大 きな シス テ ム と して,ま た,よ り営 業 指 向 の で き る シ ス

テム と して,再 発 足 させ た こ とに あ る。

す な わ ち,デ ー タ処 理 は,本 社 中央 の伝 送 系,処 理 系 の コ ン ピュー タ を直 結 す る こ とに よ り,従

来 のバ ・ソチ処 理 の ほ か,オ ン ラ イ ン伝 送 中 の,リ ア ル タ イ ム処 理 との併 行 処 理 を可 能 に し た。

また,同 時 に,同 社 の 各 地 方支 店 に,交 換 あ る い は 中継 用 コ ン ピュ ー タ を置 くこ とに よ り・ そ の

地 域 内 の ロー カ ル オ ンラ イ ン,す な わ ち,デ ー タ の集 配 信 を可 能 に し,磁 気 テ ー プ等 に よ り・バ ッ

チ処 理 用 コ ン ピュ ー タ との受 渡 し もで き る よ うに し た こ とが あげ られ る・

その ほ か,新 シ ス テ ム は,旧 シ ス テム に 比 べ て,

○

○

○

○

情報処理機能 ・能力の拡大 および今後の拡張性

システム間の関連性 ・互換性

システムの信頼性

通信回線等の経済的利用



237

5-7--1図

中 央 交 換 コ ン ピ ュ ー タ

新情報システム構成図

FACOM
230-48

448KB

関 西 交 換 コ ン ピ ュ ー タ

FACOM
230-38

384KB

DPU

100MBX6

MTU

×2
CR

CCU

LP

CCU

CR

LP

MTU

×2 DPU

100MB×4

、

中
継
コ

ン

ピ

ユ

1

タ

端
末
装
置

端
末
装
置 中 継 コ ン ピュ ー タ

PANAFACOM

U-300

60KB

CCU TYP
MTU

×2 DM

中 央 処 理 コ ン ピ ュ ー タ

UNIVAC
1106

262kw

端
末
装
置

PTP/R

DPU

100MBX8

MTU

×8

CR CCU

LP×3

DPU

MTU

CR

LP

CCU

DM

TYP

PTP/R

磁 気デ ィス ク装 置

磁気 テー プ装 置

カー ド読取装 置

印書装 置

通信制 御装置

磁気 ドラム

タイプ ライタ装 置

紙 テー プ穿孔読 取装 置



238第5部 コンピュー タ適用業務の具体例

な'どが は か られ た こ とが,ね らい,特 色 とな っ て い る。

(2)シ ステ ム の構 成 と機 能

新 シ ス テ ム を機 能 的 に み た場 合,基 本 的 に は,次 の二 つ の 系 統 の シ ス テ ム に よっ て構 成 され て い

る。

○ オ ンラ イ ンネ ッ トワー ク を制 御,情 報 を交 換 す る伝 送系

○ デ ー タ を加 工,処 理 す る処 理 系

な お,こ の ほ か,必 要 に応 じて,特 定 地域,特 定荷 主 の 業 務 を対 象 に,別 途 に,専 用 ・拠 点 シス

テ ム を持 って い る。(5-7-1図 参 照)

a伝 送 系 シ ス テ ム

全 国 を カバ ー す る伝 送 系,オ ン ラ イ ンネ ッ トワ ー ク シ ステ ム は,2台 の交 換 コ ン ピュ ー タ,7台

の 中継 コ ン ピュ ー タ,数 百 台 の端 末 装 置 お よび これ を結 ぶ 通 信 回 線 網(延 べ約10,000km)に よ っ て

構 成 され て い る。(5-7-2図 参 照)

この う ち,交 換 コ ンピ ュ ー タは,中 央(本 社)お よ び関 西 地 方 支 店 の2ヵ 所 に,そ れ ぞ れ 中型 機

1セ ッ トを設 置 し,オ ン ラ イ ン ネ ッ トワー ク に お け る

○ 情 報 の交 換,チ ェ ッ ク

○ そ の他 伝 送 の制 御

○ 伝 送 情 報 の管 理

を行 なっ て い るが,デ ー タ の加 工 ・処 理 は行 な わ な い。

なお,通 信 制 御 方 式 は5-7-1表 の よ うに な って い る 。

5-7-1表 通信 制御 方式

区間方式 端 末 ～ コ ン ピ ュ ー タ 間 コ ン ピ ュ ー タ相 互 間

同 期 方 式 調 歩 同 期 独 立 同 期

通 信 方 式 全 二 重 全 二 重

接 続 制 御 コ ン テ ン シ ョ ン コ ン テ ン シ ョ ン

誤 り 制 御 垂 直 及 び垂直 ・水 平パ リテ ィチ ェ ッ ク サ イ ク リ ックチ ェ ッ ク(CRC).

伝 送 方 式 単 信 方 式 ブ ロ ック方式

中継 コ ン ピ ュー タ と して は,関 東 ・関西 を除 く7地 方 支 店 に,そ れ ぞ れ制 御 用 小 型 機1セ ッ トを

置 き,

○ 地 域 内 デ ー タの集 配 信 と,磁 気 テ ー プ な どに よ る処 理 コ ン ピュ ー タ との,デ ー タの 受渡 し

○ 地 域 内通 信 回 線 の 集 線 と,高 速 回線 との接 続

○ 公 衆 回線 との接 続 制 御

を行 なっ て い る。

通信 回 線 につ い て は,特 定 通 信 回 線 の 利 用 を基 本 と し,店 所 構 内 で は,私 設 回線 も併 用 す る。 ま
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5-7・ 一・2図 新 情 報 ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム 図
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た,公 衆 回線(テ レッ ク ス,電 話 回線)の 利 用 を可 能 と して い る が,現 在 は,地 域 内 デー タの 集 配

信 お よ び その 地域 の処 理 コ ン ピュ ー タ との転 送 に の み 使 用 す るこ とに して い る。

なお,通 信 回 線 速度 は,

○ 幹 線 お よ び中 継 用4800BPS～1200BPS

O地 域 内 端 末 用1200BPS--SOBPS

の もの を使 用 して い る。

端 末 装 置 に つ い て は,従 来使 用 して きた,主 と して,オ ン ラ イ ンメ ッセー ジ用 の汎 用端 末 機(F

1520)を 継 続 使 用 す るほ か,適 用 業 務 の開 発 ニ ー ズ に あ わせ て,新 規 の汎 用 端 末機(F3511)お よ

び必 要 に応 じ,特 殊 の専 用 端 末機 の使 用 も可 能 に して い る。

なお,端 末機 の数 は,旧 シス テ ム で220端 末 で あ っ た もの を,約480端 末 まで拡 大 可 能 の シ ス テ

ム とな っ て い る。

b処 理 系 コン ピュ ー タ

処 理 系 コ ン ピュ ー タ は,現 在,本 社 お よ び9地 方 支 店 に,そ れ ぞれ 中型 機1セ ッ トを設 置 し,伝

送 系 コ ン ピュ ー タ と連 携 して,デ ー タの チ ェ ッ ク,加 工 ・処 理 を行 な って い る。 ま た,純 バ ッチ 用

と して も使 用 され て い る。

この う ち,本 社 の処 理 系 コ ン ピュー タは,交 換 コ ン ピ ュー タ と通 信 回線 で接 続(4800BPS×2)

され,デ ー タベ ー ス機 能 を有 し,リ ア ル タ イム処 理 も可 能 に な っ て い る。

なお,地 方 の処 理 系 コ ン ピュ ー タに つ い て は,現 在 端 末 との デ ー タ授 受 は,前 述 の とお り,中 継

用 コ ン ピュ ー タ を介 して,磁 気 テ ー プ に よ り行 な い,当 該 地 域 内 の,デ ー タの リア ル タ イ ム処 理 に

つ い て は,別 途 の方 法 に よ る こ と を検 討 中 で あ る。

Cシ ステムの利用 目的(適 用業務)

前 述 の よ う に,同 社 の 情 報 シス テ ム,特 に全 国 を カバ ー す る,こ れ まで の オ ン ライ ン シ ステ ム は,

メ ッセー ジ交 換 が主 体,一 つ の ベ ー ス に な っ て お り,月 間 約50万 通 の 情報 伝 送 を消 化 して きて い る。

しか しな が ら,こ れ か らの 情報 化 ニー ズ,目 的 は,主 と して,デ ー タ伝 送 ・処 理 シ ス テ ムの 開 発 ・

拡 大 に あ り,そ の方 向 と し て は,

○ 営 業 の開 発 ・拡 大 に資 す る もの(営 業 指 向型)

o社 内業 務 の省 力化 ・合 理 化 に資 す る もの(省 力 指 向 型)

とい う二 つ の 方 向 の もの が考 え られ る。

た だ,当 面,新 シ ス テ ム の 活 用 に つ い て は,こ の うち,営 業 指 向型 の もの に重 点 をお い て 開 発 を

進 め る こ と に して い る。

(1)営 業 指 向型
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営 業 指 向型 の情 報 シス テ ム を,別 の 言葉 で い え ば ,荷 主 の 物 流 情報 化 の ニー ズ に対応 して,各 種

の物 流 情 報 シ ス テ ム を開 発 す る こ とに あ る とい え よ う
。

す な わ ち,荷 主 が物 流 の シ ス テ ム化 を は か る こ と,あ る い は物 流 情 報 の シス テ ム化 をは か るの は,

一般 的 に いっ て
,

○ 物 流 トー タル コ ス トの 削 減

○ 顧 客 サ ー ビ スの 維 持 ・向上

○ 物 流機 能 の 強化

がね らい で あ り,最 終 的 に は ,受 注(販 売)情 報 を生 産 に ま で結 び つ け る こ と にあ る と考 え られ る。

そ こ で同社 は,総 合 物 流 業者 と して ,全 国 オ ン ラ イ ンネ ッ トワ ー ク を利 用 し,あ らゆ る物 流 情 報

(輸送 情報,在 庫 管 理 情 報,配 送 情報 な ど)を,必 要 に応 じ て,荷 主 に提 供 ,サ ー ビス して,こ れ

らの荷 主 の要 請 に応 え る と と もに,荷 主 との結 び つ き の緊 密 化 を はか り
,営 業 の開 発,拡 大 を サ ポ

ー トす る こ とが
,現 在 情 報 担 当部 門 に課 せ られ た,重 要 な任 務 に なっ て い る。

なお,現 在,具 体 的 に は,

○ 大 口荷 受 シ ス テ ム

(特 定荷 主 の物 流 トー タル シ ス テム)

○ ス トッ クポ イ ン ト中 心 の在 庫 管 理 ,配 送 の一 貫 シス テ ム

な どの情 報 シ ス テ ム が 非 常 に効 果 的 な シ ステ ム と して考 え られ 採 りあげ られて いる
。(5-7-3図)

(2)省 力 指 向 型

省 力指 向型 の 情 報 シ ス テ ム と して は,こ れ ま で主 と して,経 理事 務 ,給 与 計 算 な ど,後 方 事 務,

管 理 業 務 の 合理 化 ・省 力 化 をは か っ た もの,い いか え れ ば ,事 務 生 産 性 の 向上 を 目 ざ した もの が 多

く,そ れ も,純 然 た るバ ッチ シス テ ム に よ り,処 理 され て きた。

しか しな が ら,こ れ か ら は,さ らに一 歩 を進 め て
,作 業 運 営 面,す なわ ち,広 域 運 営,作 業 計 画,

操 配 業 務 な ど,輸 送 ・作 業 の 合 理 化 ・効率 化 に寄 与 す る もの ,あ る い は,予 算 編 成 ・管 理,設 備 計

画,原 価 管 理 な ど,経 営 管 理 の高 度 化,経 営 意 志 の決 定 に寄 与 す る シス テ ム の開 発 に努 め た い と考

え てお り,こ の ため に は,あ わせ て,オ ン ラ イ ン シ ス テ ム の 活 用 を は か り
,デ ー タベ ー ス,リ ア ル

タ イム処 理 機 能 の,一 層 の充 実 をは か って ゆ か な け れ ば な らな い と考 え て い る。

タ
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τ 一三 同通信社の一 ース集酉己信総合オンライン ・シ{⊃

A開 発の背景

共 同通 信 社 は,日 本 の 新 聞 事 業,放 送 通 信 事 業 を営 む加 盟 ・契 約 各社 に 対 し,正 確 迅 速 な 内 外 ニ

ュー ス の配 信 と公 平 な世 論 形 成,国 際 的 理 解 の 徹 底 を 目的 と して報 道 活 動 を行 っ て い る社 団 法 人 組

織 の 通 信 社 で あ る。

報 道 活動 の 仕 組 み は,ニ ュー ス 編 集 部 門 とニ ュ ー ス連 絡 部 門 とが 表 裏 一 体 に な っ て い る。

こ の た め ニ ュー ス伝 達,情 報 シス テ ム を受 け 持 つ ニ ュー ス連 絡 部 門 は,近 年 特 に 著 しい 技 術 革 新

と報 道通 信 界 の 発 展 を背 景 に,新 しい 通 信 技術 を追 求 し積 極 的 な 技 術 開 発 を実 施 して きた 。

報 道 通 信 界 の ニ ュー ス伝 送 シス テ ム 化 につ い て は,1955年 頃 か ら今 日ま で大 きな 変せ ん をみ たが,

なか で も漢 テ レ体 制 は,漢 字 統 一 コー ド(CO-59)の 制 定 と相 ま っ て,1960年 頃 に は ほ ぼ 確 立 し

新 聞 の 製 作 面 へ の 革 新 を もた ら し た。1965年 頃 に は,株 価 商 況 に 関 連 して新 た に 符 号 を統 一 し,商

況 カナ テ レ体 制 を確 立,株 価 商 況 紙 面 に つ い て も共 同 通 信 社 か らの パ ル ス伝 送 配 信 を新 聞 社 の 組 版

工 程 に 直 結 させ た。

1970年 代 に 入 って か ら は,積 極 的 な コン ピュー タライ ズ に よ る総 合 シ ス テ ム化 を計 画 推 進 し,1975

年5月 『ニ ュ ー ス集 配 信 に お け る電 算 シス テ ム の 総 合 的 開 発 』 を実 現 した 。 こ う した ニ ュー ス連 絡

部 門 に お け る一 連 の 技 術 開 発 は,い ず れ も加 盟 新 聞 社 な らび に 関 連 業 界 に さ ま ざ まの メ リ ッ トを も

た ら して い る 。 以下 本 シ ステ ム の 概 要 につ い て 紹 介 す る 。

本 シ ス テ ム は,1970年 か ら計 画 立 案 に 入 り,電 算 シ ス テ ム,回 線 網,多 重 化 装 置,入 出 力端 末装

置 等 の ソフ ト ・ハ ー ド両 面 に わ た る総 合 的 な技 術 開 発 に よっ て 完 成 し,1975年5月 下 旬 か ら本 格 稼

動 に 入 りシ ス テ ム 運 用 は,完 全 に定 着 安 定 して い る。

(注)本 シ ステム は,1975年 度の 日本新 聞協 会 賞(技 術部 門)を 受 賞。 また,76年 度 の情報 化週 間 に情報

化 週間 推進会 議 か ら優 秀情 報処理 シス テム として表 彰 され た。

Bシ ステムの構成 と運用

本 シス テ ム を構 成 す る 中心 的 役 割 り を果 た して い る電 算 機 は,東 京 本 社7セ ッ ト,大 阪 支社2セ

ッ トの 計9セ ッ トで あ る。 各電 算 機 の 機 種 と主 な処 理 分 担 は 以 下 の とお り。(5-8-1図,5-8

-2図 参 照)



244第5部 コンピュータ適用業'務の具体例

(D東 京 本 社

①TOSBAC-DN-340,32KW,1セ ッ ト

東 京 証 券 取 引 所,大 阪 証 券 取 引 所 の電 算 シ ス テ ム か らそ れ ぞ れ相 場 情 報 を オ ン ラ イ ン ・リア ル タ イ

ム で 受 信 、 符号 変 換,編 集 処 理 を行 い,株 価 市 況 デ ー タ を作 成 す る 。

②TOSBAC-DN-340,32KW,2セ ・ソ ト。

CPU,DISKと もに デ ュ ア ル シ ス テ ム を構 成,シ ス テ ム 全 体 の 制 御 と監 視,漢 テ レ,カ ナ テ レ

電 文 の 入 力 と電 文 管 理,株 価 デ ー タの 演 算 字 詰 め,銘 柄 選 別 等 の 処 理 を行 う。

③NEAC-2200/150,32KC,2セ ッ ト。

1セ ッ トを オ ン ライ ン用 と してDN-340の デ ュ ア ル シ ス テ ム に1200B/Sで 接 続 し,漢 テ レ電 文

の 修 訂 正 処 理,ビ ジブ ル(テ ー プ上 の 花 文 字),行 数 の 付加,川 兵庫 送 信,配 信 用ヘ ッダ ー の 作 成,カ

ナ テ レ電 文 の 整 形 処 理 等 を行 う。 一 方 のNEAC-2200は,海 外特 派 員 か らの ロー マ 宇 電 ニ ュ ー ス

を漢 字 仮 名 交 じ り文 に変 換 す る処 理,関 係 相 撲 の デ ー タ処 理 に使 用 して い る。 また,オ ン ラ イ ン用

が 障 害 時 に は バ ッ クア ップ と して 使 う。

④NEAC-3200/50,32KW,2セ ・ン ト。

中核 のDN-340デ ュ ア ル シ ス テ ム に そ れ ぞ れ1200B/Sで 直 結 し,加 盟 社 配 信 回線 の制 御,送 信

日時,電 文 間 の フ ィー ドの 付 加,電 文 の 速 了,滞 留,ト ラ フ ィ ック警 告 等 を行 う6東 京Aシ ス テ ム

は,都 内,関 東,甲 信 越,静 岡 を分 担,東 京Bシ ス テ ム は,北 海 道,東 北,中 部 の加 盟 社 回 線 を収

容 して い る 。

(2)大 阪 支 社

NEAC-3200/50,32KW,2セ ッ ト。

東 京 本 社 のDN-340デ ュア ル シ ス テ ム とそ れ ぞ れ1200B/Sで 直 結 し,本 社 のNEAC-3200と

同 様 に 加 盟 社 配 信 回 線 の 制 御 を行 い,Aシ ス テム は 近 畿,中 国,四 国 を,Bシ ス テ ム は 九州,沖 縄,

北 陸,山 口 のカll盟社 回 線 を収 容 して い る。

同 シ ス テ ム へ の デ ー タ入 力 は,東 京 本 社 の 場 合,社 内 の1200B/S,200B/Sの 端 末 機 器 を通 し

て デ ュ ア ル シ ス テ ムのDN-340ヘ デ ー タ を送 り込 む 。 大 阪 支 社 か らは,1200B/S端 末 機 器 に よ

1)大 阪 支 社NEAC-3200お よび1200B/S通 信 回 線 を経 由 し,東 京 本 社 のDN-340へ 入 力 され

る。 他 の 各支 社 単 位 の ニ ュ ー ス は,札 幌,仙 台,名 古 屋 支 社 か らそ れ ぞれ200B/S回 線 で東 京 本

社 へ,ま た福 岡 支社 か らは 大 阪 支 社 へ200B/S回 線 で デ ー タが 送 られ,さ らに 東 京 本 社DN-340

に 送 信 さ れ る 。

オ ン ラ イ ン系 の ニ ュー ス集 配 信 シス テ ムの 運 用 は,通 常 毎 朝8時 に シ ス テ ム オー プ ン を行 い,翌

朝 午 前2持 す ぎの シ ス テ ム クロ ー ズ時 ま で漢 テ レ ・カ ナ テ レ電 文 を配 信 処 理 す る。 な お,深 夜 シス

テム クロ ー ズ後,配 信 電 文 の 出稿 行 数,本 数 な どの 編 集 集 計 処 理 を行 って い る。
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C加 盟社側の受信体制

全 国 的 に分 布 して い る約60社 の加 盟 新 聞 社 に対 して は,東 京 本 社,大 阪 支 社 のNEAC-3200/

50,4セ ッ トに 約200チ ャ ン ネ ル の200B/S,50B/S回 線 を接 続 し,漢 テ レ(一 般 ニ ュ ー ス 記事)・

カナ テ レ(株 価 商 況 な ど数 字 もの)電 文 を配 信 して い る。

各 加 盟 新 聞 社 の規 模,新 聞 製 作 組 版 工 程 に適 合 させ て 各 社 各 様 の受 信 体 制 が 組 まれ て い る。 同 シ

ス テム に接 続 され る加 盟 新 聞 社 側 の受 信 体 制 を大 別 す る と,

① ミニ コ ン を主 体 と した集 信 シス テム に よ る200B/S受 信 社 。

200B/S2回 線 に よ り,漢 テ レ,カ ナ テ レ と も集 信 シ ス テム で対 応受 信 して い る社 と,200B/S

1回 線 で漢 テ レの集 信 シ ス テ ム受 信 を行 い,カ ナ テ レ は 別 途 端 末 機 器 に よ り受 信 して い る社 とが あ

る。

② 端 末 機 器 に よ る200B/S受 信 社 。

200B/S2回 線 に よ り,漢 テ レ,カ ナ テ レ と も200B/S端 末 機 器 で対 応受 信 して い る社 と,200B

/S1回 線 で漢 テ レ を受 信 し,カ ナ テ レは50B/S端 末機 器 で受 信 して い る社 が あ る。

③ 端 末 機 器 に ょ る50B/S受 信 社 。

50B/S,3～4回 線 で 漢 テ レ,カ ナ テ レ を受 信 。

な どが 混 在 して い る。

電 算 化 に よ る200B/S受 信 体 制 へ の移 行 推 移 をみ る と,1975年5月(シ ス テ ム運 用 開 始 時)23

社26回 線,1976年5月(1年 後)で は45社50回 線 に な っ た。 な お,電 算 化 前 は す べ て50B/S受 信

で あ っ た 。

各加 盟 社 側 で は,以 上 の よ うな 受 信 体 制 の 整備 に 伴 っ て オ ン ラ イ ン あ る い は受 信 さん孔 テ ー プに

よ る オ フ ラ イ ン で,共 同 通 信 社 か らの ニ ュー ス デ ー タ を 自動 活字 鋳 植 機 あ る い は写 真 植 字 機 に 入力

し,新 聞 製 作 工 程 に 直 結 した 組 版 処 理 を行 っ て い る 。 なお,同 シ ス テ ム では こ の ほか,一 部 放 送 関

係 な どに もオ ン ラ イ ン配 信 して い る。

Dネ ッ ト ワ ー ク

本 社,大 阪 支 社 のNEAC-3200か ら各 加 盟 新 聞 社 お よ び札 幌,仙 台,名 古 屋,福 岡各 支 社 に延

び る 回線 は,回 線 利 用 の 経 済 性,効 率 的 な 回線 運 用 を志 向 して,大 半 はD1規 格 の周 波 数 分 割 に よ

る 多重 化 を 図 って い る。

全 国規 模 の 多重 回 線 網 の 設定 に 当 た っ て は,次 の特 徴 を もたせ た 。(5-8-3図)

① 周 波数 分 割 方 式 を採 用 し,幹 線 の 途 中か らの ブ ラ ンチ や 任 意 チ ャ ン ネ ル で の送 受 信 が 経 済 的

か つ 容 易 に行 え る。
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②200B/S,50B/Sの チ ャ ン ネル を混 在 させ,か つ 各加 盟 社 側 の50B/Sか ら200B/S

へ の移 行,組 み 替 えが 容 易 で あ る。

③ 障 害 対 策 を考 慮 して 幹 線 は,地 域 ブ ロ ッ ク別 に 原 則 と して2ル ー トを と り,一 方 の幹 線 が 障

害 時 に は う回 して バ ッ クア ップ が行 え る仕 組 み に して い る。

また,東 京 本 社,大 阪 支 社 の近 辺 加 盟 社 は200B/S,50B/Sの 単 独 回線 利 用 に よ る配 信 も行 っ

て い る。

なお,200B/S,1200B/Sは 確 認 応 答 伝 送 を行 い,特 に200B/Sは 伝 送 効 率 を重 視 して6単

位 に よ る確 認 応 答 伝 送 を採 用 。 従 っ て,パ リテ ィチ ェ ッ クは水 平 の み で,伝 送 制 御 手 順 は新 聞通 信

界 の 運 用 に 適 した 方 式 を使 っ て い る。

E端 末 機 器

同 シ ステ ム に は1200B/S,200B/Sな ど 多機 種,多 数 の端 末 機 器 を接 続 使 用 して い る。 こ れ ら

の端 末 機 器 は,新 聞 通 信 界 の 利 用 条 件 に 適 合 させ 効 率 的 な運 用 が で き る よ うに,い ず れ もメー カ ー

と共 同 で新 規 技 術 開 発 を行 い製 品 化 し た。 新 し く開 発 し た端 末 機 器 は,10機 種 を越 え,共 同 通 信 社

内 は も ち ろん,加 盟 社 側 で も幅 広 く利 用 して い る 。 これ ら端 末 機 器 の 主 な特 徴 は下 記 の とお り。

①1200B/s,200B/s端 末機 器 の 中心 に な るの は伝 送 制 御 装 置(Tc)で,同Tcに は紙 テ

ー プ リー ダー(PTR)
,紙 テー プ さん 孔 機(PTP),漢 テ レ フ ァ ッ ク ス(共 同通f言社 が 独 自 で研 究

開 発 し た漢 字 プ リン ター),カ ナ テ レプ リン ター な ど を接 続 可 能 と し,標 準 ラ ッ クに2組 分 のTCが

収 容 で き る。 保 守 作 業 を含 め て操 作 性 を良 くす る た め,『す べ て ラ ッ ク前 面 か ら扱 え る よ うに して い

る。

②TCの 機 能 と して,各 電 文 の ユ ニ ッ トア ドレス 指 定 に よ り,漢 テ レ,カ ナ テ レ電 文 を 自動 選

別 し所 定 の 接 続 機 器 に 信 号 出 力 が可 能 。 通 常 は確 認 応 答 伝 送 を 行 うが,無 確 認 に よ るス ル ー モー ド

の 伝 送 も行 え る 。

③TCとPTR,PTP,漢 テ レ フ ァ ッ クス,カ ナ テ レ プ リン ター とは い ず れ も200mま で ケ

ー ブ ル 延 長 が で き
,運 用 に 則 した適 材 適 所 に配 置 して 使 え る 。

④ 一 般 記 事 をモ ニ ター す る 漢 テ レ プ リン ター と し ては 漢 テ レフ ァ ッ クス を使 い,同 機 の 本 体 に

対 し最 大7台 まで の プ リン ター が接 続 で き る。 しか も,モ ニ ター プ リン ター の 利 用 目的 に 応 じて 記

事 種 別 ご との記 事 選 別 モニ ター 受 信 が 行 え る。

⑤ 株 価 商 況 ニ ュ ー ス を モ ニ ター す る カナ テ レ プ リン ター は,イ ン ク ジ ェ ッ ト方 式,感 熱 記 録 方

式 な ど を新 規 開 発 した 。 カ ナ プ リン ター なが ら約20種 の 漢 字 を 組 み 入 れ て い る が 印字 品 質 は 良 好 で

あ る。

⑥1200B/S,200B/SのPTRは,v・ ず れ もテ ー プ ガ イ ドに さん 孔 テー プ を挿 入 す る と 自動
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起 動 走 行 し,誰 で も容 易 に 扱 え る よ うに な っ て い る。

⑦1200B/S,200B/SのPTRは,し ・ず れ も500m巻 き長 尺 の さ ん 孔 テ ー プが 使 え,環 境 条

件 を配 慮 して特 に 騒 音 対 策 に 留 意 す る と と もに操 作性 が 良 く,高 信 頼 性 の 製 品 化 を行 っ た 。

F漢 テ レ処理 と配信 の流れ

一 般 の 記事 体 ニ ュー スは ,漢 テ レ電 文 と して 主 に 次 の よ うな過 程 で 各加 盟 社 に配 信 され る。

① 編 集 局 か ら提 稿 さ れ た 原稿 は 整 理 本 部 でニ ュー ス の 内容,優 先 度,配 信 範 囲 な ど を チ ェ ッ ク

した あ と連 絡 部 門 で漢 テ レパ ンチ し紙 テ ー プ さ ん孔 の素 電 文 を作 成 。

② 素 電 文 さ ん孔 紙 テ ー プ を1200B/SPTRか ら本 シス テ ム のDN-340に 入 力 。 校 閲用 漢 テ

レ モ ニ ター に200B/Sで 出 力。

③ 校 閲 モ ニ ター と原稿 を読 み 合 わ せ,出 力指 示,あ る いは 修 訂 正 指 示 を行 う。

④ 素 電 文 はDN-340か らNEAC-2200へ 転 送 され,修 訂 正 処 理,字 詰 め 禁 則処 理,ビ ジブ ル,

行 数 な どが 付加 され る。

この 際 原稿 が 数 本 に分 割 され て いれ ば,必 要 に 応 じて続 き順 に揃 え てDN-340へ 完 成 電 文 と し

て 返 送 。

⑤ 完 成 漢 テ レ電 文 は,DN-340のDISKに フ ァイ ノレす る と と も に4台 のNEAC-3200へ

1200B/Sで 分 配 。

⑥ 各NEAC-3200で は,各 電 文 の 配 信 ヘ ッ ダー を解 析 し`L全 国 ニ ュ ー ズ',"ブ ロ ッ クニ ュ ー

ズ',"個 別"な ど電 文 指 定 に 従 って あ て先 選 別や 優 先 度 処 理 を行 っ て該 当 す る加 盟 社 回 線 に 送 信 す

る。

⑦ 各NEAC-3200で は,電 文 の送 了 時 刻,回 線 ご との電 文 滞 留 件 数,優 先 度 別 の 滞 留 電 文 内

容 が 運 用 席 に打 ち 出 さ れ る 。 ま た,各 回 線 の 監 視,オ ー プ ン,ク ロー ズ,電 文 キ ャ ンセ ル の ほか,

異 常 滞 留 警 告 とそ の 解 除 通 告 な ど も行 う。

Gカ ナテレ処理 と配信の流れ

新 聞 の 株 式 欄,商 品現 物 な ど商 況 横 組 み の 数 字 もの は カ ナ テ レ電 文 と し て配 信 し,新 聞 社 側 の 組

版 工 程 へ 連 動 で き る よ うに して い る 。

株 価 商 況 ニ ュー ス カナ テ レ電 文 の 流 れ は,次 の とお り。

① 東 証 電 算 シス テ ム と2400B/S,1回 線 大証 電 算 シ ス テ ム と1200B/S,2回 線 で東 ・大

証 対 応 のDN-340に 接 続,両 取 引 所 の銘 柄 ご との 値 動 き を受 信 す る。

② 任 意 の 時 刻 に お け る 出 来 値 の 最 新 値 を運 用 指 示 に よ り出 力 す る。一 例 を挙 げ る と夕刊 早 服 用

に は 前 引 の最 終 値 を東証,大 証 の全 銘 柄 に つ い て紙 テー プ さん 孔 出 力,お よ び カナ プ リン ター に モ

ニ ター 出 力 す る。
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③ 上 記 東 ・大証 の 出 来値 テ ー プ と,別 途 作 成 した名 証 出 来 値 テー プ と を,処 理 指 定 コ ン トロー

ル テー プ と と も にDN-340に 入力 す る。

④DN-340で 東 ・大 ・名 証 の前 日比 較 値 演 算 と字 詰 め,業 種 ご との 編 集,紙 面 掲 載 の ため の

銘 柄 選 別(数 種 類 の 選 別 パ ター ンが あ る)を 行 い,通 番,ビ ジ ブ ル を付 加 し完 全 電 文 を作 る。

⑤DN-340で は,漢 テ レ電 文 と同 様 に 電 文 フ ァ イル を作 成 す る と と もに,4台 のNEAC-

3200へ1200B/Sで 振 り分 け 配 信 を行 う。 ま た,処 理 完 了 時 刻 を運 用 席 に 出 力 す る 。

⑥NEAC-3200で は 株 価 の 送 信 時 間 帯(前 審,前 引,後 寄,中 値,後 引)ご とに 予 め 設定 し

た 送 信 順 位 パ ター ンに 従 っ て配 信 し,加 盟 社 側 の 組 版 処 理 作 業 に マ ッ チ させ,ま た 所 定 の 時 間 内 に

配 信 す る よ うに して い る。

この ため デ ー タ の確 度 と スル ー プ ッ トに は常 に 細 心 の 注 意 を払 って 運 用 して い る。

株 価 処理 は 定 常 化 し た重 要 な ニ ュー ス 配信 の た め,特 にDN-340の 使 い 方 と して は特 殊 に な る

が,新 規OSを 含 め た ソ フ ト開 発 に よ り高信 頼 性 と所 要 の ス ル ー プ ッ トを得 て い る。

H障 害 対 策

同 シ ス テ ム は ニ ュ ー ス を扱 うた め,万 一 障 害 時 で も配 信 を 中 断 す る こ とな く,ま た ニ ュー ス の 発

生 か ら配 信 ま で 可能 な 限 り迅 速 な処 理 を行 い,し か も正 確 な ニ ュ ー ス伝 送 が 必要 で あ る。 特 に 障 害

対 策 に つ い て は コス トパ ー フ ォ ー マ ン ス を追 求 しつ つ 万 全 の方 策 を た て た 。

電 算 機 は 前 述 の とお り,中 核 と な るDN-340の シ ス テ ム は デ ュ ア ル と し,NEAC-2200は デ

ュ プ レ ッ クス,ま たNEAC-3200も 相 互 バ ッ ク ア ップ方 式 を とれ る よ う構 成 して い る 。

NEAC-3200は,共 同 通 信 社 独 特 の 相 互 バ ッ クア ップ 方 式 を採 用 して い るの で そ の あ ら ま しを

述 べ る。

東 京A,B2シ ス テ ム,大 阪A,B2シ ス テ ム が そ れ ぞれ1組 とな って 全 国 の 回 線 を4つ に分 け

て 配 信 を分 担 し,常 にAシ ス テ ム に 対 しBシ ス テ ム(Bシ ス テ ム に対 し て はAシ ス テ ム)の 配 信 パ

ター ン を集 約 した 回 線 を持 たせ て い る。 相 手 シス テ ム の 障 害 時 に は そ の 回線 群 の す べ て を集 約 回 線

に吸 収 し,正 常 に ほ ぼ 近 い配 信 を続 け 中 断 させ な い。 こ の相 互 バ ッ ク ア ップ 方 式 を実 用 化 す る た め,

ソフ トウ ェ ア の 開 発 と と もにハ ー ドウ ェ ア の 面 で も特 殊 な集 約制 御 ・回 送 装 置 を新 規 開 発 した 。

な お,障 害対 策 に は万 全 を期 す ため,二 重,三 重 の対 策 を講 じ,手 作 業 に よ る送 信 の 仕 組 み も作 っ

て い る。

1お わ り に

同 シ ス テ ム の紹 介 は 表 題 に基 づ い て ニ ュー ス集 配信 に 絞 っ たが,ニ ュー ス集 配 信 処 理 と合 わ せ て,

1976年 度 日本 新 聞 協 会 賞(技 術 部 門)を 受 賞 した"ロ ー マ 字 ・漢 字 仮 名 変 換 処 理",お よび 運 動 記 録 処
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理(関 係 相 撲)も 組 み 込 ん で い る。 ま た,共 同通 信 社 の ニ ュー ス伝 送 部 門 は,同 シ ス テ ム に よ る漢

テ レ,カ ナ テ レニ ュー ス の 処 理,集 配 信 網 が すべ て で は な く,写 真 電 送 網,フ ァ クシ ミ リ電 送網,

ラ ジ オ ・テ レ ビ放 送 専 用 線網,国 内 専 用 電 話 線 網,英 文 ニ ュー ス通 信網,海 外 ニ ュー ス通 信網,船

舶 向 け 無 線 フ ァ ク シ ミ リ放 送 等 が あ り,そ れ ぞれ に 関 連 を もち つ つ 独 立 した シ ス テム に な っ て い る。

同 シ ス テ ム は 前 述 の とお り,ソ フ ト ・ハ ー ドの 両 面 に わ た っ て新 規 の 技 術 開 発 を行 い作 り上 げ た 。

今 後 さ らに 同 シ ステ ム を基 礎 に して,報 道 界 に貢 献 す る シ ス テ ム開 発 に努 め た い 。
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9埼 玉 大学 に おけ る支 出 負担行 為 ・支 出事 務 シス テム

Aシ ステム の背 景

埼 玉 大 学 に お け る会 計 事 務 の コ ン ピュー タ化 は,学 部,学 科 の増 設 に伴 う事 務 量 の増 加,相 次 ぐ

定 員 の 削減,多 年 の慣 習,前 例 等 に よ る複 雑 化,部 局 間 に お け る不 合 理 な重 複 等,こ れ らに対 処 す

べ く取 り上 げ られ て きた。

す な わ ち,会 計 事 務 の 中 で も,比 較 的 大 量 か つ 反 復 的 で,し か も多 くの 時 間 と労 力 を費 して き た

事 務 の 簡素 化,合 理 化 を 目途 に計 画 され,そ の う ち給 与 計 算 事 務,共 済 組 合 貸 付 金 事 務,支 出事 務

か ら実 施 に移 さ れ る こ と と な っ た。

しか し,給 与 計 算 事 務,共 済 組 合 貸 付 金事 務 は,文 部 省 に お け る国 立大 学 事 務 合 理 化 の テ ス トケ

ー ス と して
,1971年4月 か ら実 施 され,支 出 事 務 に あ っ て は,国 立 大 学 で も初 め ての ケ ー ス と して,

埼 玉 大 学 に お い て開 発 して実 施 す る こ とに な り,1973年2月 コ ン ピュ ー タ(会 計 機 的 な もの)が 導

入 され,同 年9月 か ら段 階 的 に開 始 さ れ,1974年7月 よ り完 全 に移 行 され た。 一 方,文 部 省 で は,

国 立 大 学 の コ ン ピュ ー タ ネ ッ トワー ク構 想 が進 め られ,埼 玉 大 学 に も端 末機(NEACシ ス テム100)

の 導 入 が決 定 され,会 計事 務 の コ ン ピュ ー タ化 が 一 層 促 進 され る こ と と な っ た。

こ の よ うに して,給 与 計 算 事 務,共 済 組 合 貸付 金 事 務 は,文 部 省 との オ ンラ イ ン シ ス テ ム に切 り

換 え られ,又,支 出 事 務 は,1976年4月 か ら端 末 機 に よ るバ ッ チ処 理 方 式 を と り,支 出 負 担行 為 と

学 内予 算 の管 理 等 を総 合 した シ ステ ム(支 出 負 担 行 為 ・支 出事 務 シ ス テ ム)の 稼 動 に 至 っ た もの で

あ る。

Bシ ステ ムの 目的

支 出 負担 行 為 ・支 出事 務 シス テ ム は,支 出 負担 行 為 計 画 示 達 を も とに,埼 玉 大 学 内 に お け る予 算

を管 理 し,支 出 負 担 行 為 事 務 を経 て,支 出事 務 が 完 了 す る まで の一 連 の業 務 を総 合 的 に コ ン ピュ ー

タ処 理 す る もの で あ る。

こ の シ ス テ ム は,埼 玉 大 学 に お い て は,会 計 事 務 の 中 で も最 も中心 的 な事 務 で あ り,コ ン ピュ ー

タに よ り,正 確 か つ迅 速 に処 理 す る こ とに よ っ て事 務 能 率 の 向上 は も とよ り,簡 素 化,合 理 化 を図

り,予 算 執 行 実績 等 の 早期 把 握 を 目的 と し た もの で あ る。
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Cシ ス テム概 要

a開 発の経過

埼玉大学では,1974年7月 から現在のシステムの一部である支出事務の中の,支 出補助簿,国 庫

金振込(送 金)明 細票,支 出清瀬報告書(支 出計算書),現 計銀行対照表等の作成をコンピュータ処理

してきたが,今 回新たに,旧 システムの問題点を解決するとともに,支 出事務の前提 となる支出負

担行為事務 と学内予算管理事務を総合 したシステムを開発することとしたものである。

1975年6月 システム開発検討開始

1976年3月 システム完成

1976年4月 システム稼動

b支 出負担行為事務 の概要

支出負担行為事務は,支 出負担行為 に関する決議書類(支 出負担行為計画示達表,支 出負担行為

決議書,学 内予算決定書類等)に より,必 要項 目をマークカー ドに記入し入力する。

システム内では,支 出負担行為計画示達 にもとつ くチェックを始め,学 内の各部局へ配分 して予

算のチェック等を行ない,各 種の累計マスタを更新 し,デ ータは年間ファイルに記録 される。

データの記録終了後必要 に応 じて次の帳票類を印刷する。

学内予算配当通知書

支出負担行為現況表

支出負担行為計画示達現況表

支出負担行為差引簿

部局別予算差引簿

支出負担行為部局別月計表

c支 出事務の概要

支出事務は,支 出に関する決議書類(支 払計画表,支 払元受高転換書,歳 入日計表,支 出決議書

等)に より,必 要項 目をマー クカー ドに記入 し入力す るが,こ のうち支出負担行為に関連 して処理

されるデータ(通 常の支払データ)は,す でに支出負担行為の処理段階で記録されているので,そ

のデータを判別 し,サ ーチできるだけの最少項目が入力される。

システム内では,支 出事務 で独自に発生するデータと支出負担行為データからり一 ドされるデー

タにより,支 払計画,支 払元受等のチェックを経て支出予定処理を行ない,手 作業による小切手等

振出業務の完了後,完 全な支出データを作成 し,各 種累計マスタを更新 し,月 間分ファイルに記録

される。

支出処理は,必 要に応 じて次の帳票 を印刷する。
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5-9-1図 支 出負担 行 為 ・支 出事務 の概念 図
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5-9-2図 支 出負担 行為 ・支 出事務 基本 システ ム図

登 録 届

学内予算振替笹

学内配分決議岱
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負担行為書面
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元'受転換書

支払計画表

前金・概算精算礁

支出i短聞蝋戻入更正)

※ 支出決議望}
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支出負担行為(日次)

コ ンピュ ー タ
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名前マスタ
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マスタ

支岨 嚇 艦)
コ ン ピ ュ ー タ
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支出予定(日 次),

コン ピュ ー タ

支出予定

ファイル

支出予定
一・覧表

送金明細票

振込明細禦

補助簿

支出負鋤行為
差引簿

負担行為
月計表

綴 作成
手 作 業

支 出(日 次)

コ ン ピ ュ ー タ

NO入 力

コン ソール

小切子・振替{i}

振出一覧表

小切手

振替{旦}

業者,銀 行

名前マスタ

支出関係
マスタ

支dlEl計 表

(前渡前金,概算) (注)※ 印に関す るデー タ以外は

支出予定処.理をしない。

支出腰)

コ ン ピ ュ ー タ

概算調書

前金調書

前渡調書

'銀行対照表

支払元受報告書

支出済額報告書
使 出計算書)

前金概算内訳薄

支払元受簿

支出簿
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国庫金送金明細票

国庫金振込明細票

支出予定一覧表

支出日計表(前 金,概 算,資 金前渡別)

支出簿

支払元受高差引簿

前金,概 算内訳簿

支出済額報告書(支 出計算書)

現計銀行対照表

支払元受高差引簿

前金,概 算調書

資金前渡調書

d支 出負担行為,支 出事務の概念図

(5-9-1図)

e支 出負担行為,支 出事務基本 システム図

(5-9-2図)

fシ ステム機器構成図

(5-9-3図)

Dシ ステム適 用 の効 果

稼動後6ヶ 月しか経過 していない現時点での評価 ではあるが,目 標に対する次のような効果は,

十分挙げ得 ている。

a支 出負担行為,支 出事務 を通 して重複するデータの排除による事務の簡素化 と,労 力の軽減が可

能 となった。

b支 出負担行為,支 出事務のコンピュータの集中処理 による正確化,迅 速化 と執行実績の早期把握

が可能 となった。

cデ ータの年間分 をファイルされることにより,必 要資料 が容易に取 り出せ,よ り細かい予算管理

が可能 となった。

E将 来 の課題,展 望

支出負担行為,支 出事務 システムは,埼 玉大学 における会計事務全般 にわたるコンピュータ処理

の第一 ステップとして開発 されたものである。
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今 後 に お け る レベ ル ア ップ予 定 と して は,学 部 内 部 に お け る学 科,研 究 室 等 別 を単 位 と した予 算

の管 理,基 準 概 算 資 料 の作 成,そ の他 これ らの デー タに基 づ いた予 算,決 算 上 の必 要 書 類 の作 成等

で あ る。

さ ら に は,債 権,歳 入管 理(特 に授 業 料 管 理),物 品管 理,国 有 財 産 の管 理 等 の事 務 に も検 討 が進

め られ てお り,将 来,コ ン ピュー タ に よ る会 計事 務 の総 合 的 な集 中管 理 も,可 能 に な る もの と考 え

られ る。

Fお わ りに

コ ン ピュ ー タ利 用 に よ る会 計 事 務 の処 理 は,多 くの法 令等 の制 約 を受 け る もの の,コ ン ピュ ー タ

の最 も得 意 とす る分 野 で あ りなが ら,そ の 利 用 が比 較 的 遅 れ て い るの は,コ ン ピ ュー タ に対 す る理

解 も さ る こ とな が ら,必 要 な要 員 の確 保 に問 題 が あ るの で は な い だ ろ っか。

埼 玉 大 学 で は,長 期 間 に わ た る内部 研 修 啓 蒙 等 十 分 な成 果 を上 げ て い る。 その 意 味 で,国 立 大 学

で も初 め て の ケ ー ス と して開 発 さ れ た こ の シス テ ム は,今 後,重 要 な参考 に な る と考 え られ る。

5-9-3図 システ ム機器 構成 図(NEACシ ス テム100)

カー ド読 取 装 置

(パ ンチ,マ ー ク)

(N7410)

コ ン ソ ー ル タ イ プ

(N7201-01)

中央 処 理装 置(32KB)

〆N7010×1、

kN7110×3ノ

ライ ンプ リン タ装 置

(N7310)

磁気 デ ィ

ス ク装 置

(N7711)

4.9MB

－連 ㌔
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10広 島大学附属 図書館 の逐次刊行物管理 システム(POPS)

Aシ ステム開発の背景

大学図書館の役割は,大 学における教育および研究に必要な資料 を収集 ・整理 ・蓄積するととも

に,こ れらの利用奉仕を行なうことによって,大 学の使命達成に資することにある。

しかしなが ら近年,そ の基盤 となる学術資料の生産は激増の一途 を辿 り,研 究者が必要 とする資

料を網羅的に検索し入手す ることが著 しく困難 となってきたことは,す でに周知のことであろう。

こうしたことから,大 学図書館は,研 究者に対 して必要な文献や情報の所在を速かに伝達 し能率

的に提供できるよう,そ の機能 をさらに高めてい くことが一段 と強 く要請 されているといえよう。

広島大学附属図書館が開発 した 「逐次刊行物管理 システム」(略称POPS:PeriodicalsOnline

ProCessingSystem)は,最 終的には利用者の要求に応 じることができる文献検索のシステム化を

目指 しているものであるが,そ の前段階 として,ま ず,逐 次刊行物(以 下 「雑誌」 という)の 所在

を明確にし,か つ事務段階での処理の迅速化 ・正確化 ・簡素化をはかることにより,雑 誌の総合的

管理機能を確立 しておき,本 格的な文献検索システムの開発 ・実施に備 えようとしたものである。

BPOPSの 概 要

aPOPSの 目標

この シ ス テ ム の基 本 的 な 目的 は前 述 の とお りで あ るが,具 体 的 に は,次 の よ う な事 項 の機 械 的 な

処 理 を行 な お う とす る も の で あ る。

① 雑 誌 の タ イム リー で ス ピー デ ィな受 入処 理

② ス ピー デ ィ な所在 検 索

③ 欠 号 補 充 業 務 に対 す るデ ー タ提 供

④ 購 入 雑 誌 の 会 計 的 処 理

⑤ そ の他 日常 業 務 の遂 行 の ため の補 助 的 資料 の提 供

bPOPSの 内 容

現 在,同 大 学 の所 蔵雑 誌 は約27,500種 にの ぼ り,こ の う ち継 続 して受 入 れ て い る もの が 約16,700種

(和8,700種,洋8,000種)で あ る。

POPSは,こ の雑 誌 す べ て につ いて 書誌 的 事 項 を,一 部 分 につ い て は会 計 的 事 項 を も加 味 した
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情 報 を貯 え たマ ス タ ー ・フ ァ イル をベ ー ス と し,① オ ンラ イ ンに よ る リア ル タ イム処 理,② パ ッチ

処 理,③ オ ンラ イ ン付 帯 パ ッチ処 理 か ら'構成 され て お り,そ の'対象業 務 構 成 は5-10-1図 の とお

りで あ る。

5-10-1図 業務構成図

POPS

(逐次刊行物管理 システム)

オ ン ラ イ ン

芝付チェック業務

問合せ業務

チ

価格修正業務

ノ寸 ツ

会計処理業務

欠号請求業務

目録作成業務

発 注・契約業務

到着払業務

精 算 業 務

発 注 業 務

契約 ・支払業務

統計業務

オ ンラ インf寸帯 パ ッチ
マスター ・ファイ

ル ・メンテナンス

(1)オ ンライン処理

1)オ ンライン処理対象業務

POPSで は会話型によるオンライン処理を採用 し,次 の3種 類の業務を対象 とする。

①雑誌の受付 チェック

②雑誌の所在検索一問合せ

③価格の修正
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5-10-2図 オ ンラ イ ン業 務概 略 図
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2)受 付 チ ェ ッ ク業 務

雑 誌 が到 着 す る こ とに その 巻 ・号 ・発行 年 ・受 入 日 を記録 す る業 務 で ,従 来,手 作 業 に よ っ て行 な

わ れ て いた受 付 チ ェ ッ ク を機 械 に移 行 させ た もの で あ る。 雑 誌 到 着 の都 度
,直 接 マ ス ター ・フ ァ イ

ル に巻 ・号 ・発 行 年 等 を書 き込 み ,後 述 の問 合 せ業 務 で所在 を検 索 す る場 合 に,常 に最 新 の所 蔵 状

況 を知 る こ とが で き る と と も に,こ の マ ス ター ・フ ァ イル か ら機 械 的 に会 計 書 類 等 を逐 次作 成 す る

こ とが で き,従 来 の 作 業 に まつ わ る負 担 を軽 減 しよ う とす る もの で あ る。

5-10-3図 受付 チ ェッ ク概念 図

入力

出力

ビデオ端末 中央処理装置 マ ス タ ー ・フ ァ イ ル

参照一一一=コ 刎

更新
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3)問 合 せ 業 務

受 付 チ ェ ッ ク で蓄積 され た最 新 の 累積 情 報 か ら雑 誌 の所 在 の検 索 を行 う もの で あ る。

5-10-4図 問合 せ概念図

ビデオ端末 中央処理装置
マ ス タ ー ・フ ァ イ ル

参照
一 ー二 栩

4)価 格 修 正 業 務

一 部 の購 入雑 誌 に つ い て は,追 加 発行 等 に よ る価 格 の変 更 が 生 じる場 合 が あ る ため,そ の修 正 を

ス ピー デ ィ に行 う もの で あ る。

5-10-5図 価格修正概念図

入力

出力

ビデオ端末 中央処理装 置
マ ス ター ・フ ァ イル

参照

=二 二コ滋
更新

5)オ ン ラ イ ン処 理 の詳 細

a)検 索 キー とIDコ ー ド

i.検 索 キー

雑 誌 を検 索 す る ため の一 手 段 と して設 け た もの で あ る。

あ る雑 誌 名 に ダ イ レク トに 辿 りつ くこ と は,ま ず 不 可 能 に ちか い。POPSで は,し たが っ て な

ん らか の 原 則 に基 く 「検 索 キー 」 を各 雑 誌 に もたせ て,そ の検 索 キー に共 通 す る雑 誌 の 一群 を ま ず

把 握 し,そ の 一 群 の雑 誌 か ら目的 の雑 誌 名 に辿 りつ く方 法 を採 用 した。

検 索 キ ー の 設 定 は,和 文 雑 誌 と欧 文 雑 誌 に よ って 異 る。

① 和文 誌 名

詩 名 の最 初 か ら2文 字 を カナ で表 記 した もの を 第1検 索 キー と し,同 一 の 第1検 索 キー に属 す る

雑 誌 が一 定 限 度 を越 え る もの につ い て は,続 く2文 字 を 第2検 索 キー と して設 定 す る。 た だ し,長
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音 記 号,濁 点 ・半 濁 点 は キ ー か ら除 外 す る。

例:

(誌 名)(表 記)(第1検 索 キー)(第2検 索 キー)

a.広 島大 学教 育 学部 紀 要 ヒ ロシマ ダ イガ ク キ ヨー イ ク ガ クプ キ ヨー ヒ ロ シマ

b.日 本 原 子 力研 究 所 年報 ニ ホ ン ゲ ンシ リ ヨク ケ ンキユ ー シ ヨ ネ ンポ一 二 ホ ン ケ ンシ

c.同 志 社 美学 ドー シ シヤ ビ ガ ク トシ

② 欧 文 誌 名

詩 名 を構 成 す る単 語 の う ち,冠 詞 ・前 置 詞 ・接 続 詞 ・ハ イ フ ン等 を 除 き,主 要 語 の 最 初 か ら5文

字 以 内 の 頭 文 字 を も っ て 第1検 索 キー と す る。 同 一 の 第1検 索 キ ー に 属 す る 雑 誌 が 一 定 限 度 を越 え

る も の に つ い て は,第 一 番 目 の 単 語 の2文 宇 目 の 文 字 を 第2検 索 キ ー と す る。

例:

(詩 名)(第1検 索 キー)(第2検 索 キー)

a.AmericanJournalofMathematicsAJM

b.ScienceSC

c.B.B.C.MitteilungenBBCM

ii.IDコ ー ド

雑 誌 を検 索 す る た め の も う ひ と つ の 手 段 と し て 設 け た も の で,雑 誌 名 別 の 固 有 識 別 番 号 で あ る。

こ れ は,IDコ ー ド を付 し た り ス トを参 照 し な が ら雑 誌 を 検 索 す る場 合 に の み 用 い られ る も の で

あ る。 た だ し,バ ッ チ 業 務 で は,す べ て こ のIDコ ー ド を マ ッ チ ン グ ・ キ ー と し て使 用 し て い る。

6)オ ン ラ イ ン処 理 の 流 れ

オ ン ラ イ ン 処 理 の 流 れ に つ い て,5-10-6図 と対 応 さ せ な が ら具 体 的 に 述 べ て み る。
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5-10-6図 オ ン ラ イ ン処 理 フ ロ ー

受 付チ ェック ◎ 価 格 修 正

雑誌の到着

IDラ ー ドの

キー ・イ ン

当該雑誌の
受付部局一覧

の表示

受付部局
の指示

当該部局の

受付情報の

表示

受付情報 の

キー ・イ ン ⑩

利用者の所在
検索の依頼

業務区分の

指 定

業務名の
表示

検索手段は

検 索 キーの

キー ・イ ン

詩名群の
表示

目的の雑誌名
の選択・指示

鍵警 ⑪

表 示内容

コ ピー

価格修正の
発 生

当該雑誌の
価格の表示

修正 額 の

キー ・イ ン

⑬

⑭
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① 業務 区 分 の 指 定

端 末 キー ボー ド上 の業 務 指 定 キ ー に よ り,ワ ン ・タ ッチ で指 定 で きる。

一 度 指 定 した ら
,以 後 この ス テ ッ プ で業 務 変 更 を しな い 限 り有 効 で あ る。

② 業務 名 の 表 示

5-10-7図 業務 メッセージ

③IDコ ー ドの キー ・イ ン

す で に雑 誌 のIDコ ー ドが わ か っ て い る場 合 は,IDコ ー ドを キー ・イ ンす る。

キー ・イ ン後,直 接 ⑦,⑪,⑬ の い ず れ か に とぶ 。

④ 検 索 キー の キー ・イ ン

当 該雑 誌 の 検 索 キー を判 断 して キー ・イ ンす る。

シ ノニ ムが 多 い場 合 に は第2検 索 キ ー の要 求 が 出 るの で,そ の 時点 で第2検 索 キー も キー ・イ ン

す る。

キー ・イ ン後,検 索 キー に対 す る シ ノ ニ ム が1個 の場 合 に は直 接 ①,⑪,⑬ の い ず れ か に とぶ。

⑤ 誌 名辞 の 表 示

シ ノニ ム が 複 数 の場 合 に表 示 され る。

5-10-8図 書誌一覧
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⑥ 目的 の 雑 誌 名 の選 択 表 示

誌 名 辞 の 中 か ら該 当 す る雑 誌 名 の 番 号 を キー ・イ ン(も し くは ラ イ トペ ンに よ り指 示)す る。

現 在 の画 面 上 に該 当 す る詩 名 が な い場 合 は,キ ー ・ボー ド上 の特 殊 キー を プ ッ シュ す る こ とに ょ

り,次 に 続 く一 群 の 雑 誌 画 面 上 に 表 示 され る。

受 付 チ ェ ッ クの場 合 に 指 示 され た 雑 誌 が一 部 局 の み 継 続 受 入 され て い る と きは,直 接⑨ に とぶ 。

⑦ 当 該雑 誌 の受 付 部 局 一 覧 の表 示

複 数 部 局 で継 続 受 入 を して い る場 合 に表 示 され る。

5-10-9図 部局 一覧

⑧ 受付部局の指示

受入部局を選択 し,該 当の部局をライ トペンにより指示する。

⑨ 当該部局の受付情報の表示

指示 された部局の雑誌の受付情報が表示 される。

5-10-10図 受付情報一覧

⑩ 受 付 情 報 の キー ・イ ン

受 付 雑 誌 の巻 ・号 ・発行 年 等 を キー ・イ ンす る。 キー ・イ ン後,そ の 情報 が マ ス ター ・フ ァ イ ル

に書 き込 まれ る。
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⑪ 当該 雑 誌 の 所 蔵 部 局 一 覧 の表 示

指 定 され た雑 誌 の所 蔵 部 局(コ ー ド)と 所 蔵 状 況 が 表 示 され る。

5-10-11図 所蔵一覧

⑫ 表 示 内容 コ ピー

⑪ の画 面 を コ ピー した い場 合 に,端 末 の特 殊 キ ー に よ り,接 続 さ れ た ハ ー ド ・コ ピー装 置 で 画 面

の状 態 をそ の ま ま コ ピー で き る。

⑬ 当該 雑 誌 の 価 格 の表 示

指 示 され た雑 誌 の 購 入分 につ いて表 示 され る。

5-10-12図 価格 一覧

⑭ 価 格 修 正 額 の キー ・イ ン

修 正 金 額 を キー ・イ ンす る。 キー ・イ ン後 そ の 情報 がマ ス ター ・フ ァ イル に 書 き込 まれ る。

(2)バ ッ チ処 理

オ ンラ イ ン処 理 に よ って逐 次 更新 され た マ ス ター ・フ ァ イル をベ ー ス に して,① 発 注 ・契 約② 到

着 払③ 精 算 ④ 欠 号 請求 ⑤ 目録 作 成⑥ 各種 統 計 等 の 業 務 を行 な う。
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1)発 注 ・契約業務

購入洋雑誌について,次 年度分の予約発注か ら契約 ・支払 までを行 う業務で,次 のステップをふ

む。

① 次年度購入希望調査(購 入中止,新 規購入の決定 を部局に依頼する。)

② 購入業者 の決定

③ 発注

④ 支払方法の決定(前 金払 ・到着払の2種 類)

⑤ 契約

⑥ 前金払 として契約 したものについての支払

2)到 着払業務

到着払として購入契約されたものについて逐次支払をする業務 である。

3)精 算業務

前金払 として購入契約 されたものについて,年 度末に精算 をする業務である。

4)欠 号請求業務

継続受入雑誌 の全部,あ るいは部分的に欠号補充依頼 をする業務である。

5)目 録作成業務

マスター ・ファイルに登録されているすべての雑誌 について,全 学あるいは部局別に目録を作成

する業務 である。

6)各 種帳票類作成業務

雑誌 に関する日常のマニュアル作業に必要な帳票類等を作成 し,そ の円滑化 をはかろうとす るも

のである。

(3)オ ンライン付帯バッチ

発注あるいは寄贈 ・交換によって新規受入をする雑誌,受 入中止になる雑誌,誌 名変更の雑誌等

については,一 定期間にマスター ・ファイルを更新 して,常 に最新情報のもとで受入業務 を遂行す

る必要がある。

そのために次のステップを設けて,マ スター ・ファイルの保全 をはかっている。

① 新規受入処理

② 受入中止処理

③ マスター ・ファイルのアイテム修正処理

④ 詩名変更処理

⑤ バック ・ナンバー入手等による欠号補充処理

⑥ 受付記録情報の所蔵記録へのキュムレーション処理
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C今 後 の課題

POPSは,そ れ 自体 逐 次 刊行 物 に関 す る一 つ の 完 結 し た シ ステ ム で あ る と同 時 に,次 期 に予 定

す る文 献 検 索 シ ス テ ム と連 結 させ るこ とに よ り,よ り大 き な効果 を生 む こ と を予 測 した シ ステ ム で

もあ る。

文 献 検 索 シ ス テ ム は,現 在 同 大 学 計 算 セ ン ター と同 図 書 館 との 共 同 開 発 が お こ な わ れてお り,完 成

した段 階 で 図書 館 が そ の運 用 に あ た り,検 索 サ ー ビス を実施 して い く方針 の も とに計 画 がす す め ら

れ て い る。 この シ ス テ ム は,TSS端 末 か らの 遡 及検 索 サ ー ビ ス(RS)を 行 な うこ との で きる汎 用

デ ー タ ・ベ ー ス検 索 シス テ ム の完 成 を最 終 的 な 目標 と して い るが,シ ス テ ム の開 発 ・運 用 に は 巨額

の 費用 と多 くの 人 力 を必 要 とす る こ とが あ き ら か で あ り,一 挙 に 目標 に到 達 す る こ と は当 面 考 え ら『

れ ない。 し たが っ て,シ ス テム資 源 の許 す 範 囲 内 とい う こ とで,初 期 の サー ビ ス形 態 はSDIサ ー

ビ ス(リ モー ト ・バ ッチ方 式 に よ る)を 主 眼 と し,逐 次 目標 に近 づ け て い くこ と に な る で あ ろ う。
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11香 川大 学教 育 学部 授 業 シ ミュ レー シ ョン シス テム

Aは じめ に

近年 わが国においても教員養成の改善 を行 なわなければならない状況 となってきている。香川大

学教育学部 においてもそのための研究や試行が教育工学センターを中心に行 なわれている。 これら

の改善 は新 しい学習理論,教 授学,教 育科学,情 報科学 などを総合化 した学際的 な視点で行 なわな

ければならない。特に教員養成において軽視 されがちな教育実習の内容や方法を再検討 し,改 善の

方策 を考えることが必要である。

そこで,教 育実習の前後教育 として,学 生に授業観察,授 業分析能力の育成や基礎的教授技能

(発問,応 答の取扱 い,指 名,生 徒の授業への積極的参加の促進 など)の 訓練,あ るいは授業計画

の立案能力の教育 を行なうために,授 業シミュレーションシステムの開発を進めている。

Bシ ステムの概要

同 シス テム は5-11-1図 に示 す よ う な もの で,学 生 に映 像 情 報 を提 示 す るた め の ビデ オ シス テ

ム(カ ラーTV,白 黒TV,大 型 テ レ ビプ ロ ジ ェ ク タ お よび20種 類 の 画 像 を任 意 に送 出 す る ため の

ラ ン ダム ア ク セ スVTR装 置 で 構 成 され て い る)と 学 生 の 反 応 を 収 集 す るア ンサ ー チ ェ ッ カー か

らの 信 号 を収 集 処 理 し,ラ ン ダ ム ア クセ スVTR装 置 を制 御 す る た め の コ ン ピュ ー タ シ ステ ム と で

構 成 され て い る。

同 シス テム の使 用 例 と して下 記 の よ うな もの が考 え られ る。

1.講 義 の 中 で の授 業 観 察

い ろ い ろ な授 業 の ビデ オ録 画 の再 生 や 附属 高松 小 学 校 の教 育 実 験 室 で の授 業 を中継(CCTVを 利

用)し て学 生 に視 聴 させ,講 義 を具 体 的 な もの にす る。(両 教 室 別 々 に も同 時 に も利 用 で き る。 前

者 で70と170名,後 者 で240名)

2.授 業 分 析 の 演 習 ま た は実 習

教 案 を資料 に授 業 の 導 入,展 開,整 理 等 の段 階 を順 次 提 示 し,学 生 の 判 定 を ア ンサ ー チ ェ ッ カー

で行 な わせ,集 計 結 果 に よ る学 生相 互 の討 論,教 官 の批 評 を行 な い,次 に それ に続 く実 際 の授 業 展

開 を見 せ る。 これ ら を く り返 え して授 業 の 観察,判 断能 力 を育 成 す る。 また こ の他 に学 生 の 判 定 に

も とつ い て,次 に提 示 す る映像 を コ ン ピュ ー タ制 御 を行 な う。(両 教 室 独 立 お よび 同時 使 用 可 能)
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CPU(主 メモ リ20K語)

磁 気 デ ィス ク(5MByte),PTR,

コ ン ソー ル タ イプ ラ イ タ,PIO

O録 画 用VTRl台

4教 材制作設備

Oテ レシネ装置1式

Oビ デオ編集装置1式

カセッ トVTR2台

キ見耳悪党 教 室.

(AVRoom)

①Rand。maccessVTR
-20CassetteVTR－

②Lecturetable

③Videoprolect・r

④MoniterTV(Color')

⑤MoniterTV(B/W)

⑥ITVCamera

⑦C・mputersystem
-CPU(20kW)

,Disk(5MB),

PTR,Consoletypewriter,

PIO(ProcessI/O)一

⑧1/OTypewriter

⑨Answerchecker

賠
ω
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3.マ イ ク ロ テ ィー チ ン グで の 利 用

学 生 が 少 人数 の 生 徒 に対 す る授 業 実 演 を行 な い,こ れ をTVカ メ ラ に よ っ て視 聴 覚 教 室 へ 中継 し,

上 記 と同様 の ア ンサ ー チ ェ ッ カー に よ る分 析,討 論,そ の結 果 に よ る教 案 の改 訂,再 実 施 を行 な う。

これ らの 反 復 に よ っ て基 礎 的 教授 技 能 を育 成 す る。(シ ミュ レー シ ョ ン教 室 を主 と し視 聴 覚 教 室 を

従 と して使 用 す る)。

4.ロ ー ル プ レイ

大 型TVプ ロジ ェ ク タ に教 室 風 景 を提 示 し,学 生 が その 前 で教 師 役 をつ とめ る。 その 風景 を視 聴

覚 教 室 へ 中継 し,集 団 的 分 析 討 論 を行 な い その結 果 お よ び教 官 の指 示 に よ っ て送 出 す る映 像 を変 化

させ る。 これ ら を く りか え す こ とに よ っ て,学 生 の教 授 能 力 の育 成 を図 る。 これ らは手動 操 作 か ら

は じめ最 終 的 に は コ ン ピュー タ制 御 を行 な うこ と を考 え てい る。(シ ミュ レー シ ョン教 室 を主,視

聴 覚 教 室 を従 と して用 い る。)

5.CAIと して の利 用

同 シ ス テ ム を用 い て い る コ ン ピュー タ 言語 はCAI言 語 を基 礎 と して作 成 され て い るた め に,CAI

と して用 い る こ とが可 能 とな っ て い る。 そ こ で,学 生 の 教 案 作 成 能 力 の育 成(授 業 にお け る ス トラ

テ ジ ィー や タ クテ ィ ッ ク ス の訓 練)の ため の 授 業 の シ ミュ レー シ ョ ン を行 な うこ とが で きる。

Cシ ステム開発主体 および協 力者

同 シ ス テム の開 発 は基 本 設 計 を香 川大 学 教 育 工 学 セ ン ター が行 な い,ビ デ オ'シス テ ム をソ 二一 シ ス

ス テ ム 七一 ル ス が,コ ン ピュ ー タ シ ス テ ム を沖電 気工 業 が 実 施 した。

Dシ ステム適用開始時期

1976年3月31日

E他 の シ ステム との関係

コ ン ピュー タ シス テ ム は独 立 で あ るか,ビ デ オ シ ステ ム は教 育 工 学 セ ン ター のCCTVシ ステ ム と

結 合 して い る。

Fシ ステム適用 の効 果

教育におけるシステムの評価 は多次元なものであ り短期間にその評価 をくだすことは不可能であ

るために現段階での評価 は未検討である。 また現在 カリキュラムでの位置づけを検討中であり,同

システムを用いた教育の試行 中であるため『に公表するだけの評価データはない。 しか しながら教員

養成における教育および研究に関 し同システムのもたらす効果は大であると期待する。



Gシ ス テ ム の レベ ル ア ッ プ

有:補 助記 憶 装 置 の 増 設

入 出 力装 置 の増 設

Hイ ン タ ー フ ェ ー ス

(イ)言 語 授 業 シ ミュ レー シ ョ ン言 語(CAI言 語 をベ ー ス)

(ロ)入 出 力機 器

タ イプ ラ イ タ

ア ンサー チ ェ ッ カ ー

ラ ンダ ム ア ク セ スVTR装 置

1プ ロ グ ラ ム 構 成

5-11-2図,5-11-3図,5-11-4図 参 照

J基 本 機 器 構 成

5-11-5図 参 照

5-11-2図

OKITAC-4300

会話 形 モ ニ タ

授 業 シ ミュ レー シ ョ ン

プ ロ グ ラム
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タ イプ ラ イ タ

コー ス作 成

修 正,リ ス ト出 力

5-11-3図 コ ー ス 作 成 モ ー ド

ラ ン ダム ア クセ スVTR

情報 提 示

ア ン サ ー チ ェ ッ カ ー

会話 型

コマ ン ド

ブア イル

捧呈巳ス
ク ト)

タイプ ライ タ

応答収集

会話型モニ タ
▲

キ
コー ス

エ クゼ キュー タ

コー ス

ェ デ ィ タ ー

コー ス

ア ナ ラ イ ザ

5-11-4図 コ ー ス 実 行 モ ー ド

ラ ンダ ムア クセ スVTR

PTR

コー ス作成

修正

教 授 コー ス

(ソ ー ス)

ア ンサ ー チ ェ ッ カ ー

応答収集
リス ト出力

応答収集情報提示

一一

＼
会 話 型 モニ タ

教 授 コー ス

」 コー ヌ、

エ ク ゼ キ ュ ー タ

/＼
＼ ノ

7

学 習者

フ ァ イル

)

肉



5-11-5図 シ ス テ ム 構 成 図

ランダム アクセス

VTR装 置

ア ンサーチェッカー

55名 分

ア ンサーチェ ッカー

60名 分

OKITAC-4300c

中央 処 理装 置

(20K語)

プ ロ セ ス入 出力

装 置

(PIO)

REP(M)

REP(S)

磁 気

デ ィス ク

(5MB)

ET6000

コ ンソー ル タ イ プ ラ イ タ

機械室

ET4800

ター ミナル タイプ ライタ

ET4800

タ ー ミナ ル タ イプ ラ イ タ

視聴覚教室

ET4800

ター ミナルタイプラ イタ

教 育 工学 セ ン ター

賠
『



278第5部 コ ン ピュー タ適 用 業務 の 具 体例

川 口市の国民健康保 険

オ ン ラ イ ン ・デ ー タベ ー ス ・シ ス ァ ム

Aシ ステム開発の背景

川 口 市 は,1967年 に事 務 処 理 の 能 率 化,住 民 サ ー ビ スの 向上,事 務 経 費 の 節 減 を 目指 して,中 型

コ ン ビ ュ タ(NEAC2200-200)を 導 入 した。

そ の 後,適 用 業 務 の 増加 拡 張 は順 調 で,1974年 は じめ に は処 理 能 力 の 限 界 に達 し,中 型 機2セ ッ

トに 増 設 した 。 しか し,1975年 の 状 況 は,プ ロ グ ラム 本数 約1,500本,コ ン ピ ュ ー タ使 用 時 間年 間

約6,500時 間 に の ぼ り,再 度 の 増 設 又 は レベ ル ア ップ 等 の 対 応 策 を検討 しな け れ ば な らな くな っ た。

一 方
,多 様 化 す る行 政 需要 を迅 速 正 確 に,し か も総 合 的 に把 握 す る こ と と,有 限 な資 金 源 の 公 平

で効 率 的 な配 分 を考 え て,行 政 計 画 を策 す る こ とが 重 視 され,政 策,経 営,管 理 の 総 合 機 能 を コ ン

ピ ュー タ に課 す る 方 向(総 合 行 政 情 報 シ ス テ ム)に 進 み つ つ あ る。

この よ うな情 況 か ら,年 間約1,000時 間 を費 消 す る国 民 健 康 保 険事 務 を差 しあ た り別 に独 立 させ,

ホ ス トコ ン ピ ュー タの 負担 軽 減 をは か る こ と と し た。 こ こ に紹 介 す る シ ス テ ム が そ れ で あ る。

国 民 健康 保 険 事 務 の独 立 シ ス テ ム は,ミ ニ コ ン で は あ っ て も,大 容 量 デ ィス ク を擁 し,オ ンラ イ

ン ・デ ー タベ ー ス シス テ ム に よ る リア ル 処 理 を 目指 す こ とに よ っ て,次 期 ホ ス トコン ピュー タに お

け る総 合 行 政 情 報 シス テム 開発 の 試 金 石 を もね らい と し た もの で あ る。

1975年11月 か ら シ ス テ ム検 討 を開 始,1976年1月 に 機 種 を決 定 し,詳 細 シス テ ム の 設 計 後,6月

19日 本 番 稼 動 す る こ とが で き た。

Bシ ス テムの 目的

国民健康保険事務を一層迅速,正 確にすすめ,被 保険者サービスを向上 し,し かも事務費の国庫

負担額が常に不足がちであることからも,省 力化 と経済効果 をも充分高めるシステムが必要である。

川口市の国民健康保険の被保険者は,約14万 人で,転 入転出,出 生死亡,他 の社会保険 との出入

り,税 額の変更などの被保険者資格にかかわる事務は,年 間13万 件を越え,そ の処理は,い ちいち

被保険者台帳処理を要 し,し か も非常に複雑である。

コンピュータでバ ッチ処理される各種の通知書,統 計資料類の作成は,年 間65万 件にのぼ り,ホ
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ス トコンピュータの重荷になっているばか りでな く,入 力データの作成,カ ー ド・パ ンチ作業にも

多くの労力を費している。

保険給付に しても,毎 月医療機関から届 く請求書(レ セプ ト)は,6万6千 枚以上,保 険支払額

は5億 円を越えて,そ の迅速な処理は容易でない。

これらの事情を考慮 して,シ ステム開発の目標を次のように集約 した。そして目標は,お おむね

実現 し得た。

(1)被 保険者台帳類 を廃止する。

② 被保険者資格の異動処理事務 と保険税課税事務並びに保険税収納事務を一元化する。

(3)バ ッチ処理 は出来るだけ避け,事 務は リアル処理 を原則とす る。

(4)フ ァイルされる情報は,常 に最新で,迅 速正確 な処理 と提供 をはかる。

㈲ 照会回答の事務およびサービス業務を質的に向上す る。

(6)人 的省力効果と経済的効果 をあげる。

Cシ ステムの概要

以 上 の よ う な開 発 目的 を満 足 させ る た め に,台 帳 類 に 替 わ るデ ー タ ・フ ァ イ ル を大 容 量 デ ィス ク

に確 保 す る こ と。 問合 せ 事 務 と窓 口事 務 の リア ル 処 理 に対 応 す るCRT,ビ リン グ端 末 な どの撰 択 。

これ ら周 辺 機 器 を充 分 に運 行 し,事 務 室 内 に 設 置 で き,し か も低 廉 価 額 に お さ え られ る よ うな コ ン

ピュ ー タが 必 要 で あ っ た 。

(1)機 器 構 成(5-12-1図 参 照)

中央 処 理 装 置

MELCOM80-31

メモ リー64Kバ イ ト

サ イ クル タ イ ム800ナ ノセ カ ン ド/2バ イ ト

入 出 力 制 御 割 込 み7レ ベ ル

チ ャ ンネ ル 最 大64

周辺 装 置

磁 気 デ ィス ク装 置50Mバ イ ト2台

磁 気 テー プ装 置800BPI2400ft .2台

(1台 は7ト ラ ッ ク と し,ホ ス トコ ン ピ ュー タ との イ ン タフ ェ イ ス用)

OMR(マ ー ク,パ ンチ 両 用)800欄300枚/分1台

ラ イ ン プ リン ター400行 ×132字/分1台

CRTデ ィ ス プ レー カ ラー 文 字(3色)2,000字5台
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5-12--1図 機 器 構 成

中央処理装冠(CPU)

64KB(64万 文字)

「

CRT

デ ィス プ レー

ピ リン グ
ター ミナ ル

CRT

デ ィスプ レー

CRT

デ ィス プ レー

ピ リン グ
ター ミナ ル

CRT

デ ィス プ レー

(2台 で1億 文字記憶)

デ ィ ス ク
50MB

テー プ

(MT)

カー ド読取装 置

(C/R)

CRT

デ ィス プ レー

ビ リン グ

ター ミナル

l

L-一_一_一_ 」
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ビ リ ン グ ター ミナ ル30字/秒

(2)オ ン ラ イ ン ・デ ー タベ ー ス ・シス テ ム

3台

5-12-2図 オ ン ラ イ ン ・デ ー タ ベ ー ス ・シ ス テ ム(1976.9か ら 処 理)

①

②

① 国保加 入者の届書によって異動および新規 を判断 しCRTで 確認する。'

さらにCRTの インプ ッ ト・デー タで各ファイル索引,更 新(追 加,削 除,修 正)を 行 う。

② 保険証 ・納付書等の新規 ・再交付につ いては即時 出力で きる。

上記新 システムはデイリー で異動処理 を行 ない常時最新情報が確保 できる。

'

(3)デ ィス クに フ ァ イ ル され る デ ー タ

5-12-1表 デ ィ ス ク に フ ァイル され るデ ー タ

㊧ 索 引 コー ド(キ ー)A… 住民 記 録個 人 コー ドB… 国 保 記号 番 号C… 氏 名P… パ ッ ク(数 字 の桁 ヅ メ)

フ ァ イ ル 名 デ ー タ 量 1件 当 りの桁数 索 引 キー

被 保 険 者 資 格 個 人 180,000件 86 A.B.C

課 税 明 細.(世 帯 単 位) 50,000 128(P) A

住民記録(必要 デー タと国保該 当者 を除 く) 220,000 68 A.B.C

住 民 税 ・ 固 定 資 産 明 細 160,000 28 A

保 険 税 収 納 消 込 デ ー タ 300,000 14(P) 一

保 険 税 還 付 デ ー タ 10,000 48 A.B

被 保 険 者 異 動 デ ー タ 6,000 324(P) 一

過 年 度 課 税 明 細 3,000 64(P) 一

過 年 度 住 民 税 ・ 固 定 資 産 明 細 3,000 28(P) A

住 所 コ ー ド ・ デ ー タ 300 28 A

世 帯 索 引 デ ー タ CRT5台 分 エ リア 512 一

・

Qフ ァ イ ル(CRT変 換 デ ー タ) CRT5台 分 エ リア 一

合 計 932,300
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(4)オ ン ラ イ ン処 理 業 務

5-12-2表 オ ンラ イン処理 業務 ◎ 処理件数は年間

;業 務 名 処理件数 業 務 名 処理件数

被 保 険 者 証(新 規 ・再 交 付) 8,418件 通 常 異 動 処 理 26,614件

納 税 通 知 書(再 交 付 用) 250 給 付 資 格 審 査 エ ラ ー 検 索 60,000

保 険 税 関 合 せ 23,460 そ の 他 各 種 問 合 せ 520

被 保 険 著 聞 合 せ 5,000 そ の 他 各 種 検 索 300

保 険 税 収 納 状 況 一 納 税 証 明 書(市 民 税 誤 用) 300

保 険 税 還 付 通 知 書 6,000 合 計 130,862

Dシ ステム適用効果

機 種 決 定 か ら本 番 稼 動 に 至 る ま で約5カ 月の 短 期 間 に,8人 のSE(三 菱 電 機3人,デ ィー ラ の

丸 善1人,川 口市4人)で シ ス テ ム をつ く りあ げ た 。

6月19日 本 稼 動 で,ま だ 実 績 が 短 く,効 果 を は か る こ とが 出 来 な いが,シ ス テム 設 計 時 に試 算 し

た デ ー タ を次 に掲 載 す る。

(1)省 力 的 効 果

5-12-3表 省 力 的 効 果

業 務 別

現行事務 システム(職 員12名) 改善事務 システム(職員10名)

削減時間
必要執

務時間
割 合

職 員1
人 当 り
(月)

職 員1
人 当 り
(年)

必要執
務時間 割 合

職 員1
人当 り
(月)

職 員1
人当 り
(年)

企 画 計 画 事 務
(含む職員研修)

552 2.22 3.8 46.0 552 2.69 4.6 55.2 0

日 常 的 事 務 12,712 51.11 88.3 1059.0 9,882 48.22 82.4 988.2 △2,830

定 期 的 事 務 8,406 33.80 58.4 700.5 6,861 33.47 57.2 686ユ △1,545

時 間 外 事 務 580 2.33 4.0 48.3 250 1.22 2.1 25.0 △330

他 課 ・ 係 応 援 事 務 540 2.17 3.8 45.0 540 2.63 4.5 54.0 0

調 査 ・ そ の 他 の 事 務
(推計課税等)

462 1.86 3.2 38.5 1,062 5.18 8.9 106.2 600

職 員 休 暇 1,620 6.51 11.3 135.0 1,350 6.59 1L3 135.0 △270

合 計(及 び 平 均) 24,872 100.00 172.7 2072.7 20,497 100.00 170.8 2049.7 △4,375

(注)年 間 勤務 日数270日(土 曜 日は%日)と した。

現 行事 務 シス テム の数 値 は1975年 度実 績 。

定 期 的事 務 は,年 間1回,毎 月1回 とい った 周期 的 事務 。
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(2)帳 票類の廃止
5-12-4表 帳 票 類 の 廃 止

帳 票 名

仮 算 定 台 帳

枚 数 冊 数
ロ ッ カー

台 数
帳 票 名 枚 数 冊 数

ロ ッ カー

台 数

5,000 20 ※ 異 動 連 絡 票 50,000 単票 ※

国保基本(課税)台帳 60,000 単票 5台 パ ン チ カ ー ド 100,000 〃 1台

世 帯 主 索 引 簿 10,000 34 ※ 各 種 連 絡 帳 票
(電 算)

100,000 〃 ※

収 納 リ ス ト 20,000 30 ※ 合 計計 255,000 84 8台

※ 合せ て2台

(3)経 済的効果

5-12-5表 経 済 的 効 果

(1976年4月1日 現 在)単 年 度 分

削 減 内 容 削 減 額

職員減(2名 聞接費用含む) 7,046,957円

職員増抑止(予 定2名 聞接費用含む) 約5,500,000

削 減 時間(4375時 間)1時 間700円 と して 3,062,500

各種帳票廃止 1,850,000

ホ ス ト ・コ ン ピュー タの削 減 10,200,000
.

、 合 計 27,659,457

(4)一 般的効果

窓口事務はスピー ド・アップする。

届書の処理 約20秒

被保険者証の発行 約5秒

納税通知書などの発行 約5秒

税額の計算 約15秒

電話の問合せにも即応できる。

被保険者ファイルの検索5秒 ～10秒

事務形態が変わる。

転記転記の事務がな くなる。

複雑な計算事務がな くなる。

職員だれでもが どの仕事で も処理できる。
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E将 来の構想

こ の シ ス テ ム は,国 民 健 康 保 険 事 務 に 限 った もの で,大 き な拡 張 は考 え て い な い。

しか し,同 課 内 に あ る国 民年 金事 務 に つ い て,別 の シ ス テ ム化 を来 年 度 目標 で検 討 して い る。 こ

れ ら2つ の シ ス テ ム を併 置 し,デ ュ ー プ レ ッ クス な運 用 をす る構 想 で あ る。

事 務 の即 時 処 理 に あ って 最 も心 配 され る こ とは,マ シ ン ・ トラ ブ ル ま た は シ ス テ ム ・ダ ウ ン で あ

り,2つ のCPUが 時 に よ っ て互 に サ ポー トで きる シス テ ム に した い と考 え て い る。

ホ ス トコ ン ピ ュー タ との 関 係 につ い て は,国 民 健 康 保 険 か ら他 部 門 へ の 情 報 提 供 の要 は 殆 ん ど な

く,定 例 的 サ マ リー 類 の提 供 で充 分 で あ る こ とか ら,磁 気 テー プ で の イ ン タ ・フ ェ イス を配 慮 す る

だ け で よ い と考 え て い る 。

なお,同 市 の 総 合 的 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テム の 目標 は,総 合 行 政 情 報 シ ス テ ム と呼 び,こ れ か ら

そ の 方 向 に進 む 段 階 で あ る 。

個 々 の シ ス テ ム を,セ ン ター ・シ ス テ ム,コ モ ン ・シ ス テ ム,プ ロ パ ー ・シ ス テ ム の3組 織 に 編

成 し,全 て を総 合 して,行 政 の 政 策 策 定,経 営 お よ び管 理 をサ ポー トし よ う とす る もの で あ る。

この 構 想 に従 って,来 年 度 で は ホ ス トコ ン ピ ュー タ を レベ ル ・ア ップ し,セ ン ター ・シ ス テ ム を

構 築 す る考 え で い る。 国 民 健 康 保 険 お よ び 国 民年 金 の シ ス テ ム は,プ ロパ ー ・シ ス テ ム に あ た る こ

と とな ろ う。
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13中 野 区 の住 民記 録 システ ム

Aは じめ に

中 野 区 で は1961年 に設 置 さ れ た事 務 改 善 委 員 会 の答 申 に基 づ き,行 政 近 代 化 の推 進 をは か っ た。

電 子 計 算 機 の導 入 も この 一 環 と して行 な わ れ た もの で あ り,1963年7月 回 委 員 会 で作 成 され た 「組

織 機 械 に よ る統 合事 務 処 理 方 式 シス テ ム図 」 が現 在 の統 合 シ ス テ ム の基 盤 とな っ て い る。

以 後,

1964年11月 住 民 記 録 シ ステ ム開 発着 手

1965年5月 区 民 マ ス ター テ ー プ.完成

1966年3月FACOM241D導 入

1968年10月 窓 口統 合 実 施(新 庁 舎 完 成)

1975年4月FACOM230-38導 入

を経 て現 在 に至 っ て い る。

B住 民記 録 シス テム とは

住 民 記 録管 理 とい う仕 事 は,新 しい行 政 需要 と しての 事 務 で は ない。 従 来 か ら行 政体 の 各 部 門 ご

と に,そ れ ぞ れ個 別 に管 理 され て き た住 民 に関 す る情 報 を,行 政 の執 行 過 程 で統 一 的 に把 握 し,こ

れ を行 政 の 計 画,実 施,統 制 の各過 程 で正 確 性,迅 速 性 を確 保 しなが ら需要 部 門 に諸 資料 を提 供 し,

行 政 の 効率 化 をは か る もの で あ る。

住 民 記 録 のEDP化 を実 施 す る こ とに よ り,行 政 水 準 が レベ ル ア ッ プ され,さ らに大 量事 務 処 理

に投 入 さ れ る職 員 をサ ー ビ ス部 門 に振 り向 け る こ とに よ っ て住 民 サ ー ビスの 向上 が は か ら れ る。

これ を具 体 化 す る ため

(1)統 合 窓 口の バ ッ クア ップ

住 民 の"た ら い ま わ し"等 評 判 の よ くな い窓 口 を改 善 し,ど の窓 口 で も全 て の届 出 が受 け付 け ら

れ,一 つ の 窓 口 で用 事 が全 て 終 る よ うに し なけ れ ば な ら な い。 一 度 届 出 が あれ ば各 部 門 に個 別 に届

出 が あ っ た の と同 じ状 態 を保 つ ため,こ の 情報 を適 時,各 部 門 に提 供 す る伝達 機 構 と して の 住 民記

録 シ ス テム が位 置 づ け られ る。

(2)個 別 業 務 間 を結 ぶ ネ ッ トワー クの 維 持

各 々 の業 務 で必 要 な デ ー タ を全 て把 握 して い たの で は膨 大 な 入 力 の た め の作 業 が 必要 と な る。 こ



287

れ を排 除 す る た め,各 個 別業 務 が 持 っ て い る資料 を他 業 務 に 公 開,提 供 し,相 互 の デ ー タ利 用 を活

発 にす る。 この こ と は重 複 入 力,重 複 フ ァ イ ル化 を さけ る こ とが で きる と と もに,中 継 シ ステ ム と

しての 役 割 も期 待 され る。

(3)大 量 事 務 処 理 の機 械 化

い わ ゆ る本 来 の業 務 と して考 え られ て い る もの で,住 民 票 か ら 人手 に よ り検 索 し,転 記 し,通 知

し,集 計 して い た もの を機械 化 す る。

住 民 票 か らの検 索 は必 ず大 量 か らの抽 出 で あ り,比 較 的機 械 に な じみや す い性 格 を持 っ て い る。

選 挙 業 務 をは じめ と して 多 くの業 務 に正 確 性,迅 速 性 を確 保 す る こ とが 出来 る。

を主 た る 目標 と して住 民 記 録 シ ス テム の開 発 を行 な っ た。(5-13-1図)

C統 合化への歩み

導 入 当初 は住 民 記 録,選 挙,住 民税,国 民健 康 保 険 と個 々 に シス テ ム の 開 発 を行 な っ た が,こ れ

らの業 務 間 の ネ ッ トワ ー クの確 保,後 発 シ ステ ム の 一 体 化 を目指 し段 階 的 に統 合 化 を推 進 した。

(1)第 一 段 階

住 民 票基 本 項 目の フ ァ イル 化,可 変KEYに よる異 動 処 理 シ ス テム,選 挙 業 務 の 開 発 等 個 別 業 務 と

して の 時期 。

ア 区 民 マ ス タ ー テ ー プ完 成,異 動 処 理 シ ス テ ムの 作 成1965年5月

イ 選 挙 業 務 の 適 用1966年5月1966年5月

ウ 選 挙 原 票 テ ー プ の統 合1967年7月1967年7月

(2)第 二段 階

業務 間 の ネ ッ トワ ー クの確 立 の ため,KEYの 絶 対 番 号 化,フ ァ イル項 目 を拡 大 し,順 次 盛 込 み を

行 な う。

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

区民マスターテープの拡大,異 動処理 システムの改正1967年11月

住民税(普 通徴収分)資 料盛込み1968年6月

国民健康保険資格盛込み1968年8月

国民年金資格盛込み1969年8月

生活保護記号盛込み1970年1月

保育所入所表示1970年5月

住民税(特 別徴収分)資 料盛込み1970年6月

区立幼稚園入園表示1971年4月

身心障害者盛込み1973年11月
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5-13-1図 窓 口業 務 と住 民 記 録 シ ス テ ム

窓 口(ピ ジプ ル レ コー ダー)
一 寸

住民票(個別票)

転入

出生

転出
死亡
転居
修正

住民票(個別票)

住民記録

関係ファ

イル

個別業

務 フ ァ

イル

ファイル方法 用 途1 (例 示) 役割機能

受付事務

ビ ジブ ル
窓口事務

証 明 〃 個別処理

コー レ ダ ー
例 外 〃

照合 〃 即時処理
判 定 〃

個別調査

住民記録 大量資格調査 一括処理

関係 フアイ 大量調査事務 大量通知業務
非即時処理

ル 管理資料作成
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(3)第 三 段 階

住 民登 録 者 の み の 住 民記 録 か ら,外 国 人 登 録 者,区 外 居住 者,住 民登 録 外者 ま で対 象 範 囲 を拡大 。

単 一 フ ァ イ ル か ら複 数 フ ァ イ ルへ,ラ ン ダム ア ク セ ス処 理 の 採用,情 報 収 集 の 拡 大 。

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

ファイル編成,異 動処理 システムの全面改正1975年9月

外国人登録者適用1975年12月

児童手当資格盛込み1975年12月

区外居住者適用1976年3月

住民登録外者適用1976年3月

就入学先学校 コー ド盛込み1976年4月

医療助成資格盛込み1976年6月

寝たきり老人表示1976年7月

社会保険資格盛込み1976年8月

(5-13-2図)

D情 報 の 多角的 利用

(1)情 報収集源の多角化

発足当初 は出張所から,窓 口統合以後は旧出張所を統合 した区民課からと入力部門を一元化 して,

,KEYの 転記がいらないターンアラウンド帳票(区 民マスターカー ド)を 利用 しての入混乱 が 少 く

力 に限 定 して きた。

しか し,こ の方 法 で は情 報 量 に限 界 が あ るた め,例 外 を認 め る こ と に よ り情 報 源 の拡 大 に努 め た

が,パ ンチ カ ー ドに よ る入 力 で は デ ー タ整 理 部 門 が複 雑 化 す る等 の理 由 で あ ま り拡 大 は で きな か っ

た。

1975年 の リプ レー スの 際 にOCRリ ー ダ ー を導 入 し,手 書OCRを 利 用 した 情 報 収 集 を開 始 した。

統 一 した 入 力 帳 票 を使 い,比 較 的 簡 単 に利 用 で き る ため,直 接 入 力 す る部 門 が 増 え,現 在 で は9課

(手書OCR利 用6課)と な った。 予 定 した フ ァ イ ル項 目 も充 実 しつ つ あ り,今 後 も入 力 項 目が増

加 す る見 込 み で あ る。(5-13-3図)

(2)情 報 の提 供

ア 処 理 サ イ ク ル の短 縮

第二 段 階 ま で の シ ス テム に お い て はデ ー タ処 理 の サ イ クル(他 業 務 か らの 反 映 分 も含 め て)が 短

い もの で も半 月,長 い もの で は6ヶ 月 もか か っ て い た が,こ の ギャ ップ を うめ る ため,個 別業 務 と

の連 繋 を よ り密 接 にす るこ と,ま た異 動 処 理 シ ス テム を ラ ンダ ムア クセ ス を利 用 した バ ッ チ処 理 に

移 行 す る等 に よ っ て長 い もの で も1ヶ 月程 度 と短 縮 し,よ り新 しい情報 が提 供 出 来 る よ うに な っ た。
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シ ス テ ム上 はDAIRY処 理 も可 能 で あ るが,事 後 処 理 担 当部 門 で の 整 理等 に問 題 が あ り
,例 外 的 に利

用 され て い る だ け で あ る。

イ 汎 用 プ ロ グ ラ ム の開 発

必 要 な時 に必要 な情 報 の提 供 を行 う ため に,簡 単 な パ ラ メー タ を与 え る こ とに よ り適 宜 使 用 で き

る プ ロ グ ラム を作 成 した。 検 索(個 人 情報 の検 索 は除 く),通 知,業 務 用 リス トを中心 に した もの で
,

住 民 関 係 業 務 は窓 口事 務 を除 くほ とん ど全 部 が 処 理 可 能 で あ る。

検 索 は,個 人 又 は世 帯 の属 性 に よ り抽 出 が 出 来 る。 個 人 用 は検 索KEY54種 類 ,1～4WAY,世 帯

用 はKEY10種 類,1～9WAYの 範 囲 内 で 自由 な組 合 せ に よ る抽 出 が 可 能 で あ る。

通 知 用 と して は,ハ ガ キ(縦 型1～3連,往 復),宛 名 カー ドで ,氏 名,方 書,調 査 用 欄 が操 作 で き

る。

業 務 用 リス トは,1人 分1行 の範 囲 内 で,プ リ ン ト項 目87種 類 を 自由 に組 合 せ られ ,見 出 し,用

紙 替 え,プ リン ト間 隔 等 の操 作 が で き る。

こ の他 に統 計 の汎 用 化 が 必 要 で あ る が ,現 在 分 析 中 で,統 計 地 図 等 の一 部 分 は開 発 済 で あ るが,

ほ とん どが これ か らで あ る。

こ れ らの汎 用 プ ロ グ ラム に よ り,随 時 必 要 な 情報 が提 供 で きる よ うに準 備 して い る
。

(5-13-4図)

E今 後の方向

(集 中 か ら分 散 へ)

台 帳 集 中 に よ る窓 口統 合 を行 な っ た結 果,地 域 の 窓 口 の機 能 は著 し く低 下 した。 これ を解 決 す る

ため,区 民 館(地 域 セ ン ター)構 想 を も とに ,出 張所 の機 能 回 復 ・拡 大 を は か っ て い る。"地域 の 区

長室"を モ ッ トー に して,住 区協 議 会 を中 心 と した地 域 住 民 に よ る施 設 の 自主 的 運 営
,権 限 の 拡 大

に よ り地 域 の 問 題 は地 域 内 で解 決 す る こ と を 目標 と した ,コ ミュ ニ テ ィー作 りで あ る。

この権 限 の 中 に は い まま で本 庁 で しか受 付 け ,処 理 され て いな か っ た事 務 も含 ま れ て お り,一 掴

集 中 した事 務 を新 しい内 容 で再 度 の分 散 を行 なっ て い る。 現 在1館 が設 置 ,運 営 され て い るが,5

ヶ年 で14館(う ち出 張 所 改 組11館)に す る予 定 で あO,さ らに 多 くの事 務 の分 散 が 予 想 され
,現 在

の集 中 に よ る効 果 を保 ちつ つ ,地 域 で処 理 す る体 制 を確 立 す る必 要 が あ る。

す な わ ち,住 民 記 録 シ ス テム に即 時処 理,個 人 情 報 検 索 の機 能 を求 め る もの で あ り
,他 個 別 業 務

との よ り密 接 な連 繋 を求 め て い る。 この 需要 に対 応 す るた め
,オ ン ラ イ ン リアル タ イム処 理 に移行

し,台 帳 の 分散 を防 ぐため,漢 字 処 理 シ ス テ ムの確 立 が今 後 の大 き な課 題 で あ る。
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愛知 県警察本部 ・交通部運転免許試験場の漢字 プ リンター・

イ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

Aシ ステム開発の背景

愛知県の運転免許試験業務は,急 激なモー タリゼイションの発展のために,来 場者が増加 してき

たので,1965年4月 新庁舎 を建設したが,こ の機会に,従 来か らの人手による処理では,事 務量の

増大による業務 を迅速に処理することが困難 となってきていたので,業 務の機械化により,事 務の

合理化,省 力化を推進することとし,小 型電子計算機(モ ンロボット11型)の 導入,並 びに自動採

点装置,電 光発表盤等を設置 した。

その後憂に,1969年 警察庁において,全 国の運転者の免許に関する各種の資料 を集中管理すべ く,

電子計算組織 を導入して運転者管理センターが発足 し,免 許事務の総括をすることとなったため,

愛知県における免許デー タの登録 ・各種事実照会を電算化 し,更 新免許証 を即 日交付するなど県民

サー ビスの充実をはか るため10月,本 格的な電子計算組織NEAC2200・ モデル200を 導入して,

免許試験業務および免許証作成業務め電算処理の強化 ・充実をはかった。

これらの免許関係業務の電算化にもかかわらず,本 県の免許の所持者は,1969年12月 末現在の約

1,509,000人 から1975年12月 末,約2,066,000人 とな り約557,000人 の増加を示 し,免 許に関する

事務は,従 来の電子計算組織による単一処理方式では,窓 口処理に時間がかか り,必 要な時間まで

に事務ができなくなり,免 許証更新や免許試験の受験等で来場する人々に長時間の待合せの負担を

かける恐れがでてきたため,免 許証作成を含む免許業務および免許試験業務の多重処理 を随時に行

ない,よ り効率的な電算運営 をはかるため,NEAC2200シ リー ズ ・モデル375へ の機種強化を19

74年3月 実施 した。

これ ら電子計算組織による業務処理 と併行して,1967年 から免許証の印字を行っていた漢字印字

機についても,印 字速度が1分 間で1枚 の免許印字 しかできないために,年 々増大す る事務量に対

処 しきれず,設 置台数の大幅な増設と要員の増加が必要 となった。しか し,限 られたスペースと人

員の増員が困難なために,印 字速度の飛躍的な高速化 と電子計算組織に直接制御が可能な漢字高速

プ リンター ・システムを導入して,増 大す る事務に対処 し,特 に,窓 口における免許証の更新事務

をより効果的に処理 して,県 民サービスの向上をはかるため,電 子計算組織 とオン ・ラインで結合
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し,イ ン ラ イ ン ・リア ル タ イム 処 理 と した 漢 字 情 報 シ ス テ ム が,必 要 と な っ た の で あ る。

こ れ らの 背 景 か ら,本 シ ス テ ム の 開 発 研 究 が 数 力年 に わ た っ て行 わ れ,1975年10月 本 番稼 動 とな

り今 日に 至 っ たの で あ る。

な お,漢 字 処 理 業 務 につ い て は,今 後 と も免 許 統 計 ・免 許 照会 等 に 活 用 の 必 要 が要 求 され て い る

問 題 で あ る。

Bシ ステムの概要

(1)目 的

同システムは,電 子計算組織本体のNEACシ リー ズ2200・ モデル375か ら,漢 字情報を受けて,

ドット方式による,文 字パターン(17×18ド ッ ト)に 変換後,印 字形式に編集 して,漢 字プリンタ

ーで,印 字するシステムである。

② 意義

オン ・ライン端末(入 出力タイプ ・ライター)に よって,必 要データを入力し,免 許ファイルか

ら,漢 字情報を直接検索し,漢 字プリンターに出力す ることができるようになり,当 試験場の窓口

へ直接来場される方の免許証更新処理が,イ ン・ライン・リアル処理 となって来場者の待ち時間の短

縮および,紙 テープ媒体の廃止等による経費の節減が可能 となった。

(3)内 容

電子計算組織本体で処理 され,免 許証写真を撮影するための,台 紙等を印字する必要なデー タを

一括処理するものである。

ア 窓口の免許証更新処理を,入 出力タイプ ・ライターか ら直接ファイルをサーチ して,窓 口に

設置 されている,漢 字プ リンターに免許証の写真台紙を印字する。

イ 免許試験に合格 したものに対 して,免 許証作成のための,写 真台紙を印字する。

ウ 警察署の窓 口へ申請した,免 許証更新処理 をバ ッチで処理 して,そ の写真台紙および,記 載

事項等の変更 をラベル紙片に印字す る。

工 免許証の有効期限が,失 効 したものに対 して,期 限切れのための 「案内ハガキ」を印字する。

Cシ ステム開発主体お よび協 力者

漢 字 プ リン ター ・イ ン ラ イ ン ・シス テ ム の開 発 主 体 は,運 転 免 許 試 験 場 で あ るが,シ ス テ ム の 設

計 等 に は,日 本電 気 株 式 会 社 が 参 加 し た。

D建 物の概要 とシステムの適用開始時期

所在地 名古屋市天白区天 白町大字平針字黒石2845
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計算機室

事務室

試験運用開始

運用開始

152.16mt

84.20m2

1975年8月

1975年10月

Eシ ステムの適用効果

従 来 の オ フ ・ラ イ ン処 理 の 漢 字 印 字 機 を使 用 し た と きは,1件 に1分 の 印字 時 間 が 必 要 で,し か

も,一 定 時 間 に 受 付 を終 了 した 者 で も,次 回 の 免 許 証 交 付 時 間 ま で,待 つ こ とが 多か っ たが,イ ン

・ラ イ ン ・リア ル処 理 で は ,免 許 証 の 台 紙 の 作 成 が,数 倍 の 速 さ で あ るの で,来 場 者 の 待 ち 時 間 が

短 縮 さ れ た 。

また,諸 経 費 の面 で も,オ フ ・ラ イ ン処 理 の と きは,入 力 デ ー タ を一 た ん 紙 テー プ に さん 孔 して,

処 理 結 果 を さ らに,紙 テ ー プ に さん 孔 して い た の で,そ の イ ン ・ラ イ ン ・リア ル処 理 に よ っ て,紙

テ ー プ 媒 体 が,廃 止 され た こ と,或 い は,オ フ ・ライ ン漢 字 印 字 機 の 減 耗 補 充 お よ び,デ ー タ の 増

加 に伴 な う増 設 が な くな り,大 幅 に,経 費 が 節 減 で き た。

F他 のシステム との関係

漢 字 プ リン ター ・シ ス テ ム は,電 子 計 算 組 織 本 体 で あ るNEACシ リー ズ2200・ モデ ル375の も

とで制 御 され て い る。

電 子 計 算 組 織 本 体 で,業 務 処 理 を 実施 して,漢 字 情 報 を一 た ん,電 子 計 算 組 織 本 体 に,設 置 さ れ

て い る,キ ュー イ ン グ ・フ ァ イ ル(磁 気 デ ィス ク)へ 出 力 し,イ ン ・ラ イ ン ・リア ル処 理 に つ い て

は,逐 次,漢 字 プ リン ター ・シス テ ム の 要 求 に よ り,キ ュー イ ン グ ・フ ァ イル か らデ ー タ を,オ ン

・ラ イ ン ・ア ダ プ ター を介 して ,漢 字 プ リン タ ー ・シ ス テ ム へ 送 信 す る。 ま た,バ ッチ処 理 につ い

て は,処 理 の 結 果 に よ っ て,漢 字 の 印字 が 必要 な デ ー タ は,す べ て,キ ュー イ ン グ ・フ ァ イ ルへ 出

力 す る。 電 子 計 算 組 織 本 体 が,そ の バ ッチ処 理 の 終 了 を確 認 した と き,ス ケ ジ ュー ラに よ っ て,漢

字 プ リ ン ター 送 信 プ ロ グ ラム が 働 き,漢 字 デ ー タ を漢 字 プ リン ター ・シス テ ム に 送 信 す る 。

漢 字 プ リン ター ・シス テ ム は,漢 字 デ ー タ を受 信 した の ち,必 要 な処 理 を行 な い,プ リ ン ター を

制 御 す る もの で あ る。

な お,電 子 計 算 組 織 本 体 と漢 字 プ リン ター ・シス テ ム が,一 旦 接 続 され る と本 体 側 の ジ ョブ(漢

字 送 信 プ ロ グ ラム)が,ま だ 起動 され な くて も相 互 に 非 同期 に,接 続 状 態 を監 視 して,障 害 チ ェ ッ

ク を行 っ て い る。
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5-14-1図 シ ス テ ム概 要 図

ユーイング

・フ ァ イ ル

電子計算組織本体

NEACシ リー ズ2200

モ デ ル375

オン
・ライン

アダプタ

漢 字 プ リン ター

借llイ 卸 音B

入 出力 タイプ
・ライ ター

G人 と の イ ン タ ー ・フ ェ ー ス

(1)言 語

ア セ ン ブ ラ と フ ォー トラ ンが,使 用 で き るが,現 在 は,す べ て ア セ ン ブ ラで 処 理 して い る。

な お,電 子 計 算 組 織 本 体 は,ア セ ン ブ ラ お よ び,コ ボ ル で処 理 して い る。

(2)漢 字 プ リン ター ・シス テム の 操 作 パ ネ ル

漢 字 フ.リン ター 制 御 部 を起 動 させ る た め のパ ネ ル 操 作 盤 で あ る。

(3)入 出 力機 器

ア 漢 字 制 御,コ ン ソ ー ル ・タ イ プ ・ラ イ ター

こ の タ イ プ ・ラ イ ター は,漢 字 制 御 部 との メ ッセ ー ジ のや り と りに使 用 され,必 要 に よ っ て は,

デ ー タ を紙 テ ー プ に,出 力 す る とき に使 用 して い る。

イ 入 出 力 タイ プ ・ラ イ ター

こ の タ イ プ ・ラ イ ター は,イ ン ・ラ イ ン ・リア ル 処 理 の端 末 と して,免 許 証 更 新 の 受 付 窓 口 に 設

置 し て,免 許 証 更 新 の デ ー タ を入 力 す るた め に使 用 し て い る。

な お,こ の タ イ プ ・ラ イ ター は,キ イ ー ・ボー ドお よ び,紙 チー フ.から,デ ー タ を入 力 す る こ と

が で き る。
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ウ 漢字プ リンター装{置

この漢字プリンター装置は,イ ン ・ライン ・リアル処理で作成する免許証写真台紙およびパ ッチ

処理で作成す る新規免許証写真台紙,免 許証の期限切れ案内ハガキ並 びに,警 察署の窓口に申請 し

た免許証写真台紙,記 載事項等の変更ラベル紙片等を印字するときに使用 している。

工 紙テープ入力装置

こ の紙テープ入力装置は,漢 字プリンター ・システムのオブジェクト・プログラムおよび紙テー

プにさん孔 されているデータを入力す るときに使用 している。

Hプ ログラム構成

プ ロ グ ラム は,デ ー タ送 受 信 の オ ン ・ラ イ ン処 理 プ ロ グ ラ ム とイ ン ・ラ イ ン ・リア ル処 理 の 免 許

証 更 新 デ ー タ処 理 お よび,漢 字 情 報,処 理 プ ロ グ ラム か ら,構 成 され て い る。

(1)デ ー タ送 受 信(イ ン タ ー ・フ ェー ス)オ ン ・ラ イ ン処 理 プ ロ グ ラム

電 子 計 算 組 織 本 体 で処 理 した,旧 漢 字 印 字機 の 漢 字 コー ドをテ ー ブ ル 変 換 して,NEAC標 準 漢

字 コー ドに 直 し,漢 字 プ リン ター ・シ ス テ ム に 送 信 す る プ ロ グ ラム で あ る。

5-14-2図

変
プ

イン ・ラ イ ン ・フ ァ イル

処 理

オフ ・ライ ン ・フ ァ イル

処 理

ジ ャー ナ ル ・フ ァイ ル

処 理

メ モ リ ・レ ジデ ンス

ル

オ ー バ ー ・レ イ ・プ ロ グ ラ ム

イ ン ・ラ イ ン ・リ ア ル 処 理

　　
バ ッチ処 理

　

イ ン ・ラ イ ン ・ジ ャー ナ ルか
らのデ ー タ送信

② イ ン ・ラ イ ン処 理 プ ロ グラ ム

ォ ン ・ラ イ ン端 末 機 で あ る入 出 力 タ イ プ ・ラ イ ター か ら,デ ー タ を受 信 して,デ ー タ ・フ オ マ ッ

トに した が っ て,NEACコ ー ドに 置 替 え られ る。 デ ー タは,そ の 後,免 許 証 更新 プ ロ グ ラム の デ

ー タ ・バ ッ フ ァー に 引渡 し,免 許 フ ァイ ル をサ ー チ して,該 当デ ー タ を処 理 し,キ ュー イ ン グ ・フ

ァ イル へ 出 力処 理 す る プ ロ グ ラム で あ る 。
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5-14-3図

免 許 フ ァイル 更 新
処 理

ジ ャー ナ ル ・テー プ

処 理

オー プ ン処 理

リス ター ト処 理

タ イプ ・ラ イ ター制 御

NEACコ ー ドに 変 換(紙 テ ー プの 漢

字デ ー タは,2フ レー ム1字 の ため)

紙テー プか らの入力処理

キ ュー イ ン グ ・フ ァ イルへ の 出力処 理

障害復 旧用ファイル

(3)漢 字 プ リン ター ・シス テム

ソ フ ト ・ウ ェア の 名 称 は,FEKP(FRONTENDKANJIPROCESSOR)

と称 し,漢 字 情 報 処 理 モ ニ タ で あ る。

内部 処 理 方 式 と して,デ ー タ処 理 の 起 動 を,キ ュー(Queue)制 御 方 式 と した 。

漢 字 情 報 処 理 プ ロ グ ラ ム(モ ニ タ)は,5-14-4図 に 示 す モ ジ ュー ル に よ って,構 成 され て い る。

以 下,各 機 能 を説 明 す る。

ア ス タ ー ト ・ア ップ

シ ス テ ム に対 し て起 動 機 能 を もち,電 子 計 算 組 織 本体 か ら,漢 字 情 報 処 理 プロ グ ラ ム を ロー ドし

た の ち,プ ロ グ ラム は起 動 す る。 ま た,ス ター ト ・ア ップ ・モ ジ ュー ル群 は,プ ロ グラ ム 起 動 完 了

後,漢 字情 報 の デ ー タ ・バ ッフ ァ と して,そ の エ リア が 使 用 され る。

イ 入 出 力 制 御

周辺 機 器 か らの,デ ー タ の 入 出 力 を制 御 し,プ ロ グ ラ ム ・タ ス ク間 の 入 出力 要 求 を実 行 す る 。

ウ 基 本 モ ニ タ
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5-14-4図 シ ス テ ム の 基 本 的 な動 作 を,制 御 す
/

漢 字 プ リ ン タ_る も の で ・割 込 分 析 ・タス ク制 御,タ イ
制 御 部 イ マ 監 視

,バ ッフ ァ管 理 等 の モ ジ ュ ー

ル 等 か ら成 る。

工 処 理 タ ス ク

漢 字 情 報 は それ ぞ れ の ジ ョブ に よ っ

っ て,出 力 され る プ リ ン ター が,指 定

さ れ て い る の で イ ン ・ラ イ ン用 とバ ッ

チ 用 に,そ れ ぞ れ1個 ず つ 設 定 し,そ

の プ ロ グ ラ ム で,同 時 に,イ ン ・ラ イ

ン お よ び,バ ッチ の デ ー タ処 理 が実 行

で き る よ うに,プ ロ グ ラ ム を開 発 した 。

(ア)1/0分 析

電 子 計 算 組 織 本 体 と漢 字 プ リン ター

間 の オー プ ン ・入 出 力処 理 ・クロー ズ

等 の 各 コマ ン ドを送 受 信 し,漢 字 情 報

の受 信 を制 御 す る 。

入 出 力 処 理 に つ い て は,漢 字 情 報 を

キ ュ ー イ ン グ ・バ ッフ ァヘ プ ー ル す る。

(イ)DRMI/O

上 記1/0分 析 で,キ ュー イ ン グ され た,漢 字 情 報 を読 み 出 し分 析 して,文 字 発 生 装 置(ド ラ ム)

上 に 格 納 され て い る,文 字 印 字 パ ター ン格 納 位 置 を計 算 す る。

(ウ)編 集 印字

漢 字 情 報 は,そ れ ぞ れ 改行,改 頁 の 必 要 が あ る か調 べ,文 字 パ タ ー ン編 集 後,1ド ッ トラ イ ン ご

と印 字 を行 う。

(エ)障 害 管 理

漢 字 プ リン ター ・シ ス テ ム に 障 害 が 発 生 した と き,作 動 す る もの で,電 子 計 算 組 織 本 体 と漢字 プ

リ ン ター ・シ ス テ ム が,接 続 され て い るか,分 間 隔 で チ ェ ッ ク して い る。

以 上 の 動 作 概 要 は,5-14-5図 の とお りで あ る 。
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5-14-5図
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1基 本 機 器 構 成

漢 字 プ リ ン ター ・シ ス テ ム の機 器 は,次 の とお りで あ る。

(1)漢 字 プ リン ター 制 御 部1台

漢 字 プ リ ン ター ・シ ス テ ム を制 御 す る装 置 で あ る。

(2)文 字 発 生 装 置1台

文 字 印 字 ドッ ト ・パ ター ン を収 納 す る装 置 で あ る。

(3)漢 字 プ リ ン ター装 置2台

漢 字 情 報 を 印字 す る装 置 で,印 字 方 式 は,静 電 記 録 紙 に よ る

(4)紙 テ ー プ 入 力装 置1台

ごッ ト ・パ タ ー ン 印 字 で あ る
。
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8単 位 の さん 孔 紙 テー プ を入 力 す る装 置 で,読 取 速 度 は300字/秒 で あ る 。

(5)漢 字 制 御 コ ン ソー ル ・タ イ プ ・ラ イ ター1台

漢 字 制 御 部 に,必 要 な メ ッ セ ー ジ を入 力 す る装 置 で,キ ィー ・ボ ー ド部 の 印 字 速 度 は,10字/秒,

最 大 印字 数 は,72字/行 並 び に,文 字 の 種 類 は64文 字 で あ る。

(6)入 出 力 タ イ プ ・ラ イ ター3台

イ ン ・ラ イ ン処 理 の端 末 機 で,キ ィー ・ボー ド部 と紙 テ ー プ部 か ら構 成 され,キ ィー ・ボ ー ド部

につ い て は,収 容 字 数96文 字,印 字 速 度15字/秒,並 び に最 大 印 字 数130字/行 で あ る。 また 紙 テ ー プ

部 に つ い て は,6単 位 の 紙 テ ー プ で,読 取 速 度 は20字/秒 で あ り,さ ん 孔 速 度 は20字/秒 で あ る。

(7)オ ン ・ライ ン ・ア ダ プ ター1式

電 子 計 算 組 織 本 体 と漢 字 プ リン ター ・シ ス テ ム を接 続 す る装 置 で あ る。
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15電 電公 社 のデー タ通信 サ ー ビスの現 状

Aは じ め に

電 電 公 社 の デー タ通 信 設備 サ ー ビス は,1968年 に 群 馬 銀行 お よ び全 国 地 方 銀行 協 会 の 各為 替 通 信

シ ス テ ム を開 始 して 以 来 順 調 な発 展 を遂 げ,1976年3月 末 現 在 で50シ ス テ ム が 稼 動 して い る 。

電 電 公 社 のサ ー ビス は,デ ー タ通 信 設 備 契 約 に 基 づ き,電 電 公 社 が 通 信 回 線,セ ン タ 設備,宅 内

装 置 な ら び に ソフ トウ ェア な ど を一 括 して 提 供 す る もの で あ るが,シ ス テ ム の 利 用 態 様,性 格 な ど

か ら2種 類 の サ ー ビス に大 別 され る。

そ の 第1は,大 型 コ ン ピ ュー タ の共 同 利 用 に よ る コス トパ フ ォー マ ン ス 向上 と ネ ッ トワ ー ク機能

に よ る オ ン ラ イ ン 処理 をね らい と した もの で,電 電 公 社 が あ らか じめ シ ス テ ム 機 能 を定 め て 設備 を

提 供 し,こ の 機 能 の 範 囲 内 で シ ス テ ム を設 計,建 設,提 供 す るい わ ば レ デ ィ メー ド型 のサ ー ビス(以

下 「公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビ ス」 とい う)で あ り,不 特 定 多数 の 一 般 ユ ー ザ を対 象 と した もの で あ る。

また,そ の 第2は 特 定 利 用 者(ま た は 利 用 団 体)の 求 め に 応 じ,そ の対 象業 務 に 適 した シス テ ム

を電 電 公 社 が 設 計,建 設,保 守 す る い わ ば オ ー ダー メー ド型 の サ ー ビ ス(以 下 「各 種 デ ー タ 通 信 サ

ー ビス」 とい う)で あ る
。

な お,こ の ほ かに デ ー タ通 信 設 備 使 用 契約 に 基 づ くサ ー ビ ス で は な いが,プ ッ シ ュ ホ ンに よ る サ

ー ビス と して 「電 話 計 算 サ ー ビ ス」 が ある
。

以 下,同 公 社 の 提 供 す るデ ー タ通 信 設備 サ ー ビ ス お よ び電 話 計 算 サ ー ビ ス に つ い て シ ス テム の概

要,利 用 状 況 な どの 現 状 を概 観 す る 。

B公 衆 デー タ通信 サ ー ビス

公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス に は 「科 学 技 術計 算 サ ー ビス 」 お よ び 「販 売 在 庫 管 理 サ ー ビ ス」 が あ り,

1976年3月 末 現 在,そ れ ぞれ9シ ス テ ム,11シ ス テ ム が 稼 動 して い る(5-15-1表)。

a科 学 技術 計 算 サ ー ビ ス

科 学 技術 計 算 サ7ビ ス(DEMOS-DEndenkoshaMultiaccessOn-lineSystem)は,

わ が 国 最 初 の 本 格 的 商 用 タ イム シ ェア リン グ シ ス テ ム と して1971年3月,東 京 に セ ン タ を開 設 し,

サ ー ビ ス を開 始 した 。1973年12月 以 降,従 来 のDEMOSに 加 え,公 社 が 国 産 メー カ3社 と共 同開

発 した 超 大 型 電 子 計 算機DIPS-1に よ るDEMOS-Eの 提 供 を開 始 し た。 また,こ れ と同 時

に広 くコ ン ピュ ー タパ ワー が 利 用 で き る よ う に,サ ブ セ ン タ方 式 が 導 入 され(5-15-2表),サ ー
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5-15-1表 公 衆 デ ー タ シ ス テ ム (1976年3月1ミ 現 イ1…)

シ ス テ ム 名 セ ン タ 設 置 場 所 サ ー ビ ス 開 飴 牛 月

科 学 技 術 計 算

(DEMOS)

*(DEMOS-E)

束 京

1 1971. 3

II 1972. 8

*llI 1973. 12

*w 1976. 3

大 阪

1 1971. 6

*II ]974. 1

*III 1975. 12

名 古 屋 1972. 8

*福 岡 1974. ユ0

販 売 在 庫 管 理

(DRESS)

束 京

1 1970. 9

II 1973. 2

*III 1975. ]0

大 阪

1 1971. 1

II ユ973. 9

*llI ]976. 3

名 古 屋
1 1972. 3

II 1974. 9

札 幌 1973. 3

福 岡 1973. 3

広 島 1974. 8

(注)*印 はDIPS使 用の もの で あ る。

ビ ス エ リア が 逐 次拡 大 され つ つ あ る。

(1)サ ー ビ ス の概 要

DEMOS-Eは 多数 の ユ ー ザ が通 信 回線 に よ っ て 結 ば れ た そ れ ぞれ の端 末 機 か らセ ン タの 大 型

コ ン ピュ ー タ にア クセ ス し各 種 計 算 処理 な ど を行 う コ ン ピュ ー タの 共 同 利 用 シ ス テム で あ る。

利 用 者 はDEMOS-Eに 備 え られ た ラ イ ブ ラ リプ ロ グラ ム の 利 用 は も ちろ んの こ と,利 用 者 自

身 が 自由 に プ ロ グ ラム(利 用 者 プ ロ グ ラム)を 作 成 し,業 務 処 理 を行 うこ とが で き るほ か,利 用 者

プ ログ ラム や デ ー タ を セ ン タに保 管 し使 用 す る こ とが で き る。

ま た,処 理 方 式 に は即 時処 理 と一 括 処 理 が あ るが,こ れ らの 利 用 につ い て は,す べ て ユ ー ザ が 処

理 業 務 の 性 質 に 応 じて コマ ン ド(指 示 言 語)で 必 要 な指 示 を与 え る こ とに よ り,自 由 に 選 択 す る こ

とが で き る。 使 用 言 語 と して は,FORTRANの み な らずCOBOL,BASIC,PL/1が 使

用 可 能 で あ り,技 術 計 算 か ら事 務 計 算 まで 広 範 囲 の 業 務 に 適 用 可 能 で あ る。

ラ イ ブ ラ リプ ロ グラ ム と して は,利 用 者 の プ ロ グラ ム 作 成 の 煩 雑 さ を解 消 させ るた め に頻 繁 に 使

用 され る と考 え られ る プ ロ グ ラム が 準 備 され て お り,従 来 の 建 築 ・土 木構 造 計 算 な ど の 技 術 計算,

PERT,シ ミュ レー シ ョン,LPな どの 経 営 計 算 を主 体 と した ライ ブ ラ リか ら,最 近 は デ ー タ検
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5-15-2表 サ ブ セ ン タ に よ るDEMOS-Eの サ ー ビ ス 状 況(1976年3月 末現 イli)

地 区 サ ー ビ ス開始 年 月

横 浜 1973. 12

札 幌 1974. 1

1山 台 〃

金 沢 〃

神 ∫一八 〃

広 島 〃

北 九 州 〃

川

水

新

名

ll産

山支

　り

浜

福

相

高

松

四

長

田

古

板

1二1

分

山奇

都

屋

固

」許.

Ll」

松

井

原

松

山

市

サlf

J

1974.2

〃

1974.3

〃

〃

〃

1974.11

1974.]2

〃

ユ975.1

〃

〃

1975.2

〃

〃

地

徳

高

長

松

長

倉

釧

沼

堺

本

分

島

路

山

山

島

岡

川

島

知

岡

本

崎

敷

路

津

サ ー ビ ス開 始 年 月

1975.'

1975.

1975.10

1975.11

〃

〃

〃

1976.2

〃

〃

〃

1976.3

〃

〃

索 な ど事 務 計 算 分 野 の ラ イ ブ ラ リの 充 実 が はか られ て い る 。

さ らに 今後,技 術 計 算 分 野 で マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ 用 プ ロ グ ラム 作 成 支 援 ラ イブ ラ リをは じめ,建

築 ・土 木 ラ イブ ラ リ,事 務 計 算 分 野 で財 務 会 計 ラ イブ ラ リな ど一 層 の 充 実 が は か られ る こ と とな っ

て いる 。

一 方
,端 末 装 置 に つ い て は,騒 音対 策 面,操 作 面 で の 向上 を図 った キー ボ ー ド ・プ リ ン タお よ び

サ ー マ ル ・プ リン タ を提 供 す る と と もに1200b/s高 速 端 末,CRTデ ィスプ レ イ とXYプ ロ ッ タ を

加 え るな どサ ー ビ ス の 拡 充 を推 進 して い る。

(2)利 用 状 況

DEMOSの 利用 状 況 は,1971年 のサ ー ビ ス開 始 以 来,順 調 に伸 び て お り,1976年3月 末 現 在,

約900端 末 に接 続,約750ユ ー ザ が 利用 して い る。,

端 末 機 の 設 置 状 況 は,東 京,近 畿,東 海 の3地 区 で全 体 の 約75%を 占め てお り,東 京,大 阪,名

古 屋 の 大 都 市 を中 心 に 利 用 され て い る。

ユ ー ザ に つ い て み る と,業 種 別 で は,サ ー ビ ス業(建 築 設計 事 務 所 を 含 む),建 設 ・製 造業 が 主 な

利 用 者 で あ り,DEMOSは 設計 計算 等 の 技 術 的 計 算 に 強 い と い う特1生を 有 す る こ とを示 して い る

が,DEMOS-Eに よ る性 能 向 .ヒに よ り,工 程,生 産 管 理,給 与 計 算,財 務 計 算 等 を 利用 す る分

野 に も次 第 に 利 用 さ れ る傾 向が み られ る 。

また,ユ ー ザ 規 模 別 に み る と,資 本 金1000万 円 の小 規 模 企 業 か ら10億 円 以 上 の 大 規 模 な もの まで
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広 く利用 さ れ て い る 。 こ れ は 中小 規 模 企 業 に お い て は コ ン ピ ュー タ を共 同 利 用 す る と こ ろ に大 きな

メ リッ トが あ る こ と,一 方 大 規 模 企業 に お い て は 二 次 的 利 用 の 需 要 が 増 加 して い る ため と思 わ れ る。

b販 売 在 庫 管 理 サ ー ビ ス

販 売 在 庫 管 理 サ ー ビス(DRESSDendenkoshaREal-timeSales-managementSystem)

は,オ ン ラ イ ン ・リア ル タイ ム 機 能 を駆 使 して 企 業 に お け る 販 売 在 庫 管 理,生 産 管 理 等 の 企 業 活 動

をサ ポー トす るデ ー タ通 信 サ ー ビ ス で1970年9月 に 東 京 に セ ン タ を開 設 し,サ ー ビス を開 始 し た。

以 来,大 阪,名 古 屋,札 幌,福 岡,広 島 と順 次 セ ン タ を開 設 した の をは じめ,1973年9月 よ リサ プ

セ ン タ方 式 を導 入 しサ ー ビス 地 域 を拡 大 して きた(5-15-3表)。

ま た,1975年10月 に はDRESSの サ ー ビ ス 内 容 向 上 を図 ってDIPS-1を 使 用 した東 京IIIセ

ン タの サ ー ビ ス を開 始 した 。

(1)サ ー ビ スの概 要

DRESSは,セ ン タに 設 置 され さ共 同利 用 の 大 型 コ ン ピュ ー タ と,こ れ と通 信 回 線 で結 ば れ て

い る端 末機 とで 構 成 され で お り,導 入 に 先 だ つ 現 状 分 析,シ ステ ム 設 計 か ら利 用 開始 後 の ア フ タ ケ

ア までの ソ フ トウ ェ ア,ハ ー ドウ ェ ア を一 体 と した シ ステ ム 商 品 で あ る とい う特 徴 を備 えて い る。

利 用 者 は,日 々 の取 引 デ ー タ を端 末 か らイ ンプ ッ トす る だけ で,あ らか じめ セ ン タの 利 用 者 フ ァ

イ ル に 格 納 さ れ て い る商 品台 帳 や 顧 客 台 帳 等 の 内 容 の 更 新,各 種 伝 票 作 成 あ る いは 日報,月 報 な ど

の 管 理 資 料 作 成 が 可 能 で あ る。 また,本 社,支 社,営 業 所,倉 庫 な ど を結 ん で メ ッセー ジ,伝 票 と

全 社 的 情 報 の一 元 化 が 実 現 で き る。 処 理 方 式 に は 即 時 処理 と一 括 処 理 の2つ が あ り,伝 票 作成,在

庫 問合 わせ 等 は 即 時処 理 で お こ な い,各 種 管 理 資 料 等 の 作 成 は 一 括 処 理 で お こ な っ て い る。

ま た,DRESSに 適 した対 象 業務 は,販 売 ・在 庫,受 発 注,経 理 業 務,生 産 管 理 等 の 企 業 活動

に お け る管 理 業 務 が 中心 とな って いる が,シ ス テ ム 設 計 の い か ん に よ っ て は 多分 野 に わ た る トー タ

ル シ ス テ ムが 可 能 で あ り,最 近 で は予 約,検 索 業 務 な どに も適 用 さ れ,そ の 範 囲 は 極 め て広 い もの

と な っ て い る。

(2)利 用 状 況

DRESSは1970年 に サ ー ビ ス が 開 始 され,1976年3月 末 現 在,約2700端 末 に接 続,約770ユ ー

ザ が接 続 さ れ て い る。

端 末 機 の設 置 状 況 は,東 京,近 畿 の 両 地 区 で全 体 の約65%を 占め て お り,ユ ー ザ につ い てみ る と

業 種 別 で は,卸 売 業,製 造 業 が 全 体 の約90%と な って い る。 ま た,資 本 金5000万 円 以 下 の企 業 が 約

60%強,従 業 員100人 未 満 の 企 業 が 約50%と 中 小 規模 の 企 業で の 利用 が 中 心 とな っ てい る。 しか し,

最 近 で は,DRESSの ネ ッ トワ ー ク機 能 に 着 目 し,自 社 の コン ピュ ー タ と併 用 す る こ とに よっ て

経 営 の 合 理 化 を図 ろ う とす る大 規 模 企 業 も漸 次 増 加 し て きて い る。
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5-15-3表 サ ブ セ ン タ に よ るDRESSの サ ー ビ ス状 況(1976年3月 末現 在)

地 区 サ ー ビ ス開始年 月 地 区 サ ー ビ ス開始 年 月

横 浜 1973. 9 豊 橋 1975. 31

金 沢 〃 八 尾 〃

京 都 〃 和 歌 山 〃

神 戸 〃 盛 岡 〃

北 九 州 〃 長 崎 〃

仙 台 〃 大 分 〃

新 潟 1973. 12 鹿 児 島 〃

岡 山 1974. 3 福 島 1975. 4

松 LII 〃 冨 山 ユ975. 6

岐 阜.
〃 倉 敷 1975. 7

姫 路 〃

一 宮 1974. 6 水 戸 1975. 12

熊 本 1974. 7 長 岡 ユ976. 1

静 岡 〃 松 本 ユ976. 2

福 井 〃 山 形 〃

旭 川 1974. 8 高 知 〃

浜 松 1974. 12 徳 島 〃

高 松 〃 前 橋 1976. 3

長 野 1975. 1
グ.,"寸

' 都 宮 〃

一ド

関 1975. 3 函 館 〃

C各 種 デー タ通 信 サー ビス

電電公社の各種データ通信サービスは1968年8月 群馬銀行為替通信 システム を第1号 としてサー

ビスを開始 して以来順次増加 し,1976年3月 末現在30シ ステムが稼動するに至っている(5-15-

4表)。

電電公社は従来か ら公共的,全 国的,開 発先導的なシステムを重点に国民福祉の向上,社 会開発

の推進などに寄与す るいわゆるナショナル ・プロジェクト関連システムの開発に積極的に取 り組ん

できた。た とえば,自 動車登録検査 システム,地 域気象観測システム,環 境情報 システム等がすで

にサービスを開始 しているほか,農 林省の生鮮食料品流通情報システム,神 奈川県救急医療情報 シ

ステムな どが現在設計あるいは建 設中 とな っている。なかでも神 奈川県救急医療情報 システムは,

いわゆる公共福祉型プロジェクトであ り,地 域医療における迅速,適 切な赦急搬送業務の支援,休

日・夜間の市民に対する医療機関案内,医 師等に対する救急医療関連情報の提供等により市民の生

命の安全確保 と市民 ・医師等の利便の増進,及 び救急医療体制の確立に寄与す ることを目的とした

もので,厚 生,通 産両省共管の 「(財)医療情報システム開発センタ」において調査研究が進め られ

ていたものであり,社 会的にも極めて注 目されているシステムである。

また,電 電公社がこの分野の ものとして自主開発し,現 在その具体化に向けて取組んでいるもの
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5-15-4表 各 種 デー タ通信 シス テム {1976フr3月 －Aミ」JLイ|i)

「戸 一一 川.ス テ ム 名 対 象 業 務 ・・タ端 場 川 サー・・1撚 ・・可
シ 1

・ 運 輸 省1'1動Il〔 局

官 公 パ 気 象 庁

1環 境 庁

登 録 ・ 検 査

気 象 観 測 情 報

環 境fllf報

東 京
〃

茨 城

1970.31
1974,111
1975.3i

i北 海 道 銀1「 1イ 金 札 幌 1971.7;

j五 畿 ↑ll":狙 と イf ∬ 金 ・為 替 ・貸1寸 大 阪 〃}

ト

千 葉 銀 行 [了 金 ・ 為 什 T・ 葉 1971.10

東 京 都 信 川 金 庫1';右会 ∬ 金 東 京 1972.3

金 大 阪 府lli用 金 庫 協 会 1了 金 大 阪 1972・41

横 浜 銀 行 lf金 ・為 件 ・貸 付' 横 浜 1972.5

中 央]・ 目/∫1銀 行 ∬ 金 ・ 為 替 名|ll屋 1972.10

静 岡 銀 行 h 金 ・為 替 ・☆ 付 清 水 〃

大 生 相 互 銀 行 h 金 ・為 替 ・貸付 ・】(京 1972.12

群 馬 銀 行 h 金 ・為 替 ・貸 付' 前 橋 1973.2

1 全 国 銀 行 協 会 為 替 東 京 1973.4

1 r「-1-1,し|-卸 ～i』f 預 金 ・.為 替 高 松 〃

'|`f森 銀 行 為{咋
・
}1「 森 〃

西 ヒ1本 湘1ノ':銀i'1二 預 金 ・為 替 ・貸付 福 岡 1973..6

京 都 銀 行 預 金 ・為 替 ・☆付 京 都 〃

北 陸地 区 信川 金庫1励会 1/ 金 ・ 貸 付 金 沢 〃

広 島 相.η:銀 行 1丁 金 ・ 為 件 広 島 〃

東 海 地 区fliln金bli協 会 ∬ 金 名 古 屋 1973.8

融 広 島 信 用 金 庫 1]1金 広 島 】974.1

北 海 道 信 用 金 庫 協 会 f頁 金 札 幌 1975.10

現 金 自 動 支 払 現 金 自 動 支 」2、 東 京 1975.ll

九 州 地 区 信 用 金 庫 預 金 福 岡 1975.12

東北地 区信川 金庫 協 会 預 金 1山 台 1976.3

税 理 士 会 東 京 地 ノ∫税 理.1:会 税 務 会 計 横 浜 1974.2

農 協
鳥 取 県 農 協

富 山 県 農 協

信 用 ・購 買 ・販売

信 用 ・購 買 ・販売

鳥 取

富 山

1972.8

1973.3

運 輸 東 ・正 川 内 航 空 座 席 予 約 東 京 1972.10

と して 共 同利 用 型 医療 情 報 シ ス テ ム が あ る。 こ の ほ か,多 くの シス テ ム に つ い て主 管 省 庁 等 の シス

テ ム 化 構 想 に 協 力 して い る。 こ の ほ か わ が 国 で は オ ン ラ イ ン 化 が 金 融 関係 を 中心 と して 普 及 して き

た こ とが 公社 シ ス テ ム に も反 映 され て お り,金 融 機 関 関 連 シ ス テ ム が 高 い ウ ェ イ トを 占め て い るが,

な か で も1973年4月 に サ ー ビス 開 始 し た全 国 銀 行 シ ス テ ムは 全 国 の 都 市 銀 行,地 方 銀 行の 計87行,

約7600店 舗 を結ぶ 全 国 的 な シ ステ ム で あ る。 ま た,1975年11月 に サー ビ ス を開始 し た'現金 自動 支 払

シ ス テ ムは,CDカ ー ドを使 って デ パ ー ト,街 頭 な どに 設置 した 現 金 自動 支払 機 か ら加 盟 銀 行 預 金

の 払 出 しが で き る,い わば 各 銀 行 共 通 の 』〉街頭 銀 行"と もい え る もの で,各 行 の コ ン ピュ ー タ と 自

動 支 払 機 をセ ン タ を介 して 相 互 に 結 ぶ 世 界 で も 類例 の な い シ ス テ ム で あ る 。1976年3月 末 現 在,都

市 銀 行,地 方 銀 行,相 互 銀 行 な ど計54行 が 参加 して,6大 都 市 とそ の 周辺 地 域 を対 象 に サ ー ビ スが

提 供 され て い る。

こ の ほ か,各 地 域 の 信 用 金 庫 協 会 シス テ ムや 税 理 士 会 シ ス テ ム の よ うな 共 同利 用 型 シス テム が 公

社 シ ス テ ム の特 徴 の1つ とい え よ う。
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Dそ の 他

以 上 の デー タ通 信 設 備 サ ー ビ スの 他 に,プ ッ シュ ホ ンか ら コ ン ピ ュー タパ ワー を 利 用 し一 般 計 算

を行 う電 話 計算 サ ー ビ ス(DIALS-DendenkoshaImmediateArithmeticandLibrary

System)が あ る。 こ れ は電 電 公 社 が デ ー タ通 信 の 大 衆 化 をね らい と して1970年9月 か ら提 供 し て い

る世 界 で も類 を見 な い ユ ニ ー ク なサ ー ビ スで あ る。

1976年3月 末 で 東 京,大 阪,名 古 屋 をは じめ,横 浜,京 都,神 戸 な ど 全 国 主 要 都 市 を 中心 に29都

市 で 利用 可能 とな って お り,今 後 さ ら にサ ー ビ ス提 供 地 域 の 拡 大 を計 画 して い る 。

(1)サ ー ビ スの 概 要

DIALSは,一 般 通 信 用に 使 用 され て い るプ ッシ ュ ホ ン を用 い て,セ ン タを 呼 び 出 し単 純 な四

則 演 算 か ら微 積 分,分 散,分 析 な どの 高 度 な 計 算 ま です べ て リア ル タ イム で 処 理 し,音 声 で 回 答 を

を行 うサ ー ビ スで あ る 。

計 算 方 法 に は,直 接計 算,定 義 計 算,ラ イ ブ ラ リ計 算 の3種 類 が あ る。 直 接 計 算 は 計 算 式 の とお

リ押 しボ タ ン で入 力 して計 算 す る もの で あ り,定 義 計 算 は 計 算 式 を押 し ボ タ ンに よ り コ ン ピ ュー タ

に 記憶 させ て か らデ ー タ を 入 力 して 計算 す る方 法 で あ る。

DIALSの ラ イ ブ ラ リは,現 在104種 類 で あ り,断 面 性 能 や 電 気 回路 の よ うな 専 門 的 計 算か ら

金 種 別計 算,手 形 の 割 引 な どの 一 般 事 務 計 算 他,バ イ オ リズ ム,日 数 計 算 の よ う な もの な ど広 範 囲

に わ た っ て用 意 され て い る 。

(2)利 用状 況

DIALSを 利 用 で き る プ ッ シ ュ ホ ンの 数 は1976年3月 末 で 約119万 台 に 達 して い る。

DIALSを そ の 利 用 面 か ら 見 る と直 接 計 算 が 大半 を 占め て い るが,ラ イブ ラ リの 拡 充 に よ りラ

イブ ラ リ計算 の 利用 が 伸 び つ つ あ り,な か で も 「最 小 二 乗 法 」 「複 利 計算 」 「バ イ オ リズム 」 「日

数 計 算 」 な どが よ く利 用 さ れ て い る。

E今 後 の課題

こ こ数年,わ が 国 の デ ー タ通 信 をめ ぐる環 境 条件 の変 化 は め ま ぐる しい も の が あ る。

こ の よ うな 中 に あ っ て,電 電 公 社 は,従 来 か ら公 共 的 性 格 の 強 い シ ス テ ム 、 全 国規 模 に わた る シ

ス テ ム,開 発 先 導 的 シ ス テ ム の 開発 に 重 点 を お い て 取 組 ん で き た。

こ の 取 組 姿勢 は 今 後 も変 る もの で は ない が,と くに ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェ ク ト関 連 シ ス テム の 開

発,先 導 的 技 術 開 発へ の 努 力 は 今 日,電 電 公 社 デ ー タ通 信 事 業 の 大 きな 課 題 と な っ て い る とい え る。

(1)ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェ ク ト関 連 デ ー タ通 信 シ ス テム 開 発 の 推 進

医 療,公 害 防 止,教 育,流 通 等 の 社 会 開 発 ・人 間 福 祉 を指 向す るナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェ ク トの 実
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現にあたってデー タ通信の果たす役割は極めて大 きいものがある。

電電公社でも,こ れらナショナル ・プロジェクト関連システムの開発については積極的に取組ん

できたところであ リ,前 述 したようにその成果は着実にあが りつつある。

一方,社 会的にもナショナル ・プロジェクトを実施するうえで情報処理 システムの導入が極めて

効果的であ ることの認識が次第に深 まりつつある。 しかしながらこのようなシステムは,技 術的に

も新規の分野を含むのみならず企業内システムとは異な り,一 省庁に とどまらず,複 数機関,地 方

自治体あるいは関連民間団体等 まで関係するものが多く,種 々困難な問題 をかかえている。

エレク トロニクスの領域において長い歴史と先導的技術開発力をもつ電電公社の一層の努力とと

もに,各 種関係主体間および国民の合意と協力が今後のナ ショナル ・プロジェ久ト関連データ通信

システムの早期実現のために強 く望 まれるところである。

(2)デ ー タ通信技術の開発

データ通信の発展のためには情報処理分野の技術的基盤の拡充が必須である。

現在電電公社で技術開発に取 り組んでいる代表的なものとしては,デ ータ通信用超大型コンピュ

ー タの開発 をめ ざすDIPS計 画の推進,増 大するデータ通信(伝 送)需 要に対応す るための新デ

ータ網の開発実用化,電 気通信技術全体の飛躍的な向上 をもたらす と期待される超LSIの 開発な

どがあげられる。

なかでも,DIPS計 画は国内有力メー カの協力を得て1968年 に着手 され1973年 にはDIPS-

1の 商用第1号 機がDEMOS-Eサ ービスに導入された。引き続 き現在は,DIPS-1の 後継

機 として最新の技術 を駆使 したコスト性能比の優れたDIPS-11の 開発実用化 を急いでおり,76

年度中に商用化すべ く準備 が進められている。

また,新 チータ網は速度,嘔,付 加繍 旨の面でこれか らのデータ通信(伝 送)需 要に優れ樋

応性 をもつ ものであ る。現在,本 格的なデータ交換機DDX-2に よる現場試験 を実施 中であるが,

併せて商用化のための具体的な検討 も進め られており,こ の新デー タ網の建設により,わ が国デー

タ通信の発展に大きく貢献するものと期待されている。

Fお わ り に

以上みたごとく,電 電公社のデー タ通信サー ビスも創業以来,8年 有余 を経て事業 として大きな

発展を遂げる とともに,わ が国データ通信事業の発展に大きな役割を果 してきた。

しかし,反 面新たな幾多の問題 も予想されるが,こ れ ら問題点を克服してこそさらに大きな飛躍

が期待されるもの といえる。

電電公社 として も,公 社デー タ通信事業の果たすべき役割 期待される責任を完遂することがわ

が国データ通信の発展に必須なことであろう。
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1電 子計算機利用高度化計画

○通 商産 業 省告示 第102号(昭 和51年3月26日)

情報処理 振興 事業 協会 等 に関す る法律(昭 和45年 法律 第90号)第 三条 第1項 の規 定 に基づ き,電 子 計算

機 の設 置に係 る電子 計算 機利 用高度 化計 画 を定め たの で同条 第5項 の規定 に基 づ き,そ の要 旨 を告示 す る。

昭和51年3月26日

通 商産 業大 臣 河 本 敏 夫

電 子計 算機 の設 置に係 る電子 計算 機利 用高 度化計 画の要 旨

経済社 会 の発展 に即 応 しつつ,知 的創 造活 動 の基礎 を確 立 し,我 が国 が直面 す る数 多 くの課 題 を解決 し

て ゆ くため には,広 範 な分野 にお いて,大 量 の情報 を的確,迅 速,か つ,高 度 に処 理す る情報 化 の進展 を

図 る こ とが不 可欠 であ る。

この ような要請 に こた え,健 全 な情報 化社 会 を実現す るに は,電 子計 算機 の普及 と,電 子計 算機 をよ り

高 度に 利用 す るための プ ロ グラムの開 発 を図 るこ とが 緊要 であ る。

この 計画 は,利 用 を特 に促 進す る必要 の あ る電子 計算 機の 設置 の 目標 を定 め て,我 が国 におけ る情報処

理 の普 及及 び高度 化の指 針 を示 し,も つ て国民生 活 の向上及 び国 民経済 の健全 な発 展 に寄 与 す るこ とを 目

的 とす る もので あ る。
はん

1.昭 和55年 度末 にお け る計 数型 汎用 電子計 算機 の設 置 目標 は,合 計5兆4千7百 億 円 とす る。

2.1の 型別 内訳 は,次 の とお りとす る。

大型3兆4,300億 円

中型1兆4,100億 円

小型3,700億 円

超小 型2,600億 円
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鴎 曙 業菖告示第 ・号(昭 和51年・月・6日)

情 報処理 振興 事業 協会 等 に関す る法律(昭 和45年 法 律 第90号)第3条 第1項 の規 定 に基づ き,電 子 計算

機に電 気通 信 回線 を接続 してす る情報処 理 のため に開 発す るプ ログ ラム及 び電子計 算機 に電 気通信 回線 を

接 続 してす る情 報処理 のため に開 発す るプ ロ グラム以 外の プ ロ グラムに つ いて,プ ロ グラムの開発 に係 る

電 子計 算機 利用 高度化 計画 を定め たの で,同 条第5項 の規定 に基 づ き,そ の要 旨 を告示 す る。

昭和51年3月26日

通 商産 業大 臣 河 本 敏 夫

郵 政大 臣 村 上 勇

プ ロ グラムの開 発 に係 る電子計 算機 利用 高度化 計画 の 要 旨

経済社 会 の発展 に即 応 しつつ,知 的 創造 活動 の基礎 を確 立 し,我 が 国が 直面 す る数 多 くの課題 を解 決 し

てゆ くため には,広 範 な分 野 にお いて,大 量の情 報 を的確,迅 速,か つ,高 度 に処理 す る情報化 の進 展 を

図 る こ とが不可 欠 であ る。

この よ うな要 請 に こた え,健 全 な情報 化社 会 を実現 す るに は,電 子計 算機 の普 及 と,電 子 計算機 を よ り

高度 に利用 す るた めの プ ロ グラムの開 発 を図 るこ とが 緊要 で あ る。

この計画 は,開 発 を特 に促 進す る必要 が あ り,か つ,広 く利 用 され る種 類 の プ ログラム の開発 の 目標 を

定 め て,我 が 国に おけ る情報 処理 の普及 及 び高度化 の指 針 を示 し,も つ て国 民生 活の 向上 及び国 民経 済の

健 全 な発展 に寄 与す る こ とを 目的 とす る もの であ る。

1.プ ログ ラム の開発 の 目標 につ いては,情 報 処理 量 の飛躍 的 増加,社 会 ・生 活領 域の 情報化 及 び 中小 企

業に おけ る情報 処理 の進 展,情 報 処理 技術者 の不 足,デ ー タ通 信需 要 の増大,デ ー タ保護対 策 の必要性

の増加,情 報処 理技 術 の進展 等情報処 理 をめ ぐる環 境 の変 化 に対処 す る と ともに,社 会開発 の促 進等 経

済社会 の直 面す る課題 の解 決 の ため の情報 処理 の 多角化 及 び高度 化 の要 請に こた え るこ とを基本 とす る。

この ため,特 に,情 報処 理 の 多様化,能 率化 及 び規模 の拡 大 に対処 す る基 本的 プ ロ グラム,プ ログ ラ

ム生 産 技術 の飛躍 的 発展 に資す るプ ログラム,オ ン ライ ン情報処 理 の高 度化 を図 るプ ログラム,社 会 開

発 の促進 及 び経営 の効率 化 等 の要請 に こた えるプ ログ ラム,情 報 の総 合 的利用 の ため のデー タベ ー スに

関す るプ ロ グラム等 の開発 に重 点 を置 き,ま たプ ロ グラム の流通 を促 進 す るため,そ の接 続 条件 の標準
はム

化 を図 り,汎 用化 を推 進す るこ ととす る。

2.昭 和55年 度 に おけ るプ ロ グラムの開 発の 目標 は,次 のプ ロ グラム の うち高度 な ものに つい て,そ れ ぞ

はみ

れ次 に定 め る ところに よ り,実 用 化,性 能 向上 又は汎 用 化 を行 うこ ととす る。

1.制 御 プ ロ グラム

はん

(1)単 一 コン ピュー タ ・シス テム用汎 用制 御 プ ロ グラムの性 能 向上

② 複合 コン ピュー タ ・シス テム用制 御 プ ロ グラムの実 用化

(3)リ ソー ス ・シェ ア リン グ ・コン ピュー タ ・システ ム用制御 プ ロ グラムの実 用化

(4)仮 想 マ シ ン ・システム 用制御 プ ロ グラムの実 用 化

㈲ デー タベ ー ス管 理 シ ステム用制 御 プ ロ グラムの性 能 向上
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2.通 信制 御 プ ロ グラム

(1)オ ン ライ ン ・システム用 通信 制御 プロ グラム

イ.フ ロ ン トエ ン ド・プ ロセ ッサ用 プロ グラム の性能 向上

ロ.イ ンテ リジェン ト ・ター ミナ ル用 プ ロ グラムの性 能 向上

② デ ー タ交 換網 用通 信制御 プ ログ ラム

イ.デ ー タ交換 用 プ ログ ラム の性能 向上

ロ.網 間接 続 用 プ ログラムの実 用化

(3)コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク用通 信制 御 プ ロ グラム

コン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク用通 信制 御 プ ロ グラムの 実用化

3.言 語 プ ロセ ッサ

はム

(1)汎 用言 語 プ ロセ ッサ
はん

イ.汎 用 高水 準言 語 プロセ ッサ の性能 向上
はん

ロ.汎 用 会話 型言 語 プ ロセ ッサ の性能 向上

ハ .問 題 記述 用 言語 プ ロセ ッサ の実 用化

二.表 形式 言語 プ ロセ ッサ の性 能向上

ホ.プ ログ ラム ・ジェネ レー タの性 能向上

へ .ベ ー シ ッ ク ・ソフ トウ ェア記述 用言 語 プ ロセ ッサ の性 能向上

ト.言 語 プ ロセ ッサ ・ジェネ レー タの実 用化

(2)専 用 言語 プ ロセ ッサ
はん

イ.汎 用 図形処 理用 言語 プ ロセ ッサ の性 能 向上

ロ 、デー タベ ー ス用 言語 プ ロセ ッサ の性 能 向上

ハ.マ イ クロプ ロ グラム用言 語 プ ロセ ッサ の実 用化

二.問 題 向言 語 プ ロセ ッサ の性能 向上

4ソ フ トウ ェア開発 ・管理 支援 プ ロ グラム

(1)プ ロ グラム管理 用 プロ グラム

プ ロ グラム管理 ・メ ンテナ ンス用 プ ロ グラム の性能 向上

(2)ド キ ュメ ン ト管理用 プ ロ グラム

イ.ド キュ メン ト管理 用 プ ロ グラムの性 能 向上

ロ.ド キュ メン ト作成 用 プ ロ グラムの性 能 向上

(3)変 換 用 プ ログ ラム

イ.プ ロ グラム変換 用 プロ グ ラム の性能 向上

ロ.デ ー タ変換 用 プ ログラム の実 用化

(4)プ ログ ラ ミング ・サ ポー ト ・プ ログ ラム

イ.言 語 プ ロセ ッサ検証 用 プ ログ ラムの実 用化

ロ.プ ロ グラム ・テス タの性 能 向上

ハ.プ ロ グラ ミン グ ・エ イ ド ・プ ロ グラムの 実用 化



(5}オ ペ レー シ ョン ・サ ポー ト ・プ ロ グラム

オペ レー シ ョン ・エ イ ド ・プ ロ グラムの性 能 向上

⑥ システム性 能評 価 プ ロ グラム

イ.コ ン ピュー タ ・システム性 能評 価 プ ロ グラムの性 能 向上

ロ.ソ フ トウ ェア性能 評価 プロ グ ラム の実用 化

5.ア プ リケー シ ョン ・プ ロ グラム

(1)社 会 開発用 プ ロ グ ラム

イ.生 活 ・地 域 経済 情報 用 プ ログ ラムの実 用化

ロ.環 境 管理 用 プ ロ グラムの 実用化

ハ.ビ ル街 ・商 店街 ・コ ンビナー ト等 防災 ・防犯 情 報用 プ ロ グラム の実用 化

二.基 礎 生 活物 資管 理情 報用 プ ロ グラム の実用 化

はん

ホ.医 療 用 プ ロ グラム の性能 向上 と汎 用化
はん

へ.医 療 事務 用 プ ロ グラム の性 能 向上 と汎 用化
はん

ト.CAI用 プ ロ グラムの性 能 向上 と汎用 化

② 特殊 情報処 理 ・検 索用 プロ グラム

イ.パ ター ン情 報処 理用 プロ グラム の実 用化

ロ.日 本文処 理 用 プ ロ グラムの性 能 向上

ハ.文 献検 索用 プ ログ ラム の性能 向 上

(3)経 営 計画 ・管 理 用 プ ログ ラム
はん

イ.経 営計 画用 プ ログ ラムの性能 向 上 と汎 用化
はん

ロ.経 営診 断用 プ ログ ラムの性 能 向上 と汎 用化

はん

ハ.財 務 管理 用 プ ログ ラムの性 能 向上 と汎用 化

はん

二.人 事 管理 用 プ ログ ラムの性 能 向上 と汎用 化
はム

ホ.経 営科 学 手法 プ ロ グラム の性能 向上 と汎 用化

(4)流 通 ・サー ビス用 プ ロ グラム
はん

イ.配 送 ・在 庫管 理 用 プ ログラム の性能 向上 と汎 用化
はん

ロ.保 険 ・証 券 ・銀行 等 窓 口サー ビス業 務用 プロ グラムの性 能 向上 と汎 用 化

はん

ハ.販 売 管理 用機 器制 御 プ ロ グラム の性 能 向上 と汎 用化

(5)生 産用 プロ グラム
はん

イ.生 産 管理 用 プ ロ グラム の性 能 向上 と汎 用化
はん

ロ.設 計管理 用 プ ロ グラム の性 能 向上 と汎 用化
はん

ハ.製 造工程 制御 用 プ ロ グラム の性能 向上 と汎 用化

⑥ 科 学 技術 計算 用 プ ロ グラム

イ.構 造解 析用 プ ロ グラム の性能 向上
はみ

ロ.プ ロ セ ス ・シ ミュ レー シ ョン 用 プ ロ グ ラ ム の 性 能 向 上 と汎 用 化

ハ .コ ン ピ ュー タ ・エ イ デ ッ ド ・デ ザ イ ン用 プ ロ グ ラ ム の 実 用 化

315
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二.原 子 力技 術計 算用 プ ロ グ ラム の性能 向上

ホ.宇 宙 開発 技術 計算 用 プ ロ グラムの性 能 向上
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電子計算機 利用同腹化計画説明資料

(電子計算機の設置目標)

昭和51年3月

1.

II.

III.新 計 画 に つ い て

計画策定作業の概要

目 次

前 回計画 につ いて

1頁

2

7

1.計 画策 定作業 の概 要

電子 計算 機 利用 高度化 計画 は,「 情報処 理振 興事 業協 会等 に 関す る法律 」 第3条 に基 づ き,次 の事 項 に

つ いて定め る もの であ る。

① 情報 処理 の振興 を図 るため,利 用 を特 に促進 す る必要 が あ る電 子計 算機 の設 置 目標

② 情報 処理 の振興 を図 るため,開 発 を特 に促進 す る必要 が あ るプ ロ グラム(広 く利用 され る ものに 限

る。)の開発 目標

この うち本資料 では電 子計 算機 の 設置 目標 につ いて説 明す るこ と とす る。

II.前 回計 画 につ いて

ユ.計 画 の 内 容

前 回計 画 は,昭 和47年1月 に告示 され た もの であ り,計 数型 汎用 電子 計算機 であ って,性 能 対価 格 比の

高 い ものにつ いて次 の 目標 を定め て いる。

昭和50年 度末 の設 置金額3兆5,000億 円

型 別 内 訳 設 置 金 額

大 型

中 型

小 型

超 小 型

2兆4,300億 円

7,600〃

2,000〃

1,100〃

こ こで,「 設 置金額 」 とは,実 際 に稼動 して いる電子 計算 機 の買取 価格(レ ンタル機 につ いて も
,買 取 価

格 に換 算)の 合 計 であ り,償 却 計算 は行 わ れて いな い。
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また,各 「型」 の定義 は,買 取 価格 換算 金額ペ ー スで次 の とお りで あ る。

型 大 型 中 型 小 型 超 小 型

買取 価格 250百万円以上
250百 万円未満

40百 万円以上

40百 万円未満

10百万円以上
10百万円未満

一

2.達 成 状 況

49年 度 末(50年3月 末)に おけ る設置 状況(実 績)お よび50年 度末 の 実 績 見込 は 次 の とお りで あ る。

(実 績 見込 は,50年9月 末時 点の対 前年 同期 比の型 別の び率 に よ り計算)

(単位:億 円)

49年度末 50年 度末推進値

大 型 11,047 13,380

中 型 5,879 6,450

小 型 1,572 1,880

超 小 型 966 1,170

計 19,464 22,880

3.評 価

目標 と実 績 の関係 は次 の とお りで あ る。

(実 績) (実 績 見 込) (計 画)
50/45の び率

45年 度末 50年 度 末 50年 度末 (実績見込)
(%)

(計 画)(
%)

大 型 4,805 13,380〔55.1〕 24,300 22.7 38.3

金
中 型 3,237 6,450〔84.9〕 7,600 14.8 18.6

額 小 型 729 1,880〔94.0〕 2,000 20.9 22.4
(

億
円

超 小 型 141 1,170〔106.4〕 1,100 52.7 50.8

)

合 計 8,912 22,880〔65.4〕 35,000 20.8 31.5

金
額

大 型 53.9 5&5 69.4

構 中 型 36.3 28.2 21.7

成
比 小 型 8.2 8.2 5.7
(

肇 超 小 型 1.6 5.1 3.2

セ ッ ト数(セ ッ ト) 9,482 36,400〔95.8〕

1

(38,000) 30.9 (32.0)

1セ ッ ト当 り金 額

(百 万 円)
94.0 62.9

1

(92.1) △7.7 (△0.4)

〔注〕 〔 〕は計画の達成率(%)で ある。

目標 と実 績 との差 は以下 の理由 に よる もの と思 われ る。

① 電子 計算 機 につ いて は,技 術革新 の テ ンポは,加 速度 的 に速 くなって お り,性 能対 価格 比が飛 躍 的

な上昇 を示 して いる。 した が って設置 金額 の伸 びに比 べ て現 実 の情報 処理 能 力の増加 は,は るか に大 きい
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もの と思 われ る。

② また,計 画 と実績 見込 を型別 に み る と,計 画 にお いて は,大 型,超 小 型へ の二 極分化 の傾 向 を重視

し,大 型 は4割,超 小 型 は5割 の伸 び を予想 してい たが,実 績 見込 では二極分 化 の傾 向 は若干 み られ る も

の の,大 型 は予 想ほ どに は伸 びず,超 小 型 は予 想以上 の伸 び を示 して い る。 これが設 置金額 が予 想以 上 に

低 くなっ た理 由 の一 つ と思 わ れ る。

この理 由 と しては,オ ンライ ン化 の技 術の 進展 等に よ って複数 の 超小 型機 を組 み込 んだ シス テムが 増加

した こ とに よる と思 われ る。

③ さらに,オ イル シ ョッ ク以降 の経 済成長 率 の鈍化 に よ り,名 目GNPは 伸 び てい る ものの,実 質G

NPは 当初 の予想 よ りは るか に下廻 る もの と見込 まれ る。 この こ とも,目 標金 額 を下廻 った理 由 の一 つ と

思 われ る。

m.新 計画 につ い て

1.策 定 の基本 的考 え方

イ.新 計画 の 目標年 度 は,5年 後 の昭和55年 度末 と した 。

ロ.計 画 の対 象 は,計 数 型汎 用電子 計算 機 とした。

ハ .設 置 目標に つ いて は,情 報化 の積 極 的 な推進 を図 るため,昭 和56年 度末 に予 想 され る設 置金額 を,

一年 く りあ げて新 目標値 とした
。

2.計 画 の 内 容

計数 型汎 用電 子計 算機 につ いて次 の設置 目標 を定 め る。

昭 和55年 度 末の 設置金 額5兆4,700億 円

型別 内訳 設 置 金 額

大 型

中 型

小 型

超 小 型

3兆4,300億 円

1兆4,100億 円

3,700億 円

2,600億 円

3.策 定 方 法

設置 目標 は,以 上 の2つ の 手法 に よって56年 度 末の 設置 金額 を予 測 した とこ ろ,そ の結果 に有 意差 が認

め られなか ったため,両 者の 中 間値 を とった。

(1)ト レ ン ド方 式

イ.昭 和40～48年 度の 時系列 推移 を もとに,規 模 別 お よび産 業別'に主 と して線 型 モデル に よる需 要函 数

を推 定 し,産 業 内の需 要構 造 には大 きな変動 は ない こ とを前提 として,条 件付 き予 測 を行 った。

ロ.電 子計 算機 の 台数,金 額 と も過去10年 間指数 曲線 的上 昇 をた どって いるが,こ こで それ を量的拡 大

と質 的拡 大 の二つ の要 因 に分 けて考 え,前 者 の代表 と して,売 上 高,GNP,NNPあ るいは それに 準ず

る もの,後 者 の例 と して普 及率(資 本金1千 万 円以上 の規 模 の会 社 に 占め るユ ーザ ー数 の割合)を と り,

これ らを説 明変数 と して最 小二 乗法 に よ り,推 定 を行 った 。GNP等 は通産 省 長期 ビジ ョンにお け るGN

P予 測値 に準拠 し,ま た普 及率 は過去 の推 移か ら推定 した 。
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② パ タ ー ン方 式

イ.電 子 計算 機 の需要構 造 は,新 規導 入,導 入済 ユーザ の機種 切換(通 常 は ア ップ ・ブ レー ド)お よび

併 設 導 入(ア ッ ド・オン)の3つ の パ ター ンに分 け られ るが,こ の点 に着 目して予 測 した。

ロ.新 規 導 入 需 要

業 種別,企 業 規模 別 に過去 の実績 の傾 向 を延 長 して,電 子計 算機 の普 及準 を予 測 した。 この普 及率 の増

加 率 に 企業数 を乗 じた値 が各 年度毎 の電子 計算 機新 規導 入企業 数 とな る。

新 規 導入企 業数 は企業 規模 別 に求 め られ るか ら企 業規 模 に応 じて新 規 導 入機 種 サ イズパ ター ンを乗 して,

機種 別,サ イ ズ別新 規導 入需 要 を予 測 した。

ハ.切 換需 要 お よび併設需 要

切換 需要 は導 入済機 種 の リター ン確 率 と切 換時 の ア ップ ・グ レー ド確率(ど の機種 サ イ ズか らどの機種

サ イズへ の移行 が行 われ るか の確 率)を 設立 して予 測 した。

更 に併 設需要 に関 して も,過 去 の実績 と今 後 の動 向 を考 慮 して予 測 を行 った。

4.評 価

目標値 を昭和50年 度末 の実 績見 込 と比較 す れば,次 の とお りであ る。

(実績見込)
50年 度末

(A)

(計 画)
55年度末

(B)

(B)/

(。)

のび率

(%)

金
大 型 .13,380 34,300 2.6 20.7

中 型 6,450 14,100 2.2 16.9

額 小 型 1,880 3,700 2.0 14.5
(

億
円

超 小 型 1,170 2,600 2.2 17.3

)

合 計 22,880 54,700 2.4 19.0

金 大 型 58.5 62.7

額
構 中 小 28.2 25.8

成
比 小 型 8.2 6.8
(

髪 超 小 型 5.1 4.7

セ ッ ト数(セ ッ ト) 36,400 (75,000) (2.1) (15.6)
一 セ ッ ト当 り金 額

(百 万 円)
62.9 (72.9) (1.2) (3.0)

① 総 額 では5年 間 で2.4倍(平 均 の び率19.0%)と なるが,型 別 にみ る と大 型機 の増加 が 目立 ってい る。

これ は,今 後,社 会生 活分 野 におけ る情 報化 の進展 に伴 い,大 型機 を中軸 とす る大型 の情報 システム が

増加 す るこ とを意 味 して いる と思 われ る。

② 目標値 に つい て,情 報 化 の指標 ともいえ る電 子計 算機 設置額 の対GNP(実 質)比 率 に着 目してみ

る と,次 の よ うな こ とが い える。

昭和49年 度の 我が 国に おけ る実質GNP(45年 価 格,以 下 同 じ)は,90兆2,680億 円,49年 度 末 の 汎 用

電 子 計算機 設置 額 は,1兆9,464億 円,そ の比率 は2.16%と な ってお り,一 方,ア メ リカの 昭 和49年 末 の

汎 用 電子計 算機 設置 金額 は302億 ドル(9.3兆 円)で,こ れ は昭和49年 の実 質GNP1兆1,061億 ドル(340.7
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兆 円)に 対 して,2.73%と な る。

ところで,昭 和55年 度 の我 が 国のGNPは,産 業構 造 審議 会長期 ビジ ョンた よれば126兆4,000億 円 であ

り,.新 目標設 置額 の対GNP比 率 は4.33%と な る。

なお,同 時期 の ア メ リカにつ いて は,電 子計 算機 の設 置予 想額 は,537億 ドル(16.5兆 円)注1で あ るの

に対 し,推 定GNPは1兆1,960億 ドル(368.3兆 円)注2℃ そ の比率 は4.49%と 予想 され る。

す な わ ち,目 標達 成 時の55年 度 に は,我 が 国の電子 計 算機 の普 及状 況は ほ ・"アメ リカ と肩 を並 べ る もの

と思 わ れ る。

(注1)InternationalDataCorporationレ ポー トでの予 測伸 び率 で試算 。

(注2)昭 和45～50年 の過去 の実 質成 長率 で試 算。

③ なお,今 後 も,汎 用電 子計 算機 の輸 出 の伸長,オ ンラ イン化 の進 展 に よるオ ン ライ ン端 末装 置 の普

及,ミ ニ ・コ ンピュー タの利 用 の増大 等 に よ り,電 子計 算機 関連産 業 は,引 き続 き高 い生 産 の伸 び を示 す

もの と考 えられ る。

④ 目標設 置金 額 に対 応 す る電 子計 算機 の総 台数 を参 考 のため 試算 す る と約75,000台 とな る。
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3電 子計算機利用高度化計画説明資料

(プ ログラムの開発 目標)

昭和51年3月

1.計 画 策定 作業 の概要

電子 計 算機 利用高 度化 は,「 情報 処理振 興事 業協 会等 に関す る法律 」 第3条 に基づ き次 の事 項 に つ い て

定め る もの であ る。

① 情 報処理 の振 興 を図 るため,利 用 を特 に促 進す る必要 が あ る電子 計算機 の設 置 目標

② 情 報処 理 の振 興 を図 るため 開発 を特 に促進 す る必要 があ るプ ロ グラム(広 く利用 され るものに限 る。)

の 開発 目標

この うち,本 資料 では新 た に策定 した プ ログ ラム の開発 目標(目 標 年次 は昭和55年 度)に つ いて説 明す

る こ と とす る。

II、 計 画策定 の基 本的 考 え方

プ ロ グラムの開 発 目標 につ い ては,将 来5年 間にお け る情報 処理 量 の飛 躍 的増大,情 報 処理分 野 の社会,

生 活領域 へ の拡 大,デ ー タ通 信需要 の増 大,デ ー タ保護 対策 の必 要性 の増大 等の情報 処理 をめ ぐる環境 の

変化 に対 応 す る とと もに,我 が 国経済 ・社 会の 直面す る課題 の解 決 に資 し,も って今 後 の情報 処理 の健 全

な発展 に寄 与す る プロ グラムの 開発 を行 うこ とを基本 と し,同 時に ソフ トウ ェア面 に おけ るア メ リカ との

技 術格 差 の解消 を図 るもので あ る。具 体 的に は以下 の よ うな プ ログラムの 開発 に重点 がおか れ てい る。

① 情 報処理 の 多様化 ・能率 化 お よび規 模 の拡大 に対処 す る基本 的 プロ グラム

② プ ログ ラム生 産技 術の飛 躍 的 な発 展に 資す る プロ グラム

③ オ ンラ イン情報 処理 の高度化 を図 るプ ログ ラム

④ 社 会 開発 の促進 お よび経営 の効率 化等 の要請 に こたえ るプ ログラム

⑤ 情報 の総合 的利 用 のため のデ ー タベ ー スに関す るプロ グラム

計画 に掲 げ たプ ロ グラムは,主 として以上 の観点 な どか ら㌧ 開発 の必要性 が高 く,ま た,昭 和55年 度 ま

で に,技 術 的 に実用化,性 能 向上 または汎 用化 が可 能 であ る と予測 され る もの であ る。

実 用化 とは,研 究 途上 の試 作段階 か ら一歩進 ん で,企 業,公 共団体 等 の業務 に実際 に適用 化 され る段階

で あ る。

性 能 向上 とは,実 用化 以後,更 に機能 の拡 充強化,利 用効率 の向上,保 守性 能の 向上等 の各種 性能 の 向

上 が図 られ る段階 をさ し,汎 用化 とは,プ ログラム の流通 を促進 す るため標 準化等 の手 法に よ り広 く利用
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され る段 階 をい う。

In.計 画 等 の 概 要

プ ロ グラムの開 発 目標 につ い ては,プ ロ グラムの種 類 に よって,プ ロ グラム を制 御 プ ログ ラム,通 信 制

御 プ ロ グラム,言 語 プ ロセ ッサ,ソ フ トウ ェア開発,管 理 支援 プ ロ グラム,ア プ リケー シ ョン ・プ ロ グラ

ムに分類 した。

1.制 御 プロ グラム

コンピュー タが効率 的 に運 転 され るため には,中 央 処理装 置や 入 出力装 置,記 憶装 置 な ど を,各 種 のプ

ロ グラムか らの使 用要 求 に対 して,量 的に あ るいは時 間的 に最適 に割 当て る必 要が あ り,ま た利用 者 に対

して も容易 に利用 で きる手 段 が提供 されね ばな らな い。制御 プロ グラム は,コ ンピュー タの全 体 を統括 す

るプ ログラムで あ る。

(1)プ ロ グラムの体 系

制御 プ ロ グラムは次 の5つ に分 類 され る。

① 汎 用制御 プ ログ ラム

② 複 合 コン ピュー タシス テム用制 御 プ ロ グラム

③ リソー ス シェア リン グコン ピュー タ システム 用制御 プ ロ グラム

④ 仮 想マ シ ンシス テム用 制御 プ ロ グラム

⑤ デー タベ ー ス用制御 プ ログ ラム

この分類 は,コ ン ピュー タ システム の最近 の組 織形 態 に即 応 してな されて い る。

単一 の コンピュー タ システ ムで も,接 続 され る入 出力装 置や 大記憶装 置 が 多種に な り,ま た複数 の プ ロ

グラム を同時に処理 す るこ とが一般 的 に なって い る。構 成要 素 の機 能分 担 を最適 に し,か つ シ ステム の使

用 目的 に よ く適合せ しめ るため の汎 用的 な制御 プ ログラム の よ り一層 の開 発が 必要 であ る。

また,2つ 以上 の コ ンピュー タが相 互 に結合 されて利 用す る形 態が あ らわれ て きた。 多量の仕 事 を処理

す るために複数 の コン ピュー タ を結合 し経済的 効果 を発揮 せ しめ る ため の制 御 プ ロ グラム(複 合 コン ピュ

ー タシステム の制御 プ ロ グラム)や
,そ れ ぞれ の 目的,特 徴 をもった コ ン ピュー タを結 合 し,相 互 に資源

を有効 利 用 しあ うため の制御 プ ロ グラム(リ ソー ス シェア リン グコ ンピュー タシステム の制御 プ ログラム)

の 開発が 必要 であ る。

コンピュー タ関連 費の 中 で,ソ フ トウ ェアの 開発 費用の 割合 が増大 して いる今 日,ハ ー ドウ ェアや制 御

プ ロ グラムが変更 され る毎 に プ ロ グラム を作 り直 す こ とは 困難 にな りつつ あ る。 その ため仮 想マ シ ン シス

テ ムが 利用 され る よ うに な ってお り,異 機 種 または異種 制御 プ ロ グラム を処理 し得 る制御 プ ロ グラム の開

発が望 まれ る。更 に近年 情報 処理 シス テムの総 合化,体 系化 と ともに,デ ー タベ ー スが広 汎 に利用 されて

きてお り,こ れ を効 率 よ く保 全維 持 し,安 全 に制御 す る為 の制 御 プ ロ グラムの 開発が望 まれ る。

(2)現 在 までの動 向

制 御 プ ログラム は,ハ ー ドウェア に密 着 して,特 に コン ピュー タ メー カー を主 体に して 開発 され て きて,

専 用制御 プ ログラムや 小 型 ・超 小 型機用 の制御 プ ログ ラム につ いて は,性 能 的 に充分 な る ものが 開発 され

た とい える。

最近 では,バ ッチ 処理,オ ンライ ン リア ル タイム処 理,リ モー トバ ッチ処 理,タ イ ム シェア リング処 理



324第6音1～ 《「t'*斗

を同時 に行 うこ とや,複 数 台 の コン ピュー タ を結合 して利用す るこ とが盛 んに なって お り,制 御 プ ロ グラ

ムに対 す る機 能 の要求 が 多彩 にな っ てきて い る。 その ため 制御 プ ロ グラム は巨大化 し,処 理 効率 が低下 す

る状態 もでて きて いる。

現在 では,信 頼 性 ・保 全性 ・処理 効率 を高 め る とと もに構成 ユ ニ ッ ト間の 負荷 配分 を最適 に行 うこ と,

ま た多数 の人が 同時 に使 うため情報 の保護 機 能 な どが充実 され るこ とが望 まれ てい る。

単一 コン ピュー タ システ ム用汎 用制御 プ ロ グラムに おい ては,バ ッチ処理,リ モー トバ ッチ処 理,タ イ

ム シェ ア リン グ処理 が,一 体化 され た ものが 出現 してお り,デ ー タベ ース は不 可 欠 な もの として取 り入れ

られ て いる。実 用化 の段 階 は終了 した といえ る。

複合 コンピュー タシス テム用制御 プ ログラムは,複 合 システ ムの設 置例 が少 なか った ため汎用 システム

の例 は 限定 され るが,特 定用 途 としては実 用化 に入 ってい る。

リソース シ ェア リン グコ ンピュー タ システ ム用制御 プ ログ ラムは,実 用 システム その ものの 設置 がな く

研究段 階 で あ る。

仮想 マ シ ンシステ ムの制御 プ ロ グラム は,同 一の コンピュー タシ リー ズ間 では異種 制御 プ ロ グラム をシ

ミュ レー トす るこ とが で き るよ うにな って きてお り,現 在 では主 に ソフ トウェア開 発用 に利用 されて いる。

デー タベ ー ス用 制御 プ ロ グラム は,デ ー タベ ー ス専 用 の もの は ない。 しか し,デ ー タの機密 保護 と安 全

性 の管 理,障 害管 理,運 用管理 等 を一元 的に管 理す るデー タベ ー ス を円 滑に運 用 し制 御 す るこ とが重 要 に

な って きてお り,こ の ため従 来の汎 用OS機 能 との補充 関係の も とにデ ー タベ ー ス制御 プ ロ グラムの整備,

拡 充 を図 る こ とが望 まれ て い る。

(3)将 来 の 動 向

基本 的 に いえ るこ とは,

○

○

○

○

○

シス テムの保 全性

〃 の信 頼性

〃 の機 密保 護機 能

〃 の最 適 負荷 配分機 能

〃 の互 換 機能

の実用 化,あ るいは 向上が 制御 プ ロ グラムに 強 く要 求 されて くる。 これ は単一 の コンピュー タシステム で

あ って も,複 数 の コ ンピュー タが結 合 され た システム であ って も共通 の課 題 で ある。

なぜ な ら,「 プ ロ グラムの体 系」 で も述 べ た ご と く,

○ シス テムの構 成要素 自体 が 多様化 して いる こと。

○ シス テムが相互 に結合 され て関連 を有 す る こ とが一般 的に な って くる こ と。

○ 多数 の人々 が 多様 な使 い方 を同時に行 うこ と。

○ ソフ トウ ェア開 発費 の増大

等 に対処 す るため で あ る。

1日高 度化 計画 の分類 体系 に おい ては,超 大 型 ・大 型 ・中型 ・小 型 ・超小 型 とコン ピュー タの規 模別 分類

を基本 と して制御 プ ログラム を対 応せ しめ てい た。そ して型の 大小 にか かわ らず単 一 シス テムでの汎 用制

御 プ ロ グラム は性 能 向上 の域 に充 分達 して来 て いる。
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今 後の コン ピュー タ利用 は,こ れ までの よ うに1台 の コン ピュー タ をど う効率 よ く利 用す るか,と い う

こ とに加 えて,複 数 の コ ンピュー タをどの よ うに 関連づ け,機 能 を分 担せ しめて効率 よ く利 用す るか とい

うこ とが重 要 に なって くる。

その ために は,コ ンピュー タの大 小 に依存 して制 御 プ ロ グラムの特 徴 を分類 づ け るよ りも,コ ンピュー

タの利用 形態 を基本 と して制御 プ ログラム を分類 した方が便 利 で ある。

(4)プ ログ ラムの開発 目標

① 単 一 コ ンピュー タ ・シ ステム用 汎用制御 プ ロ グラム(性 能 向上)

単 一 コンピ ュー タ ・シ ステム でハー ドウェア,フ ァー ム ウェア の間 で最 適 な機能 分担 を行 い,シ ステム

の使用 目的 に よ く適 合 し得 る汎 用の制 御 プ ログラム であ る。

② 複合 コンピ ュー タ ・シ ステム用 制御 プ ロ グラム(実 用化)

複数 の 中央 処理装 置 を有機 的 に結合 して1つ の シス テム と して動 作 させ る為 に,負 荷 分担 と統括 制御 を

行 う制御 プロ グラム であ る。

③ リソー ス ・シェア リン グ ・コン ピュー タ ・シス テム用制 御 プ ロ グラム(実 用化)

複数 の コ ンピュー タ ・シス テム間 で,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,デ ー タベ ー ス等 を共 有す る リソー

ス ・シ ェア リン グ,・コンピュー タ ・シ ステム の制御 プ ロ グラムで あ る。

④ 仮想 マ シ ン ・シス テム用 制御 プ ロ グラム(実 用化)

異機 種 または 異種制御 プ ロ グラム をシ ミュレー トす る制 御 プ ロ グラム であ る。

⑤ デー タベ ー ス管理 シ ステム用制 御 プ ロ グラム(性 能 向上)

複雑,大 量の デー タを有 機 的に収容 して,効 率 良 くフ ァイル を管理 す る制 御 プ ロ グラム で ある。

2.通 信制 御 プ ロ グラム

通 信回線 と情 報処理 シス テムの結 合点 に位 置す るプ ロ グラム で通 信 回線 に対 して必 要 なデー タを入出 力

す る機 能 を有す る。 ハー ドウ ェア的 に は結合 点は 中央処 理装 置,フ ロ ン トエ ン ドプロセ ッサ(通 信専 用 プ

ロセ ッサ),電 子 交換 機等 で あ る。

(1)プ ログラム の体 系

通 信制御 プ ログラムは,そ れ を実 行す るハ ー ドウ ェアに よ り,

① 中央処理 装 置

② フ ロン トエ ン ドプ ロセ ッサ

③ 電 子交換 機

等 に分類 され る。

通 信 回線 を介 して 中央 処理装 置の相手 側 に よ り,

① 一般 端 末

② インテ リジ ェン ト端末

③ 計算機

等 に分類 され る。

以上 に加 えて,コ ン ピュー タネ ッ トワー ク相互 を結 合す るための プ ロ グラム等,特 殊 目的 のプ ロ グラム

が あ る。
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② 現在 までの動 向

端 末 と計 算機 を通 信 回線 を介 して結合 す る オンラ イン システ ムの大部 分 の通信 制御 プ ロ グラム は,

① 通 信回線 と して は,主 と して専用 回 線

② 端 末は,キ ー ボー ドプ リン 久 デ ィスプ レイ装 置等

③ 通 信制御 用 のハー ドウ ェアは,主 として布 線論理 に よる通 信制 御装 置

④ 通 信 回線上 の誤 り対策 の ため には,基 本伝 送手順 を対 象 として開発 され た 。

上 記 プ ロ グラム の実用 化 は,過 去5年 間 に ほぼ終 了 し,今 後 は その性能 向上,汎 用化 の方 向にむか って

い る。

さらに5年 間 に,

① 通信 回線 として回線 交換 回線

② 端 末 と して イ ンテ リジェ ン ト端 末

③ 通信専 用 プ ロセ ッサ(フ ロ ン トエ ン ドプ ロセ ッサ)

④ 伝 送効率 向上 の ために 一部 用途 には,ハ イ レベ ル伝 送制 御 手順

⑤ 簡単 な計算機 相互 の通信

の ため のプ ロ グラムが一 部実 用化 された。 また,

① パケ ッ ト交換 回 線

② パ ケ ッ ト交換 機

③ 高度 の インテ リジェ ン ト端 末

④ 高度 の計算 磯 間通信

の ため の プ ログ ラムが試作 され た。

(3)将 来 の 動 向

旧高 度化 計画 の主 要 目標 であ る計算機,端 末,交 換機 相互 の接 続 に関 して は,前 項 に のべ た よ うに,基

本的 形態 の開 発は終 了 した といえ る。今 後 の技術 動 向 と しては,次 の諸 点に着 目す る必要 が あ る。

① フ ロン トエ ン ドプ ロセ ッサ技術 の進 歩

② インテ リジ ェン ト端 末 の進歩

③ パ ケ ッ ト交 換 を主流 とす るデー タ交 換網 の整 備

④ コン ピュー タネ ッ トワー ク技術 の進歩 と各種 プ ロ トコル(通 信規 格)の 統 一

⑤ 複数 値 の コン ピュー タネ ッ トワー クの出現 とその相互 接続

これ らに対処 す るため 高度 化計 画に のべ る諸 プ ログ ラムの実用 化,性 能 向上 等 をはか る必要 が あ る。

(4)プ ロ グラム の開発 目標

① オ ンラ イン ・システ ム用通 信制御 プ ログ ラム

イ.フ ロ ン トエ ン ド ・プ ロセ ッサ用 プロ グラム(性 能 向上)

ホ ス トコ ンピュー タと通 信 回線 との間 に位 置 し,ホ ス トコ ンピュー タとメモ リまたは チ ャネルに よ り相

互 に接 続 され てい るフ ロン トエ ン ド ・プロ セ ッサ上 で作 動 し,主 として通信 制御 を司 るプ ロ グラム であ る。

ロ.イ ンテ リジェ ン ト ・ター ミナル用 プ ロ グラム(性 能 向上)

端 末装 置 に内蔵 され た ミニ コン ピュー タ また はマ イ クロ コン ピュー タ上 で動作 し,端 末装 置の動 作 を制
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御す るプ ロ グラムで あ る。

② デー タ交換網 用 通信制 御 プ ログ ラム

イ.デ ー タ交換 用 プ ログ ラム(性 能 向上)

電 子交換 機(回 線交 換用,バ ケ ッ ト交換 用,マ ル チプ レ クサ 等)ま たは交換 用 の ノー ド ・コン ピュー タ

上 で動 作 し通信 回線(無 線 も含 む)相 互 の 交換 を行 うプ ロ グ ラム であ る。

ロ.網 間接 続用 プ ロ グラム(実 用化)

網 間接 続装 置等 を介 して通 信 す る網 間接 続用制 御 プ ロ グラムで あ る。

3.コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク用 通信 制御 プ ロ グラム

コン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク用通信 制御 プ ロ グラム(実 用化)

コン ピュー タ ・ネ ッ トワー クにお け る コンピュー タ間通 信 の ための プ ロ グラムで あ る。

3.言 語 プ ロセ ッサ

個 々 の コ ンピュー タ特有 のハ ー ドウ ェア方式や コンピュー タの働 き を考 慮す る こ とな く,各 種 の 問題 を

解 くプロ グ ラムや デ ー タ処 理 シス テムの プ ログ ラム を記 述す る問題 寄 りの手 続 き言語や,そ の他 の コン ピ

ュー タが直接 解読 出 来 ない言語 をコ ンピュー タが解読 出来 る機 械語 や 中間 に介在 す る言語 に翻訳 す る機 能

を持 つ プ ロ グラム 。全 プロ グラマが 利用す る もの であ る。

(1)プ ロ グラムの体 系

① 翻訳 手順 別 体 系

機 能

ア.ア セ ンブ ラ… …機械 語寄 りの言語 を機械 語 に翻 訳

イ.コ ンパ イ ラ… … よ り高水 準 な手続 き寄 りの 言語 を機械 語 に翻 訳

ウ.プ ロセ ッサ… … あ る高水 準 言語 または特殊 な言語 を他 の言 語に翻 訳

工.ジ ェ ネレー タ…… 条件 また は構 文 パ ラメー タ等 を与 え るこ とに よ り機 械語 または他 の言語 に翻 訳

② 用 途 別 分 類

A.汎 用 言語 プ ロセ ッサ…… 主 として手続 言語

a.一 般 ユー ザー の アプ リケー シ ョン開発 用(主 と して)

ア.汎 用 高水 準言 語

(i}事 務 用:COBOL

(ii)科 学 技術 用:FORTRAN,ALGOL

6iD共 用:PL/1

イ.汎 用 会話 型 言語:BASIC会 話 型FORTRAN

ウ.問 題 記述 用 言語:ICETRAN

エ.表 形 式言 語:DECISIONTABLEGENERATOR

オ.数 式 処理 用 言語:FORMAC

カ.そ の 他

b.特 定 ユ ーザ ーの ため の特 殊 プ ロ グラム開発 用

ア.基 本 ソフ トウェア記述 用言語:BSL
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イ.言 語 プ ロセ ッサ ジェネ レー タ

B.専 用 言語 プ ロセ ッサ よ り問題 向 けな言 語 プ ロセ ッサ

a.OR経 営 計算用 言語

ア.シ ミュレー シ ョン用 言語:GPSS,SIMSCRIPTDYNAMO

イ.プ ロ ジェ ク ト管 理用 言語:PROJACS

ウ.経 営 計画 ・予 測用言 語

工.そ の 他

b.技 術 計算 用言語

ア.土 木構造 解析 用言語:COGOSAP

イ.連 続 型 シ ミュ レー シ ョン用言語.CMPS

ウ.回 路解析 用 言語:EMPS

エ.そ の 他

C.数 値 制御 用 言語……APTEXAPT

d図 形処理 用 言語

e.デ ー タベ ー ス用 言語

f.情 報検 索用 言語

g.医 療 情報処 理 言語:MUMPS

h.そ の 他

(2)現 在 まで の動向

高度 化計 画(第 一次)以 前 の言 語 プ ロセ ッサ は,汎 用 高水準 言語 の標準化 を 目標 として,言 語が 手続 言

語寄 りに向 か ってい た為,プ ロセ ッサ側 は それ に追 い付 く目標 を持 って いた。 第一 次の5年 間は手 続 き言

語 が動 けば よい とい う段 階 か ら言 語の 標準 化 の発展 とプ ロセ ッサ の処理効率,結 果 として出 来 たオ ブジ ェ

ク トプ ロ グラム の処理効 率 を良 くしよ う とい う考 え方 に基づ いて性 能向上 が行 われ た。

また言語 自体単 に手 続 き言語 だけ で行 こ う とす るや り方 はプ ロ グラ ミング 自体 の手間 暇に しわ寄 せ が行

くの で,「 よ り容易 に プ ログラ ミン グが 出来 る」とい う目標 を持 ち問題 向け な言語 の開発 が盛 ん にな った結

果,言 語 の体系 に示 され てい る ように分類 上 か らい って も種類 分 野内容 が増加 し,か つ 複雑 多岐 に渉 って

来 た 。

この為,多 様 化 した問題 向け 言語 の標準 化 方向 も必要 とな って来 た。

また最近 通信機 能 とコ ンピュー タ との結 合 が容 易に な りイ ンテ リジ ェン ト端 末 の開 発 を中心 と した端 末

機 器 の発展,デ ー タベ ー スの ため の大 容 量記憶 の 開発,仮 想記憶 を始 め とす る方 式 の変 化 等 に よ りプ ロ グ

ラム が よ り複雑 化 し,大 規 模化 した と同時 に ノンプ ロ グラマに よ る コンピュー タ利用 の 開始 な ど も起 こ り,

その為 の 言語 も発展 した。

以上 総括 す る と,

① 高 度 な情 報処 理 技術者 向言語 …… 益 々高度 化

② 高 水準汎 用 言語 ……益 々標 準化

③ 問 題 向言語 …… 益々 多種 多様 化
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④ 汎 用会話 型言 語… …益 々 ノン プロ グラマ向

とい う傾 向に な った。

次に言語 プ ロセ ッサ開 発 費用の 問題 も同時 に考 え なけれ ばな らない。 この5年 間の 人件費 の急騰 は言語

プ ロセ ッサ開発 に厳 しい条件 を与 えて 来た。 この影 響が 言語 プ ロセ ッサ ジ ェネ レー タや 問題記 述用 言語 プ

ロセ ッサ の開発 に影 響 を与 えて いる。

(3)将 来 の 動 向

○ 全般 …… 将来 言語 プ ロセ ッサ が どの方 向に 発展す るか,ま た どん な もの を開発 し,ど の方 向に向 け

るか につ いて検討 を行 うに際 し,過 去5年 間 の動 向 を無視 す るこ とは出来 ない。 これ までの5年 間の発展

動 向の延長 線上 に将 来の5年 間の発 展 を直接求 め られ ない とした ら,そ れは超LSIの 開発,通 信 ネ ッ ト

ワー クの発 展,イ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト機器 の 発展 な どに影 響 され るハ ー ドウェア方 式の発 展や コン ピ

ュー タア プ リケー シ ョンの進展,ノ ンプ ログラマ の コン ピュー タ利用 の増加 等 の影響 に よ る もの であ ろ う。

現 コン ピュー タユ ーザ ー は言語 お よび言語 プ ロセ ッサ の現 状 に満 足 して いないば か りか相 矛 盾す る方 向

への 発展 を希 望 して い る。以上 の動 向全般 をま とめ る と,

① 自然言語 に類似 した手続 き言 語

② マ イ クロ化す る機械 語へ の対 応

③ ノンプ ロ グラマ向学 習不 要 な言語

④ 多種 多様 化す る問題 内 言語 とそ の標 準化

⑤ 言語 お よび その プ ロセ ッサ の開発 費削減 とそれ に役 立 つ モ ジュー ル化高 度化 言語 の開発

⑥ 通信 回線 利用 等の ハー ドウェア シス テムの 高度化 に よ る異機種 間相互 利用可能 な 言語

⑦ 標準 化 とポー タビ リテ ィお よび処理 効率 の 向上 な ど

○ 高水 準言 語… …ハ ー ドウ ェアの進 歩に伴 い言語 自体 が変化 す るが それ に追従,ポ ー タビ リテ ィー完

全標 準化方 向

○ 汎用 会話 型言 語… … デー タベ ー ス機 能,自 己拡 張機 能,ノ ンプ ロ グラマ利用志 向方 向

○ 問題 記 述用言 語 プ ロセ ッサ・… ・・問題向 けで モ ジュー ルの管 理 と利用 範 囲 を拡大 させ る方 向

○ 表形 式言 語 プ ロセ ッサ …… よ り使 い易 い形 に発展

○ ベ ー シ ッ クソフ トウ ェア 記述 用 言語 プ ロセ ッサ……OSの 開発 は益 々盛 んに な り,そ れ に大 いに役

立つ 方向

○ 言語 プ ロセ ッサ ジ ェネ レー タ… …更 にあ と5年 間実用 化 に向 けひ とが んば り

○ 各種 専用 問題 向言 語… … アプ リケー シ ョンが高度 に進 み デー タベー ス,画 像処 理 な どが 発展 し,増

増高 度化 方向

(4)プ ログラム の開発 目標

① 汎 用言語 プロセ ッサ

イ.汎 用高水 準言 語 プ ロセ ッサ(性 能 向上)

FORTRAN/ALGOL/COBOL/PL-1言 語 とその プ ロセ ッサ であ る。

ロ.汎 用会話 型言 語 プ ロセ ッサ(性 能 向上)

広 範 囲に渉 るア プ リケー シ ョンお よび デー タ処理 に対処 しうる汎用 会話 型言語 とその プ ロセ ッサ であ る。
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ハ.問 題 記述 用語 プ ロセ ッサ(実 用化)

アプ リケー シ ョン等 に利用 され る問題 向言語 または,サ ブ プ ロ グラムの上 位 に ラン クし,マ クロな高水

準言 語 あ るいは フロー チ ャー トで問題 を記述 す るこ とに よ り実 行可 能 なプ ロ グラム を ジェネ レー トす るプ

ロ グラムで あ る。

二.表 形式 言語 プ ロセ ッサ(性 能 向上)

菱形表 記述 の入 力 に よ り処 理可能 なプ ロ グラム をジェ ネ レー トす るプ ロ グラム であ る。

ホ.プ ロ グラム ・ジ ェネ レー タ(性 能 向 上)

パ ラ メー タ記 述言語 の 入力に よ って処理 可能 な プ ログラム を ジェネ レー トす るプ ログラム であ る。

へ.ベ ー シ ック ・ソ フ トウェア記述 用 言語 プ ロセ ッサ(性 能 向上)

ベー シ ック ・ソフ トウ ェア を記述 す る言語 お よびその プ ロセ ッサ で あ る。

ト.言 語 プ ロセ ッサ ・ジェネ レー タ(実 用化)

言語 の シン タッ クス とセマ ンテ ィッ クスを与 え るこ とに よ りその言語 プロセ ッサ を 自動作 成す るプ ロ グ

ラム であ る。

② 専 用 言語 プ ロセ ッサ

イ.汎 用 図形処理 用 言語 プ ロセ ッサ(性 能 向 上)

グラフ ィック ・デ ィス プ レイ等 に よ る図形処 理用 高水準 言語 とそのプ ロセ ッサ であ る。

ロ.デ ー タベ ー ス用 言語 プ ロセ ッサ(性 能 向上)

デ ー タベ ー スの利用 の ため の言語 お よび その プ ロセ ッサ であ る。

ハ.マ イ クロプ ロ グラム用語 プ ロセ ッサ(実 用化)

高 水準 言語 か らマ イ クロプ ログラム言 語 を生成 す るプ ロ グラムで あ る。

二.問 題 向言語 プ ロセ ッサ(性 能 向上)

ア プ リケー シ ョンの分 野 で必要 とす る各種 専 門用 問題 向言語 プ ロセ ッサ で あ る。

4、 ソフ トウェア開 発 ・管理 ・支援 プ ロ グラム

ソフ トウ ェアの開発 効率 お よび 品質 向上,各 種 ドキュ メン トや プ ログ ラム の管理,異 機 種 間の プ ログラ

ムや デー タの変 換,コ ン ピュー タ ・システ ムの性能 評価 な ど,コ ンピュー タ利用 の効率 化 と高度化 を支援

す る各種 の プロ グラム であ り,メ ー カー,ユ ーザ ー,ソ フ トウェア開 発業者 等 のすべ てが対 象 とな る。 ま

た使 用形 態 は従 来 のユ ー テ ィ リテ ィ ・プ ロ グラム と,同 様,オ ペ レー テ ィン グ ・システ ムに組 み込 まれた

処理 プロ グ ラム として働 くこ と もあ り得 るが,原 則 的に は独 立 したパ ッケー ジ として存在 す る。

(1)プ ロ グラムの体 系

下記 の よ うに分 類 され る。

① プ ログラム管理,保 守用 プ ロ グラム

1つ また は複 数 の コン ピュー タ ・システ ムに おけ る各種 プ ロ グラム を一元 的に 管理す る とともにバー シ

ョン ・ア ップや更新 に ともな う種 々の保 守業 務 をサ ポー トす る。

② ドキュ メ ン ト管理 プ ログラム

プ ロ グラム に関す る ドキュ メン トを 自動 作成 し管理 す るた めのサ ポー トプ ロ グラムで あ る。

③ 変換 プ ロ グラム
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異機種 間の プ ログ ラム お よびデー タを変換 し,コ ン ピュー タの互換 性 をサ ポー トす るプ ログ ラム。

④ プ ロ グラ ミン グ ・サ ポー ト

各種 プ ロ グラムの 開発時 にお け るデ ィバ ッ グテス ト,プ ロ グラム の構造 化 等 をサ ポー トし,製 品の 品質

お よび開 発 の効率 を向上 させ るため の プロ グラム 。

⑤ オペ レー シ ョン ・サ ポー ト

効率 の よい コン ピュー タのオペ レー シ ョンをサ ポー トしコン ピュー タの効 果 あ る利 用率 を向上せ しめ る

ため のプ ログラム。

⑥ シス テム性能 評価 プ ロ グラム

ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア を含 む シス テム の性能 ,効 率 な どの評 価 をお こな うプ ログ ラム。

② 現在 までの動 向

これ らの プ ロ グラムの最 近5年 間に おけ る動 向 は,あ る程 度,実 用 レベ ル の もの も出現 して来 て お り,

限 られ た範 囲の比 較的 レベ ルの 高 い使 用者 に よ って利用 されて い る。

しか しなが ら,そ の 開発対 象 は主 と して外 国機 用 で あ り,開 発 者 も外 国の ソフ トウェア業 者 であ る もの

が 多い。 国産機 用 の プ ログラム の開発 はか な .り遅 れてお り,と くに 日本文 の処理 を対象 と した ものは まだ

実 用化 の段 階 に至 って いな い。

また既存 プロ グラム は概 して単 能的 な ものが 多 く,広 範 な機 能 を持 ち,且 つ,使 用 者 の個 々の 目的 に応

じ得 る汎用 性 と融通性 を兼ね備 えたプ ログラム の トー タルな高 度化 は今 後 の問題 で あ る。

と くに こ こ20年 来,ソ フ トウ ェア開発 は,個 々の手作 りの域 をでず,エ ン ジニア リン グと しての 未熟 さ

が 強 く指 摘 され続 け て きたが,一 つ に は ソフ トウ ェア開発 の道具 としての ソ フ トウェアの 開発 が,い ち じ

る し く遅 れ てい た こ とに原 因 があ ろ う。

(3)将 来 の 動 向

前回高 度化 計画 に於 け る 「ユ ー テ ィ リテ ィ ・プ ログラム」 の名 称 を今 回 「ソフ トウェア開 発 ・管 理支 援

プ ロ グラム」 と変 更 した理 由は,本 来,ユ ー テ ィ リテ ィ,プ ログ ラム と称せ られ る各種 プ ロ グラムは コン

ピュー タの入 出力処理,フ ァイルの管理 とオペ レー シ ョン等 を主 目的 と した ものが 多 く,現 在 ではOS内

の他 の処理 プロ グラム の下請 け的 存在 として,す でにか な り充 実 して来 てお り,現 時点 で高度 化計画 とし

て とりあげ る とす れば,そ の機 能,種 類 と もに よ り拡 大 され た高度 の支 援 シ ステム を対 象 とす べ きで あ り,

ユ ー テ ィ リテ ィの名称 では もはや不 適 当 と思 わ れ たか らであ る。

「ソフ トウ ェア開発,管 理支援 プ ロ グラム 」は,ベ ー シ ック ・プロ グラ ム とアプ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ

ラム の間に あ って,ユ ー ザー ・メー カー 両者 に広 く利用 され る と ともに,最 近 よ うや く活 発化 して来 た ソ

フ トウ ェア ・エ ン ジニア リン グの支 柱 として,ソ フ トウ ェア開 発の エ イ ド,お よび品質 向上 の ための性 能

評価 の 強力 な ツー ル として,あ る いは各種 ドキ ュ メン トの作 成や 管理 の 自動化 機能 の一 層 の充実 と,コ ン

ピュー タに対 す る難 題 の一 つ といわ れ る 日本文 の処 理機 能の 追加 に よ って,今 後 の5年 間 は,真 に効果 の

あ る実用 的 な各種 プ ロ グラムの 出現 が可能 な時 期 として期 待 され る。

(4)プ ロ グ ラム の開発 目標

① プロ グラム管理 用 プ ロ グラム

プロ グラム管理,メ ンテナ ンス用 プ ログラム(性 能 向上)



332第6部 資料

OS等 の大 型 システム,複 雑 な構造 を有 す る ソフ トウ ェア 等 のバー ジ ョン ・ア ップ お よび メンテ ナ ン ス

の正確,迅 速性 を強化 す るプ ロ グラムで あ る。

② ドキ ュメ ン ト管 理 用 プ ログラム

イ.ド キ ュメ ン ト管理 用 プ ログラム(性 能 向上)

プ ロ グラム に関す る ドキュ メン トを集 中管理 す るプ ロ グラムであ る。.

ロ.ド キ ュメ ン ト作成 用 プ ログ ラム(性 能 向上)

プ ロ グラム の ドキュ メン ト作成 を自動 化す るプ ロ グラムで あ る。

③ 変換 用 プ ロ グラム

イ.プ ログラム変 換 用プ ログラム(性 能 向上)

異機 種 間 のプ ロ グラムの変 換 を行 うプ ロ グラム であ る。

ロ.デ ー タ変換 用 プ ログ ラム(実 用 化)

異機 種 間 のデー タベ ー スの変換 プロ グラム であ る。

④ プ ロ グラ ミン グ ・サ ポー ト ・プ ロ グラム

イ.言 語 プ ロセ ッサ 検証 用 プ ロ グラム(実 用化)

記述 型 または パ ラ メ トリ ック型言語 プ ロセ ッサ の検証 を行 うプ ロ グラムであ る。

ロ.プ ロ グラム ・テ ス タ(性 能 向上)

各種 プ ロ グラムの実 行 時の ダ イナ ミックな トレー ス を行 い,構 造上 の不備 や エ ラー を指 摘す るプ ロ グラ

ムで あ る。

ハ.プ ロ グラ ミン グ ・エ イ ド ・プ ロ グラム(実 用化)

プ ログラ ム ・モジ ュール を組立 て て1つ の ま とまっ たプ ロ グラム を作 成す るプ ロ グラム であ る。

⑤ オペ レー シ ョン ・サ ポー ト ・プ ログ ラム

オペ レー シ ョン ・エ イ ド ・プ ログラム(性 能 向上)

多重処理 下 に おけ る オペ レー シ ョンの管 理 お よび その効率 化 を図 るプ ロ グラムで あ る。

⑥ シ ステム性 能評 価 プ ロ グラム

イ.コ ン ピュー タ ・シス テム性能評 価 プ ロ グラム(性 能 向上)

システ ムの性 能効率 の評 価 を行 うプ ログラム であ る。

ロ.ソ フ トウ ェア性 能評 価 プ ロ グラム(実 用化)

ユ ーザ ー ・プ ロ グラムの信 頼性,効 率 等 の性能 評価 を行 うプ ロ グラムで あ る。

5.ア プ リケー シ ョン プ ログラム

アプ リケ ー シ ョンプ ロ グラム とは,産 業 界 にお いて最 終ユ ーザ ー(エ ン ドユー ザー)側 の問題 を電算機

を利 用 して処 理す る際 に使 われ るプ ログラム の総称 で あ る。

(1)プ ロ グラムの体 系

ア プ リケー シ ョンプ ロ グラムに含 まれ るプ ロ グラムは大 別 して,

① 社 会 開 発用 プ ログ ラム

② 特 殊 情報 処理 ・検 索 用プ ロ グラム

③ 経営 計画 ・管 理用 プ ロ グラム
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④ 流通 ・サー ビス用 プ ロ グラム

⑤ 生 産用 プ ロ グラム

⑥ 科 学技 術計 算用 プロ グラム

に分 類 され る。

(2)現 在 まで の動 向

アプ リケー シ ョンプ ロ グラム全 般 につ いて は,過 去5年 間に お いて各利 用者 側 のニー ズに も とつ いて,

個 々に 開発 され て来 た結果,限 定 され た使 用者 の もの としては格 段 の進歩 を遂 げた とい う事 が いえ よ う。

しか しなが ら開発 の基 盤 か らみ て 当然 なが ら,汎 用 性,互 換 性 等 を深 く追 求 は してお らず,プ ロ グラムの

パ ッケ ー ジ化 に 関す る進 歩は微 々 た る成果 に終 わ って い る。

と同 時に各 々相 互 にお け るプ ロ グラム 開発 のため の重 複投 資 が 目立 ってお り,こ の点 で も進歩 を妨 げ た

とい え よう。

アプ リケー シ ョンプ ロ グラムの分 類の 各項 に従 って 見てみ る と,

① 社 会 開発用 プロ グラム

過去 にお いて は数 少 な く,機 能等 も限定 された もの に止 ま って い る。

② 特 殊情 報処 理 ・検 索用 プ ロ グラム

過去 にお いて は電算 機 の使 用は 「数字 」に もとつ いた ものが 主 であ り,こ の面 での成 果 は試作的 な もの

に止 ま って い る。

③ 経営計 画 ・管理 用 プ ロ グラム

企業 活動等 の 実績 の処理 の 面 では,か な り個 別 に電算 機化 が 浸透 して来 た が,単 に数 字 の処 理 を行 った

もの であ り,管 理 ・計 画 面へ の反 映,お よび予 測面 へ の応 用 は未だ広 く行 わ れ てはい ない 。

④ 流通 ・サ ー ビス用 プ ロ グラム

企業 活動 の高 度化 に伴 い,活 動 に流通 ・サ ー ビスの 占め る部 分が重 視 され る様 にな り,そ の結果 ア プ リ

ケー シ ョンプ ロ グラム も,こ の分 野の面 で大 き く進 歩 した。 この種 の活動 は一 般国 民 との接 点 をなす部 分

で あ り,そ の点 か らオ ンライ ン化 が早 くか ら進め られ て い る。'しか しなが ら,限 定 的 な ものが殆 ん どを 占

め,体 系化 が遅 れ てお り汎用 化 の面で は成果 は見 られなか った。

⑤ 生産 用 プ ロ グラム

高度 成長 の 波に乗 った生産 設備 の拡充 お よび 人件 費の高騰 は,生 産 活動 の電 算機 化 を促進 し,大 手 の生

産 企業 では電算 機 に よる生産 管理,工 程 管理 は今や 実 用段階 に達 してい る。 しか しなが ら,何 れ も個 別 の

目的 の限定 使用 の もの であ り,汎 用化 は行 われ てい ない。

また,多 種 少量生 産 にお け る設 計管理 用 プ ロ グラム等 につ いて も個 別 の試作 化 の域 を脱 して いな い とい

えよ う。

⑥ 科学 技 術計算 用 プ ロ グラム

汎 用化 の面 では か な りの進 歩 が見 られ るが更 に よ り高度 の性 能,お よび新 技術(原 子 力,宇 宙 開発 等)

に対処 を 目指 して,む しろ専 用化 の傾 向 を示 しつ つ あ る。

(3)将 来の動 向

電 算機 利用 の今 後の 動向 として,
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① システ ムの大規 模化

従来 個別 の プ ロ グラム として個 々に処 理 を行 って 来た ものの総 合化 が行 われ,デ ー タベ ー ス を介 した一

元 化処 理 が実用 化 され る。

② システ ムの汎 用化

個別 に 限定 され た内容 で開 発 されて来 た プ ロ グラム を体 系化 し,汎 用化 を目指 したパ ッケー ジ化 が推 進

され る。

③ 目標の具 体化

一 方,既 に汎 用化 が行 われ て来 た ものに つ いては,そ の処理 効率 の向上,精 度の1向上 を 目的 とす る,具

体 的 目標 に的 を しぼ った専 用 化が一 部で は行 われ る。

④ 入出 力の簡 易化

オ ン ライン システム の普及 に伴 い電 算機 の 利用者 が専 門家 か ら一般 に広 く拡 が り,そ の結 果,入 出力の

「日本語 化」,「図 型化」 等の 簡易化 が 必要 とな る。

⑤ 社会 開発用 の ものの増 加

各種 社会 開発 の情報処 理 につ いて は,今 後,社 会 生 活へ と情報処理 が 浸透 し,普 及 してい くにつ れて,

その必 要性 か ら比 重が 増加 す る。

(4)プ ロ グラムの 開発 目標

① 社会 開発 用 プ ログラム

イ.生 活 ・地 域経 済情報 用 プ ロ グラム(実 用化)生 活 および地 域経済 関連 の情報 を管理 ・サ ー ビスす る

プ ロ グラム であ る。

ロ.環 境管理 用 プロ グラム(実 用化)

大 気,水 質 等の 汚染 原因,汚 染状 況 等の総 合 的 な把握 と リアル タイム規制 等 を行 うプ ログラム であ る。

ハ.ビ ル街 ・商 店街 ・コン ビナ ー ト等防 災 ・防犯 情報用 プ ロ グラム(実 用化)

ビル街 ・商 店街 ・コ ンビナ ー ト等に お け る地震,火 災,人 災 等の 災害 に備 えて,そ の被 害 を最小 に止め

こめ 監視,安 全 処理,最 適 避難 経路 の シ ミュ レー シ ョン等 を行 うプ ロ グラムであ る。

二.基 礎 生 活物 資管理 情報 用 プ ロ グラム(実 用化)

統計 デー タを もとに,基 礎 生 活物 資に 関す る情報 の総 合的管 理 を行 うため,物 資 の需 要予 測,マ クロな

流 通量 の把握,所 要 緊急 フ ロー 量 と物 資 の最適 配分 等 を行 うプ ロ グラム で あ る。

ホ.医 療 用 プ ログラム(性 能 向上 と汎 用化)

医療 診断 お よび 治療 の 自動 化,特 に遠 隔地 に対 す る診断 お よび治療 のサ ポー トを行 うプ ログラム であ る。

へ .医 療 事務 用 プ ログラム(性 能 向上 と汎 用化)

医療 情報 デー タベ ー ス を前提 とす る医 療事 務処 理用 プ ロ グラムで ある。

ト.CAI用 プロ グラム(性 能 向上 と汎用 化)

コン ピュー タを利用 した教 育 のサ ポー ト ・プ ロ グラムであ る。

② 特殊情 報 処理 ・検 索用 プ ロ グラム

イ.パ ター ン情 報処理 用 プ ロ グラム(実 用化)

各種 パ ター ンの入 出力装 置 を含 む情 報処理 用 の プ ログラム であ る。
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ロ.日 本文処 理用 プ ロ グラム(実 用化)

漢字,カ ナ湿 り文 の総合 処理 機能 を持 つ プ ロ グラムで あ る。

ハ.文 献検索 用 プ ログ ラム(性 能 向上)

オ ンライ ンに よる各種文 献 の管理 と検 索用 プ ロ グラム である 。

③ 経営 計画 ・管理 用 プ ロ グラム

イ.経 営 計画 用 プ ログラム(性 能 向上 と汎 用化)

中期,長 期の 経営予 測 お よび設備 投 資計画,人 員計画,市 場開 発計 画 等 を行 い,企 業,団 体 等の 経営 の

判断 に役 立 つプ ログラム であ る。

ロ.経 営 診断用 プ ロ グラム(性 能 向上 と汎用 化)

企業,団 体 等 の経営 状況 の把握 お よび経 営監 査 に役 立 つ プロ グ ラム であ る。

ハ .財 務 管理 用 プ ロ グラム(性 能 向上 と汎用 化)

従来 の経理,会 計 処理 か ら財務 諸表 の作 成迄 の一連 の財 務処理 お よび新 し く必 要 とな る連 結財務 諸 表 の

作 成 に役 立 つプ ロ グラム であ る。

二.人 事管理 用 プ ロ グラム(性 能 向上 と汎用化)

人事情 報管理 お よび要 員 の適 正 配置 に役 立つ プ ロ グラムで あ る。

ホ.経 営科学 手法 プロ グラム(性 能 向上 と汎 用化)

経 営分 析,予 測,事 象分析予 測,社 会問 題,経 済 問題等 の諸 問題 の分 析 ・解 決等 に役 立つOR手 法 シ ミ

ュ レー シ ョン,数 理 計画 等 のプ ロ グラム であ る。

④ 流通 ・サ ー ビス用 プ ロ グラム

イ.配 送 ・在 庫管理 用 プ ロ グラム(性 能 向上 と汎用化)

顧 客或 いはマ ー ケ ッ トのニ ー ズお よび販売 計画 に従 い製 品や商 品 の配送 ・在庫 を計画 し管理 す るのに役

立つ プ ロ グラムで あ る。

ロ.保 険 ・証 券 ・銀行等 窓 口サー ビス業務 用 プ ログラム(性 能 向上 と汎用 化)

保 険 ・証 券 ・銀行 ・百貨 店 ・石 油 ス タ ン ド等に おけ る窓 口業務 の改善,サ ー ビス の提 出のため の オ ンラ

イン システム用 プ ロ グラムで あ る。

ハ .販 売 管理用 機器 制御 プ ロ グラム(性 能 向上 と汎用 化)

各種 の販 売管理 に用 い られ る機 器 の制御 を行 うプ ロ グラム で あ る。

⑤ 生産 用プ ログラム

イ.生 産 管理用 プ ロ グラム(性 能 向上 と汎用 化)

各業 種 の業態 に応 じた生産 活動 を行 う為 に 必要 な中短期 の計 画作 成 とその実 行 の管理 の為 のプ ロ グラム

であ る。

ロ.設 計 管理 用 プ ロ グラム(性 能向 上 と汎用化)

各業 種 の業 態 に応 じた設計 部 門での 設計 の計画 実施 お よび管理 の為 の プ ロ グラムで あ る。

ハ.製 造工程 制御 用 プ ロ グラム(性 能 向上 と汎 用化)

各業種 に おけ る各工程 の装 置,設 備,機 器 の 自動運 転 お よび制 御 を行 うプ ロ グラムで あ る。

⑥ 科 学 技術 計算用 プ ログ ラム
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イ.構 造 解析 用 プ ログ ラム(性 能 向上)

構造 物 の力学 的平衡 状 態の解 析 を有 限要 素 法等 を用 いて行 うプ ログ ラム であ る。

ロ.プ ロセ ス ・シ ミュ レー シ ョン用 プ ロ グラム(性 能 向上 と汎 用化)

化 学 プ ラン ト,石 油化 学 プ ラン ト等 にお け る反応工程 お よび機 器運 転 を シ ミュ レー トす るプ ロ グラムで

あ る。

ハ.コ ンピュー タ ・エ イデ ッ ド ・デ ザ イ ン用 プ ロ グラム(実 用 化)

土 木,.建 築,造 船,機 械,電 機 等諸 工学分 野 にお け るコ ンピュー タ ・エ イデ ッ ド・デザ イ ン用 プ ロ グラ

ムで ある。

二.原 子 力技術 計算 用 プ ロ グラム(性 能 向上)

原子 力利 用に かか わ る技 術計 算 を高 精度 且つ 効率 的に行 う為 の プ ロ グラム であ る。

ホ.宇 宙 開発 技術計 算用 プ ログラム(性 能 向上)

宇 宙開発 にか かわ る技術 計算 を高 精度 かつ高 能率 に行 うための プ ロ グラム であ る。
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4昭 和60年 度におけ る我が国の情報化及 び

情報産業の計量予測

昭和51年7月9日 産業構造審議会 情報産業部会
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1.は じ め に

1.経 緯

(1)昭 和48年10月23日 通 商産 業大 臣は産 業構 造審議 会 に対 し 「情 報化 お よび情報 産 業の あ り方 並 びに

これ らに対 す る施策 の あ り方如 何 」 との諮問 を行 った 。 これ を受 け,当 情 報産 業部会 は 活発 な審議 検討 を

行 った後,昭 和49年9月27日 中間答 申を行 った。

この中間 答 申にお いて は,我 が 国経済 をめ ぐる制約 条件 が 厳 し くな って きて い る中で,将 来 の豊 か な活

力あ る福 祉社 会 をめ ざ し,多 様 化 し,高 度 化す る国民ニ ー ズ を満 た して い くため に は,情 報 シス テムの 整

備,情 報 化 の基盤 整備 お よび情報産 業 の振興 といっ た コン ピュー タ ・テ クノロ ジー の活 用に よる情 報化 の

推進 の必要 性 が強調 され た。

しか しなが ら,こ の中 間答 申は,定 性的 な議論 検討 の上 でな され た もの で あ り,将 来の情 報化,情 報産

業 の姿 を明確 に し,そ れ を具 体 的政策 に反 映 させ て い くため には,さ らに定 量的 な把握 を行 う必要 が あ る。

② この よ うな観点 か ら当情 報産業 部会 は,中 間答 申を報告 す ると同時 に引 き続 き計 量化 小委 員会 を設

け て,昭 和60年 度 を 目標年 度 とす る情 報化 お よび情報産 業 の計 量予 測 の作業 を行 うこ とを決 め た。
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計 量化小 委 員会は,昭 和49年12月 に発 足 し,翌50年1月,同 小 委員 会の下 で,コ ンピュー タ産業計 量化,

情 報 処理産 業計 量化,シ ステム計 量化 の3つ の ワー キ ング グル ープ を設置 し,具 体 的作業 を進 め て きた。

コン ピュー タ産業 計量 化 ワー キ ン ググルー プは コ ンピュー タ産 業 を中心 と してハ ー ドウ ェア面 の予 測 に

つ いて,情 報 処理 産業計 量化 ワー キン グ グル ープ は情 報 の生産,流 通 を行 う情報処 理産 業 を中心 として ソフ

トウ ェア面 の予測 につ い て,シ ス テム計 量化 ワー キ ング グルー プは 開発普 及す べ き情報 システ ムの分 野別

規模 の予 測 につ いて鋭 意作 業 を行 って きた。

(3)こ の作 業 には 国際的 に も前例 の ない予 測作業 が含 まれて お り,コ ン ピュー タ ・テ ク ノロ ジー の生産

お よび利用 に関 す る技術進 歩,情 報 化 の社会 的制 度的 な制約要 件 の予 測等 が困難 で あ るため作 業の道 程は

平 坦 では なか った。

したが って予 測結 果 は政府 が適切 な諸 施策 を講ず る こ とを前提 と して い るもの も相 当含 まれて い る。

この作 業結果 に基 づ き,各 方面 に おい て活発 な議論 と建 設的 な提案 が行 われ,そ の フ ィー ドバ ックの も

とに,あ らたな検討,諸 施策 の立 案 がな され る こ とを期待 す る もの であ る。

2.予 測 の 概 要

(1)以 下 では,作 業 結果 を情報 化 に関 す る もの と情報産 業 に関す る もの に ま とめ て報 告 す る。「情報 化」

の 範囲 は 中間答 申 と同様,コ ンピュー タ ・テ クノ ロジー を活 用す る もの と し,そ の指 標 として,コ ンピュ

ー タ(汎 用 コン ピュー タ,オ ンライ ン用 端末 装置)の 設置状 況,情 報処 理 技術者 の需 給動 向 お よび情 報 シ

ス テム の規模 を示す 。 「情 報産 業」 は 「情報 化」 を供 給面か ら支 える産 業の総 称 で あ るが,「 情 報産 業」 の

範 囲 は 中間答 申 と同様,コ ン ピュー タ ・テ ク ノロジーに関連 す る産業 と し,そ の指 標 と して コン ピュー タ

産業 お よび情 報処理 産業 の産 業規 模 を示す 。

② 情報化 の予 測結 果は 第1表 に ま とめ られて い る。 これ らは ス トッ クの概 念 であ る。

第1の 指標 は コン ピュー タの設置状 況 で あ る。 その うち汎 用 コ ンピュー タにつ い ては昭和60年 度 末の設

置 台数 は107千 台 で,買 取価格 に換 算 した設置 金額 は74,674億 円に達 す る。昭 和49年 度末 と比 較す ると.

台数ベ ー スで3.5倍(年 平 均伸 び率12.2%)金 額 ベー スで3.8倍(年 平均 伸 び率13.0%)増 加 して い る。産

業 別 設置 金額 の割合 は 第二次 産業 にお いて は増加 し,第3次 産業 に おい ては減 少す る。

次 に コン ピュー タの よ り高 度 な利用 方法 で あ るオ ンライ ンの利用状 況 を示 す オ ン ライ ン用端 末装 置 の設

置金 額 をみ る と昭 和48年 度 末に は,1,838億 円 にす ぎなか った ものが年 平均23.2%で 増加 し,昭 和60年 度

末 に は,22,362億 円 に達 す る。汎 用 コン ピュー タの設置 金額 に対す る比率 も11.4%か ら29.9%と 大 き く上

昇 す る し,今 後 急速 な オン ライ ン化 が進 む もの と予測 され る。

第2の 指 標 として情報処 理産 業 お よび一般 ユ ーザー に働 く情報処 理技 術者数 をみ る と,シ ステ ム ・エ ン

ジニ ア,プ ロ グラマ ー,オ ペ レー タ,キ ー パ ンチ ャー合計 で,昭 和49年 度 の154千 人 が昭 和60年 度 末 には

578千 人の需要 とな り,3.8倍(年 平均伸 び率12.8%)増 加 す る。 しか し現 在の供 給体 制 等 を前提 に した場

合,供 給 は399千 人 しか 望め ず供 給率 は69%に とど まる。

第3の 指 標 と して,産 業,社 会,生 活 の効率 化,高 度化 のため に必要 な情報 システ ムに おけ る汎用 コン

ピュ ー タの設置 金額 をみ る。

中 間答 申で は情報 システ ム化 を促 進す べ き分 野 と して,① 行政,② 産 業,③ 医療,④ 交通 ・物 流,⑤ 公

害 ・環 境,⑥ 防災 ・防犯,⑦ 教育,⑧ 流通,⑨ 地域社 会生 活の9分 野 をと りあ げて い る。情報 システ ム化
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は,当 初産 業 の分 野に現 われ,や が て行政 の 分野 に普 及 して いっ た。上記③ 以下 の分 野 にお け る情 報 シス

テ ムは,産 業,行 政分 野 の システム と区別 され社会 シス テム と呼 ば れ るが,こ の分野 に お いては よ うや く

システ ム化 が行 わ れ始 め た ものの,今 後 とも一 層 の進展 が望 まれ る ところであ り,こ こでは社会 シス テム

に 限っ て計 量化 を行 っ た。7分 野 の汎 用 コン ピュー タの設置 金額 は,昭 和48年 度末 の3 ,229億 円 か ら昭和

60年 度 末 の18,906億 円 に増加 す る。汎用 コンピュー タ全体 に 占め る割合 も20 .1%か ら25.3%に 増 加 す る。

第1表 情報化の予測(総 括表)

昭和49年 度末 昭和60年 度末 倍 率 年 平 均
伸び率%

1.コ ン ピ ュ ー タ

(1)汎 用 コ ン ピュ ー タ

① 設置台数(千 台) 30 107 3.5 12.2

② 設置金額(億 円) 19,464 74,674 3.8 13.0

第 一 次 産 業 529〔2.7%〕 1,534〔2.1%〕 2.9 10.2

第 二 次 産 業 6,936〔35.6〕 29,872〔40.0〕 4.3 14.2

(製 造 業) (6,669)〔34.3〕 (28,088)〔37.6〕 (4.2) (14.0)
第 三 次 産 業 8,878〔45.7〕 30,075〔402〕 3.4 11.7

政 府 等 3,121〔16.0〕 〕 13,193〔17.7〕 4.2 14.0

② オンライン用端末装置

① 設置金額(億円) 1,838※ 22,362 12.2 23.2

② 嬰 昆議 ユ　タに対 11.4※ 29.9 一 一

2.情 報処理技術者需要(千人) 154※ ※ 578 3.8 12.8

3.情 報 システ ム(7分 野)

(1)設 置金額(億円) 3,229※ 18,906 5.9 15.9

(・)魏 諭 諭 一タ全体に 20.1※ 25.3

(注1)※ は昭和48年 度末

※※ は昭和49年 度末の推定値

(注2)第 一次産業 には農協等 を含 む。

政府等は政府,政 府関係機関,学 校,病 院等である。

〔 〕内は構成比である。

(3)情 報産業 の予 測結 果 は第2表 に ま とめ られて い る。

先 ず コンピュー タ産業 の生産 額 は年平 均伸 び率14.1%で 増加 し,昭 和49年 度 の5 ,810億 円 か ら,昭 和60

年度 に は24,882億 円 とな る。輸 出 は昭和49年 度 の213億 円 が,昭 和60年 度 には3,932億 円 に達 し,輸 出比率

は3.7%か ら,15.8%と 増加 す る。一 方輸 入額 は昭 和49年 度 の1,866億 円か ら昭和60年 度 に は5 ,238億 円 に

増加 す るが,輸 入比率 は減 少す る。 昭和60年 度 に お いて も輸 入額 は輸 出額 を上 回 って いる。

次 に ソフ トウェア業,情 報処理 サー ビス業,情 報提 供 サー ビス業 よ りな る情報処 理産 業 をみ る と,そ の

生 産額 は昭 和49年 度 の2,453億 円か ら昭 和60年 度に は13,070億 円 に達 し,そ の伸 び 率 は16 .4%と コン ピュ

ー タ産業 の伸 び率 よ りも高 い
。情 報処理 産 業の情 報産 業全体 に 占め る割 合は,昭 和49年 度 の約29%か ら昭

和60年 度 に は約34%と 増 加 す るこ とが 注 目 され る。

以上 の コン ピュー タ産 業 と情報処理 産 業 を合計 した情報産 業全 体 で は昭和60年 度 で37,952億 円 に達 し,

昭和49年 度 に比 し4.6倍(年 平 均伸 び率14.9%)に 増加 す る。

なお・ 以上述 べ た情 報処 理産 業 は顧 客 の ために情 報処 理 を行 うもので あ るが,コ ン ピュー タ ・ユ ーザ_
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お よび メー カー が社 内 で行 う情報処理 量 は昭和60年 度末 で45,889億 円 に達す る見込 であ る。

第2表 情報産業の予測(総括表)

昭和49年 度 昭和60年 度 倍率協翻

1.コ ン ピ ュー タ産 業

(1)国 内 納 入 額(億 円) 7,463 26,188 3.5 12.1

② 輸 入 額(億 円) 1,866 5,238 2.8 9.8

(3)輸 出 額(億 円) 213 3,932 18.5 30.4

(4)国 内 生 産 額(1)一(2)+(3)(億 円) 5,810 24,882 4.3 14.1

(・)輸 出 比 率 留(%) 3.7 15.8

2.情 報 処 理 産 業 生 産 額(億 円) 2,453 13,070 5.3 16.4

3.情 報 産 業 総生 産 額1の(4)+2(億 円) 8,263 37,952 4.6 14.9

II.情 報 化 の 予 測

1.コ ン ピュー タの設 置予 測

(1)経 済社 会 に おけ る 「情 報」 の役割 は,今 後 さらに飛躍 的 に重要 性 を増す もの と予 想 され るが 「情報 」.

を適 時適 切 に収 集,加 工,提 供す るに は,コ ン ピュー タ ・テ ク ノロジー の利用 が不可 欠 であ る。

情報化 の 第一 の指 標 として,そ の時 点に おけ る コン ピュー タ設置 金額 お よび台数 をみ る。昭 和60年 度 末

にお いて は汎用 コン ピュー タの設 置台数 は107千 台,設 置金 額(稼 動 して い る汎 用 コンピュー タを買 取価 格

に換算 した額)は,74,674億 円 にお よぶ もの と思 われ る。 昭和49年 度末 と比較 す る と台数 ベ ー ス で3.5倍

(年平均 伸 び率12.2%)金 額ベ ー ス で3.8倍(年 平 均伸 び率13.0%)と な る。(第3表)

(2)型 別 の 内訳 では,大 型(売 価換 算額2億5,000万 円以上)の 伸 長が 目だ って お り,全 体 金額 に 占め る

比率 も昭和49年 度 末の56.7%か ら,昭 和60年 度 末に は63.2%に 達 す る。(第3表)

第3表 汎用 コンピュー タの設置予測(型別)

昭和49年 度末 昭和60年 度末 倍 率
年 平 均
伸び率%

設 大 型 1,725(5.7)% 4,763(4.5)% 2.8 9.7

置 中 型 5,441(18.1) 15,203(14.2) 2.8 9.8

台
数

小 型 7,337(24.4) 21,837(20.5) 3.0 10.4

云 超 小 型 15,592(51.8) 64,778(60.8) 4.2 13.8

巳 計 30,095(100.0) 106,581(100.0) 3.5 12.2

設 大 型 11,047(56.7) 47,154(63.2) 4.3 14.1

置
金 中 型 5,879(30.2) 18,623(24.9) 3.2 11.1

額 小 型 1,572(8.1) 4,913(6.6) 3.1 10.9
(

億 超 小 型 966(5.0) 3,984(5,3) 4.1 13.7

巴 計 19,464(100.0) 74,674(100.0) 3.8 13.0

(注1)「 設 置金 額 」は,実 際 に 稼動 して い る コ ン ピュー タ をすべ て 買取 価 格 に換 算

して合 計 した もの で あ る。

(注2)買 取価 格 換 算 で,大 型 は2億5,000万 円以 上,中 型 は4,000万 円以 上,小 型 は

1,000万 円 以 上,超 小 型 は1,000万 円未 満 の コン ピ ュー タを い う。

(注3)()内 は 構 成比 で ある 。
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第4表 汎用 コンピュータの設置予測(業種別)

(単 位,億 円,%)

昭和49年 度末 昭和60年 度末 倍 率
構 成 比

49 60

第 一 次 産 業 529 1,534 2.9 2.7 2.1

製 造 業 プ ロ セ ス 2,533 11,059 4.4 13.0 14.8

食 品

繊 維

紙 ・ パ ル プ

化 学

窯 業

鉄 鋼

非 鉄 金 属

276

182

75

802

113

856

229

1,260

607

264

3,354

570

4,351

653

4.6

3.3

3.5

4.2

5.0

5.1

2.9

1.4

0.9

0.4

4.1

0.6

4.4

1.2

1.7

0.8

0.4

4.5

0.8

5.8

0.9

製 造 業 ア セ ン ブ リ 4,136 17,029 4.1 21.3 22.8

機 械

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

そ の他 の 製 造 業

369

2,296

984

487

1,511

7,382

5,699

2,437

4.1

3.2

5.8

5.0

1.9

11.8

5.1

2.5

2.0

9.9

7.6

3.3

製 造 業 計 6,669 28,088 4.2 34.3 37.6

鉱 業 建 設 267 1,784 6.7 1.4 2.4

鉱 業

建 設

32

234

101

1,683

3.2

7.2

2

1.2

0.1

2.3

第 二 次 産 業 6,936 29,872 4.3 35.6 40.0'

卸,小 売 2,042 7,156 3.5 10.5 9.6

金 融,保 険 証 券 4,468 13,404 3.0 23.0 18.0

金 融

保 険

証 券

3,442

658

368

9,807

1,563

2,034

2.9

2.4

5.5

17.7

3.4

1.9

13.1

2.1

2.7

そ の 他 の 第 三 次 産 業 2,368 9,515 4.0 12.2 12.7

不 動 産

運 輸 通 信

電 気 ガ ス

サ ー ビ ス

22

586

347

1,412

85

2,031

1,790

5,609

3.9

3.5

5.2

4.0

0.1

3.0

1.8

7.3

0.1

2.7

2.4

7.5

第 三 次 産 業 8,878 30,075 3.4 45.6 40.3

政 府 ・ 政 府 機 関 2,589 10,070 4.0 13.3 13.5

国 ・地 方 公 共 団 体

政 府 機 関

1,103

1,486

3,466

6,604

3.1

4.4

5.7

7.6

4.6

8.8

学 校 487 2,752 3.7 2.5 3.7

大 学

高 校 そ の 他

403

84

2,491

261

6.2

3.1

2.1

0.4

3.3

0.4

病 院 45 371 8.2 0.2 0.5

政 府 等 3,121 13.193『 4.2 16.0 17.7

合 計 19,464 74,674 3.8 100.0 100.0
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㈲ 業種 別 にみ る と第二次 産業 の比重 が 増加 す るが,そ の 中では建 設業,輸 送機 械,鉄 鋼 な どが伸 び,

電 気機 械,非 鉄 金属 な どで伸 び率 の鈍化 が 見込 まれ る。政府 等 の割合 は微 増 し,第 一次産 業 および金 融保

険 等 の第三 次産 業は,相 対 的 に比率 が落 ちる と見込 まれ る。(第4表)

この よ うに,従 来 コン ピュー タの導入傾 向が顕著 であ った業種 で は,成 熟期 に入 り,従 来余 リコン ピュ

ー タが導 入 され てい なか った業 種 では大 きな伸 長が 見込 まれ
,全 体 として,コ ンピュー タの普及 利用 が進

ん で い くと思 わ れ る。(第4表)

(4)次 に オ ンラ イン用 端 末装 置の 設置状 況 をみ る。 オ ンライ ン用端 末装 置 とは通信 回線 を通 じて コン ピ

ュー タの 中央処 理装 置 に常 時 または随 時 に接続 して使 用す る入出 力装 置で あ る。 オ ン ライン用端 末装 置 の

設置 金額 は,昭 和48年 度 末1,838億 円で あっ た ものが 昭和60年 末 まで,平 均23 .2%の 伸 びで増 加 し,昭 和

60年 度 末 には,22,362億 円 に なる もの と予 測 され る。 主 な設置 業種 は,金 融,サ ー ビス,不 動産,政 府,

証 券等 で あ る。(第5表)

第5表 オンライン用端末装置の設置予測(単 位,百万円,%)

年平均

昭和48年 度末 昭和60年 度末 倍 率 伸 び率

60/48

製 造 業 23,896 263,149 11.0 22.1

商 業 3,610 58,175 16.1 26.1

金 融 104,128 1,330,951 12.8 23.7

証 券 6,045 103,182 17.1 26.7

保 険 2,346 19,301 8.2 19.2

運 輸 通 信 7,697 68,900 9.0 20.0

電 力,ガ ス 2,105 29,267 13.9 24.7

サ ー ビ ス,不 動 産 16,878 186,242 11.0 22.2

政 府 12,525 128,714 10.3 21.4

地 方 公 共 団 体 640 3,845 6.0 16.1

学 校 340 6,475 19.0 27.8

法 人 団 体 997 16,340 16.4 26.2

そ の 他 2,644 21,703 8.2 19.2

計 183,851 2,236,244 12.2 23.2

2.情 報 処理 技術 者 の予 測

(1)情 報 処理 技術 者 は,情 報化 の推 進主体 として,今 後 ます ます,そ の重 要性 が増大 して くるが,我 が

国の労 働 力の絶 対的 な不 足傾 向 と情報 処理 教育 の困難性 に よ り,優 れ た情報 処理 技術者 を確 保 す る こ とは

容 易 でな い。

(2)情 報 処理産 業 お よび一般 ユ ーザ ーに働 く昭和49年 度 末 の情報処 理 技 術 者 は154千 人 であ るが,コ ン

ピュー タの急速 な普 及 に伴 い,昭 和60年 度 末の需 要数 は578千 人 と見込 まれ る。 これは,年 平均伸 び率12 .8

%で あ り,要 員 省力 化対 策 に よ りコン ピュー タの設備 金額 の伸 び率 よ りは小 さ くな る もの と予 想 され る。

情報 処理 技術 者は シス テム ・エ ンジニア,プ ロ グラマー,オ ペ レー タお よび キーパ ンチ ャー か ら構 成 さ

れ るが,こ の職種 別 で は システ ム ・エ ンジニア に対す る需要 の伸 びが最 も高 い。(第6表)

(3)一 方,こ の需 要 の増大 に対 して,現 在 予想 され る昭和60年 度 に おけ る情 報処 理 技 術 者の供 給 は399

千 人 と見込 まれ る。 需要 に対 す る供給 の比率 を職種 別 に見 る とシステ ムエ ン ジニ アお よびプ ロ グラマー は
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約80%の 充 足率 とな るが,オ ペ レー タお よび キー パ ンチ ャーに つ いては充 足率 約60%で あ る。

第6表 情報処理技術者の需要予測(千 人)

昭和47年 度末 昭和60年 度末 倍 率
年 平 均
伸び率閲

システ ム
エ ン ジニア

情報処理 業 2.8 12.5 4.5 12.2

一般 ユ ー ザ ー 16.8 107.9 6.4 15.4

計 19.6 120.4 6.1 15.0

プ ロ グ ラ マ ー

情報処理業 8.2 22.0 2.7 7.9

一般 ユー ザ ー 35.3 132.8 3.8 10.7

計 43.5 154.8 3.6 10.3

オ ペ レ ー タ

情報処理業 3.3 9.8 3.0 8.7

一 般 ユ ーザ ー 18.3 70.3 3.8 10.9

計 21.6 80.1 3.7 10.6

キー パ ンチ ャー

情報処理業 7.3 20.7 2.8 8.3

一般 ユ ー ザ ー 60.7 202.3 3.3 9.7

計 68.0 223.0 3.3 9.6

計

情報処理 業 21.6 65.0 3.0 8.8

一般 ユ ー ザ ー 131ユ 513.3 3.9 11.1

計 152.7 578.3 3.8 10.8

3.情 報 シス テムの規 模予 測

(1)コ ン ピュー タを中核 と した種 々の 情報 システ ムの開 発 と普 及 は,高 度社 会実 現 のため には,不 可 欠

の役 割 を担 うもの と期 待 され てい る。

経済,社 会,生 活 に関 す る諸 現 象は複 雑 多岐 にわ た ってお り,そ れ らの効率 化,高 度化 を目指 し,多 く

の要 因 を考 慮 しつつ 問題解 決 を図 る情報 システ ム も 多種 多様 な態様 を示 す こ と とな る。

中間答 申で は,情 報化 を促 進すべ き分 野 として,① 行政,② 産業,③ 医療,④ 交通 ・物 流,⑤ 公害 ・環

境,⑥ 防 災 ・防犯,⑦ 教 育,⑧ 流通,⑨ 地 域社 会生 活の9分 野 を と りあげ て い る。

情報 システ ムは,当 初 産業 活動 の分 野 に登場 し,や が て行政 の分 野 に普 及 して きた。や が て それ らの分

野 に とどま らず,上 記③ 以下 の社 会,生 活領 域 に ま でお よぶ よ うに な ったが,未 だ上 記① および② の 分野

ほ どの普 及は み てい ない。 しか し今 後人 々の生 活が 多様 化す るにつ れ この分野 の情 報 シス テム化 の必要 が

増 大す る もの と思 われ る。

今回 の計量 化 では③ か ら⑨ の7つ の分 野に つ いて,昭 和60年 度末 にお け る情 報 シ ステム の規 模 を汎 用 コ

ン ピュー タお よび情報 処理 要 員につ い て推定 した。

(2)第7表 はこれ らの'7つ の分 野に おけ る昭和60年 度末 の汎 用 コンピュー タ設 置金額 お よび情 報処 理要

員(た だ し,こ こでは キーパ ンチ ャー は含め な い)の 予 測 を示 す 。7分 野相互 間に は若 干 の重複 が あ る。

以上7つ の分 野 におけ る汎 用 コンピュー タの設 置 金額 は18,906億 円 とな り,国 内全体 の汎用 コン ピュー

タ設 置金額 に 占め る比率 は25.3%で あ る。 また,7つ の 分野 にお け る情 報処 理要 員 は101千 人 で,国 内 全

体 の情報処 理要 員 に 占め る比率 は28.5%で あ る。
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第7表 情報 システムの規模予測(7分 野)

昭 和48年 度 末
汎用 コンビュー

昭 和60年 度 末 汎 用 コン ビ ュー

タ設置金額の年
7分 野 名 タ設置状況 汎用 コンピュー タ設置状況 情報処理要員 平 均 伸 び率

(億円) 台 数(台) 金 額(億円) (千人) (60/48)(%)

医 療 90(0.5) /1 ,304(1,2) 1,071(1.4) 6.7(1.9) 22.9

交 通 ・ 物 流 740(4。6) 2,579(2。4) 3,457(4.6) 14.6(4.1) 13.7

公 害 ・環 境 75(0.4) 1,055(9.9) 913(1.2) 4.6(1.3) 23.2

防 災 ・ 防 犯 37(0.2) 1,755(1.7) 830(1.1) 6.5(1.8) 30.0

教 育 407(2.5) 4,013(3.8) 2,760(3.6) 23.9(6.7) 17.2

流 通 1,530(9.5) 14,563(13.7) 6,770(9.0) 32.9(9.3) 13.2

地域社会生活 350(2.1) 2,472(2.3) 3,105(4.1) 11.9(3.4) 20.0

7分 野 計 3,229(20.1) 27,741(26.0) 18,906(25.3) 101.2(28.5) 15.9

国 内 全 体 計 16,019(100) 106,581(100) 74,674(100) 355.3(100) 13.7

(注1)「 設 置 金額 」 は買 取価 格 に換 算 した額

(注2)()内 は,国 内 全体 を100と した時 の 構成 比 であ る。

(注3)「 情 報 処理 要 員 」 は シス テム ・エ ンジ ニ ア,プ ロ グラマ ー,オ ペ レー タを含 み キー パ ンチ ャー は含 ま

れて い な い。

(注4)各 分 野 間 の重 複 は約5%程 度 。

(3)各 分 野の あ ら ま しを見 る と次の とお り

イ.医 療 分 野

医療 分 野につ いて み る と,病 院 自動化 システ ム,病 院管理 情報 システム 等の 院内 シ ステムは,病 院が主

た る開発 主体 とな って,昭 和50年 代 前半 に かな り普及 す る と見込 まれ るが,一 方,救 急 医療,遠 隔 医療,

環 境衛 生 等の病 院外 での システ ムは,国,地 方 自治体 等 を主 た る開発 主体 として,昭 和50年 代 の後半 に な

って か らの普及 が見 込 まれ る。

当分 野 の コン ピュー タ設置 金額 は,昭 和60年 度 末 で1,071億 円 と見 込 まれ るが,そ の うち診 療 報酬 請 求

業務 等 を行 う病 院管理 情報 シス テムが463億 円 と半 数近 くの比 重 を占め るこ と とな る。開 発,普 及 につ い

ての主 な制 約条件 は,開 発 コス トが高 い こ とで あ る。 開発 に対す るニー ズにつ いて は救 急医療 と遠隔 医療

につ いて の もの が最 も高 い。

ロ.交 通 ・物 流分 野

交通 ・物 流分 野 につ いて は,輸 送 対 象 として は旅客,貨 物 を,輸 送 手段 としては航 空,自 動車,鉄 道,

船舶 を,輸 送施 設 としては空 港,道 路,駅,港 湾,倉 庫,パ イプ ライ ンを,環 境 として は気象 をカバ ー し

て い る。今 後管理,制 御,デ ー タバ ン ク,情 報 サー ビス,予 約サ ー ビス,経 営合 理化 等 を含め た,ほ ぼ あ

らゆ る分 野に おい て,情 報 シス テム化 が進展 す るもの と予 測 され,昭 和60年 度 末 には3,457億 円 の コン ピ

ュー タの 設置 が見込 まれ る。 この分 野 は,オ ン ライン化 が著 しい と予 測 され てい る。 開発 主体 につ いて は,

政 府,公 共機 関の果 たすべ き役 割 は,当 然 大 きいが,企 業 間の協 力 に よる情 報 システム の共 同開発 お よび

共 同 設計 の必要 性 も高 ま る もの と考 え られ る。

ハ.公 害 ・環 境分 野

公害 ・環 境分 野 につ いて は,デ ー タバ ン ク,広 域公 害,環 境予 測 シス テム,公 害監 視 シス テム,廃 棄 物

関係 システム の開発,普 及が 予測 され るが 開発 主体,開 発 費用 の負担 とか らん で,こ れ らの情報 シス テム
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の普及 は,法 的義務 付 け等 の進 展 に大 き く依 存す る と考 え られ る
。

当分野 に おけ る昭和60年 度 末 の コ ン ピュー タ設 置金 額 は,913億 円 と見 込 まれ るが,そ の う ち,公 害 監

視 シス テムが519億 円 と半 数 以上 の比重 を 占め るこ と とな る。

二.防 災 ・防犯分 野

防災 ・防 犯分 野 では シス テムが 国家 的 レベ ル,地 方 自治体 レベ ル
,企 業 民間 レベ ルの もの に大別 され る。

各 レベ ル で普 及す る と見込 まれ る主 要 シス テムは,国 レベ ル では全 国気 象観 測網 システ ム
,全 国警 察情報

管理 システ ム,地 方 自治体 レベ ル では危 険物監 視,ガ ス ・上 下水 道 防災 システ ム,地 域 避 難誘導 ・救 急 ・

救 助 システム,企 業 民 間 レベ ル では ビル ・工 場 事業 防 火災予 防 ・避 難誘 導 ・救 急
,救 助 お よび防 災 シス テ

ム,住 宅 火災予 防 ・防犯 システム で あ る。

当分 野 の昭和60年 度 末 の コン ピュー タ設置 金額 は,830億 円 と見 込 まれ てい る。 また,オ ン ラ イ ン化 が

進 展す る こ とが予 測 され る。

ホ.教 育 分 野

教育 分 野に つい ては,身 体 障害 者教 育情 報 シス テム,中 高 年層教 育 情報 システム,基 礎 教育 情 報 シス テ

ム,大 学教 育情 報 シス テムが 開発普 及 し,昭 和60年 度 末 で2 ,760億 円 の コン ピュー タの設 置 が 予 測 され る

が,こ の っち,大 学教 育情 報 シ ステム が2,300億 円 とこの分 野 の8割 以上 の 比 重 を 占 め る こ ととな る
。 ま

た,オ ン ライ ン端末 の 設置 額 では,基 礎 教育情 報 システム が この分 野 の9割 以上 の比重 を 占め る こ とが 注

目され る。

へ 流 通 分 野

流通分 野 で は商取 引 を行 う産 業(商 社,仲 介業 ,卸 問屋,小 売業 等)を 対 象 としてお り,ロ で扱 った物

流分 野 お よび農協,漁 業等 の 団体 内部 の システ ムは対 象 としてい ない 。

卸 小売 企業 内 シス テム は採 算性 等 の制約 はあ るが経営 の 計数 管理 ,省 力化 等の ニー ズが大 きいの で コン

ピュー タ設置規 模 はtt将 来 とも当分 野の9割 以 上 を 占め る と見込 まれ る
。

この他 に,総 合貿 易情 報 シス テム,生 鮮 食料 品 流通 情報 シス テム等 の形 成が 見込 まれ 当分 野全体 の 昭和

60年 度 末の コン ピュー タ設置 金額 は6 ,770億 円 と予 測 され る。

ト.地 域社 会生 活分 野

地 域社 会生 活分 野に つ いて は,生 活 に必要 な情 報 を提 供 す る システ ム
,生 活の合 理化 を図 るため に必要

なシス テム,総 合 的な生 活 情報 システ ムに大 き く分 類 され る。 当分 野の コン ピュー タ設 置金 額は,昭 和60

年度 末に3,105億 円 と予 測 され,前 記 の分類 で み る と,そ れ ぞれ約4割 ,5割,1割 と予 測 さ れ る。当 分

野の シス テムが 将来発 展 す るか ど うか につ い ては,,安 価 の端 末装 置が 開発 され,各 家 庭 に導 入 され るこ と

と,情 報 に対 す る対価 支払 い意識 が向上 す る こ ととに よる。

なお,生 活映像 情報 シス テムの普 及 も当分 野に おけ るシス テム化 の進 展 に大 き く寄与 す る もの と思 わ れ

る。

nl.情 報 産 業の予 測

1.コ ン ピュー タ産 業 の予 測

(1)情 報化 を供 給面 か ら担 う情 報産業 は,コ ン ピュー タ産 業お よ び情 報処 理産業(ソ フ トウェ ア業
,情

報 処理 サー ビス業,情 報提 供 サー ビス業)に 分類 され る。(中 間答 申 にお いては,シ ン クタ ン ク業 を情 報
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処理 産業 に含 め てい るが,今 回 の予 測 作業 の対 象 とは していな い。)

(2)昭 和6。年度 に おけ る・ ンピ・一 タ麟 の生産規 模 は第8表 の とお り24,882鯛 にな る もの と予 測1さ

れ る。 これは,昭 和49年 度の5,810億 円か ら年 平均14.1%の 伸 び とな って いる。

(3)。 ンピ。一 タ麟 の うち朋 ・ン ピ・一 タ`・つい てみ る と昭和6・鞭 の納 入金 額 は・18,759鯛 で

年平 均イ申ぴ率 は1・.3%と 予 測 さk・る.型 別1・は大型 と超・1・型のイ申ぴ が大 きい・(第9表)

第8表 コンピュータ産業の予測

年 度

項 目

昭和49年 度
(億円)

昭和60年 度
(億円)

倍 率 年 平 均
伸び率%

汎 用 コン ピュ ー タ納 入金額(A)

オンライ㍊ 饗鞠

ミニ コ ン ピュー タ納 入金 額((⊃

6,408

584

471

18,759

4,348

3,081

2.9

7.4

6.5

10.3

20.0

18.6

納入額計(A十B十C)(D 7,463 26,188 3.5 12.1

(国内 生 産 比 率%) 旧

国 内 生 産 分 納 入 額(
D×E)(F)

コンピュータ輸出金額
((⊃

(75)

5,597

213

(80)

20,950

3,932

3.7

18.5

一

12.7

30.4

コ ン ピ ュ ー タ産 業 生 産 額

(H)(F+G)
5,810 24,882 4.3 14.1

輸 出 比 当(G百) 3.7 15.8

第9表 汎用 コンピュータの納入予測

昭和49年 度 昭和60年 度 倍 率
年 平 均
伸び率閲

大 型 3,788 12,084 3.2 11.1

金
中 型 1,700 4,077 2.4 8.3

額 小 型 570 1,500 2.6 9.2

徳 超 小 型 350 1,098 3.1 10.9

円
)

計 6,408 18,759 2.9 10.3

大 型 532(6.2) 1,168(4.9) 2.2 7.4

台 中 型 1,279(15.0) 2,954(12.5) 2.3 7.9

数 小 型 2,377(27.9) 5,316(22.4) 2.2 7.6

書 超 小 型 4,347(50.9) 14,255(60.2) 3.3 11.4

)

計 8,535(100) 23,693(100) 2.8 9.7

(注1)「 納 入金 額 」 は,当 該 年 度 に納 入 され た コ ン ピュー タ をす べ て 買 取

価 格 に換 算 して合 計 した もの で あ る。

(注2)買 取 価 格換 算 で,大 型 は2億5,000万 円 以上 ・ 中型 は4・000万 円 以 上・

小 型 は1,000万 円 以上,超 小 型は1,000万 円 未 満 の コ ン ピュー タ をい っ。

(注3)()内 は構 成 比 で あ る。
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(4)オ ン ライ ・用端 末鑓 の昭和6・年 度 にお け る納 入鑑 は・
,348億 円 とみ られ,・召和49年 か ら年 平 均

20・0%の 伸 び を示 す ・ とに な る・ ・の急 成長 は・ ・ン ピ・一 タ ・システ ムの オ ・ラ イ・化が著 しい 。 と
,

端末装 置の技 術鞠 が醗 であ る こ と端 能 の高度 化,願 の 多様 化 に よ り適 用殻 領 域 力轍 されて 、、

くこ と等 に よる もの と思 われ る。(第10表)

(5)ミ ニ コン ビ・一 タは昭和4・年}・米 国 で初め て鍛 され たのに 続 き我 が 国 で も昭和43年 に国産 の もの

が 発表 され,以 後 急速 に普及 して きた。今 後 技術革 新 を背景 と して機能 の多様 化,高 度化 によ り独 自の応

用分 野 を切1)開 いてい くもの と思 われ ・昭 和6・年度 に は
,昭 和49鞭 の糸勺6.5倍 に あた る3,。81億 円 の ミニ

コン ピュー タが納 入 され るもの と予 測 され る
。

(6)コ ン ビ・一 タは報 ・ 重要 禰 出商 品 と して成 長 して い く・ とが予 測 され る
.昭和6・鞭 には3,932

億 円が 輸 出 され る もの と見込 まれ・輸 出比 率 も3こ7%か ら15 .8%に 増加 す るこ と とな る。

第10表 オンライン用端末装置納入予測

昭和49年 度
(百万 円)

昭和60年 度
(百万円) 倍 率 年 平 均伸

び率%

製 造 業 9,844 51,756 5.3 16.3

商 業 1,639 11,389 7.0 19.3

金 融 29,781 247,953 8.3 21.2

証 券 2,514 21,024 8.4 21.3

保 険 614 3,551 5.8 17.3

運 輸 ・ 通 信 1,543 14,150 9.2 22.3

電 力 ・ ガ ス 689 6,700 9.7 23.0

サービス不 動産 7,137 45,579 6.4 18.4

政 府 3,207 22,140 6.9 19.2

地方公共団体 441 768 1.7 5.2

学 校 72 1,042 14.5 27.5

法 人 団 体 585 3,463 5.9 17.5

そ の 他 328 5,260 16.0 28.7

計 58,400 434,775 7.4 20.0

(注)昭 和49年 度実績には一部推定 を含む

2.情 報処理 産業 の予 測

(1)ソ フ トウ・ ア業 謂 報処理 サ ー ビス業
,繍 提 供サ ー ビス業 か らな る情 報処 理産 業 の市槻 模 は,

昭 和49年 度 に2・453億 円 であ ・たが ・年 平均16・・%で 成長 し,昭 和6・鞭1・ は13,・7・億 円 にな る と予 測 さ

れ る。

(2)業 務別 の売上 高轍 比 では・ 売上(ずの約43%を 占めて い たバ 。チ処 理 力・約35%ま で低 下 し
,代 。て

よ 鴨 度 なオ ンラ イ・処 理(リ モー トバ ・・チお よび タ イムシ ・ア リ・グサー ビス)カ ・今 後急速 に成長 し
,

昭 和60年 には約16%に 達 す る・ ソフ トウ・ア 開発 に よる売上 げ も社会 システ ムの開発 が今 後 とも増 大 す る

こ と等 に よ り着実 に増加 す る こ とが見 込 まれ る
。(第11表)

(3)マ ー ケ ・ ト別 では ・保 有客・VP保 有客 の 売上 げは ともに着実 に増力目す る
.ま た 。ン ピ。_タ,、_ド

ウ ・アの 急速 な技術革新 に伴 い・ ・ ンピュー タメー カーか らの 各種 システム お よびア ブ ・,ケ_シ 。ンプ 。
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グラム等の ソフ トウ ェア開発 需要 も情 報処理 産業 のマ ー ケ ッ トと して拡大 が予 測 され る。(第12表)

第11表 情報処理産業の業務別 売上げ予測(億 円)

年 度
業 務

'

昭和49年 度 昭和60年 度 倍 率 年 平 均
伸び率%

パ ッ チ 処 理 1,062(433) 4,546(34.8) 4.3 14.1

オ ン ラ イ ン 処 理 77(3.1) 2,139(16.4) 27.8 35.3

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 352(14.4) 3,411(26.1) 9.7 22.9

ファシリティ・マネジメント

そ の 他
962(39.2) 2,974(22.7) 3.1 10.8

計 2,453(100) 13,070(100) 5.3 16.4

(注)()内 は構成比である。

第12表 情報処理産業のマーケ ッ ト別売上予測 (億円)

年 度
マーケ ット

昭和49年 度 昭和60年 度 倍 率
年 平 均
伸び率%

コ ン ピ ュ ー タ 保 有 客

コン ピュ ー タ非 保有 客

コン ピ ュー タメー カー

計

817(48.9)

745(44.6)

110(6.5)

1,672(100)

6,320(48.4)

5,220(39.9)

1,530(11.7)

13,070(100)

7.7

7.0

13.9

7.8

18.6

17.6

24.5

18.7

(注)()内 は 構成 比 であ る。



第7部 コンピュータ 利 用

状 況および オンラ

イン化調査集計表



350第7部 コン ピ ュー タ利 用 状 況 お よび オ ン ラ イ ン化調 査 集 計 表

JiPDEC調 査(旧CUDI調 査)集 計

コンピュータ利用状況胴査

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

13.

自社 コンピュー タ ・システムの5年 後における予想規模

コンピュー タ ・セッ ト保有状況

周辺機器の台数

コンピュー タ使用時間

コンピュー タ部門の運用経費

コンピュー タ要員 と待遇

適用業務

スループ ット・タイム と平均 ジョブ数

使用言語

プログラムの開発状況

情報処理 サー ビス機関の利用状況

被 派遣要員の費用,外 注パンチ単価

セキュ リティ対策

オンライン化■査

1.セ ンターCPUと 端末機 の所有 ・接続関係

2.端 末機 の利用現況 と5年 後の利用予定

3.保 有回線 の現況 と5年 後の予定

4.回 線使用時間

5.特 定通信 回線の利用 と態様

6.ト ランザ クション量

7.CPUと ファイルの構成方式

8.電 信設備

9.フ ァクシミリ

7-1-1表

7-1-2,3表

7-1-4表

7-1-5表

7-1-6～11表

7-1-12～17表

7-1-18表

7-1-19表

7-1-20,21表

7-1-22表

7-1-23,24表

7-1-25～27表

7-1-28表

7-2-1～4表

7-2-5,6表

7-2-7,8表

7-2-9表

7-2-10,11表

7-2-12,13表

7-2-14～17表

7-2-18表

7-2-19表
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1コ ン ビ ュ タ 利 用 状 況 調 査

7-1-1.表 投資規 模 別 ・5年 後予 想 規模 分布

(投資規模 とは 、レンタル換算月間機械設備イセをい う)

＼5年 後の千想規模 掘
'.1、 減 変 2 3 4 5 5 わ ム 、

1,

`') 倍
か

記 ら
な 以 な

現投資規模 人 少 し 、 倍 倍 倍 倍 L し 、 、il『

3,333万 円 .以 上
日数 7 0 25 88 28 4 1 4 34

一 　 　 一 一

184

% .〔} 13.6 47.8 15.2 2.2 .5 2.2 18.5 Ioo.o

1.117～3.333ノ ∫111
社数 2 3 21 133 25 4 4 7 26

　 -

223

% 1.3 9.4 59.6 ll.2 L8 L8 3.1 ll.7 1〔}〔}.o

－

522～Ul7川ll
社数 3 o 28 146 20 7 5 ll 38 255

% .〔} lL{1 57.3 7.8 2.7 2.o 4.3 .14
.9 100.0

222～522川1】
社数 4 1 37 158 39 5 6 6 44

...-

296

% .3 12.5 53.4 13.2 L7 2.0 2.o 14.9 loO,(1
　 　

88～222川ll
社数 2 2 43 llo 39 2 3 1 29 229

% .9 18.8 48.{1 17.O ,9 1.3 ,4 12.7 loO.O

222～88川II
社数 1 o 15 29 8 2 2 2 13 71

% .o 21.1 ⑪.8 11.3 2.8 2.8 2.8 18.3 Ioo.{}

11～22ノ ∫川
社数 o o 1 2 o o 1 {} o 4

% ,o 25.O 50.0 .o ,o 25.O .o ,o lo〔},o

llノ ∫III.ki茜
社数 o 0 O 1 O O 1 O 1

'3

% .o .o 33.3 .0 .o 33.3 ,o 33.3 loo.o

女 話 社数 19 6 170 667 159 24 23 31 185 1265
Il

% .5 13.4 52.7 12.6 1.9 L8 2.5 14.6 loO.O
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7-1-2表 業種 別'・型別 ・各機種 保 有社数 分布

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

ミタ

三

:

「

そ

の

他

実

杜

数

一 次 産 業 計 社数

%

0

.0

5

83.3

1

16.7

0

.0

2

33.3

2

33.3

0

.0

1

16.7

0

.0

6

100.0

二 次 産 業 計
社数

%

53

8.5

303

48.9

360

58.1

406

65.5

408

65.8

3】1

50.2

83

13.4

150

24.2

49

7.9

620

100.0

三 次 産 業 計
社数

%

141

21.8

226

34.9

360

55.6

406

62.8

508

78.5

251

38.8

83

12.8

130

20.1

13

2.0

647

100.0'

公 務 計
社数

%

6

4.7

23

18.0

33

25.8

96

75.0

128

100.0

41

32.0

16

12.5

10

7.8

0

.0

128

100.0

全 産 業 計
社数

%

200

14.3

557

39.8

754

53.8

908

64.8

1046

74.7

605

43.2

182

13.0

291

20.8

62

4.4

1401

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
社数

%

0

.0

20

51.3

13

33.3

30

76.9

29

74.4

33

84.6

17

43.6

8

20.5

0

.0

39

100.0

化 学 工 業
社数

%

0

.0

24

30.8

30

38.5

59

75.6

41

52.6

35

44.9

2

2.6

14

17.9

0

.0

78

100.0

石油製品製造業
社数

%

0

.0

7

58.3

9

75.0

6

50.0

6

50.0

2

16.7

4

33.3

0

.0

0

.0

12

100.0

鉄 鋼 業
社数

%

12

44.4

17

63.0

27

100.0

26

96.3

19

70.4

5

18.5

1

3.7

9

33.3

5

18.5

27

100.0

電気機械器具

製 造 業

社数

%

0

.0

37

53.6

51

73.9

47

68.1

54

78.3

26

37.7

12

17.4

29

42.0

1

1.4

69

100.0

輸送用機械器具

製 造 業

社数

%

ll

19.3

24

42.1

46

80.7

54

94.7

40

70.2

37

64.9

4

7.0

29

50.9

0

.0

57

100.0

邦 楽 ・商 社
社数

%

4

3.7

18

16.7

51

47.2

82

75.9

63

58.3

59

54.6

25

23.1

32

29.6

11

10.2

108

100.0

小 売 業
杜数

%

0

.0

24

72.7

5

15.2

13

39.4

33

100.0

5

15.2

2

6.1

2

6.1

、0

.0

33

100.0

金 融 業
杜数

%

23

17.3

47

35.3

66

49.6

61

45.9

133

100.0

19

14.3

4

3.0

21

15.8

0

.0

133

100.0

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)

社数

%

6

100.0

1

16.7

4

66.7

4

66.7

6

100.0

1

16.7

0

.0

0

.0

0

.0

6

100.0

損 害 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)

社数

%

4

57.1

4

57.1

6

85.7

4

57.1

7

100.0

3

42.9

0

.0

0

.0

0

.0

7

100.0

電力 ・ガス事業
杜数

%

7

58.3

7

58.3

3

25.0

8

66.7

12

100.0

0

.0

1

8.3

1

8.3

0

.0

12

100.0

広告・調査・情報

提供サービス業

社数

%

0

.0

8

100.0

0

.0

7

87.5

8

100.0

3

37.5

0

.0

2

25.0

0

.0

8

100.0

情 報 処理 サー ビ
ス業 ・ソフ トウ

ェ ア業

社数

%

26

32.9

31

39.2

55

69.6

58

73.4

51

64.6

24

30.4

16

20.3

11

13.9

0

.0

79

100.0
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7-1-3表 業 種別 ・型別 ・保 有 セ ッ ト数平 均

型 別

業 種 別

超

大

型

大

.型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

ミタ

三

さ

「

そ

の

他

合

計

一 次 産 業 計
.0 1.0

'

1.0 .0 1.0 1.0 .0 1.0 .0 1.8

二 次 産 業 計 3.1 1.6 1.6 1.8 1.8 2.3 3.4 4.3 1.6 7.2

三 次 産 業 計 2.5 1.6 L6 2.0 L9 4.0 6.3 10.5 32.7 10.0

公 務 計 1.5 L7 1.9 2.7 L4 2.2 1.6 3.0 .0 5.5

.

全 産 業 計 2.6 1.6 1.6 1.9 1.8 3.0 4.6 7.0 8.1 8.3

主

な

業

種

繊 維 工 業 .0 LO 1.0 1.6 2.6 3.1 3.7 1.2 .0 8.5

化 学 工 業 .0 1.5 1.3 1.4 1.7 L5 1.0 1.5 .0 4.0

石 油 製 品 製 造 業 .0 1.0 2.6 2.5 1.8 1.0 5.0 .0 .0 6.5

鉄 鋼 業 2.6 4.2 3.9
2・1

2.0 1.2 1.0 4.5 2.0 13.5

電気機械器具製造業 .0 2.2 1.2 3.0 2.3 3.2 1.0 10.1 3.0 11.7

輸 送 用 機 械 器 具`

製 造 業
1.2 2.5 1.7 1.9 1.7 2.1 LO 3.8 .0 9.1

卸 業 ・ 商 社 1.0 1.3 2.0 2.7 2.0 4.4 17.4 1.5 38.2 15.3

小 売 業 .0 1.7 LO 1.7 1.3 .1.2 1.0 2.5 .0 3.9

金 融 業 2.3 1.9 1.7 1.4 1.7 1.3 1.0 2.9 .0 5.0

生 命 保険 業(含 代

理業 ・サー ビス業)
1.8 1.0 2.7 2.2 2.5 1.0 .0 ,0 .0 8.0

損害 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業)
2.0 2.0 1.0 2.2 2.8 1.0 .0 .0 .0 7.7

電 力 ・ガ ス事 業 2.1 1.4 3.3 1.6 1.0 .0 2.0 1.0 .0 5.3

広 告 ・調 査 ・情 報
'

提 供 サ ー ビ ス 業
.0 1.1 .0 1.2 1.1 1.0 .0 5.0 .0 5.0

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソフ トウ ェア業
4.1 1.6 1.4 2.0 1.6 2.2 2.0 1・◎ .0 6.8
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7-1-4表 型 別 ・1社 当})周 辺 機 器 台 数 平 均

機 種

主力機種

外部補 助 メモ リ 一般入出力機器 そ の 他
合

計

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ

ブ

ド

ラ

ム

デ

ィ

ス

ク

完
ピ
ン

ド
ル

竺

そ

の

他

カ

1

ド

R

/

P

紙

テ

1

プ

R

/

P

ド

キ

ユ

メ

ン

ト

リ

|

ダ

ラ

イ

ン

プ

リ

ン

タ

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

超 大 型 34.5 9.0 36.4 .0 9.7 7.4 1.1 14.3 12.1 13.2 1.0 139.2 200

大 型A 23.1 3.3 23.2 .4 7.5 10.0 1.1 8.6 6.9 11.6 2.3 98.5 473

大 型B 13.6 1.4 15.6 1.1 3.8 6.0 1.0 6.6 7.6 15.6 5.8 78.5 427

中 型A 11.8 1.8 9.2 1.4 2.8 6.1 .6 4.0 1.7 4.6 1.2 45.7 250

中 型B 4.8 2.4 3.2 1.1 1.4 7.3 .1 2.7 1.5 2.7 .6 283 51

小 型 .0 .0 .0 .0 .0 ..0 .0 、0 .0 .0 .0 .0 0

超 小 型 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0

平 均 19.1 3.3 19.5 .8 5.6 7.6 1.0 7.8 6.7 11.5 2.9 86.2 1401
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7-1-5表 業種別 ・1セッ ト当 り月間総管理時間分布(ラ ン+デ バ ッグ+ダ ウン+メ インテナ ンス)

総管理時間 回 回 ト 総 一 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五
答数 ○ 〇五 五 ○ 五 ○ 五 ○ 五 ○ 五

答

社

社
保
有
セ

平

均

時

O
H

未

○○
以H
上未

○
「
二

〇

○
1
二
五

○
1
三
〇

○1

三
五

○
「
四
〇

○
「
四
五

○
|
五
〇

○
1五

五

O
H

以

業 種 別 数 ツ 間 満 満
O
H

O
H

O
H

O
H

O
H

O
H

O
H

O
H 上

一 次 産 業 計 4 8 344.3 記入数 0 0 0 0 0 3 0 0 1 0 0

% .0 .0 .0 .0 .0 75.0 .0 ,0 25.0 .0 .0

二 次 産 業 計
619 4,129 225.3 記入数 22 78 141 157 88 54 38 17 15 6 3

% 3.6 12.6 22.8 25.4 14.2 8.7 6.1 2.7 2.4 1.0 .5

三 次 産 業 計 645 6,209 182.7 記入数 6! 49 106 116 139 97 44 20 5 5 3

% 9.5 7.6 ユ6.4i 18.0 2L6 15.0 6.8 3.1 ,8 .8 .5
、

公 務
128計
・

650 207.5 記入数 3 12 25 70 9 2 2 3 2 0 0

% 2.3 9.4 ]9.5 54.7 7.0 1.6 L6 2.3 1.6 .0 .0

全 産 業 計
1,396 10,99〔 1200 .3 記入数 86 139 272 343 236 156 84 40 23 11 6

% 6.2 10.0 19.5 24.6 16.9 ;11.2 6.0 2.9 L6 .8 .4

繊 維 工 業
39 331 19L7 記入数 0 12 4 14 9 0 0 0 0 0 0

% .0 30.8 10.3 35.9 23.1 .0 .0 .0 .0 .0 .0

化 学 工 業
78 275 246.3 記入数 1 13 19 10 10 13 6 1 5 0 0

% 1.3 16.7 24.4 12.8 12.8 16.7 7.7 1.3 6.4 .0 .0

石油製品製造業
12 79 205.1 記入数 1 1 3 4 0 0 2 0 1 0 0

% 8.3 8.3 25.0 33.3 .0 .0 16.7 .0 8.3 .0 .0

鉄 鋼 業
27 361 364.2 記入数 0 0 0 5 4 5 5 5 3 0 0

、

% .0 .0 .0 18.5 14.8 18.5 18.5 18.1 11.1 .0 .0
王

電気機械器具 69 806 187.4 記入数 5 8 8 20 10 8 2 0 2 5 1
製 造 業 % 7.2 11.6 11.6 29.0 14.5 11.6 2.9 .0 2.9 7.2 1.4

輸送用機械器 57 415 249.0 記入数 3 3 11 19 11 3 7 0 0 0 0
'

な

具 製 造 業 % 5.3 5.3 19.3 33.3 19.3 5.3 12.3 .0 .0 .0 .0

1卸 業 ・商 社
108 1,65] i185.0 記入数 2 12 41 32 10 7 3 1 0 0 0

% 1.9 11.1 38.0 29.6 9.3 6.5 2.8 .9 .0 .0 .0

小 売 業
33 124 281.2 記入数 1 4 5 3 2 6 7 5 0 0 0

% 3.0 12.1 15.2 9.1 6.1 18.2 21.2 15.2 .0 .0 .0
業

金 融 業
132 621 292.9 記入数 2 2 3 29 45 31 12 4 1 2 1

% L5 1.5 2.3 22.0 34.1 23.5 9.1 3.0 .8 L5 .8

生 命 保 険 業
(含代理業 ・

6 48 1307.7 記入数 0 0 0 0 3 2 1 0 0 0 0

サー ビス業) % .o .0 .0 .0 50.0 33.3 16.7 .0 .0 .0 .0
種

損 害 保険 業
(含代理業 ・

7 53
ト

[282.2記入数 0 0 0 2 3 1 1 0 0 0 0

サー ビス業) % .0 .0 .0 28.6 42.9 14.3 14.3 .0 .0 .0 .0

電力 ・ガス事業
12 46

.246
.6 記入数 1 0

.

2 3 3 3 0 0 0 0 0

% 8.3 .0 16.7 25.0 25.0 25.0 .0 .0 .0 .0 .0

広告 ・調査 ・情報
提供サー

8 40 296.3 記入数 0 0 2 3 1 0 0` 2 0 0 0

ビス業 % .0 .0 25.0 37.5 12.5 ,0 .0 25.0『 .0 _.P .0

情 報処理 サ ー
ビス業 ・ソフ

79 534 [254 .3 記入数 8 5 9 15 15 15 10 2 0 0
'0

トウ ェア業 1
% 10.1 6.3 11.4 19.0 19.0 19.0 12.7 2.5 .0 .0 .0



356 第7部 コ ン ピュ ー タ利 用 状 況 お よ びオ ン ラ イ ン化 調 査 集計 表

7-1-6表 業 種 別 ・コ ン ピ ュ ー タ経 費 月額 平 均(1)(単 位:千 円)

(注)6表 ～8表 は 経 費の 細 目記 入 の あ っ た回 答 につ い て の集 計 であ る。

経 費 寝

業 穂 別

一 次 産 業 計

二 次 産 業 計

三 次 産 業 計

公

全

主

な

業

種

.務 田

産 業 計

繊 維 工 業

化 学 工 業

石油製品製造業

鉄 鋼.業

',R気機f戒2日興

製 造 業

ta送用機械器具

製 造 業

珂].Yg・商ト上

小 売 業

金 融 業

生命保険業
(含代理業・
サービス?』

tll害{呆険 ミ三

(含 代理業 ・
け 一 ビス業)

電力・ガス事業

広告 ・調査
情報提供サ
ービス業

情報処理サー
ビス業 ・ソフ

トウェア業

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

金額

%

回

答

数

3

345

318

85

75|

23

47

9

15

33

26

58

19

78

6

㌘13

金額

%

金額

%

『額%

7

2

37

人

件

費

1

機 械 設 備 凹 係
1

レ ン タ ル 料

C
　

旦

算
装

軍
立
配
位
装

置
制
御
装
置

5,026.3

22.5

5.893.4

33.7

8,7〔}1.4

23.8

2,964,3

23.7

6,747.4

27.0

4,750,1

38.7

5,735,4

32,9

8,363.6

28,2

17,600.1

32.5

5、185,4

33.4

14.758.1

35.8

3,735,9

26.5

1.823.0

36,0

7,728,5

17,6

26、537,1

17.7

19.737.6

}9.5

4,491.3

20.1

4.048.5

23、1

6,347.9

17.4

3,123,8

25.0

4.919.3

19,7

2,717,8

22,1

3,760.1

2L6

10,264,0

34,6

]3.735.3

254

2.860.2

18.4
1

8.458.4

20.5

3、Oi8,1

21.4

940.l

l8,6

i7,282.1

16.6

40.964.0

27.4

12.412.0

12.3

周

辺

置

ハ
除

記

憶

置
)

1.369.6

6.1

1.528.7

8.7

2,539.9

7.0

1,058.6

8.5

1.903.0

7.6

878.6

7.2

1.209.8

6,9

3、]69,4

10.7

6.874.2
'
12.7

835.7

5.4

3,743.0

9.|

1.365.1

9.7

313.5

6.2

3、547.9

8、!

19、237.0

12.9

6、912.3

6.8

1、v

辺

紀

置

端

末

・装

L716、01,198,6

7,75.4

1、673.21.124.6

9.66.4

2,181.61.365,6

6.03.7

1.069.3289.7

8.52,3

L820.3】.132,4

7,34.5

1.061,9407,7

8.73,3

1.339.41,503.7

7.78.6

1.R82.41.722.8

4.75,8

6.144,41.749,l

lL33,2

1.692.31.062.6

10.96,8

5,057.63,527.8

12.38,6

899.3979,4

6.46.9

6.5

2.555.6

5.8

5.2

i.353.1

】6,708.34.140.5

11.22.8

5、735.32.㎜.0

5.72.0

へ

機

械

レ

ン

タ

ル

料

小

計
)

8,775,6

39,4

8,375.1

47.8

12.435,1

34.1

5.541.5

44,3

9,775.2

39.1

5,066.1

41.3

7.813.2

44,8

16.538.7

55.8

2B.503.2

52.6

6、451.0

41.5

20、787.0

5G.4

6,262.1

44.3

1.847.6

36.5

14.738.8

33.6

81.049.8

54.2

27.059.6

26.8

償 却 費

24、644,5

17.6

272.0

26.7

17.424.8

3L7

22.719.1

16.2

383.5

37.7

8,162.7

14.8

6,371.5

4.5

156.5

15.4

3、212.8

5.8

9.876.42.433.0

7.0|.7

65.0

6.4

63.0

6.2

3.829,01.970,2

7.03.6

C
　

旦
91
算

1教

主記

也
装i'(1

制
御
.装

置

0

,0

64、0

,4

1.e20,8

5.O

133.5

1.1

815.5

3,3

]3,0

,1

39,9

.2

0

.O

3n8.7

.6

157,7

LO

辺

壁

際

記

憶

装

0

.0

46.3

.3

321.5

.9

23.4

.2

皇60,0

.6

0

.0

20.5

.1

0

,0

241.6

,'t

9.1

,1

3,7

,1

2,6

.0

周

辺

記

装

置

0

.0

36,5

,2

280,9

.8

]6,9

.1

137.6

.6

3.4

.0

12.0

.!

0

,0

120.8

.2

o

,o

289.0

,7

t,.,一 ≡]、 、.,

、8い7,5

0

,0

1.ee3,2

3.7

2,799.0

1,9

3.000.0

3.0

4'・、….ll・.π ・.・

29.511・.・

668.0

65.6

17、174.8

31.2

0

.0

1,!0尋.5

2.0

176.0

3.5

645,8

1.5

1140 .8

.1

0

.0

1.叫3.2

1.4

0

.0

312、1

.6

0

.0

432.7

LO

87.8

.1

0

.1

680.0

.5

0

.0

603.ユ

1.1

端

末

装

置

0

.0

73.2

.4

1,936.3

5,0

24.7

,2

814,0

3.3

24.2

.2

189.O

l.1

46G.0

1.6

189.・1

.3

6.4

.0

3.6

.0

32.3

.2

25.5

,5

6,胡3.3

14、6

799,1

.5

0

,0

3,760.4

2,7

0

,0

680,8

1、2

機

械

償

.却

費

小

計 31'

022.299.3

.0100.0

220,217,511,3

1,3100,0

4.宏9,636.5】9.7

1!.7100.0

198,712.518.2

!.610〔},O

巨,.3

7.7

25.0レU

l〔〕0,0

40.7

.3

12,270.6

100.o

261.6

1.5

17,447.2

|{,0,0

460,029.660.2

1.6100.0

|860
.6154,168.3

[
1.6

173.4

1,1

328.0

,8

301.4

2,1

201.5

・;.0

9,10S.2

20.7

3,臣6.8

2.6

3、COO.0

3.0

10,156.5

7.2

0

.0

2,700,7

4.9

100.⑪

15.544.1

100.0

41.234.2

100.0

14.121.5

100.0

5.063.3

100.0

43,890,5

100.0

149、6U.5

100,0

IOI.103.O

lOO,0

140,部3,0

100,0

1.018.O

lOO.0

54.999.l

lOO.0
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7-1-7表 業 種 別 ・コ ン ピ ュ ー タ 経 費 月 額 平 均(2)

(単位:千 円)

経 費 名

楽 種 別

保
守

費
保
険
費

機
械
設
備
合
計

消 耗 品 な ど 総

計

力紙

1テ

弓
'費

磁費デ
乞;イ

五三

プ用

リ

ン紙

ト費

電冷

暖力
_
房

・費

消
耗
品
合
計

一 次 産 業 計 金額

%

78.3

.4

8β54.0

39.7

133.3

.6

133.3

.6

813.0

3.6

462.6

2.1

1,542.3

6.9

22,299.3

100.0

二 次 産 業 計
金額

%

147.4

.8

8,742.8

49.9

162.6

.9

90.9

.5

750.0

4.3

232.8

1.3

1,236.5

7.1

17,511.3

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

920.0

2.5

17,614.9

48.2

420.9

1.2

272.2

.7

1,935.2

5.3

646.6

1.8

3,274.9

9.0

36,519.7

100.0

公 務 計
金額

%

140.9

1.1

5,881.2

47.0

87.5

.71

114.0

.9

797.8

6.4

171.9

1.4

1,171.4

9.4

12,518.2

100.0

全 産 業 計
金額

%

'473
.5

1.9

12,176.1

48.7

263.4

L1

170.4

.7

1,257.5

5.0

402.0

1.6

2,093.5

8.4

25,014.1

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
金額

%

61.4

.5

5,168.3

42.1

136.0

1.1

58.0

.5

676.9

5.5

61.6

.5

932.6

7.6

12,270.6

100.0

化 学 工 業
金額

%

190.5

1.1

8,265.3

47.4

135.8

.8

111.7

.6

773.3

4.4

343.4

2.0

1,364.4

7.8

17,447.2

100.0

石油製品製造業
金額

%

70.0

.2

17,068.7

57.5

294.7

1.0

93.5

.3

1,029.7

3.5

271.4

.9

1,689.5

5.7

29,660.2

100.0

鉄 鋼 業
.

金額

%

1,223.4

2.3

30,587.3

56.5

、
281.5

.5

92.1

.2

2,565.8

4.7

168.2

.3

3,107.7

5:7

54,168.3

100.0

電 気機 械 器 具

製 造 業

金額

%

197.9

1.3

6,822.4

43.9

160.4

1.0

114.6

.7

732.0

4.7

240.7

1.5

1,248.0

8.0

15,544.1

100.0

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

147.8

.4

21,262.9

51.6

575.1

1.4

206.9

.5

1,285.7

3.1

830.6

2.0

2β98.5

7.0

41,234.2

100.0

卸 業 ・商 社
金額

%

184.7

1.3

6,748.2

47.8

129.8

.9

65.4

.5

1,034.9

7.3

118.5

.8

1,348.6

9.5

14,121.5

100.0

小 売 業
金額

%

「55
.2

1.1

2,104.4

41.6

52.3

1.0

48.5

1.0

269.8

5.3

67.7

1.3

438.5

8.7

5,063.3

100.0

金 融 業
金額

%

1β09.3

4.1

25,653.5

58.4

189.9

.4

484.0

1.1

1,804.2

4.1

900.2

2.1

3,378.4

7.7

43,890.5

100.0

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サー
ビス業)

金額

%

1,139.8

、8

86,016.5

57.5

949.3

.6

1β55.5

.9

7,848.5

5.2

2,479.6

1.7

12,633.0

8.4

149,634.5

100.0

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サー
ビス業)

金額

%

0

.0

30,059.6

29.7

856.6

.8

2,256.0

2.2

11,215.3

11.1

3,702.3

3.7

18,030.3

17.8

101,103.0

100.0

電力 ・ガス事業
金額

%

1,367.7

1.0

.52.924・4

37.7

956.1

.7

279.4

.2.

14,390.7

10.3

5442

.4

16,170.5

11.5

140,353.0

100.0

広告・調査 ・情報

提供サービス業

金額

%

1L5

L1

679.5

66.7

0

.0

0

.0

7.5

.7

0

.0

7.5

.7

1,018.O

lOO.0

難 サ サ下5
エア業

金額

%

831.0

1.5

20,706.5

37.6

385.0

.7

427.1

.8

12,389.5

4.3

L295.9

2.4

4,497.6

8.2

54,999.1

100.0

、
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7-1-8表 業 種別 ・コ ンピュー タ経 費 月額 平均(3)

(単位 千円)

経 費

業 種 別

外 注 費 そ の 他 総

計

他け
から
られ
割た
り費
か用

委
託
計
算
費

さ検
ん
孔孔
費
・費

プ ン
ロ

ググ

ラ

ミ費

そ

の

他

外
注
費
合
計

通使

僧

回用

線料

デ輸

1送

タ費

そ連
絡

の費

な
他ど

そ
の
他
合
計

一 次 産 業 計
金額

%

4,290.0

19.2

688.3

3.1

150.0

.7

333.3

1.5

5,461.6

24.5

1,031.3

4.6

60.0

.3

323.6

1.5

1,415.0

6.3

22,299.3

100.0

1,230.6

二 次 産 業 計
金額

%

199.O

l.1

416.6

2.4

14LO

.8

311.2

1.8

1,068.0

6.1

372.9

2.1

59.9

.3

137.6

.8

570.4

3.3

17,51L3

100.0

119.7

三 次 産 業 計
金額

%

1,735.9

4.8

1,802.2

4.9

482.8

1.3

1,468.6

4.0

5,489.7

15.0

953.3

2.6

264.8

,7

220.4

.6

1,438.6

3.9

36,519.7

100.0

290.0

公 務 計
金額

%

ll9.4

1.0

1β93.7

15.1

37.6

.3

125.4

LO

2,176.2

17.4

299.8

2.4

1.1

.0

24.0

、2

325.0
'

2.6

12,518.2

100.0

0

全 産 業 計
金額

%

857.1

3.4

1,17L6

4.7

274.1

1.1

780.4

3.1

3,083.3

12.3

613.0

2.5

140.0

,6

160.5

.6

913.6

3.7

25,014.1

100.0

182.7

主

な

業

種

繊 維 工 業
金額

%

70.6

.6

284.2

2.3

87.8

.7

516.0

4.2

958.7

7.8

186.4

L5

8.3

.1

265.9

22

460.6

3.8

12,270.6

100.0

243.5

化 学 工 業
金額

%

165.6

.9

323.3

1.9

154.8

,9

356.4

2.0

1,000.1

5.7

625.1

3.6

100.7

.6

356.0

2.0

1,08L8

6.2

17,447.2

100.0

154.8

石油製品製造業
金額

%

646.6

2.2

437.7

1.5

500.O

L7

0

.0

ll584.4

5.3

642.3

2.2

142.7

.5

168.6

.6

953.7

3.2

29,660.2

100.0

193.3

鉄 鋼 業
金額

%

0

.0

1,685.1

3.1

210.6

.4

434.0

.8

2,329.8

4.3

4]9.1

.8

42.2

,1

81.9

2

543.3

1.0

54,168.3

100,0±

132.8

電気機械器具

製 造 業

金額

%

210.5

1.4

682.9

4.4

252.7

L6

619.3

4.0

1,765.6

11.4

396.5

2.6

57.9

.4

68.1

,4

522.6

3.4

15,544.1

100.0

400.0

輸送用機械器具

製 造 業

金額

%

335.0

.8

359.8

.9

161.5

.4

749.O

L8

1,605.4

3.9

615.1

1.5

73.9

.2

20.1

.0

709.2

L7

41,234.2

100.0

82.5

卸 業 ・商 社
金額

%

823.5

5.8

544.7

3.9

276.9

2.0

320.7

2.3

1,966.0

】3.9

208.2

1.5

27.5

,2

86.7

.6

322.5

2.3

14,12Ls

lOO.0

264.3

小 売 業
金額

%

232.7

4.6

360.2

7.1

3.8

.1

2L3

.4

6182

12.2

15.?

.3

48.6

1.0

14.5

.3

79.0

1.6

5,063.3

100.0

0

金 融 業
金額

%

1,596.2

3.6

1,324.5

3.0

549.6

L3

1,230.8

2.8

4,70L2

10.7

L966.5

4.5

190.0

,4

272.2

.6

2,428.8

5.5

43,89G.5

100.0

367.0

生 命 保 険 業

(含代理業・サー
ビス業)

金額

%

2,257.5

1.5

10,158.3

6.8
'

622.1

.4

7,347.3

4.9

20,385.3

13.6

3,212.1

2.1

850.3

.6

.0

,0

4,062.5

2.7

149,634.5

100.0

0

損 害 保 険 業

(含代理業・サー
ビス業)

金額

%

2,666.6

2.6

26,859.6

26.6

1,600.0

L6

542.3

.5

31,668.6

31.3

1,400.O

l.4

166.6

.2

40.0

.0

1,606.6

L6

101,103.0

100.0

0

電力・ガス事業
金額

%

26,052.5

18.6

]0,118.0

7.2

393.2

.3

6,007.0

4.3

42,570.8

30.3

0

.0

4,002.4

2.9

40.1

.0

4,042.5

2.9

140353.0

100.0

61L8

広告・調査・情報

提供サービス業

金額

%

0

.0

31.0

3.0

3.0

.3

25.0

2.5

59.0

5.8

0

.0

0

.0

0

.0

0

,0

1,OI8.0

100.0

0

情報処理サービ
ス業 ・ソフトウ

ェア業

金額

%

811.9

1.5

4,664.0

8.5

L577.5

2.9

3,025.6

5.5

10,079.2

18.3

・

540.5

1.0

832.1

1.5

918.1

1.7

2,290.8

4.2

54,999.1

100.0

954.1
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7-1-9表 業種 別 ・機 械設備 費用 の内訳

(単位:千 円)

設 備 費 C P AM T 保 合 回
UE E 守

P
E

XM 』 貢 答

R
・O

占 保 社
R A 険

業 種 別 u 1 Y L 費 計 数

一 次 産 業 計 金額 3,40L7 1,102.2 1,312.7 915.0 61.2 6,793.0 4

% 50ユ 16.2 19.3 13.5 .9 100.0

二 次 産 業 計
金額 4,734.4 1,491.1 1,617.5 1,309.2 138.0 9,290.4 418

% 51.0 16.0 17.4 14.1 1.5 100.0

三 次 産 業 計
金額 6,874.5 2,428.6 2,130.3 2,610.9 780.9 14,825.4 434

% 46.4 16.4 14.4 17.6 5.3 100.0

公 務 計
金額 3,315.1 1,269.8 1,235.2 325.3 124.5 6,270.1 102

% 52.9 20.3 19.7 5.2 2.0 100.0

全 産 業 計
金額 5,547.3 1,890.6 L807.8 1,792.5 427.5 11,465.9 958

% 48.4 16.5 15.8 15.6 3.7 100.0

繊 維 工 業
金額 2,617.0 875.3 1,021.0 418.1 58.9 4,990.5 24

% 52.4 17.5 20.5 8.4 1.0 100.0

化 学 工 業
金額 4,016.9 1,237.7 1,256.3 1,701.8 162.2 8,375.1 56

% 48.0 14.8 15.0 20.3 1.9 100.0

石油製品製造業
金額 10,264.0 3,169.4 1,382.4 2,182.8 70.0 17,068.7 9

% 60.1 18.6 8.1 12.8 .4 100.0

鉄 鋼 業
金額 26,498.2 5,197.1 4,727.2 3β66.0 LO64.2 41β53.0 21

% 64.1 12.6 11.4 9.3 2.6 100.0

主
電 気 機械 器具 金額 2,812.6 801.3 1,509.9 927.7 167.5 6,219.2 41

製 造 業 % 45.2 12.9 24.3 14.9 2.7 100.0

輸送用機械器具 金額 9,041.2 3,802.8 5,192.7 4,091.1 118.3 22,246.4 34

製 造 業 % 40.6 17.1 23.3 18.4 .5 100.0

な
卸 業 ・商 社

金額 3,097.8 L521.1 1,011.2 986.5 173.9 6,790.8 68

% 45.6 22.4 14.9 14.5 2.6 100.0

小 売 業
金額 1,094.9 458.4 322.3 296.0 65.3 2,237.1 21

% 48.9 20.5 14.4 13.2 2.9 100.0

業
金 融 業

金額 8,801.2 3,601.1 2,994.6 6,872.0 1,729.6 吃3,998.7 98

% 36.7 15.0 ユ2.5 28.6 7.2 100.0

輪姦騨 金額 43,763.0 19β77.8 16,796.1 4,939.6 1,139:8 86,016.5 6

ビス業) % 50.9 22.5 19.5 5.7 1.3 100.0

種 瀧 保 険 業理業 ・サー 金額 12,609.0 5,959.2 4,976.5 1,500.0 0 25,044.7 4

ビス業) % 50.3 23.8 19.9 6.0 .0 100.0

電力 ・ガス事業 金額 21.5372 9,100.9 7,389.5 4,760.5 957.4 43,745.5 10

% 49.2 20.8 16.9 10.9 2.2 100.0

広 告 ・調査 ・情 報 金額 2,853.4 1,746.2 1,518.0 623.8 24.0 6,765.4 5

提供サービス業
% 42.2 25.8 22.4 9.2 .4 100.0

情 報処 理 サー ビ
ス業 ・ソフ トウ 金額 7,363.5 2,878.5 3,487.4 2,074.4 605.1 16,409.1 57

エア業 % 44.9 17.5 21.3 12.6 3.7 100.0
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7-1-10表 業 種 別 ・1社 当 り月 間 経 費 対 月 商 比

(注)コ ンピュータ経費合計 と月商の双方 とも記入のあった回答についての集計である。

業 種 別

回

答.

社

数

1月

ξ間

皐経宇
均 質 巴

1月

社

当(

り 百

平 万

塩 蔵 巴

月経費/月 商

平

均

1

1000

上

限

1
'

1000

一 次 産 業 計 6 22,038.0 12,992.5 1.69 7.88

二 次 産 業 計 564 20,104.2 5,155.6 3.89

.

315.75

三 次 産 業 計 381 26,496.6 8,511.2 3.11 7,920.00

公 務 計 0 0 0 0 0

全 産 業 計 951 22,677.4 6,549:4 3.46 7,920.00

主

な

業

種

繊 維 工 業 34 11,239.2 3,880.3 2.89 24.28

化 学 工 業 72 17,992.4 5,144.1 3.49 53.81

石 油 製 品 製 造 業
・

12 26,171.3 43,647.7 0.59 5.80

鉄 鋼 業 23 62,990.8
,

9,887.9 6.37 39.42

電気機械器具製造業 61 36,845.3 3,544.9 llO.39 29.06

輸 送 用 機 械 器 具

製 造 業
51 33.0542 6,72L3 14 .91 39.93

観 葉 ・ 商 社 102 13,005.3 12,507.7 1.03 100.77

小 売 業 32 7,624.0 3,129.4 2.43 16.77

金 融 業 117 (52,664.2) (39,229.4)『 (1.34) (7.33)

生 命 保 険 業(含 代
'
理 業 ・サ ー ビス業)

6
'(149

,634.5) (822,855.4) (0.18) (3,81)

損害 保 険 業(含 代

理業 ・サービス業)
5 ∫(127

,676.2) (8,955.5) (14.25) (20.28)

電 力 ・ガ ス 事 業 10

'

110,659.7 25,080.8 4.41 .15.32

広告 ・調 査 ・情 報

提 供サ ー ビス業
8 17,785.0 3,834.8 4.63 344.41

情 報 処 理 サ ー ビ ス

.業 ・ソ フ トウェ ア業
70 46,287」 2,145.4 2L57 7,920.00



'

7-1-11表 業 種 別 ・1社 当 り1従 業 員 当 り 月 間 経 費

(注)コ ンピュータ経費合計 と従業員数の双方とも記入のあった回答についての集計である。

業 種 別

回

答

社

数

1「 月

雪間

♀経♀
均 費 巴

1従

社

当 業
り 員

平(

均 数 △

月間経費/

平

均

,1人(千 円)

上

限

一 次 産 業 計 6 22,038.0 3,200.0 6.8 24.6

二 次 産 業 計 573 20,012.6 2,509.7 7.9 158.0

三 次 産 業 計 586 32,733.9 2,438.8 13.4 2,200.0

公 務 計 113 14,383.8 3,909.3 3.6 1,799.8

全 産 業 計

公 務 を 除 く 全 産 業

1,278

1,165

25,357.5

26,421.9

2,604.2

2,477.6

9.7

10.6

2,200.q

2,200.0

主

な

業

種

繊 維 工 業 35 10,947.3 2,904.6 3.7 42.0

化 学 工 業 73 17,763.2' 2,460.3 7.2 71.1

石 油 製 品 製 造 業 12 26,171.3 2,326.6 11.2 25.0

鉄 鋼 業 25 58,843.3 4,374.5 13.4 40.3

電気機械器具製造業 63 36,689.4 3,809.8 9.6 22.1

輸 送 用 機 械 器 具

製 造 業
52

L

33,0÷8.1 3,966.1 8.3 60.6

卸 業 ・ 商 社 103 12,899.9 858.3 15.0 84.8

小 売 業 32 7,624.0
.

858.0 8.8 9L1

金 融 業 117 52,664.2 1,696.8 31.0 136.8

生 命保 険業(含 代

理業 ・サー ビス業)
6 149,634.5 33,507.1 4.4 2L5

損 害保 険業(含 代

理業 ・サー ビス業)
6 109,725.0 3,130.5 35.0 85.7

電 力 ・ガ ス事 業 10 110,659.7
、

.

11,483.5 9.6 17.0

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
8 17,785.0 1・2!2・3 14.6 116.5

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソフ トウ ェア業
70 46,287.1 160.8 287.8 2,200.0

361
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7-1-12表 業 種別 ・1社 当 り社 内要 員数 平均'

職 種

業 穂 別

庶

務

そ

の

他

ノぐ

ン

チ

ヤ

1

オ

ペ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

管

理

職

合

計

人

数

回

答

社

数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

一 次 産 業 計 .0 2.8 2.8 .0 5.3 5.3 .6 .8 L5 4.3 .0 4.3 2.1 」 2.3 3.1 .0 3.1 10.3 9.1 19.5 6

二 次 産 業 計 .7 2.1 2.9 .0 6.6 6.7 2.8 1.0 3.8 6.6 L2 7.9 5.1 」 5.2 2.2 .0 2.2 17.7 lL2 29.0 618

三 次 産 業 計 3.1 5.2 8.3 .0 7.9 8.0 5.3 L2 6.5 8.6 1.6 102 6.1 .1 6.2 3.9 .0 4.0 27.2 16」 43.4
層645

公 務 計 L4 .9 2.4 .1 8.6 8.8 2.2 .4 2.6 6.4 ,7 7.2 3.5 .1 3.6 1.6 .4 2.0 15.4 lL4 26.8 128

全 産 業 計 1.9 3.4 5.4 .0 7.4 7.5 3.9 LO 4.9 7.5 1.3 8.9 5.4 .1 5.5 2.9 .0 3.0 2L9 13.5 35.4 1397

主

な

業

種

繊 維 工 業 LO 2.6 3.7 .0 6.2 6.2 1.4 L8 3.3 5.8 1.0 6.8 3.0 .0 3.0 】.5 .0 1.5 12.8 11.9 24.7 39

化 学 工 業 .3 2.3 2.7 .0 5.0 5.0 1.9 .9 2.8 5.1 L5 6.7 5.2, ,0 5.2 1.9 .0 1.9 14.7 9.8 24.6 78

石油製品製造業 .6 4.8 5.5 .0 9.8 9.8 5.3 L5 6.8 9.4 1.5 10.9 7.4 .0 7.4 2.8 .0 2.8 25.6 17.6 43.3 12

鉄 鋼 業 2.4 6.2 8.7 ,.5 8.3 8.8 15.0 L4 16.4 17.6 3.5 2Ll 15.5 .3 15.9 4.9 .0 4.9 56.2 19.9 76」 27

電 気機械器具

製 造 業
2.1 3.3 5.5 .0 9.4 9.4 2.8 .6 3.5 12.0 L5 13.5 9.8 .2 10.1 4.5 .0 4.5』 3L4 15.2 46.6 69

輸送用機械器具

製 造 業
1.3 2.4 3.7 .3 13.3 13.7 4.4 1.0 5.5 8.8 1.2 10.1 6.0 .3 6.3 2.6 .0 2.7 23.8 18.4 42.2 57

卸 業 ・ 商 社 .8 2.5 3.4 .0 5.1 5.1 1.3 .7 2.0 3.4 .9 4.4 2.8 .0 2.8 L6 .0 1.6 10.1 9.4 19.5 107

小 売 業 .3 1.5 1.8 .0 8.1 8.1 1.5 .6 2.2 3.4 ,3 3.8 L6 .0 1.7 L4 、0 L4 8.5 10.8 19.3 33

金 融'業 3.2 8.3 11.6 .1 8.1 8.2 8.8 2.2 11.1 11.8 2.5 14.4 6.0 .0 6.1 5.4 .0 5.4 35.5 21.4 57.0 133

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
6.5 29.8 36.3 ,0 43.8 43.8 5.0 3.1 8.1 28.0 7.3 35.3 32.8 .0 ハ2.8 15.0 .0 15.0 87.3 84.1 171.5 6

損害保険業(含 代

理業・サービス業)
10.8 68.1 79.0 .0 1.2 1.2 .1 .2 .4 12.1 7.1 19.2 19.4 .2 19.7 13.4 ,4 13.8 56.0 77.5 1335 7

電 力 ・ガス事業 4.9 2.8 7.7 .0 12.7 12.7 13.9 1.5 15.4 20.6 2.0 22.7 14.8 .0

・

14.8 12.3 .0 12.3 66.6 19.1 85.8 12

広告 ・調査 ・情報

提 供サービス業
1.3 Ll 2.5 .0 7.3 7.3 L2 .5 }.7 5.2 1.3 6.6 2.5 .0 2.5 2.5 .1 2.6 12.8 10.5 23.3 8

情報処理サービス

業・ソフトウェア業
8.1 8.7 16.8

`

卜2
22.3 22.6 14.2 1.7 16.0 22.7 3.5 26.3 12.0 .3

L

12.4 7.8 .1 7.9 65.2 36.8 102.1 79



7-1-13表 業 種 別 ・全従 業員 規模 別 ・社 内要 員数 比平 均

社内要員数平均

全従業員規模

＼

一 次 産 業 計

二 次 産 業 計

三 次 産 業 計

公 務 計

全 産 業 計

主

な

業

種

繊 維 工 業

化 学 工 業

石 油 製 品 製造業

鉄 鋼 業

電 気 機 械 器 具

製 造 業

輸 送 用 機 械器具

製 造 業

卸.業 ・ 商'杜

小 売 業

金 融 業'

生命保険業(含 代

理業 ・サービス業〉

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

電 力 ・ガス事 業

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業

情 報 処理 サー ビス

業 ・ソフ トウェア業

無

記

人

全従業員数16

比平均(%)・.00

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業 員数

上ヒ三ド必J(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

全従業員数

比平均(%)

61.8

.00

64.3

.00

12.6

.00

139.3

.00

3.9

.00

7.8

.OO

1.2

.00

2.7

.00

6.9

.00

5.7

.00

10.6

.00

3.3

.00

13,3

.00

.6

,00

.7

.00

1.2

.00

,8

,00

7.9

.00

五

〇

人

未

満

・
,〔〕

.00

3.5

11.29

14.1

61.77

15.2

74.82

14.0

61.10

4.0

18.18

0

.00

.0

.00

.0

.00

.0

,00

.0

.00

2,6

7.96

.0

.OO

14.6

48.88

.0

.00

.O

.OO

.0

.00

.0

,00

22.8

84.65

五

〇

～

九

九

人

.0

.00

6.3

8.75

22.0

31,89

22.4

27.31

19.6

27.83

2.0

2.22

3.0

・3.61

.0

.00

22.0

35.48

3.0

3.75

3,0

3.75

4.0

4.49

4.0

4.46

81.O

IOO,00

.O

,00

.0

.00

.0

.00

.0

.00

50.5

83.39

O

O

～

九

九

人

6.0

2.52

6.3

3.45

28.6

15.58

17.6

9.21

22.0

11.97

5.6

2.67

14.1

9,64

7.0

5.07

8.3

4.60

3.6

2.29

6.0

2.67

7.9

4.23

5.7

3.42

10.1

5.10

.0

。00

21.0

9.Ol

.0

.OO

12.6

8.92

142.4

82.27

○

○

～

九

九

人

.0

.00

8.5

2.54

25.6

7.39

6,8

1.96

17.4

5.09

.0

.00

5.6

1.78

.0

.00

11.0

3.03

.0

.00

9.5

3.01

13.0

3.66

9.7

2.93

20,9

5.77

.0

.00

16,0

5.33

.0

.00

14.5

4,20

170.3

50.79

四

〇

〇

～

四

九

九

人

.0

.00

7.9

L79

19.5

4.44

14.6

3.31

13.4

3.05

6.O

l.41

6.6

1.53

3,0

.71

5.0

1.02

6.7

1,52

10.0

2.22

17.6

4.02

28.0

5.82

17.7

4.Ol

.O

.00

.0

.OO

10.0

2.22

.0

.00

「

五

〇

〇

～

九

九

九

人

6.0

.94

10.6

1,50

47.9

6.80

23.1

3.13

25.6

3.61

7.3

1.16

11,3

1.58

9.0

1,62

11.5

1.68

8.6

1.25

9,8

1.36

25.2

3、66

18.5

2,81

32.5

4.19

.0

.00

.0

.00

13.0

2.06

,0

.00

535.2

…1・5…

○
○
○

⊥

九
九
九
人

9.O

.64

19,7

1.17

41.9

2,40

28,6

1.59

27.4

L60

24.0

1.36

21.0

1.21

70.0

2.92

20.2

1.24

18.3

1.04

19.5

1.14

31.9

2.03

28.8

1,86

63.1

3.40

88.5

3.96

103,6

4.82

47.0

3.13

10.0

.60

16.0

1.27

○
○
○
～

四

九
九
九
人

37,0

1.11

38.1

1.01

58.2

1.57

21.8

.59

42.5

1,14

25.0

.65

35.3

,94

64.3

1.59

29.6

.84

34、0

.98

27.2

.78

56.5

1.39

43.5

1,30

123,8

3.47

.0

.00

.0

,00

68.0

2.24

.0

.00

.O

.OG

五

〇
〇
〇
く

九

九
九
九
人

29.5

.43

65、8

.92

]31.4

1.98

38.2

.54

77.O

l.10

23.0

.31

76.0

.97

141.0

1.71

116.0

1.33

77.7

1.05

85,0

1.14

120,0

L50

。0

.00

185.6

2.88

.0

.00

293.5

4.85

64.0

1.02

100.0

1.89

.0

.00

○

○

○

○

人

以

上

.O

.OO

234.8

Ll7

279.9

.59

45.5

.18

217.1

.71

121.2

.84

63,5

.50

.0

.00

750.5

2.19

438.5

1.47

387.6

1,08

135.O

L35

.0

.OO

344.2

2.25

213.0

.43

.0

.00

135.8

.70

.O

.00

.0

.00

合

計

19,5

.60

29.0

1,16

43.4

1,85

25.5

.70

35,3

L39

24.7

.85

24.6

.98

43.3

L86

76.1

L81

46.6

L25

42.2

1.ll

19.6

2.32

19,3

2.15

57.0

3.16

171.5

.51

133.5

4.89

85.8

.80

23.3

1.92

101.5

69.08

363
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7-1-14表 業 種別 ・職 種別 ・社 内要 員 月残 業時 間平均

職 種

業 種 別

庶

務

そ

の

他

ノぐ

ン

チ

ヤ

1

オ

ベ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

管

理

職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

一 次 産 業 計 .0 3.7 .0 7.9 20.0 3.0 8.5 .0 11.6 4.0 .0 .0

二 次 産 業 計 6.5 3.1 2.5 3.4 16.4 4.4 15.9 5.1 16.2 3.1 5.8 15.2

三 次 産 業 計 13.5 4.7 5.7 4.6 17.5 4.5 22.1 7.5 21.0 6.1 9.3 7.5

公 務 計 10.4 4.6 13.0 2.9 14.5 9.2 15.4 6.2 12.0 11.6 6.3 .1

全 産 業 計 12.0 4.2 4.6 4.0 17.0 4.5 19.3 6.5 18.3 5.1 8.0 3.0

主

な

業

種

繊 維 工 業 .9 3.3 .0 3.0 9.2 6.3 6.4 2.7 4.8 .0 2.0 .0

化 学 工 業 5.6 4.7 .0 3.1 14.2 2.0 17.3 6.3 15.3 10.0 1.4 .0

石 油 製 品製造業 10.0 .5 .0 3.0 24.1 6.0 16.2 8.3 18.5 .0 .0 .0

鉄 鋼 業 4.2 3.0 .0 1.6 20.4 13.4 13.9 4.0 12.5 .0 3.2 .0

電 気 機 械 器 具

製 造 業
4.2 4.2 .0 3.4 18.7

'
4.1 14.4 3.7 19.9 4.0 10.0 5.0

輸 送 用 機械器具1

製 造 業
12.8 3.7 1.9 4.7 15.2 2.1 14.8 6.6 18.0 3.0 6.0 26.0

卸 業 ・ 商 社 ;6 .3 4.1 .0 3.6 16.7 5.0 17.9 8.6 15.8 10.0 2.2 3.3

小 売 業 15.0 6.4
■

.0 3.2 18.1 8.7 23.6 7.8 18.5 10.0 10.1 .0

金 融 業 11.4 4.6 .1 3.9 15.1 3.9 21.7 4.7 21.2 1.7 12.7 4.0

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
28.8 9.1 .0 4.3 32.8 8.4 28.5 4.6 32.5 .0 8.0 .0

損害保険業(含 代

理業 ・サービス業)
39.4 1.6 .0 .0 80.0 .0 263 4.5 24.1 75.0 32 .0

電 力 ・ガ ス事業 7.5 3.2 .0 1.3 15.7 1.2 17.3 5.5 16.0 .0 2.2 .0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業
3.1 .6 .0 1.9 16.6 3.5 11.5 5.5 13.0 .0 4.2 .0

情報 処理 サー ビス

業 ・ソフ トウェア 業
18.0 5.4 8.9 6.7 2L3 5.6 27.0 11.4 . 25.7 5.0 13.5 14.2
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7-1-15表 業種別 ・職 種 別 ・社 内要 員年 齢平 均 お よび月額 給与 平 均
い

(注)「 月額給与」は、毎月定額を支給せ られる賃金の合計 で、賞与、超過勤務手当を含 まない。

職 種

業 種 別

ノぐ

ン

チ

ヤ

|

オ

ペ

レ

1

タ

プ ・

ロ

グ

ラ

マ

S

E

年

齢

給手

与巴

年

齢

給芋

与巴

年

齢

給宇

与巴

年

齢
給宇

与巴

一 次 産 業 計
22.3 93.4 24.5 134.4 29.8 156.4 32.6 170.7

二 次 産 業 計 21.1 87.2 24」 103.8 25.9 117.4. 30.5 149.9

三 次 産 業 計 21.8 86.5 23.8 105.6 26.0 121.2 31.3 153.2

公 務 計 22.1 83.8 25.3 95.4 26.9 107.1 30.0 125.9

全 産 業 計 21.5 86.6 23.9 104.7 26.0 ll8.8 30.9 150.2

主

な

業

種

繊 維 工 業 20.9 78.3 24.4 104.9 26.8 132.7 31.7 150.1

化 学 工 業 20.8 87.7 25.8 105.3 25.7 119.6 31.6 163.7

石 油 製 品 製 造 業 20.2 91.3 23.6 116.1 25.3 ll8.9 30.4 156.7

鉄 鋼 業 20.6 80.5 24.4 87.0 27.1
]01・6

30.3 133.3

電気機械器具製造業 21.7 83.8 24:0 97.0 24.7 105.9 30.1 158.6

輸 送 用 機 械 器 具

製 造 業
20.4 102.8 23.5 127.0 26.5 150.5 28.8 144.3

卸 業 ・ 商 社 21.5 84.3 23.3 100.4 25.6 ll8.6 30.0 154.8

小 売 業 20.5 92.4 23.3 114.6 24.7 11L3 29.2 128.5
.

金 融 業 220.5 80.2 23.9 110.8 26.1 122.1 30.9 174.9

生 命 保 険業(含 代

理業 ・サー ビス業)
21.0 85.8 24.2 114.3 24.1 120.8 28.1 158.9

損 害 保 険業(含 代

理業 ・サー ビス業)
20.0 120.0 24.6 99.3 22.3 110.5 28.9 1673

電 力 ・ガ ス 事 業 21.6 86.5 26.2 111.0 28.6 128.3 34.4 168.6

広告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
23.2 75.8 22.8 89.5 26.1 104.7 29.0 200.0

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソフ トウェ ア業
22.0

ζへ 」86・9
23.3 101.9 25.8 116.2 29.2 141.7
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7-1-16表 業種 別 ・社 内要 員職務 手 当平均

職 種

業 種 別 ＼

回

答

数

無

記

入

数

記

入

数

ノマ

ン

チ
(

ヤ 千

1巴

オ

ペ

レ

1♀

タ 巴

プ

ロ

グ
(

ラ 千

マ 巴

S

字

E巴

一 次 産 業 計
6 4 2 39.2 72.2 83.8 114.0

二 次 産 業 計 620 501 119 9.2 11.1 23.3 26.8

三 次 産 業 計 647 449
.

198 7.1 12.1 7.5 24.8

公 務 計 128 73 55 2.1 2.4 2.4 3.0

全 産 業 計 1,401 1,027 374 7.5 12.0 9.4 23.6

主

な

業

種

繊 維 工 業 39 35 4 3.1 25.0 .0 ..0

化 学 工 業 78 64 14 1.2 5.2 13.2 19.5

石 油 製品 製造業 12 11 1 .0 10.0 .0 .0

鉄 鋼 業 27 22 5 6.5 28.6 .0 .0

電 気 機 械 器 具

製 造 業
69 59 10 32.3 3.5 37.2 41.3

輸送用機械器具

製 造 業
57 40 17 3.5 26.0 】4.5 56.9

卸 業 ・ 商 社 108 66 42 3.5 4.6 62 6.0

小 売 業 33 19 14 2.9 5.8 4.2 8.4

金 融 業 133 106 27 2.4 18.4 6.7 3.4

生命保険業(含 代

理業 ・サービス業)
6 1 5 1.1 1.8 1.4 2.1

損害保険業(含 代

理業・サービス業)
7 6 1 .0 3.0 .0 3.0

電 力 ・ガ ス事 業 12 10 2 .0 3.0 .0 3.0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業 『 6 2 1.0 2.2 2.0 1.0

情報処理サービス

業 ・ソフ トウェア業
79 37 42 11.5 13.0 9.6 13.9
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7-1-17表 社 内要 員 に関す る問題 点 の分布

(多重回答)

問 題 点

職 種

青る
に
手
間
が
か

|教か 教な

青い
時
間
が
と
れ

他置部
転

門換
かが
ら難
の し
配い

讃

琴
3

・

スと確
ぺ し立
シてし
ヤのて

リ地い
ス位な
トがい

賃
金

量
票

;

残
業
時
間
が
長
い

定

着

率

が

低
い

そ

の

他

回

答

実

数

パ ン チ ャ ー
記入数

%

168

23.1

57

7.8

348

47.9

138

19.0

122

16.8

103

14.2

14

1.9

200

27.5

31

4.3

727

100.0

オ ペ レ ー タ
記入数

%

196

25.6

127

16.6

309

40.3

115

15.0

223

29.1

95

12.4

157

20.5

37

4.8

22

2.9

767

100.0

プ ロ グ ラ マ
記入数

%

521

47.2

255

23.1

590

53.4

261

23.6

386

35.0

152

13.8

176

15.9

13

1.2

10

.9

1,104

100.0

SE
記入数

%

474

49.5

207

21.6

467

48.8

313

32.7

430

44.9

124

13.0

95 .

9.9

7

.7

6

.6

957

100.0
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7-1-18表 適 用業務 項 目分布

(多重回答)

適 用 業 務 生 在

⊃

営 経 人 技 企 広 そ 回 小 合

理 事 術 画 雀テ 答
・ . . . ・ の

財 労 設 調 宣
実

利 用 水 準 産 庫 業 務 務 計 査 {云 他 数 計 計

1974
417 619 817 810 915 195 178 34 123 1,181

現 年まで
在
ま %

35.3 52.4 69.2 68.6 77.5 16.5 15.1 2.9 10.4 100.0
1,679

で
に

計算 ・集計
1975

106 173 157 211 144 62 51 13 56 498 (75.8)
コ 年まで

善 %
21.3 34.7 31.5 42.4 28.9 12.4 10.2 2.6 11.2 100.0

2,214

「 1974
119 81 137 87 77 99 92 6 21 329

(100.0)

タ 年まで

化
し 解 析 ・予 測 ・ %

36.2 24.6 41.6 26.4 23.4 30.1 28.0 1.8 6.4 100.0
535

た

も
計画 1975

51 43 61 54 45 36 39 3 13 206 (24.2)

の 年まで

% 24.8 20.9 29.6 26.2 21.8 17.5 18.9 1.5 6.3 100.0

今の 149 160 124 274 140 94 119 20 65 618 618
後 も 計 算 ・ 集 計
三の
年

24.1 25.9 20.1 44.3 22.7 15.2 19.3 3.2 】0.5 100.0 (52.0>
1,189

間
に 192 173 261 259 174 105 158 14 20 571 571 (100,0)

計 解 析 ・予 測 ・計画
画 33.6 30.3 45.7 45.4 30.5 】8.4 27.7 2.5 3.5 100.0 (48.0)

延 べ 社 数 11034 1,249 L557 1,695 ],495 591 637 90 298 1,266

% 81.7 98.7 123.0 133.9 118.1 46.7 50.3 7.1 23.5 100.0
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7-1-19表 ス ル ー プ ッ ト タ イ ム 別 ・1社1日 当 リ ジ ョブ 数 平 均

スルー プ ッ ト 回 ジ ジ 一 三 五 一 三 一 三 五 五 合
タイ ム

収 ヲ ヲ 分 分 分 ○ ○ 時 時 時

、

時

無 記 分 分 間 間 間 間
総 記

入
入
社

以 以 以 以 以 以 以 以 以

業 種 別 数 数 数 内 内 内 内 内 内 内 内 上 計

平 均 4.6 7.0 5.1 3.3 9.8 17.8 .8 .1 .0 48.8
一 次 産 業 計 6 0 6 ジ ョブ数

% 9.4 14.3 10.5 6.8 20.1 36.5 1.6 .2 .0 100.0

平 均 11.5 工1.1 7.9 10.1 10.5 3.8 1.7 .5 .4 57.9
二 次 産 業 計 620 127 493 ジョブ数

% 19.9 19.2 13.6 17.4 18.1 6.6 2.9 .9 .7 100.0

平 均 13.7 15.2 10.6 14.5 12.8 5.0 1.8 .6 .5 75.2
三 次 産 業 計 647 152 495 ジョブ数

% 18.2 20.2 14.1 19.3 17.0 6.6 2.4 .8 .7 100.0

平 均 7.9 1L8 10.1 7.9 5.8 2.3 1.5 .3 1.0 48.9
公 務 計 128 37 91 ジ ョブ数

% 16.2 24.1 20.7 16.2 11.9 4.7 3.1 .6 2.0 100.0

平 均 12.2 13.0 9.3 ll.8 11.1 4.3 1.8 .6 .5 65.0
全 産 業 計 L401 316 1,085 ジ ョブ数

一

% 18.8 20.0 14.3 18.2 17.1 6.6 2.8 .9 .8 100.0

平 均 10.3 11.8 10.1 13.0 11.7 4.9 1.9 1.3 .5 65.9
繊 維 工 業 39 8 31 ジ ョブ数

% 15.6 17.9 15.3 19.7 17.8 7.4 2.9 2.0 .8 100.0

平 均 5.6 8.6 7.4 14.9 13.1 6.3 2.2 L6 1.2 61.4

化 学 工 業 78 15 63 ジ ョブ数

% 9.1 14.0 12.1 24.3 21.3 10.3 3.6 2.6 2.0 100.0

平 均 5L7 30.5 22.2 13.5 12.1 3.0 1.0 .0 .2 134.6
石油製品製造業 12 1 11 ジ ョブ数

% 38.4 22.7 16.5 10.0 9.0 2.2 .7 .0 ,1 100.0

平 均 17.0 14.7 17.7 10.3 8.0 3.7 1.7 .2 .0 73.9
鉄 鋼 業 27 3 24 ジ ョブ 数

% 23.0 19.9 24.0 13.9 10.8 5.0 2.3 .3
1

.0 100.0、

王

電気機械器具製
造業

69 22 47
平 均
ジョブ数

%

112

16.4

10.7

15.6

10.5

15.3

15.1

22.0

11.3

16.5

6.1

8.9

2.4

3.5

.4

、6

.5

.7

68.5

100.0

な

輸送用機械器具
製造業

57 11 46
平 均
ジョブ数

%

8.4

14.5

13.9

24.0

3.5

6.0

7.1

.12.2

14.4

24.8

5.3

9.1

4.1

7.1

.6

LO

.3

.5

58.O

lOO.0

平 均 1.9 3.7 4.6 8.0 7.2 2.7 .9 .8 .6 30.8
卸 業 ・ 商 社 108 22 86 ジ ョブ数

% 6.2 12.0 14.9 26.0 23.4 8.8 2.9 2.6 1.9 100.0

平 均 .5 2.0 5.0 3.8 3.5 3.2 1.3 ,1 .3 20.3
小 売 業 33 12 21 ジ ョブ 数

業
% 2.5 9.9 24.6 18.7 17.2 15.8 6.4 .5 1.5 100.0

平 均 20.2 19.7 16.9 28.0 25.6 7.2 2.7 .4 .9 121.8

金 融 業 133 26 107 ジ ョブ数

% 16.6 16.2 13.9 23.0 21.0 5.9 2.2 .3 .7 100.0

生命保険業(含 平 均 10.8 30.0 22.8 34.1 23.5 21.8 7.6 3.3 2.3 156.5
代 理業 ・サ ー ピ 6 0 6 ジ.ヨブ数

種
ス業 % 6.9 19.2 14.6 21.8 15.0 13.9 4.9 2.1 1.5 100.0

損害保険業(含 平 均 47.3 29.0 19.8 41.0 44.5 15.氏 9.6 2.8 1.5 211.3

代 理業 ・サ ー ビ 7 1 6 ジョブ数
ス業) % 22.4 13.7 9.4 19.4 21.1 7.4 4.5 1.3 .7 100.0

平 均 24.4 41.1 32.3 38.6 39.8 15.9 4.0 .4 .4 197.2

電力 ・ガス事業 12 1 11 ジ ョブ数

% 12.4 20.8 16.4 19.6 20.2 8.1 2.0 2 .2 100.0

広 告 ・調 査 ・情 平 均 7.1 4.8 2.8 5.1 11.5 5.0 2.2 .4 .4 39.7

報提供サー ビス 8 1 7 ジ ョブ数
業 % 17.9 12.1 7.1 12.8 29.0 12.6 5.5 1.0 1.0 100.0

情報処理サーピ 平 均 30.4 31.5 15.6 23.3 19.6 7.6 2.4 .5 .3 131.5
ス業 ・ソ フ トウ 79 19 60 ジ ョブ数
エア業 % 23.1 24.0 11.9 17.7 14.9 5.8 1.8 .4 .2 100.0
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7-1-20表 導 入経過 年数 別 ・使 用 言語比率 平 均

使用言語

経験年数

シ ンボ リッ ク言語

(%)

コ ン パ イ ラ 言 晋吾(%)
機
械
8吾
お
よ
び
特
殊

昆
虫

ち

回

答

社

数

客

5
0

弩

ア

㌻
プ
リ
言
語

ジ
エ

ネ

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F
O

R

T
R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1年 未 満 12.8 12.2 2.2 4.6 56.6 .2 11.1 .0 9

1～3年 27.4 2.9 .0 3.6 47.9 L8 10.4 5.7 103

3～5年 2419 3.9 .3 5.2 51.2 1.7 9.4 3.0 281

5～10年 26.7 3.7 .0 6.1 53.1 1.6 6.0 2.3 703

10年 以 上 27.4 1.6 .1 15.6 43.8 7.4 2.8 .8 255

総 平 均 26.4 3.4 .1 7.5 50.6 2.7 6.5 2.4 1,351



7-1-21表 使 用 プ ログラム構 成別 ・使用 言語 比率 平均

A:事 務'処 理

B:固 有 業 務

C:科 学技術計算

D:そ の 他

シ ンボ リ ック言 語

(%)

コ ン パ イ ラ 言 語

(%)

機
械
語
お
よ
ぴ
特
殊
言

蔓

弩

回

答

社

数

客
一

〇
〇

髪

ア
セ
ン
ブ
リ
言
語

ジ

エ

ネ

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F

O
R

T

R
A

N

C

O

B.

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

A 27.0 4.7 .0 1.0 52.2 1.6 9.2 4.0 556

B 37.2 14.0 .0 .0 48.7 .0 .0 .0 4

C 8.3 6.9 .0 76.1 8.0 .1 .4 .0 13

D 23.7 L5 .0 28.9 44.5 1.2 .0 .0
.13

A十B 33.2 .8 .0 .5 54.3 L1 8.4 1.3 78

A十C 17.9 3.5 .4 12.5 52.1 6.6 5.4 1.2 132

A十D 27.7 5.0 .0 2.5 48.6 4.2 10.1 1.6 122

B十C 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 1

B十D 95.0 .0 .0 5.0 ,0 .0 .0 .0 1

C十D 16.3 .4 .5 55.3 21.4 4.0 1.1 .7 22

A十B十C 42.2 .0 .1 16.6 40.2 .0 .6 .0 11

A十B十D 33.0 .0 .0 5.9 50.9 .0 8.5 1.3 45

A十C十D 22.5 2.3 .7 14.4 52.1 4.4 2.0 L2 159

B十C十D 45.0 .0 .0 14.0 31.0 9.0 1.0 .0 1

A十B十C十D 33.1 1.4 .7 8.2 49.8 5.3 .9 .4 49

総 平 均 26.2 3.6 .1 6.8 50.5 2.8 7.0 2.5 1,207

371

～



372第7部 コンピュー タ利用状況お よびオンライン化調査集計表

7-1-22表 プ ロ グラム開発 状 況

(多重回答)

共同開発 他 に 委 託
実 短 総自 延 ',〉 、

メ サ メ サ そ
回 回

杜 1

カ

1

ビ
ス

1

カ

|
ビ

ス

記

答 答

開
1

と

共

機
関
と
共

1

に

委

機
関
に
委

の
入

杜 社

発 同 同 託 託 他 数 数 数 数

記入数 734 17 10 11 10 1 783 765 636 1,401

管 理 業 務 処 理

% 95.9 2.2 1.3 L4 1.3 .1 102.4 100.0

記入数 1,103 44 28 22 36 7 1,240 1,161 240 1,401

ア 事 務 処 理

プ
% 95.0 3.8 2.4 1.9 3.1 .6 106.8 100.0

リ
紀人数 185 21 3 5 6 2 222 211 1,190 1,401

ケ 予 測 問 題

1
% 87.7 10.0 L4 2.4 2.8 .9 105.2 100.0

シ 記入数 91 17 1 5 1 2 117 110 1,291 1,401

ヨ 最 適 化 問 題

ン
% 82.7 15.5 .9 4.5 .9 1.8 106.4 100.0

プ
記入数 79 10 0 7 0 0 96 94 1307 1,401

口 スケ ジュー リン グ問 題

グ % 84.0 10.6 .0 7.4 .0 .0 102.1 100.0

ラ 記入数 60 5 0 4 0 0 69 68 1,333 1,401

ム 数 値 制 御

% 88.2 7.4 .0 5.9 .0 .0 10L5 100.0

記入数 112 20 4 14 5 3 158 140 1,261 1,401

そ の 他

% 80.0 14.3 2.9 10.0 3.6 2.1 112.9・ 100.0

記入数 181 53 5 92 8 2 341 312 1,089 1,401

ユ ー テ ィ リテ ィ ・プ ロ グラム

% 58.0 17.0 L6 29.5 2.6 .6 109.3 100.0

記入数 24 37 3 92 4 2 162 155 1,246 1,401

OS

% 15.5 23.9 1.9 59.4 2.6 1.3 104.5 100.0

記入数 21 17 3 77 3 1 122 114 1,287 1,401

言 語 プ ロ セ ッ サ

% 18.4 14.9 2.6 67.5 2.6 .9 107.0 100.0

記入数 44 12 3 14 4 1 78 69 1β32 1,401

そ の 他

% 63.8 17.4 4.3 20.3 5.8 1.4 113.0 100.0
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7-1-23表 産 業別 ・サー ビス機関 利用 状 況項 目分布

(多重 回答)

サービス機関
利用項目 回 本 本 計 ノぐ マ 要 要 プ 保 調 コ そ 延

シ 員 口 査 ン

問 問
算 ン ン

教
育 貝 グ

守

サ 代 ピ
ユ

べ
収

鉦 回 タ
、

ラ 行
'1、 、

1 1
の チ イ

講 の ミ
.

タ の 記
記 答 ム 翼 ン

ピ デ
室

総 工 |

入 実
委 ン の

利
;
出

派 グ

委

ス

委
タ

収

運
用

代

入

業 種 別
数 数 数 託 グ 用 席 遣 託 託 集 行 他 数

一 次 産 業 計 6 1 5 記入数 2 3 1 3 2 2 1 0 1 0 15

100.0 % 40.0 60.0 20.0 60.0 40.0 40.0 20.0 .0 20.0 .0 300.0

二 次 産 業 計
620 275 345 記入数 61 218 37 167 76 65 105 6 27 9 771

100.0 % 17.7 63.2 10.7 48.4 22.0 18.8 30.4 1.7 7.8 2.6 223.5

三 次 産 業 計
647 259 388 記入数 71 267 .40 153 98 89 145 8 35 13 919

100.0 % 18.3 68.8 10.3 39.4 25.3 22.9 37.4 2.1 9.0 3.4 236.9

公 務 計
128 35 93 記入数 15 75 2 47 19 17 50 2 4 2 233

100.0 % 16.1 80.6 2.2 50.5 20.4 18.3 53.8 2.2 4.3 2.2 250.5

全 産 業 計
1,401 570 831 記入数 149 563 80 370 195 173 301 16 67 24 1,938

100.0 % 17.9 67.7 9.6 44.5 23.5 20.8 36.2 1.9 8.1 2:9 233.2

繊 維 工 業
39 22 17 記入数 3 11 1 10 4 4 5 0 1 0 39

100.0 % 17.6 64.7 5.9 58.8 23.5 23.5 29.4 .0 5.9 .0 229.4

化 学 工 業
78 26 52 記入数. 10 38 6 29 14 10 23 ・2

8 1 141

100.0 % 19.2 73.1 11.5 55.8 26.9 19.2 44.2 3.8 15.4 1.9 271.2

石油製品製造業
12 3 9

100.0

記入数

%

3

33.3

5

55.6

3

33.3

3

33.3

3

33.3

3

33.3

5

55.6

50

.0

0

.0

0

.0

25

277.8
,

鉄 鋼 業
27 8 19 記入数 1 12 2 8 6 5 6 0 3 0 43

、
100.0 % 5.3 63.2 10.5 42.ユ 31.6 26.3 31.6 .0 15.8 .0 226.3

王
電気機械器具 69 29 40 記入数 7 31 5 19 13 7 9 1 5 1 98

製 造 業 100.0 % 17.5 77.5 12.5 47.5 32.5 17.5 22.5 2.5 12.5 2.5 245.0

輸送用機械器具 57 25 32 記入数 5 20 4 15 6 5 8 0 1 1 65

製 造 業 100.0 % 15.6 62.5 12.5 46.9 18.8 15.6 25.0 .0 3.1 3.1 203.1
な

卸 業 ・ 商 社
108 54 54 記入数 16 32 6 21 24 17 14 2 9 2 143

100.0 % 29.6 59.3 1L1 38.9 44.4 31.5 25.9 3.7 16.7 3.7 264.8

小 売 業
33 14 19 記入数 2 15 1 5 2 3 4 0 1 0 33

業
100.0 % 10.5 78.9 5.3 26.3 10.5 15.8 21.1 .0 5.3 .0 173.7

金 融 業
133 47 86 記入数 21 59 8 34 16 18 29 2 5 7 199

100.0 % 24.4 68.6 9.3 39.5 18.6 20.9 33.7 2.3 5.8 8.1 231.4

生命保険業(含
代理業 ・サービ

6 0 6 記入数 1 6 0 6 4 2 1 0 2 0 22

ス業) 100.0 % 16.7 100.0 .0 100.0 66.7 33.3 16.7 .0 33.3 .0 366.7
種

損害保険業(含
代理業 ・サー ビ

7 0 7 記入数 4 7 2 5 4 4 3 0 2 1 32

ス業) 100.0 % 57.1 100.0 28.6 71.4 57.1 57.1 42.9 .0 28.6 14.3 457.1

電力 ・ガス事業
12 0 12 記入数 3 10 3 5 .3 5 3 0 2 0 34

1∞.0 % 25.0 83.3 25.0 41.7 25.0 41.7 25.0 ,0 16.7 .0 283.3

広告調 査 ・情報 8 1 7 記入数 1 7 1 1 2 2 1 0 1 0 16

提供サービス業 100.0 % 14.3 100.0 14.3 14.3 28.6 28.6 14.3 .0 14.3 .0 228.6

情 報処 理 サー ビ
ス業 ・ソフ トウ

79 23 56 記入数 3 50 8 18 19 20 11 0 3 0 132

エア業 100.0 % 5.4 89.3 14.3 32.1 33.9 35.7 19.6 .0 5.4 .0 235.7



374.第7部 コンピュー タ利用状況およびオンライン化調査集計表

7-1-24表 産 業別 ・サ ー ビス機 関 利用予定 項 目分布

(多重回答)

サービス機関

利用予定項目 回 本 本 計 ノぐ マ

シ

要

員

要 プ

ロ

保

守

調

査

コ

ン

そ 延

収

問

掘

問

回

算 ン ン

タ

教

宣
貝 グ

ラ
サ

代

行

ピ

ユ

1

べ

'.L、 1
の チ イ

講 の ミ

.

タ の §己

記 答 ム 翼 ン
ビ デ 室

総

入 実
委 ン の

利

ミ
の

出

派 グ

委

ス

委

1

タ

収

連

月;

代

入

数 数 数 託 グ 用 席 遺 託 託 集 行 他 数

業 種 別

6 3 3 記入数 2 2 1 2 1 1 1 0 0 0 10
一 次 産1業 計

lOO.0 % 66.67 66.67 33.33 66.67 33.33 33.33 33.33 .00 .00 .00 333.33

620 308 312 記入数 37 185 39 140 77 86 72 13 59 7 715

二 次 産 業 計
100.0 % 11.86 59.29 12.50 44.87 24.68 27.56 23.08 4.17 18.91 2.24 229.17

647 327 320 記入数 45 192 31 147 81 80 102 14 49 6 747

三 次 産 業 計
100.0 % 14.06 60.00 9.69 45.94 25.31 25.00 3L87 4.37 15.31 1.87 233.44

128 51 77 記入数 7 54 3 31 19 13 29 1 16 2 175

公 務 計
100.0 % 9.09 70.13 3.90 40.26 24.68 16.88 37.66 1.30 20.78 2.60 227.27

全 産 業 計
L401 689 712

100.0

記入数

%

91

12.78

433

60.81

74

10.39

320

44.94

178

25.00

180

25.28

204

28.65

28

3.93

124

17.42

15

2.11

1,647

231.32

39 19 20 記入数 1 14 2 10 5 6 4 1 2 0 45

繊 維 工 業
100.0 % 5.00 70.00 10.00 50.00 25.00 30.00 20.00 5.00 10.00 .00 225.00

78 30 48 記入数 ll 30 10 23 ll 15 12 3 11 0 126

化 学 工 業
100.0 % 22.92 62.50 20.83 47.92 22.92 31.25 25.00 6.25 22.92 .00 262.50

12 7 5 記入数 2 5 1 3 1 2 2 1 0 0 17

石油製品製造業
100.0 % 40.00 100.00 20.00 60.00 20.00 40.00 40.00 20.00 ,00 .00 340.00

27 18 9 記入数 0 5 1 6 4 4 2 0 4 0 26

鉄 鋼 業
100.0 % .00 55.56 11.11 66.67 44.44 44.44 22.22 .00 44.44 .00 288.89

、

王
電 気機 械器 具 69 31 38 記入数 3 26 4 18 18 9 9 1 7 1 96

製 造 業 100.0 % 7.89
,

68.42 10.53 47.37 47.37 23.68 23.68 2.63 18.42 2.63 252.63

輸送用機械器具 57 30 27 記入数 1 15 3 14 4 3 6 0 4 1 51

製 造 業 100.0 % 3.70 55.56 11.ll 5L85 14.81 11.11 2222 .00 14.81 3.70 188.89

な
108 78 30 記入数 7 15 3 13 14 13 7 1 9 1 83

卸 業 ・ 商 社
100.0 % 23.33 50.00 10.00 43.33 46.67 43.33 23.33 3.33 30.00 3.33 276.67

小 売 業
33 16 17

100.0

記入数

%

0

,00

12

70.59

1

5.88

3

17.65

4

23.53

5

29.41

3

17.65

1

5.88

2

1L76

0

.00

31

182.35

業
133 54 79 記入数 15 45 6 41 12 13 20 2 11 4 169

金 融 業
100.0 % 18.99 56.96 7.59 51.90 15.19 16.46 2532 2.53 13.92 5.06 213.92

生命保険業(含 6 2 4 記入数 0 3 1 3 2 3 2 0 3 0 17

代 理業 ・サ ー ビ
ス業) 100.0 % ,00 75.00 25.00 75.00 50.00 75.00 50.00 .00 75.00 ,00 425.00

種
損害保険業(含 7 4 3 記入数 1 3 1 3 1 1 2 0 2 0 14

代 理業 ・サー ビ
ス業) 100.0 % 33.33 100.00 33.33 100.00 33.33 33.33 66.67 .00 66.67 ,00 466.67

12 2 10 記入数 1 7 0 5 3 5 2 0 2 0 25

電力 ・ガス事業
100.0 % 10.00 70.00 .00 50.00 30.00 50.00 20.00 .00 20.00 .00 250.00

広告 ・調 査 ・情報 8 3 5 記入数 0 4 0 1 1 2 2 0. 3 0 13

提供サービス業 100.0 % .00 80.00 .00 20.00 20.00 40.00 40.00 .oo 60.00 .00 260.00

情報処理サーピ 79 34 45 記入数 0 36 8 19 14 17 10 2 7 0 113

ス業 ・ソフ トウ
ェ ア業 100.0 % .00 80.OO

{
17.78 42.22 31.11 37.78 22.22 4.44 15.56 、,00 25L11
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7-1-25表 業 種別 ・1社 当 り被 派 遣要 員数 平均

庶

務

そ

の

他

ノぐ

ン

チ

ヤ

1

オ

ペ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

管

理

職

合

計

回

答

社

数
男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

一 次 産 業 計 ,0 .0 .0 .0 3.3 3.3 4.0 .0 4.0 9.0 .0 9.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 13.0 3.3 16.3 3

二 次 産 業 計 .1 .2 .4 .0 4.4 4.4 6.3 .2 6.6 2.0 .0 2.0 .5 .0 .5 .1 .o .1 9.2 4.9 14.2 140

三 次 産 業 計 .3 .3 .6 .0 50, 5.1 7.5 .6 8.1 2.6 .0 2.7 LO .0 1.0 .5 .0 .5 12.2 6.1 18.4 152

公 務 計 .0 .1 ,1 .0 4.1 4.1 3.0 .o 3.0 .1 ,0 、1 .3 ,0 .3 .0 .0 .0 3.5 4.3 7.8 39

全 産'業 計 .2 ,2 .5 .0 4.6 4.6 6.5 .3 6.8 2.1 .G 2.2 .7 .0 .7 .3 .0 ,3 10.0 5.4 15.4 334

主

な

.

業

種

繊 維 工 業 .0 .1 、1 .0 4.5 4.5 5.6 1.3 7.0 3.2 .2 3.5 .0 .0 .0 .2 .0 .2 9.1 6.2 15.3 8

化 学'工 業 .7 .1 .8 .0 3.4 3.4 3.9 ,0 4.0 .6 .0 .6 .1 、0 .1 .1 .0 .1 5.6 3.6 9.3 26

石 油 製 品製造業 .0 ,0 .0 、0 3.5 3.5 3.2 .0 3.2 .2 .0 .2 .2 .0 、2 .0 ,0 .0 3.7 3.5 7.2 4

鉄 鋼 業 ,0 .5 .5 .0 9.1 9.1 6.6 .3 7.0 10.0 .0 10.0 ,2 ,0 .2 .1 .0 」 17.0 10.0 27.0 9

電 気 機 械 器 具

製 造 業
.0 1.0 LO .0 7.1 7.2 17.3 .3 17.7 2.3 .0 2.4 .0 .0 .0 ,2 .0 .2 20.0 8.7 28.7 21

輸 送用 機械器具

製 造 業
.0 ,0 .0 .0 LO 1.0 8.5 .0 8.5 2.4 ,0 2.4 3.0 .2 3.2 .2 ,0 .2 14.3 1.3 15.6 12

卸 業 ・ 商 社 、0 .0 ,0 .0 4.6 4.6 7.1 .4 7.5 1.4 .0 1.4 1.0 .0 1.0 .〇-0 .1 9.5 凱2 14.8 30

小 売 業 .0 .0 .0 .3 4.0 4.3 2.0 .0 2.0 、0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 2.3 4.0 6.3 3

金 融 業 n .0 .0 ,0 6.3 6.3 7.2 .7 7.9 4.6 .1 4.7 2.3 .0 2.3 L8 、0 1.8 16.1 7.2 23.4 33

生命保険業(含 代

理業・サー ビス業)
.0 .0 .0 .0 14.0 14.0 38.3 .0 38.3 .8 .0 .8 .0 .0 .0 .0 .0 .0 39」 14.0 53.1 6

損害保険業(含 代

理業・サー ビス業)
5.0 5.5 10.5 .7 20.4 21.1 16.4 .0 16.4 4.8 .4 5.2 .1 .1 .2 .2 .0 .2 27.4 26.5 54.0 7

電 力 ・ガ ス事 業 .0 .0 .0 .0 3.3 3.3 1.6 .0 1.6 2.6 .0 2.6 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 4.3 3.3 7.6 3

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業
.0 .0 .0 .0 5.5 5.5 5.0 .0 5.0 ,0 ,5 .5 、0 ,0 .0 .0 .0 .0 5.0 6.0 11.0 2

情 報処 理 サー ビス

業 ・ソフ トウェア業
.0 .1 .1 .0 2.9 2.9 12.0 .0 12.0 1.8 .0 1.8 .3 .0 .3 .6 .0 .6 14.8 1.oi7.920
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7-1-26表 派 遣 元 に 対 す る 派 遣 要 員1人 当 り支 払 費 用 月 額 平 均

この値は派遣要員が1ヵ 月連続して勤務 したときと、そ
うでない場合の支払額が混入 している点に注意されたい。 (単位 千円)

職 種

業 種

ノぐ

ン

チ

ヤ

1

オ

ペ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

－ 次 産 業 計 175.0 224.3 256.0 一

二 次 産 業 計
ト

132.8 187.2 116.3 33.1

三 次 産 業 計 121.6 180.6 16L3 126.4

公 務 計 146.2 160.4 305.7
一

会 産 業 計 128.9 182.5 148.7 90.7

主

な

業

種

繊 維 工 業 93.r 140.8 一 一

化 学 工 業 184.0 261.5 286.2 337.5

石 油 製 品製造業 127.7 300.0 400.01 一

鉄 鋼 業 93.1 84.9 11.1 一

電 気 機 械 器 具

製 造 業
76.3 177.8 243.3

一

輸 送 用 機械器具

製 造 業
212.0 196.6 86.2 30.7

卸 業 ・ 商 社 131.4 150.0 77.0 11.2

小 売 業
、

150.0 165.3 一 一

金 融 業 127.3 245.1 127.8 40.5

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
202.8 97.9 一 一

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

一 231.3 253.7 500.0

電 力 ・ガス 事 業 159.8 310.0 430.0 一

広告 ・調査 ・情報

提 供 サー ビス業

一 一 一 一

情 報処 理サ ー ビス

業 ・ソフトウェア 業
204.1 205.3 282.1 240.0
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7-1-27表 外注 パ ンチ1字 当 り単 価平 均

(単位:銭)

業 種

数

字

(A)

漢

字

(B)

カ

ナ

(C)

算

術

平

均

/A+B+C、

V3ノ

一 次 産 業 計 30.5 33.0 45.5 36.0

二 次 産 業 計 28.2 35.8 48.7 33.8

三 次 産 業 計 27.6 35.6 47.4 32.7

公 務 計 28.6 36.5 49.6 36.1

全 産 業 計 28.0 35.8 48.2 33.6

主

な

業

種

繊 維 工 業 26.8 35.3 48.8 36.6

化 学 工 業 30.2 37.5 46.7 34.8

石 油 製 品製造業 28.2 34.6 43.2 32.0

鉄 鋼 業
●

31.4 36.8 57.7 33.5

電 気 機 械 器 具

製 造 業
26.5 35.9 51.7 35.2

輸 送 用機 械器具

製 造 業
25.8 33.4 46.1 28.9

卸 業 ・ 商 社 27.2 32.5 45.8 3L5

小 売 業 26.3 30.7 44.0 33.4

金 融 業 27.9 36.7 47.7 32.2

生命保険業(含 代

理業 ・サービス業)
32.6 47.2 57.0 36.3

損害保険業(含 代

理業・サービス業)
3L5 48.2 61.8 40.8

電 力 ・ガ ス事 業 32.1 41.1 53.1 42.0

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビス業
23.5 35.0 60.0 39.0

情 報処 理サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業
26.6 35.5 48.8 34.1
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7-1-28表 セ キ ュ リテ ィ対 象 状 況

業 種

回

収

総

数

コンピュータ室警備 利用チェック コンピュータ室防護 事故大横

建
屋
警
備
讃

嘆
要
員
配

達

外

来

者'

入

室

チ

エ

ツ

ク

一

般

翫

具

入

室

チ
エ

ツ

ク

コ エ

ン ツ

ピ ク
ユ

1

タ

要
目
入

室
チ

利

用

者

身

元

チ

エ

ツ

ク

相

月1

者

権

限

チ

エ

ツ

ク

出

力

配

H

先

チ
エ

ツ

ク

火

災

対

策

設

備

煙

害

対

策

設

備

水
害

硲
据

登

対
策
設
備

地

震

対

策

設

備

磁

気

障

害

対

策

設

備

二

重
デ

|
タ

保

管
シ

ろア

ム

二

重

z

孟

8

i

z

シ準

ス備

テ
ム

∴
ツ

ク

ア

ッ

プ

一 次 産 業 計 杜 数

%

6

100.0

0

.0

2

33.3

0

.0

0

.0

0

.0

l

l6.7

0

.0

2

33.3

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

33.3

0

.0

1

16.7

二 次 産 業 計
社 数

%

620

100.0

189

30.5

82

13.2

11

1.8

8

1.3

4

.6

6

LO

36

5.8

118

19.0

6

LO

6

LO

6

1.0

1

0.2

102

16.5

159

25.7

69

11.1

三 次 産 業 計
杜 数

%

647

100.0

279

43.1

71

11.0

13

2.0

9

L4

2

.3

9

1.4

13

2.0

176

、27.2

n

L7

13

2.0

3

0.5

1

0.2

137

2L2

132

20.4

68

10.5

公 務 計
杜 数

%

128

100.0

46

35.9

14

10.9

2

1.6

0

.0

3

2.3

1

.8

4

3.1

25

.19.5

2

1.6

3

2.3

0

,0

1

0.8

13

10.2

22

17.2

10

7.8

全 産 業 計
社 数

%

1,401

100.0

514

36.7

169

12.1

26

1.9

17

L2

9

.6

17

L2

53

3.8

321

22.9

19

L4

22

L6

9

0.6

3

0.2

254

18.1

313

32.3

148

10.6

主

拶 維 ユ二 業
社 数

%

39

100.0

12

ぷ).8

5

12.8

1

2.6

0

.0

0

.0

0

.0

0

,0

3

7.7

0

,0

0

.0

0

.0

0

.0

7

18.0

1

2.6

9

23.1

化 学 工 業
杜 数

%

78

100.0

33

42.3

10

]2.8

0

.0

l

l.3

0

.o

l

L3

4

5」

24

30.8

l

L3
lo

,0

0

.0

0

.0

17

21.8

23

29.5

5

6.4

石油製品製造業
社 数

%

12

100.0

5

41.7

1

8.3

0

,0

0

.0

0

.0

0

,0

0

.0

3

25.0

0

,0

0

.0

0

.0

0

.0

2

16.7

1

8.3

1

8.3

な

業

種

鉄 鋼 業
杜 数

%

27

100.0

8

29.6

4

14.8

0

,0

0

,0

0

.0

1

3.7

2

7.4

9

33.3

1

3.7

1

3.7

0

.0

0

.0

5

18.5

11

40.7

3

1Ll

電 気機 械器具

製 造 業

社 数

%

69

100.0

20

29.0

9

13.0

l

L4

2

2.9

0

.0

l

I.4

4

5.8

16

23.2

0

.0

0

.0

0

,0

l

L4

14

20.3

17

24.6

5

7.3

輸送用機械器具

製 造 業

社 数

%

57

100.0

ll

l9.3

9

15.8

l

l.8

0

.0

l

l.8

0

.0

3

5.3

9

15.8

0

,0

l

L8

1

1.8

O

I.0

5

8.8

10

17.5

11

19.3

卸 業'・ 商 社
社 数

%

108

100.0

43

39.8

8

7.4

2

L9

2

1.9

0

.0

1

,9

5

4.6

15

13.9

2

L9

1

,9

2

L9

0

.0

21

19.4

19

17.6

13

12.0

・ト 売 業
杜 数

%

33

100.0

10

30.3

1

3.0

0

.0

1

3.0

0

.0

0

.0

3

9.1

3

9.1

G

.0

1

3.0

0

.0

0

.0

4

12.1

7

21.2

1

3.0

金 融 業
杜 数

%

133

100.0

84

63.2

12

9.0

4

3.0

2

L5

0

.0

0

.0

1

.8

61

45.9

3

2.3

3

2.3

0

.0

0

.0

36

27.1

34

25.6

10

7.5

生命保険業 〔含代

理業 サービス業)

杜 数

%

6

100.0

2

33.3

2

33.3

0

.0

l

l6.7

0

.0

0

.0

0

,0

3

50.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

,0

3

50.0

2

33.3

0

、0

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

社 数

%

7

100.0

3

42.9

0

,0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

3

42.9

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

l

l4.3

3

42.9

0

.0

電力 ・ガス事業
社 数

%

12

100.0

8

66.7

1

8.3

0

.0

o

,0

0

.0

1

8.3

0

.0

5

4L7

0

.0

1

8.3

0

,0

0

.0

4

33.3

4

33.3

2

16.7

広告 ・調査 ・情報

提供 サー ビス業

社 数

%

8

100.0

2

25.0

1

12.5

0

.0

0

.0

0

,0

1

12.5

1

12.5

l

l2.5

0

.0

0

.0

0

.0

0

,0

4

50.0

2

25.0

0

.0

情報処理サービス

業・ソフトウエア業

杜 数

%

79

100.0

34

43.0

27

34.2

4

5.1

2

2.5

l

l.3

0

,0

1

1.3

35

44.3

2

2.5

l

L3

1

1.3

0

,0

26

32.9

17

2L5

13

'16
.5

注:社 数は対策 「有」の記入社数
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7-2-1表

2オ ン ラ イ ン 化 調 査

業 種別 ・セ ン ターCPUの 所 在

＼ 接 続 別 回 オ ン ラ イ ン 化 社

端Uム 端Uム 端Cス 延

答 末 に 末 に 末Pテ
機 接 機 接 機Uム べ
が 続 が 続 が に

自 す 他 す 電 機
実 社 る 社 る 電 続 合

の シ の シ 公 す
Cス Cス 社 る

業 種 別 数 Pテ Pテ の シ 計

一
社数 1 1 0 0 1

一 次 産 業 計
% 100.0 100.0 O.0 0.0 100.0

社数 104 98 15 14 127

二 次 産 業 計
% 100.0 94.2 ユ3.9 12.9 . 122.1

社数 148 139 21 22 182

三 次 産 業 計
% 100.0 93.9 14.2 14.9 123.0

社数 11 11 0 0 ll

公 務 計 % 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0

社数 264 249 36 36 321

全 産 業 計
% 100.0 94.3 13.6 13.6 121.6

社数 6 6 0 0 6

繊 維 工 業
% 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0

社数 ・20 20 0 3 23

化 学 工 業
% 100.0 100.0 0.0 15.0 115.0

主 石 油 製 品 製 造 業
社数

%

4

100.0

4

100.0

0

0.0

0

0.0

4

100.0

社数 6 6 1 1 8

鉄 鋼 業
% 100.0 100.0 16.7 16.7 133.3

電 気機械器具 製造業
社数

%

13

100.0

11

84.6

3

23.1

2

15.4

16

123.1

社数 9 9 0 1 10

な 輸送用機械器具製造業
% 100.0 100.0 0.0 11.1 111.1

桂数 15 15 1 2 18

卸 業 ・ 商 社
% 100.0 100.0 6.7 13.3 120.0

小 売 業
社数

%

2

100.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

社数 61 55 7 19 81

業 金 融 業 % 100.0 90.2 11.5 31.4 132.8

生命保険業(含 代理業 社数 4 4 0 0 4

サー ビス業) % 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0

損害保険業(含 代理業・ 社数 1 1 0 0 1

サー ビス業) % 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0

種 電 力 ・ ガ ス 事 業
社数

%

6

100.0

6

100.0

1

16.7

0

0.0

7

116.7

広告 ・調査 ・情報提供 社数 1 1 0 0 1

サー ビス業 % 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0

情報 処理 サー ビス業 ・ 社数 18 18 2 0 20

ソフ トフェ ア業 % 100.0 100.0 11.1 0.0 111.1
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7-2-2表 業種 別 ・セ ンターCPUの 複合 利 用状 況

端末機接続 回 自 も 他 も 電 す 白 綾 自 に 他 に 自C
社 の 社 の 電 る 社 す 社 接 社 接 社P
の の 公 も と る と 続 と 続 とU

答 C C 社 の 他 も 電 す 電 す 他 に
P P の 社 の 電 る 電 る 社 接
u u C の 公 も 公 も と 続

実
に
接

に
接

P

u
C
P,

社 の
の

社 の
の

廻 す
電 る

続 続 に u C C 公 も

業 種 別 数
す
る

す
る

接
続

に
接

P
u

P
u

社 の
の

一 次 産 業 計 社数
1

1
"

0 0 0 0 0 0

% 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

二 次 産 業 計 社数
104

78 5 1 7 10 0 3

% 75.0 4.8 1.0 6.7 9.6 .0 2.9

三 次 産 業 計
杜数

148
108 4 5 14 14 0 3

% 73.0 2.7 3.4 9.5 9.5 .0 2.0

公 務 計
社数

11
11 0 0 0 0 0 0

% 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

全 産 業 計
社数

264
198 9 6 21 24 0 0

% 75.0 3.4 2.3 8.0 9.1 .0 2.3

繊 維 工 業
社数

6
6 0 0 0 0 0 0

% 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

化 学 工 業
社数

20
17 0 0 0 3 0 0

% 85.0 .0 .0 .0 15.0 .0 .0

主 石 油 製 品 製造業
社数

4
4 0 0 0 0 0 0

% 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

鉄 鋼 業
社数

6
4 0 0 1 1 0 0

% 66.7 .0 .0 16.7 16.7 .0 .0

電気機械器具製造業
社数

13
8 1 1 2 1 0 0

% 6L5 7.7 7.7 15.4 7.7 .0 .0

な
輸送用機械器具製 社数 8 0 0 0 1 0 0

造業 %
9

88.9 .0 .0 .0 11.1 .0 .0

卸 業 ・ 商 社
社数

15
12 0 0 1 2 0 0

% 80.0 .0 .0 6.7 13.3 .0 .0

小 売 業
社数

2
2 0 0 0 0 0 0

% 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

業 金 融 業
社数

61
37 1 5 4 12 0 2

% 60.7 1.6 8.2 6.6 19.7 .0 3.3

生命保険業(含 代 社数 4 0 0 0 0 0 0

理 業 ・サー ビ ス業) %
4

100.0 .0 .0 .0 .0 .0 ..0

損害保険業(含 代 社数 1 0 0 0 0 0 0.

理 業 ・サ ー ビス業) %
1

100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

種 電 力 ・ガ ス事業
社数

6
5 0 0 1 0 0 0

% 83.3 .0 .0 16.7 .0 .0 .0

広 告 ・調査 ・情報 社数 1 0 0 0 0 0 0

提供サービス業 %
1

100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

情報処理サービス 社数 16 0 0 2 0 0 0

業 ・ソフ トウェア業 %
18

88.9 .0 .0 11.1 .0 .0 .0
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7-2-3表 接 続す る他 の セ ン ター(自 社 、公社 以 外)の 細分 類(現 在)

セ ンター別 親 子 系 同 独 そ

列 業 立

共 共 営

会 会
同 同 業 の 計
セ セ セ

ン ン ン

タ タ タ

業 種 別 社 社 1 1 | 他

社 数 0 0 0 0 0 0 0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 1 14 2 2 5 8 .32
二 次 産 業 計

% 3.1 43.8 6.3 6.3 15.6 25.0 100.0

社 数 9 7 3 11 6 18 54

三 次 産 業 計
% 16.7 13.0 5.6 20.4 11.1 33.3

100.0

社 数 0 0 0 0 0 0 0

公 務 計
% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 10 21 5 13 11 26 86-全 産 業 計

% 1L6 24.4 5.8 15.1 12.8 30.2 100.0

社 数 0 0 0 0 0 1 1

繊 維 工 業
% .0 .0 .0 .0 .0 100.0 100.0

社 数 1 2 1 1 0 0 5

化 学 工 業
% 20.0 40.0 20.0 20.0 .0 .0 100.0

主 石 油 製 品 製 造 業
社 数

%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

1

100.0

社 数 0 2 0 0 1 0 3

鉄 鋼 業
% .0 66.7 .0 .0 33.3 .0 100.0

社 数 0 2 0 0 0 2 4

電気 機械器具製造業
% .0 50.0 .0 .0 .0 50.0 100.0

社 数 0 1 0 0 0 1 2
な 輸 送用機械器具 製造業

% .0 50.0 .0 .0 、0 50.0 100.0

社 数 2 2 0 0 1 2 7

卸 業 ・ 商 社
% 28.6 28.6 .0 .0 14.3 28.6 100.0

小 売 業
社 数

%

1

33.3

1

33.3

1

33.3

0

.0

0

.0

0

.0

3

100.0

社 数 0 0 1 8 0 2 11
業 金 融 業

% .0 .0 9.1 72.7 .0 18.2 100.0

生 命 保 険 業 社 数 0 0 0 0 0 0 0

(含 代理 業 ・サ ー ビス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

損 害 保 険 業 社 数 0 0 0 0 0 0 0

(含 代理 業 ・サ ー ビス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 0 0 0 0 0 0 0
種 電 力 ・ ガ ス 事 業

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

広 告 ・ 調 査 ・情 報 社 数 0 0 0 0
'0

0 0

提 供 サ ー ビ ス 業 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

情 報 処 理 サ ー ビ ス業 ・
社 数 5 1 0 1 2 8 17

ソ フ ト ウ ェ ア 業 % 29.4 5.9 ・.0 5.9 11.8 47.1 100.0



382第7部 コン ピュー タ利用状況およびオンライン化調査集計表

7-2-4表 接 続す る他 の セ ンター(自 社 、公 社以 外)の 細分 類(5年 後)

セ ン ター別 親 子 系 同 独 そ

列 業 立

共 共 営

会 会
同 同 業 の 計
セ セ セ

ン ン ン

タ タ タ

業 種 別 社 社 | | | 他

社 数 0 0 0 0 0 0 0
一 次 産 業 計

% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 2 26 6 3 5 11 53

二 次 産 業 計
% 3.8 49.1 11.3 5.7 9.4 20.8 100.0

社 数 9 5 5 】6 5 14 54

三 次 産 業 計
% 16.7 9.3 9.3 29.6 9.3 25.9 100.0

社 数 0 0 0 0 0 0 0

公 務 計 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 11 31 11 19 10 25 10ブ

全 産 業 計
% 10.3 29.0 10.3 17.8 9.3 23.4 100.0

杜 数 0 1 0 0 0 1 2

繊 維 工 業
% .0 50.0 .0 .0 .0 50.0 100.0

社 数 0 6 2 1 1 1 11

化 学 工 業
・ % .0 54.5 18.2 9.1 9.1 9.1 100.0

主 石 油 製 品 製 造 業
社 数

%

0

.0

0

.0

1

50.0

0

.0

0

.0

1

50.0

2

100.0

社 数 0 1 0 0 1 1 3

鉄 鋼 業
% .0 33.3 .0 .0 33.3 33.3 llOO.0

社 数 0 5 0 0 0 4 9

電 気 機 械 器具 製 造 業
% .0 55.6 .0 .0 .0 44.4 100.0

社 数 1 2 0 0 0 1 4

な 輸 送用機械器具 製造業
% 25.0 50.0 .0 .0 .0 25.0 100.0

社 数 3 1 0 0 1 1 6

卸 業 ・ 商 社
% 50.0 16.7 .0 .0 16.7 16.7 100.0

社 数 1 1 1 0 0 0 3

小 売 業
% 33.3 33.3 33.3 .0 .0 .0 100.0

社 数 0 0 1 14 0 1 16

業 金 融 業
% .0 .0 6.3 87.5 .0 6.3 100.0

生 命 保 険 業 社 数 0 0 0 0 0 0 0

(含 代理 業 ・サー ビス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

損 害 保 険 業 社 数 0 0 0 0 0 0 0

(含 代 理業 ・サ ー ビス業) % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .G

社 数 0 0 0 0 0 0 0

種 電 力 ・ ガ ス 事 業
% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

広 告 ・調 査 ・情 報 社 数 0 0 0 0 0 0 0

提 供 サ ー ビ ス 業 % .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

情 報処理サー ビス業 ・ 社 数 4 0 2 1 2 9 18

ソ フ ト ウ ェ ア 業 % 22.2 .0 11.1 5.6 11.1 50.0 100.0
、
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7-2-5表 の1 業種 別 ・接続CPU別 ・利用 端 末椎 現況(1)

(1灘魏慧鞠i〕
機 種 回 1社 当 り 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 紙 ン キデ 出 イ プ 予 リン ミ そ

答

案

1タ

ポ イ

1プ

ドラ
・イ

プ タ

Rレ
Tイ

そ
の

他

り

融

機

関

用

テ チ

1
プ
・

り

!

1イ
・ ス

ツ ク

|

こ
丁

カン
専テ

學リ
リ多

多ξ

ロ

ツ

約

用

特

殊

モテナ

1リ ル

トジ
・エ

バ ン

ツス

の

業 種 数

リ

ン

タ

ア

イ

ス

端

末

ダ

/
パ

1
プ

/
つ む
フ) タ

端

末

チ ・

/タ

イ1 他 計

記 入 社 数 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1

一 自社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 30 0 29 0 0 0 0 59

一社当平均台数 .0 .0 .0 30.0 .0 29.0 .0 .0 .0 .0 59.0

次 記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 ,0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0

産

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 一社当平均台数
,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0

記 入 杜 数 1 0 0 0 1 0 1 0 0
90

0 1

計 小 計 業種毎合計台数 0 0 0 30 0 29 0 0 0 0 59

一社当平均台数
.0 ,0 .0 30.0 .0 29.0 ,0 .0 .0 .0 59.0

記 入 社 数 71 50 0 32 8 51 2 0 3〕 0 98

一 自社CPU 業種毎合計台数 1460 1078 0 410 42 752 4 0 125 0 3871
一

一社当平均台数 14.0 10.3 .0 3.9 .4 7.2 ,0 .0 L2 .0 37.2

次 記 入 杜 数 14 0 0 0 0 1 0 0 1 0 15

他社CPU 業種毎合計台数 40 0 0 0 0 1 0 0 2 0 43

一社当平均台数1 .3 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .4

産

記 入 社 数 10 1 0 3 0 2 0 0 0 0 14

公社CPU 業種毎合計台数 37 3 0 3 0 3 0 0 0 0 46

業 一社当平均台数
.3 ,0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 ,4

」

記 入 社 数 104 95 51 0 35 8 54 2 0 32 0 127
計 小 計 業種毎合計台数 1537 1081 0 413 42 756 4 0 127 0 3960

一社当平均台数
14.7 lG.3 .0 3.9 .4 7.2 .0 .0 1.2 ,0 38.0

記 入 社 数 76 63 54 47 11 77 1 10 39 0 139

= 自社CPU 業種毎合計台数 5743 3499 16074 1058 189 853 1 2704 181 0 30302
一

一社当平均台数 38.8 23.6 108.6 7」 L2 5.7 .0 18.2 1.2 .0 204.7

次 記 入 社 数 ll 2 3 9 0 6 0 0 5 0 21

他社CPU 業種毎合計台数 181 880 66 193 0 9 0 0 5 0 1334

一社当平均台数 1.2 5.9 .4 1.3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 9.0

産

記 入 社 数 8 2 9 7 0 2 0 0 0 0 22

公社CPU 業種毎合計台数 348 16 1823 82 0 3 0 0 0 0 2272

業 一社当平均台数
2.3 ,1 12.3 .5 .o .0 .0 ,0 .0 .0 15.3

記 入 社 数 148 95 67 66 63 11 85 1 10 44 0 182

計 小 計 業種毎合計台数 6272 4395 17963 1333 189 865 1 2704 186 0 3390ε

一社当平均台数
42.3 29.6 121.3 9.0 L2 5.8 .0 18.2 1.2 .o 229,1,
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7-2-5表 の2 業種 別 ・接 続CPU別 ・利用 端 末機現 況(2)

〔1社当り平均台数は、すべて各合計台数を全回答実数で除した数値である)

機 種 回 1社 当 り 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 紙 ン キデ 出 イ プ 子 リン ミ そ

業'種.

答

実

数

1タ

ポ イ

1プ

ド ラ
・ イ

プ タ

リ

ン

タ

Rレ

Tイ

そ
の

他
の

デ
ィ

ス

融

機

関

用

端

末

テチ

1
プ
・

リ
1

ダ
/
パ

1イ
・ ス

ツ ク

1

こア

1

プ

/

カン
専テ

學リ
リ多

多喜
二 む
フ)

ロ

ツ

タ

約

用

特

殊

端

末

モテナ

1リ ル

トジ
・エ

パ ン

ツス

チ ・

/タ

イ1

の

他 計

記 入 社 数 8 6 2 12 0 8 1 1 2 0 ll

公 自社CPU 業種毎合計台数 413 313 158 1342 0 113 4 2 5 0 2350

一社当平均台数 37.5 28.4 14.3 122.0 .0 10.2 ,3 」 .4 .0 213.6

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0 .0

務

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU 業種.毎合計台数 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 社 数 11 8 6 2 12 0 8 1 1 2 0 11

計 小 計 業'種晦 合計台数 413 313 158 1342 0 113 4 2 5 0 2350

一社当平均台数 37.5 28.4 14.3 122.0 .0 10.2 .3 .1 ,4 .0 213.6

・

記 入 社 数 155 119 56 92 19 137 4 ll 72 0 249

全 自社CPU 業種海合計台数 7616 4890 16232 2840 231 1747 9 2706 311 0 36582

一社当平均台数 28.8 18.5 6L4 10.7 .8 6.6 .0 10.2 1」 .0 138.5

記 入 社 数 25 2 3 9 0 7 0 0 6 0 36

産 他社CPU 業種毎合計台数 221 880 66 193 0 10 0 0 7 0 1377

一挺1平 均台数 .8 3.3 .2 .7 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 5.2

記 入 杜 数 18 3 9 10 0 4 0 0 0 0 36

業 公社CPU 業種晦合計台数 385 19 1823 85 0 6 0 0 0 0 2318

一社当平均台数 L4 .o 6.9 .3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 8.7

記 入 社 数 264 198 124 68 111 19 148 4 11 78 0 321

計 小 計 業種毎合計台数 8222 5789 18121 3118 231 1763 9 2706 318 0 40277

一社当平均台数 3L1 2L9 68.6 11.8 .8 6.6 .0 10.2 1.2 .0 152.5

記 入 社 数 6 2 0 4 0 3 0 0 1 0 6

主 自社CPU 業種.毎合計台数 54 3 0 22 0 6 0 0 2 0 8?

繊 一社当平均台数 9.0 .5 .0 3.6 .0 1.0 .0 .0 .3 .0 14.5

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

な 維 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 工 公社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

業
記 入 社 数 6 6 2 0 4 0 3 0 0 1 0 6

種 小 計 業種毎合計台数 54 3 0 22 0 6 0 0 2 0 87

一社当平均台数 9.0 .5 .0 3.6 .0 1.0 .0 .0 3 .0 14.5
.
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7-2-5表 の3業 種 別 ・接 続CPU別 ・利 用 端 末 機 現 況(3)
1社当})平均台数は、す

.ぺ て各合計台数を全回答

実数で除した数{直である

機 種 回 1社 当 リ 平 均 台 数 合

キ/
I

Cプ 金 紙 ン キデ 出イ プ 予 リン ミ そ

答

案

1タ

ボ イ

「プ

ドラ
・イ

プ タ

Rレ
Tイ

そ
の

他

;

融

機

関

用

テチ

1
プ

・}

1

1イ
・ス

ツ ク

1

ニ
ア

カン
専 テ

別

纏

ロ

ツ

約

用

特

殊

モテナ

1リ ル

トジ
・エ

パ ン

ツス

の

業 種
数

リ

ン

タ

ア

イ

ス

端

末

ダ
/
パ

「
プ

/
つ むフ

) タ

端

末

チ ・

/タ ・

イ1 他 計

1 1記 入 社 数
13 9 0 9 0 n 0 0 4 0 20

化 自社CPU 業種毎合計台数 186 267 0 176 0 295 0 0 9 0 933
一社当平均台数 9.3 13.3 .G 8.8 .0 14.7 .0 ,0 .4 .0 46.6

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

主 学 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0
一社当平均台数

,0 .0 .0 .0 ,0 .0 ,0 .0 .0 .0 ,0

記 入 社 数 0 0 0 3 0 1 0 0 0 0 3

ゴ: 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 3 0 1 0 0 0 0 4
一社当平均台数

.0 .0 .0 」 .0 .0 ,0 .0 ,0 ,0 .2

記 入 社 数 20 13 9 0 12 o ]2 0 0 4 0 23

業 小 計 業種毎合計台数 186 267 0 179 0 296 0 0 9 olg37
一社当平均台数

9.3 13.3 .0 8.9 .0 14.8 ,0 .0 .4 .0 46.8

記 入 杜 数 2 3 0 0 1 3 0 0 1 0 4

な 石 自社CPU 業種毎合計台数 6 9 0 0 1 15 0 0 3 0 34
一社当平均台数

L5 22 .0 .0 .2 3.7 .0 .0 .7 .0 8.5

油

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 0 .0

口
口口

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

'土

一社当平均台数 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

旭

記 入 社 数 4 2 3 0 0 1 3 0 0 1 0 4

業 業 小 計 業種毎合計台数 6 9 0 0 1 15 0 0 3 0 34
一社当平均台数

1.5 2.2 .0 .0 .2 3.7 ,0 .0 ,7 .0 8.5

記 入 社 数 5 5 0 3 0 3 0 0 2 0 6

鉄 自社CPU 業種毎合計台数 349 239 0 26 0 113 0 0 34 0 761
一社当平均台数

58.1 39.8 .0 4.3 .0 18.8 ,0 .0 5.6 .0 126.8

記 入 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

他社CPU 業種毎合計台数 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
一社当平均台数

,5 .0 .0 .0 .0 、0 .0 ,0 .0 .0 .5
鋼

記 入 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

種 公社CPU 業種毎合計台数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
一社当平均台数

,3 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0
.0

,3

記 入 社 数 6 7 5 0 3 0 3 0 0 2 0
8

業 小 計 業種毎合計台数 354 239 0 26 G 113 0 0 34
0

766
一社当平均台数

59.0 39.8 .0 4.3 ,0 18.8 .O
l

.0 5.6 .0 127.6

、
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7-2-5表 の4業 種 別 ・接 続CPU別 ・利用 端 末機現 況(4)

〔1社当り平均台数は、すべて各合計台数を全回答実数で除した数値である〕

機 種
回 1社 当 り 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 紙 ン キデ 出 イ プ 予 リン ミ そ

【 タ Rレ テ チ 1イ カ ン モテナ

答

実

ポ イ

1プ

ドラ
・イ

プ タ

Tイ

そ
の

他
の

融

機

関

用

1

プ
・

リ

1

・ ス

ツ ク

1

テ

専テ

學り

!弓

ロ

ツ

約

用

特

殊

1リ ル

トジ
・エ

バ ン

ツス

の

業 種 数

リ

ン

タ

デ
ィ

ス

端

末

ダ

/
パ

1
プ

/

稽
つ むフ

) タ

端

末

チ ・

/タ

イ1 他 計

記 入 杜 数 9 4 0 2 1 7 0 0 4 0 11

電 自社CPU 業種毎合計台数 291 16 o 105 8 53 0 0 9 0 482

気
一社当平均台数 22.3 L2 .0 8.0 .6 4.0 .0 .0 .6 ,0 37.0

機 記 入 社 数 3 0 0 0 0 0 o o 0 0 3

主 他社CPU 業種毎合計台数 3 0 0 o 0 0 0 0 G 0 3

械

器

一吐当平均台数 .2 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .2

記 入 杜 数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

具
公社CPU 業種毎合計台数 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

製 一社当平均台数 .3 .0 .0 .0 .0 ,o .0 ,o .o .0 .3

造
記 入 社 数 13 14 4 0 2 1 7 0 0 4 0 16

.業 小 計 業純毎合計台数 299 16 o 105 8 53 0 0 9 0 490

一}t当平均台数 23.0 1.2 .0 8.0 ,6 4.0 .0 .0 .6 .o 37.6

記 入 杜 数 8 7 0 3 ! 6 2 0 5 0 9

な
輸

自社CPU 業種毎合計台数 318 153 0 5 20 145 4 0 25 0 670

送 叫t当平均台数 35.3 17.0 .0 .5 2.2 16.1 .4 .0 2.7 .0 74.4

用
記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機 他社CPU 業種.毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

械
一社当平均台数 .0 .o .0 .0 ,0 ,0 ,0 ,0 .0 .0 .0

器 記 入 社 数 0 1 0 0 0 1 0 0 o 0 1

具 公社CPU 業'種毎合計台数 0 3 0 0 0 2 0 o 0 0 5

製

一社当平均台数 ,0 .3 .0 .0 .0 ,2 ,0 .0 .0 ,0 .5

造 記 入 社 数 9 8 8 0 3 1 7 2 0 5 0 10

業 小 計 業種毎合計台数 318 156 0 5 20 147 4 0 25 0 675

業
一社当平均台数 35.3 17.3 .0 .5 2.2 16.3 .4 .0 2.7 .0 75.0

記 入 社 数 11 Io 0 0 1 10 0 2 3 0 15

卸 自社CPU 業種毎合計台数 189 275 0 o 15 143 0 16 3 0 641

一社当平均台数 12.6 18.3 .0 .0 LO 9.5 .0 1.0 .2 .0 42.7

記 入 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

業 他社CPU 業種毎合計台数 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

一社当平均台数 .2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .2

.

記 入 社 数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

種 商 公社CPU 業種毎合計台数 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

一社当平均台数 .4 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .4

記 入 社 数 15 14 10 ・0 0 1 10 0 2 3 0 18

社 小 計 業種毎合計台数 198 275 0 0 15 143 0 16 3 0 650

一社当平均台数 13.2 18.3 .0 .0 LO 9.5 .0 1.0 ,2 .0 43.3
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7-2-5表 の5業 翻'接 続CPU別 ・利 用 端 末 機 現 況(5)・
1社当,平端 、、す
べて各合計台数を全回答

渓数で除した数値である

機 種 回 1社 当 り 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 紙 ン キ デ 出イ プ 予 リン ミ そ

答
1タ
ボ イ

Rレ
Tイ

融 テチ

1

1イ
'ス

カン
約

モテナ

1リル
1プ そ 機 プ ツ ク 口 用 トジ

実

ド ラ
・ イ

の

他
関

・

リ

1

二

専テ

5リヅ

タξ

特
・エ

バン の

ブ タ の 用 | ア ツ 殊 ツス

業 種
数,

リ

ン

タ

デ

ィ
ス

端・

末

ダ
/
パ

「

プ

/
二むフ

) タ

端・

末

チ ・

/タ

イ1 他 計

記 入 社 数 2 o 0 o 0 2 0 2 0 2

小 自社CPU 業種毎合計台数 26 0 0 0 0 56 0 2 0 84
一社当平均台数

13.0 .0 .0 .0 .0 28:0 、0 .0 1.0 .0 42.0

記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

主 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数

.0 ,0 ,0 .0 ,0 ,0 .0 ,0 .0 .0 .0 '

士

∂冗

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU 業種毎合計台数. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 社 数 2 2 0 0 0 0 2 0 0 2 0 2

業 小 計 業種毎合計台数 26 0 0 G 0 56 0 0 2 0 84
一社当平均台数 13.0 .0 .0 .0 ,0 28.0 .0 .0 LO ,0 42.0

記 入 社 数 18 10 52 16 4 23 0 0 4 0 55

な 金 自社CPU 業種毎合計台数 2370 564 15799 390 136 121 0 0 22 0 19402
一社当平均台数 38.8 9.2 259.0 6.3 2.2 1.9 .0 .0 ,3 .0 318.0

記 入 社 数 1 0 2 4 0 3 0 0 0 0 7

他社CPU 業種毎合計台数 4 0 64 8 0 6 0 0 0 0 82
一社当平均台数

.0 ,0 1.0 .] .0 .o .0 .0 .0 .0 1.3
融

記 入 社 数 5 2 9 7 0 2 0 0 0 0 19

公社CPU 業種毎合計台数 34] 16 1823 82 0 3 0 0 0 o 2265
一社当平均台数 5.5 .2 29.8 L3 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 37.1

記 入 社 数 61 24 12 63 27 4 28 0 0 4 0 81

業' 業 小 計 業種毎合計台数 2715 580 17686 480 136 130 0 0 22 0 21749
一社当平均台数

44.5 9.5 289.9 7.8 2.2 2.1 .0 .0 .3 .0 356.5

記 入 社 数 4 1 0 1 0 0 0 0 1 0 4

生 自社CPU 業種毎合計台数 398 28 0 llO 0 0 0 0 1 0 537

金
隈

一社当平均台数
99.5 7.0 .0 27.5 .0 .0 .0 .0 .2 .0 134.2

険
業 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

( 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0
含
代

一社当平均台数
.0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 0 .0

理
業 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0・

種
サ

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 一社当平均台数
,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

ピ .

ス

業 記 入 社 数 4 4 1 0 1 0 0 0 0 1 0 4
)

小 計 業種毎合計台数 398 28 0 110 0 0 0 0 1 0 537
一社当平均台数

99.5 7.0 .0 27.5 .0 .0 .0 .0 .1 .0 134.2

∠
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388 第7部 コンピュー タ利用状況およびオンライン化調査集計表

7-2-5表 の6業 種 別 ・接続CPU別 ・利用端 末機 現 況(6)

(1社当り平均台数ほ、すべて各合計台数を全回答実数で除した数値である〕

機 種.
回 1杜 当 り 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 紙 ン キデ 出 イ プ 予 リン 三 そ

答

案

1タ

ポ イ

1プ

ド ラ
、イ

・

Rレ
Tイ

そ
の

他

融

機

関

テチ
1

プ
.

り

1イ
・ス

ツ ク

1
「

カン
専テ

學リ
リ多

稽

口

約

用

特

モテナ

い[ル

トジ
・エ

パン の

業 種 数

プ タ

リ
ン

タ

の

デ
ィ

ス

用

端

末

1

ダ
/
パ

テ

1
プ

/
つ む
フ)

ツ

タ

殊

端

末

ツス

チ ・

/タ

イ1 他 計

記 入 社 数 00 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

自社CPU 業種毎合計台数 0 29 0 nO o 0 0 0 0 0 139

川
こ1ζ

一社当平均台数 .0 29.0 .0 llO.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 139.0

艮
険

記 入 社 数 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

主
』業

他社CPU 業種晦合計台数 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 o

硲
一社当平均台数 .0 .0 .G .0 .0 .0 .0 .o .0 .G .0

代
理 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 9 9 9

業
.

公社CPU 業種海合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

サ

1

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0

ビ
ス 記 入 社 数 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 |

業' 小 計 業種毎合計台数 0 29 0 110 0 0 0 0 0 0 139
)

一社当平均台数 .0 29.0 .0 llO.0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 139.0

記 入 社 数 4 5 0 3 0 3 0 0 5 0 6

な 電 自社cPU 業種晦合計台数 135 195 0 21 0 64 0 0 20 0 435

一社当平均台数 22.5 32.5 ,0 3.5 .0 10.6 ,0 .0 3.3 .0 72.5

力

記 入 社 数 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

. 他社CPU 業種毎合計台数 56 0 0 61 0 0 0 0 0 0 ll7

一}t当平均台数 9.3 .0 .0 10」 .0 .0 .0 .0 ,0 ,0 19.5

ガ

記 入 社 数 0 0 0 0
「0

0 0 0 0 0 0

ス 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 .0 .0 ,0

一社当平均台数 .0 ,0 .0 .G .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0

事

記 入 社 数 6 5 5 0 4 0 3 0 0 5 0 7

業 .業 小 計 業種晦合計台数 191 195 0 82 0 64 0 0 20 o 552

一社当平均台数 3L8 32.5 、0 13.6 .0 10.6 ,o .0 3.3 .0 92.0

記 入 社 数 0 o 0 0 0 0 0 0 1 0 1

広 自社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

告 一社当平均台数 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 1.0 .0 1.0

■

調
記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

査
・ 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情
一社当平均台数 .0 .0 、0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0

鞍

接 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

種 供
公社CPU 業種毎合計台数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

サ 一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0

1 .

ビ

ス 記 入 社 数 1 o 0 0 0 0 0 0 0 10 1

業 'ト 計 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 101

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 1.0.OI.0
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7-2-5表 の7業 種 別 ・接 続CPU別 ・利 用 端 末 機 現 況(7)
1社当り平均台数ば、す'
べて各合計台数を全回答

実数で除した数値であるノ

機 種 回 1社 当 り 平 均 台 数 合

キ/ Cプ 金 紙 ン キデ 出 イ プ 予 リン ミ そ

答

案

1タ

ボ イ

1プ

ド ラ
・ イ

Rレ
Tイ

そ
の

他

融

機

関

テチ

「

了
リ

1イ
・ス

ツ ク

!

カ ン

ll
リ ノ

口

約

馬

持

モテナ

1リ ル

トジ
・エ

バ ン の

ブ タ の 用 E テ ンタ ツ 殊 ツス

業 種
数

リ
ン

タ

デ
ィ
ス

端

末

ダ

/
ノぐ

1
プ

/

・ξ
ご む
フ〉 タ

端

末

チ ・

/タ

イ1 他 計

記 入 社 数 ll 11 0 5 3 10 0 0 10 0 18

主 情 自社CPU 業種毎合計台数 94 189 0 52 20 27 0 0 79 0 46U
報
処

一社当平均台数
5.2 10.5 .0 2.8 1.1 1.5 .0 ,0 4.3 .0 25.6

理
サ 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2

な 1

ビ
他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2

ス

業

一社当平均台数
.0 .0 .0 ,0 ,0 .0 .0 ,0 」 .0 .1

》 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
業

7
公社CPU 業種毎合計台数 0 0 o .0 0 0 0 0 0 0 0

;
一社当平均台数

.0 ,0 .0 .0 .G
、

,0 .0 .0 ,0 .0 .0
エ

ア 記 入 杜 数 18 ll ll 0 5 3 10 0 0 12 0 20
種 業 ・1・ 計 業種毎合計台数 94 189 0 52 20 27 0 0 81 0 463

一社当平均台数
5.2 】0.5 .0 2.8 1.1 1.5 .0 .0 4.5 .0 25.7
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7-2-6表 の1 業 種別 ・接 続CPU別 ・5年 後 の利 用端 末機予 定(1)

〔▲簑罷懇…鞠…)
、

回 キ プ C 金 紙 キ 出 プ プ 予 `1ジ そ
人機 種 1ラ R テ i カ リ モ エ o

ポ イ T 融 1 う 専 ン 約 1ン

1タ そ プ 用 タ ト ス

答 ド の 機 .

1
二 プ 杉」 口 用 ..

. 他 り
ア リ 含 パ タ

プ の 関 1 1 ン む 特 ツ1 の

り ア プ タ) チ ミ

実 ン イ 用
ダ / つ

ツ 殊 /ナ

タ ス / デ フ イ ル

/ ブ 端 パ イ イ 端 と
タ レ ン ス ン ア 計

業 轍. 数 イ イ 末 チ ク . タ 末 リ 他

記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一 自社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 o. 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .00 ,0 .0 .0 .0 ,0 .0

次 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

他社CPU 業種晦合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 .0 .0

産

記 入 社 数 o 0 0 0 0 G 0 0 0 0 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 一社当平均台数 .u .0 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 ,0

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 G 0 0 0

計 小 計 .業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 示 数 46 55 0 14 12 47 5 0 27 0 77

一
自社CPU 業種海合計台数 854 1,860 0 190 132 771 34 0 189 0 4,030

一

一芒t当平均台数 10.2 22.4 .0 2.2 L5 9.2 .4 .0 2.2 .0 48.5

次 記 入 社 数 12 7 0 0 2 4 0 0 1 0 16

他社CPU 業'種毎合計台数
124 22 0 0 21 30 0 0 2 G 199

一社当平均台数 L4 .2 .0 .0 .2 .3 .0 .o ,0 .0 2.3

産

記 入 杜 数 5 0 0 3 0 1 0 0 0 0 8

公社CPU 業種毎合計台数 36 0 0 3 0 1 0 0 0 0 40

業 一社当平均台数 .4 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .4

記 入 杜 数 83 63 62 0 17 14 52 5' 0 28 0 101

計 小 計 業種毎合計台数 1,014 1,882 0 193 153 802 34 0 191 0 4,269

一社当平均台数 12.2 22.6 .0 2.3 L8 9.6 .4 .0 2.3 .0 51.4

記 入 社 数 48 61 54 24 23 57 1 7 31 0 115

= 自社CPU 業種毎合計台数 5,406 7,784 20,862 972 717 12,051 3 650 843 0 39β08
一

一社当平均台数 41.5 59.8 ]6G.6 7.4 5.5 15.7 .0 5.0 6.4 ,0 302.3

次 記 入 社 数 ll 4 7 10 0 10 0 0 5 0 26

他社CPU 業種毎合計台数 165 1,014 107 132 0 24 0 0 5 0 1,447

一社当平均台数
】.2 7.8 .8 1.0 .0 .1 .0 .0 .o .0 lLl

産

記 入 杜 数 10 2 14 8 0 2 0 0 o 0 30

公社CPU 業種毎合計台数 874 40 4,043 88 0 3 0 0 0 0 51048

業 一社当平均台数 6.7 .3 31.1 ,6 .0 .0 .0 .0 .0 .0 38.8

記 入 社 数 130 69 67 75 42 23 69 1 7 36 0 171

計 小 計 業種毎合計台数 6,445 8,838 25,032 1,192 717 21078 3 650 848 0 45,803

一社当平均台数 49.5 67.9 192.5 9.1 5.5 15.9 .0 5.0 6.5 .0 352.3
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7-2-6表 の2 業 種別 ・接 続CPU別 ・5年 後 の 利用端 末機予 定(2)

〔▲麗麗藷器9}}
機 種 回 キ プー C 金 紙 キ 出 プ プ 予 リ ジ そ

1フ R テ | カ リ モ エ 合
ボ イ T 融 1 ・シ 専 ン 約 1ン

1タ そ' プ 用 タ ト ス

答 ド の 機 .

|
二 プ ル」 口 用

・.

. 他
リ ア リ 含 バ タ

プ ○ 関 1 1 ン む 特 ツ1 の
り ア プ タ) チ ミ

実 ン イ 用 ダ / つ
ツ 殊 /ナ

タ ス / デ フ イ ル
/ プ 端 ノミ イ イ 端 ン

業 種 タ レ ン ス ン テ 計
数 イ イ 末 チ ク シ タ 末 リ 他

記 入 杜 数 4 3 0 5 0 5 0 0
'0

0 6

公 自社CPU 業種毎合計台数 106 66 0 110 0 109 0 0 〔[ 0 391
一社当平均台数 17.6 lLO ,0 18.3 ,0 18.1 ,0 .0 .0 .0 65.1

記 入 杜 数 0 0 G 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数

,0 .0 ,0 、0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0

務

記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 o 0 0 〔} 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 o 0
一社当平均台数

.0 .0 ,0 .0 ,0 .0. ,0 ,0 ,0 ,0 .o

記 入 杜 数 6 4 3 0 5 0 5 G 0 0 0 6

計 小 計 業種毎合計台数. 106 66 0 lio o 109 0 o o o 391

一社当平均台数
17.6 11.0 ,0 18.3 ,0 18」 .0 .0 .0 ,0 65.1

記 入 社 数 98 ll9 54 43 35 109 6 7 58 0 198

全 自社CPU 業種毎合計台数 6,366
'9

、710 20,882 1,272 849 2,931 37 650 1,032 0 43,729

一社当平均台数 29.0 44.3 95.3 5.8 3.8 13.3 .1 2.9 4.7 .0 199.6

記 入 社 数 23 ll 7 10 2 14 0 o 6 〔} 42

産 他社CPU 業種毎合計台数 289 1,036 107 132 21 54 ・0 0 7 0 1,646
一社当平均台数 1.3 4.7 ,4 .6 .0 .2 .0 .o .0 .0 7.5

記 入{t数 15 2 14 11 0 3 0 0 0 0 38

業 公社CPU 業種毎合計台数 9▲0 40 4,043 91 0 4 0 0 0 0 5,088

一社当平均台数 4」 ,1 18.4 .4 .0 .0 .0 ・
.o ,0 .0 23.2

記 入 杜 数 219 136 132 75 64 37 126 6 7 64 0 278

計 ・ト 計 業種毎合計台数 7,565 10,786 25,032 1,495 870 2,989 37 650 1,039 0 50,463
一社当平均台数 34.5 49.2 114.3 6.8 3.9 13.6 .1 2.9 4.7 .0 230.4

一
・

記 入 杜 数 2 4 0 1 1 3 0 0 1 0 5

繊 自社CPU 業種毎合計台数 33 158 0 12 5 12 0 0 4 0 224
一}1当平均台数

6.6 31.6 ,0 2.4 1.0 2.4 .0 .0 .8 .0 44.8

→

記 入 社 数 0 0 0 0 1 1 0 0 1 0 2

維 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 20 20 0 0 2 0 42
一社当平均台数 .0 .0 ,0 .0 4.0 4.0 ,0 .0 .4 .0 8.4

記 入 社 数 0 0 G' 0 0 0 0
.

0 0 0 0

工 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0. 0 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 ,0 .0 .0 .0 ,0

'

記 入 社 数 5 2 4 0 1 2 4 0 0 2 0 7

業 小 計 業種毎合計台数 33 158 0 12 25 32 0 0 6 0 266
一社当平均台数

6.6 31.6 ,0 2.4 5.0 6.4 ,0 .0 L2
|

.0 53.2
・F
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7-2-6表 の3 業 種別 ・接 続CPU別 ・5年 後 の利用端 末機 予 定(3)

〔▲曇霞霞…聾ii)

化

学

工

業

石

油

製

品

製

造

業

鉄

鋼

業

自社CPU

他社CPU

公社CPU

ノト 計

自社CPU

他社CPU

公社CPU

小 計

自社CPU

他社CPU

公社CPU

小 計

記 入 社 数

業種毎会計台数

一社当平均台数

記 入 杜 数

業種毎合計台数
一社当平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

一}ヒ」ド平Y]ts数

記 入 社 数

業村{毎合言卜台数

一杜当平均台数

記 人 社 数

業種毎合計台数
一杜当平均台数

記 入 杜 数

業種毎合計台数
一社当平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数
一社当平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数
一杜当平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

一社当平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数
一社当平均台数

記 入 杜 数

業種毎合計台数

一社当平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数
一社当平均台数

回

答

実

数

18

4

4

キ プ
1ラ

ボ イ

!タ

ド

プ

リ
ン

タ
/

タ

イ

9

206

11.4

0

0

,0

0

0

.0

9

206

11.4

2

11

2,7

0

0

,0

0

0

.0

2

11

2.7

3

20

5.O

1

4

1.O

0

0

,0

4

24

6.0

C
R

T

そ
の

他
の

デ
イ

ス

プ
レ

イ

13

506

28,1

0

0

.0

0

0

.O

!3

506

28,1

4

25

6.2

0

0

.0

0

0

.0

4

25

6.2

3

14

3.5

0

0

.0

0

0

,0

3

14

3,5

金

融

機

関

用

端

末

0

0

,0

0

0

.O

0

0

,0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

,0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

紙
テ

1

プ

リ

1

ダ

/
パ

ン

チ

5

122

6.7

0

0

.G

3

3

,1

8

12S

6.9

0

0

,0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

2

19

4.7

0

0

.0

0

0

.O

2

19

4.7

キ
1

ツ

1

ア

1
プ

/
デ
イ

ス

ク

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.o

0

0

.0

l

l

.2

0

0

.0

O

G

.0

1

1

.2

1

1

,2

0

0

.O

0

0

.0

1

1

、2

出 プ
カ リ

専 ン
用 タ
ブ を

り 含

ン む

タ 》

つ
フ

イ
ン

11

319

17.7

0

0

.0

1

1

.O

12

32G

17.?

4

12

3.0

0

0

.o

0

0

,0

4

12

3.0

3

18

4.5

0

0

.0

0

0

.e

3

18

4.5

プ

口

ツ

タ

0

0

.0

0

0

.0

0

0

,0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

,0

0

0

.0

0

0

.0

1

2

.5

0

0

.O

0

0

.0

1

2

,5

予

約

用

特

殊

端

末

0

0

∴O

0

0

.0

0

0

.O

0

0

.0

0

0

,0

0

0

.0

0

0

.O

,0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

リ ジ
モ エ

1ン

トス

バ タ

ツ1

チ ミ
/ナ

イ ル

と
ア
リ

4

32

1.7

0

0

.0

0

0

.0

4

32

1.7

1

4

1,0

0

0

.0

0

0

.0

1

4

1.0

l

l

.2

O

G

.0

0

0

.O

1

1

.2

そ

の

他

0

0

,0

0

0

,0

0

0

,0

0

0

,0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.o

0

0

.O

0

0

.0

合

計

18

1,185

65.8

0

0

.0

3

4

2

21

1,189

66.0

4

53

13,2

0

0

,0

0

0

.o

4

53

13.2

4

75

18.7

1

4

1.O

0

0

.0

5

79

19.7
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7-2-6表 の4 業種 別 ・接続CPU別 ・5年 後 の利 用端 末機 予定(4)

〔1杜当り平均台数は、すべて各合計台数を全回答実数で除した数値である〕

機 種 回 キ プ C 金 紙 キ 出 プ プ 予 リ ジ そ

1ラ R テ 1 カ リ モ エ 合
ポ イ T 融 1 シ 専 ン 約 [ン

1タ そ プ 用 タ ト ス

答 ド の 機 シ

1
こ プ 膓一 口 用 .■

シ 他 り ア ll含 バ タ

プ の 関 1 1 ン も' 特 ツ| の

り デ プ タ) チ ミ

実 ン イ 用
ダ / 二

ツ 殊 /ナ
タ ス / デ フ イ ル

/ プ 端 パ イ イ 端 ン

タ レ ン ス ン テ 計業 種 数 イ イ 末 チ ク . タ 末 リ 他

記 入 社 数 6 4 o 0 2 4 1 0 3 0 8

電 自社CPU 業種毎合計台数 289 183 0 0 17 35 20 0 39 0 583

気
一社当平均台数

32.1 20.3 .0 .0 L8
`3
.8 ??・■← .0 4.3 ,0 6L7

機 記 入 社 数 3 、0 o 0 0 0 0 0 0 0 3

他社CPU 業種毎合計台数 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
械 一社当平均台数 .3 ,G ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .3

器

記 入 社 数 1 0 0 o 0 o 0 0 0 0 1

具
公社CPU 業種毎合計台数 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

製 一社当平均台数 .3 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0 ,3

造 記 入 社 数 19 10 4 0 0 2 4 1 0 3 0 12

業 小 計 業種毎合計台数 295 183 0 0 17 35 20 0 39 o 589

一社当平均台数 32.7 20.3 ,0 .0 L8 3.8 2.2 .0' 4.3 .0 65.4

記 入 社 数 4 4 0 1 1 3 2 0 2 0 5

輸 自社CPU 業種毎合計台数 76 78 0 2 25 142 5 0 19 0 347

送
一社当平均台数 15.2 豆5.6

`
.0 .4 5.0 28.4 1.0 .0 3.8 .0 69.4

用 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

機 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 G 0 0 0 0 0

器
一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,o ,0 .0

具 記 入.社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製 公社CPU 業種毎合計台数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

"ヒ 一社当平均台数 ,o .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .o .0
㌧ 1

業 記 入 社 数 5 4 4 0 1 1 3 2 0 2 G 5

業 小 計 業種毎合計台数 76 78 0 2 25 142 5 0 19 0 347

一'杜当平均台数 15.2 15.6 ,o ,4 5.0 28.4 1.0 ,0 3.8 o 69.4

記 入 社 数 7 8 0 0 2 6 0 2 3 0 11

卸 自社CPU 業種毎合計台数 275 422 0 0 UO 337 0 100 202 0 11446

一社当平均台数 22.9 35.1 .0 .0 9.1 28.0 .0 8.3 16.8 .0 120.5

業 記 入 杜 数 3 2 o 1 0 3 0 0 0 0 3

他社CPU 業種毎合計台数
'10

4 0 2 0 5 0 0 0 0 21

一社当平均台数
.8 ,3 .o .1 .0 ,4 .0 ,0 ,0 .0 1.7

・

記 入 杜 数 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3

公社CPU 業種毎合計台数 6 0 0 6 0 0 0 0 0 0 12

商 一社当平均台数
,5 .0 .0 ,5 .0 .0 .0 ,0 ,0 .0 1.0

記 入 社 数 12 12 10 0 2 2 9 0 2 3 0 17

社 小 計 業種毎合計台数 291 426 0 8 110 342 0 loo 202 0 1,479

一社当平均台数 24.2 35.5 .0 ,6 9.1 28.5 .0 8.3 16.8 .0 123.2
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7-2-6表 の5 業種 別 ・接 続CPU別 ・5年 後 の利用端 末 機予 定(5)

(え曇霞;竃鞠…)
回 キ プ C 金 紙 キ 出 プ プ 予 リ ジ そ

機 種
1ラ R テ 1 カ リ モ エ 台
ポ イ T 融 1 ・シ 専 ン 約 1ン

1タ そ プ 用 タ トス

答 ド の 機 「

1

二
プ を 口 用 ,.

. 他 り
ア リ 含 パ タ

プ の 関 1 1 ン む 特 ツ1 の
リ デ プ タ) チ'ミ

実 ン イ 用 ダ / つ
ツ 殊 /ナ

タ ス / デ フ イ ル

/ プ 端・
パ イ イ 端 ン

タ レ ン ス ン テ 計
業 種. 数 イ イ 末 チ ク . タ 末 り 他

記 入 社 数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

小 自{tCPU .業種毎合計台数 32 0 0 0 0 0 0 0 0 0 32

一}t当平均台数 16.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 16.0

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 業'種毎合計台数 0 0 0
'

0 0 0 0 G 0 0 o

一社当平均台数 ,0 .o ,0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

売

記 入 社 数 0 G 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公社CPU .業'種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 社 数 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

業 小 計 .業種毎合計台数 32 0 0 0 0 0 0 0 0 0 32

一社当平均台数 16.0 .0 ,0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 16.0

記 入}t数 14 19 49 11 10 19 0 0 7 0 出

金 自社CPU 業種晦合計台数 2,494 2,524 19,924 339 226 496 0 0 43 0 26,046

一社当平均台数 40.8 41.3 326.6 5.5 3.7 8.1 .0 、0 ,7 .0 426.9

記 入 杜 数 0 0 6 4 0 3 0 0 0 0 10

他社CPU 業}重毎合計台数 0 0 105 8 0 6 0 0 0 0 119

一社 当平均台数 .0 .0 1.7 .1 .0 ,0 .0 .0 .0 ,0 1.9

融

記 入 社 数 8 2 14 7 0 2 0 0 0 0 27

公社CPU 業種毎合計台数 868 40 4,043 82 0 3 0 0 0 0 5,036

一社当平均台数 14.2 .6 66.2 1.3 .0 .0 .0 .0 .0・ .0 82.5

記 入 杜 数 61 22 21 69 22 10 24 0 0 7 0 91

業 ・卜 計 業種毎合計台数 3,362 2,564 24,072 429 226 505 0 0 43 0 3L201

一社当平均台数 55.1 42.0 394.6 7.0 3.7 8.2 ,0 .0 .7 .0 511.4

記 入 社 数 2 2 3 0 3 1 0 0 1 0 3

生硲 自社CPU 業種毎合計台数 367 375 108 0 308 loo 0 0 10 0 1,268

代
理

一社当平均台数 122.3 125.0 36.0 .0 102.6 33.3 .0 .0 3.3 ,0 422.6

△業叩
. 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

サ 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o

1

ビ

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 ,0 .0

保ス

業 記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
)

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

険 一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

記 入 社 数 3 2 2 3 0 3 1 0 0 1 0 3

業 小 計 業種毎合計台数 367 375 1〔旧 0 308 loo 0 0 10 0 L268

一社当平均台数 122.3 125.0 36.0 .0 102.6 33.3 .0 .0 3.3 .0 422.6
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7-2-6表 の6業 種 別 ・接続CPU別 ・5年 後の 利用端 末 機予 定(6)

〔ミ欝欝;露鞠…〕

.機 種.
回 キ プ

1ラ

C

P
金 趣

ア

キ

1

出 プ

カ リ

プ 予 リ ジ

モ エ

そ

合
ポ イ T 融 1 ∪ 専 ン 約 1ン

1タ そ プ 用 タ ト ス

答 ド ・ の 機 ・

|
二

ブ ルー 口 用
..

. 他 リ
ア り 含 パ タ

プ の 関' 1 | ン む 特 ツ1 の

リ デ プ タ) チ ミ

実 ン イ 用
ダ / つ

ツ 殊 /ナ
タ ス / デ フ イ ル

/ プ 端 パ イ イ 端 ン

タ レ ン ス ン テ 計
業 種 数 イ イ 末 チ ク . タ 末 り 他

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

損硲 自社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

代
理

一社当平均台数 ,0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

虫薬 記 入 社 数 G 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
口 ■

サ 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ー

ピ

一社当平均台数 ,0 .0 .0 .o .0 .0 ,0 ,0 .0 ,O ,0

保ス

業' 記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
)

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

険 一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 ,0 ,0 .0 ,0 .0 .0 ,0

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 小 計 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0

一社当平均台数 .0 .0 .0 .0 ,0 ,0 .0 .0 ,0 .0 .0

記 入 社 数 2 2 0 3 0 3 0 0 2 0 3

電 自社CPU 業種毎合計台数 131 249 0 ll 0 225 0 0 16 0 632

一社当平均台数 32.7 62.2 .0 2.7 ,0 56.2 .0 .0 4.0 .G 158.0

力

記 入 社 数 1 G 0 1 0 0 0 o o 0 1

・ 他社CPU 業種毎合計台数 50 0 0 40 0 0 0
'0

0 0 90

ガ

一社当平均台数 12.5 .0 .0 10.0 .0 .0 ,0 .o .0 .0 22.5

■

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ス 公社CPU 業'種毎合計台数 0 0 0 0 0 G 0 0 0 0 o

一社当平均台数 ,0 .0 ,0 ,0 .0 .o .0 .0 ,0 .0 .0

事

記 入 数 数 4 3 2 0 4 0 3 0 0 2 0 4

業 小 計 業種毎合計台数 181 249 0 51 0 225 0 0 16 0 722

一社当鞠 台数 45.2 62.2 0 12.7 ,0 56.2 .0 .0 4.0 .0 180.5

記 入 社 数 1 1 0 0 0 0 0 G 】 0 1

広 自社CPU 業種毎合計台数 30 5 0 0 0 0 0 0 30 0 65

告 一社当平均台数 30.0 5.0 ,0 .0 ,0 .0 .0 .0 30.0 ,0 65.0
.

調

査
記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

. 他社CPU 業種.毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情-

報

一社当平均台数 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 ,0 .0 .0 .0 ,0

提 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

供

サ
公社CPU 業種毎合計台数 0 0 G 0 0 0 0 0 0L 0・ 0

1
一社当平均台数 ,0 .0 ,0 ,0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

ビ

ス 記 入 社 数 1 1 1 0 o 0 0 0 0 1 0 1

業 小 計 業種毎合計台数 30 5 0 0 0 0 0 0 30 G 65

一社当平均台数 30.0 5.0 ,0 ,0 ,0 .0 .0 .0 30.0 0 65.0
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7-2-6表 の7業 種 別 ・接 続CPU別 ・5年 後の利 用端 末機 予定(7)

〔還(竃…鞠

情
報

処
理

サ

1
ビ
ス

業

ソ

フ

ト
ウ
エ

ア
業

自社CPU

他社CPU

公社CPU

小 計

記 入 社 敷

藁種毎会計台数
一社当平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数

一社当平均台数

記 入 社 教

案種毎合計台数

一社当平均台数

記 入 社 数

業種毎合計台数
一社当平均台数

回

答

案

数

15

キ プ

1ラ
ポ イ

1タ
ド

ブ

リ
ン

タ
/

タ

イ

8

541

36.0

0

0

.0

0

0

.O

8

541

36.0

C
R

T

そ
の

他
の

デ

ィ
ス

プ
レ

イ

ll

800

53.3

0

0

.0

0

0

.O

11

800

53.3

金

融

機

関

用

端

末

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

紙

テ

[

プ

リ

1

ダ

/
パ

ン

チ

2

5.7

0

0

,0

0

0

.0

2

86

5.7

キ
1

ツ

1

ア

1
プ

/

デ
ィ

ス

ク

5

51

3.4

0

0

.0

0

0

.0

5

51

3.4

出 プ
カ リ

専 ン
用 タ
ブ を

リ 含

ン む

タ)

ニ
フ

イ
ン

7

47

3.1

0

0

.O

0

0

.O

7

47

3.1

プ

口

ツ

タ

1

3

.2

0

0

.0

0

0

.0

1

3

.2

予

約

用

特

殊

端

末

0

0

.0

0

0

.O

0

0

.0

0

0

.0

リ ジ
モ エ

1ン

ト ス

パ タ

ツ1

チ ミ

/ナ

イ ル

と
ア

リ

そ

の

他

7

462

30.8

2

2

.1

0

0

.0

9

464

30.9

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0

.0

合

計

15

1,990

132.6

2

2

」

0

0

.0

17

1,992

132.8

■
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7-2-7表 業 種別 ・規 格別 ・通 信 回線保 有現 況

回 線 種 別 記 回 線 速 度

入
Al C2 D1 D5 D7 D9 Il 13 J1

1
公

衆

公
衆

私 合

実 Bl ㊨ 竃
設

話
刑

信
刑

回

業 種 ＼ 数 吉 き
線 計

1

各 記 入 数 1 0 1 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0
一 次 産 業'計

業 種 毎・合 計 0 G 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14
一社当回線数平均 .0 .0 14.0 .0 .0 ,0 ,0 .0 ,0 一 .0 .0 .0 14.0

各 記 入 数 106 ll 54 26 46 42 14 0 0 0 24 7 22 0

二 次 産 業-計 業 種 毎 合 計 0 70 561 141 206 137 鈎 0 0 0 74 25 1,558 21806
一社当回線数平均 .0 6.3 10.3 5.4 4.4 3.2 2.4 .0 .0 一 3.0 3.5 70.8 26.4

各 記 入 数 〕51 20 54 25 〕04 52 16 2 6 0 20 16 28 0

三 次 産 業'計 業 種 毎 合.計 G 1,070 1,550 547 4,742 501 55 5 10 o 211 714 474 9,879
一社当.回線数平均 .0 53.5 28.7 21.8 45.5 9.6 3.4 2.5 L6 一 10.5 44.6 16.9 65.4

各 記 入 数 il 4 7 1 6 3 1 i 0 0 0 0 0 0

公 務 計 業 種 毎 合 計 0 789 244 6 164 36 2 5 0 0 0 0 0 L246
一・社当回線数平均 .0 197.2 34.8 6.0 27.3 12.0 2.0 5.0 .0 一 .0 .0 .0 113.2

各 記 入 数 269 35 ll6 52 156 97 31 3 6 0 44 23 50 0

全 産 業 計
.業種 毎 合 計

0 1,929 2β69 694 51112 674 9] 10 10 0 285 739 21032 13,945

叫 ヒ当回線数平均 ,0 55」 20.4 13.3 32.7 6.9 2.9 3.3 L6 一 6.4 32.1 40.6 51.8

各 記 入 数 6 1 4 0 3 0 1 0 0 0 1 1 1 o

繊 維 工 業 業'種 無 合 計 0 2 23 0 4 0 1 0 0 0 3 1 8 42

叫1当回線数平均 ,0 2.0 5.7 、.0 1.3 .0 1.0 .0 .0 一 3.0 1.0 8.0 7.0

各 記 入 数 20 3 Il 6 6 7 5 0 0 0 5 2 4 0

化 学]二 業 業'種 毎 合 計 0 20 120 27 44 14 10 0 0 0 17 7 13 272
一社当回線数平均 .0 6.6 10.9 4.5 7.3 2.0 2.0 .o .G 一 3.4 3.5 3.2 ]3.6

各 記 入 数 4 0 1 3 2 3 0 0 0 0 2 0 0 0

主 石油製品製造業 .業 種.毎 合 計 0 0 4 13 6 6 0 0 0 0 8 0 0 37
一社当回線数平均 .0 .0 4.0 4.3 3.0 2.0 .0 ,0 .0 一 4.0 ,0 .0 9.2

各 記 入 数 6 0 3 1 2 3 1 0 0 0 2 0 3 0

鉄 鋼 業 業 種 毎 合 計 o 0 12 14 6 4 3 0 G 0 6 0 1,376 1,421
一辻当回線数平均 .0 .0 4.0 14.0 3.0 L3 3.0 ,0 ,0 一 3.0 .0 458.6 236.8

電気機械器具製造 各 記 入 数 13 1 8 4 6 7 1 0 0 G 0 0 4 0
.業 種 毎 合 計 0 5 ]80 16 31 22 1 0 0 0 0 0 24 279

業 一社当回線数平均 ,0 5.0 22.5 4.0 5.1 3.1 LO ,0 .0 一 .0 ,0 6.0 21.4
、

輸送用機械器具製 各 記 入 数 9 3 5 1 5 5 1 0 o 0 2 1 3 0

な 業 種 毎 合 計 0 20 44 50 32 35 6 0 0 0 6 2 114 309
造業 一社当回線数平均 .0 6.6 8.8 50.0 6.4 7.0 6.0 .G .0 一 3.0 2.0 38.0 34.3

各 記 入 数 15 0 7 2 8 4 1 0 0 0 3 3 2 0

卸 業 ・ 商 社 業 種 毎 合 計 0 0 56 9 41 30 4 0 0 0 6 74 13 233
一社当回線数平均 .0 ,0 8.0 4.5 5」 7.5 4.0 ,0 .0 一 2.0 24.6 6.5 15.5

各 記 入 数 2 1 1 0 G 0 0 0 0 0 0 o 0 0

小 売 業 業'種 毎 合 計 0 5 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26
一社当回線数平均 ,0 5.0 2LO .0 ,0 .0 .0 ,0 .0 一 .0 .0 .0 13.0

各 記 入 数 65 7 8 6 60 9 4 0 3 0 6 9 10 0

業 金 融 業 業 種 毎 合 計 0 214 111 Ul 4,039 272 26 0 5 0 10〕 492 42 5,413
一社当回線数平均 .0 3G.5 13.8 18.5 67.3 30.2 6.5 .0 1.6 一 16.8 54.6 4.2 83.2

生命保険業(含 代

理業 サービス業)

各 記 入 数
業 種 毎 合 計
一社当国線数平均

4

0

,0

1

7

7.0

2
76

38.0

0

0

.0

2
36

18.0

2
7

3.5

1[
.0

0

0

.0

0

0

.0

0

0,

一

0

0

.0

1
110

110.0

G

O

.0

0

236

59.0

損害保険業'(含代 各 記 入 数 1 0 0 0 ] 1 0 0 0 0 0 1 0 0

理業・サービス業)
業 種.毎 合 計
一社当回線数平均

0
.0

0

.0

0
.0

0

.0

7

7.0

l
l.0

0

.G

0

.0

0
,01

0
　

0
.0

14

14.0

0
.0

22

22.0

各 記 入 数 6 0 4 o 0 4 0 0 0 0 0 0 6 0

梗 電 力 ・ガス事業 業 種.毎 合 計 0 0 396 0 0 88 0 0 0 0 0 0 165 649
一社当回線数平均 .0 .0 99.0 .0 .0 22.G ,0 .0 .0 一 .0 .0 27.5 108.1

広告 ・調査 ・情報 各 記 入 数 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 o 0 0

業 種 毎 合 計 0 0 0 0 0' 1 0 0 0 0 0 0 0 1
提供サービス業 一社当回線数平均 .0 .0 .0 .0 .0 1.0 ,0 ,0 .0 一 .0 .0 .0 1.0

情報処理サービス 各 記 入 数
業 種 毎 合 計

18
0

3
14

10
245

7

33
10

168
12
44

6
12

0
0

1
1

0

0

7
79

1
16

4
13

0
625

業・ソフトウェア業 一社当回線数平均 .0 4.6 24.5 4.7 16.8 3.6 2.0 .0 1.0 一 11.2 16.0 3.2 34.7
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7-2-8表 業種 別 ・規格 別 ・5年 後 の通 信 回線保 有予 定

回 線 特 別
記

回 線 速 度

(

・ Al C2 Dl D5 D7 Dgll1 13 Jl 公 公 6 デ 私 台
八

衆 衆 イ

実 Bl 竃 竃
K ジ

設

話 信 タ 回

数 型 型 ル

業 種
) )

巴 巴
線 計

各 記 入 数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0
一 次 産 業 計 業 種 毎合 計 0 0 0 0 O 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

一社当回線数平均 .0 ,0 .0 .0 .o .0 、0 .0 .0 一 .0 ,0 .G ,0 ,0 ,G

各 記 入 数 81 7 25 37 32 28 19 6 3 0 38 10 1 2 li o
二 次 産 業 計 業 種毎 合 計 0 46 361 387 2〔熔 270 101 9 13 0 428 148 | 6 LO6ア 3,045

一{土当回線数平均 .0 6.5 14.4 10.4 6.5 9.6 5.3 L5 】.3
一 lL2 14.8 LO 3.0 97.0 375

各 記 入 数 U8 6 26 28 76 41 18 2 7 0 24 12 3 2 19 0

三 次 産 業 計 業 種 毎合 計 0 161 L556 719 4,692 2,175 230 5 30 0 L943 379 6 60 238 12」94
一社当回線数平均 .0 26.8 59.8 25.6 6L7 53.0 12.7 2.5 4.2 一 80.9 31.5 2.o 30.0 12.5 103.3

各 記 入 数 7 0 4 13 1 0 0 0 0 0 0 o 1 0 0

公 務 計 業 種 毎合 計 0 0 103 912 7 0 0 0 0 0 0 0 700 0 831
一社当回線数平均 ,0 .0 25.7 9,04.0 7.0 .0 .0 .0 一 .0 .0 ,0 700.o .0 」18.7

各 記 入 数 206 13 55 66 川 70 37 8 10 0 62 22 4 5 30 0

全 産 業 計 業 種 毎合 計 0 207 21020 Lll5 4,912 2,452 331 14 43 0 21371 527 7 766 L305 】6,07G
一社当回線数平均 .0 15.9 36.7 16.8 44.2 35.0 8.9 }.7 4.3 一 38.2 23.9 L7 153.2 43.5 78.0

各 記 入 数 3 0 1 2 2 1 1 1 0 0 2 1 0 0 0 0

繊 維 工 業 業 種 毎合 計 0 0 10 4 4 1 6 3 0 0 15 30 0 0 0 73
一}t当回線数平均 ,0 .0 10.0 2.0 2.0 1.0 6.0 3.0 .0 一 7.5 30.0 .0 ,0 .0 24.3

各 記 入 数 17 2 6 ll 3 6 6 0 0 0 9 2 0 0 2 0

化 学 工 業 業 種 露 台 計 0 14 23 69 38 67 28 0 0 0 與 10 0 0 10 323
一社当回線数平均 .0 7.0 3.8 6.2 12.6 ll」 4.6 .0 .0 一 7.1 5.0 .0 .0 5.0 19.0

各 記 入 数 3 0 0 2 1 2 o o 0 0 2 0 0 o 0 o

主 石油製品製造業 業 種 毎合 計 0 0 o 13 4 2 o 0 o 0 10 0 0 0 0 29
一社当回線数平均

、0 .o .0 6.5 4.0 LO .0 .0 .0 一 5.0 .0 .0 ,0 .o 9.6

各 記 入 数 4
'0

2 0 3 2 2 1 0 0 2 | 0 0 1 0

鉄 鋼 業 業 種 毎 合計 0 0 ll o 6 12 5 1 o 0 6 4 0 0 999 LO44
一社当回徽 平均 .0 .o 5.5 .o 2.0 6.0 2.5 1.0 ,0 一 3.0 4.0 ,o .0 999.0, 26LO

電気機械器具製造 各 記 入 数 12 1 6 5 7 5 3 2 1 G 4 2 1 1 3 0

業 種 毎 合計 0 5 218 106 50 lo7 35 3 10 0 79 40 1 1 17 672
業 一社当回徽 平均

,0 5.0 36.3 212 7.1 2L4 lL6 L5 10.0 ÷ 19.7 20.0 LG LO 5.6 56.0

輸送順 械器具製 各 記 入 数 5 3 2 1 1 3 1 0 2 0 1 0 0 0 1 0

な 業 種 毎 合計 0 26 17 5 5 36 6 0 3 0 20 G 0 o 20 1甜
造業 一社当回線数平均 ,0 8.6 8.5 5.0 5.0 12.0 6.0 ,0 L5 一 20.0 .0 .0 ,0 20.G 27.6

各 記 入 数 12 0 2 5 4 4 3 0 1 0 5 2 0 1 1
'0

卸 業 ・商 社 業 種 毎 合計 0 0 21 ll2 46 27 25 0 5 o 78 33 0 50 6 403
一社当回線数平均 .0 .G 105 28.0 ll.5 6.7 8.3 .o 5.0 } 15.6 16.5 、0 50.0 6.0 33.5

各 記 入 数 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

小 売 業 業 種 毎 合 計 0 8 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 G 0 o 32
一社当回線数平均 .0 8.0 24.0 ,0 ,0 .0 .0 ,0 .G 一 .0 .0 .0 ,0 ,G 16.0

各 記 入 数 59 1 3 5 51' i3 5 0 2 G 7 6 2 0・ ll 0

業 金 融 業 業 種 毎 合 計 o 10 55 71 3,753 L646 39 0 14 0 354 307 5 0 ll9 6,373
一▲t当国徽 平均

,0 10.0 18.3 14.2 73.5 126.6 7.8 ,0 7.0 一
5G・515i・1 2.5 .0 10.8 108.0

生命保険業 〔含代 各 記 入 数 2 0 0 2 G 0 0 1 0 一 2 0 0 0 0 0

業 種 毎 ∫}計 o 0 0 148 0 0 0 4 0 0 LGO3 0 0 0 0 lJ55
理業・サービス業) 一社当回線数平均 .0 .0 ,0 74.0 .0 ,0 .0 4.0 ,0 一 50L5 ,0 .0 ,o ,0 577.5

.

損害保険業(舌 代 各 記 入 数 0 o 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 o 0 0

業 種 毎 合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
理業・サービス業) 一社当国徽 平均 .0 .0 .0 .o .0 .0 .0 .0 ,0

.
一 .0 ,0 .0 .0 ,0 .0

各 記 入 数 4 0 4 0 0 4 0 0 0 0 o 0 0 0 2 0

種 電か ガス事業 業 種 毎 合 計 0 0 512 0 0 120 0 G 0 0 0 0 0 0 51 683
一社当回線数平均 .0 ,o i28.0 .0 .0 30.0 .0 ,0 .0

.
→ .0 .0 .0 .0 25.5 170.7

広告・調査 ・情報 書 記 人 数
業 種 毎 合 計

0
0

0
0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

o

0

0

0

0

O

o

0

0

0

0

0

0
提供サービス業 一社当回線数平均 .0 ,0 ,0 .0 .0 ,0

.
.0 ,0 ,0 　 ,0 .0 .0 .0 .0 .0

情報処理サービス 各 記 入 数 13 2 6 6 6 10 7 1 3 0 7 2 1 1 2 0

業 種 毎 合 計 0 60 277 94 355 217 152 } 4 0 4田 36 1.…10 15 1,710
業ヴフ}ウェア業 一社当回線数平均

.0 30.0 46.1 15.6 59.1 2L7 2L7 1.0 L3
一

69.7 18.0 LO `10.0 7.5 13L5
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7-2-9表 業 種 別 ・回線1日 実使 用時 間平 均

回 線 種 別 記 回 線 速 度

入 Al C2 Dl D5 D7 D9 11 13 Jl 公
衆

公
衆

私

実 Bl 董 董
設

語
別

信
刑

回

業 種 数 ε ≡
線

一
一 次 産 業 計

各 記 入 数 o 0 0 0 0 0 0 0 0、 0 0 0 0

一社当実使用時間平均 .0 .0 ,0 ,0 .0 .o .0 .0 .G 一
,0 .0 .0

二 次 産 業 計
各 記 入 数 87 7 41 18 34 31 12 0 0 0 19 4 14

一社当実鯛 時間平均 .o 4.4 4.2 5.7 4.3 4.4 4.6 .G .0 一 2.4 2.2 6.3

各 記 入 数 123 16 37 17 82 36 11 0 3 0 14 12 21
三 次 産 業 計

一社当実使用時間平均
,G 7.5 6.3 5.9 6.5 6.7 8.7 .0 8.6 一 3.5 52 8.9

各 記 入 数 7 1 4 1 4 2 1 0 0 0 0 0 0
公 務 計

一社当実使用時間平均 .0 2.0 8.7 2.0 7.7 5.0 4.0 .0 .0 一 .0 ,0 .0

書 記 人 数 217 24 82 36 120 69 24 0 3 0 33 16 35
全 産 業 計

一社当実使用時間平均 .0 6.4 5.4 5.7 5.9 5.6 6.5 0 8.6 一 2.9 4.5 7.8

各 記 入 数 5 1 3 0 3 0 1 0 0 0 1 0 1
繊 維 工 業 一社当実使用時間平均'

.0 8.0 4.3 .0 4.0 ,0 3.0 .0 .0
一

2.0 .0 4.0
-

各 記 入 数 18 3 9 5 5 5 4 0 0 0 4 1 3
iヒ 学 工 業

一社当実使用時間平均 .0 4.3 4.G 5.0 6.4 6.6 5.2 .0・ .0 一 L5 1.0 3.3

主 石油製品製造業
各 記 入 数 4 0 1 3 2 2 0 0 0 0 2 0 0

一社当実使用時間平均 .0 ,0 7.0 3.3 1.5 5.0 .0 .0 ,0 一 1.0 .0 .0

鉄 鋼 業
各 記 入 数 5 0 2 0 2 2 1 0 0 0 1 0 1

一社当実使用時間平均 .0 .0 3.5 .0 2.0 3.0 3.0 .0 .0 一 4.0 .0 24.0

電気機械器具製造 各 記 入 数 11 1 6 4 4 6 1 0 0 0 0 0 3

業 一社当実使用時間平均
.0 3.0 3.0 4.7 4.0 4.3 3.0 .0 .0 一 .0 .0 4.3

輸送用機械器具製 各 記 入 数 5 1 2 0 2 4 1 0 0 0 ] 1 1
な

造業 一社当実使用時間平均 .0 5.0 3.5 .0 12.0 5.7 8.0 .0 .0 一
5.0 4.0 19.0

各 記 入 数 9 9 4 1 5 3 r 0 0 0 2 2 1
卸 業 ・ 商 社

一社当実使用時間平均 .0 .0 5.0 10.0 3.4 6.3 8.0 .0 .0 一 1.5 3.5 4.0

各 記 入 数 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0士
小 冗 業 一社当実使用時間平均 .0 5.0 2.0 .0 .0 .0 ,0 .0 .0 一 .0 .0 .0

各 記 入 数 54 6 5 6 48 7 2 0 2 0 5 7 7
業 金 融 業 一社当実使用時間平均 .0 7.6 5.2 4.8 6.9 6.0 6.0 .0 8.0 一 6.4 5.5 5.8

生命保険業(含代 各 記 入 数 4 i 2 0 2 2 0 0 0 0 0 1 0

理業・サービス業) 一社当実使用時間平均 .0 8.0 7.0 ,0 4.5 7.0 .0 ∴0 .0 一 .0 8.0 .0

損害保険業(含代 各 記 入 数 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0

理業・サービス業) 一社当実使用時間平均 .0 .0 .0 .0 1.0 LO .0 .0 .0 一 .0 1.0 .0

各 記 入 数 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
種 電力 ・ガス事業 一社当実使用時間平均

.0 、0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0
一

.0 .0 11.2

広告 ・調査 ・情報 各 記 入 数 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

提供サービス業
一社当実使用時間平均 .0 .0 .0 .0 .0 3.0 .0 .0 .0

一
.0 .0 .0

情報処理サービス 各 記 入 数 14 2 6 3 6 8 4 0 0 0 5 1 3

業・ソフトウェア業
一社当実使用時間平均 .0 7.5 6.0 6.3 6.3 8.8 11.2 .0 ,0 一

2.2 8.0 6.6
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7-2-10表 業種 別 ・特 定通 信 回線 利用 態様 現況

区 別 自 共 他 他

己 人 人

単
同

, 使 使

独
使

用 . 用
計

使 の の

業 種 別 用 用 主 客

社 数 1 o 0 0 1一 次 産 業 計

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

二 次 産 業 計
社 数

%

88

85.4

11

10.7 ,.;1、.1

103

100.0

社 数 127 14 19 5 165
三 次'産 業 計

% 77.0 8.5 1L5 3.o 100.0

社 数 10 0 0 0 lo
公 務 計

% 100.0 ,0 .o .0 100.0

杜 数 226 25 20 8 279
全 産 業 計

% 8LO 9.0 7.2 2.9 100.O

社 数 6 0 0 0 6
繊 維 工 業

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

社 数 18 1 0 0 19
化 学 工 業

% 94.7 5.3 .0 .0 :100.0

主 石 油 製 品 製 造 業
社 数 3 1 0 0 4

% 75.0 25.0 .0 .0 100.0

社 数 5 1 0 0 6
鉄 鋼 業

% 83.3 16.7 .0 .0 100.0

社 殿 11 1 1 0 13
電気機械器具製造業

% 84.6 7.7 7.7 .0 100.0

輸送用機械器具製造 社 数 8 1 0 0 9
な

業 % 88.9 1L1 .0 .0 100.0

社 数 11 4 0 0 15

卸 業 ・ 商 社
% 73.3 26.7 .0 .0 100.0

小 売 業
社 数 1 2 0 0 3

% 33.3 66.7 .0 .0 100.0

社 数 63 2 3 1 69
業 金 融 業

% 91.3 2.9 4.3 1.4 100.0

生命保険業(含 代理 社 数 4 0 0 0 4

業 ・サー ビス業) % 100.0 ..0 .0 .0 100.0

損害保険業(含 代理 社 数 1 0 0 0 1

業 ・サ ー ビス業) % 100.0 ・ .0 .0 .0 100.0

社 数 6 0 0 0 6
種 電 力 ・ガ ス 事 業

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

広告 ・調 査 ・情報 提 社 数 1 0 0 0 1

供サービス業 % 100.0 .0 .0 .0 100.0

情 報処理 サ ー ビス業 ・ 社 数 6 4 12 2 24

ソフ トウ ェア業 % 25.0 16.7 50.0 8.3 100.0



7-2-11表 業 種 別 ・5年 後 の特 定通信 回線利 用態 様予 定
401

区 別 自

`

共 他 他

己 人 人
.

単 同 使 使

独
使 用 用

計

使 の の

業 種 別 用 用 主 客

一 次 産 業 計 社 数 1 0 0 0 1

% 100.0 .0 .0 .0 100.0

二 次 産 業 計
社 数 61 19 2 4 86

% 70.9 22.1 2.3 4.7 100.0

三 次 産 業 .計
社 数 96 25 13 7 141

% 68.1 17.7 9.2 5.0 100.0

公 務 計
社 数 1 0 0 0 7

% 100.0 .0 .0 .0
'

100.0

全 産 業 計
社 数 165 44 15 11 235

% 70.2 18.7 6.4 4.7 100.0

繊 維 工 業
社 数 4 1 0 0 5

% 80.0 20.0 .0 、0 100.0

化 学 工 業
社 数 13 4 0 0 17

% 76.5 23.5 .0 .0 100.0

主 石 油 製 品 製 造 業
社 数 2 0 0 1 3

% 66.7 .0 .0 33.3 100.0

鉄 鋼 業
社 数 2 2 0 0 4

% 50.0 50.0 .0 .0 100.0

電気機械器具製造業
社 数 10 4 2 1 17

% 58.8 23.5 11.8 5.9 100.0

な
輸送用機械器具製造 社 数 4 0 0 0 4

業 % 100.0 .0 .0 .0 100.0

卸 業 ・ 商 社
社 数 8 3 0 1 12

' % 66.7 25.0 .0 8.3 100.0

小 売 業
社 数 1 2 0 0 3

% 33.3 66.7 .0 .0 100.0

業 金 融 業
社 数 54 4 2 1 61

% 88.5 6.6 3.3 1.6 100.0

生命保険業(含 代理 社 数 3 0 0 0 3

業 ・サー ビ ス業) % 100.0 .0 .0 .0 100.0

損害保険業(含 代理 社 数 1 0 0 0 1

業 ・サ ー ビス業) % 100.0 .0 .0 .0 100.0

種 電 力 ・ガ ス事 業
社 数 5 4 0 0 1

% , 55.6 44.4 .0 .0 100.0

広告 ・調査 ・情報提 社 数 1 0 0 0 1
・供サ ー ビス業 % 100.0 .0 .0 .0 100.0

情報 処理 サー ビス業 ・ 社 数 3 5 9 2 19

ソフ トウェア 業 % 15.8 26.3 47.4 10.5 100.0
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7-2-12表 業種 別 ・トラ ンザ クシ ョン平 均字 長 、平均 お よび最繁 忙 時 の1日 トランザ ク

シ ョン量

業 種

記

入

数

平

1均

字

数

記

入

数

平 ト

ラ

均 ンザ

クー
シ

日

日 ン

記

入

数

ピ ト

1ラ
ン

ク ザ

時 ク
シー
ヨ

日 ン

一 次 産 業 計 1 450.0 1 12,000.0 1 15,000.0

二 次 産 業 計 98 642.2 99 9,368.6 97 17,770.1

三 次 産 業 計
,

142 267.5 148 62,502.7 143 112,303.2

公 務 計 11 193.0 11 26,157.2 10 37,761.6

全 産 業 計 252 410.7 259 40,454.2 251 72,413.1

主

な

業

種

繊 維 工 業 6 146.6 6 5,083.3 6 11,250.0

化 学 工 業 19 319.4 20 5,364.5 20 9,700.0

石 油製 品 製造業 4 91.5 4 16,000.0 4 26,750.0

鉄 鋼 業 5 1,940.0 5 5,505.0 5 8,711.0

電気機械器具製造

業
13 507,15・ 13 17,505.3 13 33,346.1

輸送用機械器具製

造業
8 1,856.2 8 18,400.2 6 9,717.5

卸 業 ・ 商 社 14 252.0 14 .18,105.0 13 29,458.4

小 売 業 2 119.5 2 6,675.0 2 8,700.0

金 融 業 61 136.6 66 86,049.8 64 162,588.3

生命保険業(含 代

理業 ・サービス業)
4 287.5 4 17,200.0 4 22,000.0

損害保険業(含 代

理業 ・サービス業)
1 1,500.0 1 2,150.0 1 3,500.0

電 力 ・ガ ス事 業 6 331.1 6 15,288.8 6 18,363.1

広告 ・調査 ・情 報

提供サービス業
1 84.0 1 4,800.0 1 6,700.0

情報処 理 サー ビス

業 ・ソフ トウェア業
17 249.0 16 19,808.4 14 34,253.5
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7-12-13表 業種 別 ・5年 後 の平 均 トラ ンザ ク シ ョン量 の増 大予 想

倍 率 記 減 不 二 三 四 五 五 わ

か

入

倍

以

ら

な

業 種 数 少 変 倍 倍 倍 倍 上 い

社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 1
一 次 産 業 計

% 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 100.0

社 数 103 0 4 30 17 5 5 16 26

二 次 産 業 計
% 100.0 .0 3.9 29.1 16.5 4.9 4.9 15.5 25.2

社 数 149 0 5 52 39 13 5 16 19

三 次 産 業 計
% 100.0 .0 3.4 34.9 26.2 8.7 3.4 10.7 12.8

杜 数 10 0 1 4 0 0. 1 0 4

公 務 計
% 100.0 .0 10.0 40.0 .0 .0 10.0 .0 40.0

杜 数 263 0 10 86 56 18 11 32 50

全 産 業 計
% 100.0 .0 3.8 32.7 21.3 6.8 4.2 12.2 19.0

社 数 6 0 0 2 2 0 0 1 1

繊 維 工 業
% 100.0 .0 .0 33.3 33.3 .0 .0 16.7 16.7

社 数 20 0 1 7 6 1 1 2 2

化 学 工 業
% 100.0 .0 5.0 35.0 30.0 .5.0 5.0 10.0 10.0

社 数 4 0 0 1 0 0 0 1 2

主 石 油 製 品製造 業
% 100.0 .0 .0 25.0 .0 .0 .0 25.0 50.0

社 数 5 0 0 2 1 0 0 0 2

鉄 鋼 業
% 100.0 .0 .0 40.0 20.0 .0 .0 .0 40.0

電気機械器具製造 社 数 13 0 0 4 1 0 0 5 3

業 % 1∞.0 .0 .0 30.8 7.7 .0 .0 38.5 23.1

輸送用機械器具製 社 数 9 0 1 3 2 0 0 0 3

な
造業 % 100.0 .0 11.1 33.3 22.2 .0 .0 .0 33.3

社 数 15 0 1 7 2 1 0 4 0

卸 業 ・ 商 社
% 100.0 .0 6.7 46.7 13.3 6.7 .0 26.7 .0

社 数 2 0 0 2 0 0 0 0 0

小 売 業
% 100.0 .0 .0 100.0 .0 .0 .0 .0 .0

社 数 66 0 0 27 22 8 1 4 4

業 金 融 業
% 100.0 .0 .0 40.9 33.3 12.1 1.5 6.1 6.1

生命保険業(含 代 社 数 4 0 0 0 1 0 0 3 0

理 業 ・サー ビス業) % 100.0 .0 .0 .0 25.0 .0 .0 75.0 .0

損害保険業(含 代 社 数 1 0 0 0 0 0 1 0 0

理業 ・サ ー ビス業) % 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0 .0 .0

社 数 6 0 1 1 0 0 0 1 3

種 電 力 ・ガ ス事 業
% 100.0 .0 16.7 16.7 .0 .0 .0 16.7 .50.0

'

広告 ・調査 棺 報 社 数 1 0 0 0 0 1 0 0 0

提供サービス業 % 100.0 .0 .0 .0 .0 100.0 .0 .0 、0

情報処理サービス 社 数 17 0 1 3 9 1 2 1 0

業 ・ソフ トウェア業 % 100.0 .0 5.9 17.6 52.9 5.9 11.8 5.9 .0



404第7部 コン ピュー タ利 用 状 況 お よび オ ン ラ イン化 調査 集 計 表

7-2-14表 セ ン タ ーCPUの 構 成

回 答 数 simplex dup】ex dua1 そ の 他 1延 べ 計

記人数

%

254

100.0

159

62.6

86

33.9

11

4.3

5

2.0

261

102.8

7-2-15表 マ ス タ ー フ ァ イ ル の ア クセ ス 方 式

1回 答 数
sequential random

indexed

sequential
そ の 他 延 べ 計

記人数

%

255

100.0

37

14.5

150

58.8

121

47.5

20

7.8

328

128.6

7-2-16表 伝 送 方 式

実 記 人 数 全 二 重 式 半 二 重 式 単 向 式 延 べ 計

記人数

%

263

100.0

100

38.0

191

72.6

5

1.9

296

112.5

,7-2-17表 通 信 制 御 方 式

実 記 人 数 ポ ー リ ン グ コ ン テ ン シ ョ ン そ の 他 延 べ 計

記人数

%

253

100.0

180

71.1

92

36.4

17

6.7

289

114.2



7-2-18表 電信 設備 の 利用現 況 と5年 後 の予 定

業 種

国 内 国 際

現 在 5年 後 現 在 5年 後

加
入
電
信
網
利
用

専

用

線

利

用

加
入
電
信
網
利
用

専

用

線

利

用

加
入
電
信
網
利
用

専

用

線

利

用

加
入
電
信
網
利
用

専

用

線

利

用

一 次 産 業 計 社 数

1社平均

3

7.0

1

3.0

3

113

1

6.0

1

1.0

0

.0

1

1.0

0

.0

二 次 産 業 計 社 数
1社平均

278

9.4

96

8.9

164

13.3

46

10.9

184

2.3

12

2.0

100

3.0

7

3.2

三 次 産 業 計
社 数

1社平均

220

18.2

55

22.8

140

23.2

38

24.2

63

4.2

19

16.3

37

7.0

13

33.5

公 務 計
社 数

1社平均

5

6.8

3

23

0

.0

3

14.0

1

1.0

1

6.0

0

.0

0

.0

全 産 業 計
社 数
1社平均

506

13.2

155

13.7

307

17.8

88

16.7

249

2.8

32

10.6

138

4ユ

20

22.9

主

な

業

種

繊 維 工 業
社 数

1社平均

19

4.4

10

9.1

11

6.2

4

13.2

9

2.1

0

.0

4

2.7

ユ

3.0

化 学 工 業
社 数

1社平均

41

7.2

14

14.5

21

9.6

8

21.1

36

1.9

2

3.0

15

2.7

2

3.0

石油製品製造業
社 数

1杜平均

4

8.2

1

1.0

2

10.5

0

.0

2

1.5

0

.0

1

1.0

0

.0

鉄 鋼 業
社 数

1社平均

14

6.5

6

8.3

9

6.2

1

10.0

9

2.]

1

2.0

5

1.8

0

.0

電気機械器具製
造業

社 数
1社平均

37

21.2

11

1L4

23

31.9

5

23.6

30

2.4

2

2.0

18

4.2

1

LO

輸送用機械器具
製造業

杜 数

1社平均

25

6.2

4

4.2

15

7.4

1

14.0

12

5.6

0

.0

'6

8.8

0

.0

卸 業 ・商 業
社 数

1社平均

44

8.9

1}

7.1

29

13.3

13

12.1

19

3.2

8

26.8

9

5.3

6

54.1

小 売 業
社 数
1社平均

10

53.6

3

3.6

10

58.8

2

6.5

2

1.5

0

.0

0

.0

0

.0

金 融 業
杜 数

1社平均

88

23.0

18

49.5

55

26.0

10

56.2

7

15.7

2

35.0

5

22.6

2

40.0

生命保険業(含 代

理業・サービス業)

社 数

1社平均

5

63.8

0

.0

2

56.5

0

.0

1

1.0

0

.0

1

1.0

0

.0

損害保険業(含 代
理業・サービス業)

社 数
1社平均

2

21.0

0

.0

1

3.0

0

.0

1

LO

0

.0

1

3.0

0

.0

電力 ・ガス事業
社 数

1社平均

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

広告 ・調査 ・情報

提供サー ビス業

社 数
1社平均

1

17.0

0

.0

1

10.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

情報処理サービス

業・ソフトウェア業

社 数

1社平均

19

3.8

4

2.7

17

8.0

4

13.7

5

2.0

0

.0

5

4.4

0

.0

405
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7-2-19表 フ ァク シ ミ リの 利用現 況 と5年 後 の予 定

業 種

国 内 国 際

現 在 5年 後 5年 後

公
衆
回
線
利
用

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

専

用

線

利

用

一 次 産 業 計 社 数
1社平均

1

2.0

0

.0

1

5.0

0

.0

0

.0

0

.0

二 次 産 業 計
社 数

1社平均

72

6.2

48

7.9

114

10.4

37

9.2

1

2.0

0

.0

'

三 次 産 業 計
社 数

1社平均

73

5.6

28

19.3

76

13.6

22

23.2

2

19.5

0

.0

公 務 計
社 数

1社平均

8

4.1

4

82.5

2

300.0

1

41.0

0

.0

0

.0

全 産 業 計
社 数

1社平均

154

5.8

80

15.6

193

14.6

60

14.9

3

13.6

0

.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
社 数

1社平均

3

8.3
、

4

5.7

11

8.8

2

8.5

0

.0

0

.0

化 学 工 業
社 数

1社平均

16

6.9

11

13.3

20

9.6

4

8.5

0

.0

0

.0

石 油 製 品 製 造 業
社 数

1社平均

2

8.0

3

4.0

4

8.0

1

5.0

0

.0

0

.0

鉄 鋼 業
社 数

1社平均

6

6.0

4

12.5

9

7.2

0

.0

1

2.0

0

,0

電気機械器具製造
業

社 数

1社平均

12

5.8

5

5.8

17

15.5

5

18.4

0

.0

0

.0

輸送用機械器具製
造業

社 数

1社平均

3

6.3

3

2.3

8

10.3

5

4.6

0

.0

0

.0

卸 業 ・ 商 社
社 数

1社平均

15

3.6

5

2.4

24

12.1

4

3.7

1

1.0

0

.0

小 売 業
社 数
1社平均

0

.0

0

.0

2

2.0

2

10.0

0

.0

0

.0

金 融 業業
社 数

1社平均

25

8.5

8

18.5

22

16.3

6

25.6

1

38.0

0

.0

生命保険業(含 代
理業 ・サー ビス業)

社 数

1社平均

2

2.0

1

4.0

3

44.0

1

10.0

0

.0

0

.0

損害保険業(含 代
理業 ・サービス業)

社 数

1社平均

1

8.0

1

2.0

1

20.0

0

.0

0

.0

0

.0

電 力 ・ガス 事 業
杜数
1社平均

4

3.0

1

30.0

4

5.2

1

5.0

0

.0

0

.0

広告 ・調 査 ・情 報

提 供 サー ビ ス業

社 数

1社平均

2

2.5

0

、0

1

35.0

0

.0

0

.0

0

.0

情 報 処理 サ ー ビス

業 ・ソフ トウェア業

社 数

1社平均

3

3.0

0

.0

8

4.6

2

2.5

0

.0

0

.0
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コン ピュー タ関係 団体 名 簿(設 立年次順)

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 ・容

從電子通信学会 東 京都 港 区芝 公 園

3-5-8

機 械 振興 会 館

電434-8211

433-6691

会長

小島 哲

1917年5月 1.『 出版

○電 子 通 信学 会 誌(月 刊),論 文 誌,英 文 論

文 誌,単 行 本 な ど

2,国 際 会議 出席

OIEEE関 係 の会 議 な ど

3.講 演 会 の 開催

日本商工会議所 東京 都千 代 田区 丸 の

内3-2-2

電283-7710

会頭

永野 重雄

1922年6月 1,全 国商工会議所のコンピュー タ導入 ・運用

指導

2.小 企業向共 同利用 システムの開発 と普及

3,中 小企業 に対する情報処理相談,指 導

4,企 業経営者に対す る啓蒙教育

5,取 引 ・経営慣行の改善 と標準化の推進

6.行 政機関への協力 と建議要望

描 日本能率協会 東 京 都港 区芝 公 園

3-1-22

協 立 ビル

電434-6211(大 代)

籔璽
1、 調 査 ・開 発

OEDPの 効率 的 活 用 に関 す る実 態 調査

2.EDPに 関 す る各 種 セ ミナ ー の開 催

3.出 版事 業

OEDPリ サ ーチ ・リポー ト(月刊)ほ か 関

係 図書

4,ス ライ ド作 成
(

㈹経済団体連合

会

東 京 都千 代 田 区大 手

町1-9-4

電279-1411

会長

土光 敏夫

1946年8月 1,行 政改革特別委員会,産 業技術委員会にお

いて,情 報処理関連問題を随時取上げる。

肋経営科学振興

財団

東 京 都渋 谷 区 千駄 ケ

谷4-1-13

生 協 会館 内

電403-1331

会長

金子佐一郎

1946年肋 日

本事務能率

研究会 とし

て発 足

1973年6月

名称変更新

発足

1,経 営科学化に関す る基礎的 ・応用的研究

2.経 営の科学化に関す る情報資料の収集お よ

び公開利用

3.経 営の科学化に優れた業績 を有す る者の表

彰

4.経 営の科学化に関す る研究の助成

㈹ 日本経営協会

(NOMA)

東 京 都渋 谷 区 千 駄 ケ

谷4-1-13

生 協 会館 内

電403-1331

会長

金子佐一郎

1949年6月

(社)日本 事務

能率 協 会 と

して発 足

1971年12月

名称 変 更

1.経 営全般にわたるセ ミナー,講 習会の開催

2.企 業内教育への講師の派遣,あ っせ ん

3.事 務機械化に関す る展示会の開催

4,文 部省認定社会通信 教育の実施

5.海 外への視察団の派遣

6.経 営 改善のための研 究,評 査,診 断

7.労 働保険事務処理の受託 ならびに中小企業

の労働相談全般 のサー ビス
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈱ 日本生産性本

部

東京 都 渋 谷区 渋 谷

3-1-1

電409-1111

会長

郷司 浩平

1955年3月 1.各 種 経営 教育 事 業(情 報処 理 関 係研 修 ・セ

ミナ ー,産 業 別情 報 処 理研 究 大 会)

2,労 使 関係 事 業(労 使 関 係 各種 委 員会,生 産

性 教 育)

3.国 際 交 流事 業(電 算 関係 視 察 団)

4.情 報処 理事 業(受 託 演算,シ ステ ム開 発)

5.広 報視 聴覚 事 業(生 産性 新 聞 ・コン ピュー

タ関 係 図書 ・ス ラ イ ド)

6.経 営指 導事 業(シ ス テ ム ・コ ンサ ル タン ト

受 託 ・経 営 コ ンサ ル タ ン ト養 成)

伽 日本 オペ レー
'

シ ョン ズ ・リサ

ー チ 学 会

東 京 都文 京 区 弥生

2-4-16

学 会 セ ン ター ビル

電815-3351

会長

北川 一栄

1957年5月 1、 出 版

Oオ ペ レー シ ョン ズ ・リサ ー チ(毎 月)

○論 文 誌JORSJ(季 刊)

2.研 究発 表会 ・講 演 会 の 開催

エ レ ク トロニ ク

ス協 議 会

東 京 都港 区 新 橋

1-1-13

東 電 旧館 内

電591-7161

会長

濱 田 成徳

1957年7月 1.エ レクトロニ クスの研究開発のため,国 家

的立場か らの各種対策の推進

2,情 報化社会進展に必要 なる情報伝達処理技

術開発の総合対策の推進

00TCAと 共催の コンピュータセ ミナー

開催
'

O医 療 情報 処 理 機 器 の開 発,な らび に安 全

対 策 の推 進 な ど

3.発 展途 上 国 のエ レ ク トロニ クス開 発 を推 進'

す るため の ア ジ ア ・エ レク トロニ クス会 議 の

開 催 な らび に ア ジ ア ・エ レ ク トロニ クス連

盟 活動 の 推進

4.各 種研 究 会 活動

5,出 版 活動

OElectronicsinJapan(英 文年 刊)

○エ レク トロニ クス ・ニ ュー ス(和 文隔 月)

な ど

㈹ 日本電子工業

振興協会

東京 都 港区 芝 公 園

3-5-8

機 械 振興 会 館

電434-8211

会長

吉山 博吉

1958年4月 1,調 査

○情報処理装置 システムの新技術開発調査

など

2.海 外調査団派遣

3,講 演会の開催

4,出 版

○電子工業月報(月 刊),日 本の電子計算機,

各種調査 報告書な ど

從情報処理学会 東京都港区芝公園

3-5-8

会長

北川 敏男

1960年4月 1.研 究,調 査

Oデ ー タ ・ベ ー ス,マ ン ・マ シ ン ・シ ス テ
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名 称

日本電子計算機

㈱

從行政情報 シス

テム研究所

㈱機械振興協会

㈱中小企業振興

事業団

住 所

機械振興会館 内

電434-8211

東 京都 千 代 田区 丸 の

内3-4-1

電216-3681

東 京都 港 区西 新橋

2-15-17

レ イ ンボー ビル 内

電580-6367

東 京 都 港 区芝 公 園

3-5-8

機 械 振興 会 館 内

電434-821!

東 京 都 港 区赤 坂

1-9-13

電584-0351

代 表 者

社長

中島 征帆

会長

山ロ ー夫

理事長

大田 宗利

会長

土光 敏夫

理事長

佐久 洋

設 立

1961年8月

1964年2月

間行政事務

機械化研究

協会 として

発足

1970年7月

名称変更

1964年8月

1967年8月

事 業 内 容

ム,設 計 自動化,シ ス テ ム性 能 評 価,計

算機 アー キテ クチ ャ,マ イ ク ロ コン ピュ

ー タ,医 療 情報 処 理,計 算 言 語 学,コ ン

ピュー タ ・ネ ッ トワー ク,イ メー ジ ・プ

ロセ シ ン グ

OJIS原 案 作 成

2.国 際 活動

OIFIP,ISOな ど国 際会 議 へ の 出席

3.出 版

O情 報 処 理(月 刊),英 文(年 刊)

○電子 計 算 機 ユ ーザ ー 調査 年 報 な ど

1.電 子計 算 機 レ ンタ ル業務

2.調 査,出 版

O国 産 電 子 計 算機 ニ ュー ス(1回/1カ 月)

○全 国計 算 セ ンター お よび ソフ トウ ェ ア開

発企 業 便 覧(年 刊)

○調査 季 報,コ ン ピ ュー タ ・ノー ト,コ ン

ピュー タダ イ ナ ミッ ク レポー ト

1.

2.

3.

4,

研究,調 査

○行政機関におけるプログラミングの自動

化システムに関する調査研究な ど

海外視察団派遣

○海外行政ADP視 察団(年1回)

セ ミナー開催

OADPS研 修会(年2回)

出版

○行政 とADP(月 刊)

1.機 械工業の構造 ・企業経営 の分析などの調

査研究,内 外機械工業の動 向調査な ど

2.機 械工業の経営経済に関する専門図書閲覧

サー ビス

3.機 械工業技術に関す る調査研究

4,受 託加工お よび受託試験業務

5,新 機械普及促 進事業お よびシステム開発事

業

6,生 産管理技術に関す る調査研究

7.そ の他機械工業振興のため の事業

L中 小企業の経営 者 ・管理 者の 啓蒙指 導事

業

2.中 小企業の電算機導入に対す る助成

3,情 報処理 ・指導担 当者の養成

4.小 規模事業者に対す る記帳指導の機械
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈱ 日本情報処理 東京都港区芝公 園 会長 1976年4月 1,調 査

開発協会 3-5-8 植村甲午郎 側旧本情報 内外の情報処理 システム,情 報産業の実情

機械振興会館内 処理開発 セ およびその動向に関す る調査

電434-8211 ン タ ー 2.研 究開 発

㈱ 日本情報 各 種情 報 処 理 方 式 お よび オペ レー ティング・

開発協会 シ ステ ム,ア プ リケ ー シ ョンプ ロ グラ ム等 の

㈱情報処理 ソ フ トウ ェ アの 研 究 ・開 発

研修センタ 3.コ ンサ ル テー シ ョ ンお よ びデー タ処理 サ ー

一 の3団 体 ビス等

が統合合併 コン ピュ ー タお よび ソフ トウェ アの 利用 促

し新発足 進 の ため の コンサ ル テ ー シ ョ ン,シ ス テ ム設

計,プ ロ グ ラ ミン グ,設 置 コ ン ピュー タの オ

一 プ ン ・ク ロー ズ利 用 等 の デー タ処 理 サー ビ

ス

4,教 育

上 級情報処理 技術者,情 報処理部門管理者,

インス トラクタ等 の養成および情報処理技術

者育 成の ための指針の作成等

5.研 究奨 励 ・普 及 ・広 報

情報処理の高度化,適 用分野の拡大促進の

ため,す ぐれた研究成果 をあげた個人,企 業

等に奨励金 または報償金の交付 および情報処

理に関す る知識、技術 の普及 をはかるため講

演会の開催,各 種教材 の作成 ・頒布,出 版物

の刊行等の広報活動

6.国 際 交 流

海外の情報処理関係機関との提携,調 査団

の派遣等
、

EDPユ ーザ ー 東京都千代田区麹町 会長 1968年8月 1.意 見書,要 望 書 の提 出

団体連合会 1-7 一海 正博 ○「システム監査 の実施に関す る要望書」通

バ ロー ス㈱ 内 (1976年10 産大 臣に対 して

電263-3211 月現在) 2.各 種JIS原 案 作成 へ の協 力

(1976年10月 現 在) 3.各 種 ア ン ケー ト調 査 の 実施

從 ソフ トウェ ア 東京都港区芝公園 代表理事 1970年5月 1.ソ フ トウ ェア 業 界 に関 す る問題 の検 討,研

産業振興協会 3-5-8 服部 正 究,対 策

機械振興会館内 O汎 用 プ ログラム モジューノら 流通 セ ン ター

電436-3938 構想調査

O金 融 税 制,ソ フ トウ ェア の価 格,情 報 化

保険の研究

o技 術開発の研究

○国際交流に関す る研究

一

肋地方 自治情報 東京都千代 田区一番 理事長 1970年5月 1.地 方 公共 団 体 の情 報 シス テ ムの研 究 開 発,

セ ン ター 町25 林 敬三 技術的援助,教 育研修 ・普及啓発等
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

電264-0691～5 2.出 版 物

○地 方 自治 コ ン ピュ ー タ(月 刊)な ど

㈱関西情報セン

ター

大 阪 市北 区玉 江町

2-2大 阪 国際 貿

易 セ ン ター ビル

電448-6631

会長

芦原 義重

1970年6月 1.各 種 ソフ トウ ェア の 開発 と普 及

2,コ ン ピュー タ要 員 の教 育

3.調 査,研 究,開 発

4.要 望,意 見 書 の提 出

㈹ 日本情報セン

ター協会

東京 都 千代 田区 議 が

関3-2-5

霞 が 関 ビル

電580-1075

会長

中原 啓一

1970年7月 1.情 報処 理 サ ー ビス業 界に 関す る問題 の対 策

の検討,研 究

2,意 見書,要 望 書の 提 出

3.調 査(需 要 構 造,将 来 ビジ ョン等)

4.海 外調 査 団 の 派遣(米 国情 報 セ ン ター 視察

団>

5.出 版(会 報JIPCA)

情報処理振興事

業協会

東 京都 港 区 浜松 町

2-4-1

世 界貿 易 セ ン ター ビ

ル33階

電437-2301

理事長

小 山 雄二

1970年10月 1,先 進 的,汎 用 的 プ ロ グラム の委 託 開 発

2.先 進 的,汎 用 的 プ ロ グラム の 販売 お よび貸

付 け

3,プ ロ グラム 開 発 等 資金 借 入 れ に対 す る信 用

保 証

4.情 報処 理 に 関 す る調 査

5.プ ロ グラム 調査 簿 作 成 の ため の 調査

㈱ ジェ ー エ ムエ

ー シス テ ム ズ

東 京都 港 区芝 公 園

3-1-22

協 立 ビル

電434-6211

代表取締役

三上 辰喜

1971年11月

㈲ 日本 能率

協 会 コ ン ピ

ュー タ事 業

部 が 分 離独

立

1.シ ス テム ズ ・コンサ ル テー シ ョン

2.ソ フ トウェ ア開 発

3,シ ス テム効 率 化 コ ンサ ル テー シ ョン

4.ソ フ トウェ ア販 売

5.マ シ ンサ ー ビ ス

日本 コ ン ピュー

タ ・ユー テ ィ リ

テ ィ協 会

東 京都 千 代 田 区霞 が

関3-2-5

霞 が関 ビル30階 私 書

箱125号

電509-5525

会長

藤井 丙午

1972年12月 1.コ ン ピュ ー タ ・ユ ー テ ィ リテ ィの 推 進 ・啓

蒙 活 動

2,海 外 商用TSS実 態 調 査 団 派遣(年1回)

(デ ー タ通信 利用 経 験 者か ら見 た実 態 調査)

肋 日本データ通

信協会

東 京 都 港 区麻布 台

1-6-19

電586-1621

理事長

溝 呂木 繁

1973年12月 1.デ ータ通信に関する調査,研 究および開発

2.デ ータ通信に関す る意見の提言

3,教 育 および研修

○工事担任者育成のための通信教育

○工事担任者 資格試験の受託

Oセ ミナー、講演会の開催,等

4,デ ータ通信 回線利用に関するコンサルタン ト

5.自 営端 末機器の認定

6.資 料その他情報の収集 および提供
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈱ ジェック・ピジ 東 京都 千 代 田 区丸 の

ネ ス 内3-2-3

富 士 ピル6階

電216-2771～2

代 表 取 締 役1975年7月1,

渡 辺 敏 雄2.

菰 田 弘 ・3.

4,

5.

電子計算機に関する情報サー ビス業務

電子計算機に関する広報,啓 蒙業務

電子計算機に関する出版物の刊行,販 売業務

電子計算機関連用品の斡旋,販 売業務

損害保険代理業務

.

1



情報化 社会を支える

躍 進する企 業
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ミニコンのシステムをご検討ならば

DECに 相談するのが一番です

ぱ

窺竃曜郵奮◎○〇一凹77囑 リ←

_斗$1祖 一 ● 岬 ■↑1/04● 輌11/45● 各綱 辺機器

●p⑳ 一11/03● 麟 》一↑1/34● 國)-11/70● ターミナ ル

DECは1957年 に ミニ コ ン ピュー タ を発 表 して

以 来 、 コ ン ピュ ー タ 、周 辺 機 器 を始 め と し、

全 て の設 計 、 生 産 、 販 売 、 サ ー ビス を 一 貫 し

て 行 な い 、ユ ニ ー ク な 製 品 を提 供 して い ま す。

特 に ミニ コ ン ピ ュ ー タ の 中 で は 多 大 な評 価 を

得 て い るPDPIIフ ァ ミ リー を は じめPDP8シ

リー ズ 、 さ らに はTSS分 野 で威 力 を発 揮 して

い る大 型 シ ス テ ムDECsystem-10、 ・20と 技 術

力 の 経 験 と優 秀 性 は信 頼 と い う大 きな 財 産 を

築 き ま した 。

約2万7千 人 の社 員 は、工業 、医学 関係 、科

学研 究所 、化 学関係 、商 業 、金融 関係 な ど世

界 で最 も多 くの ミニ コンシ ステム を稼 動 させ、

その製 品の良 さと信 頼 を直結 してい ます 。

DEC日 本 支社 も本社 の もつテ クノ ロジーを駆

使 し、ユ ーザ ーの ニー ズ を適格 に把握 し、最

適 のシ ステム づ くりとサ ー ビス を行 って お り

ます。 ミニ コンのシ ステ ムづ くりにはDECの

リソー ス を利 用 し、 問題 の解 決 にお役 立 て下

さい。

DEC日 本支社

蕪1灘:竺:遍■開 聞o
〒530tt(06)354-2364(ft)

株式会社理 経DECセ ールスグループ

東京都港区西新橋1-18-14小 里会館

〒IO5fi(03)59|-5241(代)
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「世界同時に新登場」
● クライテリオン その秘めたる力

これからのコン巳 一ターに要求 されるのは、さ

らに高度の経済性 、柔軟 性、 そして信頼性

です。 システム全体の投資 効率 を見すえつつ、

すべての機能 をバランスよく高 める。この2つ

の課題の調和 がNCRの 新しいコンビ2L・「ター・

シリーズ"ク ライテリオン膓 最 先端の技術 をひ

とつの システムに結集させました。すべてにすぐ

れたものがこれからのコンピェーター・システム

の基準 になる、という意 気込みをもって、NCR

クライテリオン・シリーズ 世界同時 に新登場で竃

● クライテリオン そのあざやかな変身

フフームウェアの働 きで フbセ サーの仮想化

を実現しました。仕事 に合 わせ て、同時 にそ

して多 目的 に、複数のコンピューターとして活

用で きるバLチ ャル・マシン クライテリオン。

システムの柔 軟性 の新 しい基 準 をつくります』

プ ロセサ ー機 能の分散 と内部転送 バ ス(IT

B)に よって スルーブ ントの飛躍的な向上を図

りま尤 専用フOtiセサーがITBを 介 して同時並

行処理 。システムのパフォーマンスを高め、スル

ープ ットと経済 性 との新 しい基準 をつくります
。

● クライテリオン そのゆるぎない信頼

RASの 強化で トラフ)レの影 響を最小限にとどめ

ま土 システムの診断、保 守 修復δあらゆる技

術 を動員し、信頼性の新 しい基準 をつくりますb

口口回
CompleteComputerSystems

日本 エ ヌ・シ ー・ア 「ル 株 式 会 社

お問い合わせ ・資料請求は本社広告課まで

東京 ・港区赤坂1-2-2㊦107ft582-61H

◎NCRク ライテリオ ン・シ リーズには8550と8570の2機 種 が あ りますh
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明 日のソフトウェアを拓 く

ダfナ ミック ・システム

㌶
コ ン ピ ュー タ室

運 営 全 般 の

サ ー ビ ス

ひ・、

システム分析

システム設計

プログラムの

先進的

技術開発

.撮 ≧ 賜

製、
技術の

統合化

晃㌘◎
診

各種入 出力データ ド

作成のサー ビス 顕

教 ゴぼ

商品化

助 一蒜 美ア等「

か っ て 、"か ら く り""仕 掛 け"と い わ れ た機 械 は 、 人 間 の 知 恵 に

よっ て 、 その 大 き な進 歩 を み ま した 。 その 多 くは 、 歯 車 の よ う な動

力 を伝 え る部 品 の 組 合 わ せ で あ り、 一 定 の 運 動 に よ っ て 、 大 き な 力

を 発 揮 し ます 。

日本 タ イ ム シ.エ ア も ま た、 その 中 核 を な す 歯 車 と8個 の歯 車 で 構 成

され て い ます 。

い ま、 日本 タ イ ム シ ェ ア は 、 こ の機 械 の よ うに 、 コ ン ピ ュ ー タ の 有

効 利 用 に向 か っ て、 め ざ ま しい活 躍 を続 げ て い ま す 。

日本 タ イ ム シ ェ ア は 、 ま さ にユ ーザ の ニ ー ズ を 的 確 に と ら え る"技

術 とサ ー ビ ス"の オ ー ル ・ラ ウ ン ド ・プ レヤ ー で す 。

情報化社会 を建設 する

日本etA三 江戸椎田t会社
本 社 東京都 港区芝 西久保桜 川町2第17森 ビル10FTEL(03)502-8531(代 表)〒105

大 阪 支 社 ・大阪市東区安 土町2丁 目30番地 大阪国際ピル13FTEL(06)271-7731(代 表)〒541

渋谷事業所 東 京 都 目 黒 区 東 山3-7-11大 橋会館TEL(03)711-7111(代 表)〒153

高輪事業所 東 京 都 港 区 高 輪2-20-36高 輪光和ピルTEL(03)443-5361(代 表)〒108
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岩崎通信機株式会社 本社 〒10S東 京都 杉並区久我 山1-7-41n(03)334-IM(大 代)情 報システム営業部 〒103東 京都中央区日本橋2-1-3(朝 日生命館)tt(03)272-0461(大 代)

支社 ・営業所rt大 阪(06)252-10℃1・ 名古屋(052)211-5721・ 札幌(011)241-5091・ 仙 台(0222)257Ml・ 横浜(045)312-4452・ 長 野(0缶2)2ア ー5ア21・静岡(〔542)86-5216・ 新 潟(0252)41-0933

金沢(0762)62-2241・ 京都(075)211-4571・ 神戸(078)331一 田77・岡 山(0862)31-4278・ 広島(〔B22)47-9324・ 高松(㊦78)61-2801・ 福岡(092)771-4θ01



確 か な コミュニケー

確 か な ビジネス

フォーム か ら。

日本 の 情 報 化社 会 の推 進 を、お手 伝 い して きた

イ セ トの ビジ ネス フォー ム 。

蓄 積 され た技 術 力 と経 験 は 、各 方 面 よ り高 し

ご信 頼 をい ただ いてお り ます 。

囮
伊 勢 藤 紙 工 株 式 会 社 大阪市⊇ 久宝寺町・一・・〒541管(・6)261-7・31

京 都 店n(0ア5)361-0291札 幌 支 店e(Oll)831-2016仙 台営 業 所e(0222}62-1751静 岡営 業 所 ⑰(OM2)83-2101

東 京 支 店n〔03)294-1651横 浜 支 店n(04S)662-8771水 戸営 業 所ft(0292}26-1830富 山営 業 所e(0764)32-4265

福 岡 支 店e〔092)761-2861広 島 支 店e(0822}92-7055君 津 営 業 所e(04395)2-e844岡 山営 業 所 ⑰ 〔0862)22-1894

名 古 屋支 店e(052)221-1240神 戸 支 店 費(078)321-6336国 立営 業 所ft(0425)ア5-0136人 分営 業 所e(09ア5)58-9532

猟轟
●ソ フ トウエア 開発

●各種 計算受 託

株式会社r戸 コ ヨ==」1コ
本 社 富 山 市 桜 橋 通 η1-18(住 友 生命 ビル)TEL(0764)-32-5511

東 京 本社 東京都 港 区乏 西 久保 明舟 町12-1(和 孝 第10ピ ル)TEL(03)-501-3167

セ ン ター 東 京(芝 浦 ・赤 坂)・ 大阪 ・名古 屋 ・仙 台 ・富 山 ・行 政 事務 ・高 岡 ・新潟 ・札 幌 ・金沢 ・九州



かつて

徳太子は

もの意見

をいっぺんに理解 したという。

その意味で はマルチジョブ人間

と呼んでもいいでしょう。

じつはコンピェータに求められるのも、

このマルチジョブがどの程度まで可能

か…ということ。その点OKITAC

system50の 能力は画期的です。

7つ のマルチ ジョブ機能 を もつ

ミニコンで、記憶容 量は64～256K吾吾

まで幅広 く、あらゆる分野と業種の

ニー対二十分応える能力をわています。

た とえば集配信 システム と事務

処理 製 造ライン制御 と計算 処理 、

計測データ処理と計算処理 とデータ

伝送…など数種 の作業を速やかに

いっぺんに行 います。記憶容量 も

さることながら、中形機なみのオン

ライン処理機能 や高水準言語 、

高速演算処理機能 を誇 り従来 の

ミニコンとは一味 も三味 もちが う

スーパー ミニコン。

OKITACsystem50こ そ、貴社の業務

合理化と革新の第一ステップです。

沖電気にご相談下さい。

ス_パ ー ミニコン'㌔

竈衰正i亘亘二言こ50
e.かな情 報化社会をひらく

``
●お問合せは一電子計算機営 業部tt(03)454-2川 ㈹ まで

◆ 沖電気工鎮株式会社



カシオからコンピュータ

いま技術の新開発

電 卓 の普 及 を達 成 し、 さらに電子 デ ジタル ウオ ッチ時 代

を拓 いた カ シオは 、エ レク トロニ クスが秘 め る無 限の可

能性 を追 求 し続 けて まい りま した。

そ してい ま 一 コンピュータへ!

システムマ シ ン30,000台 以上 の納 入実 績 を活 か し、独 自

の最 新 技術 の粋 をあつ め て開発 したビ ジネスコンピュー タ

《カシオΣ一9000》は 、大 容量 の記憶 をもち、且つCOBOL

が使 える な ど信 頼の ハー ドウェア と独 自の ソフ トウ ェア
ケイオス

CAIOS(カ シオ ・オ ペ レーテ ィング ・シス テム)に よ る

空前 の処 理能 力が特 長で す。 もちろんカ シオ な らではの

コス トパ フ ォーマ ンス!急 速 に拡 大 し、多様 化 す るビ ジ

ネスに最 も経済 的 に対応 して 、その 威 力を発揮 し続 け ます。

い ま、 カシオは コンピュー タの普.及を主 張 しつつ 、輝 く

未 来 に貢献 いた します。

71● オー
Σ一9000

7■7"計 算 機 書朱=苦会 社
第 二 営 業 部(シ ス テ ム マ シ ン 担 当 部)

〒160東 京 都 新 宿 区 西 新 宿2-6(新 宿 住 友 ビル)tt(03)347-4911(代)

お 問い合せ ば一 東京(03)347-49t1・ 札幌(OII)23t-2343・ 青森(0|77)22-7466・ 仙 台(0222)56-244卜 水戸(0292)25-6985・ 宇都宮(0285)34-0395・ 埼 玉(0486)66-2150

千葉(0472)43-|751・ 多摩(0425)23-353卜 横浜(045)2|1-p82|・ 新 潟(0252)41-41e5・ 静岡(OM2)81-7087・ 名古屋(052)261-747|・ 金沢(0762)51-2|5卜 京都(075)35|-1161

大阪(∩6)362-8|8卜 神 戸(078)39t-r541・ 岡山(0862)4|-8471・ 広 島(0822)63-1090・ 高松(0878)62-5240・ 福岡(092)411-2684・ 熊本(0963)67-0650・ 鹿児 島(0992)25-937|
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●1台 で数台分の事務処理をこなします。 ●即、企業活動の戦 力として使 えます。

例 えば、伝票 発 行 の最 中に、お各様か ら問い合

わせが入った とします。従来 は、中断 するか終了後

にお答 えするしかありませんでしたが、《ニクスドルフ

・ノステム8870》 なら同 時処理 で きます。遠 隔 地の

支店 からデータを入 力す るような場合 にも、電話 て

言えば、 お話 し中 ということがありません。

スモール ・コンピュータで タイムシェア リング(時

分割)の 機 能 を備 え、1台 で 数台分 の事 務処 理

をこなす それがシステム8870で す。まさに、

これか らの スモール ・コンピュータの方 向を決定

・づ けた画 期 的な製 品です。

従 来、 スモール・コンピュータは、事 後 処理の道具

としての機能 にととまつた感があ りますカミ《ニクスド

ルフ・システム8870》 ならその領域 を超z、 企業 第

一線 の即 戦 力として使 いこなせます。

即時 処理 とバ ソチ処 理 を併 行処 理てきるので 分

散 処理 と集 中処 理の混合 ンステムの確 立や、セン

ター・マシンとしての機 能が十二 分に発揮 できま尤

ソフトウェアもハードウェアも、完 全 にモジュ→ レ化

さね 拡張性 の高いシステムになっています。

飛 び切り上等 ノより効果 的なコンピュータの利用

という理 想カミ そのまま実現で きます。

⑯ 兼松
兼 松 ニ ク ス ドル フ ・コ ン ピ ュ ー タ 株 式 会 社

本 社 東京都品川区西ft反 田1丁[]31番 地(日 生IL反 田ヒル)
君03(490)1351代 責料の二精求は本社広報課tて

●

コ
ン
ピ
ユ

1

タ
》

岡山 営業 所tto862〔32)5282

浜 松 営業 所tto534(54)3321

横 浜 営業 所 呑045(311)4930

、

2-_▲一一▲

大 阪 支 店DO6(201)1571代

名古屋支店tto52(582)0421代

仙台営業所tto222(66)4057

広島営業所tto822(21)8881代

福岡営業所DO92(451)2801代

札幌営業所ttOll(241)0973

口

葉
を
追放

・し

ま

古
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田コンピュータ1こありがちな煩わしさはまったくありま

せん。ペンを操作するだけでよいのです。

図データは漢字をはじめ,日 常の言葉でOK。 そのデー

タをペンで押せばデータ入力や機器操作ができます。

囹マイクロ ・コンピュータの採用で高度な業務処理がス

ピーディに行えます。

囚専任のオペレーターも特殊な消耗品もいりません。そ

のため 維持経費は最少ですみます。

瞠IRil

仏.

国オフィス内のどこにでも設置でき,配 置変更も自由。

音が静かで特殊な電源設備や空調設備がいりませんポ ・

⑥他機種との協調性は充分。事業の発展に応じて,シ ス

テムの拡張ができます。

図毎月約15万円の費用ですみます。

コ ン ピュー タ・プランニ ン グ

〒1451東 京 都大 田 区仲 池上1-17-15学 研 第2ビ ルTEL(03)754-se4e



カワセは 明日のビジネスフォームを く見つ め〉〈考 え〉行 動 します

●一 般 連 続 フォーム

■OCR・OMR・MICR

●連 続 封 筒 ・メ イ リング シール

●応 用 用紙

●証 券 類 フォー ム

●特 殊 連続 フォーム

国 力ワt7コ⊃ビュー」9ワコライ株式
東 京 支 店 魯(03)260-8271～5

名古屋 支店 管(052)581-4364

会社
本社 大阪 市城 東区鴫 野西2丁 目8番13号e(06)961-2591

京 都営 業所n(075)223;1228広 島営業 所n(0822)27-4511

神 戸営 業所 舎(078)241-2520福 岡営業 所e(092)431-0141



☆新製品Canonac750M◎d剖3

"＼

、

●1冊 で2048項 目検 索 で きるコー ドセレクタ ー。

●ファイル 内容が即時 に呼 び出せるCRTガ スプレイ。「修 正」も画面上で簡単に行えま土

●毎秒100文 字の高速 プ リンター採 用。

●256,000文 字/枚 ものデ ー タを記 憶 することが で きるフロッピー 荊 スク。

●拡 張性 の高いバ スライン方式。将来の業務拡 張にも安心で尤

●超 小型 にはすぎるほどの強力なオペレーティング システム、FDOS。

●だれにで も簡単にプログ ラミングで きる簡易言語COMET。

●MODELI,II,III,IV、4機 種 そろってシ リー ズ も充 実 。
7

Cdnon..。 販売株式会社
システム営業本部●東京〒108東 京都港区三田3-11-28(03)455-9731● 大阪(06)202-6761● 札幌(Cll)231-1313● 仙台(0222)66-4151● 名古屋(052)565-0911● 福岡(092)411-2394





ユ ー ザ ー に根 をお ろす コアグル ー プ

コ ン ピュー タを 通 じて 社会 に貢 献 した いと考 える コ アグ

ルー プ は、ユ ーザ ーか 真 に求 める システ ムの 開 発を 多面

的 角度か らそ〕う、総合 的 なエ ン ジニア リン グ集 団です 。
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■
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ごヴ ξ驚(株)ア シ ケ イ
∴S霧 湧 き 瓢 露 纏3撃2;ぷ テWぷ ㌧《 二〇461〈代～ ・

.∵ コ ア デ ジ ダ ル(株)で 、ニ
ペ 　 づ ま

〒15◎ 東 京 都 渋 谷 区 渋 谷3-26-20三 鱗 ビルTEL(03)359-0461(代)

テクノ茜1繭竃 ジ
ンクタンク(株)

〒733広 島 県 広 島 市 横 川 町2-5-9TEL(0822)32-733了

o



私 達 は 、数 多 くの ビジ ネ スフ ォーム をは じ

め 、高精度 の コ ン ピュー タ用品 等 を通 じて 、

よ り優 れ た コ ンピュー タシ ステム づ くりの

お 役 に立 っ て い ます 。

【営 業 品 目 】

【】連 続 帳票 用 紙(Busine5sForms)製 造 販 売

電子計算機 、テレタイプ、さん孔 タイプライター、

その他伝票発行機用

【】連 続 帳票 用 事 後処 理 機販 売

セパレーター、ディタッチャー、シュレッダペイラー

【】電 子計算 機 用品販 売

インク リボン、 さん孔 テープ、バインダー等

【】米 国REPLOGLE社 製 英 文地 球 儀輸 入 販 売

【】ア ラ ビア語 翻 訳、 写 植、 印刷

私 達 は微 力 で す が 、皆 さ まの シ ス テム 運

営 の問 題 点 を 、良 きパ ー トナー と して共 に

考 え さ せ て い た だ い て い ま す 。

【事 業 内 容 】

【】EDPSコ ンサ ルテ ィ ング







ハー ドウエアで

マルチワークを可能にした

超 小 型 コンピュータ

HAYAC-5000SYSTEEM
● マル チワー ク・マルチ ビ リング

HAYAC-5000は 、1台 のCPUに 複数の

端末機を接続し、異 った仕事を、同時平行的に処理

する"マ ルチワーク"の能力を備えております。

、通常超 小型・小型コンピュータによるマルチワークは

ソフトウェアに依存してお り洛 端末機に時間待ちが

起る.ものですが 、HAYAC-5000は 、これを

ファームウェアで解決してい ますので 、待時間の生

ずることはあ りません。例えば 、5台 の端末装置で

夫々異 った仕事 をすれば 、5台 の独立した超小型コ

ンピュータを使用するのと同じ感覚で使うことがで

きます。

CPUと 端末機は 最 大500メ ー トルまで離 して設

置することができます。

●仮想 記 憶

HAYAC-5000に は 、システムディスクが

標準 で装備されてお り、その前半32κ バイ トは仮想

記憶として使用することができ 、比較的大きなプ ロ

グ ラムを経済的に処理し 、システムに柔軟性 を与え

ることができます。

●オンラインシステム

HAYAC-5000で は 、通信制御用のパ ッケ ー

ジを追加するだけで 、通信回線を利用して、本社一

支社間や営業所一倉庫間な どの遠融地相互間のデー

タ通信ができます。 また 、そのために必要なソフ ト

ウェアもすべて準備されており、手軽にオンラインシス

テムをご活用いただけます。

一=〔÷』
ノペ← ヤ

本 社 東 京 都 新 宿 区 市 谷 八 幡 町8番 地(〒162)シ ャープ東 京 ビル内 丁[LO3(260)1161

大 阪 支 店(06)621-1221名 古 屋 営 業 所(052)451-9022神 戸 営 業 所(078)332-1831

広 島 営 業 所(08287)5-2337高 松 営 業 所(0878)34-3234福 岡 営 業 所(092)572-3551

札 幌,仙 台,新 潟,金 沢,松 本,岡 山
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誕生のその日から

老後の暮 らしまで
住友信託銀行は一生おつきあいいただける銀行です

どんどんふ えて5年 で 約1.5倍

住友の貸付信託
5年 もの…年a32%2年 もの…年7.20%(い ずれも予想配当率)

●元金保証●お預け入れば1万円単位●1年以

上(募 集締切 日より)たっていれば いつでも、期 間

に応じた利回りで中途換金もできま尤

毎 月5,000円 か ら、コー ス いろいろ

■ お預け入れ ば1回5,000円 からいくらでも■5年

後 にまとめて受け取れます■ボーナスで積増 しを

したり、積立 てを休んだり、ご予算に応 じて自由に

お預 け入れできま尤

くわしい資料 は、ハガキで〒104東 京都 中央区八重洲4-5住 友信託銀 行「〈らしの資料 室」まで



「知 る 」

と

「知 ら ぬ 」

とでは

●情 報処理技 術 の専 門家 にな りたい方

●情 報処理技 術 の教 育 を担 当 する方

●情 報処理技術 者 の資格 をと りたい方

●職 務 上コンピュータの知識 を必要 とする方

●短 期 間 にコンピュー タの概 略 を知 りたい

管理 者 の方

●学 生時代 にコン ピュー タの知識 を身 につ

けてお きた い方

大 きなちが いで す… …

(

(
巳正 日 明日伽 ンピュ一夕教育をめざす一

◆ 住友情報処理研修センター
㊦541大 阪市 東 区 大川 町27(住 友 生命 淀 屋 橋 ビル9F)

ff(06)231-3801'〈 代〉

OCR・MICR文 字 の

ナンバー印刷は東洋紙業へ

正確 で、しかもスピーディに伝票 が処理 出来 ます。

/

一
コ ンピューターで処 理 される

●百 貨 店 配 送伝 票 、商 品券 ●石油 会 社 のガソ リン券 には、OCR又 はMICR文 字 の … …

各 フォン トのナ ンバ ーを取 りそろえてお ります

OCR…OCR-AOCR・B12FN2407

0CRゴ シ ック7B手 書 文 字

MICR…El3BCMC7

東洋紙業株式会社 ・平野工場
大阪 市平 野 区 平野元町9番 〒547tt(06)791-34351代1本社

・工場 大 阪 市 浪 速 区芦 原2丁 目 〒556tt(06)562-0051`代1

東 京支 社 東京都品川区南品川4丁 目1|番 〒140tt(03)474-3251㈹



緬 欝塁簸露嚢蒙麗 難灘懇懇鍾i懸騒麹

◆ 住 友 ス リー エ ム 株 式 会 社3Mコ ンピュータ・サ プライ営 業 部 本社一〒158東 京都世界ヶ谷区玉川台2-33-1



蔑撚 欝墾譲聾 唖羅肇綴譲鱒 難

fto3(709)8521(ダ イヤルイン)/札 幌 ・仙台 ・東 京・横 浜 ・名古 屋 ・大 阪 ・高松 ・広 島・福 岡 ・沖縄
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PS－してお ります :、tそのg添
た 似参蓼i明をめざ し先 綿密

で あ リ,そ れは幅 ムい知識 礎 と

によ リ,は じめて 可能 にな ります.

数理計画 は こう した ことをめざ して,シ ステ ム分

析の業務遂行 に日夜 たゆみ ない努 力 をつづ けて いる

企業で す、
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彼。永井正幸 クンは今年入社 した

18歳 の若者 。「また若 いとよく言 わ

れ ます が、でも、 これか らは僕 た

ちの時 代だ」なんて…。CRCも 今

.年18歳 を迎 えました。この業 界で

は充実 した年 齢 と言 えます』 その

充 実 した年 齢が培った経験 と豊富

なソフトウェア、大 型ハ ードウェア、

多彩 なブ レーンなどの基盤 に若い

力をプ ラスし、新 しい年へ、いま。

へ

水

墓
幸

18也
成

o

[R[
信頼に応える

トータルな情報処理サービス

tン チ ュリL「 サ 」チt=ノ ヨ 株 式 会 社

本社/東 京 都 中 央区 日本橋 本町3-2小 津 ビ ルfiO3-663-6401㈹ 〈CRCnetサ ー ビス ・ビ ュー ロ ー〉東 京663-4211 .大阪241-4111名 古屋052-582-(P51東 海02928-2-2980「CRC
netサ ービスllに関するお問合せは上 記の各サービス・ビューローへどうぞ。

轡
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.計一 難 中 央 計 算 セ=v9一

本 社/東 京都 新 宿 区新 宿3-17-5〒160ftO3(356)4821㈹

分 室/神 奈 川 県 厚 木市 温 水 大 畑i208〒243ftO462(22)42|1

使 用 機 種UNIVAC-llO80UK-9400FACOM230-20

●営 業 内 容/事 務 計 算 ・ソ フ トウ ェ ア 開 発 ・フ ァ シIJテ ィ ー マ ネ ジ メ ン トサ ー ビ ス

カ ー ドパ ン チ ン グ ・科 学 技 術 計 算 ・コ ンサ ル テ ィ ン グ ・マ シ ン タ イ ム 販 売
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実績 と技術 に裏打 ちされた、豊 富 なラインアップ

MT-6 .電子 レジスタ、会計機 など、多方面に実績を誇 るカセットメモリ

MT-7コ ンパクト、水平垂直両用、1600/800bpi可 能 ポケットタイプカセットメモリ

MT-8/10± 裂 言エンスター ミtJレ・オフラインmaxな どに実績 を誇 磁 気 テ

MT-85/150デ ュァルデンシティ(1600/800rpi)磁 気テープメモ リ

MTF-1000MT-85/150用 フォーマ・ソタ

T'「C・ ・1000ス トレートダウン方式テープツーテープコンバ一夕

TTC-3000イ ンテ リジェンス方式 テープツーテープコンバ_タ

テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社

営 業 本 部 ・東 京 情 報 機 器 営 業所

180・ 東 京 都 武 蔵 野 市 中町3-7-3

電話(0422)53-ll日(代)

大 阪 営 業 所 ＴELO6(649)0191

名古 屋営業所 .TELO52(782)4581

広 島 営 業 所TELO822(43)3581

福 岡 営 業 所TELO92(431)5781

仙 台 営 業 所TELO222(27)1501

札 幌 営 業 所TELO|1(521)4560
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990シ リーズ マイクロ/ミニ コンピュータ

990-10シ ステム 礁 ㌶灘

一
残 影

影7多 多 ㌘

,影 、
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ド〃,

ジ影 面・〃「

ll111UIU酬1}

影繍 撚
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990-10ミ ニ コ ン

灘蕊
1‖珊}01‖1

聴自

≒ 髪

1語 長16ビ ッ ト

継 継

990-4

キ ャ ビ ネ ッ ト型 こ とはい ままで まっ た くな か った こ とです 。

現 在 、 この フ ァ ミリー の構 成 メ ンバ ー:

●TMS9900マ イ ク ロプ ロセ ッサ

(16ビ ット ワ ンチ ッ プ)

●モ デル990/4マ イ ク ロコ ン ピュー タ

●モ デル990/10ミ ニ コ ン ピュ ー タ

990-4

籔 ボー ド型

TMS9900

990フ ァ ミ リーの 一 番小 さな マ イ ク ロプ ロセ ッサ

もそ して一 番 強 力な ミニ コ ン ピュー タ もまっ た く

共 通 の言 葉 を話 す 二 とか らTlで は、新 し く"フ ァ

ミリー パ とい う概 念 を誕 生 させ ま した。 まっ た く

コ ンパ チ ブル な ソフ トウ ェ ア を使 用 で きる とい う

● プ ログ ラム開 発 シ ス テムハ ッケ ーソ

● プ ロ トタイ ピング シ ステ ムパ ッケ ージ

●ア プ リケ ー シ ョンに応 じて 、マ イ ク ロプ ロセ

ッサ 、マ イ ク ロコ ン ピュー タ、 ミニ コ ン ピュ

ー タの選 択 が で き る。 その際 、 ソフ トウェア

は共通 の た め 、主 と して コス トパ ー フ ォーマ

ン スの みが 問題 と され ます 。

● ロー エ ン ド向 け に開 発 され た ソフ トウ ェア は

その まま上位 のモ デ ル に適 用 で きます。

●拡張 はす べ て段 階 的 に行 な え ます 。

デ字授ウ【イ互 叉鋤 ルが⊃・野
寛罰7塘iデ 聖F

DSD事 業部 鷲 瓢 聾;㍊:;1、 毅 霊鵬 工麗 麗8'6還 、蕊;:;、。、。。,代表、〒532
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S は

父

実現します
効果的な分散処理を

システム・ネットワーク体系(SNA)は 、IBMの これからのデー

タ通信 システムを支える基 本概 念で℃ このSNAに より、IBM

.は、データ通信 システムの構成に関する多くの技 術改 良 を行

い、従来 よりはるかに容易にシステムを開発 ・運 営し、かつ、

拡 張で きる道 をひらきました。

このSNAの 中でも重要なテーマの1つが"分 散 処理 ≒西 ス

トリビューテッド・プ ロセシング"で 玄

新しいデータ処理形態

SNAに よるテ雪ストリビューテッド・プロセシングで は、各地

の事 業所 や部 門ごとに、それ自体"デ ータの処理機 能"を

備 えた、インテリジェントな通信 システムや通信 端末 装置を

配 置し、しかも、それ らを中央 のコンピューターとオンライン

で結 びます』

こうすることにより中央のコンピューターには全社的 なデータ・

ベースや適用業 務プログラムピ また、各 地 の通信 システム

や通信端 末装 置 には、それぞれで 必要 となる日常業 務処理

のためのデータやプログラムを蓄 え、相互 に独 立して分散 処

理することがで きま尤 と同時に、各 地 の通信 システムや通 信

端末 装置 は、中央のコンピューターとオンラインで結 ばれて

いるため、いつでも必 要に応じて迅速 にデータを交換 し合 う

ことがで きますb

このようなガ ストリビューテッド・プロセシング は、すべての処

理機 能を中央のコンピューターに集 中する方式とも、また、中

央 から切り離 されたシステムを各地に設 置する方 式とも異なり

ます、SNAに よるデfストリビューテッド・プロセシング は、こ

れ ら2つの方式 が もつそれぞれの利 点を生かしつつ、同時

にそれぞれの欠 点を補 い合 う、新 しいデータ処理形 態 を可

能 にするものです6



分散処理がもたらす数々の効果

■中央 のコンピューターの負荷が 軽減 されます

ガ ストリビューテッド・プロセシングでは、今 まで 中央 のコン

ピューターで 実行 していたデータ処理の多くの部分 が 各地

の通 信 システムや通 信端末 装 置に分散 されま尤 このため、

中央 のコンピューターに余力が生じ、新しい時 代に即応 する

より高度な適 用業 務を次々開発していくことが可能になりま土

■各地の 要 求が十分 満 たされます

各地 の事 業所 や部門で必 要となる日常業務 処理 は、 それ

ぞれの通信 システムや通信 端末 装置 で行えま尤 このため、

各地 や各部 門 単位 の要求 には、よりきめ細かく応えていくこ

とができま尤 しかも、各地の通信 システムや通信 端末 装 置

用の適用業務プログラムは、すべて中央で開発で きますから、

データ処理 開 発要 員を各地 に分散 配置する必要 がありま

せん。

通信端末装置

一 一 一 一

■通信 コストが 削減 されます

すべての処理を中央 のコンピューターに集中するシステムで

は、中央と各地を結ぶ通信 回線 の使 用頻 度 が非 常に高く

なりま尤 この解 消 は、当然 、通信 コストの大 幅な削減 につ

ながりま土 また、通信 回線に余裕が生 まれることは、全社的

なオンライン即 時処 理の効率 がそれだけ向上することをも意

味 していま尤

■ システム全体 の信 頼度 が 向上します

万 一、 中央 のコンピューターや通信 回線 が故 障しても、各

地のデータ処 理はそれぞれの通信 システムや通信端末 装 置

で 行えま尤 また逆に、各 地の通信 システムや通信 端末 装 置

が故 障しても、その影響 はシステムの部分 的な範 囲 内にとど

められ、全体 としての信頼 度 、使 用可 能度 はきわめて高く

保たれま土

分散処理を実現する

SNA通 信システム/通信端末装置

現 在IBMが この分野 でご提供 している通信 システム/通 信

端末 装 置には、次のようなものがありま尤

●IBM3790通 信 システム

●IBM3770デ ータ通信 システム(プログラム可 能モデ)レ)

●IBM3600金 融機 関通信 システム

●IBM3650小 売業ストア ・システム

これからのデータ通信 システムを一 層効率 化するため、ぜひ

SNAに よるデfXト リビューテッド・プ ロセシングをご検 討 く

ださい。

日 本 ア千 ピ ー・エ ム 株 式 会 社

東 京都港 区六本木3-2-12〒106TEL(03)586-1111

資料請求およびお問い合 わせば一 宣伝担当まで



経営理念

システムを創造する

サー ビスに徹する

社会的責任を果す

システム
販売部門

システム
サポート
部 門

大きな

実り

サービス
部 門

e>鷲 日本工レックス
〒550大 阪 市西 区 靭本 町3丁 目110番 地(松 菱 ビル)asO6(532)2321

オールラ ウンドコンピュータセンター
コンピュータ利用に関することならなんでもご相談ください!

日科 技研
電 子 計 算 機 セ ン タ ー

(千駄ケ谷)

TOSBAC5600/160

(256KW)

霞 が 関 情 報 セ ン タ ー

(霞が関ビル内)

lBM370/168

(5000KB)

漢字システムCOMシ ステム

グラフィックシステム

プロッティングシステム

電 算 機 シ ス テ ムの

使 用(ハ ー ド利 用)

計算処理のス ピー ド

化 ・正確化 ・経済的

ソフ トウェ ア開 発

の受 注(技 術 計 算)

ベーシックソフ ト・

アプ リケー ションプロ

グラムの開発 ・NC(数

値制御)な ど

受託 計 算処 理

(事 務計 算)

医療情報 システム ・

給与計算 ・会計 システ
ム ・人事管理 システム

など

デ ー タ処 理

統計解析,数 理計画

等のプログラム群の有

効な利用

会 員会社 関 係

会員制度によるシス
テム開発 と計算処理 の

サー ビス ・リモー トバ

ッチ方式の利用 ・オン

ラインサー ビス

公害 防 止 と

地域 開 発

水質汚濁 ・大気汚染

メッシュデータによ

る開発計画など

化 学 工 学 関 係

蒸 留 計 算 プ ロ グラ ム・

ダ イ ナ ミッ ク プ ロセ ス

シ ミュ レー タ

漢 字 情 報 処 理

シ ス テ ム

漢 字 処理 プ リ ンター

の有 効 利用,DM・ 技術

文 献 速 報 ・名 簿 の作 成

プ ロ グ ラ ム 販 売

当社 開発 の プ ロ グラ

ム販 売 に加 え,ユ ーザ

プ ロ グラ ムの 委託 販 売

を行 って、 ソ7ト 流通

の ネ ッ トワー ク形 成 に

つ とめ て い ます。

㈱日本科学技術研修所
電 子 計 算機 セ ン ター(03-352-2231)

(〒151)東 京 都 渋 谷 区千 駄 ケ 谷5-10-ll

霞 が 関 情 報 セ ン タ(03-580-477|～5)

(〒100)東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関3-2-5(霞 が 関 ビル31階)
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わが国でただひとつ。漢字システムの

専門メーカー
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ぽ 漢字処理のことなら、何なりとご遠慮なく……東京 事業所、大阪営業所に受託計算センクー開設。

漢 字処 理 のエース!
●第4世 代の電算写植

●出版物編集の頭脳

7500電 算 写 植 システムJupiter

● 編 集 校 正 か らレイア ウトに

7000漢 字編集処理システムJUAO

● 大 量 バ ッチ 出力用

7350漢 字 編 集 ・校 正 システム

●用途広範ディスプレイ装置

7300高 速 漢 字 印 刷 シ ステム

7200漢 字 複 合端 末 システム

● インテ リジ ェン ト・ター ミナル … ・・…7150漢 字 端 末 プ リン タ ・シ ス テム

● 物 流 管 理 、発 送 業 務 に… … …7|30漢 字 ラ ベ ル プ リンタ ・シ ステム

●漢字入力の超人 C-5120J漢 字 タ ブ レ ット

●

Jll日 本電気漢字システム株式会社
本 社 ・工 場 東 京 都 大 田 区 大 森 西7丁 目6番31号ft(03)764-4111〈 代 表〉

東 京 事 業 所 東 京 都 港 区 芝4丁 目13番2号(市 原 ビル)ft(03)454-3811〈 代表 〉

大 阪 営 業 所 大 阪 市 淀 川区 西 中 島4丁 目7番4号(ム ネカタピル)宕(06)304-8200〈 代表 〉
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よ り豊 かな明 日のために、いかにコンピュ

ータ を活 用 し、機 能 させ てい くか一 。

日本 電気情報 サービス は、ユーザ」 の皆 さ

まと一体 となって、 つねに一 歩先 を考えた

システムを求 め、より社 会 に密着 した新 し

いコン ピュー タサ ー ビス実現 のた めに努

力 を続 けてい ます。

ZVEC日 本電気情報サー ビス株式会社
〒108東 京 都 港 区 芝4丁 目14番2号(第 二 田 町 ビ ル)

fto3(454)5711(代 表)





エイコスの舞台は、

さらに広く。

エ イ コ ス

《ACOSシ リーズ77》 は 、

小 型 から中 ・大 ・超 大型 までの 充 実 したシステム群 。さらに幅 広 い ご要 望 にお応 えします。

激 動 の'76年 、 コンピュー タ 利 用 の 動 向 を 先 取 りしてお と

どけす る《ACOSシ リー ズ77》 。ユー ザ の皆 さまへ のより確

か な 効 用 を 開 発 の 思 想 として、 小 ・中 型 の システム200/

300/400か ら大 型 の システム500/600/700、 超 大 型 の シス

テム800/900を ライン アップ:す で に 数 多 く稼 働 中 で す。

わが 国情報 産業を担う日本 電気 と東 京芝 浦 電気の緊密 な協

調 体制の もと、両社の豊富 な実績 と最 新 技術を結 集した成 果

です。本格 的なオンライン・テLタ ベース・システムと効率のよい

コミュニケーション・ネットワーク・システムの中核 として 《ACOS

シリーズ77>は 、どのようなご要望 にも最適なシステbでお応 えぽ 尤



NEC日 本電気株式会社

ノ4COSシ リー.77
シ ス テ ム200/300/400/500/600/700/800/900

國 鯨 芝瀬 気株式会社Nns晴 東芝情報システム株式会社
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●営 業 品 目

調 査 分析 ・シ ステ ム設 計

ソフ トウ ェア開 発 ・販 売

情 報 処 理 ・提 供

シ ステ ム関 連機 器販 売

サ プ ライ 用品販 売

フ ァシ リテ ィマネ ジ メ ン.トサ ー ピス

イ ン プ ッ ト ・ア ウ トプ ッ ト処 理

マ イ ク ロ ・コン ピュー タ製造 ・販 売

」日■
日浦ぴ 病κオ十メラ ヨフ描 絵粒
本 社 〒|51東 京都渋谷 区千駄 ヶ谷3-50-|1(明 星 ビル)

ft(03)404-2221(大 代表)

関 西 支 店 〒541大 阪市東 区南本 町5-14(住 友生命 南本町 ビル)

奮(06)252-3745

中 部 支 店 〒460名 古 屋市 中区錦2-9-6(中 北 ビル)

呑(052)231-2450

九 州 支 店 〒8|2福 岡市博 多区博 多駅南1-2-15(事 務機 ピル)

呑(092)43-0284

北海 道営 業所 〒060札 幌 市中央 区北 三条西|丁 目(東 芝 ピル)

£t(Ol|)23|一 一4078

北 陸 営 業 所 〒930富 山市桜橋 通 り2-25(第 一 生命 ビル)

ま奮(0764)32-6480

広 島 営 業 所 〒730広 島市紙屋 町1-2-22(広 電 ビル)

ま宝(0822)48-1500

出 張 所 東北 ・新潟 ・徳 島 ・高松 ・松 山 ・大 分 ・鹿 児島



足 も とをか ため る

美ζ計蓋鷲 蕪 灘 亨驚 てきた石垣・ 蜜
この 石 垣 も、 実 は 綿 密 な 計 算 の も と で 、 頑 強 な土 台 を

築 くた め 、 数 あ る石 の 中 か ら最 適 の 石 を選 び 、 さ ら に

石 の 特 長 を 失 わ な い配 慮 が され て い る か ら こ そ 、本

来 の 美 し さ、機 能 、 強 度 を い つ ま で も保 っ て い る の

で す 。 ・〆

。;蕪 ≡ζ㌶ 雲 ㌫ 建 三;.・ ,聡.',ノ つ

載1雛 鑓 望雀舗,
価1`'t富 な 技 術 と経 験 を駆 使 して サ ー ビ ス に ノ '1

あ た っ て い ま す 。 ・
"

,「

取 扱 品 目

■ ビジネ ス フォー ム(連 続 用紙 ・OCR

・OMR用 紙 ・連 続封 筒 ・カ ラ ー 印刷 ・

ヒー トシー ラ)

■ パ ンチ カ ー ド(ス タ ンダー ドカ ー ド

議瓢 遥;竺 ㌻ ス。パ霧
ッ ク ・フ ロ ッ ピー デ ィ スク ・カセ ッ

トテ ー プ)

■ 周 辺機 器(カ ー ド穿 孔機1701,1710

,1710-J・ サ イ コー キ ーカ セ ッ ト

シス テム ・プ ロ リー ダ)

■ その他(各 種 プ リンタ ー リボ ン ・ 亘≡一一、

自動 定電圧 調 整機 ・各 種 キ ャ ビネ ッ ト 式

.各 種 事後 処 理機)湿 、.

・ノ
ン

ン

'

日 菰 ユ ニly'・,o・ サ7。 ラ ィ 東京都渋谷区道玄坂2-29-20〒150ftO3(463)778㈹

大阪ttO6(385)6722名 古屋trO52(581)1488札 幌firO11(251)0882仙 台ftO222(61)5810

横浜trO45(314)0891岡 ■ftO862(32)6274広 島trO822(28)4270福 岡ftO92(281)4072



主 な活 動 内容

●経営調査 〈戦略的計 画を中心 とした立案〉

●システム分析及び調査

●アプリケーシ ョンプログラム

●ベーシック・ソフトウェア

●システムデザ イン

技術 と組織 を結ぶJTSの システム

サプライ販 売部取扱 品 目

● フロッピー(IBM・ シュガ」 ト・メモレックス)

●ディスクパ ック(1246・626・62J・616)

● チー ターモジュール(1370・1335)

● ディスクカセット(641)

● ディスクカー トリッジ(611・631)

翻 日本テク カルシステム株式会社
東 京都 文 京 区 大塚3-10-3高 田 ピル4FTELO3-945-5871ffV

JapanTechnicalSystmCo.



支 障のないかぎり 人 間の血 液 は。

わず か10秒 内 外で 、心 臓 を出 てふ たた び心 臓

に戻 って きます。 その 問、 あ らゆ る供 給 や処

理 をわず かの 休み も と らず 行 な い 、瞬 間的 な

あ るい は長 期 的 な活動 力の 源 泉 に な って い る.

の で す。 も しこの絶 妙 な シ ステ ムの ど こか に

故 障 が起 きた ら、 それ はす ぐ全体 に致 命的 な

影 響 を及 ぼ して しま うこ とで し ょ う。確 実 に

私 た ちの ネ ッ トワー クは 、 この生 命の 神秘 を

心 と して働 きた い と考 えて い ます。 一 見末端

と思 え るどの部 署 も、 すべ て に対 して大 きな

責 任 を.もつ どん な情 報 につ い て も 、 どん

な解 析 に関 して も。血 液 を確 実 に送 り続 け る

ひ とつ ひ とつ の部 分 に も似 て 、 私 た ちは高 度

の コン ピュ ー タ利 用 によ る事 務 計算 、技 術 計

算 、さ らに未 来予 測面 で お役 に立 って い ます。

㈱青森コンビュタセンター

㈱RKKコ ンピューターサービス

㈱咲城計算センター

㈱茨城計算センター土浦事業所

㈱茨城計算センター取手事業所

㈱今治地方情報センター

聯 手電子計算センター

㈱ 岩手電子計算センター一関事業所

㈱ エヌピーシー計算センター

㈱愛媛電子計算七ンター

㈱ 京信システムサービス

共同コンピュータ㈱

㈱ 呉電子計算センター

㈱ 群馬電子計算センター

働}公営事業電子計算センター

財}公営事業電子計算センター多摩ブランチ

㈱ 高知電子計算センター

馴札幌ソフトウェアセンター

㈱腸菌コンピュータサービス

㈱蛇の目電算センター
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㈱蛇の目電算センター 小金η=営業所

㈱J.S.D・ マネジノント・センター

㈱庄内電子計算センター

セントラル・コンビュタ・サービス㈱

㈱ タジマ興産

㈱ 中4馴 算センター

㈱東北電子口慣 センター

西日本コンピュータ㈱

日本コンピューター㈱

㈱ 日本ビジネスコンサルタント

西0423(9

呑0886(3

廿0234(2

803(43

臼07

005

002

ttO9

醐

㈱H本 ビジネスコンサルタント情報事業部

㈱H本 ビジネスコンサルタント大阪営業所

㈱ 日本ビジネスコンサルタント神戸計算センターtto7

㈱ 日本ビジネスコンサルタント名古服営業所tto5

㈱ 日本ビジネスコンサルタン眺 陸電:f'tt#センターtto7

㈱H本 ビジネスコンサルタント中国営業所ttOS

㈱H本 ビジネスコンサルタント岡山営業所tto8

㈱ 躰 ピジ枳 コンサルタント勤 惰鞭 理!kンターttes

㈱ 日本ピジ叔 コンサルタント山陰中央t・T－計;t7P-rte8

㈱ 躰 ピ淋 スコンサ'けント山吋 央t・1・lt算センターttOS
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)337
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㈱ll本 ビジネスコンサルタント九州営業所

㈱ 昧 ビジtスコンサルタン漉児島U-tt算センS-一

㈱ 昨 ピ淋 スコンサルタント棚 電子瀬 センター

㈱福島県中央計算センター

㈱福島情報処理センター

㈱幅島総合計算センター

㈱X蓉 情報センター

㈱松阪電子訓算センター

㈱茂原電算センター

㈱盛岡電子計算センター

ヤマ トシステム開発㈱

口o

劃

励

愉

御

揃

励

む0

.奮0

脚

台0

2(52

92(6

88(2

45(3

49(2

46(7

(58

98(5

752〔

96(2

〔37

)

)

}

}

)

)

)

)

)1

5

3

)27

)63

HITAC

=.".

渋 谷 区 道 玄 坂1の21の2〔 新 南 平 台 東 急 ビ 「レ2・3F)e464-5110㈹

NBC㈱ 日本ビジネスコンサルタント内



パ イロットイ ンク リボ ン

パ イ ロ ッ トイ ン ク リボ ン は、 全 国 で最 も幅 広 くご愛 用 い ただ い て い る 『高 信

頼 性 リボ ン』 で す 。 パ イ ロ ッ トは業 界 の ト ップ メー カ ー と して、 た えず 品質

向 上 を 目指 して 研 究 開 発 に努 力 し、 時 代 の要 求 に応 えて い ます 。

●加 算機 用

●会計機 用

● タイプ ライター 用

●テ レタイプ用

● シ リアルプ リン ター用

その他特別仕様もご相談に応じます。

パ イ ロ ッ ト 端 末 機 用 リ ボ ン

コンピューター用 品のトータルサプライヤー

一

●各種LPリ ボン

●各種タイプリボン

●リボン再生機

●耐火保管庫

●各種運搬用 トランク

●紙テープアクセサリー

● コンピューターファイル ●バ ースター、セパレーター

●各種 キ ャビネ ッ ト ●MTラ ベル、タブ等

●移動 ラ ック ●磁気 テープク リーナー

㊥ ノぼ口頑癬鱒 継 端/商 事部
コンピューターサプライ課

東 京ele4東 京都中央区八丁堀4丁 目6i9号(コ パリビル2F)呑03-553-7361㈹

大 阪 巳s3|大 阪市大淀区大淀町 南1丁 目le番 地松下ピルttO6-45S-5921㈹

本 社 ●le4東 京 都 中 央 区 京 橋2丁 目7番 地3tro3-561-6111〔 ×代表)



始 め が 、肝 心!ク
./

万 世

葦
マ イ ク ロコ ン ピュー タMC-55

営 業 品 目

■各種 電子計算 機 シ ステム の計設 と製作
(汎 用 コン ピュー タ, ミニコ ン ピュー タ,
マ イ クロ コン ピュー タ)

■ ソフ トウェア の開発
(O.S.ク ロスアセ ンブ ラ等)

■各種 端末装 置の 製造 と販 売

■マ イ クロコ ン ピュー タの製 造 と販 売

■マ イ クロコ ン ピュー タ内蔵 汎用端末 装 置の
製造 と販売

何 事 で も、始 め が良 けれ ば、後 は順 調 に

事 が運 ぶ もの です。 コ ン ピュー タシス テ

ム も しか り……。 システム デザ イ ンの良

否 が 、 計画 の進行 だ けで な く、完 成 した

シ ステムの効率 まで左右 します。

私 た ちは、豊 富 な技術 と経 験 を生 か し、

皆 さ まの満 足 の い くシス テム を完 成 す る

こ とに努 力 して います。

◎ 日丘エンジニアリング株式會杜

情 報 セ ン ター
本 社 茨 城 県 日立 市 幸 町3-2-1±317宕0294-21-3672

東 京 都 千 代 田 区飯 田 橋3-7-14TlO2宕03『265-8929東 京 分室

会員募集 中!

ピ コ

情報産業の情報源
PACKAGED

lNFORMATION

OF

COMPUTERS

コンピュータ産業および情報産業に関連 するデータを国内は もちろん、広 く

海外 よ り80種 にのぼ る資料の中か ら適確 な情報を選 び、週刊PICOと い う形
で会員に提供 します。

《編 集 内 容 〉 ・

■ コン ピュー タ ・メー カー にお ける経 営,開 発 活動,販 売 な どに関 す る情報
■ ソフ トウェア,TSS,FM分 野 に関 す る経 営,開 発活 動,販 売 に関す る情報

■ユ ーザ ー におけ る システム導 入,シ ステム開 発 な どに関 す る情報
■主要 調査 報告,会 議 開催 な どに関 す る情 報

■医療,交 通、教 育 な ど特 定応 用 シス テム に関 す る情報
■政 府 の情報産 業 につ いての政 策 に関す る情報

■電 電公 社お よび デー タ通 信 に関す る情報
■海 外 の情報産 業の経 緯 につ い ての総 合分 析,解 説

《セ ミナー の開催 》
●内 外 の コ ン ピ ュー タ関 係 権 威者 に よ る講 演 会 ・研 究

会 の開 催 ★ 会 費 ・1年 間60,000円

ca コ1ン 日 工■タ ・==■5才 ネ■
●PICO情 報 調 査 研 究 会

会 長/稲 葉 秀 三

㊦100東 京都 千代 田区 霞が関3・2-5

霞 が関 ビル30階TELO3-581-5201(代)



授術の白血

◆HITACH■

オンライン再蕎

器萎欝欝,
そこで、これか らの情 報処 理の課題 として

まずあげ られるのは、コンピュータ利 用の

繊騰瓢訂
で きるか どう'かです。'

雛撫灘N
坑 そしてアプ リケー ション・システムの開発 ・拡張 を で

＼

いかに容 易にす ることがで きるかがカギの ひとつで尤

オンラインはもとより、バ ッチ、 リモートバ ッチ、会 話処理

などの多様 な処 理形 態の組 み合 わせの検 討 も欠かせません。

そこで このような課題 に対 応 し、新 しいオンライン・シ

ステム実 現のために、日立の コンピュータHITAC]

が大 きな力 となります。

トータルシステムか ら部門別管理 まで一 日立 のコン ピュータ

H口[[翻 ◎
お問い合bせ は㈱日立製作所 コンピュータ営業所TEL(03)765-3111ま たは最寄 りの営業所へ一 大阪(06)2035781・ 福岡(092)

・・⇔ 日itx佗 所 ㌫芯鴇灘 欝完言霊留 篇㌶ ξ1?難㌫ 鶏 雛)蒜 翼漂 雲;1跳 躍1望1「2111
㈱日立製作所コンピュータ事業本部企画部へお送りください.

●
コンビ白

H-rs合
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拓く 日立SKの 若い'

こ燃え、活力にあふれ

しようとしてい ます。

質 ・価格な どすべての

ただけるソフ トウェ ア

日も早 く提供ずる こと

と考えています。

日立SKは あな たの ブ

んなものでもお気軽 に

、o

本 社 〒244横 浜 市 戸 塚 区 戸 塚 町5030番 地 合(045)881-7161(代 表)

大 森 事 務 所 〒140東 京都 品川区 南大井6-23-15(日 立大 森別館)tt(03)765-9220

名 古屋 出張 所 〒460名 古 屋 市 中 区 栄3-17-|2(B立 ピル)智(052)264-0027

、
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「28S」か ら「58」まで
、 シ リーズ6機 種 を そろ

えたコン ピュー タFACOM230"8ケ シリー ズ。

いま、 あらゆ る業 種 ・業 務 へ と普 及 の 分 野 も

広 範 囲 に わたってい ます。 なぜ 、 このように

広 い分 野でユ ーザの 皆 さまに受 け入れ られ る

ので しょうか。端 的 に いえば 「使 いや す さ」、

そして 「全体 的 なシステム ・パ フォーマ ンス

の 向上 」で す。 オン ライン など仕 事 の種 類 を

選 ば ない、幅 広 い多 様 な使 い方 がで きるから

で す』

周 辺 端 末 だ け をとって も、各 種 ディスプ レイ

装 置 、OMR、OCRを は じめ、製 造 、金 融 、流 通

などのための専 用端 末 ・と多 彩 かつ豊 富 で土

FACOM230"8ウ シリーズは、どんな多様 なニーズ

にも応 えることがで きるコンピュータ・シリーズで尤

FACOM230"8"シ リーズの5大 特 長

国効率の高いVS方 式

国新開発の大容量ファイル

團オ ンライン・デ ータベ ースの採 用

囚新しい多種 多彩 な利用方式

固プライス・パフォーマンスの厳しい追求

230"8"iシ リーズ
富士 通 株 式 会社FACOMビ ル 〒iO5東 京 都 港区 西新 橋3-21-8TEL東 京(03)437-5111
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薦 後

経営者の良きパートナー登場!

MDS-ManagementDecisionSupportSystem

低 成長 時代 に挑 戦 する企 業の ため

の新 しい経 営 ツール ・MDS。 企 業

環 境 のめまぐるしい変 化 により、経

営 意 思 決 定 の 複 雑 多 様 化 を余 儀

なくされ る今 日、人 間 の持 つ経 験 ・

知 識 ・洞 察 力 ・カン(マンシステム)と

コンピュー タ(マシンシステム)とを結

びつけ、双方の密接な対話により効

率的に結論を導びくためのマネージ

メントサポートシステムです。MDS

は、業界動向の把握、同業他社と

自社との比較、長期経営計画、設備

投資計画、あるいは協力会社の状

況把握と経営指導など広い分野に

適 用で きま尤 富士 通 ファコムで は、

MDSを より多 くの 方 々に利 用 して

いただ くため、定 評 あ るFACOM-

TSSの アプ リケーション・プ ログラム

として、TSS機 能 をフル に活 用 した

会 話 型MDSサ ー ビスを開始 いた

しました。お気 軽 にご利 用くだ さい。

TSS-Softtoare&Sgstems

富士通777ム

●本社 ・技術 営業部/東 京都港 区新橋5-36-11TELO3(433)2251● 営業所 ・出張所/仙 台/東 京/多摩/名 古屋 ノ大阪/広 島/福 岡Aヒ 九州
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1まだまだ幅広い機能が
あるはずだ」

とお考えの方へ

「いろんなオンラインが

簡単にできるはずだ」
とお考えの方へ

防、たときも業務を止めない
ですむやリ方があるはず局

とお考えの方へ

モデル500は 、

マルチバッチ処 理 、遠隔バ ッチ処

理 、トランザクション処 理 、タイム

シェアリング リアル タイム処理 の

5つ の処 理形態 と、シンビオント、

スプーリングを自由 に選 択で き、

大形機 並み の処理 機能 を発揮 し

ます。大 形機 ご小形機 と接続 して、

ハイアラーキシステムを構 成 したり、

また各種 インテリジェント端 末を組

み合 わせ て、マルチ シェアネ ット

ワー クシステ ム を構 成 できます。

操 作卓 には 、2,000字 の カ ラー

キャラクタテηスプレイ装置 を採 用

しています。

「もっと速く、もっと多く
処理できるはずだ」

とお考えの方へ

モ デル500は 、

演算 実行 の性 能 が、LSI化 先 行

制御 方式 などによって、グ ンと良 く

なっています。容量50メ ガバ イ ト

(転 送速 度806キ ロバ イト/秒 、平

均 アクセス38.3ミ リ秒)、 そして100

・200メガバ イトの 高速大 容量 ディ

スクを接続 で きますので すぐれた

ファイル 処 理 能力 を発揮 します。

全デ ータ転送 能 力は 、1秒 間約 、

5メガバイトの高速 です。オーバ ー

ラップ シー クはもちろん、データの

ア.ドレ スを 直接 アクセ スで きる

モデル500は、

問い合わせ、データ集配信、メッ

セージ交換などのトランザクション

処理、タイムシェアリング、各種

の計測器と接続したオンラインや

遠隔バッチなど、いろいろな形態

のオンラインが可能です。特に

テレシンヒ冴ントの機能により、大形

機の衛星計算機になったり、小形

機 を遠隔バッチステーションとして

接続もできます。 トランザクション

処理を、COBOLで プログラミング

できます。オンラインのフ℃グラムを

バッチ処理でデバッグ、テストで

きますのですでに稼動中のバッチ

処理システムを止めずにオンライン

への移行ができます。

オンラインデータベースが可能で、

データを集中管理できます。回線

制御方式を標準化していますので

ベーシックからハイレベルまで多種

多様なオンライン端末を接続する

ことができます。最大24回線50～

9,600ビ ット/秒の通信回線を中央

処理装置に内蔵できます。

メモリ容量 32キ ロバイ ト～256キ ロバ イト

2進 固 定(16ビ ット)… 土O.8マ イクロ秒

命 令 数 …160種

モデル500は、

高度なLSI化 、重要回路の2重化

自動誤 り検出 ・訂正機能命令の

再試行機能などによって信頼性が

一段と向上していま尤 万一故障が

発生しても、故障個所を切り離して

継続運転できるフェイルソフト機能

が充実していますので、システム稼

動率が向上していま.尤マルチプ向

セッサシステムの構成もできます。

オペレーガ ングシステムのもとで

オンライン診断 を行なうなど 徹底

した予防保守を実行しています。

計算機内部の温度上昇を大幅に

温度による障害を減少させました。

診断プログラムで ソフトウェア側

からも診断できます。

「とにかく金のかからない
システムがあるはずだ」

・ とお考えの方へ

モデル500は、

既存の電源設備でOKで 尤さらに、

電圧変動の対策を強化してありま

すので、AVRは 不要です。所要

電力が少なく、省エネルギー設計

になっています。環境温度30℃ で、

普通の事務所の温度環境で十分

です。CPU、256キ ロバイトメモリ、

入出力処理装置及び入出力制御

装置、これらすべてを小形キャビ

ネット2個に収納できますので 設

A慧 鑓 種
●お間合せ は……三菱電機株式会社 本社電子計算機第一部 東京都千代田区丸の内2丁 目2番3号 〈三菱電機ビル>TlOOTEL東 京<03>218-32川
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